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第1章 調査の背景と目的 
 
第1節 背景 
本調査の背景となった国内の大学院の教育に関する動向について、理工系に関連したものを中心に
整理すると以下のようになる。 
1998 年 10 月、大学審議会は「21 世紀の大学像と今後の改革方策について」を答申し、大学院の制度
上の位置付けの明確化、大学院の課程の目的・役割の明確化、高度専門職業人養成に特化した大学院
の設置促進、資源の集中的・重点的配分など卓越した教育研究拠点としての大学院の形成・支援を提言
している。この提言の問題意識としては、目的に即した体系的なカリキュラムが編成されていない、学生・
教員の流動性が低い等が挙げられている。 
2005 年 9 月には中央教育審議会が「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に
向けて」を答申している。答申では、まず、基本的な考え方として、大学院教育の実質化、国際的な適用
性・信頼性の向上の 2 点を挙げている。そして、大学院に求められる人材養成機能を研究者等の養成、
高度専門職業人の養成、大学教員の養成、高度で知的な素養のある人材の養成の 4 つに整理し、それ
ぞれに必要とされる教育を実施することが必要としている。 
2007 年 6 月の「経済財政改革の基本方針 2007」では、「教育再生会議第二次報告」を受け、教育の質
の保証、国際化・多様化を通じた大学改革、世界トップレベルを目指す大学院教育の改革等、大学・大
学院改革の基本的方向が示されるに至った。 
これを受けて、総合科学技術会議では 2007 年 11 月に、「大学・大学院の研究システム改革～研究に
関する国際競争力を高めるために～」として、我が国の大学・大学院の研究システム上の課題を人材の
国際的な循環からの疎外されていることとし、研究人材育成の改革、国際的に魅力ある研究環境基盤の
整備の 2 つをねらいとした展開方策をまとめている。 
 
我が国が国際競争力を維持向上させていくために大学院の人材育成機能はこれまでになく重要とな
ってきている一方で、大学院重点化による規模の拡大、少子高齢化による若年人口の減少などの大きな
環境変化が生じており、大学院の教育もそれに対応して質的な向上を図っていく必要がある。その大きな
方向性は上記の答申等に示されたとおりであるが、これらの具体化と実現を進めていくためには、大学院
の教育の現場においてどのような問題が生じているのか、具体的にどのような改善を進める必要があるの
か、それを実現するためにはどのような隘路があるのかを、大学院一般ではなく、専門分野や大学院の役
割の違いを踏まえて検討して行く必要がある。 
特に、我が国が国際競争力を維持向上させるためのイノベーションを生み出していくためには、理工
系の学術分野やその成果が反映される産業がグローバル化していることから、理工系教育の改善、中で
もまず世界のトップレベルの大学と競争している研究型大学の大学院教育について検討することが急が
れる。 
 
以降、上述の中央教育審議会答申、「経済財政改革の基本方針 2007」、総合科学技術会議の「大学・
大学院の研究システム改革～研究に関する国際競争力を高めるために～」の概要を示す。 
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大学審議会答申「21 世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で個性が輝く大学－」 
1998 年 10 月 26 日に、大学審議会は「21 世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の
中で個性が輝く大学－」を答申している。 
この答申では大学院について、現状の問題点を次のように整理している。 
 
各課程において研究者養成，高度専門職業人養成などの目的に即した体系的なカリキュラムが編成されていな
い，学生の大学間移動が少なく，また，教員についても当該大学出身者が大半を占める場合が多く学問的刺激が十
分でない，大学院独自の教員組織が弱い，地域社会との連携・交流や国際交流の推進が十分とは言えない，さらに
学部学生も含め学生に対する経済的支援が不十分であるなどの問題点が指摘されている。 
 
そして、これからの大学院には、i)学術研究の高度化と優れた研究者の養成機能の強化、ii)高度専門
職業人の養成機能、社会人の再学習機能の強化、iii)教育研究を通じた国際貢献が特に求められており、
いずれの面からも大学院の更なる整備充実が必要であるとして、大学院の教育研究の高度化・多様化と
して、以下の 4 点を挙げている。 
第1-1図表 大学院の教育研究の高度化・多様化 
項目 概要 
大学院の組織編成の在
り方 
研究科を学部と同等の組織として位置づけるなど、大学院の制度上の位置付けを明確化する
ことが必要である。 
一定の規模以上の学生を擁する大学院は専任教員、専用施設・設備を備えるべきである。 
大学院の課程の目的・
役割の明確化 
修士課程は、研究者養成の一段階又は高度専門職業人の要請などその役割の方向性を明ら
かにしていくことが重要である。 
博士課程は、基礎的・先駆的な学術研究の推進、世界的な学術研究の拠点、優れた研究者
の養成などの中核的機関としての基本的な役割が極めて重要である。 
全体として研究者養成に加え、高度専門職業人養成の役割をもより重視した、多様で活力ある
システムを目指すことが重要である。 
修士課程と博士課程を別々に設置する並列方式を採用しやすくなるように、設置審査の取扱
いを弾力化することが適当である。 
高度専門職業人養成に
特化した実践的教育を
行う大学院の設置促進 
特定の職業等に従事するのに必要な高度の専門的知識・能力の育成に特化した実践的な教
育を行う大学院修士課程の設置を促進する。 
卓越した教育研究拠点
としての大学院の形成、
支援 
専攻（分野によっては研究科）を単位とし、客観的で公正な評価に基づき、一定期間、研究費
や施設・設備費等の資源を集中的・重点的に配分することが必要である。 
出典：大学審議会答申より作成 
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中央教育審議会答申「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて」 
2005 年 9 月 5 日に中央教育審議会は「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築
に向けて」を答申している。 
答申ではまず基本的な考え方として、大学院は学校教育法に基づく「教育機関」であることを述べた上
で、以下のように「大学院教育の実質化」、「国際的な適用性、信頼性の向上」の 2 点を挙げている。 
 
大学院は学校教育法に基づく教育機関である。今後の大学院は，教育機関としての本質を踏まえ，1 大学院教育
の実質化，2 国際的な通用性，信頼性の向上を通じ，世界規模での競争力の強化を図ることを重要な視点として，教
育研究機能の強化を推進していくことが肝要である。 
具体的には， 
1 各大学院の課程の目的を明確化した上で，これに沿って，学位授与へと導く体系的な教育プログラムを編成・実
践し，そのプロセスの管理及び透明化を徹底する方向で，大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強
化）を図る。その際，特に博士課程にあっては，高度な学術研究に豊富に接する中で魅力ある教育を実践し得る
ように教育機能の充実を図る。 
2 大学院評価の確立，国際的な質保証活動への参加，世界的な教育研究拠点の形成支援等を通じ，質の高い大
学院教育を提供し，国際的な通用性，信頼性の向上を図る。 
 
そして、大学院に求められる人材養成機能を以下の 4 つに整理し、人材養成機能ごとに必要とされる
教育を実施することを必要としている。 
第1-2図表 大学院に求められる人材養成機能と教育 
人材養成機能 必要とされる教育 
創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ
研究者等の養成 
高度な学術研究を基盤とした教育を展開するとともに、狭い範囲の研究領
域のみならず、幅広く高度な知識・能力が身に付く体系的な教育課程 
高度な専門的知識・能力を持つ高度専門
職業人の養成 
理論的知識や能力を基礎として、実務にそれらを応用する能力が身に付く
体系的な教育課程 
確かな教育能力と研究能力を兼ね備えた
大学教員の養成 
研究者等の養成の場合と同様の要素に加え、これまで脆（ぜい）弱であっ
た教育を担う者としての自覚や意識の涵養と学生に対する教育方法等の
在り方を学ぶ教育 
知識基盤社会を多様に支える高度で知的
な素養のある人材の養成 
多様に発展する社会の様々な分野で活躍する高度で知的な素養のある人
材層を確保する観点から、高度な知識・能力を養える体系的な教育課程 
出典：中央教育審議会答申より作成 
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また、博士課程、修士課程、専門職学位課程について、次のように目的・役割を整理している。 
第1-3図表 博士課程、修士課程、専門職学位課程の目的・役割 
課程 目的・役割 理工農系大学院 
博士課程 研究者として自立して研究活動を行うに足る、又は
高度の専門性が求められる社会の多様な方面で活
躍し得る高度の研究能力とその基礎となる豊かな学
識を養う。 
研究者養成を主たる目的とするのか、高度な研究能
力を持って社会に貢献できる人材養成を主たる目
的とするのか、およそ専攻単位程度で目的と教育内
容を明確にすることが必要である。 
修士課程 幅広く深い学識の涵養を図り、研究能力又はこれに
加えて高度の専門的な職業を担うための卓越した
能力を培う。 
1990 年代以降、技術者等への就職が学部修了段
階から修士課程修了段階に移行してきており修士
課程における高度専門職業人養成の役割が今後一
層拡大する。 
専門職学位
課程 
幅広い分野の学士課程の修了者や社会人を対象と
して、特定の高度専門職業人の養成に特化して、国
際的に通用する高度で専門的な知識・能力を涵養
する。 
これまで修士課程及び博士課程（前期）において、
高度専門職業人を養成してきた実績を踏まえつつ、
各大学院が人材養成目的に沿って対応していくこと
が必要である。 
出典：中央教育審議会答申より作成 
 
これらを受けて、新時代の大学院教育の展開方策として以下のように述べている。コースワークの充
実・強化については、分野別ワーキングループの報告書として、理工農系大学院は、「学生に対する教育
と教員の研究活動が渾然一体となって行われ、学生に対する教育が研究室の中で完結するような手法が
中心となってきた。しかし、この方法は、個々の教員の指導能力に大きく依拠するため、場合によっては、
専門分野のみの閉鎖的な教育にとどまり、産業界等で求められる幅広い基礎知識や社会人として必要な
素養が涵養されにくいなどの課題が指摘されている。」としている。 
第1-4図表 新時代の大学院教育の展開方策 
視点 方策 
大学院教育の実質化（教
育課程を組織的に展開し
強化）するための方策 
課程制大学院制度の趣旨に沿った教育の課程と研究指導の確立 
1 コースワークの充実・強化 
2 円滑な博士の学位授与の促進 
3 教員の教育・研究指導能力の向上のための方策 
産業界、地域社会等多様な社会部門と連携した人材養成機能の強化 
学修・研究環境の改善及び流動性の拡大 
1 学生に対する修学上の支援及び流動性の拡大のための方策 
2 若手教員の教育研究環境の改善及び流動性の拡大のための方策 
国際的な通用性、信頼性
の向上（大学院教育の質の
確保）のための方策 
大学院評価の確立による質の確保 
国際社会における貢献と競争 
1 大学院の教育研究を通じた国際貢献・協調 
2 国際競争力のある卓越した教育研究拠点の形成支援 
出典：中央教育審議会答申より作成 
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「経済財政改革の基本方針 2007～「美しい国」へのシナリオ～」 
2007 年 6 月 19 日に閣議決定された「経済財政改革の基本方針 2007～「美しい国」へのシナリオ～」
では、「イノベーションの加速」の中で大学・大学院改革を取り上げ、「教育再生会議第二次報告」に基づ
き、以下の 8 点を挙げている。 
第1-5図表 取り組むべき大学・大学院改革 
項目 大学院の教育に関連した概要 
教育の質の保証 ・大学（大学院を含む。以下同じ。）が行う卒業認定の厳格化、外部評価の推進、ボランティア活
動体験の導入などカリキュラム改革等を強力に支援するための措置を 2008 年度から講ずる。 
国際化・多様化を通じ
た大学改革 
・教員の国際公募、外国人教員比率の増、英語による授業、国家戦略としての留学生政策を
2008 年度から推進する。 
・文部科学省は、「大学グローバル化プラン」（仮称）を 2007 年内に策定し、アジアを含めた国際
的な大学間の相互連携プログラムを促進する（単位互換、ダブル・ディグリー等）。また、各大学
等による国際化に関する評価の充実を 2008 年度に図る。 
・2008 年度から、現地での募集・選考体制の強化、渡日前の入学許可、奨学金支給決定を行
い、留学生受入れ拡大を図る。日本人学生の短期留学等の機会を拡充する。 
世界トップレベルを目
指す大学院教育の改
革 
・2008 年度から、世界最高水準の大学院形成、優れた大学院生への経済的支援を充実する。 
・学部 3 年修了時から大学院に進学する早期卒業制度を活用するとともに、博士前期課程 3
年、後期課程 2 年とする等制度を 2007 年内に弾力化する。 
国公私立大学の連携
による地方の大学教育
の充実 
・自主性・自律性をもって、大学が行う社会の変化や時代の要請に応じた学部学科の再編、他
大学との連携協力、組織運営改善等の取組を支援する。 
・国公私を通じ、複数の大学が大学院研究科等を共同で設置できる仕組みを 2008 年度中に創
設することを目指す。 
・国公私を通じた地方の「大学地域コンソーシアム」の形成を支援するための措置を 2008 年度
から講ずる。 
時代や社会の要請にこ
たえる国立大学の更な
る改革 
・国立大学の大胆な再編統合、学部の再編や学部入学定員の縮減、一つの国立大学法人が
複数の大学を設置管理できる仕組みづくり等国立大学の自主的な取組を促進する。 
・文部科学省は、国立大学の大学事務局の改革による経営効率化を推進する。 
競争的資金の拡充と効
率的な配分 
・研究と教育の両面における競争的資金を拡充するとともに、間接経費を充実する。競争的資
金の審査システムを公正性、透明性、国際性の観点から高度化する。若手研究者への配慮等
評価手法を改革する。 
大学による自助努力を
可能とするシステム改
革 
・企業や個人等からの寄付金、共同研究費等民間からの資金の活用について、各大学の自助
努力を後押しするための税制を含む環境整備等を検討する。 
国立大学法人運営費
交付金の改革 
・文部科学省は、運営費交付金の配分については、①教育・研究面、②大学改革等への取組
の視点に基づく評価に基づき適切な配分を実現する。 
その際、国立大学法人評価の結果を活用する。 
出典：「経済財政改革の基本方針 2007 について」より作成 
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総合科学技術会議「大学・大学院の研究システム改革～研究に関する国際競争力を高めるために～」 
2007 年 11 月 28 日の総合科学技術会議では、有識者議員から「大学・大学院の研究システム改革～
研究に関する国際競争力を高めるために～」が提出されている。これは、2007 年 6 月 19 日に閣議決定さ
れた「経済財政改革の基本方針 2007」で、「大学・大学院改革のうち研究システム改革について、総合科
学技術会議を中心に具体化に向けた検討を進め、2007 年度内に結論を得るとともに、可能なものから直
ちに実行に移す。」とされたものに対応したものである。 
この中で、我が国の大学・大学院の研究システム上の課題として、人材の国際的な循環からの疎外さ
れていることを挙げている。具体的には、我が国が研究面でのグローバルな競争に勝ち抜くためには、国
際的な人材を我が国の大学・大学院から輩出するとともに、留学生・外国人研究者を惹き付けられる魅力
ある研究環境を構築することが不可欠であるとしている。 
我が国の大学院博士課程については、次のように指摘している。 
グローバルに展開する企業への就職等、人材の国際的循環下での多様なキャリアパスに対応しておらず、量的拡
大に質的充実が追いついていない。このことが企業における博士人材の採用や博士のキャリア多様化の妨げとなっ
ている。また、博士課程の魅力が薄れ、博士課程進学が容易になり、入学者の学力が低下するという悪循環を招い
ている。 
第1-6図表 新時代の大学院教育の展開方策 
ねらい 方策 教育に関連した主な内容 
研 究 人 材
育 成 の 改
革 
博士の社会的好循
環の構築 
博士課程入学者受入基準の明確化、時代の変化を反映した入学定員の見直しによる
入学者の質を確保する。 
国際的水準のコースワークを進めるため、教育カリキュラムを改革する。 
出口管理を徹底し、博士の学位の国際的通用性を保証する。 
授業料減免、フェローシップ等により、優秀な学生が経済的負担なく博士課程に進学
できるようにすべきである。 
ポストドクターの社会
的好循環の構築 
ポストドクターは将来の進路を見極める期間であり、不安定な雇用期間を限定的にす
る。 
我が国の研究人材
の海外での活躍の
場の拡大 
英語による授業を標準とする等により、国際的な研究者コミュニティで自己主張できる
人材を養成する。 
学生の海外派遣を拡充するために、博士課程在籍者の 1 割程度を 1 年間留学させる
など、双方向の交流を目指す。 
外国人研究者等の
受入の拡充 
外国人研究者の受入を拡充する。 
留学生や外国人ポストドクターの受入を拡充するために、大学院の教育カリキュラム改
革、国内での就職を見据えた産学連携の強化、事務局の英語対応を推進するととも
に、住環境を含め、国際的にも魅力あるキャンパスを整備する。 
国 際 的 に
魅力ある研
究 環 境 基
盤の整備 
研究・組織マネジメ
ント体制の整備 
 
大学全体で整える
べき研究推進基盤 
基盤的経費とともに、競争的資金の間接経費等を活用しつつ、大学全体の責務とし
て、魅力的なキャリアパスを構築し、優秀な技術職員・事務職員の確保を図り、研究補
助面のみならず経費処理面においても研究者の負担を軽減する。また、大学横断的
な養成システムを構築し、職員の専門性を向上させる。 
競争的資金の拡充
と効率的な配分 
 
財政面での大学の
自助努力の推進 
 
出典：総合科学技術会議資料より作成 
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第2節 目的 
我が国の理工系大学院の訪問調査等により、大学院教育の実態と課題を把握し、米英等の海外事例
との比較分析を通じて、改善の方向性を整理することを目的とする。 
具体的には、優秀な大学院生の獲得、大学院教育の質の向上に着目して調査を行い、日米の大学院
については 3 分野のカリキュラムまで調査する。 
わが国の大学院一般ではなく、研究型大学の理工系大学院の教育について検討を行う。 
 
第3節 検討体制 
本調査プロジェクトの実施にあたっては、「大学・大学院の教育調査」プロジェクト委員会が設けられ、
計 4 回の委員会を開催し、委員の皆様からアドバイスを頂いた。 
 
[プロジェクト委員会] 
委員長 井原 聰  東北大学 国際高等研究教育機構 国際高等研究教育院長 
  伊澤 達夫 東京工業大学 理事/副学長 研究担当 
  小林 信一 筑波大学ビジネス科学研究科 教授 
  高橋 淑子 奈良先端科学技術大学院大学 バイオサイエンス研究科 教授 
  武藤 誠  京都大学 大学院医学研究科 教授 
  塚原 修一 国立教育政策研究所 高等教育研究部 部長 
  堀井 秀之 東京大学大学院工学系研究科 教授 
  覧具 博義 東京農工大学 名誉教授 
 
第1-7図表 「大学・大学院の教育調査プロジェクト委員会」実施概要 
回 日付 実施概要 
第 1 回 2008 年 
8 月 6 日（水） 
(1)調査の趣旨説明 
(2)実施計画案の検討 
(3)その他 
第 2 回 2008 年 
9 月 24 日（水） 
(1)調査実施計画について 
(2)データ収集などの進捗状況について 
(3)今後の調査（調査方法やヒアリング項目について） 
(4)その他 
第 3 回 2008 年 
12 月 10 日（水） 
(1)博士課程修了者進路動向調査の進捗状況について 
(2)訪問調査結果について 
・英国調査について 
・米国調査について 
(3)その他 
第 4 回 2009 年 
2 月 10 日（火） 
(1)報告書（博士課程修了者の進路動向調査編）（案）について 
(2)報告書（教育の質・カリキュラム編）（案）について 
(3)その他 
 
なお、委員会には、内閣府、文部科学省、科学技術政策研究所、本業務の委託/再委託を受けた株
式会社三菱総合研究所と国立大学法人広島大学（高等教育研究開発センター）も出席した。 
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第4節 本報告書の構成 
報告書（本編）の構成は以下の通りである。 
(1) 第 1 章 調査の背景 
本調査の目的と背景および報告書全体の構成を示す。 
(2) 第 2 章 調査対象国・大学の大学院の概要 
本調査では我が国の研究大学の理工系大学院教育を検討するために国際比較を行っているが、その
調査対象国と調査対象大学についての概要について、公開情報を整理し比較分析する。 
第 2 章第 1 節は、調査対象国の大学院制度・施策について整理し、日本の施策から抽出した主要な
論点に基づき各国の施策を比較分析する。 
第 2 章第 2 節では、調査対象 5 ヶ国の大学院について、入口、プロセス、出口の状況を公開情報から
整理し比較分析する。 
(3) 第 3 章 大学院生と教育の質に関する国際比較 
国内各大学院の教育や学生の「質」、優秀な大学院生の獲得に関する現状の問題意識と取組事例を
収集するとともに、我が国の研究大学の理工系大学院教育の改善の参考とするため、米国・英国におい
て各大学院で行われている取組事例を収集し、今後の大学院改革の方向性に対する論点を得ることを
目的として、我が国、米国、英国を訪問調査した結果を整理する。 
第 3 章第 2 節国内調査の概要では、国内 10 大学の理工系大学院を訪問し、(1)副学長（教育担当）、
および理工系の(2)研究科長、(3)現場教員（海外大学勤務経験者）に対してインタビュー調査を行った結
果を整理する。 
第 3 章第 3 節米国調査の概要では、米国の 2 大学院を訪問し、研究科長、現場教員に対してインタビ
ュー調査を行った結果を整理する。研究科長は第 4 章で調査対象としている 3 つの専攻が含まれる研究
科の者を対象とし、現場教員については 3 つの専攻にとらわれず、当該大学に所属する日本人教員を対
象とし、日米の違いを踏まえて意見を収集した。 
なお、訪問調査を補完することを目的として、訪問調査以外の米国大学に所属する日本人教員からも
メールで意見を収集しているため、その結果も示す。 
第 3 章第 4 節英国調査の概要では、英国 2 大学と関係省庁を訪問し、副学長、研究科長、現場教員
等に対してインタビュー調査を行った結果を整理する。現場教員については米国調査同様、当該大学に
所属する日本人教員を対象としている。 
第 3 章第 5 節国際比較調査のまとめでは、国内調査、米国調査、英国調査の結果を比較する。 
(4) 第 4 章 カリキュラムの日米比較 
理工学分野の中から、特定の産業とのつながりの強さ（進路の多様性）、カリキュラムの成熟度（カリキ
ュラムの多様性）の 2 つに着目して、異なる特徴を持つ代表例として物理学、機械工学、バイオエンジニ
アリングの 3 分野を選定し、日米それぞれ 2 つの大学院についてカリキュラム比較を行い、大学院におけ
る人材育成機能の違いを検討した結果を示す。 
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(5) 第 5 章 調査結果の分析 
以上述べた調査結果をもとに、我が国の研究大学の理工系大学院教育に関する論点を、「質の高い
大学院生確保」、「大学院教育の改善」に関する項目に整理し、考察を行う。 
(6) 第 6 章 結び 
今回の調査内容を総括した上で、特に重要である事項や、調査結果からは直接言及することが難しい
が重要である関連事項について、「大学・大学院の教育調査」プロジェクト委員会委員からの指摘事項を
示す。 
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第2章 調査対象国・大学の大学院の概要 
 
第1節 調査対象国の大学院 
日本の大学院のあり方を検討する上で参考となる先進的な事例と、競争相手になりうる事例を収集
できる国という 2 つの観点から、米・英・中・韓および日本の 5 カ国を調査対象とする。ここでは、まず各国
の大学院制度を述べ、続いて理工系分野を中心とした人員規模などの大学院の現状や、大学院教育の
改善に関わる施策などを各国間で比較する。 
第2-1図表 主要国と選定理由 
国名 
主要大学数 
（注） 
選定理由 
（参考） 
2006 年 
人口 
（百万人） 
（参考）2006 年 
1 人当たり 
国内総生産 
（名目、米ドル） 
（参考）2003 年
製造業の国内
総付加価値構
成比（名目） 
米国 37 
科学技術大国であり、また 19 世紀に
大学院制度を世界に先駆けて創設す
るなど、大学院を含め、量・質共にトッ
プクラスの高等教育を維持していると
見なされている。 
301.0 43,562 14% 
英国 19 
先進国であり、高等教育の歴史が古
く、さまざまなタイプの大学がある。近
年留学生獲得に力を入れている。 
60.6 39,207 14% 
日本 4 - 127.8 34,252 20% 
中国 3 
近年高等教育の発展が著しい国で、
科学技術開発において我が国の潜在
的競争相手となりうる。 
1,323.6 2,055 40% 
韓国 1 
高等教育が我が国以上に普及し、主
要大学では欧米モデルを取り入れて
いる。 
48.5 18,164 26% 
（注）THES（World University Ranking）2007 においてランキング 100 位以内の大学数。（参考）は総務省「世界の統計 2009」、国内総付加
価値は、国内総生産から輸入品に課される税・関税を差し引き、総資本形成に係る消費税及び帰属利子を加えた額で、統計上
の不突合は含まない。 
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1． 各国における大学院制度 
(1) 学位制度 
日本と同様に、米、英、中、韓の大学院は修士課程と博士課程から構成されているが、その設置形態
が異なる。米国と英国の大学院は、修士課程と博士課程がそれぞれ並立して設置されているのが一般的
であり、修士号の取得が博士課程進学の要件となっていない点が日本・韓国との違いである。英国では、
修士課程は科目の履修を中心とする教育コース（taught course）が多いが、研究活動中心の研究コース
（research course）および両者を組み合わせた課程もある。研究コースの場合、1 年目の履修の後、成績
により博士課程（Ph.D.）に移る場合もある。 
なお、中国の修士課程は博士課程の予備段階として位置付けられるのではなく、独立の課程として完
成教育を提供している1（ただし修士号を取得していることが博士課程の入学条件となっている）。 
学校系統図を見てもわかるとおり、各国において大学院の修業年限や通常の在学年齢が異なってお
り、英国では博士（Ph.D.）の学位取得までに要する年数が 5～6 年と短い。 
第2-2図表 各国の大学院の修業年限および在学年齢 
 通常の在学年齢 
 大学（学部） 大学院 
日本 18～21 22～ 
米国 18～ （記載なし） 
英国 18～20 21～ 
中国 19～22 23～ 
韓国 18～21 22～ 
出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年より作成 
第2-3図表 各国の大学院学位制度と修業年限 
学位制度(年限)
日本 ○学士（4年、医・歯・獣医学は6年)
○修士(学士号取得後標準2年)
○博士(学士号取得後標準5年。医・歯・獣医学は4年)
○専門職学位(学士号取得後標準2年)
米国 ○学士（通常4年）
○修士(通常学士号取得後1～2年)
○博士(通常学士号取得後3～5年)
○第一職業専門学位(通常6～8年(一般教育含む))
英国 ○学士（通常3年）・・・成績により優等学位と普通学位とに分けられる。
○修士(学士号取得後1～2年)
○博士(学士号取得後2～3年)
中国 ○学士（学部4～5年）
○修士(学士号取得後2～3年)
○専門学位(学士号取得後2～3年)
○博士(修士号取得後3～4年)
韓国 ○学士（通常4年）
○碩士（修士）（学士号取得後標準2年）
○博士（修士号取得後標準2年）・・・修士/博士が統合された課程では4年
 
出典：文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。韓国は江原武一他「大学院の改革」2004 年 7 月より作成。 
 
                                              
1 出典：黄 福涛、他「中国における大学院教育」（広島大学「大学院の国際的動向と我が国の現状・課題」2009 年３月）。 
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出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年度 
第2-4図表 学校系統図（日本） 
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出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年 
第2-5図表 学校系統図（米国） 
 
 
出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年 
第2-6図表 学校系統図（英国） 
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出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年 
第2-7図表 学校系統図（中国） 
 
出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年 
第2-8図表 学校系統図（韓国） 
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(2) 大学院の設置主体 
日本と韓国では、国公立よりも私立の大学院数が多いものの、大学院の学生数に関しては、日本では
国公立が多く、韓国は私立が多いという違いがある。米国は、州立、私立で学校数、学生数とも大きな差
がない。 
英国は公立、私立の区分が難しいが、政府の補助金を受けているという点から 1 校（バッキンガム大
学）を除き国立大学と見なすのが一般的である（ただし下図表ではバッキンガム大学を国立大学の中に
含めている）。 
中国は、統計上は国公私立の別は不明であるが、大学（Regular Institutions of Higher Education）だ
けでなく研究機関(Research Institutions)にも大学院課程がある点が特徴である。 
 
第2-9図表 各国の大学院の設置主体 
設置主体別の大学院数と大学院学生数
日本 ○国公立大学院（161校）（168.5千人）
○私立大学院（443校）（94.2千人）
※2008年度
米国 ○州立大学院（429校）（1,347千人）
○私立大学院（449校）（1,225千人）
※学生数には第1職業学位課程を含む
※学校数は2007-8年、学生数は2007年秋時点
英国 ○国立大学（121校）（243.1千人）
※学校数は通信制・バッキンガム大学を含む。大学院のみの数字は未掲載。
※2006年度
中国 ○大学院課程を有する機関数(795校) （1,195千人）
-Regular Institutions of Higher Education (479校)
-Research Institutions (316校)
※国公私立別の数字は未掲載。
※2007年度
韓国 ○国公立大学院（182校）（88.5千人）
○私立大学院（872校）（208.1千人）
※2007年度
 
出典： 米国・中国以外は文部科学省「教育指標の国際比較」2009 年度版より作成。 
米国：NCES「Digest of Education statistics 2008」より作成。 
中国：中国国家統計局「中国統計年鑑 2008」より作成。 
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(3) 大学院の教育研究組織と大学院の種類 
日本の大学院は学部の教員組織により編制されているのが一般的であるが、近年は大学院独自の教
員組織を持つ大学院や、学部・学科に基礎を置かない独立研究科・専攻、専門職大学院、大学院大学
なども見られる。 
米国では、大学院は学部から独立した教育研究組織として設けられているのが一般的である。ただし、
大学院独自の教員・施設を有する大学は少なく、施設等は学部と共有し、教員は学部学生を教えている
場合が多い。いわゆる大学院（学術系大学院 Graduate School）と、特定の専門職の育成を目的とした専
門職系大学院（professional school）は一般的には区別される。 
英国では、学部・学科に大学院の課程が設けられているのが一般的である。 
中国では、前述したとおり、大学の他、研究機関にも大学院課程が設置されているが、独立の大学院
組織は少ない。 
韓国では、大学院は大学に直結する位置付けになっており、学位は総長と大学院長の両名の名前で
授与される。一般大学院、専門大学院（専門職業人の養成を目的）、特殊大学院（継続教育を目的）の 3
種類があるが、原則として一般大学院のみが博士学位課程を有する。 
 
第2-10図表 各国の大学院の教育研究組織 
大学院の教育研究組織（学部との対応）
日本 ○一般的には学部の教員組織により編成される。
○新たな大学院の形態もある。
－独立研究科・独立専攻
－大学院独自の教員組織を持つ大学院
－大学院のみを置く大学　など
米国 ○一般的には学部から独立した教育研究組織を設置する。
○学部と施設を共用し、教員は学部学生も教える場合が多い。
英国 ○一般的には学部・学科に大学院の課程を設置する。
中国 ○大学のほか研究機関に大学院課程を設置する。
○独立の大学院組織は少ない。
韓国 ○大学院は大学に直結する位置付けである。
○学位は総長と大学院長の両名の名前で授与される。
 
出典： 韓国以外は文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。 
韓国は江原武一他「大学院の改革」2004 年 7 月より作成。 
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(4) 入学要件および入学者選抜 
日本では、修士課程は「大学学部を卒業した者」、博士課程は「修士あるいは専門職学位を有する者」
を入学要件として、各大学・分野毎に選抜試験（筆記、面接）を実施する。 
米国では、（前述のとおり博士課程においても修士号ではなく）学士号の取得が入学要件となり、民間
のテスト機関が行う「大学院入学資格テスト（GRE）」や推薦状、学部成績等を元に書類選考で選抜する
大学院が多い。 
英国では、少なくとも第一級または第二級の優等学士号を取得していることが最低条件となり、各大学
において選抜が行われている。書類選考（大学学部の成績）による選抜が行われており、特に大学院で
専攻する分野について優秀な成績を修めていなければならない。 
中国でも修士課程は全国共通の 1 次試験と募集機関毎の 2 次試験により選抜が行われ、博士課程は
募集機関が選抜試験の時期・方法を決定する。一般的には博士課程では全学共通（外国語）と分野毎
（口述試験か小論文）の試験が行われる。 
韓国では、修士課程は大学、師範大学を卒業もしくはそれと同等以上の学力があるとされた者、博士
課程は修士学位取得者を入学要件として、各大学が個別に口述試験（面接）や筆記（実技）試験により選
抜を行うのが一般的である。 
 
第2-11図表 各国の大学院の入学要件と入学者選抜 
  入学要件 入学者選抜 
日本 （修士、専門職学位課程） 
○通常は大学学部を卒業した者 
（博士課程） 
○修士・専門職学位を有する者 
○各大学において選抜を実施する。 
米国 （修士、博士課程） 
○通常は学士号取得が要件 
※「修士号取得」を入学要件に定めている例は少
ないが、博士号取得までに修了要件の一環とし
て「修士号取得」を条件とする場合あり。 
○民間のテスト機関（ETS）が行う「大学院入学資
格テスト（GRE）」の得点等を判断基準として各大
学で選抜する。 
英国 （修士、博士課程） 
○優等学士号（第一級又は第二級）取得 
※英国では成績により、学士号にランク（優等階
級と普通階級）が存在する。優等階級には、第一
級、第二級上、第二級下、第三級がある。 
○各大学において選抜を実施する。 
中国 （修士課程） 
○大学本科卒業、40 歳まで 
（博士課程） 
○修士学位取得者、45 歳まで（例外有） 
（修士課程） 
○全国共通の 1 次試験と募集機関毎の 2 次試験
により選抜する。 
（博士課程） 
○選抜試験の時期・方法は募集機関が決定。全
学共通（外国語）と分野毎（口頭試験か小論文）
の試験がある。 
韓国 （修士課程） 
○大学、師範大学を卒業もしくはそれと同等以上
の学力があるとされた者。 
（博士課程） 
○修士学位取得者。 
○各大学において選抜を実施する。 
○一般的には面接（口述試験）と筆記(実技)試験
がある。 
出典： 韓国以外は文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。 
韓国は江原武一他「大学院の改革」2004 年 7 月やソウル国立大学アドミッション情報より作成。 
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(5) 大学院教育の一般的な形態 
日本では、修士・博士課程で、授業科目の履修を通じて 30 単位以上を修得し、研究指導を受け、学
位論文を作成する（修士課程では特定の課題についての研究の成果も可、専門職学位課程では学位論
文は不要）のが一般的な大学院教育の形態である。 
米国では、定められた科目の履修（修士：通常 1 年、博士：通常 2 年）と論文執筆が求められるのが一
般的であり、博士課程では、通常、論文執筆前に、執筆資格を審査する試験が課される。 
英国の修士課程では、コース履修中心の教育コース（taught course）、研究活動中心の研究コース
（research course）、および両者を合わせた課程がある。博士課程では、指導教員の下での研究活動と論
文の作成を行う。博士号授与に当たっては、口頭試問が行われる。 
中国の修士課程では、一般に授業時間は全学習時間の 2 分の 1 以上、研究・学位論文執筆は 4 分の
1 以上とされている。博士課程では、研究と学位論文が中心となる。 
韓国の修士課程では、1 年以上在学し、専攻科目を 24 単位以上修得すると、修士学位論文の提出を
許される。博士課程では、博士論文の執筆に先立ち、「2 種類の外国語試験」と「博士学位試験」に合格
する必要がある。 
 
第2-12図表 各国の大学院教育の一般的な形態 
教育形態
日本 ○授業科目を履修し、30単位以上を修得する。
○研究指導を受け、学位論文を作成する。
(専門職学位課程は学位論文は不要である。)
米国 ○定められた科目の履修（修士：通常1年、博士：通常2年）と論文執筆が求められるのが一般的である。
○博士課程では、論文執筆前に、執筆資格を審査する試験が課される。
英国 （修士課程）
○コース履修を中心の教育コース、研究活動中心の研究コースおよび両者を合わせた課程もある。
（博士課程）
○指導教員の下での研究活動を行い、論文を作成する。
中国 （修士課程）
○一般に授業時間は全学習時間の2分の1以上、研究・学位論文執筆は4分の１以上である。
（博士課程）
○主に研究を行い、学位論文を執筆する。
韓国 （修士課程）
○在籍1年以上、専攻科目24単位以上を修得すると、修士学位論文の提出を許される。
（博士課程）
○博士論文の執筆に先立ち、「2種類の外国語試験」と「博士学位試験」に合格する必要がある。
 
出典： 韓国以外は文部科学省「諸外国の高等教育」2004 年 3 月より作成。 
韓国は江原武一他「大学院の改革」2004 年 7 月より作成。 
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(6) 大学院の教育研究水準 
各国の大学院の教育研究水準を比較することは難しいが、参考値として、複数の世界大学ランキング
において各国の大学（大学院ではないことに注意）が上位に占める割合を第 2-13図表に示す。 
米国・英国はシェアが高く、特に米国は世界のトップクラス大学を数多く有している。一方、日本・中国・
韓国は、例えば 100 位内など上位ランキングに入る大学が少ない。 
 
第2-13図表 世界大学ランキングにみる各国大学のシェア 
100位までのうち 200位までのうち 100位までのうち 200位までのうち
日本 4% 5% 6% 4%
米国 37% 28% 53% 44%
英国 19% 16% 11% 11%
中国 3% 3% 0% 0%
韓国 1% 1% 0% 0%
World Universities Ranking 2007 Academic Ranking of World University 2007
 
出典： THES ウェブサイト（http://www.timeshighereducation.co.uk/hybrid.asp?typeCode=144） 
Academic Ranking of World Universities ウェブサイト（http://www.arwu.org/rank/2007/ranking2007.htm） より作成 
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2． 各国における大学院の現状 
(1) 日本の大学院の変化 
各国の大学院の現状比較を行う前に、我が国の過去 10 年間の大学院の変化を統計データから概観
する。 
まず規模（学生数）の面から言えば、修士・博士課程ともに、約 30%と大きく増加しているが、理学・工学
に着目すると、その傾向に差が認められ、理学の博士課程は学生数が減少していることが特徴的である。
次に大学院留学生は約 60%増加したが、同じく理学・工学で傾向に差があり、理学の大学院では留学生
は減少している。最後にスタッフ数でみると、教員、職員ともに増加しているものの、大学院生の増加率を
下回っている。また教員と職員数を比較すると、職員は教員の増加率を下回っている。職員数が教員数
の伸びほどは増えていないため、教員・職員数比率だけから見れば職員による教員支援サービスが低下
した可能性がある。 
 
第2-14図表 日本の大学院在学者数、留学生数、教職員数の変化 
大区分 小区分 1998 2008 増減
学士 2,428,269 2,520,593 4%
理学 85,753 82,637 -4%
工学 472,252 410,683 -13%
修士 123,255人 165,422人 34%
理学 12,117人 13,736人 13%
工学 51,951人 65,277人 26%
博士 55,646人 74,231人 33%
理学 6,123人 5,313人 -13%
工学 11,170人 13,755人 23%
（全体） 19,970人 32,028人 60%
理学 1,053人 971人 -8%
工学 5,503人 7,945人 44%
（全体） 416,990人 514,247人 23%
うち本務者 144,310人 169,914人 18%
（全体） 176,105人 200,630人 14%
うち本務者 172,131人 195,375人 14%
大学教員数
大学職員数
在学者数
留学生
（大学院）
 
出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
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① 日本の大学・大学院在学者および教職員数の変化 
（a） 入学者および入学志願者 
長期的な推移に着目すると、大学院の入学者は1950年代から緩やかな上昇傾向にあったが、1990年
代に入り大学院重点化とともに大きく増加した。18 歳人口が 1992 年をピークに減少する中で、1990 年代
後半も入学者数が増加していたことは、その間の大学院進学率の増加が著しかったことを示している。 
しかし2000年以降、その伸びは停滞しており、特に修士が横ばいにも関わらず博士課程が減少してい
る。2014 年以降、約 10 年間は 22 歳から 24 歳人口の和がおおよそ一定を保つものの、その後は、大きく
減少することが予測されており、現状の進学率のままであると仮定した場合、今後は、社会人や留学生を
受入れなければ、大学院への入学者が大きく減少する可能性が高い。 
（第 2-15図表、第 2-16図表、第 2-17図表） 
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
第2-15図表 日本の大学院の入学者数 
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第2-16図表 日本の 18 歳人口および高等教育機関への入学者数・進学率等の推移 
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第2-17図表 日本の 22～24 歳人口の推移 
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専攻分野別にみると、1990 年から理学の入学者は修士および博士課程の両方で急激な増加の後に
横ばいの状態となり、博士課程では近年減少傾向となっている。工学でも同様に入学者が増加した後に、
横ばいの状態となっている。 
入学志願者の推移をみると、修士課程においては理学・工学ともに入学者よりも減少が著しい。一方、
博士課程は入学者の推移とほとんど同じ傾向である。（第 2-18図表） 
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
第2-18図表 日本の大学院の入学者・入学志願者数の推移（左：理学、右：工学） 
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（b） 在学者数 
以上の入学者の変化もあり、日本の大学院の在学者数の変化を見ると、1990 年から修士および博士
課程の両方で急激な増加の後に、工学の修士課程学生が横ばいを維持しているものの、理学の修士課
程学生および理学・工学の博士課程学生は減少傾向にある。（第 2-19図表） 
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
第2-19図表 日本の大学院の在学者数の推移 
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（c） 教員数および教員構成 
大学教員（本務者）数は増加傾向にあるが、その構成をみると、教授・准教授（助教授）と比べて若手
ポスト（講師、助手および助教）の増加率は小さいため、後者が教員（本務者）に占める比率は 44%（1980
年）から 36%（2008 年）に減少している。（第 2-20図表） 
また教員（本務者）数を、学生の在学者数（学部、および大学院修士・博士課程）の推移と比較すると、
教員数の増加率が在学者数の変化に係わらず一定であることがわかる。 
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
第2-20図表 日本の大学教員（本務者）数とその構成 
 
 
 
 28
 
（d） 職員数および職員構成 
大学職員（本務者）数は全体的に増加傾向にあるが、その構成を見ると、技術系の職員は絶対数が減
少し、教務系の職員は横ばいのため、構成比率が大きく変化していることがわかる。（第 2-21図表、第
2-22図表） 
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
第2-21図表 大学職員（本務者）の推移と構成 
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年度版より作成 
第2-22図表 日本の教職員（本務者）数、在学者数の比較 
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② 入学競争倍率 
入学者の入学競争倍率（入学志願者数÷入学者数）で見ると、博士課程の入学競争倍率は理学・工
学ともに大きな変化がない。一方、修士課程の入学競争倍率は理学で減少傾向にある。 
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出典：文部科学省「学校基本調査」より作成 
第2-23図表 日本の大学院（修士・博士課程）の入学競争倍率の推移 
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③ 定員充足率および入学定員 
入学定員の充足率（入学者数÷入学定員）で見ると、工学の修士課程の充足率が 100%を大きく上回
っている。他方、理学工学共に、修士・博士の充足率は減少傾向にある。入学者が伸び悩む中での入学
定員の増加が背景にあると考えられる。（第 2-24図表、第 2-25図表） 
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出典：入学者数は文部科学省「学校基本調査」、入学定員は文教協会「全国大学一覧」より文部科学省作成 
第2-24図表 日本の大学院（修士課程）の入学定員と定員充足率の推移（左：理学、右：工学） 
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第2-25図表 日本の大学院（博士課程）の入学定員と定員充足率の推移（左：理学、右：工学） 
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④ 教員採用数 
大学教員は博士号取得者の有力な進路の一つと考えられている。大学教員の採用者数と、博士課程
の修了者数の推移を比較すると、1997 年以降、大学教員の採用数を博士課程の修了者数が上回ってい
ることから、博士課程の新規修了者がアカデミック・ポストに就くことが困難な状況が示唆される。 
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（注） 大学教員の「採用」とは新規学卒者、民間企業、非常勤講師からの採用のほか、高等学校以下の学校の本務教員からの異動等
をいう。 
出典： 修了者数（大学院博士課程）は文部科学省「学校基本調査」各年度版、大学教員の採用者数は文部科学省「学校教員統計調
査」2007 年度版より作成 
第2-26図表 大学教員の採用数と大学院博士課程修了者数の比較 
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⑤ 学生の多様化とその対応 
大学院学生の多様化が進んでいる。具体的には修士・博士課程共に自大学以外からの入学者が 3 割
を超え、他分野からの入学者の割合も修士で 14.4%、博士課程で 8.6%となっている。 
 
出典：文部科学省「各大学院における「大学院教育振興施策要綱」に関する取組の調査結果について」2007 年度 
第2-27図表 日本の大学院生の多様化 
 
大学院学生のうち、社会人は修士課程では 12.1%，博士課程では 33.1%となっている。専攻分野別に
みると修士課程では理学が 1.1%、工学が 1.8%と、ともに少ないが、博士課程では、理学が 10.8%、工学が
33.2%となっている。 
 
 
（注）社会人は平成 20 年 5 月 1 日において職に就いている者。ただし，企業等を退職した者及び主婦等を含む。 
出典：文部科学省「学校基本調査」2008 年度版 
第2-28図表 専攻分野別社会人大学院学生の構成比 
 35
このような大学院学生の多様化に対応するため、補完的な教育プログラムが導入されている。 
 
 
（注） 「補完的な教育プログラム」とは、社会人や、他の分野から当該課程に入学した学生、外国の大学を卒業して当該課程に入学し
た学生などの多様な学修歴を有する学生に対して、特別の補習授業の実施を行うなど、当該課程の履修に必要な学修を補完す
る教育を指す。 
出典：文部科学省「各大学院における「大学院教育振興施策要綱」に関する取組の調査結果について（2007 年度）」 
第2-29図表 補完的な教育プログラムによる取り組み 
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⑥ 大学院生への経済的支援 
修士課程の学生に対して実施したアンケート調査によると、博士課程進学を考える際に最も重要な条
件として挙がっているのは博士課程在学者への経済的支援である。 
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産業界で幅広く活躍できるようなスキルの習得
留学など国際経験の拡充
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民間企業などにおける博士課程修了者の雇用条件の改善
若手を対象としたアカデミックポストの雇用条件の改善
アカデミックポストの雇用の増加
民間企業などにおける博士課程修了者の雇用の増加
博士課程在籍者に対する経済的支援の拡充
1番重要
2番重要
3番重要
 
出典：科学技術政策研究所「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」2008 年度 
第2-30図表 博士課程進学を考える際に重要な条件 
 
大学院生への経済的支援として、内部資金による RA・TA 雇用および大学独自の奨学金制度の導入
は半数以上の大学が既に実施している。しかし、TA に採用されている学生の割合は博士課程で約 2 割、
修士課程で約 3 割に留まっており、RA に採用されている学生の割合は博士課程においても 2 割に満た
ず修士課程ではほとんど無い状況である。RA・TA の財源をみると、基盤的経費等が TA の 97.7％、RA
の 56.3％と大きな割合を占めている。 
 
（注） ＴＡ（ティーチング・アシスタント)とは、学部学生等に対する助言や実験、実習、演習等の教育補助業務（具体的には、演習のディ
スカッションリーダー、レポート・試験等の採点など)を行い、これに対する手当を支給される大学院学生。 
「ＲＡ（リサーチ・アシスタント)とは、大学等が行う研究プロジェクト等の研究補助業務（具体的には、データ処理業務、各種実験の
実施及び補助、研究設備の運転・整備等)を行い、これに対する手当を支給される大学院学生。 
出典：文部科学省「大学院活動状況調査」2007 年度 
第2-31図表 大学院学生に対する経済的支援に関する取組（複数回答） 
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出典：文部科学省「大学院活動状況調査」2007 年度 
第2-32図表 RA・TA 採用学生数の割合（2006 年度課程別実績） 
 
出典：文部科学省「大学院活動状況調査」2007 年度 
第2-33図表 RA・TA 採用学生数の割合（2006 年度雇用財源別実績）（左：TA、右：RA） 
⑦ 専門分野別の評価 
専門分野に依存した教育内容の評価に関して、調査対象となった大学院の半数以上が、全ての研究
科または専攻で実施していると回答している。 
 
出典：文部科学省「各大学院における「大学院教育振興施策要綱」に関する取組の調査結果について」2007 年度 
第2-34図表 専門分野ごとの自己点検・評価の実施状況 
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(2) 諸外国との比較 
① 大学院の規模 
日本・韓国・英国（フルタイムのみ）の大学院在学者数の伸びと比較して、2000 年以降も米国・中国の
大学院在学者数の伸びは大きく、特に中国の伸びが著しい。人口千人当たりの大学院在学者数および
学部学生に対する大学院学生の比率の両方に関して、日本は米国、英国、韓国を下回り、中国との差も
縮小しつつある。 
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中国 韓国
日本
 
（注） 日本：外国人学生を含む。米国：在学者数は、大学院、第一職業専門学位取得課程等の在学者の合計である。英国 ：大学の
他、旧ポリテクニク（1991～1992 年の数値）及び高等教育カレッジ等の大学院レベルの学生を含む。また外国人学生（留学生含
む）を含む。中国：研究所付設の大学院レベルの課程の在学者を含む。 
出典：文部科学省「教育指標の国際比較」各年度版より作成 
第2-35図表 大学院在学者数 
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（注） 日本：外国人学生を含む。米国：在学者数は、大学院、第一職業専門学位取得課程等の在学者の合計である。英国：大学の他、
旧ポリテクニク（1991～1992 年の数値）及び高等教育カレッジ等の大学院レベルの学生を含む。また外国人学生（留学生含む）
を含む。中国：研究所付設の大学院レベルの課程の在学者を含む。 
出典：文部科学省「教育指標の国際比較」各年度版より作成 
第2-36図表 人口千人当たりの大学院在学者数 
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（注） 日本：大学についての数値であり、短期大学、通信制、放送大学は含まない。米国：学部在学者は、学士号取得課程の在学者
及び非学位取得課程の在学者の合計（いずれも 2 年制大学を含む）であり、大学院在学者数は、大学院、第一職業専門学位取
得課程等の在学者の合計である。英国：大学についての数字であり、1991～1992 年は公開大学、旧ポリテクニク、高等教育カレ
ッジ及び継続教育機関の高等教育課程は含まない。1993 年以降の数値は、1992 年継続・高等教育法により大学になったすべ
ての旧ポリテクニク及び一部の高等教育カレッジを含む。1997 年の数値には公開大学の学生は含まれない。学部の数値は、第
一学位（学士相当）のみの数値である。各年とも外国人学生（留学生）を含む。韓国：大学、教育大学、産業大学、技術大学につ
いての数値であり、専門大学、放送・通信大学は含まない。 
出典：文部科学省「教育指標の国際比較」各年度版より作成 
第2-37図表 学部学生に対する大学院学生比率 
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② 学位取得者数および学士・修士・博士の比率 
理工学分野（Natural sciences and engineering）の博士号取得者の推移を各国間で比較した結果を次
に示す。日本の理工学分野の博士号取得者数は英国と同程度、韓国の約 2 倍であるが、米国との差は 2
倍以上に開いており、2000 年以降その差は拡大しつつある。また中国の伸びが著しく、2000 年に入り日
本を上回る博士号取得者を輩出し 2004 年には倍近くの規模となっている。 
 
出典：National Science Board「Science and engineering Indicators 2008」 
第2-38図表 自然科学および工学分野の博士号取得者数（1985–2005） 
 
専攻分野別に比較可能な日本、米国、英国について、学士・修士・博士の学位取得者数、人口千人
当たりの学位取得者数、および学士号取得者の人数を 100 とした場合の修士号取得者、博士号取得者
の人数を比較した結果を次に示す。 
人口千人当たりの学位取得者数で見ると、日本の理学分野の学位取得者数は米英よりも少ない。他
方、工学分野に関しては、日本は米英に比較して学士の取得者数が多く、修士や博士に関しては同程
度である。 
博士号取得者の絶対数でみると、理学分野では、米国：英国：日本＝6.6：3.7:1.0と大きな差があるが、
学士号取得者の人数を 100 と揃えた場合、米国：英国：日本＝1.3：1.1:1.0 となり英国とは大きな差はな
い。 
米国・英国ともに（学士号取得者との割合で言えば）理学よりも工学において修士号取得者の比率が
高くなる傾向にある。 
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理学分野における学位取得者
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（人
）
 
理学分野における学位取得者（人口千人あたり）
0.33
0.06 0.04
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0.33
0.10
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0.05
0.01
学士(04) 修士(04) 博士(04) 学士(05) 修士(05) 博士(05) 学士(07) 修士(05) 博士(05)
アメリカ イギリス 日本
（人
）
理学分野における学位取得者（学士=100）
100.0
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9.2
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8.4
学士(04) 修士(04) 博士(04) 学士(05) 修士(05) 博士(05) 学士(07) 修士(05) 博士(05)
アメリカ イギリス 日本
 
（注）上：実数、中：人口千人当たり、下：学士=100 とした場合の比率  出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2008 年度版より作成 
第2-39図表 理学分野における学位取得者 
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工学分野における学位取得者
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工学分野における学位取得者（人口千人あたり）
0.50
0.20
0.03
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0.27
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工学分野における学位取得者（学士=100）
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41.0
5.4
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8.8
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4.4
学士(04) 修士(04) 博士(04) 学士(05) 修士(05) 博士(05) 学士(07) 修士(05) 博士(05)
アメリカ イギリス 日本
 
（注）上：実数、中：人口千人当たり、下：学士=100 とした場合の比率  出典：文部科学省「教育指標の国際比較」2008 年版より作成 
第2-40図表 工学分野における学位取得者 
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③ 大学の国際化の状況 
留学生の受入数でみると、日本は、学部レベルでも米国（2.9 倍）、英国（2.7 倍）より少ないが、大学院
レベルでは更に米国（8.4 倍）、英国（5.4 倍）との格差が拡大する。（第 2-41図表） 
各国の大学院在学者数と留学生受入数（大学院）を比較すると、英国が大学院在学者数の割に多くの
留学生を受入れている（大学院留学者受入数÷大学院在学者数が 0.70）一方、中国は大学院在学者数
の割に留学生の受入れが少ない（同 0.01）。（第 2-42図表） 
各国の専攻分野別留学生（学部、大学院、その他を含む）を見ると、国毎に分野の定義が異なるので
限界はあるが、米英ともに経営学、工学（エンジニアリング）が上位 2 分野となっている。一方、中国、韓国、
日本は人文科学系（文学・語学）が上位にある（ただし、日本の 1 位は社会科学）。（第 2-43図表） 
各国の留学生派遣数（学部、大学院、その他を含む）を見ると、日本は、米国（3.6 倍）、韓国（3.5 倍）、
中国（1.6 倍）より少ない。また、英国は留学生受入数と派遣数にギャップが大きい（派遣数÷受入数
=0.07）。（第 2-44図表） 
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中国
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韓国
（2007年）
日本
（2007年）
留学生受入れ数（千人）
大学院 学部 その他
 
出典：外務省広報文化交流部人物交流室「主要国における留学生受入れ政策」平成 20 年 5 月より作成 
第2-41図表 各国の留学生受入れ数 
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0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8
米国
（2007年）
英国
（2006年）
中国
（2006年）
韓国
（2007年）
日本
（2007年）
留学生受入数（大学院）÷大学院在学者数
0千人 50千人 100千人 150千人 200千人 250千人 300千人
留学生受入数（大学院）
留学生受入数÷大学院在学者数 留学生受入数（大学院）
（注1）米国・英国大学院在学者数はフルタイムのみ
（注2）米国の大学院在学者数は2005年の値（他国は留学生受入数の年と同じ）
 
出典：留学生受入れ数；第 2-41図と同じ。大学院在学者数；第 2-35図と同じ。 
第2-42図表 各国の大学院留学生受入れ数 
 
第2-43図表 各国の専攻分野別留学生 
米国
（2007年）
英国
（2006年）
中国
（2006年）
韓国
（2007年）
日本
（2007年）
1位 経営学 経営学 文科 語学 社会科学
2位 エンジニアリング 工学 医科 理工系 人文科学
3位 物理・生命科学 社会学、法学、経済学 経済 自然科学系 工学
4位 社会科学 コンピュータ科学 管理 人文社会系 芸術
5位 数学、コンピュータ科学 語学 工科 芸術・体育系 教育  
出典：第 2-41図と同じ 
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出典：第 2-41図と同じ 
第2-44図表 各国の留学生受入/派遣数 
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英語授業の実施状況は留学生の確保に影響を与えると考えられるが、非英語圏でありながら、オラン
ダや北欧諸国では小国という背景もあり、多くの教育プログラムが英語で行われている。（第 2-45図表） 
授業料に関して、英語圏で留学生を獲得し易い国（米国・英国・豪州等）では、留学生の授業料を国
内学生よりも高く設定している。（第 2-46図表）例えば英国では、1980 年代から、国内大学の留学生獲得
を促進する施策を実施しており、その結果、多くの大学が自己財源確保の一環として留学生獲得を推進
している2。 
 
第2-45図表 英語で高等教育プログラムを実施している OECD 加盟国 
オーストリア、ベルギー（フランス語圏）、ギリシャ、
イタリア、ルクセンブルク、メキシコ、ポルトガル、
スペイン、非加盟国のブラジル、チリ、イスラエル、
ロシア
英語で行うプログラムは
まったくない、あるいは、ほ
とんどない
ベルギー（フラマン語圏）、チェコ共和国、フラン
ス、ドイツ、ハンガリー、アイスランド、日本、韓国、
ノルウェー、ポーランド、スロバキア共和国、スイ
ス、トルコ
一部の教育プログラムが
英語で行われている
デンマーク、フィンランド、オランダ、スウェーデン多くの教育プログラムが英
語で行われている
オーストラリア、カナダ1 、アイルランド、ニュージー
ランド、イギリス、アメリカ合衆国
毎回、あるいは、ほとんど
毎回、授業が英語で行わ
れている
国名授業で英語を使う頻度
（割合）
1．カナダの高等教育はフランス語（ほとんどがケベック州）または英語のいずれかで行われている。
注： 授業で英語を使う頻度を判断する基準がないため、国の規模も考慮に加えている。それゆえ、フ
ランスとドイツはプログラムの絶対時間数ではスウェーデンを上回っているものの、授業で英語を使
う頻度が比較的少ないグループに分類されている。  
出典：OECD「図表でみる教育」2007 年版 
第2-46図表 国公立大学における留学生の授業料水準 
デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、ス
ウェーデン
国内学生も留学生も授
業料が無料
フランス、イタリア、日本、韓国、メキシコ2、スペイン国内学生と留学生の授
業料が同額
オーストラリア、オーストリア1、 ベルギー 1、カナダ、
チェコ共和国、エストニア1 、オランダ1 、ニュージーラ
ンド、トルコ、イギリス1 、アメリカ合衆国3
留学生の授業料が国内
学生よりも高い
国名授業料体系
1. EU域外、あるいはEEA（欧州経済領域）域外からの外国人学生のみ
2. 一部の教育機関は、留学生から国内学生より高い授業料を徴収する
3. 留学生は州外学生と同額の授業料を支払う。しかしほとんどの国内学生は州内の大学に在籍するため、
実質的に留学生の授業料は国内学生より高くなっている。  
出典：OECD「図表でみる教育」2007 年版 
                                              
2 しかし 2004/5 年度になると高額な授業料・生活費、ボローニャ宣言による英国学位の優位性の低下等により留学生数が伸び悩んでい
るとの指摘がある。（出典：秦由美子「ヨーロッパにおける高等教育の国際化と英国への影響（高等教育市場の国際化、第 5 章）」） 
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④ 国内学生の理工系の大学院進学 
 
z 日本 
大学院生に占める留学生の割合をみると、理学・工学分野の留学生比率（それぞれ 2007 年度で 5.1%、
9.7%）は大学院全体の留学生比率（同年度で 13.1%）を下回っている。他分野と比較すれば理学・工学分
野の大学院生は国内学生の比率が依然高い。ただし留学生を除いた大学院生の数を見ると、理学・工
学を含む全体の数が 2004～2005 年をピークとして減少している。（第 2-47図表） 
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左図：大学院（修士＋博士)生に占める留学生割合   右図：留学生を除く大学院生数（1970 年=100） 
出典：文部科学省「学校基本調査」2008 年度 
第2-47図表 日本の大学院における留学生の状況 
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z 米国 
米国では、エンジニアリング分野では博士号取得者の約 60%、自然科学分野では約 35%を海外からの
留学生が占めている。（第 2-48図表） 
 
出典：National Science Board「Science and Engineering Indicators 2008」 出典：National Science Board「Science and Engineering Indicators 2008」
米国における科学工学分野のPh.D.取得者の内訳
 
第2-48図表 米国の科学・工学分野の博士号取得者に占める海外留学生の割合 
 
z 英国 
英国の国内学生による博士号取得者の 1994 年から 10 年間の推移を見ると、自然科学（物理・化学・
工学・技術）分野の博士号取得者は増加しておらず、英国大学の博士号取得者に占める自然科学分野
のシェアが 65%から 57%に低下している。(第 2-49図表） 
 
国内学生による博士号取得者数の推移（科学・数学分野）
国内学生による博士号取得者数の推移（工学・コンピュータ科学分野）
 
出典：Royal Society「A higher degree of concern」2008 年 1 月 
第2-49図表 英国の博士号取得者（国内学生）の推移 
z 中国および韓国 
中国および韓国の理工学分野の国内学生の数字は得られなかった。 
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⑤ 学位取得者の活躍状況 
 
z 日本 
日本の博士課程修了者の進路動向は、本報告書 第 2 部 我が国の博士課程修了者の進路動向調
査で分析を行っている。 
2005 年度修了者の実績を見ると、博士課程修了者（学位取得者のみで満期退学を含まない）で進路
などの情報が把握できている者の内、約 2 割の者が修了直後にポストドクターに就いている。特に理学で
は 47.8%、農学では 34.5%と他分野に比べてポストドクターになる比率が高い。工学は 21.9%と全分野とほ
ぼ同水準である。 
このうち、ポストドクター以外の職業に就いた者では、大学・公的研究機関や小中高等学校などの教育
機関に所属する者が 49.2%と最も多く、次いで民間企業が 27.9%となっている。 
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（注）満期退学者を含まない 2005 年の修了者が対象。分野、職業のどちらかが不明なデータを除いている。 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」より作成 
第2-50図表 日本の博士課程修了者の進路（2005 年） 
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（注）満期退学者を含まない 2005 年の修了者が対象。「その他職業」のみであり、ポストドクター等は含まない。「教育機関」には大学等
以外の教育も含む。 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」より作成 
第2-51図表 日本の博士課程修了者の進路（2005 年修了者ポストドクター以外の就職者の所属別） 
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z 米国 
米国では、National Science Foundation（NSF）が博士号取得者の進路予定を調査(2005 年)している。
進路が明らかなもの（Recipients with definite plans）のうち、ポストドクター3は全分野で 31.9%となっている。
ただし、物理科学(Physical science)と生命科学(Life Science)の博士号取得者については、ポストドクター
になる者がそれぞれ 53.6%、57.8%と高く、これらの分野についてはポストドクターになることが博士号取得
後の一般的なキャリアパスになっている。 
また、ポストドクター以外の職業に就く者が所属するのは、多い順に、教育機関（Educational 
Institution）が 56.8%であり、産業界（Industry/business）が 29.1%となっている。 
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出典：NORC「Doctorate Recipients from United States Universities Summary Report 2005」より作成 
第2-52図表 米国の博士号取得者の進路（2005 年） 
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出典：NORC「Doctorate Recipients from United States Universities Summary Report 2005」より作成 
第2-53図表 米国の博士号取得者の所属（2005 年、米国内） 
                                              
3 "Definite postdoctoral study"のうち、"Fellowship"と"Research associateship"の合計であり、"Traineeship"、"Intern, clinical residency"、
"Other study"を含まない。 
 52
 
z 英国 
英国の進路動向（2005 年）については、博士課程修了後に 22%がポストドクターになっており、生物科
学分野（Biological sciences）でその比率が 36%と高くなっている。次いで物理科学・工学分野（Physical 
science and engineering）では 25%となっている。 
ポストドクター以外の職業に就いた者の所属では初等・中等教育等を含む教育機関(Education)が全
体の約半数を占めているが、物理科学・工学分野（PS&E）では製造業(Manufacturing)に 22.8%が進んで
いる。 
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出典：The UK GRAD Programme「What PhD Do? Trend」 
第2-54図表 英国の博士号取得者の進路（2005 年、英国在住者） 
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”Education"には、初等中等、高等、社会人教育等を含む。 
出典：The UK GRAD Programme「What PhD Do? Trend」 
第2-55図表 英国の博士号取得者の職種（2005 年、英国在住者） 
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z 韓国 
韓国では、18 歳人口急減の一方で、1990 年代の不景気（就職難）による進学率の増加もあり、課程博
士が大量に量産される「過剰供給」が続いている。そのため博士号を取得した若手人材の就職難が発生
しており、非常勤講師の市場に殺到する等、深刻な問題として認識されている4。 
韓国教育人的資源部が実施している高等教育機関卒業者就業統計調査によると、2007 年の数字で
大学院卒業者の就業率は 81.7%と比較的高い数字を示しているが、常勤職に限った就職率でみると
61.0%であり、約 2 割程度が不安定な非常勤職に就いていることが明らかとなった。また前年（2006 年）と
比較すると、全体的な就業率は上昇しているものの、常勤職の就業率は下降していることが明らかとなっ
た5。 
 
z 中国 
学位取得者の進路については、情報が得られなかった。 
 
3． 各国における大学院にかかわる施策 
優秀な学生獲得を検討する上で、国際化と出口支援、教育の質の維持から大学教育改革にかかわる
施策を調査した。 
(1) 大学教育の改善、博士号取得者の活躍支援 
① 日本 
各大学などにおける大学改革の取組が一層推進されるよう、文部科学省は競争的環境の下で、特色・
個性ある優れた取組を選定・支援している。例えば「世界最高水準の卓越した教育研究拠点形成と大学
院教育の抜本的強化」を目的とした「グローバル COE プログラム」「大学院教育改革支援プログラム」や、
「産学連携による高度人材育成と教育プログラムの充実・強化」を目的とした「産学連携による実践型人材
育成事業」「先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム」がある。（第 2-56図表） 
                                              
4 出典：李星鎬「韓国の高等教育（アジアの高等教育改革、6 章）」2006 年 9 月より 
5 出典：文部科学省「諸外国の教育動向 2007 年度版」より 
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出典：文部科学省ウェブサイト（http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/index.htm） 
第2-56図表 国公私立大学を通じた大学教育改革の支援の充実等 
 
また博士号取得者の活躍支援として、大学・企業・学協会等がネットワークを形成し、企業等と若手研
究人材の「出会いの場」の創出や、キャリアガイダンス、派遣研修等の能力開発、キャリアパス多様化に係
る意識の醸成など、組織的な取組と環境整備を行う「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業」
が実施されている。また、イノベーション創出の中核となる若手研究者等が、狭い学問分野の専門能力だ
けでなく、国内外の多様な場で創造的な成果を生み出す能力を身につける研究人材養成システムを構
築することを目的とした「イノベーション創出若手研究人材養成（科学技術振興調整費）」が実施されてい
る。 
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② 米国 
（a） 博士号取得者の活躍支援 
米国では、博士号取得者のキャリアパスが、アカデミック・ポスト以外に幅広く存在していることが知られ
ている。特に、ノンアカデミック・キャリアの中でも民間セクター以外、具体的には議会や政府機関、NSF
や NIH などのファンディング機関が、研究者の所属先として広く認知されている。このような研究職以外の
職業も含めた米国における博士号取得者の活躍を支える仕組みとして、大学・大学院におけるキャリア・
チェンジを可能にする教育や、キャリア・チェンジを支援するフェローシップが好影響を与えている6。 
(i) キャリア・チェンジを可能にする教育 
元々、学部教育においてメジャー・マイナー制度やダブル・メジャー制度が導入されており、学生に幅
の広い教育を受ける機会を提供している。さらに大学院教育では、研究動向などの変化に応じて柔軟に
学位プログラムを作ることが可能であり、最新の研究動向や産業界のニーズを反映した人材育成がなさ
れやすい環境にある。また民間企業や行政機関、非営利組織などでのインターンシップや、各大学や学
会による学生に対するキャリア・カウンセリングなどにより、学生のキャリア意識を高める取り組みも行われ
ている。 
このように大学自体の努力により博士課程学生のキャリアが広がる、またはキャリア意識が高まる環境
が整備されている上に、NSF 等のファンディング機関が、人材育成のためのトレーニング・グラントやカリキ
ュラム開発への助成を行っており7、各大学では実験的な教育プログラムを実施することができる。 
(ii) キャリア・チェンジを支援するフェローシップ 
科学技術人材のキャリア・チェンジを支援する目的で、AAAS などの団体や財団の提供するフェローシ
ップがある。これにより、研究者は経済的支援を受けながら必要な専門知識を身に付けキャリア・チェンジ
をすることができる。また、従来存在しない新しいキャリアパスの開拓を促すためのフェローシップとして
NSF の Discovery Corps Fellowship Program(DCF)8がある。これは、科学技術を社会のために生かす新し
い活動（いわゆるアカミデア活動以外）について所属先やプログラムの内容を申請者自身が決めることに
特徴がある。 
                                              
6  出典：小山田和仁「海外における科学技術人材に関わる課題と取り組み（科学技術振興調整費『研究者のノンアカデミック・キャリアパ
ス』）」 
7  例えば、NSF による大学院教育支援は以下のＵＲＬを参照されたい。 
http://www.nsf.gov/funding/education.jsp?fund_type=2 
8  出典：NSF Discovery Corps Fellowships(DCF) （http://www.nsf.gov/funding/pgm_summ.jsp?pims_id=6676） 
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第2-57図表 米国における科学技術政策フェローシップ 
 
出典：「科学技術振興調整費政策提言： 研究者のノンアカデミック・キャリアパス （代表 小林信一）』2005 
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（b） 「Re-Envisioning PhD プロジェクト」 
上記のように研究職以外の職業も含めた博士号取得者の活躍を支える仕組みが確立している米国に
おいても、社会の技術革新が高度化し、急速に進展する 21 世紀において、伝統的な博士課程を、より時
代や社会に適合させる必要性はしばしば指摘されるようになっている。ワシントン大学「Re-Envisioning 
PhD プロジェクト」(2000-2003)は 21 世紀におけるこの議論の口火を切った9ものである。 
2003 年度に終結したこのプロジェクトの提言書では、キャリア選択肢の幅を広げる方策の必要性、具
体的には学科(Department)がインターンの機会、及び大学外の専門的職業人と大学院生がコンタクトを
持つ機会を増やすようにとの提言がなされている10。同プロジェクトは、人文・社会系、もしくは理工系でも
数学など非実験系自然科学専攻の博士号取得者の支援に主眼を据えており、工学分野院生について
は詳しい状況把握を行っていない。しかし、望ましい博士課程を「複数の所有者・利害関係者による産物
（the product of multiple owners and stakeholders）」と位置付け、大学の専有物としての博士課程という観
点を排斥した点において11、以後の議論の方向性を定めた。 
また、同プロジェクトが Pew Charitable Trust より 500 千ドルあまりの助成を受け発足した点に象徴され
るように、博士号取得者のキャリアパス開発をめぐる議論及び機会提供に関するプロジェクトが連邦、州レ
ベルを問わず、政府主導ではなく、民間財団により行われている点は、他の国々と異なる米国の特徴で
ある。 
いくつか存在するプロジェクトの内、最も大学外とのコンタクト、非アカデミックのキャリアパスを志向した
ものとして興味深いのは、The Woodrow Wilson National Fellowship Foundation が主として助成を行う
The Responsive PhD（2000-2006）である。2005 年度 20 の大学が参加する同プロジェクトでは、博士課程
の改革に向けた 4 つの提言の最初で、「現実世界（のニーズ）に対応した大学院(A Graduate School for 
Real)」を掲げており、高い研究水準と社会へのコミットの両立を加盟大学に求めた12。そこでは、大学院が
学部長(Dean)の指導下でトップダウン的に動き、非アカデミック・キャリアへの院生の進路を確保する取り
組みに従事することが想定されている。非アカデミック・キャリアを主として想定している点で、同プロジェク
トは、「専攻分野の管理人（steward of the discipline）」としてアカデミック・キャリアを歩む院生の育成を念
頭に置いた「Carnegie Initiative on the Doctorate (CID: 2002-)」とは好対照をなす13。 
The Responsive PhD では加盟諸大学が実施するワークショップ、インターンシップ、アワードなどの取り
組みの比較評価を行い、それぞれの支援の取り組みについて評価に値する点を相互に参照しあう機会
を与えた14。ただし、プロジェクトの財源を提供した The Woodrow Wilson National Foundation 自身がそれ
らの取り組みに対して財政上助成を行うことはなく、支援プログラムは各大学が独自財源で行っていた。 
 
                                              
9 出典：http://www.grad.washington.edu/envision/ 
10 出典：http://www.grad.washington.edu/envision/project_resources/national_recommend.html 
11 出典：http://www.grad.washington.edu/envision/PDF/Change.pdf (November/ December 2002) 
12 出典：The Woodrow Wilson National Fellowship Foundation, The Responsive Ph. D.: Innovations in U. S. Doctoral Education (2005 
September). (http://www.woodrow.org/images/pdf/resphd/ResponsivePhD_overview.pdf) 
13 出典：http://www.carnegiefoundation.org/files/assets/CID_Project_Overview.pdf 
14 出典：The Responsive PhD, pp. 29-76. 
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（c） PFF（Preparing Future Faculty Program）15 
同プログラムは 1993 年、AAC&U（American Colleges and Universities）と CGS（Council of Graduates）
がジョイント・プログラムとして立ち上げたもので、NSF（National Science Foundation）、The Pew 
Charitable Trusts 等からの助成を受けていた。助成を受けていた期間は 1993-2003 年（約 10 年間）であ
り、現在は終了している。 
同プログラムでは、将来「教員」となることが期待される大学院生に対し、研究指導と並行して教授スキ
ル形成（Teaching Professional Development）を行い、それを大学院の教育課程に組み込む手法の開発
を目的としていた。 
同プログラムでは博士課程学生を「輩出」する側の大学院大学のみならず、「受入れる」側の多種多様
な高等教育機関が参加している。具体的には、博士課程学生を養成、輩出する大学院大学を「cluster」、
将来、教員を受入れる高等教育機関「partner」と呼び、「cluster」は「partner」の代表者の意見を基に教育
プログラムを構築するというプロセスを採用した。つまり、「cluster」となる大学院大学の一存ではなく、将
来、教員を受入れる「partner」が求める教員像を反映したプログラム開発を行うものであった。2003 年段
階で参加した高等教育機関は、「cluster」が 76 大学、「partner」が 325 大学（4 年制大学に加え、カレッジ
等を含む）にのぼる。また、理工系専攻分野別の参加状況は以下の通りである。 
第2-58図表 PFF プログラムへの参加機関（2003 年） 
 
出典：Anne S. Pruitt-Logan,他「Preparing Future Faculty in the Science and Mathematics: A Guide for Change」p.12. 
 
PFF プログラムは、「人材の受入れ先である高等教育機関側が求める「教員」の人材像を具体化する」
というコンセプトとともに、大学院教育そのもののコンセプトの変化を反映している。すなわち、大学院課程
は、教員=学生間での 1 対 1 の研究指導に留まらず、研究、教育、アウトリーチといった大学教員に求めら
れる様々な役割に応じて、一人の博士課程学生が複数の教員を指導者として（Multiple mentors）スキル
を涵養するプロセスとして捉えられるようになったのである。そこからは大学院の教育責任が、1 人の教員
ではなく、大学院専攻（Department/Program）という組織に移行しつつある状況を読み取ることができる。 
                                              
15 出典：PFF, The Preparing Future Faculty Program Brochure (n.d.) (http://www.preparing-faculty.org/Brochure.pdf) 
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③ 英国 
（a） 博士課程におけるスキル訓練の促進 
21 世紀を迎える中で、英国内においては、「博士課程(Doctorateness)」とは何かという大学院課程の
性格をめぐる議論が活発化した。その議論の中では、博士論文という成果物に重きを置くのか、研究者養
成を目的とした教育を第一義とするか、さらには教育の中でも専門知識に対しアカデミック／非アカデミッ
クを問わず利用価値を有する汎用的なスキル(generic skills)の習得どちらを重視するかという対立項がポ
イントとなっている16。博士課程をめぐる議論の中で、大学院課程は、例え論文提出につながる「研究コー
ス」であっても、狭義の「研究」に留まらず、リサーチに関連した、より汎用性の高いスキルを身につける必
要性を認識するようになった17。 
上述のスキル養成課程としての博士課程というスタンスに基づき、2001 年、英国の諸リサーチカウンシ
ルは博士課程の内に学生が身につけることが望ましいスキルとは何かについて共同声明を発表した
(Joint Statement of the UK Research Councils’ Training Requirements for Research Students)18。 
共同声明中では、当該のスキルを以下の 7 分野に区分している。 
 A) Research Skills and Techniques 
 B) Research Environment 
 C) Research Management 
 D) Personal Effectiveness 
 E) Communication Skills 
 F) Networking and Team working 
 G) Career Management 
加えて、声明はこれらのスキルを明確な形で学生に教授する、もしくは学生に身につけさせる
（explicitly taught or developed）ものと位置付けている。ただし、具体的な実施手段については自助努力、
指導教員の助言・監督、学科レベルでの取り組みやワークショップなど様々な可能性を挙げており、具体
的に特定の方策を想定したものではない。 
上の声明を受け、2004年9月にQAAが発表した「研究コース」大学院課程に関する実践規約(Code of 
Practice)では、アカデミック／非アカデミック・キャリアを問わず長期的なキャリア開発に貢献する諸スキル
（研究およびその他のスキル）取得の機会提供が「研究コース」大学院課程を設置する高等教育機関に
具体的に要請されることとなった19。 
それに先立ち、2002 年に発表された通称「ロバーツ報告書(SET for Success)」では、博士課程中の訓
練要素(training elements)、特に「転用可能なスキル(transferable skills)」の訓練に向け、博士課程の院生
が毎年最低 2 週間を訓練に費やすことができるだけの経済支援の枠組みを整えることを Higher 
Education Funding Council for England（HEFCE）及びリサーチカウンシルに対し推奨している20。同報
告書の意義は、単に高等教育機関に対しスキル形成の環境整備を促すに留まらず、具体的な予算枠の
                                              
16 出典：Chris Park, Redefining the Doctorate, York 2007, p. 38. The Higher Education Academy Discussion Paper; HEFCE 
（http://www.heacademy.ac.uk/assets/York/documents/ourwork/research/redefining_the_doctorate.pdf） 
17 出典：HEFCE, Improving Standards in Postgraduate Research Degree Programmes: Formal Consultation, p.3. HEFCE Publications 
2003/23. （http://www.hefce.ac.uk/pubs/hefce/2003/03_23.htm） 
18 出典：http://www.grad.ac.uk/downloads/documents/general/Joint%20Skills%20Statement.pdf 
19 出典：QAA, Code of Practice for the Assurance of Academic Quality and Standards in Higher Education, Section 1: Postgraduate 
Research Programmes, p. 20. 2nd ed. n.p., 2004. 
（http://www.qaa.ac.uk/academicinfrastructure/codeOfPractice/section1/postgrad2004.pdf） 
20 出典：Gareth Roberts, SET for Success: The supply of people with science, technology, engineering and mathematics skills, p. 124, 
Recommendation 4.2: PhD Training Elements. （http://www.hm-treasury.gov.uk/ent_res_roberts.htm） 
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整備を資金提供者たるリサーチカウンシルに求めた点にある。 
この提言を受け、リサーチカウンシルでは 5 カ年プログラム「UKGRAD」を通じて、博士課程院生に対す
るスキル訓練拡充を主眼に据えた経済支援を院生本人だけでなく訓練プログラムを整備した大学に対し
ても実施している。計画が最初に実施された 2003 年より 2006 年間までの 4 年間で、この題目で政府より
各リサーチカウンシルに割り当てられた金額は 2,980 万ポンドにのぼり、毎年最低 400 万ポンドが博士課
程院生を対象とするものである21。このスキル形成の環境整備を目的とした特別予算、「ロバーツ・ペイメン
ト」の助成を受け、英国内の各大学では「転用可能なスキル」の訓練に向けた諸プログラム（Practice と呼
ばれる）を実施している。助成の対象となっている Practice の件数、及び分野別分類表が年次報告書に
掲載されているので、最新のものを以下に転載した。 
 
第2-59図表 助成対象 Practice 件数 
 
出典：http://www.vitae.ac.uk/CMS/files/upload/policy_forum_summary_of_2008_robert_%20reporting_jan2009.pdf.59581.download 
 
また、支出の内訳についても情報が存在する。 
 
第2-60図表 支出内訳 
 
（注）Costs の単位は 1,000 ポンド 
出典：http://www.vitae.ac.uk/CMS/files/upload/policy_forum_summary_of_2008_robert_%20reporting_jan2009.pdf.59581.download 
 
各大学における Practice の詳細は、オンライン経由のデータベースを介してもアクセス、入手可能であ
る22。このデータベース・システムは対外広報と同時に、各大学がスキル訓練 Practice を開発するにあたり、
他校の取り組みの概要を参照、参考にすることができるというネットワーク構築に関しても有効に作用して
                                              
21 出典：http://www.grad.ac.uk/downloads/rc_expectations.pdf 
22 出典：http://www.vitae.ac.uk/dop 
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いると考えられる。 
2008 年に 5 ヵ年計画としての UK GRAD プログラムは終了したものの、ロバーツ報告書を受けてのスキ
ル訓練の実施推進、および博士課程院生を含む若手研究者のキャリア形成支援の枠組みは、UKHERD
（UK Higher Education Researcher Development）と統合する形で Vitae へと継承された。Vitae は
UKGRAD 同様に各リサーチカウンシルの助成を主財源とする組織である。英国におけるキャリア形成全
般に関与する組織 CRAC（The Career Development Organization）が Vitae の運営にあたっては主体的
な役割を果たし、高等教育機関と連携して、若手研究者のキャリア形成機会の継続的提供を目指してい
る23。 
また、2008 年 9 月に発表されたリサーチカウンシルの予算配分計画案では、少なくとも今後 4 年間
（2011 年まで）毎年 2000 万ポンドを高等教育機関に対して支出し、博士課程のスキル形成促進を引き続
き進めていく中期計画が公表されている24。このスキルへの重点投資は、長期的に英国諸産業の（相対
的に低い）生産性を向上させ、産業の国際的競争力をいかに維持するかという国家的な問題意識に（少
なくとも部分的には）基づくものである25。 
一方、完全に非アカデミック・キャリアを念頭に置いた起業スキルの大学院課程中の養成については、
少なくとも国家規模の施策は現在行われていない。ただし、2006 年 7 月に Peter Warray を座長とする研
究グループがまとめた提言書『Increasing the Economic Impact of Research Councils』では、研究成果よ
りも高等学位保持者の産業界への流入をむしろ Knowledge Transfer にあたり重要視し、起業訓練機会の
提供を促進すべしとの提言が含まれている26。 
 
第2-61図表 「Transferable skills」育成プログラムの例 
「Transferable skills」育成プログラムの例： Developing a Project Management Strategy 
 
同プログラムはダラム大学が全博士課程学生を対象として開講する 4 週間オンライン・コースで、週毎に、プロジェクト・
マネジメントの諸分野について学習する。博士課程学生の中には、研究室での作業やパート・タイムによる課程在籍のた
め、直接対面する必要があるワークショップ出席に参加できないものが一定数存在する。ダラム大学では、特にこのような
学生にスキル訓練の機会を提供する目的で本プログラムを実施している。 
1 週目：プロジェクト・マネジメントの基礎 
2 週目：プロジェクト・マネジメントの諸ツール 
3 週目：ステークホルダー・マネージメント 
4 週目：リスク・マネージメント 
週毎に異なった分野（上掲）を学ぶことで、参加者に対しては、1) プロジェクト計画を立案し、2) ステークホルダーと協
調して作業し、3) リスクに想定、対処し、その結果として、4)大学院の研究遂行の際も利用可能なプロジェクト・マネジメント
の基礎を身に付けることが期待されている。なお、オンラインではあるものの、一人の教員に対し学生 5 人の指導を上限と
する少人数指導形式が徹底されている（20 人の場合、5 人ずつのクラスが 4 つで構成）。 
 
出典：http://www.vitae.ac.uk/dop/740.html 
                                              
23 出典：http://www.vitae.ac.uk 
24 出典：http://www.rcuk.ac.uk/cmsweb/downloads/rcuk/publications/2008deliveryplan.pdf 
25 出典：Lord Sandy Leitch, Prosperity for All in the Global Economy: World Class Skills, Final Report. 
（http://www.dfes.gov.uk/furthereducation/uploads/documents/LeitchWorldClassSkillsFINAL.pdf） 
26 出典：http://www.berr.gov.uk/files/file32802.pdf 
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（b） 産学連携教育の強化 
2003/4 年以降、リサーチカウンシル（EPSRC）は、産学連携を志向した大学院生の訓練に対する助成
を、各産学連携拠点（大学）に一括して割り振り、その中での各プログラムへの割り振りに裁量権を認める
形でより柔軟な運用を認めている。この弾力的な予算割り振り制度は、“Collaborative Training Award”と
呼称される27。2006 年度について 216 百万ポンドを数えるこの EPSRC のグラントの、実際の使途を訓練プ
ログラム別に示したものが以下のグラフである。 
 
CASE for New 
Academics, 4.8%
Other, 1.7%
Masters Training 
Packages, 44.7%
Research Assistant 
Industrial 
Secondments, 1.8%
Knowledge Transfer 
Partnerships, 7.5%
EngDoc Centres, 
30.3%
Industrial CASE, 
14.3%
 
出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres, p.3. 
第2-62図表 Collaborative Training Award(CTA)の費用内訳 
 
                                              
27 出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres (March 2007), p.2. 
(http://www.epsrc.ac.uk/CMSWeb/Downloads/Other/EngDReviewReport.pdf) 
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z KTP（Knowledge Transfer Program） 
産学連携モデルを応用し、大学から社会・産業への技術移転を行う引き替えに大学院生訓練コストの
一部の負担を企業側に求めるシステムの先駆的存在と位置付けられるのが KTP である。同プログラムの
開始は、Science Research Council および The Department of Industry が Teaching Company Scheme とし
て発足させた 1975 年にまで溯る（2003 年に KTP として改称）28。 
具体的なシステムとしては、1-3 年間の期間、年に 18,000-25,000 ポンド程度の俸給でパートナー企業
が大学院生を雇用し、雇用された大学院生が KTP Associate として企業が抱える特定のプロジェクトの問
題解決に当たる。大学院生には同時に、一定の範囲内で自身の学位取得に向けた研究を行う時間（及
び場合によっては将来の就職先）が保証される29。2005 年以降、産業界パートナー（企業）と大学の間に
取り交わされた契約は毎年約 1000 程度、契約に基づき雇用された院生などの KT Associate の数も同様
に約 1000 名を数える30。 
 
第2-63図表 KTP の概要 
 
出典：Arts and Humanities Research Council、他「Knowledge Transfer Partnership Annual Report 2007/08」p.11. 
 
2007 年度におけるポートフォリオの提出状況を見る限り、産業界で契約パートナーとなっているのは従
業員数が 10-49 名の小企業である。高等教育部門側の受け皿はそれぞれ重点地域を有しており、例え
ばケンブリッジ大学の Institute for Manufacturing はイングランド中東部のベドフォードシャー、ケンブリッ
ジシャー、エセックス、ハートフォードシャー、ノーフォーク、サフォーク州の企業との連携を重視している
31。 
                                              
28 出典：Laurence Legg & Phil. Holifield, “The UK Knowledge Transfer Partnership Programme,” The 2nd International Conference on 
Business & Technology Transfer, December 3-5, 2004 Preston UK, p. 2; 後藤明・リー＝ウールガー「理工系大学における産学官協力
―イギリスのケース」［『RIETI Policy Discussion Paper Series 05-P-002』，11 頁］． 
(http://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/05050008.html) 
29 出典：http://www.ktponline.oeg.uk/faqs/fars.aspx 
30 出典：Knowledge Transfer Partnerships Annual Report 2007/08, p. 7. 
(http://www.ktponline.org.uk/libraryMaterial/KTP_AR07-08.pdf) 
31 出典：http://www.ifm.eng.cam.ac.uk/ktp/default.html 
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z EngD（Engineering Doctor） 
専門職博士課程（Professional Doctorate）の一類型として位置付けられる EngD（Engineering Doctor）
のシステムは1992年に溯る32。同博士課程はフルタイムのコースでありながら、産業界のキャリアを志向す
る志望者を対象としており、高い柔軟性を特色とする。また、Ph.D.の 3 年と異なり、4 年 12 学期を通常修
了年限と定める。Research Engineers と呼称される同課程の院生は、はじめから対象企業の被雇用者で
ある場合もあるが、必ずしもそれに限定されない。講義科目の占める割合は 25%に留まり、50-75%が提携
先の企業でプロジェクトにかかわる労働により構成される33。 
1992 年の制度発足以降 2007 年春までで同制度を利用して EngD を取得した修了者数はのべ 1,230
名、提携企業数は 510 を数える34。また、特別な認可を受けた大学でのみ EngD 課程に Research 
Engineers を受入れることができるが、認可を受けた大学の数は 1992 年当時の 3 大学から、2007 年時点
で 28 大学にまで増加している。2007 年度の同制度の評価報告書中は、EngD による産学連携システムを
「実学の需要とマッチしている(in meeting real business needs)」と高く評価しており、優秀な成績で学位を
取得していることから、技術者資格の Pre-Accreditation の一部に認めてもよいのではないかという提言を
付記している。35 
 
z CASE（Collaborative Awards in Engineering and Science） 
CASE と呼ばれる奨学金プログラムでは、大学と企業双方の指導（教）員の下で博士課程（Ph.D.）院生
が研究を行い、学位を取得する36。その際のコストは、リサーチカウンシルが大部分を負担するものの、企
業側も学生と大学に対し最低各 2,000 ポンド、計 4,000 ポンド/年の資金の拠出を行うことが求められる。リ
サーチカウンシルと企業双方が拠出した資金から、在学期間（3-4 年）中は学生に対し奨学金が支給され
ることとなる37。リサーチカウンシル側は同制度を非アカデミック・キャリアの選択肢の提供としてではなく、
あくまでも研究者教育プログラムの一環、研究者に産業界での研究機会を提供するものと位置付けてい
るようである38。 
上述の CASE には Industrial CASE Studentship と呼ばれる亜種が存在する。この Industrial Case 
Studentship ではより企業側の問題関心に沿った形でプロジェクトを立案し、また企業側が連携する大学
を選択することができる。また、リサーチカウンシル側のアワードはまず、大学ではなく、大学側にしかるべ
き金額を支払うことを条件に企業に対し支払われる。ただし、企業側は通常、リサーチカウンシル側の支
給額の 1/3 の負担を求められる。院生はほとんどの時間を企業で費やし、そこでのプロジェクトを遂行す
る。2009 年度について、リサーチカウンシルは 3 年間分の奨学金（もしくはアワード）として学生 1 人当たり
65,294 ポンド、40 人分の予算枠を用意している39。 
 
                                              
32 出典：Park, “New Variant PhD,” pp. 200-201. 
33 出典：ESPRC, The EPSRC Engineering Doctorate Scheme: Best Practice for Centres, Sponsoring Organisations, Supervisors and 
Research Engineers. (July 2002)  
(http://www.epsrc.ac.uk/CMSWeb/Downloads/Other/EngDGoodPracticeGuidelines.doc) 
34 出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres (March 2007), p.1. 
35 出典：EPSRC, Report of a Review of the EPSRC Engineering Doctorate Centres (March 2007), p.13 
36 出典：後藤・ウールガー「理工系人材における産学官協力」，13-14 頁． 
37 出典：EPSRC, “Completing the ESRC Case Student Proposal 1+3 and +3 Competition 2009,” p.5. 
(http://www.esrcsocietytoday.ac.uk/ESRCInfoCentre/Images/Je-s%2520guidance%2520notes%252009%2520-%2520Proposals_tcm6-28
016.pdf) 
38 出典：「英国工学物理研究会議（EPSRC）戦略プランの発表」 (http://www.jsps.go.jp/j-news/data/kaigai03/55.pdf) 
39 出典：EPSRC, “EPSRC Industrial CASE Studentship Competition 2009: Call for Proposals from Companies,” p.1. 
(http://www.epsrc.ac.uk/CMSWeb/Downloads/Calls/IndCASECall2009.pdf) 
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④ 中国 
 
z ポスドク・ステーション40 
中国では、博士課程修了後のポストドクター人材支援策として 1985 年に「ポスドク・ステーション」が設
置された。中国国内の大学、公的研究機関、企業にポスドク・ステーションが設置されており、在籍するポ
ストドクターには国から直接給与が支給される他、ポストドクター基金への申請や、プロジェクト予算の一
部を受領できる。これらのステーションには、原則 3 年間在籍することができ、任期終了後は他のポスドク・
ステーションに移動することはできるが、出身大学のステーションには入れない。 
主に大学・研究機関に設置される「ポスドク科学研究流動ステーション」、主に企業に設置されている
「ポスドク研究工作ステーション」に分けられるが、2005 年 10 月時点で、前者が 1363 箇所、後者が 1018
箇所設置され、合計 32,000 人以上のポストドクターが在籍している。 
 
z 科学技術系人材の活躍 
中国においては、体制、歴史的な経緯を背景に、科学技術系人材が多様な分野に進出することにつ
いても抵抗感が少ないという指摘がある。 
 
科学技術教育を受けた人材の多様な分野への進出41 
社会主義国家である中国では、科学技術教育が高等教育の中心であったため、科学技術人材が
様々な職業に就くことが当然のこととして受けとめられている。中国科学院などの研究機関でも、研究者
が研究所の運営にかかわることに対する抵抗感が小さい。これには、中国では、文化大革命の影響によ
り比較的若い世代の研究者が多いため、研究所の所長クラスであっても任期終了後に研究室に戻って
実質的に研究を行うことができることも影響している。 
 
 
                                              
40 出典：科学技術振興機構「科学技術・イノベーション動向報告～中国編～」2008 年 4 月 15 日より 
41 出典：小山田和仁「海外における科学技術人材に関わる課題と取り組み（「科学技術振興調整費政策提言： 研究者のノンアカデミック・
キャリアパス （代表 小林信一）』2005）」 
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⑤ 韓国42 
 
（a） 大学のリストラクチャリング（Restructuring the Higher Education Sector） 
2008 年現在、韓国の大学（Junior Colleges 含む）進学率は 83.8%に達しているが、政府は、大学生、及
び卒業生の質が伴っていないと認識している。量的な面では、2012 年をピークとして大学への入学年齢
人口が頭打ち（69 万人）となり、大学入学枠が高校卒業者数を 2016 年に上回ると推定されている。その
結果、大学の財政悪化、競争の激化が予想されるが、この問題に対応すべく、2004 年以降、政府は大学
間の M&A を解禁し、特に教員養成大学の合併を促進する一方、国立大学の法人化を推し進めている。 
 
（b） 大学への公的支出の拡大（More Financial Investment in Higher Education） 
高等教育機関に対する韓国の公的支出は GDP 比 0.6%と OECD 加盟国平均 1.1%の約半分にとどまっ
ている。政府は、少なくとも前年度よりも多くの額を高等教育機関に支出するよう努力する旨を表明してお
り、2009 年度予算案では、高等教育予算として 5 兆 2,393 億ウォンを要求しており、これは 2008 年度予
算（4 兆 5,912 ウォン）から 14.2%の増額となる。あわせて、政府は現在、重点投資領域を定め、中～長期
的に高等教育予算を増額する計画を立案中である。 
 
（c） フォーミュラ方式の予算配分（Formula Grants for Enhanced Higher Education Capacity） 
政府が大学を研究機関として扱うため、大学の教育機関としての役割が軽視され、また、労働力として
十分な教育を受けた卒業生を輩出していない、という批判が頻繁になされてきた。 
これに対応すべく、Educational Capacity Enhancement Project が 2008 年から施行されている。このプ
ロジェクトは、フォーミュラ方式の評価に基づき、競争的に予算を配分するものである。学生数、フルタイム
教員数、卒業生の就職率、外国人学生の占める割合、学生 1 人当たりの教育コスト、奨学金の支給率な
どの定量データを元に総合評価・絶対評価（相対評価ではない）が行われる。これら諸数値の改善を促
すこととで教育環境の改善を期待している。 
2008 年度は 64 の大学に対し、500 億ウォンが支給された。2009 年度には、政府は予算を 2,649 億ウ
ォンに拡大すると同時に、支給大学の数を増やすことを計画している。 
 
（d） 大学の自律性を高める取組み（Continued Efforts to Expand Higher Education Autonomy） 
大学に対する画一的な制度を廃し、大学間の競争を可能とするための施策が求められている。この高
等教育の自由化が最も顕著にあらわれているのは、入学試験、特に統一テスト（College Scholastic 
Ability Test）の利用」と「入学選考時の評価基準に関する規制の撤廃」である。 
政府に代わり、(Major) Higher Education Associations、及び Educational Cooperation Committees に
上述の事柄に関して自主的な監督権が与えられる傾向が強まっている。 
 
（e） Higher Education Information Disclosure; Evaluation & Accreditation 
 
z 情報公開システム（Information Disclosure System） 
2008 年 12 月より、韓国政府は高等教育機関に対し、政府が定めた 13 カテゴリー、55 項目についての
                                              
42 出典：韓国教育省「Major Policies to Enhance the Competitive Strength of Korean Higher Education」2009/02 より作成 
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情報を、各機関それぞれのウェブサイトに加え、政府が設置したポータル・サイトで公開し、定期的にアッ
プデートをすることを要求している。 
55 項目には、卒業生の就職率、入試結果、授業料の詳細及び奨学金の支給状況、教員の研究成果、
学生数及び教育環境などが含まれる。同システムの導入により、政府は当事者（学生と保護者、及び大
学自身）が大学の現在の状況をより良く把握し、健全な形で大学間の競争が活発化することを期待してい
る。 
 
z 大学評価・認証システム（Higher Education Evaluation & Accreditation System） 
高等教育法（Higher Education Act）改正（2009 年 1 月 1 日）に伴い、高等教育機関に対する評価、及
び認証システムが韓国にも導入された。具体的な実施形態は、まず大学側が自己評価を行い、その結果
を政府により承認を受けた外部の認証機関が承認する形態を取る、第一段階での自己評価により大学側
が自身の研究・教育水準を把握し、自主的に改善を行うことが求められている。 
 
（f） Nurturing World Class Research-Oriented Universities (WCU Project) 
韓国政府は全国規模で「World Class University Project」を 2008 年から立ち上げている。同プロジェク
トは、重点領域において、海外からトップレベルの研究者を韓国の大学に招聘し、韓国の研究者と共同
研究させることを目的としており、そのために大学に対し競争的な追加資金配分を行うものである。 
重点領域は政府が指定し、国家レベルでの研究開発を先導するポテンシャルを持つ（have potential 
to spearhead national development）ものであることが条件となる。トップレベル研究者の招聘により、韓国
の大学を世界的な競争力を有する研究大学に脱皮させることを意図している。 
 
（g） Incentive Support for Graduate-Level Research (BK 21 Project) 
1999 年より発足した「The Brain Korea 21 Project」は、研究インフラ整備と同時に大学院レベルでの教
育強化を目的としたものである。政府がいくつかの重点領域を指定し、優れた大学院（修士・博士・ポスト
ドクターレベル）に対し競争的に資金配分を行う。 
第一期（1999-2005 年）では、計 1.3 兆ウォンが 564 のプロジェクトに配分された。第一期の実施成果が
高く評価されたことから、第二期（2006-12 年）は、重点領域を 3 つ（具体的な専攻領域不明）に限定した
上で、予算を計 2 兆ウォンに増額している。その中で、特に次世代の研究開発を担う優秀な博士課程学
生への経済的支援を拡充しており、予算の 7～8 割を若手研究者と博士課程学生の支援に充てることを
要求に盛り込んでいる。この第 2 期 BK21 Project では、20,000 人の博士課程学生が経済支援の対象と
なっているが、これは韓国の全博士課程学生の 17%に相当する。また、大学院生とあわせ 3,000 人の若手
研究者支援プログラムも含まれる。 
年次毎に研究実施状況を評価し、それに基づき予算が再配分されることも BK21 Project の特徴である。
政府はプロジェクトの評価機関として「BK21 Project Management Committee」を発足させており、厳格な
質保証を行うことで韓国の高等教育・研究が発展することを期待している。 
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(2) 大学（院）の国際化 
① 日本 
我が国では、文部科学省ほか関係省庁（外務省、法務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省）に
より「留学生 30 万人計画」を 2008 年に策定している。「留学生 30 万人計画」は、日本を世界により開かれ
た国とし、アジア、世界の間のヒト・モノ・カネ、情報の流れを拡大する「グローバル戦略」を展開する一環
として、2020 年を目途に 30 万人の留学生受入れを目指すものである。具体的な施策としては、以下の方
策を検討している43。 
z 日本留学への誘い−日本留学の動機づけとワンストップサービスの展開− 
z 入試・入学・入国の入り口の改善−日本留学の円滑化− 
z 大学等のグローバル化の推進−魅力ある大学づくり− 
z 受入れ環境づくり−安心して勉学に専念できる環境への取組− 
z 卒業・修了後の社会の受入れの推進−社会のグローバル化− 
② 米国 
（a） 留学生の受入れ政策 
z 全体像 
米国では留学生のもたらす経済効果に着目し留学生教育を「重要な産業」として捉えている。米国の
高等教育局（ECA）は、年間 50 万人を超える外国人留学生の国内経済効果は年間 130 億ドルであり、10
万人の雇用効果をもたらす、としている。IIE44は 2007 年の年次報告書で、「外国人留学生が米国経済に
もたらす経済効果は一年間で 145 億ドル」と算出している。 
 
z 受入れ目標 
特に留学生の受入れ目標は設定していない。 
 
z 留学生受入にあたっての重点国・地域 
国際的な留学生市場における米国のシェアは 9.11 以降低下傾向にあったが、近年はインドを筆頭に
アジア諸国からの留学生受入が再び拡大している。 
 
z 留学生支援の重点施策 
フルブライト・プログラム等による奨学金の支給と、外国人留学生への情報提供（世界中に 450 の米国
教育情報センター（Education USA）を設置し、年間に 500 万件の問い合わせに応じている）を行っている。
また年間に 28 万人に短期教育交流滞在を目的とした教育交流ビザ（J ビザ）を発給している。 
（b） 留学生制度 
z 国費留学生制度 
フルブライト・プログラムによる奨学金の支給が著名であるが、同プログラムでは対象となる専攻分野が
米国および関係各国に深く関連した「社会・人文科学」分野に限られている。 
                                              
43 出典：http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/07/08080109.htm 
44 International Institution of Education（IIE）：米国国務省の委託を受け、フルブライト・プログラム等奨学金の運営、大学や学生への情報
提供、留学生交流に関する調査研究等の諸活動を行う非営利団体。 
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z 私費外国人留学生に対する支援制度 
連邦政府よりむしろ、個々の大学や各地方公共団体、民間からのものである。 
（c） 留学生の送り出し政策 
米国では海外からの留学生（および研究者）受入が盛んなことと比較して、米国人学生（および研究
者）には国際的研究の経験が乏しい傾向があるという問題意識がある。そのため NSF ではグラントプログ
ラム PIRE（Partnership for International Research and Education：国際教育協力プログラム）を 2006 年に
開始した。本プログラムでは、米国籍を有する大学生・大学院生・ポストドクターに対し、海外での研究活
動実施や、米国人研究者と海外機関との共同研究実施を支援するためにグラントを支給している。このグ
ラントは、支給先が研究者個人ではなく、大学であるため、大学という組織レベルでの支援体制構築を支
援する効果が期待されている45。 
 
③ 英国 
（a） 留学生の受入れ政策 
z 全体像 
英国政府は、留学生が年間 50 億ポンドの経済効果をもたらしているとの認識を持つ。英国では、1980
年まで全ての留学生に公平に公的補助金を給付していたが、1980/81 年度にその方針を改め、特定の
専門分野や出身国の留学生を対象とした奨学金制度へ移行し、1983年からは費用の全額を留学生が支
払う制度となった。その結果、現在は EU 加盟国以外からの留学生に対しては、教育経費の全額（その額
は各大学が自由に設定可能）を授業料として請求することが可能となり、各大学の留学生獲得を後押し
することとなった。基本的な考え方として、市場原理により大学が自ら留学生獲得に力を入れるよう制度
設計が行われている。例えば、修士課程（taught course）は留学生向けに開講されており、そこで大きな
収入が得られるようになっている。 
 
z 受入れ目標 
2006 年 4 月にブレア首相（当時）が、英国が国際教育のリーダーとしての地位を維持していくため、5
年間で留学生数を更に 10 万人増やす目標を発表した。 
 
z 留学生受入にあたっての重点国・地域 
2006 年から 2007 年にかけては中国との連携を戦略的に強化している。 
 
第一優先国 中国、インド、日本、ブラジル、マレーシア、シンガポール、ロシア、香港 
第二優先国 オーストラリア、ブルネイ、キプロス、湾岸諸国、インドネシア、ケニア、メキシコ、パキスタン、サウジアラビ
ア、韓国、台湾、タイ、トルコ、米国、ベトナム 
 
z 留学生支援の重点施策 
英国政府は宿舎、奨学金、就職支援等に一切、関与しない。しかし、留学生獲得のために、政府自ら、
ブリテッシュ・カウンシルを通じて積極的に英国高等教育を世界に向けて広報している。特に重点国に対
しては戦略的なマーケティングを展開している。 
 
 
                                              
45 出典：科学技術振興機構「科学技術・イノベーション動向報告～米国編～」2008 年 3 月より 
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（b） 留学生制度 
 
z 国費留学生制度 
チーヴニング奨学金プログラムがある（数字は 2005 年度） 
 
対象者数  1,201 名 
対象国  134 カ国（アジア・太平洋が約 3 割、EU が 2 割弱） 
予算額  35.4 百万ポンド（政府支出 29.5 百万ポンド、高等教育機関負担 5.9 百万ポンド） 
その他 参加者は、英国の大学の修士課程、集中コース、特別プログラムに主に参加。 
 
ブレア元首相が 1999 年に発表した首相構想（Prime Minister’s Initiative：PMI）では、留学生に支給す
る奨学金の拡大、ビザなど入国手続きの簡素化、留学生の英国内における就労制限の緩和等が含まれ
ており、政府は更なる留学生獲得を推進することとなった。100~150 人程度の少数の優秀な学生を世界
中から英国大学の Ph.D.プログラムに集めることを目的とした奨学金も設定されている。また、特に留学生
が学位取得後、そのまま帰国してしまうと英国内への直接的な効果が得られないという判断から、就職の
有無にかかわらず学位取得後 2 年間は英国内に滞在できるシステムを作っている。 
 
z 私費外国人留学生に対する支援制度 
大学によっては奨学金の付与や授業料減免措置を行うところもある。6 ヶ月以上の滞在者は、National 
Health Service に加入し、無料の医療を受けることが可能である。 
（c） 留学生の送り出し政策 
政府やブリティッシュ・カウンシルによる支援制度はないが、公益法人や企業など様々な団体が実施し
ている。 
（d） その他 
留学生の獲得が国策として重要性を増す中、21 世紀に入り英国の大学が直面しているのが、ヨーロッ
パ全域における高等教育制度統一化の流れと英国で伝統的な学修制度をいかに調和させるか、という
問題である。「ボローニャ宣言(Bologna Declaration)」（1999 年）決議後、2003 年に開催された「ベルリン・
コミュニク(Berlin communiqué)」において、学士／修士／博士からなる高等教育の三段階学修モデルで
合意がなされたが46、英国は旧来より三段階学修モデルが成立していた国の一つに数えられてはいるも
のの47、この統合的な三段階学修モデルは、2つの点で英国の博士課程のあり方に問題を提起している。 
一つは、この三段階学修が学士、修士、博士と段階を踏んで学位を取得していくモデルを前提として
いること、そしてもう一つは、ここで言及される「修士」課程が米国型の「教育コース」修士であるという点で
ある48。 
伝統的に英国の博士課程は「研究」に重きを置く一方で、優等学位取得者に対しては学士号取得後
の直接入学の道を拓いていた。しかし、このルートを辿る場合、博士課程院生は「ボローニャ」モデルが想
定する大学院課程における「教育」要素を欠くまま博士号を取得することとなる。これは、英国の博士課程
それ自体のみならず、むしろ第二学修としての修士課程と第三学修たる博士課程の関係性の再定義に
深い関わりを持つ問題である。また、仮に修士号保持を博士課程への受入れにあたり義務要件と見なす
                                              
46 出典：Communiqué of the Conference of Ministers responsible for Higher Education in Berlin, “Realising the European Higher 
Education Area [Sep. 19, 2003],”pp. 3-4. 
（http://www.bologna-bergen2005.no/Docs/00-Main_doc/030919Berlin_Communique.PDF） 
47 出典：Eurydice, Focus on the Structure of Higher Education in Europe 2006/07: National Trends in the Bologna Process, Bruxelles 
2007  
48 出典：Park, Redefining the Doctorate 
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動きが一般化した場合には、英国の大学院博士課程への特に国内学生リクルートがこれまで以上に困難
になる可能性がある。一方で留学生への依存度を高める場合には、必然的に留学生の一大受入れ先で
ある米国の大学院システムを意識せざるを得ない。 
全体的に見て、「ボローニャ・プロセス」進展に代表される国際化の流れもまた、旧来の「研究」偏重の
博士課程への逆風として作用している。例えば、ヨーロッパ 46 カ国の大学を構成員とする EUA（European 
University Association：欧州大学連盟）は、2005 年 2 月のザルツブルク会議で博士課程に関する 10 大
提言をまとめているが、その第一原則の中で博士課程の主要要素を「オリジナルな研究に基づき知識を
深めること(The advancement of knowledge through original research)」と定めつつも、アカデミアより広い
労働市場とのマッチングを意識すべき、との意見を表明している49。 
1990 年代以降、博士課程のあり方が多様化する中で、2001 年に 10 の大学が試験的に開始した「新
（一貫制）博士課程」New Route/ Integrated PhD Course は、特に上述の流れを意識したものとされる50。
別名の「一貫制(Integrated)」という名称から明らかなように、New Route PhD は修士課程、特に「教育コー
ス」と博士課程を複合した 4 年制大学院課程であり、「研究」に加えて特に初年度における「教育」、そして
スキル訓練といった要素を相当程度含んでいる。試験段階での成功を受け、特に地方の大学を中心に
広まり現在は約 80 弱の大学院課程が開講されているものの51、オックスフォード、ケンブリッジ、ロンドンと
言った伝統的な大規模大学が導入に消極的なこともあってその普及は頭打ちとなっている。 
 
④ 中国 
（a） 留学生の受入れ政策 
z 全体像 
諸外国との友好関係を築くと同時に、WTO 加入に伴い教育交流の拡大に努めることが中国の留学生
受入れ政策の背景にある。 
 
z 受入れ数等の目標 
2006 年の中国アフリカサミットでは、アフリカ向けの中国政府奨学金を現在の 2,000 人から 4,000 人に
増やすこと（2009 年までに実施予定）を表明している。 
 
z 留学生受入にあたっての重点国・地域 
サウジアラビア、ルワンダ、タンザニア政府と新たに中国への留学受入れで連携している。 
（b） 留学生制度 
z 国費留学生制度 
学費、生活費、宿舎費、医療費、到着一時金、教材費等（生活費のみ現金支給、他の費用は免除）を
支援している。また、国文化研究、中国語教師短期研修といったプログラムもある。 
 
z 私費外国人留学生に対する支援制度 
成績優秀な留学生に対し、奨学金を支給している。2008 年は100人が対象となった。支給内容は国費
留学生と同様である。なお、中国の特徴として、北京市、上海市など多くの地方公共団体、各大学が奨学
金支給を実施していることが挙げられる。 
                                              
49 出典：http://www.eua.be/eua/jsp/en/upload/Salzburg_Conclusions.1108990538850.pdf 
50 出典：Park, “New Variant PhD: The Changing Nature of the Doctorate in UK,” Journal of Higher Education Policy and Management 
27-2 (2005), p. 201. 
51 出典：http://www.newroutephd.ac.uk/index.php?option=com_content&task=view&id=56&rmenu=right 
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（c） 留学生の送り出し政策 
2007 年から 5 年計画で毎年 5,000 人規模の大学院生を政府派遣留学生として国外大学の大学院へ
派遣するプロジェクトを実施している。渡航費と毎月 1,000 ドルの給付を行っており、2007 年は 3,952 人を
派遣している。  
また、自費留学生を奨励すべく、2003 年から「国家優秀自費留学生奨学金」プログラムを実施している。
2007 年は 300 名程度の既に海外に留学している自費留学生を対象に、年間 5,000 ドルを給付した。 
（d） 海外人材の帰国政策 
海外人材の帰国政策として、2006 年に「海外優秀留学人材プラットホーム」を設置している。94 の全国
トップクラスの大学から 10,405 件の留学帰国人員招聘情報を集め、中国留学網、国家留学網、在外大使
館教育部門等の公的機関やメディアを通して公表している。 
 
⑤ 韓国 
（a） 留学生の受入れ政策 
z 全体像 
留学生の獲得を通じて、親韓・知韓人材を養成し、国際社会での影響力を増進すること、韓国企業の
海外進出基盤を強化すること、国際化を通じて教育競争力を強化することが狙いである。 
 
z 受入れ数等の目標 
2010 年までに外国人留学生 5 万人の受入れを目指す計画（Study Korea プロジェクト）を 2004 年 12
月に教育人的資源部が発表している。 
 
z 留学生受入にあたっての重点国・地域 
留学生の 9 割がアジアで、特に中国・ベトナム・日本からの留学生が急増していることから、これらの国
からの留学生に関心が高い。近年は中東（サウジアラビア）と中央アジア諸国に政府として力を入れてい
る。 
 
z 留学生支援の重点施策 
z 政府招聘の奨学生受入れ事業の拡大や、大学ごとの奨学金制度の充実化 
z 韓国留学広告強化：留学フェアー開催、留学案内 HP 構築、留学案内資料作成  
z 大学の留学生受入れ環境の改善：多くの大学が教員採用において「英語で授業ができること
を」資格要件とする等、大学の国際化の推進 
z 入国管理制度改善  
z 韓国語・韓国文化の普及拡大 
z 産学協力・企業と連携した留学生受入れプログラムなど、留学と就職への支援制度の整備 
（b） 留学生制度 
z 国費留学生制度 
受入人数は大学院レベルで年間 660 人、学部レベルで年間 200 人である。支援内容は、航空運賃、
生活費、授業料（免除：政府及び受入大学による折半）、研究費、到着・帰国一時金、語学研修費、論文
印刷費、医療保険費である。 
 
z 私費外国人留学生に対する支援制度 
 73
支援制度は特にない。大学の留学生受入れ環境の改善のために、大学側で英語専用講座及び韓国
語研修プログラムを開設する場合、学校毎に 4～5,000 万ウォンを支援する大学特化事業支援はある。 
（c） 留学生の送り出し政策 
韓国政府派遣奨学生制度がある。2004 年度は 40 人を選抜し、3 年の期間で、奨学金 180 万ウォン程
度の支援を行っている。 
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第2-64図表 各国における留学生政策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       出典：外務省広報文化交流部人物交流室「主要国における留学生受入れ政策」平成 20 年 5 月および「主要国・地域における留学生受入れ政策」2004 年 8 月より作成 
米国 英国 中国 韓国
留学生受入
れの目的
●国際理解・協力の強化
●米国の国際競争力の向上
●留学生がもたらす経済効果の維持（※）
●米国の安全・通商・外交への貢献
※IIE（後述）は2007年の年次報告書で、外国人留学生が米国経済にもたらす経
済効果は一年間で145億ドルと算出。
●英国への留学生が年間50億ポンドの経済効果をもたらしているとの認識があ
る。
●予算は最初の2年間（2006/07、2007/08）で約2,700万ポンド。
●中国と諸外国との国民レベルの友好交流の促進
●WTO加入に伴い、その要求に基づき、教育交流の拡大に努めること
●高レベルの大学を整備すること
●親韓・知韓人材の養成を通じた国際社会での影響力増進
●韓国企業の海外進出基盤の強化
●教育の国際化、世界化を通じた教育競争力の強化
受入れ数等
の目標
特に目標なし。 ●2006年4月にブレア首相（当時）が、英国が国際教育のリーダーとしての地位
を維持していくため、5年間で留学生数を更に10万人増やす目標を発表。
2006年にアフリカ向けの中国政府奨学金を現在の2,000人から4,000人まで増や
すことを表明。2009年までに実施予定。
●2010年までに外国人留学生5万人の受け入れ計画を2004年12月に教育人的
資源部が発表。
留学生受入
にあたって
の重点国・
地域
特に重点国・地域は定めていない。 ●第一優先国：中国、インド、日本、ブラジル、マレーシア、シンガポール、ロシ
ア、香港
●第二優先国：オーストラリア、ブルネイ、キプロス、湾岸諸国、インドネシア、ケ
ニア、メキシコ、パキスタン、サウジアラビア、韓国、台湾、タイ、トルコ、米国、ベト
ナム
2006年の中国アフリカサミットにおいては、アフリカ向けの中国政府奨学金を現
在の2,000人から4,000人に増やすことを表明（2009年までに実施予定）。
アジア系学生、特に急増している中国・ベトナム・日本人留学生に関心が高い。
留学生支援
の重点施策
●フルブライト・プログラム等による奨学金の支給
●外国人留学生への情報提供：世界中に450の米国教育情報センター
（Education USA）を持ち、年間に500万件の問い合わせに応じている。
●年間に28万人に短期教育交流滞在を目的とした教育交流ビザ（Jビザ）を発
給。
特段なし（政府は宿舎、奨学金、就職支援等にいっさい関与しない。） ●留学生受入のための新たな手段の開拓（外国政府奨学金（サウジアラビア、
ルワンダ、タンザニアと新たに中国への留学受入れで協力））。
●留学環境の改善、教育の質の向上
●広報の充実
●政府招聘の奨学生受け入れ事業の拡大や、学校ごとの奨学金制度がある。
●韓国留学公告強化：留学フェアー開催、留学案内HP構築、留学案内資料作成
●大学の留学生受け入れ環境の改善
●入国管理制度改善
●韓国語・韓国文化の普及拡大
●産学協力・企業と連携した留学生受け入れプログラムなど、留学と就職への支
援制度を実施
留学生業務
に専門的に
携わる機
関・業務の
概要
●J. William Fulbright Foreign Scholarship Board（フルブライト理事会）：
フルブライト・プログラム等の連邦政府奨学金の監督を行う機関（連邦議会により
設置され、メンバーは大統領により任命される）。
●International Institution of Education（IIE）：
米国国務省の委託を受け、フルブライト・プログラム等奨学金の運営、大学や学
生への情報提供、留学生交流に関する調査研究等の諸活動を行う非営利団体。
●ブリティッシュ・カウンシル（準政府機関）：留学生の受入施策の立案、国費留
学生の選考・受入等業務を実施。
●UK－CISA（チャリティ団体）：20パーセントのコストを政府が負担し、残りを各大
学から会費を徴収。各大学の留学生担当者向けの研修や留学生の受入に関す
る問題について取り扱う機関。
●国家留学基金管理委員会（留学生業務を行う政府下部機関）：
公費留学する中国人、及び公費で渡中する外国人留学生に関する業務（奨学金
支給等を行う。
●中国教育国際交流協会（留学生業務を行う関連組織）：
留学生交流を含む教育分野一般での国際交流（留学フェアの実施、大学間交流
等）を行う全国的非政府機関。
●教育人的資源部傘下の国際教育振興院留学研修部：
政府招聘・派遣留学生事業等を担当。そのほかに、海外留学博覧会の開催、韓
国留学案内システム（www.studyinkorea.go.kr）の運営等。
国費留学生
制度
1）フルブライト・プログラム
創設以来、世界約155カ国、286,500人（米国人108,160人、非米国人178,340
人）が参加。毎年新規に7,000名に奨学金を出している。
●支給内容：費用の全額を支給（往復渡航費、生活費、家賃、着後雑費、別送荷
物、同伴家族に対する補助手当、疾病・障害保険料を含む）
●専攻分野：米国及び関係各国に深く関連した社会・人文科学分野
（2）その他、経済的な援助を必要とする大学院生のためのGilmanスカラーシップ
がある。また、アラビア語、中国語、ロシア語、ヒンディ
チーヴニング奨学金プログラム、2005年度）
●対象者数：1,201名
●対象国：134カ国（アジア・太平洋が約3割、EUが2割弱）
●予算額：35.4百万ポンド（政府支出29.5百万ポンド、高等教育機関負担5.9百
万ポンド）
●参加者は、英国の大学の修士課程、集中コース、特別プログラムに主に参加。
●支給内容：学費、生活費、宿舎費、医療費、到着一時金、教材費等。生活費
のみ現金支給、他の費用は免除。
●上述のほか、中国文化研究、中国語教師短期研修といったプログラムもある。
（1）政府奨学金の概要
●修士課程プログラム（2年、このほかに1年以内の韓国語予備教育）
●博士課程プログラム（3年、同上）
●研究課程プログラム（6ヶ月～1年、韓国語教育無し）
●学部課程プログラム（4年、このほかに1年以内の韓国語予備教育）
受入人数：大学院レベル：660人、学部レベル：200人
内容：航空運賃、生活費、授業料（免除：政府及び受入大学による折半）、研究
費、到着・帰国一時金、語学研修費、論文印刷費、医療保険費
私費外国人
留学生に対
する支援制
度
（1）大学によっては授業料減免等の措置を行う場合もある。
（2）各地方公共団体によっては奨学金がある。民間では多数あり。
（3）州レベルでは州立大学に対する一般的な経費補助がある。
（4）TOEFL（トーフル）のような統一的試験を用いているかは受入大学側の判断
による。
（1）大学によっては奨学金の付与や授業料減免措置を行うところもある。6ヶ月以
上の滞在者は、National Health Serviceに加入し、無料の医療を受けることが可
能。
（2）すべての大学がIELTS（International English Language Testing System）の
受験を要件とする。TOEFL（トーフル）で代替しているところもある模様。
（1）成績優秀な留学生に対し、奨学金を支給（2008年は100人。支給内容は、学
費、生活費、宿舎費、医療費、到着一時金、教材費等。生活費のみ現金支給、
他の費用は免除。）
（2）北京市、上海市など多くの地方公共団体、各大学が奨学金支給を実施。
支援制度は特になし。（大学の留学生受け入れ環境の改善のために、大学側で
英語専用講座及び韓国語研修プログラムを開設する場合、学校毎に4～5,000万
ウォンを支援する大学特化事業支援はある。）
大多数の大学でそれぞれ学生用宿舎を整備している。 留学生の宿舎は、政府及び地方公共団体によっては整備されていない。多くの
大学は学部の一年目の学生の宿舎を確保するが、その後は自分で探す必要が
ある。修士課程の学生向けの宿舎が特に足りないとされる。
ほとんどの留学生は大学内の宿舎に住んでいる。大学の宿舎については、教育
部で支援をしておらず、多くの大学が銀行などから借入をして建設している。
2003年度は留学生宿舎の新・増築をする3大学に各10億ウォンずつ1回だけ支援
を行った。
○イスラム諸国、チリ、カナダ、モンゴル向けの新規事業を最近開始している。
○最も人気のある留学先は、英国（全留学生数の１８．７％）、スペイン（１０．
７％）、イタリア（１０．７％）、仏（７．６％）、オーストラリア（５．９％）、メキシコ（５．
０％）。日本は１１位で割合は２．０％。
○特に人気が高くなっているのは、オーストラリア（前年度比１７％増）、中国（同
３３％増）、日本（同２１％増）、チェコ（同３０％増）などで、非西欧諸国への留学
も人気が出てきたことが窺われる。
政府やブリティッシュ・カウンシルによる支援制度はないが、公益法人や企業など
様々な団体が実施している。
（1）政府派遣留学生として、2007年から5年計画で毎年5,000人規模の大学院生
の国外大学への大学院に派遣するプロジェクトを実施（2007年は3,952人を派
遣。渡航費及び毎月1,000ドルの給付）。
（2）自費留学生を奨励すべく、2003年から「国家優秀自費留学生奨学金」プログ
ラムを実施。2007年は300名程度の既に海外に留学している自費留学生を対象
に実施（年間5,000ドルの給付）。
（3）海外人材の帰国政策として、2006年に「海外優秀留学人材プラットホーム」を
設けた。94の全国トップク
韓国政府派遣奨学生制度がある。２００４年度は４０人を選抜、期間３年、奨学金
１８０万ウォン程度。
留学生の送り出し政
策
留学生
制度
留学生
政策の
概要
留学生宿舎の整備
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(3) 大学院生への経済的支援 
① 日本 
日本の博士課程学生の多くは、経済的な支援が不十分なため、研究に関係のないアルバイトをせざる
を得ないなど、研究者養成上の重要な時期を効果的に過ごす状況にあるとは言い難い52。 
我が国の博士後期課程在籍者のうち、のべ 48．3％の者が何らかの支援を受けている。一方、米国で
は、のべ 92．9％が何らかの支援を受けており、かつ、複数の援助形態を利用している者も多い。 
日本と米国の博士後期課程在籍者について、経済的支援を受けている者の支給額を比較すると、米
国では理工学分野の在籍者に対する支援の支給額が高く、平均支給額が生活費相当額程度を上回る
のに対して、我が国の支援額については、生活費相当額を大きく下回る。 
 
 
 
出典：科学技術・学術審議会人材委員会第 43 回資料 
第2-65図表 博士後期学生の生活状況 
 
 
出典：科学技術・学術審議会人材委員会第 43 回資料 
第2-66図表 博士後期課程在籍者への経済的支援（人数） 
                                              
52 出典：「科学技術・学術審議会人材委員会第 43 回資料」 
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＜米国の博士後期課程在籍者に対する分野別の平均支給額＞ 
 
出典：科学技術・学術審議会人材委員会第 43 回資料 
第2-67図表 博士後期課程在籍者への経済的支援（支給額） 
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② 米国 
 
（a） 学生側からみた経済的支援 
前述したとおり、米国では、のべ 92．9％が何らかの支援を受けており、特に理工学分野の在籍者に対
する支援の支給額が高い。米国における経済的支援の特徴は、連邦政府の提供する給付・貸与奨学金
だけでなく、労働対価型の RA・TA、さらには学内外での職業紹介（Work Study）まで多様なメニューが用
意されており、複数の援助形態を利用している学生が多いことである。 
しかし、大学院生への支援としてどの施策が利用されているかは、分野により異なる。NSF の統計資料
集"Survey of Earned Doctorates(SED)"によると、博士課程学生に対する経済的支援を調査した結果、在
学中におけるもっとも主要な財源は工学（Engineering）や物理科学（Physical Science）であれば Research 
assistantships/traineeships であることがわかる。（第 2-68図表） 
 
Primary source of support and broad field of study
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
All fields
Engineering
Physical sciences
Life sciences
Social sciences
Other fields
Education
Humanities
Research assistantships/traineeships Teaching assistantships Fellowships/dissertation grants
Foreign government Employer Other
Own resources
 
出典：NSF「SED」2006 より作成 
第2-68図表 博士課程在学中における最も主要な財源の比率米国博士課程学生に対する経済的支援 
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以下では The National Postsecondary Student Survey（NPSAS）の第 4 回調査53に基づき米国における
博士課程学生への経済的支援の傾向を分析する。 
(i) 経済的支援の支援形態（第 2-69図表） 
 
z 外国人学生 
何らかの形で援助を受けているフルタイム博士課程学生の割合は、国内学生（92.8%）と外国人学生
（94.4%）で差はほとんどない。ただし Assistantships による経済的支援を受けている者の割合が国内学生
（42.2%）と比較して約 2 倍（76.0%）であるという点は際立っている。また、授業料免除（Tuition Waivers）を
受けている者の割合（44.1%）も国内学生（26.5%）よりも高くなっている。その代わり、外国人学生は Loans
の利用資格がほとんど認められていないため、その利用はごく少数に留まる（4.9%）。 
 
z 理工学分野 
理工学分野では 95%以上が何らかの経済支援を受けている。特に Tuition Waivers を含む Grants を得
ている者（Life and Physical Sciences 79.0%; Engineering 77.4%）、Assistantships により支援を受けている
者が多い（Life and Physical Sciences 68.4%; Engineering 78.7%）。 
 
第2-69図表 フルタイム博士課程学生で経済支援を受ける者の割合（支援形態別） 
 
（注） Grants には tuition waivers が含まれる。同様に Loan には Stafford loans が、Assistantship には Work study が含まれる。 
出典：Susan Choy & Emily Cataldi: Student Financing of Graduate and First-Professional Education: 2003-04, pp. 71f.を一部加工 
 
                                              
53 1986-7 年に NCES によりはじめて実施され、現在詳細な結果が刊行されているものは 2003/04 年に実施された第 4 回調査が最新であ
る。2008 年秋に第 5 回調査が行われたが、結果がまだ明らかとなっていない。なお、同回の調査で有効と判断された博士課程学生の
回答数は 10,890、有効回答率は 91%となっている 。（出典：Susan Choy & Emily Cataldi, Student Financing of Graduate and 
First-Professional Education: 2003-04. NCES 2006-185. 
(http://www.eric.ed.gov/ERICWebPortal/contentdelivery/servlet/ERICServlet?accno=ED492629)） 
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(ii) 経済的支援の支援額 
 
z 外国人学生 
実際に支給されている額を見ると、外国人学生に対する全体的な支援総額は米国市民を下回るもの
の、Grants や Assistantships、Tuition Waivers 等の支援額は国内学生を上回っている。 
 
z 理工学分野 
理工学分野は他分野と比較して多額の経済支援を受けている（Life and Physical Sciences $27,300; 
Engineering $26,000 ） が Grants （ Life and Physical Sciences $15,400; Engineering $14,900 ） や
Assistantships による支援額の多寡が差を生む主要因となっている（Life and Physical Sciences $17,400; 
Engineering $15,600）。 
 
第2-70図表 フルタイム博士課程学生で経済支援を受ける者に対する支援額の平均 
 
出典：Susan Choy & Emily Cataldi: Student Financing of Graduate and First-Professional Education: 2003-04, pp. 79f. を一部加工 
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(iii) 経済的支援の財源（第 2-71図表） 
 
z 外国人学生 
連邦政府（Federal）から支援を受ける国内学生は多い（49.9%）が、外国人学生はほぼ皆無（1.7%）であ
る。代わりに国内学生（63.5%）の約 1.5 倍、実に 9 割以上（91.3%）の外国人学生が大学（Institutional）を
財源とする支援を受けている54。 
 
z 理工学分野 
理工学分野は、連邦政府から直接支援を受ける学生が少ない（Life and Physical Sciences 20.7%; 
Engineering 14.3%）代わりに、大学（Institutional）から経済支援を受け取る学生が多い（Life and Physical 
Sciences 91.0%; Engineering 93.2%）。理工学分野の学生への主要な援助形態が Assistantships であるこ
とによる影響が考えられる。 
 
第2-71図表 フルタイム博士課程学生で支援を受ける者の割合（財源別） 
 
出典：Susan Choy & Emily Cataldi: Student Financing of Graduate and First-Professional Education: 2003-04, pp. 107-09.より一部加工 
                                              
54 大学（Institutional）には、連邦政府のリサーチ・グラント（例：NSF）が含まれる。 
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支援額についても、外国人学生、理工学分野について、ほぼ同様の特性が見られる。 
 
第2-72図表 フルタイム博士課程学生で経済支援を受ける者に対する支援額平均（財政源別） 
 
出典：Susan Choy & Emily Cataldi, in: Student Financing of Graduate and First-Professional Education: 2003-04, pp. 115-17.より一部加
工 
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（b） 連邦政府側からみた経済的支援 
米国での大学院、特に博士課程学生を対象とした連邦政府の助成は、主に以下の 6 機関を通じて行
われている。 
z NSF（National Science Foundation） 
z NIH（National Institutes of Health） 
z DOE（Department of Education） 
z DOS（Department of State） 
z EPA（Environmental Protection Agency） 
z DOD（Department of Defense） 
 
2006 年に米国大学院評議会（Council of Graduate Studies）が上下院に提出した政策提言書には米
国の大学院が得ている連邦政府からの助成額が記載されているが、この表を見る限りにおいて、理工学
分野の大学院にとって大きな財源は NIH である。 
 
第2-73図表 米国大学院評議会（Council of Graduate Studies）の政策提言書にみる連邦政府の助成額 
 
出典：http://www.cgsnet.org/portals/0/pdf/GR_comm_mar06.pdf 
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NSF が上下院に提出した FY2009 Budget Request to Congress (2008.02)から、NSF の大学院助成を
概観すると、NSF は、大学院（特に博士課程学生）への助成として、合計$245,860,000（前年比+14.7%）の
予算を要求している。具体的には以下の項目から構成される55。 
 
z GRF（Graduate Research Fellowships） 
博士課程学生を対象とした奨学金として$124,760,000（1 人当たり約$40,860）を要求している。この結
果、リサーチ・フェローとなる博士課程学生は合計 3,075 名にのぼるとされる56。 
 
z GK-12（Graduate Teaching Fellows in K-12 Education） 
博士課程学生の中・高等学校レベルでのアウトリーチ活動の対価としての奨学金として$57,310,000
（45 名支給対象追加）を要求している。 
 
z IGERT（Integrative Graduate Education and research Training） 
理工学分野の博士課程学生に対する学際的プログラム（インターンシップを含む）の特別奨学金（一人
当たり$30,000 の手当金＋授業料負担）として、$63,790,000 を要求している。 
 
なお博士課程院生に対する奨学金支給は、教育予算（Education & Human resources）のみならず研
究予算（Research & Related Activity）の枠からも計上されている点に特徴がある。 
 
第2-74図表 NSF の予算要求（2009 年度） 
 
出典：NSF, FY2009 Budget Request to Congress (2008.02), Summary Tables-10. 
 
                                              
55 出典：NSF, FY2009 Budget Request to Congress (2008.02), EHR-6. 
56 出典：松山貴代子「＜個別特集＞ブッシュ大統領の 2009 年度予算：概要（その 2）」［『NEDO 海外レポート』1018 (2008.03.05)68 頁］ 
(http://www.nedo.go.jp/kankobutsu/report/1018/1018-08.pdf) 
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③ 英国 
（a） 奨学金による支援 
英国の博士課程学生に対する経済支援は、（給付形式の）奨学金支給が一般的である。逆に米国で
一般的な労働対価的な経済支援はほとんど見られない。以下では、ヨーロッパ大学連盟(EUA= 
European University Association)がボローニャ宣言の調印国 37 ヶ国の教育・文化省に対し 2007 年に行
った博士課程及び課程所属院生の実態調査のレポートより57、大学院生に対する経済支援を特に扱った
項を引用する。 
 
第2-75図表 博士候補生（for doctoral candidates）への経済的支援形態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EUA, Doctoral Programmes in Europe’s Universities, p.16. 
 
調査の前提となっている支援形式の 3 類型について補足すると、EU 諸国（ボローニャ宣言調印国）内
では北欧諸国及び東欧の一部で、博士課程への採用が任期付研究員としての雇用と同義であるケース
（Employment Contract Specially for the Doctorate）が存在する。これらの国々では博士課程院生は被
雇用者としての身分の性格を兼ね備えており、博士課程への入学と同時に期限付きだが半ば自動的に
俸給が支払われるのが一般的である58。付帯義務が（必ずしも）存在しないという点で、このタイプの俸給
は労働対価として俸給を支給する形式とは異なる。これに加えて、授業料及び生活費の埋め合わせとし
ての給付奨学金を行う国々、そして前述したようにRA・TAとしての労働義務の対価という3つの形態が存
在する。 
また、各国の物価水準や購買力を無視して単純に最低支給額のみを問題とするならば、ボローニャ宣
言調印国内で英国の院生に対する支給額は中位に属することがわかる。ただし、下記の第 2-76図表で
は中位グループの最低支給額は 7,000-21,000 ユーロ／年とばらつきが大きく、グループ内での支援の
多寡は実態としてかなりの幅がある。 
 
                                              
57 出典：EUA, Doctoral Programmes in Europe’s Universities: Achievements and Challenges, Report Prepared for European Universities 
and Ministries of Higher Education, Bruxelles 2007. 
(http://www.eua.be/fileadmin/user_upload/files/Publications/Doctoral_Programmes_in_Europe_s_Universities.pdf） 
58 出典：Eurydice, Key Data on Higher Education in Europe 2007 edition, Bruxelles 2007, p. 32. 
(http://eacea.ec.europa.eu/ressources/eurydice/pdf/0_integral/088EN.pdf) 
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第2-76図表 博士課程在籍者への奨学金の最低値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EUA, Doctoral Programmes in Europe’s Universities, p.26. 
 
また、学部生のデータを含むが、総額で見た場合でも、英国高等教育に関する公的支出中で給付型
奨学金(grants)が占める割合は EU 内でも多いとは言えない。学部・大学院とあわせてのデータになるが、
2003 年度の高等教育に関連する公的支出において給付奨学金が占める割合はわずか 1.6%と、EU27 ヶ
国の平均（10.6%）を大きく下回っている。 
 
 
出典：Eurydice, Key Data on Higher Education in Europe, 2007 edition, Bruxelles 2007, p. 114. 
第2-77図表 高等教育における公的支出の内訳（奨学金とローン） 
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（b） 分野間の格差 
博士課程学生を対象とした奨学金の具体的な支給元はリサーチカウンシルであり、それに各大学が独
自財源で行う経済支援が加わる。イノベーション・大学・職業技能省（ＤＩＵＳ）の下、7 つの分野別に区分
されたリサーチカウンシルはいずれも政府支出を財源としており、その支出はリサーチカウンシルを通じて
大学院生への支援に費やされる59。 
ただし、給付型奨学金に代表される学生への経済支援の多寡、及び奨学金申請の際の財源や倍率
に関して専攻分野により差が見られる点はあわせて指摘しておく必要がある。英国の高等教育システム
の外部審査機構である RAE（Research Assessment Exercise）は 2008 年、高等教育機関に所属する研究
者の研究レベルの評価や研究費の獲得状況とあわせ、67 に区分した専門分野別に博士課程学生一人
当たりに対して用意されている奨学金支給枠（受給者数）の試験的な算出を行っている60。以下では生物
学、物理学、そして機械工学の 3 専門分野について、それぞれ RAE 側が作成した統計を引用し、各分野
の学生がどのような財源から経済支援を受けているのかを概観する。 
 
第2-78図表 分野間の格差（生物学 Biological Sciences） 
 
出典：http://www.rae.ac.uk/pubs/2009/ov/MainPanelD.zip 
 
 
第2-79図表 分野間の格差（物理 Physics） 
 
出典：http://www.rae.ac.uk/pubs/2009/ov/MainPanelE_levels.zip 
                                              
59 出典：Eurydice, Key Data on Higher Education in Europe 2007 edition, Bruxelles 2007, p. 220. 
60 出典：http://www.rae.ac.uk/panels/ 
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第2-80図表 分野間の格差（機械工学 Mechanical, Aeronautical and Manufacturing Engineering） 
 
出典：http://www.rae.ac.uk/pubs/2009/ov/MainPanelG_levels.zip 
 
上であげた理工系 3 分野について、見かけ上、フルタイム換算で一人の「研究コース」、つまり博士課
程学生（RA3a）に対して割り当てられる給付奨学金枠は 0.32-33、つまり約 1/3 と差はほとんど存在しない。
しかし、財源の内部構成を詳細に見ると、分野ごとに大きな差が見られる。 
それは、リサーチカウンシルなどを財源とする「OST/OSI Research Councils et al」の給付件数の多寡
にかなりの部分由来する点である。物理分野に関しては全奨学金給付件数の 6 割強、学生数の 2 割分を
「OST/OSI Research Councils et al」が占めるのに対し、機械工学分野では全奨学金給付件数の27%弱、
学生数（FTE 換算）では 1 割未満しかカバーしない。このリサーチカウンシル由来の奨学金募集件数の多
寡を埋め合わせているのは、産業界に由来する奨学金（機械工学 0.03／他 2 分野 0.01）よりむしろ大学
が独自財源で拠出する奨学金である。海外を財源とする奨学金についても分野ごとのばらつきが見られ
るが、これについては RAE67 分野別に分類した外国人大学院生の人口統計との詳細な比較検討を経ず
してコメントを付すことはできない。 
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④ 中国 
国内（中国人）学生の場合、修士課程は入学試験成績に応じて（大学によっては一律）学費免除が行
われ、博士課程は全額学費免除である。また国内学生には中国政府からの給付型奨学金があり、成績
に応じて一等～四等まで四段階に分かれている。各段階で支給額が異なるメリットベース61の奨学金であ
る。大学院の学年が上がるにつれ、上の段階の比率が高まるよう設計されている。なお大学院生は TA、
RA、MA（Management Assistant）を行うことにより、さらに毎月 400RMB 程度の補助を得ることができる。 
 
第2-81図表 中国政府の奨学金 
ランク 内容 
一等 学費免除＋毎月 500～600RMB 給付 
二等 学費免除＋毎月基本生活費を給付 
三等 学費 1/2 免除＋毎月基本生活費を給付 
四等 毎月基本生活費のみ給付（初年次のみ） 
出典：http://www.gov.cn/fwxx/wy/2007-09/10/content_743958.htm 
 
⑤ 韓国 
1999 年から始まった「BK21（BrainKorea21）」事業を通じて、相当数の大学院生が奨学金をもらってい
る。BK21 は世界水準の大学院を育成し、優秀な研究人材を養成するために修士・博士課程生および新
進の研究人材（博士号取得後の研究員および契約教授）を集中的に支援する高等教育人材養成プログ
ラムである。教授に対して研究において必要となる直接的な経費を支援するのではなく、事業費の大部
分を指導する大学院生に支援することによって、教授の教育・研究遂行を間接的に支援することを狙った
制度設計となっている。 
 
第2-82図表 BK21 事業費の主要構成内容 
 
出典： 教育人的資源部韓国学術振興財団「頭脳韓国（BK）21 を正しく知る―BK21 説明資料―」 
（http://www.jasso.go.jp/study_a/documents/koreaBK.pdf）
                                              
61 メリットベース（Merit-based Aid）は学生の能力（メリット）に基づいて提供される経済的支援。一方、ニードベース（Need-based Aid）は学
生の学費支払能力（ニード）に基づいて提供される経済的支援。 
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第2節 調査対象大学 
本節では、日本の調査対象大学および理工系研究科の国際的な位置付けの把握を目的として、調査
対象 5 ヶ国の大学や理工系研究科の入口、プロセス、出口の概形データを整理する。 
日本の調査対象大学は、研究機能が充実している大学院を国立と私立に分け、国立から 8 大学院、
私立から 2 大学院を選定した。日本を除く海外 4 カ国については、それぞれ主要大学院を 2 校ずつ選定
した。なお収集データは可能な限り、理工学系の研究科（School/Department）の取得を試みているが、
研究科単位のデータが得られなかった場合には全学の数字を示している。 
 
第2-83図表 我が国の主要大学院と選定理由 
分類 大学名 科学研究費補助金順位（注） 
国立大学 東京大学 1
大阪大学 4
東北大学 3
名古屋大学 8
九州大学 7
東京工業大学 5
広島大学 12
筑波大学 11
私立大学 慶應義塾大学 14
早稲田大学 10
（注）科学研究費補助金 特別研究員奨励費 理工系採択研究課題数（2005 年度） 
出典：NII「科学研究費補助金採択研究課題数による大学の研究活性度の調査研究（2005 年度版）Ｖ.特別研究員奨励費編」 
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第2-84図表 調査対象大学の概要 
（参考）大学ランキング
World
University
Ranking
（2007）
Academic
Ranking of
World
University
（2008）
米国 カリフォルニア大学バークレー校（University of California, Berkeley）
世界水準の教育研究実績を誇り、州立
大学としては米国トップクラス。 1855年 州立 22 3
米国 メリーランド大学カレッジパーク校（University of Maryland, College Park) 有力州立大学。 1856年 州立 79 37
英国 ケンブリッジ大学（University of Cambridge）
英国最古の大学の一つとして世界的に
も有名な大学。 1209年 国立 2 4
英国 シェフィールド大学（University of Sheffield)
先進的ガバナンスのあり方など英国内
で社会的注目を集める大学。 1905年 国立 68 77
中国 清華大学（Tsinghua University）
中国で最も評価の高い大学の一つ。理
系に強いと言われている。 1911年 国立 40 201-302
中国 上海交通大学（Shanghai Jiao Tong University）
国家重点大学（予算優先配分等が行わ
れている）であり理工系の伝統が強い。 1896年 国立 163 201-302
韓国 ソウル国立大学（Seoul National University） 韓国を代表する国立大学。 1946年 国立 51 152-200
韓国 高麗大学（Korea University） 韓国を代表する私立大学の一つ。 1905年 私立 243 303-401
日本 東京大学(University of Tokyo) （参考） 1877年 国立 17 19
日本 広島大学(Hiroshima University) （参考） 1949年 国立 212 201-302
創立 設置主体国名 大学名 概要
 
出典： 大学ランキング； 
THES ウェブサイト（http://www.timeshighereducation.co.uk/hybrid.asp?typeCode=144） 
Academic Ranking of World Universities ウェブサイト（http://www.arwu.org/rank2008/EN2008.htm） より作成 
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1． 概形情報 
調査対象大学の大学院に関する概形情報を整理する。 
(1) 大学院の規模 
大学院の学生数（在学者数）を見ると、清華大学と東京大学の規模が大きく、大学院生比率（全在学
者に占める大学院生の割合）も清華大学が 56%、東京大学が 48%と高い。米国の 2 大学は大学院生の数
が多いものの、大規模な学部学生を抱えており、大学院生比率は、カリフォルニア大学バークレー校
（UCB）が 30%、メリーランド大学カレッジパーク校（UMCP）が 26%と高くない。英国の 2 大学はともに大学
院生の数は多くないが、大学院生比率はケンブリッジ大学が高く（36%）、シェフィールド大学が低い（24%）
という違いがある。韓国の 2 大学は大学院生の数、大学院生比率ともに各国大学の中間的である。 
日本の大学に関しては、東京大学を除く国立大学は大学院生の規模の割に大学院生比率が高く（特
に理工系に特化している東京工業大学が際だって高い（50%））、一方、私立大学は大規模な学部を抱え
ていることもあり、大学院生比率は、早稲田大学が 15%、慶應義塾大学が 11%と特に低い。 
（第 2-85図表、第 2-86図表） 
 
第2-85図表 大学院の規模（大学院生数） 
うち
博士課
程学生
カリフォルニア大学バークレー校 34,953 24,636 10,317 30%
メリーランド大学カレッジパーク校 39,014 28,857 10,157 4,566 26% 12%
ケンブリッジ大学 18,077 11,582 6,495 36%
シェフィールド大学 23,914 18,290 5,624 24%
清華大学 31,395 13,900 17,495 5,316 56% 17%
上海交通大学 33,060 19,639 9,667 19 29% 0%
ソウル国立大学 26,605 16,990 9,615 2,602 36% 10%
高麗大学 28,568 19,454 9,114 32%
早稲田大学 56,263 47,654 8,609 2,007 15% 4%
慶應義塾大学 42,553 37,890 4,663 1,171 11% 3%
東京大学 28,071 14,471 13,600 6,188 48% 22%
大阪大学 19,942 12,018 7,924 3,340 40% 17%
九州大学 18,393 11,843 6,550 2,286 36% 12%
東北大学 17,860 10,815 7,045 2,811 39% 16%
筑波大学 15,981 10,171 5,810 2,144 36% 13%
名古屋大学 15,893 9,791 6,102 2,475 38% 16%
広島大学 15,412 11,050 4,362 1,756 28% 11%
東京工業大学 10,081 5,001 5,080 1,533 50% 15%
博士課
程学生
比率
（博士課程
学生／学
生数）
学生数国名 大学名 大学院生
大学院
生比率
（大学院学
生数／学
生数）
学部学
生数
日本
米国
英国
中国
韓国
 
（注）データが不明の箇所は空欄とした。 
出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf（2007 fall） 
メリーランド大学カレッジパーク校；http://www.gradschool.umd.edu/publications/annualreport2007.pdf 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/planning/data/facts/poster_2008.pdf 
シェフィールド大学；http://www.shef.ac.uk/sheffield/custom-jsp/instprofiles/profile.jsp?fact=stupop（2007） 
清華大学；http://www.tsinghua.edu.cn/qhdwzy/detail.jsp?seq=1001&boardid=1205（2007） 
上海交通大学；http://www.sjtu.edu.cn/about/stats/ (2008-2009) 
ソウル国立大学； http://www.snu.ac.kr/about/ab0103.jsp（2008 年 4 月 1 日現在） 
高麗大学；http://www.korea.edu/（2008 年 1 月 1 日現在） 
日本の国立大学 ；各大学「平成 18 事業年度に係わる業務実績報告書」 
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早稲田大学； http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/2008/number01.html(2008 年度版) 
慶應義塾大学； http://www.keio.ac.jp/ja/about_keio/data/kr7a430000000hm3-att/2008_daigaku.pdf）（2008 年 5 月 1 日現在） 
より作成 
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出典：第 2-85表と同じ 
第2-86図表 大学院の規模（大学院生数と大学院生比率） 
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(2) 大学院の国際化 
留学生の受入れ状況に着目すると、大学院の留学生比率（大学院在学者に占める留学生の割合）の
高さは、高い方から順に、英国、米国、日本、韓国、中国の順となっており、国レベルでの留学生の受入
れ状況に沿った順序となっている。特に英国 2 大学は際だって大学院留学生比率が高い（ケンブリッジ
37%、シェフィールド 40%）だけでなく、全学の留学生比率が高い（学部留学生比率も高い）ことに特徴があ
る（第 2-87図表、第 2-88図表）。この背景としては、例えば、シェフィールド大学では日本語のウェブサイ
トを用意する等、留学生の獲得に積極的であることが考えられる62。 
なお国内大学について理工学系の研究科単位でみると、修士課程より博士課程、理学系より工学系
の方が留学生比率は高い（第 2-89図表）。 
 
第2-87図表 大学院の国際化（留学生） 
うち
博士課
程学生
うち
大学院
留学生
カリフォルニア大学バークレー校 34,953 24,636 10,317 2,682 1,898 8% 18%
メリーランド大学カレッジパーク校 36,014 25,857 10,157 4,566 2,404 24%
ケンブリッジ大学 18,077 11,582 6,495 3,527* 2,392* 20% 37%
シェフィールド大学 23,914 18,290 5,624 3,609* 2,250* 15% 40%
清華大学 31,395 13,900 17,495 5,316 1,246 437 4% 2%
上海交通大学 29,306 19,639 9,667 19 301 145 1% 1%
ソウル国立大学 26,605 16,990 9,615 2,602 1,348 650 5% 7%
高麗大学 28,568 19,454 9,114 1,655 386 6% 4%
早稲田大学 56,263 47,654 8,609 2,007 2,034 1,243 4% 14%
慶應義塾大学 42,553 37,890 4,663 1,171 690 376 2% 8%
東京大学 28,071 14,471 13,600 6,188 1,863 1,621 7% 12%
大阪大学 19,942 12,018 7,924 3,340 822 627 4% 8%
九州大学 18,393 11,843 6,550 2,286 883 729 5% 11%
東北大学 17,860 10,815 7,045 2,811 871 761 5% 11%
筑波大学 15,981 10,171 5,810 2,144 921 786 6% 14%
名古屋大学 15,893 9,791 6,102 2,475 908 786 6% 13%
広島大学 15,412 11,050 4,362 1,756 581 503 4% 12%
東京工業大学 10,081 5,001 5,080 1,533 878 571 9% 11%
国名 大学名 うち大学院
生
日本
米国
英国
中国
韓国
全学の
留学生
うち
学部学生学生数
留学生
比率（大
学院）
留学生
比率
（全学）
 
（注）英国の大学の留学生数は EU 圏外からの学生数。データが不明の箇所は空欄とした。 
出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf (Fall 2007） 
メリーランド大学カレッジパーク校；http://www.gradschool.umd.edu/publications/annualreport2007.pdf 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/planning/data/facts/poster_2008.pdf 
シェフィールド大学；http://www.shef.ac.uk/sheffield/custom-jsp/instprofiles/profile.jsp?fact=stupop（2007） 
清華大学；http://www.tsinghua.edu.cn/qhdwzy/detail.jsp?seq=1001&boardid=1205（2007） 
上海交通大学； http://www.sjtu.edu.cn/about/stats/（2008-2009） 
ソウル国立大学；http://www.snu.ac.kr/about/ab0103.jsp（2008 年 4 月 1 日現在） 
高麗大学； http://www.korea.edu/（2008 年 4 月 1 日現在） 
日本の国立大学；各大学「平成 18 事業年度に係わる業務の実績に関する報告書」 
早稲田大学； http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/2008/number04.html (2008 年 5 月 1 日現在) 
慶應義塾大学；http://www.ic.keio.ac.jp/aboutic/exch_data.html（2008 年 5 月 1 日現在） 
より作成 
 
 
                                              
62 参考：シェフィールド大学日本語ホームページ（http://www.sheffield.jp/） 
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出典：第 2-87表と同じ 
第2-88図表 大学院の国際化（留学生） 
第2-89図表 日本の調査対象研究科の国際化（留学生） 
大学 分野 
留学生入学者数 
入学者数に占める
留学生比率 
修士 博士 修士 博士 
Ａ大学 理学系 4 2 2% 3% 
B 大学 理工学系(1) 73 18 16% 32% 
B 大学 理工学系(2) 6 13 3% 19% 
C 大学 理工学系 44 28 7% 24% 
Ｄ大学 理学系 2 3 1% 6% 
Ｄ大学 工学系 31 23 5% 27% 
E 大学 工学系(1) 8 6 3% 16% 
E 大学 工学系(2) 69 45 8% 44% 
F 大学 理学系 0 3 0% 8% 
F 大学 工学系 15 9 5% 28% 
Ｇ大学 理学系 5 1 3% 3% 
Ｇ大学 工学系 23 11 5% 14% 
Ｈ大学 工学系 82 51 9% 30% 
Ｉ大学 理工学系 13 5 1% 6% 
J 大学 理工学系 14 4 2% 6% 
合計  389 222 5% 20% 
 理学系 11 9 2% 5% 
 工学系 228 145 7% 29% 
 理工学系 150 68 5% 18% 
出典：各研究科へのアンケート調査より作成63 
                                              
63 第 3 章で実施した国内大学の理工学系の研究科へインタビューを実施した際、調査票形式で教職員数等の定量データ等の提供を依
頼した。アンケートで得られた数字は基本的に最新（2008 年度）の数字。 
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(3) 大学院の教育体制（教員数） 
① 大学全体 
教員数に関して、日本の国立大学では、教員当たり大学院生数が特に多いとは言えず、大学院学生
の負担が他国の大学と比べて特に大きいとは言えない。（第 2-90図表） 
 
第2-90図表 大学院の教育体制 
教員当
たり博士
課程学
生
カリフォルニア大学バークレー校 5,535 6.3 1.9
メリーランド大学カレッジパーク校 3,867 9.6 2.7
ケンブリッジ大学 2,845 6.4 2.3
シェフィールド大学 1,268 18.9 4.4
清華大学 5,636 5.6 3.1 0.9
上海交通大学 3,135 10.5 4.3
ソウル国立大学 1,752 15.2 5.5 1.5
高麗大学 3,570 8.0 2.6
早稲田大学 2,038 27.6 4.2 1.0
慶應義塾大学 2,246 18.9 2.1 0.5
東京大学 3,960 7.1 3.4 1.6
大阪大学 2,546 7.8 3.1 1.3
九州大学 2,338 7.9 2.8 1.0
東北大学 2,653 6.7 2.7 1.1
筑波大学 2,191 7.3 2.7 1.0
名古屋大学 1,865 8.5 3.3 1.3
広島大学 1,847 8.3 2.4 1.0
東京工業大学 1,187 8.5 4.3 1.3
日本
米国
英国
中国
韓国
教員当
たり大学
院生
国名 教員数
教員当
たり学生
数
大学名
 
（注） データが不明の箇所は空欄とした。 
カリフォルニア大学バークレー校；教員は Faculty と Academic Staff (Full Time Equivalent) 
メリーランド大学カレッジパーク校；教員は Faculty のみ 
ケンブリッジ大学；教員は Academic, Academic related(Full Time Equivalent) 
シェフィールド大学；教員は Academic のみ 
清華大学；教員は正高级职务（教授）、副高级职务 （准教授）、教师（講師） 
上海交通大学；教員は专任教师（専任教員） 
早稲田大学；専任のみ。 
慶應義塾大学；常勤者。有期契約を含む。一貫教育校教諭を除く。 
出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf (2008 Spring) 
メリーランド大学カレッジパーク校；http://www.newsdesk.umd.edu/facts/quickfacts.cfm（Fall 2008 Enrollment & UM Employees） 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/planning/data/facts/poster_2008.pdf（Full Time Equivalent Numbers） 
シェフィールド大学；http://www.shef.ac.uk/about/facts/instprofile/staff.html（2007 年 7 月時点） 
清華大学；http://www.tsinghua.edu.cn/qhdwzy/detail.jsp?seq=1001&boardid=1205（2007） 
上海交通大学；http://www.sjtu.edu.cn/about/stats/ (2008-2009) 
ソウル国立大学；「2006－2007 ソウル国立大学白書」 
高麗大学；http://www.korea.edu/（2008 年 4 月 1 日現在） 
日本の国立大学 ；各大学「平成 18 事業年度に係わる業務実績報告書」 
早稲田大学； http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/index.html（2007 年度） 
慶應義塾大学；http://www.keio.ac.jp/ja/about_keio/data/faculty_and_staff.html （2008 年 3 月 31 日現在） より作成 
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② 研究科単位 
国内大学および UCB（College of Engineering）、ケンブリッジ大学（Department of Engineering）につい
て研究科単位での教員数を以下に記す。教員の所属組織と教育組織が一致していない大学もあり、大
学院生と教員数は一対一に対応しないことに注意する必要があるが、日本の研究科は全て UCB より教
員当たり大学院学生数が少なく、また 3 研究科を除きケンブリッジ大学よりも教員当たり大学院生数が少
ない。（第 2-91図表、第 2-92図表、第 2-93図表） 
 
第2-91図表 国内大学の教員数（研究科単位） 
本務 兼務 合計 本務
Ａ大学 理学系 781 270 38 308 2.9 2.5
B大学 理工学系(1) 1,081 218 66 284 5.0 3.8
B大学 理工学系(2) 728 218 62 280 3.3 2.6
C大学 理学系 499 149 0 149 3.3 3.3
C大学 工学系 1,541 331 0 331 4.7 4.7
Ｄ大学 理学系 541 136 60 196 4.0 2.8
Ｄ大学 工学系 1,543 365 244 609 4.2 2.5
E大学 工学系(1) 749 176 37 213 4.3 3.5
E大学 工学系(2) 2,153 467 202 669 4.6 3.2
F大学 理学系 407 - - 0 - -
F大学 工学系 852 204 0 204 4.2 4.2
Ｇ大学 理学系 463 165 0 165 2.8 2.8
Ｇ大学 工学系 1,228 312 33 345 3.9 3.6
Ｈ大学 工学系 2,984 473 68 541 6.3 5.5
Ｉ大学 理工学系 2,460 246 583 829 10.0 3.0
J大学 理工学系 1,786 292 292 6.1 6.1
分野大学 大学院生 教員当たり大学院生
数
教員
 
出典：各研究科へのアンケート調査より作成。A～J 大学は調査対象となった国内 10 大学を指す。 
 
第2-92図表 UCB（College of Engineering）の教育体制 
Faculty
Full professors 157
Associate professors 38
Assistant professors 29
Lecturers with security of employment 4
Endowed Chairs and Distinguished Professorships 52
Student
Total student enrollment 4,360
Undergraduate students 2,687
Graduate students 1,673
Student / Faculty Ratio
Graduate students / Full professors 10.7
Total students / Full professors 27.8  
出典：http://www.coe.berkeley.edu/about/college-facts.html 
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第2-93図表 ケンブリッジ大学（Department of Engineering）の教育体制 
Division 教員(a)
Research Student
(b)
Taught MPhil
(c)
S/T比
(b÷a)
S/T比*
((b+c)÷a)
Energy, Fluid Dynamics and
Turbomachinery 29 108 - 3.7 3.7
Electrical Engineering 21 165 - 7.9 7.9
Mechanics Materials and Design 21 165 - 7.9 7.9
Civil, structural, Environmental
and Sustainable Development 18 80 30 4.4 6.1
Manufacturing and Management 14 86 40 6.1 9.0
Information Engineering 24 80 - 3.3 3.3
合計 127 684 70 5.4 5.9
 
（注） Research Student は研究コースの大学院生で約 90%が Ph.D.コース(フルタイム)、残りが MPhil コース。 
Taught MPhil は教育コースの大学院生。 
S/T 比は教員当たり研究コースの大学院生数。S/T 比*は教員当たり大学院生数（研究・教員の両コースを含む）。 
出典：ケンブリッジ大学教員へのインタビュー調査結果 
 
③ 専攻単位 
物理学専攻について、日米を比較した結果からは日本の比率が高い傾向にある。 
 
第2-94図表 大学院の教育体制（物理学分野の例） 
 大学院生/教員 
東京大学 2.99 
京都大学 4.79 
東京工業大学 5.15 
Princeton 1.48 
MIT 1.92 
Berkley（カリフォルニア大学バークレー校） 2.31 
出典：島一則・安部保海「大学院の教育環境の変化～物理学専攻を対象として～」 
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(4) 大学院の教育体制（職員数） 
国内大学の職員数を見ると、私立大学では教員の半分以下、国立大学では教員数を下回る職員数と
なっている。大学によって、教員、職員をどのように定義するかに違いが見られるが、米国の大学につい
ては、ファカルティ・メンバーを上回るスタッフを抱えていることがわかる。 
 
第2-95図表 大学院の教育体制（職員数） 
国名 大学名 教員数 職員数
教員当
たり職
員数
説明
カリフォルニア大学バークレー校 5,535 8,960 1.62
教員：Facultyを含むAcademic Staff
職員：Management Stuff, Non-Academic Staff
※FTE換算
Academic:  academic administrators, regular teaching faculty, lecturers and other teaching
faculty, student assistants, researchers, librarians, cooperative extension researchers,
university extension faculty, and other academic personnel;
Non-Academic:   senior management (SMG), management and senior professionals (MSP),
and professional and support staff (PSS).
メリーランド大学カレッジパーク校 3,867 5,717 1.48 教員：Faculty職員：Staff (Includes Executive, Administrative, Managerial, Exempt, Non-exempt Staff,
ケンブリッジ大学 2,845 3,078 1.08 教員：Academic,Academic related職員：Technical、Clerical and Secretarial、Manual and Domestic
シェフィールド大学 1,268 3,460 2.73 教員：Academic職員：Technical、Support  Staff
清華大学 5,636 1,309 0.23 教員：正高级职务（教授）、副高级职务 （准教授）、教师（講師）
職員：教职工人数（教職員数）から正高级职务、副高级职务、教师を除いた値
上海交通大学 3,135 2,103 0.67
教員：专任教师（専任教員）
職員：専任教員を除く校本部教职工（本部の教職員） ※行政人员（行政人員）、教辅人员
（教員補佐）、工勤人员
ソウル国立大学 1,752
高麗大学 3,570
筑波大学 1,721 964 0.56 2008年5月1日現在。定員外、実務家みなし専任教員等を含む。附属学校教員、病院・附属学校教育局の職員、休業中のものを除く。
東京大学 3,916 2,161 0.55 2007年5月1日現在。教諭・養護教諭、医療系職員除く。
東京工業大学 1,117 543 0.49 2008年5月1日現在。一貫教育校の教諭等を除く。
名古屋大学 1,754 846 0.48 2008年5月1日現在。附属学校教員、医学部附属病院の職員、任期付正職員を除く。
東北大学 2,743 1,314 0.48 2008年5月1日現在。休職者を含む。病院職員を除く。
九州大学 2,224 1,021 0.46 2008年5月1日現在。病院・別府先進医療センターの職員を除く。見なし教員を含む。
広島大学 1,594 687 0.43 2008年5月1日現在。附属学校教員、医療・看護系職員、休職者・休業者は含まない。
大阪大学 2,877 1,222 0.42 2008年5月1日現在。医療職員、派遣・休職・育休は含まない。
早稲田大学 2,038 782 0.38 教員2007年度。職員2007年4月1日現在。専任教職員のみ。
慶應義塾大学 2,246 845 0.38 2008年3月31日現在。常勤者。有期契約を含む。一貫教育校教諭、大学病院職員を除く。
日本
米国
英国
中国
韓国
 
出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf (2008 Spring) 
メリーランド大学カレッジパーク校；http://www.newsdesk.umd.edu/facts/quickfacts.cfm（Fall 2008 Enrollment & UM Employees） 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/planning/data/facts/poster_2008.pdf（Full Time Equivalent Numbers） 
シェフィールド大学；http://www.shef.ac.uk/about/facts/instprofile/staff.html（2007 年 7 月時点） 
清華大学；http://www.tsinghua.edu.cn/qhdwzy/detail.jsp?seq=1001&boardid=1205（2007） 
上海交通大学；http://www.sjtu.edu.cn/about/stats/ (2008-2009) 
ソウル国立大学；「2006－2007 ソウル国立大学白書」 
高麗大学；http://www.korea.edu/（2008 年 4 月 1 日現在） 
東北大学；http://www.tohoku.ac.jp/japanese/profile/about/05/about0504/（2008 年 5 月 1 日現在） 
筑波大学；http://www.tsukuba.ac.jp/public/booklets/pdf-details2008/p24.pdf（2008 年 5 月 1 日現在） 
東京大学；http://www.u-tokyo.ac.jp/index/b02_03_j.html(2007 年 5 月 1 日現在) 
東京工業大学；http://vote.soc.titech.ac.jp/about-titech/j/1.pdf（2008 年 5 月 1 日現在） 
名古屋大学；http://www.nagoya-u.ac.jp/about-nu/history-data/figure/(2008 年 5 月 1 日現在) 
大阪大学；http://www.osaka-u.ac.jp/jp/annai/about/profile2008.pdf（2008 年 5 月 1 日現在） 
広島大学；http://www.hiroshima-u.ac.jp/top/intro/gaiyou/syokuin/p_bc17f9.html(2008 年 5 月 1 日現在) 
九州大学；http://www.kyushu-u.ac.jp/university/data/gaiyou20.10.1jpn/H20gaiyo_P29-31.pdf(2008 年 5 月 1 日現在) 
慶應義塾大学；http://www.keio.ac.jp/ja/about_keio/data/faculty_and_staff.html(2008 年 3 月 1 日現在) 
早稲田大学； 
http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/index.html(教員数：2007 年度) 
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http://www.waseda.jp/sankaku/figure/pdf/2_staffs.pdf(職員数：2007 年 4 月 1 日現在) 
より作成。（日本の大学は出典が異なるため第 2-91図表の教員数と異なる点に注意） 
 注） 例えば、カリフォルニア大学バークレー校では Academic(教員）の中に日本の教員の定義より幅広い職制が含まれているが、
日本の調査対象大学よりも教員当たり職員数が多い。 
 
 
（a） 日本 
国内大学の職員数を見ると、最大でも教員の約半分（0.56）となっている。（第 2-96図表） 
第2-96図表 国内大学の職員数 
大学名 教員数 職員数 教員当たり職員数
筑波大学 1,721 964 0.56
東京大学 3,916 2161 0.55
東京工業大学 1,117 543 0.49
名古屋大学 1,754 846 0.48
東北大学 2,743 1314 0.48
九州大学 2,224 1021 0.46
広島大学 1,594 687 0.43
大阪大学 2,877 1222 0.42
早稲田大学 2,038 782 0.38
慶應義塾大学 2,246 845 0.38  
（注） 筑波大学； 2008 年 5 月 1 日現在。定員外、実務家みなし専任教員等を含む。附属学校教員、病院・附属学校教育局の職員、休
業中のものを除く。 
東京大学；2007 年 5 月 1 日現在。教諭・養護教諭、医療系職員除く。 
東京工業大学； 2008 年 5 月 1 日現在。一貫教育校の教諭等を除く。 
名古屋大学； 2008 年 5 月 1 日現在。附属学校教員、医学部附属病院の職員、任期付正職員を除く。 
東北大学； 2008 年 5 月 1 日現在。休職者を含む。病院職員を除く。 
九州大学；2008 年 5 月 1 日現在。病院・別府先進医療センターの職員を除く。見なし教員を含む。 
広島大学； 2008 年 5 月 1 日現在。附属学校教員、医療・看護系職員、休職者・休業者は含まない。 
大阪大学； 2008 年 5 月 1 日現在。医療職員、派遣・休職・育休は含まない。 
早稲田大学；教員 2007 年度。職員 2007 年 4 月 1 日現在。専任教職員のみ。 
慶應義塾大学； 2008 年 3 月 31 日現在。常勤者。有期契約を含む。一貫教育校教諭、大学病院職員を除く。 
出典： 東京大学；http://www.u-tokyo.ac.jp/index/b02_03_j.html 
東北大学；http://www.tohoku.ac.jp/japanese/profile/about/05/about0504/ 
大阪大学；http://www.osaka-u.ac.jp/jp/annai/about/profile2008.pdf 
九州大学；http://www.kyushu-u.ac.jp/university/data/gaiyou20.10.1jpn/H20gaiyo_P29-31.pdf 
名古屋大学；http://www.nagoya-u.ac.jp/about-nu/history-data/figure/ 
筑波大学；http://www.tsukuba.ac.jp/public/booklets/pdf-details2008/p24.pdf 
広島大学；http://www.hiroshima-u.ac.jp/top/intro/gaiyou/syokuin/p_bc17f9.html 
東京工業大学；http://vote.soc.titech.ac.jp/about-titech/j/1.pdf 
早稲田大学； 教員数： http://www.waseda.jp/jp/global/guide/databook/index.html 
  職員数：http://www.waseda.jp/sankaku/figure/pdf/2_staffs.pdf 
慶應義塾大学； http://www.keio.ac.jp/ja/about_keio/data/faculty_and_staff.html より作成 
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（b） 米国 
米国の 2 大学を見ると、ファカルティ・メンバーを上回るスタッフを抱えていることがわかる。 
（第 2-97図表、第 2-98図表） 
 
第2-97図表 UCB 全学教職員数（2008 Spring） 
FTE Head-count
Faculty 1,784 2,135
Academic Staff 3,751 6,853
Management 958 1,027
Non-Academic Staff 8,002 12,324  
（注）Academic Staff includes student assistants, research, acad. administrators and librarians 
出典：UCB ウェブサイト（http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf）より作成 
 
第2-98図表 UMCP 教職員数（2008 年度秋学期） 
Fall 2008 UM Employees
Full-time Faculty 2,967
Part-time Faculty 900
Total Faculty 3,867
Tenure/Tenure Track Faculty 1,485
Graduate Assistants 4,031
Staff (Includes Executive, Administrative, Managerial, Exempt,
Non-exempt Staff, etc) 5,717
Total University Employees 13,080  
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.newsdesk.umd.edu/facts/quickfacts.cfm）より作成 
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（c） 英国 
英国の 2 大学では、職員をどのように定義するかにより解釈が異なる。しかし、2 大学共に教員数を上
回る職員数となっている。（第 2-99図表、第 2-100図表） 
 
第2-99図表 ケンブリッジ大学教職員数 
Headcount of Staff Jul 07
Academic 1,604
Academic related 1,241
Contract Research 2,691
Technical 1,089
Clerical and Secretarial 1,483
Manual and Domestic 506
Other n/a
Total staff 8,614  
（注）2007 年 7 月時点。なお Total Staff の数字が各行の合計と一致しないが出典のとおりの数字としている。 
出典：ケンブリッジ大学ウェブサイト（http://www.foundation.cam.ac.uk/uploads/File/facts%20and%20figures%202008.pdf）より作成 
 
第2-100図表 シェフィールド大学教職員数 
Staff Numbers 5,773
Academic 1,268
Professors 417
Readers and Senior Lecturers 407
Lecturers 444
Research 1,041
Technical 185
Support Staff 3,275  
（注）2007 年 7 月時点 
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/about/facts/instprofile/staff.html）より作成 
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（d） 中国 
教職員数の大半を教員が占めている（第 2-101図表、第 2-102図表）。 
第2-101図表 清華大学の教職員数 
教职工人数（教職員数） 6,945 人
うち正高级职务（教授） 1,201 人
うち副高级职务 （准教授） 1,646 人
うち教师（講師） 2,789 人
うち中国科学院院士（中国科学院会 36 人
うち中国工程院院士（中国工程院会 32 人
うち在岗博士生指导教师 980 人
うち博士后在站人员（ポスドク） 957 人  
（注 1） 中国科学院は 1949 年 11 月に創立された中国最高レベルの科学技術学術機関及び自然科学・ハイテク総合研究センターである。
中国工程院は工学科学の最高諮問学術機構であり、政府の諮問機構でもある。 
（注 2） 在岗博士生指导教师は博士課程在籍者でありながら、教育活動を行っている職員と考えられる。 
出典： 数字は清華大学ウェブサイト（http://www.tsinghua.edu.cn/qhdwzy/detail.jsp?seq=1011&boardid=1205）より、 
中国科学院・工程院については科学技術振興機構ウェブサイト（http://crds.jst.go.jp/CRC/foothold.html）より作成 
 
第2-102図表 上海交通大学の教職員数 
教职工数（教職員数） 7,509 人 
 校本部教职工（本部の教職員） 5,238 人 
  专任教师（専任教員） 3,135 人 
    正高级（教授） 736 人 
    副高级（准教授） 1,178 人 
    中级・初級（講師） 1,221 人 
  行政人员（行政人員） 687 人 
  教辅人员（教員補佐） 964 人 
  工勤人员 452 人 
 科研机构人员数（科学研究機関） 794 人 
 校办工厂职工数（大学経営工場） 644 人 
 其他附设机构人员数（その他付設機構） 833 人 
聘请校外教师（外部招請教員） 687 人 
（注）2008-2009 学年 
出典：上海交通大学ウェブサイト（http://www.sjtu.edu.cn/about/stats/）より作成 
（e） 韓国 
2 大学ともに職員数に関する情報は得られなかった。 
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2． 入口の状況 
(1) 大学院への入学状況 
① 定員充足率（国内・国立大学のみ） 
国立大学について大学院の定員充足率（全学）をみると、東京大学と筑波大学を除くと、修士課程より
も博士課程の方が充足率は低い。定員充足率（研究科単位）をみると定員充足率のバラツキが大きくなる
が、東京大学の理学系研究科を除くと、修士課程よりも博士課程の方が充足率は低い。（第 2-103表） 
 
第2-103図表 大学院の定員充足率（国内・国立大学のみ） 
収容定
員 収容数 充足率
収容定
員 収容数 充足率
（全学） 5,421 6,480 120% 5,135 6,188 121%
理学系研究科 838 764 91% 645 721 112%
工学系研究科 1,124 1,943 173% 904 1,036 115%
（全学） 3,304 3,554 108% 1,845 2,144 116%
システム情報工学研究科 722 666 92% 212 120 57%
数理物質科学研究科 480 365 76% 113 72 64%
（全学） 3,236 3,808 118% 2,922 2,811 96%
理学研究科 524 532 102% 390 307 79%
工学研究科 1,198 1,467 122% 653 606 93%
（全学） 3,124 4,216 135% 3,088 3,340 108%
理学研究科 516 549 106% 378 327 87%
基礎工学研究科 366 561 153% 210 167 80%
工学研究科 950 1,373 145% 515 532 103%
（全学） 2,831 3,409 120% 2,446 2,475 101%
工学研究科 945 1,191 126% 479 310 65%
理学研究科 308 373 121% 219 205 94%
（全学） 2,718 3,670 135% 2,755 2,388 87%
理学府 300 348 116% 210 141 67%
工学府 530 816 154% 378 289 76%
（全学） 2,584 3,484 135% 1,622 1,533 95%
理工学研究科 1,136 1,504 132% 609 601 99%
（全学） 1,950 2,449 126% 1,640 1,756 107%
工学研究科 342 605 177% 248 133 54%
理学研究科 264 275 104% 189 140 74%
大学名
修士課程
広島大学
大阪大学
名古屋大学
研究科名
博士課程
東京工業大学
東京大学
筑波大学
東北大学
九州大学 
 
（注） 筑波大学の全学の収容定員および収容数において博士課程一貫は 1～2 年が修士課程、3 年～が博士課程に含まれている。
「システム情報工学研究科」「数理物質科学研究科」については博士課程一貫は修士課程、博士課程に含まれていない。 
出典：各大学「平成 18 事業年度に係わる業務の実績に関する報告書」より作成 
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② 入学時の競争倍率 
日本の調査対象 10 大学を合わせた入学競争倍率（入学志願者数÷入学者数）は修士課程 1.7 倍、
博士課程 1.3 倍となっており、この数字は日本の全大学の倍率とほとんど変わらない。海外大学について
は、米国の 2 大学およびケンブリッジ大学は、合格倍率（志願者数÷合格者数）が高く、さらに合格者のう
ち相当数の学生が実際に入学しないことが特徴である。 
 
第2-104図表 調査対象大学の競争倍率（国内） 
課程
学校名 データ 修士 専門職 博士 総計
入学志願者数 121,616 50,613 20,773 193,002
入学者数 77,451 9,059 16,926 103,436
実質倍率 1.6 5.6 1.2 1.9
入学志願者数 30,912 11,469 7,131 49,512
入学者数 18,225 2,154 5,618 25,997
実質倍率 1.7 5.3 1.3 1.9
全体
調査対象大学
 
出典：文部科学省「学校基本調査」2007 年度より作成 
 
 
第2-105図表 調査対象大学の競争・合格倍率（海外） 
大学院
国名 大学名 入学志願者 合格者 入学者 入学志願者÷合格者
入学志願者
÷入学者
カリフォルニア大学バークレー校 32,592 5,919 3,042 5.5 10.7
Masters（修士） 18,231 3,637 1,941 5.0 9.4
Doctoral（博士） 14,361 2,282 1,101 6.3 13.0
メリーランド大学カレッジパーク校 18,300 5,399 2,969 3.4 6.2
ケンブリッジ大学 10,883 4,385 2,567 2.5 4.2
シェフィールド大学 16,340 2,320 7.0
PGT（Postgraduate Taught） 13,615
PGR（Postgraduate Research） 2,725
ソウル国立大学 8,494 4,186 2.0
修士 6,603 3,211 2.1
博士 1,891 975 1.9
米国
英国
韓国
 
（注）データが不明の箇所は空欄とした。 
出典： カリフォルニア大学バークレー校；http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf（Fall 2007） 
メリーランド大学カレッジパーク校；「Annual Report 2006-2007, The Graduate School, University of Maryland」（2007 年度選抜） 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/reporter/2007-08/special/10/statistical.pdf（2005 年） 
シェフィールド大学；「Our Annual Report 2006-2007」 
ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」（2007 年度）より作成 
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（a） 日本 
研究科別にみると修士課程は 1.2～1.3 倍、博士課程については 1.0～1.1 倍の研究科が多い64。 
 
第2-106図表 日本の大学院の入学競争倍率 
博士課程
実質倍率 実質倍率
Ａ大学 理学系 1.3 1.0
B大学 理工学系(1) 1.4 1.2
B大学 理工学系(2) 1.4 1.2
C大学 理工学系 1.6 1.1
Ｄ大学 理学系 1.7 1.0
Ｄ大学 工学系 1.4 1.1
E大学 工学系(1) 1.3 1.0
E大学 工学系(2) 1.3 1.0
F大学 理学系 1.4 1.1
F大学 工学系 1.3 1.0
Ｇ大学 理学系 1.2 1.0
Ｇ大学 工学系 1.2 1.1
H大学 工学系 2.0 1.3
I大学 理工学系 1.2 1.0
J大学 理工学系 1.6 1.5
大学 修士課程分野
 
出典：各研究科へのアンケート調査より作成 
 
                                              
64 博士課程では入学願書提出前に志願者は指導教員（候補）にコンタクトすることを推奨しており、その段階で博士課程入学（卒業）が難
しいと判断した志願者は願書を提出しないこともある点に注意。 
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（b） 米国 
米国の 2 大学は合格倍率（志願者数÷合格者数）が高く、さらに合格者のうち相当数の学生が実際に
入学しないことが特徴である。（第 2-107図表、第 2-108図表） 
 
第2-107図表 UCB の入学者の選抜状況 
 
出典：UCB ウェブサイト（http://metrics.vcbf.berkeley.edu/calstats.pdf） 
 
第2-108図表 UMCP の入学者の選抜状況 
志願者数 志願者に占める割合 合格者数 合格率 入学者数 入学率
入学者に占
める割合
US白人 6,999 （38.2%） 3,124 44.6% 1,605 51.4% （54.1%）
USマイノリティ 2,464 （13.5%） 994 40.3% 615 61.9% （20.7%）
外国人 8,215 （44.9%） 1,002 12.2% 603 60.2% （20.3%）
US不明 622 （3.4%） 279 44.9% 146 52.3% （4.9%）
合計 18,300 （100.0%） 5,399 29.5% 2,969 55.0% （100.0%）  
出典：UMCP「Annual Report 2006-2007, The Graduate School, University of Maryland」より作成 
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（c） 英国 
ケンブリッジ大学も米国の 2 大学と同様、合格者のうち約 4 割の学生が実際に入学しない。 
（第 2-109図表） 
 
第2-109図表 ケンブリッジ大学の入学者の選抜状況 
入学者の選抜（大学院課程、2005年）
志願者 合格者数 入学者数
国内 Home 1,849 (17.0%) 1,173 (26.8%) 927 (36.1%)
国外 9,034 (83.0%) 3,212 (73.2%) 1,640 (63.9%)
EU 1,682 (15.5%) 766 (17.5%) 470 (18.3%)
Overseas 7,352 (67.6%) 2,446 (55.8%) 1,170 (45.6%)
全体 10,883 (100.0%) 4,385 (100.0%) 2,567 (100.0%)  
 
学部・学科別入学者数、及び外国人率（大学院課程、2005年）
国内 Home 171 (43.4%) 36 (47.4%) 28 (29.8%) 107 (47.8%)
国外 223 (56.6%) 40 (52.6%) 66 (70.2%) 117 (52.2%)
EU 71 (18.0%) 7 (9.2%) 15 (16.0%) 49 (21.9%)
Overseas 152 (38.6%) 33 (43.4%) 51 (54.3%) 68 (30.4%)
全体 394 (100.0%) 76 (100.0%) 94 (100.0%) 224 (100.0%)
国内 Home 112 (22.3%) 18 (35.3%) 70 (24.1%) 24 (14.8%)
国外 391 (77.7%) 33 (64.7%) 220 (75.9%) 138 (85.2%)
EU 90 (17.9%) 11 (21.6%) 39 (13.4%) 40 (24.7%)
Overseas 301 (59.8%) 22 (43.1%) 181 (62.4%) 98 (60.5%)
全体 503 (100.0%) 51 (100.0%) 290 (100.0%) 162 (100.0%)
コンピュータ工学
Computer Laboratory
工学
Engineering
マネージメント
Management
技術工学 School of Technology
地球科学及び地理学
Earth Science and
Geography
 数学
Mathematics
 物理化学
Physics and
Chemistry
理学 School of the Physical Sciences
 
出典：ケンブリッジ大学ウェブサイト（http://www.admin.cam.ac.uk/reporter/2007-08/special/10/statistical.pdf）より作成 
 
第2-110図表 シェフィールド大学の入学者の選抜状況 
Total applications
Total Overseas Home+EU
16,340 10,574 5,766
13,615 8,853 4,762
2,725 1,721 1,004
First year student population
Total Overseas Home+EU
Postgraduate 2,320 1,024 1,296
PG（Postgraduate）
PGT（Postgraduate Taught）
PGR（Postgraduate Research）
 
（注）01 August 2006–31 July 2007 
出典：University of Sheffield「Our Annual Report 2006-2007」より作成 
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z ケンブリッジ大学（Department of Engineering） 
2008 年に Department of Engineering において、Ph.D.コースに応募、合格、入学した学生数は下図表
のとおりである。英国を含むEU諸国と比較して、EU以外の外国からの応募者数が非常に多い（505名）。
この傾向は経年的にほとんど変化していない。なお、英国国内の約半数はケンブリッジ大学の学部卒業
生である。 
第2-111図表 Ph.D.コースに応募、合格、入学した学生数 
 Applications（応募） Accepted（合格） Arrivals(入学) 
英国国内 78 61 44 
EU 諸国 65 47 36 
EU 以外の外国 505 235 96 
出典：ケンブリッジ大学 Department of Engineering 担当者へのインタビュー結果 
（d） 中国 
中国の 2 大学については志願者数に関する情報が得られなかったため入学者数を下図表に示す。 
 
第2-112図表 清華大学の大学院入学者数 
入学者数
本科（学部生） 3,324 人
工学 2,146 人 (64.6%)
理学 380 人 (11.4%)
文学 453 人 (13.6%)
工商管理 201 人 (6.0%)
医学 73 人 (2.2%)
法学 71 人 (2.1%)
硕士生（修士生） 5,617 人
うち港澳台学生（香港、マカオ、台湾からの学生） 24 人 (0.4%)
うち留学生 180 人 (3.2%)
学历专业学位（学術学位） 4,068 人 (72.4%)
非学历专业学位（専業学位） 1,549 人 (27.6%)
博士生 1,147 人
うち港澳台学生（香港、マカオ、台湾からの学生） 8 人 (0.7%)
うち留学生 35 人 (3.1%)  
（注）2007 年 
出典：清華大学ウェブサイト（http://www.tsinghua.edu.cn/qhdwzy/detail.jsp?seq=1001&boardid=1205）より作成 
 
第2-113図表 上海交通大学の入学者数 
招生数（入学者数）
計 7,988 人 415 人 (4.9%)
本科（学士） 4,641 人 370 人 (7.4%)
硕士（修士） 3,347 人 42 人 (1.2%)
博士 0 人 3 人 (100.0%)
外国留学生数
 
（注）2008-2009 学年。留学生は外数として比率を算出している。 
出典：上海交通大学ウェブサイト（http://www.sjtu.edu.cn/about/stats/）より作成
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（e） 韓国 
ソウル国立大学の修士課程合格倍率（志願者数÷合格者数）は 2.1 倍、博士課程では 1.9 倍であり、
欧米大学院と比較すれば、それ程、高い数値ではない。高麗大学については情報が公開されていない。
（第 2-114図表） 
 
第2-114図表 ソウル国立大学の入学状況 
人文 174 363 152 2.4 93 112 74 1.5
社会 198 463 205 2.3 47 112 49 2.3
自然科学 353 535 328 1.6 71 154 82 1.9
看護 38 103 41 2.5 14 24 14 1.7
経営 89 356 100 3.6 19 53 18 2.9
工学 842 1,343 849 1.6 204 305 200 1.5
農業生命科学 210 262 188 1.4 60 82 62 1.3
法科 109 371 118 3.1 34 74 37 2.0
教育 225 709 232 3.1 90 207 91 2.3
生活科学 52 122 54 2.3 23 52 25 2.1
獣医科 43 53 43 1.2 19 13 13 1.0
薬学 89 124 94 1.3 27 31 26 1.2
音楽 47 141 3 47.0 18 57 13 4.4
医科 176 348 191 1.8 133 221 137 1.6
歯科 67 102 68 1.5 46 69 47 1.5
保健 110 290 105 2.8 18 70 19 3.7
行政 157 346 157 2.2 20 88 20 4.4
環境 98 231 98 2.4 22 86 26 3.3
国際 83 165 83 2.0 7 15 5 3.0
計 3,214 6,603 3,211 2.1 980 1,891 975 1.9
専攻 修士 博士
募集定員
(a)
志願者数
(b)
合格者
(c)
募集定員
(a)
志願者数
(b)
実質倍率
(b÷c)
実質倍率
(b÷c)
合格者
(c)
 
（注）計欄と各専攻の和は一致しない。 
出典：ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」より作成 
 110
 
③ 自大学出身者比率 
（a） 日本 
自大学出身者比率は、修士課程では 38%～96%、博士課程では 28%～96%と幅がある。多くの研究科で
は修士課程と博士課程を比較した場合、修士課程よりも博士課程の自大学出身者比率が低い。 
（第 2-115図表） 
 
第2-115図表 日本の大学院の自校出身者比率 
自大学出身者比率 自大学出身者比率
Ａ大学 理学系 76% 96%
B大学 理工学系(1) 59% 51%
B大学 理工学系(2) 72% 55%
C大学 理工学系 78% 66%
C大学 理学系 66% 85%
C大学 工学系 81% 56%
Ｄ大学 理学系 65% 89%
Ｄ大学 工学系 83% 46%
E大学 工学系(1) 92% 76%
E大学 工学系(2) 78% 55%
F大学 理学系 86% 78%
F大学 工学系 93% 56%
Ｇ大学 理学系 80% 79%
Ｇ大学 工学系 38% 28%
Ｈ大学 工学系 64% 71%
Ｉ大学 理工学系 96% 85%
J大学 理工学系 94% 68%
大学 博士課程修士課程分野
 
（注） 自大学出身者比率は全入学者に占める自大学出身者の割合。自大学出身者の定義は学校基本調査と同様に、修士課程であ
れば学士課程出身者、博士課程であれば修士課程出身者を自大学の学生と見なしている。 
出典：各研究科へのアンケート調査より作成 
 
（b） 海外 
第2-116図表 海外の大学院の自校出身者比率 
大学院学生の自大学出身者比率
国名 大学名 修士課程 博士課程
カリフォルニア大学バークレー校
メリーランド大学カレッジパーク校
英国 ケンブリッジ大学
韓国 ソウル国立大学 48% 73%
20%
自大学出身者比率は低いが、数字とし
て公開されているデータはない。
自大学出身者比率は低いが、数字とし
て公開されているデータはない。
米国
 
出典： 米国の大学；インタビュー調査結果 
ケンブリッジ大学；Statistical Appendix, Annual Reporter for BGS 2005-2006 
ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」より作成 
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z 米国 
インタビュー調査結果（3 章）によると米国の 2 大学での自大学出身者比率は低いが、数字として公開
されているデータはない65。 
 
z 英国 
ケンブリッジ大学内からの出身者の割合は全学で 508 名（20%）66という記載がある。 
シェフィールド大学については情報がない。 
 
z 中国 
清華大学、上海交通大学ともに情報が入手できなかった。 
 
z 韓国 
ソウル国立大学については、2007 年度で、修士課程の 48%、博士課程の 73%が自大学出身者である。 
高麗大学については情報がない。 
 
第2-117図表 ソウル国立大学の自校出身者比率 
区分 年度 総入学生数
（人）
他大学出身者
数
自大学出身者
比率(％)
2004 3,182 2,086 34%
2005 3,843 215 94%
2006 3,556 1,846 48%
2007 3,396 1,779 48%
2004 1,209 418 65%
2005 1,252 418 67%
2006 1,032 303 71%
2007 1,047 286 73%
修士
博士
 
出典：ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」より作成 
 
                                              
65 メールインタビューによると以下の通り。 
①米国私立大学（地質学・地球物理学科）：90％以上は他大学から、30-40％は他分野から、30-40%は外国から。 
②Georgia Institute of Technology（School of Chemical & Biomolecular Engineering）：Ph.D.入学者の 9 割以上が他大学出身。5～6 割
は他国出身。他分野出身は３割程度。 
③University of Michigan（Department of Mechanical Engineering, Electrical Engineering and Computer Sci.）：他大学出身者 8 割、他
分野出身者(主に物理・応用物理など)1 割、他国出身者 6 割。 
④Johns Hopkins University（Department of Civil Engineering）他大学からの入学者が圧倒的多数（内部進学を教員も勧めない）。 
66 出典：Statistical Appendix, Annual Reporter for BGS 2005-2006 
 112
 
(2) 入学者の選抜 
① UCB67 
（a） Graduate Division の権限 
入学者選抜の実務上の手続きは、各 Departments が中心的な役割を担っているが、最終的な選抜権
限を有するのは全学の Graduate Division である。Graduate Division の権限とは、具体的には、①プログ
ラム別の入学者数の枠の設定、②最低入学基準の設定の 2 つである。 
(i) 入学数の枠の設定 
前年冬に各専攻から希望入学者数の枠に関する申請書が Graduate Division に提出される。申請書を
基に Graduate Division は学位授与数や退学者数等の諸要素を加味して Departments 毎に入学者数の
枠を割り振っている。この枠を超えて入学者を受入れる際には Graduate Division の Associate Dean の許
可が必要とされているが、underrepresented（マイノリティ）学生を一定数確保することを目的とした枠の超
過は認められている。 
 
NSF は 1998 年以降、AEGP（The Alliance for Graduate Education and the Professoriate）を推進しており、マイノリ
ティ出身の理工系 PhD 授与数増大を目的にグラントを授与している。UCB もこのグラントの対象となっており、給付奨
学金に代表される奨学金システムの拡充、ならびに将来の PhD 候補者リクルートを主眼に毎年 50 名の米国人マイノ
リティ学生に対し Berkeley Edge Program と呼称されるオープンキャンパス（研究者との個別面談、志望動機 Personal 
Statement 執筆に関するガイダンスを含む）を開催している68。 
(ii) 最低（基本）入学基準の設定 
Graduate Division は UCB 大学院プログラム全体の最低入学基準として以下を定めている。 
z アクレディテーションを受けている高等教育機関で授与された学士号（もしくはそれ相当）を有す
ること。 
z 十分な学業成績を有すること（GPA3.0 以上）。 
z 英語を母語としない国・地域出身者は TOEFL もしくは IELTS（International English Language 
Testing System）で一定以上のスコアを有すること。 
z 専攻分野において必要なトレーニングを受けていること。 
この 4 つの基準を元に、各プログラムは最低基準を満たさない者も含め志願者の「Ranking」を作成する
ことが求められる。辞退者が出た場合には、予め作成されたこのランキングを繰り上げる形で追加選考が
執り行われる。 
（b） 出願形式69 
書類の出願については、オンライン、ないしは pdf ファイルの印刷、郵便による送付の双方の形式が認
められている。ただし、バイオエンジニアリングなど一部のプログラムのように、2009 年よりオンラインのみ
を出願の際の形式と定めるところも出現している。 
出願後、大学院部門事務は確認メール、及び出願状況のトラッキング・システム70の提供は行わない。
                                              
67 出典：カリフォルニア大学バークレー校「Guide to Graduate Policy」 
68 出典：AEGP ウェブサイト（http://www.agep.us/） 
カリフォルニア大学バークレー校ウェブサイト（http://ls.berkeley.edu/diversity/bep/conf/） 
69 出典：http://grad.berkeley.edu/admissions/app_instructions.shtml および http://bioeng.berkeley.edu/prospectives/admissions.php 
70 オンラインでアクセスし、出願者が願書の処理状況を確認可能とするシステム。多くの場合、願書の受領と引き替えに送られてくる
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必要に応じ、応募者が志望プログラムに直接問い合わせを行うことが求められる。 
（c） 出願時期（秋学期の場合）71 
プログラム開始日（秋学期の場合は 8 月下旬）の約 1 年前（9 月の第 2 月曜日）より受け付けが開始さ
れる。締め切りは前年の 12 月から同年の 2 月上旬までとプログラムにより幅がある。注意すべきは、同時
に申請が推奨される奨学金申請の締め切りが 12-1 月と若干早く設定されており、奨学金申請を念頭に
置く場合には実質的な締め切りがさらに早くなる点である。 
また、合格内定通知送付の段階はプログラムにより異なることが予想されるものの、こちらについて具体
的な公開情報を入手することはできなかった。 
 
② UMCP72 
大学院部門の入学事務担当が一括して受付事務を行う。志願者に入学許可を出す最終権限は Dean 
of the Graduate School が有しているが、その判断は各プログラムが志願者からの申請書類、成績・学位
証明書をチェックした上で出す推薦状に基づいて行われる。なお、海外で成績・学位証明書が発行され
ている場合には、International Education Services Office への照会が必要である。 
また各プログラムへ入学者数の枠をどのように割り振るのかについては具体的な情報はないが、教員
数、学内スペース、大学院生への経済支援のための外部予算獲得額が基準として示唆されている。 
志願者の申請書類では、以下の点が考慮される。 
z 学部または以前に所属した大学院の成績が優れているか（平均 B=GPA3.0 以上を要求）。 
z 推薦状において大学院で成功を収める可能性がどれだけ強く示唆されているか。 
z 各種テストのスコア（GRE、GMAT、MAT、TOEFL（英語が母語でない場合のみ））が優れているか。 
z 志願者の Personal Statement（特に将来のアカデミック・キャリアとの関連）が優れているか。 
z 指導教員が確保できるか。 
（a） 出願形式73 
現在、成績及び卒業証明書以外はオンラインでの出願のみとなっており、ID とパスワードによりセキュリ
ティが確保されている。また、ログイン形式のサイト（https://apra.umd.edu/）から現在の出願の処理状況
を確認することができる。 
（b） 出願時期（秋学期の場合）74 
12 月から 2 月中旬が一つの目安になるものの、プログラムにより具体的な締め切りは異なる。 
                                                                                                                                                
Confirmation Mail（確認メール）に付属している ID とパスワードを入力することで願書／個人の識別を行う。 
71 出典：http://grad.berkeley.edu/programs/list.shtml 
72 出典：http://www.umd.edu/strat_plan/stratplan.cfm および http://www.gradschool.umd.edu/catalog/admissions_policies.htm 
73 出典：http://www.gradschool.umd.edu/gss/admission.html 
74 出典：http://www.gradschool.umd.edu/faq/#deadlines 
 114
 
③ ケンブリッジ大学75 
大学院入学に際しては、学部を優秀な成績で卒業したことが求められる。優秀な成績の基準は、英国
大学における二級上以上の優等学位(2i honours degree)かそれに相当する学位である。 
加えて、高い英語能力が求められており、プログラムによってはリーディング能力を中心に特に厳しい
英語能力を課している場合もある。英語能力は IELTS に代表される各種英語能力試験のスコアが要求さ
れる。 
ただし、大学（院）側が専門分野の知識を筆記試験のような形で問うことは行われていない。志願者に
対して面接（口述試験）が行われるケースは限定的ではあるが存在する。 
一部（特に Ph.D.など研究主体のプログラム）には、具体的に研究計画のプロポーザルや学術論文サ
ンプル（学術論文としての文章作法を示すもの）の執筆・提出を求めるところも存在する。 
（a） 出願形式76 
紙とオンライン双方の媒体による出願に対応している。ただし、オンライン媒体の場合には下記の締め
切りより 2 週間早い独自の締め切りが設定されている。 
大学院学事評議会 Board of Graduate Studies 事務への出願後、志望者は確認メールを受け取る。確
認メールにはオンライン・トラックバックシステムへの ID とパスワードが記載されており、出願者はオンライ
ンで現在の処理状況を確認できる。 
（b） 出願時期（Michaelmas Term（秋学期相当）の場合）77 
基本的にいつ出願するかは自由である。各学科が特に定めていない場合には、最も遅い場合だと 9
月下旬、もしくは 10 月上旬に開始される Michaelmas Term の場合、学期開始 2 月前（7 月末）が締め切り
となる。ただし、多くの学科で事実上の締め切り（選考会開催日時）を 4-5 月に定めているようである。 
 
次頁に、大学院学事評議会 Board of Graduate Studies が公開している選抜プロセスを引用した。 
 
                                              
75 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/applying/entry.html、 
http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/subjects/geography/geography3d.html 
76 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/applying/ 
77 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/applying/apply.html 
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全学大学院部門
各学部（Department)
カレッジ
願書レビュー
必要によりインタビュー BGSが志願
者に形式上
の入学許可
を返送
第一希望カ
レッジに申請
書類を転送
カレッジによ
る書類審査
BGSとカレッ
ジが連名で
志望者に通
知
その他書類
（あれば）を
送付
BGS側が確
認状送付
志願者が希
望する以外
のカレッジが
書類を審査
BGSから不合格通知
学部内のDegree 
Committeeで審査
志願者
を推薦
志願者を推薦
第2希望カ
レッジが書
類審査
 
出典：ケンブリッジ大学ウェブサイト（http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/applying/next.html）より作成 
第2-118図表 ケンブリッジ大学選抜プロセス 
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④ シェフィールド大学78 
大学院の願書受付は Postgraduate Admission Office79が一括で行っている。出願があると、受理確認
および志願者番号を志願者に返送する。実際の選考は各 Department が主体的に実施しており、志願者
への合否通知は外国人学生の場合には、再び Postgraduate Admission Office から行う。教育コースの場
合、英国出身者に対しては各学科が合格通知の送付を行う事例も存在する。 
合否通知まで最大 2 ヶ月（通常 2-4 週間）を要する。 
（a） 出願形式80 
紙媒体とオンラインの双方に対応している。トラッキング・システムも存在する。 
（b） 出願時期（秋開始の場合）81 
特に定まった締め切りを大学側は定めていない。ただし、応募状況によりある程度先着分で入学枠が
埋まっていくため、9/10月の秋期学期より開始する場合には、その約8ヶ月前、1-2月の書類送付が推奨
されている。 
 
⑤ 清華大学82および上海交通大学83 
両大学の入学者の選抜方法は第 1 節 1．(4)で示したとおりである。ただし、外国人学生は書類選考の
みで試験は行われない。ただし中国語能力として漢語水平考試（HSK）が用いられている。ただし、清華
大学において英語で授業を行う修士課程コースでは、中国語能力は必要とされない。 
 
漢語水平孝試（ＨＳＫ：Hànyǔ Shuǐpíng Kǎoshì） 
中国の教育部（日本の文部科学省に相当）が設けた中国語を母国語としない中国語学習者のための唯一・公認の中国
語能力認定標準化国家試験。現在、中国国内を含め 42 ヵ国、120 以上の試験会場でＨＳＫ試験が実施されている。ＨＳＫ
受験者の得点をそれぞれの等級（基礎 1 級～3 級、初中等 3 級～8 級、高等 9 級～11 級）に換算し（数字の大きい方が上
級）、規定の等級に達すれば、中国国家漢語水平考試委員会より｢漢語水平証書（ＨＳＫ証書）｣が授与される。 
 
⑥ ソウル国立大学84 
修士課程・博士課程ともに英語能力試験（TEPS または TOFEL）で一定以上の成績が求められる（英
語圏の大学（院）修了または修了予定者は英語成績として認定される）。入学願書申込はインターネット
申込のみで行われており、選抜は、①英語能力、②専攻分野の筆記試験、③面接および口述試験、④
書類審査、⑤第 2 外国語、⑥実技試験（一部の分野のみ)で行われる。 
                                              
78 出典：http://www.shef.ac.uk/postgraduate/taught/apply/after.html 
79 出典：http://www.sheffield.ac.uk/postgraduate/research/apply/index.html 
80 出典：http://www.shef.ac.uk/postgraduate/app_tracking 
81 出典：http://www.shef.ac.uk/postgraduate/taught/apply/applying.html 
82 出典：http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/index.html 
83 出典：http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/en-page/howtoapply.asp 
84 出典：http://www.useoul.edu/admission/adm0301_1.jsp 
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⑦ 高麗大学85 
（a） 志願資格 
修士課程(修・博士統合課程含む) 
z 国内外大学で学士学位を取得（独学者を含む）した者、または入学前までに学位取得予定者 
z 法令によって上記と同等な学力があると認定された者 
z 政府機関から委託学生として推薦を受けた者 
 
博士課程 
z 国内外大学院修士学位課程で博士学位課程志願学科と同一であるか似ている専攻分野を履修し、
修士学位を取得した者または、入学前まで取得予定者  
（b） 専攻方法 
書類審査と口述試験で選抜する。 
z 書類審査評価項目 
z 修士および修・博士統合課程：学部成績、提出書類および学科で決められた事項 
z 博士学位課程：学部および修士課程成績、論文、研究実績および学科で決められた事項 
z 口述試験評価項目 
z 修士および修・博士統合課程：研究計画、志願専攻分野の知識および学科で決められた事項 
z 博士学位課程：修士学位論文発表、研究計画、専攻分野知識および学科で決められた事項 
（c） 提出書類 
基本書類 
区分 種類名 内容 
共通書類 
入学志願書  
提出書類目録  
学位証明書 修士課程：学士学位および全学年成績証明書 
博士課程：学士と修士学位および全体成績証明書 成績証明書 
研究計画書  
博士課程志願者のみ該当 修士学位論文概要  
 
追加書類：所持者または該当者のみ提出 
区分 書類名 内容 
修士、博士、修・博士統合 
専攻関連書類 志願専攻関連 
資格、経歴証明書、在籍証明書 
学科要求書類  
公認英語成績表 TOEFL,TEPS,IELTS 
博士課程志願者のみ該当 研究実績書 論文・研究資料 
志願資格確認書  
 
                                              
85 出典： http://graduate.korea.ac.kr/entrance_1_01.htm 
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(3) 授業料と経済的支援 
各大学院の授業料を比較した結果を下図表に記す。米国は州立大学のため州内よりも州外（海外も
含む）出身者の授業料が高く、さらに Candidate（Ph.D.候補）となる前後で授業料が異なる（Candidate と
なった後の授業料が安い）。なお UMCP は履修単位に応じて課金される。英国は国内・外（あるいは EU
内・外）で授業料が異なっており国外（EU 外）の授業料が高額となる。分野毎（さらには専攻毎）に授業料
が異なっており、最高・最低値で 3 倍以上の開きがある。中国の国内学生はほとんどの場合、授業料免除
である。韓国（高麗大学）は分野毎に授業料が異なる。（第 2-119図表） 
 
第2-119図表 調査対象大学の授業料 
国名 大学名 年額授業料（現地通貨）
年額授業料
（円換算） 備考
\535,800 \535,800
\520,800 \520,800
USD 10,213 \993,521
USD 25,220 \2,453,353
(USD 216) (\21,012)
Resident（州内出身者) USD 9,129 \888,020
Non-Resident(州外・外国人） USD 18,381 \1,788,055
Resident（州内出身者) USD 2,123 \206,477
Non-Resident(州外・外国人） USD 3,457 \336,248
GBP 3,390 \468,484 分野に係わらず共通（国内）
GBP 12,768 \1,764,486 外国人は文理・専門職別
理工（最低） GBP 3,390 \468,484
理工（最高） GBP 11,390 \1,574,052
理工（最低） GBP 12,100 \1,672,171
理工（最高） GBP 21,700 \2,998,853
RMB 0 \0
修士課程 RMB 33,000 \469,103
博士課程 RMB 40,000 \568,610
修士課程 RMB 0 \0
博士課程 RMB 0 \0
修士課程 RMB 28,900 \410,821
博士課程 RMB 45,500 \646,794
理学 KRW 5,536,000 \390,644
工学 KRW 6,446,000 \454,858
理学 KRW 5,556,000 \392,056
工学 KRW 6,466,000 \456,269
EU外出身・理工系（Overseas Science)
英国出身
EU外出身
分野毎および分野内（専攻毎）に授業料が異なる
修士課程
博士課程
外国人学生
国内学生
外国人学生
韓国 高麗大学
ケンブリッジ大学
シェフィールド大
学
清華大学
中国
英国
Candidate
Candidate前
英国及びEU出身者（Home, EU)
日本 東京大学
カリフォルニア大
学バークレー校
メリーランド大学
カレッジパーク校
米国
種別
修士課程
博士課程
Resident（州内出身者）
分野毎、課程毎に授業料が異なる
上海交通大学
分野に係わらず共通
分野に係わらず共通
国内学生の9割が授業料免除（普通入試で選抜される大学院生は学
費が免除。特定の分野および社会人学生は学費を支払う。）
普通入試で選抜された大学院生は入学成績に応じて学費が免除さ
れる（特定の分野または社会人学生は除く）
Non-Resident（州外・外国人）
一部の分野を除き共通
Candidate前：履修単位時間数に応じた従量課金システム
※9単位/セメスター（料金表の最小時間）の場合を例として表示
Candidate：定額制
国内学生
※Filling Fee（Candidate)割引額
 
（注）換算レート（2009/03/30、13:30 現在）は以下の通り。 
1USD= 97.280JPY、1GBP= 138.195968JPY、1RMB=14.215256JPY、1KRW=0.070564394JPY 
（注）日本は東京大学を代表値とした。韓国ソウル国立大学の授業料は不明。 
出典： 東京大学；http://www.u-tokyo.ac.jp/stu01/e03_j.html 
カリフォルニア大学バークレー校；http://registrar.berkeley.edu/Default.aspx?PageID=feesched.html（2008-2009） 
メリーランド大学カレッジパーク校；（Fall 2008 - Spring 2009） 
  Candidate 前 http://www.umd.edu/bursar/t_ftgrd0809.html 
  Candidate http://www.umd.edu/bursar/PHD%20Candidacy%202008-2009.html 
ケンブリッジ大学；http://www.admin.cam.ac.uk/offices/gradstud/funding/costs/courses/graduate.html 
シェフィールド大学；http://www.shef.ac.uk/ssid/fees/pgr 
清華大学；http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/ 
上海交通大学； 外国人学生（修士） http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/cnpage/zsjiaodashuoshi.asp 
  外国人学生（博士） http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/cnpage/zsjiaodaboshi.asp 
高麗大学；http://graduate.korea.ac.kr/entrance_1_01.htm 
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① UCB 
大学院課程（医学、MBA 等一部課程を除く）の 2008-09 年授業料モデル（1 セメスター当たり）を第
2-120図表に示す。また、1 学事年（9 ヶ月単位）の大学院生の生活コストモデルを第 2-121図表に示す。 
 
第2-120図表 UCB 大学院課程授業料モデル（2008-09、1 セメスター当たり） 
Fees Resident Non-Resident 
University Registration Fee $432.00 $432.00 
Educational Fee $3,561.00 $3,717.00 
Berkeley Campus Fee $207.75 $207.75 
Class Pass Fee-Transit $57.00 $57.00 
Health Insurance Fee $849.00 $849.00 
Non-Resident Tuition Fee n/a $7,347.00 
Total $5,106.75 $12,609.75 
出典：UCB ウェブサイト（http://registrar.berkeley.edu/Default.aspx?PageID=feesched.html） 
 
第2-121図表 UCB 大学院課程生活コストモデル（2008-09、1 学事年（9 ヶ月単位）当たり） 
Budget Item Cost 
Living Expenses $20,388.00 
Books $1,040.00 
Health $1,698.00 
Student Fees $8,516.00 
Total Graduate Budget (Resident) $31,642.00 
Non-Resident Tuition 
Registration/ Ed. Fee $15,006.00 
Total for Non-Residents $46,648.00 
出典：UCB ウェブサイト（http://students.berkeley.edu/finaid/home/cost.htm#graduate） 
 
多くの課程（プログラム）で、ほとんど全ての大学院生が、何らかの形で経済的援助（Financial Aid）を
受けられるような配慮がなされている。例えば、College of Engineering の大学院生の場合、94%が貸与を
含めた援助を受けている86。UCB の大学院生を対象とした経済的援助は以下の種類がある87。 
z Fellowships & Awards（給付奨学金） 
z Loans（学資ローン） 
z Parent Grants：扶養義務を有する子を持つ低収入の学生対象 
z Prizes（懸賞金） 
z Summer Aids（夏季休暇援助金）：現在サイト閉鎖により詳細不明88 
z Research and Teaching Opportunities（雇用機会提供） 
z Work Study（学生雇用・労働への補助金制度） 
z 学費減免措置（Fee Remission Program） 
 
                                              
86 出典：http://coe.berkeley.edu/about/college-facts.html#students 
87 出典：http://students.berkeley.edu/finaid/graduates/types.htm 
88 出典：https://summeraid.berkeley.edu/ 
 120
以下では特に、Research and Teaching Opportunities について整理する。 
（a） Research and Teaching Opportunities（雇用機会提供）89 
特に UCB における経済的援助の形態として特色ある大学院生の雇用について記述を行った。 
 
(i) GSR（Graduate Student Researcher） 
GSR（Graduate Student Researcher）は他大学でのリサーチ・アシスタントに相当する職種で、研究室で
の研究プロジェクト遂行にかかわる活動全般を行う。博士課程学生の指導教員が、ほぼ例外なく GSR の
雇用先となる。そのため GSR として雇用されるには指導教員が決定していることが前提となる。GSR には、
雇用期間に応じ Step1-10 が存在する。 
(ii) GSI（Graduate Student Instructor） 
雇用機会提供型の経済的支援として、UCB で最も一般的な、いわゆるティーチング・アシスタントであ
る。UCB 全体で 1,600 名が雇用されている。週 16-20 時間の範囲でプログラムの担当教員が行う授業運
営全般の補助を行う。 
GSI には 4 つの Step が存在し、4 セメスターの雇用で Step 2 昇格、6 セメスターの雇用で Step 3 昇格
といった形で経験に応じて Step が昇格する。Step 3 になると授業の補佐役に留まらず、実際の教育や採
点に係わることが許される。また、Step 1-2 の GSI が担当する科目は Lower Division Courses に限定され
ているが、Step 3 以上ではより専門性が高い Upper Division Courses も担当できる。 
(iii) AI-GS(Acting Instructor-Graduate Student） 
GSI で Step 2 となった博士課程学生には、AI-GS（Acting Instructor - Graduate Student）と呼称される
職種への雇用機会が与えられる。AI-GS と GSI との相違は、AI-GS には教科書の選定から採点に至るカ
リキュラム編成、運営の権限が与えられている点にある。また、AI-GS の担当科目は Upper Division 
Courses に限定される。AI-GS も GSI と同様に Step1-3 が存在する。 
(iv) その他 
GSI（AI-GS 含む）や GSR といった教育・研究活動全般に携わる職以外に、Reader、Tutor などより限定
した職務内容で大学院生が雇用されている。2008 年 11 月時点で、UCB では 2,879 人（ヘッドカウント、
GSI や AI-GS を含む）の大学院生が教育アシスタントとして雇用されている90。 
 
(v) 雇用条件 
大学院入学後の成績（GPA）について最低要求基準が設定されている。さらに英語を母語としない外
国人学生には英語能力証明として TOEFL iBT の提出が課されることが多い。 
職種の如何を問わず、同一の大学院生の雇用は 4 年、申請付きで 6 年（12 セメスター）が上限となって
いる。また全職種を合計した労働時間は基本的に週 20 時間が上限となっている91。 
なお給与が支払われるだけでなく、雇用された全ての博士課程学生について授業料（健康保険料を
含む）が減免される。 
                                              
89 出典：カリフォルニア大学バークレー校 What you need to know about being a GSI, GSR, Reader or Tutor, passim”
（http://www.grad.berkeley.edu/policies/pdf/apptknow.pdf） 
90 出典：カリフォルニア大学バークレー校“Demographics of the Academic Student Employee Unit” 
（http://atyourservice.ucop.edu/employees/policies_employee_labor_relations/collective_bargaining_units/academicstudentemployees_b
x/demographics.html） 
91 給付奨学金を得ている場合には 10 時間が上限となる。 
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UCB に雇用された大学院生は学生であると同時に労働者（Academic Student Employee）として UAW
（The International Union, United Automobile, Aerospace and Agricultural Implement Workers of 
America；全米自動車労働組合）の一員となり、その雇用環境はカリフォルニア大学群理事と UAW が取り
交わした合意によって保証されている92。第 2-122図表に博士課程学生の雇用において職種毎に定めら
れた最低給与テーブルを示す。 
 
第2-122図表 UCB 大学院生俸給表 
Title Name /Rank Hourly Monthly Annual
Teaching Assistant 関連 #1
Graduate Student Instructor （GSI)
STEP 1 $3,327.40 $33,274.00*
STEP 2 $3,507.50 $35,075.00*
STEP 3 $3,681.70 $36,817.00*
STEP 4 $3,960.20 $39,602.00*
Acting Instructor-Graduate Student(AI-GS)
STEP 1 $3,507.50 $35,075.00*
STEP 2 $3,681.70 $36,817.00*
STEP 3 $3,960.20 $39,602.00*
Reader-Graduate Student $12.18
Reader-Undergraduate Student $12.18
Reader-Non-Student with BA $12.18
Reader-Non-Student without BA $12.18
Tutor-Individual-Graduate Student $12.18
Tutor-Individual-Undergraduate Student $12.18
Tutor-Group-Graduate $15.11
Tutor-Group-Undergraduate $14.44
Research Assistant 関連 #2
Graduate Student Researcher（GSR)
STEP 1 $15.53 $2,702.00 $32,424.00
STEP 2 $16.74 $2,912.00 $34,944.00
STEP 3 $18.56 $3,229.00 $38,748.00
STEP 4 $20.05 $3,488.00 $41,856.00
STEP 5 $21.38 $3,720.00 $44,640.00
STEP 6 $22.37 $3,893.00 $46,716.00
STEP 7 $24.17 $4,205.00 $50,460.00
STEP 8 $26.09 $4,540.00 $54,480.00
STEP 9 $28.19 $4,905.00 $58,860.00
STEP 10 $30.44 $5,296.00 $63,552.00
Graduate Student Assistant Researcher
STEP 1 $15.53 $2,702.00 $32,424.00
STEP 2 $17.73 $3,085.00 $37,020.00  
（注） *印は 10 ヶ月換算（Annual salaries expressed as ten month full-time equivalent salaries） 
俸給の中に授業料等の免除分が含まれているかは不明。 
出典： (#1)http://hrweb.berkeley.edu/pay/uawwg.htm （10/01/08 現在）  
(#2)http://www.ucop.edu/acadadv/acadpers/tab0708/table23.pdf( 10/1/07 現在） 
 
                                              
92 出典：Agreement between the Regents of the University of California and UAW, Academic Student Employees Unit, October 1, 2007- 
September 30, 2009
（http://atyourservice.ucop.edu/employees/policies_employee_labor_relations/collective_bargaining_units/academicstudentemployees_b
x/contract_articles/ase_agreement_2007-2009.pdf） 
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② UMCP 
（a） 必要費用モデル（2009 年秋セメスター版）93 
UMCP では、セメスター毎に履修単位時間数（credit hours）に応じた従量課金システムを採用している。
大学院課程については、州内出身者の場合は単位時間数当たり 444 ドル、州外出身者（外国人を含む）
の場合は 958 ドル／単位時間が授業料の基本となり、これにフルタイムの場合 1,137 ドル、パートタイムの
場 合 653 ド ル の 諸 施 設 利 用 料 が 加 算 さ れ て 実 際 の 授 業 料 と な る 。 GTA （ Graduate teaching 
assistantships）/GRA（Graduate research assistantships）雇用に付随する授業料減免の際にはこの従量
システムを踏まえ、一定単位時間数分の授業料を差し引く形で経済的支援が実施されている。 
また、Ph.D.Candidate 取得後の博士課程院生は基本授業料が従量課金システムから定額制に移行し、
州内出身者の場合 753 ドル、州外出身者の場合には 1,402 ドルが履修単位時間数に関係なく授業料と
して課される。ただし、諸施設利用料については 327.5 ドルまで減額される。 
上述のモデル通りの授業料、施設利用費を支払っている院生は少数派である。GTA/GRA に対する授
業料免除などの形態をはじめとして、何らかの手段を通じて大学が経済的支援の対象とする大学院学生
は全数の 70%にのぼる94。 
 
（b） Fellowship 制度の運用に関して95 
UMCP では、他大学とは異なり全学の大学院部門ではなく、数多くの奨学金の運営母体が学科（プロ
グラム）単位である点は特徴的である。このため、所属プログラムを学生が変更する場合などは、奨学金
の辞退が求められる事例も出てくる。奨学金申請にあたっては一定単位数の科目を登録している必要が
あるが、リサーチ科目（799/899 番台科目）の履修登録でこの要件はほぼ自動的にクリアされる。また、奨
学金受給と GA とは両立せず、自身の研究への専念が要請される。 
通例、修士は 1 年、博士もしくは博士課程への進学を希望する修士課程の大学院生の場合には複数
年、授業料分に加えて特別手当が支給される。ただし、修士課程学生のみで修了する学生への支給は
例外的な事例である。また、医療費を大学側が受け持つ奨学金も多い。 
一方、全学大学院部門が運営を担当する奨学金は少数であるが、各学科（プログラム、場合によっては
カレッジ＝学部）運営のものと重ねて応募可能である。 
（c） 授業料免除／減免措置 
従量課金制度を採用する授業料の一定単位分が、雇用、もしくは奨学金の支給を条件に支払いが免
除される96。 
 
（d） 雇用機会提供97 
UMCP で雇用されている大学院生は、Graduate Assistantships と一括して呼称され、学部生相手の授
業実施にかかわる Teaching Assistantships、教員の研究プロジェクトを補佐する Research Assistantships、
そして事務補助を主業務とする Administrative Assistant の 3 種に区分される。加えて、学生寮部門
（Department of Resident Life）が 20 名ほどの大学院生アシスタントを雇用している。大学に直接雇用され
る前 3 者については、経済的メリットとしては授業料減免が中心となるのに対し、学生寮部門への雇用の
                                              
93 出典：http://www.otcads.umd.edu/bfa/TFSchedFY09 （Excel）.htm 
94 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/tuition_and_fee_policies.htm#7 
95 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/fellowship_policies.htm 
96 出典：http://www.gradschool.umd.edu/Fellowship/tuition-remission.htm 
97 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/assistantship_policies.htm#2 
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場合には週 20/30 時間の労働と引き換えに、18,923 ドル／年（2008 年度）の手当が具体的に支払われる
（週 30 時間になると住居が追加で支給される）。大学に雇用される場合には、基本的な労働時間は「フル
タイム」（週 20 時間）、「パートタイム」（週 10 時間）の二種のいずれかが基本となる。 
 
【※外国人院生の雇用に関する追加要件98】 
外国人学生で GA、とりわけ TA として雇用されるものは、MEI（Maryland English Institute）が実施する
語学試験（TSE）を受験する必要がある。TSE スコアが 50 を下回った場合、同英語センター主催の英語コ
ース（UMEI006; 008）の履修が義務付けられるが、その際の語学講座受講費は学生の自己負担である。
英語圏出身者は TA 雇用に際し TSE を受験する必要はない。 
（e） Work-Study 
米国市民権保持者に対するワーク・スタディのオプションは、UMCP でも用意されている。UMCP での
雇用の具体的な受け皿は大学キャンパス内に加え警察に代表される州内公共部門であり、労働時間の
週当たりの上限は基本 20 時間、支給額のモデルは大学院生の場合 9.15 -12.15 ドル/時間である99。 
                                              
98 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/assistantship_policies.htm#15 
99 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/assistantship_policies.htm#15 
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③ ケンブリッジ大学 
ケンブリッジ大学の大学院在学中における年間の生活費試算結果がウェブサイトで公開されている。
国内／EU 域内学生は授業料が分野を問わず一定であるが、海外学生は文・理・医薬で設定が異なり、
理系分野で国内学生の約 3.8 倍の授業料が課されている。（第 2-123図表） 
 
第2-123図表 年間推定コスト（PhD, MPhil, MSc, CPGS, MLitt and NOTAF）2009-10 
Fee Classification UniversityComposition Fee College Fee Settling-In Figure Maintenance Annual Costs
Home £3,390 £2,175 Not applicable £9,847 £15,412
EU/Exchange £3,390 £2,175 £325 £9,847 £15,737
Overseas Arts £9,747 £2,175 £325 £9,847 £22,094
Overseas Science £12,768 £2,175 £325 £9,847 £25,115
Overseas Clinical Medicine £23,631 £2,175 £325 £9,847 £35,978  
出典：ケンブリッジ大学ウェブサイト（http://www.admin.cam.ac.uk/offices/gradstud/funding/costs/courses/graduate.html） 
 
ケンブリッジ大学のウェブサイトでは、経済的支援を貸与奨学金（Loans）、主としてメリットベース100の給
付奨学金（Studentships/Scholarships）、ニードベースの奨励金（Bursary）及び授業料減免（Awards）の 4
種に分類している101。 
 
（a） 貸与奨学金 
大学当局は、学生に対して貸与奨学金（ローン）を積極的には薦めてはいない102。 
（b） 給付奨学金103 
「完全奨学金」と呼ばれる給付奨学金(Studentships/ Scholarships)では、前述した生活費モデル中、授
業料（University Composition Fee）とカレッジ費用（College Fee）が無条件で全額支給の対象となる。生
活費手当支給額には差があるものの、最低 10,000-13,000 ポンド以上が支払われる。給付奨学金の中に
は、配偶者手当などその他諸手当が支給されるものもある。奨学金の申請資格を持つのは多くの場合、
博士課程(Ph.D.)学生、もしくは博士課程に進学する意志を有する修士課程への入学者である。ケンブリ
ッジ大学では、ケンブリッジ基金（Cambridge Trusts）に代表される大学やカレッジ（2008 年度は 31 のカレ
ッジ中 24 に制度が存在104）の独自財源、および The Gates Cambridge Scholarship に代表される外部財
源由来の「完全奨学金」を数多く擁している。一度給付対象となると、複数年支給が認められる給付奨学
金が多い点も、特色である。 
 
（c） 授業料減免（Awards） 
Awards の例として、ORS（Overseas Research Students Awards Scheme）を挙げる。ORS の受給資格者
はケンブリッジ大学の大学院生に限定されないものの、同大学博士課程学生への支給率が他大学より高
い（申請者の約 9 割に支給）。事実上学費減免制度に近い性格を持ち、外国人学生を対象に高額の授
                                              
100 メリットベース、ニードベースについては、88頁の脚注61を参照。 
101 出典：http://www.admin.cam.au.uk/offices/gradstud/funding/aid/types.html 
102 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/offices/gradstud/funding/aid/cdl/ 
103 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/offices/gradstud/funding/aid/home.html; 
http://www.admin.cam.ac.uk/offices/gradstud/funding/aid/eu.html; 
http://www.admin.cam.ac.uk/offices/gradstud/funding/aid/overseas.html 
104 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/reporter/2007-08/special/06/, Section C. 
 125
業料を英国出身者と同額まで引き下げる制度となっている105。 
 
（d） 雇用機会提供（RA・TA 他） 
フルタイム学生の場合、大学に雇用されるには 1 年以上の在籍が条件であり、就労時間の上限も基本
は 6 時間、指導教員の了解を得た上でも 10 時間であり、週 20 時間を上限とする米国より短くなっている。
また、雇用にあたっては教授法の基礎技術習得を目的とするディベロップメント・プログラムを事前に受講
している必要がある。 
 
④ シェフィールド大学 
（a） 授業料 
シェフィールド大学大学院の学費（授業料）は、以下の条件（学部学科、コース種別、学生の国籍）によ
り異なっている。全般的には、人文社会科学系よりも自然科学系の方が高く、EU 外からの学生には 3 倍
以上の学費を課している。実際の学費の例を下図表に示す。 
第2-124図表 シェフィールド大学の学費を決める要素 
学部学科 どの学部学科（プログラム）か 
コース種別 
z Research（MPhil、Ph.D.）コース 
z Taught（MA/MSc/MArch/PGCE/LLM/etc）コース 
学生の国籍 
z EU 内（Home） 
z EU 外（Overseas） 
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/ssid/fees） 
 
ウェブサイトに学生のおおよその年間生活費（授業料・娯楽費含まず）が公開されている。 
 
第2-125図表 シェフィールド大学の年間生活費 
年間生活費 約￡7,800 
（休暇期間を除いた場合） （約￡6,100） 
（注）独身学生の 1 年当たりの生活費（授業料・娯楽費含まず） 
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/ssid/finance/livingcosts.html）より作成 
 
第2-126図表 シェフィールド大学の年間授業料（大学院研究コース） 
 
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/ssid/fees/pgr/new.html） 
                                              
105 出典：http://www.orsas.ac.uk/ 
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第2-127図表 シェフィールド大学の年間授業料の例（大学院教育コース） 
Programme Department Award Home Overseas
Mechanical Engineering and Industrial Management Mechanical Engineering MSc(Res) £4,290 £14,600
Life Science/Physical Science Physics and Astronomy MSc £3,390 £13,700  
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/ssid/fees/pgt/department.html）より作成 
 
（b） 奨学金 
シェフィールド大学の特徴として、生活費まで含めた総費用（授業料と生活費）相当の奨学金が（ケン
ブリッジ大学と比較すると）ほとんどないことが挙げられる。実際、卒業生割引や日本・シェフィールド奨学
金など、海外留学生を対象とした授業料割引が奨学金の主体を占める。また、給付額（授業料免除額）は
多くはないものの、特に申請を行わないでも条件を満足していれば自動的に適用されるものも存在する。 
（c） 授業料免除（Fee Scholarships） 
国内、EU 内、EU 外学生それぞれに対して、授業料の減免措置がある。 
 
第2-128図表 シェフィールド大学の授業料免除 
対象 金額（￡） 期間
UK/EU Students 標準授業料（Home/EU）を免除 在学最低年限
Overseas Students 授業料を標準授業料（Home/UK）まで引き下げ 在学最低年限
New Route PhD students
（修士・博士一貫課程の学生） 授業料の25%を免除 4年間  
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/pgresearch/studentships/bursaries.html）より作成 
 
また、在学者や卒業生の家族（兄弟及び配偶者）が入学する場合には、授業料の定額（1,000 ポンド／
年）割引制度が存在する106。 
 
（d） 雇用機会提供 
大学院生を TA や実習助手（demonstrators）として雇用することを奨励している。なお、フルタイム学生
は教育上の配慮から、年間 180 時間が限度となっている。 
 
第2-129図表 シェフィールド大学の雇用型支援の単価（1 時間当たり） 
Studio demonstrating, marking, course planning: ￡8.00
Laboratory demonstrating, fieldwork up to one day’s duration: ￡12.10
Small group tutorials, problem classes: ￡16.20
Large group tutorials: ￡24.40  
出典：シェフィールド大学ウェブサイト（http://www.shef.ac.uk/content/1/c6/07/47/11/CoP2008_09.pdf） 
 
                                              
106 出典：http://www.shef.ac.uk/international/enquiry/money/sibling.html; 
http://www.shef.ac.uk/international/enquiry/money/alumni.html;  
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⑤ 清華大学 
（a） 学費 
清華大学の大学院学費は国内学生（中国人）と外国人学生で異なる。 
(i) 国内学生107 
普通入試で選抜される大学院生は公費生と呼ばれ、学費が免除される。特定の学院および社会人学
生は学費を支払う。全体では約 90%の学生が授業料を免除されている。清華大学では法学院、美術学院、
ソフトウェア学院、MBA の学院の学生は全て私費負担である。 
(ii) 外国人学生（第 2-130図表、第 2-131図表）108 
申込金（Application Fee）と授業料（Tuition Fee）を毎年支払う必要がある。 
修士課程（Master Programs）では英語コースが設けられており、中国語コースよりも授業料が高い。 
z 申込金（Application Fee）：600RMB/year 
z 授業料（Tuition Fee）：下図表 
第2-130図表 清華大学の大学院授業料（外国人学生：中国語コース） 
  Master's Programs Doctoral Programs 
Tuition Fee Science, Engineering 33,000 40,000 
Economics Management, 
Public Management 
30,000 40,000 
Law, Journalism 28,000 32,000 
Humanities 28,000 32,000 
Arts 45,000 50,000 
MBA 49,000 なし 
単位：RMB/year 
出典：清華大学ウェブサイト（http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/）より作成 
第2-131図表 清華大学の大学院授業料（外国人学生：修士英語コース）  
  Master's Programs Doctoral Programs 
Tuition Fee Science, Engineering 39,000 - 
Journalism 30,000
Architecture 120,000
（Full program）
MID 30,000
JM 146,000
MBA 60,000
単位：RMB/year（Architecture を除く） 
出典：清華大学ウェブサイト（http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/）より作成 
（b） 奨学金 
(i) 国内（中国人）学生 
国内（中国人）学生に対しては前述した給付型奨学金がある。清華大学では大学院生の 90％以上が
奨学金を得ている109。 
                                              
107 出典：http://www.chsi.com.cn/jyzx/200709/20070920/1349564.html 
108 出典：http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/programs/program_graduate.html 
109 出典：http://www.china.com.cn/news/txt/2007-09/19/content_8914671.htm 
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(ii) 外国人学生110 
外国人留学生に対しては次の 3 種類の奨学金が用意されている。 
z 中国政府奨学金（Chinese Government Scholarship：CGS） 
z 北京市政府奨学金（Beijing Government Scholarship：BGS） 
z 清華大学奨学金（Tsinghua University Scholarship ：TUS） 
奨学金を得ている学生は、毎年、清華大学によるレビューを受けることが義務づけられており、その結
果が翌年の奨学金給付に反映される。 
 
z 中国政府奨学金（CGS：Chinese Government Scholarship）111 
z 学費、実験費用、寮の家賃、指定医療保険料金すべてが免除される。 
z 年 1 回、中国国内町間の交通費を支給する。 
z 中国に入国した後、1 度だけ 1500RMB を支給する。 
z 修士：1700RMB/月 
z 博士：2000RMB/月 
 
z 北京市政府奨学金（Beijing Government Scholarship：BGS） 
授業料全額あるいはその一部を補助する。 
 
z 清華大学奨学金（Tsinghua University Scholarship ：TUS） 
清華大学が独自に設立した奨学金で、授業料全額または半額を補助する。 
 
                                              
110 出典：http://intlstudent.cic.tsinghua.edu.cn/EN/scholarships/scholarships.html 
111 出典：http://www.csc.edu.cn/Lianhua/b9284d4ed8144529bc880978a1b0c97a.shtml 
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⑥ 上海交通大学 
（a） 学費 
国内（中国人）学生と外国人学生で学費が異なる。 
 
第2-132図表 上海交通大学の大学院学費 
 国内（中国人）学生 外国人学生 
修士 
普通入試で選抜された大学院生は入
学試験成績に応じて学費が免除され
る。 
特定の専攻分野または社会人学生は
免除なし。 
有償 
（28,900RMB/年） 
博士 全額免除 
有償 
（45,500RMB/年） 
出典： 国内学生の授業料；（http://www.gov.cn/fwxx/wy/2007-09/10/content_743958.htm） 
外国人留学生の修士授業料；上海交通大学ウェブサイト（http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/cnpage/zsjiaodashuoshi.asp） 
外国人留学生の博士授業料；上海交通大学ウェブサイト（http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/cnpage/zsjiaodaboshi.asp） 
   より作成 
（b） 奨学金 
(i) 国内（中国人）学生 
国内（中国人）学生に対しては前述の中国政府からの給付型奨学金がある。成績に応じて一等～四
等まで四段階に分かれているが、大学院の学年が上がるにつれ、上の段階の比率が高まるよう設計され
ており、2 年次以降の修士学生の 70～80％は一等または二等に該当する奨学金を得ている。 
(ii) 外国人留学生 
外国人留学生に対しては、中国政府奨学金と上海市政府奨学金の二種類が用意されている。なお大
学独自の奨学金は公開情報からは見あたらなかった。 
 
z 中国政府奨学金（CGS：Chinese Government Scholarship） 
清華大学の頁を参照。 
 
z 上海市奨学金 
Ａ類、Ｂ類、C 類の 3 段階が用意されている。 
 
第2-133図表 上海市奨学金の概要 
段階 内容 
A 類 
学費、指定医療保険料金すべて免除 
修士：1100RMB/MONTH、博士：1400RMB/MONTH 
B 類  学費すべて免除 
C 類 4000RMB から 8000RMB までを支給 
出典：上海交通大学ウェブサイト（http://www.sie.sjtu.edu.cn/page/cnpage/xinwen_07_0426.htm）より作成 
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⑦ ソウル国立大学 
（a） 奨学金 
ソウル国立大学奨学金制度は以下の通り様々であるが、校内奨学金の種類が多い。 
(i) 校内奨学金（ソウル国立大学が独自に実施しているもの） 
z 学費支援および免除奨学金（学部および大学院） 
z 成績優秀奨学金（学部） 
z 新入生入学優秀奨学金（学部） 
z 勤労奨学金（学部および大学院） 
z 貸し出し学資金利子支援奨学金（学部および大学院） 
z 講義・研究支援奨学金（大学院）* 
z 留学生奨学金（学部および大学院） 
(ii) 校外奨学金 
z 理工系無償国家奨学金（学部および大学院） 
z ソウル国立大学発展基金奨学金（学部および大学院） 
z その他 
 
《参考》講義・研究支援奨学金 
いわゆる RA､ TA に近い対価型の経済的支援である。 
＜給付条件＞ 
z 指導教員の推薦 
z 直前の成績が平均評点 3.3 以上 
z 勤労所得が年 1,200 万ウォン未満 
＜勤務条件および業務＞ 
z 週当たり 10 時間（月 40 時間）以上勤務 
z 教授の講義、教養講座および研究補助 
z 学生の履修指導および課題物処理 
z 実験室管理、など 
＜支給額＞ 
z 修士・博士在学者は授業料全額＋一定額 
z 修士・博士大学院研究生の場合は一定額（授業料分はなし） 
出典：ソウル国立大学ウェブサイト（http://www.snu.ac.kr/edu/edu0303_tab1.jsp） 
 
大学院の奨学金支援現況を見ると、2007 年の奨学金受給生の比率は登録学生の 52.6％、1 人当たり
受給額は 4,139,330 ウォンである。 
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第2-134図表 ソウル国立大学大学院の奨学金支給及び学費減免現況 
区分 2007 年
学生数（A）  9,813 人
奨学金受給人員（B）  5,160 人
奨学金支給総額（C）  21,358,994 千ウォン
C/B（ウォン） 4,139,330 ウォン／人
（注）登録学生数及び受給人員は 1、2 学期平均学生数 
出典：ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」 
 
第2-135図表 ソウル国立大学奨学金の構成比（％） 
学校内奨学金 80.49
 免除 42.26
 講義・研究補助奨学金（月） 31.59
 労働奉仕奨学金 6.64
学校外 19.51
 ソウル国立大学発展基金 3.60
 学校外の奨学金団体 15.91
出典：ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」 
（b） 学資金融資制度 
政府保証による学資金貸出が行われている。 
（c） 勤労奨学生制度112 
勤労奨学生制度とは、実験室、図書館、研究所などで月 30 時間以上の事務補助、図書及び機器整
理などの勤労奉仕を提供し、その対価として月 12 万ウォンの奨学金を受給するという奨学金の制度であ
る。 
2005 年に勤労奨学金制度を改正し、対象数を 900 名へと大幅に増員し、月 40-60 時間、奨学金も
20-30 万ウォンに増額し、現在まで続けられている。 
（d） その他大学院生支援状況 
2007 年後期時点で 3,384 名（修士課程 1,802 名、博士課程 1,582 名）の大学院生が奨学金を受給し
ている113。 
 
                                              
112「講義・研究支援奨学金」制度とは違い、「勤労奨学金」は学校内の図書館のような施設や研究所などで業務補助している仕事をして、
その報酬を受ける形の奨学金である。「講義・研究支援奨学金」は授業補助ではなく、事務補助ということと、授業とは無関係な施設の
補助業務をやっているのが相違点である。 
113 出典：2006-2007 年ソウル国立大学白書、p.81、表 1.31 
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⑧ 高麗大学 
（a） 学費 
高麗大学の学費は以下の通り。分野毎に入学金・授業料が異なる。 
第2-136図表 高麗大学 2008 学年度登録金 
系列 入学金 授業料 その他 合計 
人文・社会 1,056,000 4,520,000 66,000(博士：86,000) 5,642,000(修士) 
5,662,000(博士) 
理学・体育 1,056,000 5,470,000 66,000(博士：86,000) 6,592,000(修士) 
6,612,000(博士) 
工学・芸能 1,056,000 6,380,000 66,000(博士：86,000) 7,502,000(修士) 
7,522,000(博士) 
医学 1,116,000 7,997,000 66,000(博士：86,000) 9,179,000(修士) 
9,199,000(博士) 
（注）単位：ウォン 
出典：高麗大学ウェブサイト（http://graduate.korea.ac.kr/entrance_1_01.htm）より作成 
 
（b） 奨学金 
高麗大学の奨学金は以下の通り。 
第2-137図表 高麗大学奨学金 
種類 支給対象 支給額 
校内 
奨学金 
助教（研究 A.行政 A）
奨学金（注 1） 
学位課程別の入学者及び在学者 授業料（在職期間中） 
アンアム系及び卒業
特待生奨学金 
本校アンアム奨学生及び卒業特待
生（※医科大学除外） 
授業料＋入学金 
（アンアム系学生は生活費追加） 
一般奨学金（注 2） 在学者 1,250,000 ウォン/学期 
外国人奨学金 定員外 
外国人優秀奨学金 
授業料及び入学金全額 
※新入生は公認学国語成績必須 
外国人人文系 （授業料＋入学金）の 75% 
外国人自然系（注 3） 
1,2 学期: 授業料全額 
3,4 学期: 授業料の 75% 
協定交流 授業料+入学金（政府招請、在外国民財団） 
公務員学費減免 
本大学院に在学している公務員（傘
下機関除外、軍人、教師） 
定員外 : 授業料の 30% 
定員内 : 授業料の 20% 
其の他勤労奨学金 関連部署で勤労を提供している学生  
校外 
奨学金 
校外奨学金 30 余種  財団が決めた基準  財団が決めた金額 
BK21 奨学金 BK21 選定学科 
修士: 月 50 万ウォン以上 
博士: 月 90 万ウォン以上 
（注 1） 韓国で助教とは、勤労を提供して、奨学金をもらう形の奨学金の1つである。正確な名称は学校ごとに異なる。高麗大学の場合、
「助教(研究 A.行政 A)奨学金」であり、研究・授業補助業務または(学科の)行政補助を担当すると推測される。 
（注 2） 特別な基準が記載されていないが、在学者であれば全員給付される奨学金と考えられる。 
（注 3） 理工系:理科大学、工科大学、生命科学大学（食品資源経済除外）、情報通信大学、看護大学、保健科学大学、科学技術大学 
出典：高麗大学ウェブサイト（http://www.korea.ac.kr/）より作成 
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⑨ 日本 
国内大学における経済的支援の例として、東京大学の博士課程学生に対する経済的支援を下図表
に示す。経済的な理由で修学が困難な学生を対象としたニードベースの支援としては授業料免除制度
があり、優秀な学生を対象としたメリットベースの支援としては奨学金および労働対価型の支援制度を整
備している。 
 
第2-138図表 東京大学の博士課程学生への経済的支援 
制度 内容 支援額 対象者数 
授 業 料
免 除 制
度 
経済的に困窮する院生の修学を支援し、教育の機会均等を
実現するために、困窮度の高い院生が経済的理由により研
究を断念することのないように、授業料半額免除者の 500 名
程度の増を図る。 
授業料半額 
(授業料は年額
535,800 円) 
前年比 500 名増
(2007 年度実績：
不明） 
外 国 人
留 学 生
特 別 奨
学制度 
優秀な私費外国人留学生に対し、本学での学術研究への
取組みを支援するとともに諸外国からの留学生の受入促進
に資するために、外国人留学生特別奨学制度（東大フェロ
ーシップ）対象者を 60 名増員する。 
月額 15 万円 
前年比 60 名増 
(2007 年度実績：
23 名） 
東 京 大
学 博 士
課 程 研
究 遂 行
協 力 制
度 
優秀な博士課程院生に対して学業を奨励し、東京大学全体
の学術研究の質的レベルの向上を図るために必要な学術研
究業務を委嘱する「東京大学博士課程研究遂行協力制度」
を新設して、優秀な博士課程院生が行う学術研究活動に対
し、その対価として年間 30 万円を支給するもので、対象者は
2,000 名とします。ただし、国費留学生及び日本学術振興会
特別研究員は、当面の間、対象になりません。 
年間 30 万円 2,000 名 
出典：東京大学「博士課程院生に対する経済支援策の拡充について」2008 年 2 月 22 日 
 
 134
 
上記は大学単位での経済的支援の例であるが、RA・TA 等の労働対価型の経済的支援など、大学単
位ではなく、研究科毎に制度化されている事例が存在する。そこで、今回の調査対象となった国内大学
の研究科における経済的支援の状況を下図表に示す。支援総額を支援対象学生数で除して、学生 1 人
当たり支援額を計算した場合、最大額は年額 1,539 千円/人である。 
 
第2-139図表 調査対象研究科の経済的支援の状況（国内） 
給付型奨学
金
※返済義務
なし
貸与型奨学
金(ローン)※
返済義務あり
学費の減免 学生の雇用
(TA・RA等)に
よる給与支給
給付型奨学
金
※返済義務
なし
貸与型小額
金(ローン)※
返済義務あり
学費の減免 学生の雇用
(TA・RA等)に
よる給与支給
給付総額 (千
円)
貸与総額(千
円)
減免総額(千
円)
給与金額(千
円)
給付対象学
生数(人)
貸与対象学
生数(人)
減免対象学
生数(人)
雇用対象学
生数(人)
A大学 理学系 781 44,873 106,048 271 648
B大学 理工学系(1) 1,081 6,000 505,132 40,587 44,285 4 472 302 351
B大学 理工学系(2) 728 該当なし 該当なし 45,810 34,732 該当なし 該当なし 295 362
C大学 理工学系 1,541
C大学 理学系 499
C大学 工学系 1,541
D大学 理学系 541 26,528 127,224 61,307 26,740 34 114 250 287
D大学 工学系 1,543 36,515 412,260 61,750 48,590 77 397 252 777
E大学 工学系(1) 749 3,650 不明 34,827 (修士)12,937.2 6 不明 170
(修士) 210
(博士) 118
E大学 工学系(2) 2,153 8,560＋? ? 100,984 152,685 107 491 518 658
F大学 理学系 407 なし なし なし 20,000 220
F大学 工学系 852 0 29,374 28,432 33,481 0 323 81 520
Ｇ大学 理学系 463 15,000 28,397 38,446 不明 261 106 339
Ｇ大学 工学系 1,228 8,014 53,714 35,592 301 387 720
Ｈ大学 工学系 2,984 166,194 544,224 166,420 373195 108 509 727 838
Ｉ大学 理工学系 2,460 125,640 278,978 87,371 324 509 1264
Ｊ大学 理工学系 1,786 3,520 12,860 740 50,000 129 26 1 500
支援対象学生数
大学 分野 大学院生数（総数）
支援総額
 
（注）原則として各研究科の回答をそのまま記載しており、データが不明の箇所は空欄とした。 
出典：各研究科へのアンケート調査 
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3． プロセスの状況 
ここでは、日本の大学院の教育改善の取組みと、米国、英国の大学院における教育改善の体制・取組
を記す。米国・英国の情報は必ずしも大学院、理工系に限定される取組みではなく、全学的なものである。
特に米国は全学的な教育改善の主な対象が学部教育であり、大学院教育は個々の Department に託さ
れていると推測される。なお韓国、中国は公開情報が得られなかったため記載していない。 
(1) 日本 
 
z 早稲田大学「実践的な博士人材養成プログラム」114 
早稲田大学は、「イノベーション創出若手研究人材養成（科学技術振興調整費）」の採択により、産業
分野でイノベーションを担いうる実践的な博士人材養成プログラムを 2008 年から開始している。このプロ
グラムでは、学内に博士キャリアセンターを創設し、学内外の関連組織と協働することにより、産業分野で
活躍できる博士人材を大学として戦略的・組織的に養成し、実社会に数多く輩出することを目指してい
る。 
具体的には、年度ごとに若手研究者（博士課程大学院生、博士取得後5年以内の若手人材）100名程
度を学内外から公募し、実社会で活躍するために必要なコミュニケーション、MOR（Management of 
Research）・MOT（Management of Technology）、産業イノベーション、実用英語などの能力開発を行う。ま
た、実践博士研修（実践プログラム）（企業等での長期インターン、共同研究）を国内外の企業・研究機関
と共同で作成し、20 名程度の意欲のある若手研究者を選抜し、選抜者を長期派遣する。実践博士研修
（実践プログラム）では、異分野融合を試みることで、幅広い知見を有する創造性豊かな人材養成を狙う。 
 
z 筑波大学「博士後期課程早期修了プログラムにおける達成度評価システム」115 
筑波大学では、一定の研究業績や能力を有する社会人を対象に，標準修業年限が 3 年である博士後
期課程を最短 1 年で修了し、課程博士号を取得させるプログラムを提供している。その中で、入学時、中
間審査（入学後 4 ケ月以内）及び予備審査（入学後 8 ケ月以内）等の 3 ステージ以上において、課程博
士の学位に相応しいレベルに達しているかを評価する「達成度評価システム」を導入している。 
 
【達成度評価】 
課程博士の学位に相応しいレベルに達しているかを確認するために、達成度を以下の 8 項目に分類
し、上記の 3 ステージ以上において、学生の自己評価書（仮称）及び教員による評価を基に 8 項目の達
成度について評価する。 
 
【評価項目】 
①専門基礎、②関連分野基礎、③現実問題の知識、④広い視野、⑤問題設定から解決まで 
⑥プレゼンテーション・コミュニケーション能力、⑦国際的通用性、⑧学術的成果 
 
                                              
114 出典：http://www.waseda-pracdoc.jp/outline.php 
115 出典：http://www.souki.tsukuba.ac.jp/program.html#tassei 
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出典：筑波大学ウェブサイト（http://www.souki.tsukuba.ac.jp/program.html#tassei） 
第2-140 図表 筑波大学「博士後期課程早期修了プログラムにおける達成度評価システム」 
 
z 東京大学大学院工学系研究科「機械システム・イノベーション」 
東京大学機械工学専攻では、グローバルCOEの採択により、学生が専門分野（研究室）を超えた研究
プロジェクトに参加することで自身の視野を広げ、専門以外の知識を獲得し、経験できるような機会を提
供している。具体的には専攻横断型博士コースとして、以下の取組を実施している。 
①分野横断的な知識を有する（視野の広い）人材育成「専攻横断型: Project Based Learning （PBL）」 
②企業でも活躍できる人材育成「博士インターンシップ」 
③国際性を有する人材育成「海外渡航支援、海外拠点派遣」 
旧来の博士課程教育への批判（特定テーマについて深く掘り下げることを重視していたため「蛸壺的」
との批判）や、産業界をはじめ「俯瞰的な視野の付与」「技術者としてのコンピテンシー」を要請する声が
強いことを受け、より多面的な能力の育成を視野においている。 
 
「専攻横断型博士コース」で涵養する項目 
z チームワーキング力 
z 研究・プロジェクト・マネジメント能力 
z 多分野の連携・統合による問題解決力 
z シーズ・オリエンテッドではなく、ニーズオリエンテッドな研究開発アプローチの鍛錬 
講義「機械システムイノベーション」 の概要 
z プロジェクトを設定し、履修者を各プロジェクトグループ分けした上で講義と演習を行う。 
z 履修者は特定の専攻で固まるのではなく、分野の異なる複数の専攻（機械工学、産業機械工学、航空宇宙工
学、環境海洋工学、システム量子工学、原子力国際、地球システム工学）出身者で構成される。 
z 1 年間の講義で、チーム編成（リーダー選出）、課題（アウトプット）の明確化、プロジェクトの市場への導入プロ
セス検討、最終成果報告を行う。 
出典：http://www.mechasys.jp/education/ 
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z 慶應義塾大学「未来先導国際奨学金」 
慶應義塾大学では、従来の奨学金のように入学後申請する形式ではなく、大学院入学試験の合格通
知とほぼ同時期（入学前）に奨学金給付を知らせる新たな奨学金制度を設置している。創立 150 周年記
念募金で集めた資金の一部を元に開始しており、経済面の条件はなく、優秀さのみを基準として全研究
科の修士課程入学７予定者から選抜する。給付者数は毎年 5 名程度、学費全額免除、渡航費補助を含
む留学準備一時金（15 万円）に加えて、生活費（月額 20 万円）を 2 年間給付する（最高 900 万円）。応募
資格は慶應義塾大学の大学院修士課程または専門職学位課程に入学を許可された者である。 
 
z 早稲田大学・慶應義塾大学・東京大学・京都大学「大学院教育における大学間学生交流」 
大学院学生に多様な教育・研究指導を受ける機会を提供し、学術の発展と有為な人材の育成に寄与
することを目的とし、大学院教育における大学間学生交流協定を締結している。4 大学は、協定に基づき
連合体を形成し、相互交流を通して大学院学生に対して主に研究指導を行う。また、受入れた学生を研
究指導した教員は、当該学生の所属大学の承諾のもとに博士学位論文審査に加わることも可能とするな
ど、大学院の交流・連携をより一層積極的かつ継続的に推進する。 
 
z 東北大学におけるキャリア開発支援 
博士号取得者に多様なキャリアパスがあることを知らせる「理学キャリアパス講座」や、「科学技術関係
人材のキャリアパス多様化促進事業」の採択により、マネジメント等の実践力を習得させる「高度技術経営
塾」を実施している。 
 
「理学キャリアパス講座—社会で生かす数学」 
本講座は、本学数学科あるいは数学専攻を卒業または修了した先輩に、数学を生かしてどのような仕事をされているの
かを講演して頂き、学生が将来就くであろう職業について認識を深めることを目的している。 
（参考：http://www.sci.tohoku.ac.jp/ja/graduate_gp/html/career-1.html） 
 
「高度技術経営塾」 
高度技術経営塾は、実社会で活躍できる高度技術経営人財の育成を目指した講義を実施。実務経験豊富な講師を迎
え、実践的な内容を講義形式およびグループ学習形式で行う。さらに、キャリアアップ相談室と連携し、一人一人のキャリア
形成をサポートする。 
（参考：http://www.rpip.tohoku.ac.jp/carrier/school/index.html） 
 
z 東北大学「先端理学国際コース」 
すべて英語による教育と研究指導を行う修士・博士一貫教育プログラムであり、世界各国から優秀な留
学生を集めるとともに、日本人学生にも開放されている。 「先端理学国際コース」は 3 つのサブプログラム
「化学・生物化学プログラム」，「階層自然科学プログラム」「地球・惑星科学プログラム」から構成され、留
学生はこの 3 つのサブプログラムから一つを選び所属する。これらのサブプログラムはすべて専攻横断的
な分野融合型であり、専門分野における高度な教育とともに、異分野融合型教育を推し進めている。 
 
z 九州大学「学生の進路にあわせた教育プログラム」 
文部科学省大学院教育改革支援プログラムで、学生の進路にあわせて以下の 2 つのプログラムを実
施している。複数教員による学生指導体制を採り、徒弟制度の問題点を解消すべく実施している。 
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1 アドバンスト・サイエンティスト育成プログラム 
z ノンアカデミックへのキャリアパスを想定している。 
z 理学がどのように社会に役立つかを意識させるように教育しており、インターンシップも単位化している。また異分野
を含む複数教員の指導体制を敷く。 
2.フロントリサーチャー育成プログラム 
z 世界の第一線で活躍する研究者の育成を目的としている。 
z 理学系の研究科内の専攻横断で、学生が研究内容を発表する機会を設けている。この場で、学生は他専攻の教員
からも質問を受ける。 
z 「リサーチプロポーザル」では、学術振興会の特別研究員への申請書類を書かせる。これに対してアカデミック・アド
バイザーが指導を行う。 
出典： アドバンスト・サイエンティスト育成プログラムウェブサイト（http://www.sci.kyushu-u.ac.jp/html/advanced/） 
フロントリサーチャー育成プログラムウェブサイト（http://www.sci.kyushu-u.ac.jp/html/front/index.php） 
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(2) 米国 
① UCB 
UCB 学内で教育改善を担当する専門の部署は、OED（Office of Educational Development）である116。
その改善手法は、教員の教授スキル向上のためのマテリアル（教育改善のための Tips）の提供、教育活
動に対する特別懸賞金（Award）や助成金制度等の経済支援であり、あくまでも教員の主体性に訴えかけ
るスタイルを採用している。 
OED は教育改善に向け、各教員への個別相談を行っている他、Presidential Chair Fellow、Lecturer 
Teaching Fellow Program の 2 種類のプログラムを提供している117。両者ともに 1 年サイクルで、月 1 回の
教授法ワークショップへの出席、学部での模擬授業年 1 回とレポート提出で構成されている。プログラム
に参加した教員には、2,000 ドルが授与される。 
 
z 教員の教授スキル向上のためのマテリアルの提供 
ウェブサイト上で、教育改善に資する幅広いマテリアルが提供されており、E-book の形態で 1 冊の電
子媒体にまとめられている118。それらの中で UCB の特色と考えられるのは、UCB における学内諸制度を
まとめたオンラインマニュアルである。このマニュアルは学外に公開されており、UCB 大学当局が新規教
員のリクルート先として、学内出身者に留まらず学外から広く人材を募ろうとする姿勢の現れであると考え
られる。ただし特に外国人教員採用を想定した独自のコンテンツは作成していない。 
 
z 教育活動に対する特別懸賞金や助成金制度等の経済支援 
教員の意識向上を促す教育改善に関する特別懸賞金、小額助成金制度としては、それぞれ 2 種類の
制度が用意されている。 
特別懸賞金制度は個人を対象とした DTA（Distinguished Teaching Award）119、および学部教育に対し
特に貢献した学科（プログラム）に対して贈られる EIA（Educational Initiatives Awards）の 2 種から構成さ
れ120、その賞金は現金で DTA の場合 10,000 ドル、EIA の場合には 20,000 ドルである。 
特に前者の DTA 制度は UCB で 1959 年以来の歴史を有し、現在までに計 227 名の教員が受賞して
いる。DTA を授与された教員の授業（ならびに授与式典）はオンラインでの配信対象となる他121、テニュア
取得前の教員に対しては無条件でテニュアを保障され、バークレー学事評議委員会 Academic Senates
の一員として迎え入れられるという特典も用意されている。 
一方、助成金として制度化されているのは Institutional Improvement Grants、Instructional Minigrant 
Program であり、特別懸賞金と同様に前者は学科（プログラム）主体で遂行するプロジェクト、後者は個々
の教員をその助成の対象とする122。最大支給額は Institutional Improvement Grant が 4,000 ドル、
Instructional Minigrant Program が 1,000 ドルと特別懸賞金と比較した際には少額であるものの、特に後
者に関しては科目内での既存の教材改善など、応募のハードルが低く設定されており、多くの教員にとっ
てよりアクセスが容易になっている。 
                                              
116 出典：http://teaching.berkeley.edu/index.html 
117 出典 http://teaching.berkeley.edu/preschairfellows/index.html; http://teaching.berkeley.edu/docs/lecturerfellows.pdf 
118 出典：http://facultyguide.berkeley.edu/ 
119 出典：http://teaching.berkeley.edu/dta.html 
120 出典：http://teaching.berkeley.edu/eia.html 
121 出典：http://teaching.berkeley.edu/video.html 
122 出典：http://teaching.berkeley.edu/grants.html 
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② UMCP 
特に新任教員を対象とした、教授法改善プログラムの施行については、UMCP では STF(Senate Task 
Force)がその責を担う。STF は General Education/Library/ Post-Tenure Review の 3 部門より構成され、
教員と学生（学部生）をその成員に含む。 
STF 自身は他の高等教育機関を調査した結果、全学レベルでの画一的な FD（Faculty Development）
プログラムの導入については否定的な報告書を提出している123。新任教員の初年度の授業負担の軽減
及び訓練目的でのファンドの供出など、各学科（プログラム）レベルでの個別の対応に未だ任されている
部分が大きい。 
工学分野については、特にマイノリティと女性の若手教員を対象とした FD プログラム（Mentoring 
Programe）の実施が報告されている。逆に、若手教員 1 人に対し、教授法の助言者として年長教員を割
当てるような学科レベルでの取り組みは経営学部、教育学部で確認されるものの、報告書からは理工系
学部の実施は確認できない124。 
(3) 英国 
① ケンブリッジ大学125 
ケンブリッジでは、各 Faculty/ Department（ボトムアップ）と中央機関である General Board（トップダウ
ン）で教育改善を行うシステムが現在整備されている。 
Faculty/Department レベルで教育改善に責任を有するのは、「質保証責任者」Quality Contacts（具体
的な人選については内部関係者のログインを要求されるため、不明）、ならびに「教育に関する委員会」
Teaching Committee である。各 Teaching Committee は教員 10 名で構成され、年次ごとに教育・教授内
容の評価を行い、Annual Quality Statement を作成する。なお、通常の科目での評価に加え、Ph.D.学生
への指導も同 Statements での評価対象に含まれる。両制度に加えて、Faculty/Department の学部・大学
院学生とスタッフより構成される Department/ Faculty Student Staff Committee が教育改善システムとして
存在する。学生側の意見反映の機会を提供する目的で設置された同 Committee は、学期に最低 1 度の
会合が義務付けられており、そこでの答申を Faculty Board、もしくは Teaching Committee に提出すること
になっている。 
一方、全学レベルの機関である The General Board は、約 6 年ごとに各学部・学科が作成する Quality 
Statementsのチェックを行う。そこでのチェック内容は、個々の科目に対する評価に留まらずカリキュラム、
学習環境、生活支援、プログラムのリソースなど多岐にわたる。 
また、学生による授業評価は学期末に定期的に行う紙媒体以外にも、ネットのフォームによるものなど
複数形態が整備されている。 
ピ ア ・ レ ビ ュ ー （ 同 僚 教 員 に よ る 授 業 評 価 ） は CPPD （ Centre for Personal and Professional 
Development）が教育改善プログラムの 1 つとして用意しているもの、特に定期的な受講は要求されてい
ない。 
                                              
123 出典：Senate task Force report on Mentoring and Success of Junior Faculty, passim. 
(http://www.faculty.umd.edu/Mentoring/SenateMentoringReport.doc) 
124 出典：Senate task Force report on Mentoring and Success of Junior Faculty, p.8. 
125 主な出典は以下の通り。 
http://www.admin.cam.ac.uk/offices/education/quality/guide.pdf 
http://www.admin.cam.ac.uk/offices/hr/cppd//programme/induction/in0682.html 
http://www.admin.cam.ac.uk/offices/hr/cppd//programme/induction/in0681.html 
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② シェフィールド大学126 
シェフィールド大学では、全学レベルで教育改善に取り組んでおり、専門の部局として LeTS（Learning 
and Teaching Service）を設置している。同部局は教育学部と共同で、HELP（The Higher Education 
Learning Pathways）と称される全学での教育改善プログラムを推し進めている。同プログラムの活動の柱
となっているのは、ピア・レビュー、および新規教員に対する教育プログラム CiLT（The Certificate in 
Learning and Teaching）である。 
 
（a） ピア・レビュー 
ピア・レビューの実施責任は学科長（Head of Department）にあり、シェフィールド大学において 1 学事
年につき 20 時間以上講義を行うスタッフ全てが毎年レビューの対象となる。この対象には、TA および非
常勤の教員も含まれる。毎年の実施とフォーム形式の報告書提出は義務付けられているものの、具体的
な実施形式、及び結果の活用については各現場の裁量にゆだねられている部分が大きい。 
 
（b） CiLT プログラム 
シェフィールド大学に新規雇用された教員に対しては、教育スキル向上を目的とした CiLT プログラム
の修了が義務付けられている。同プログラムは法律上、2 年間のパートタイム修士課程として位置付けら
れており、のべ 45 時間のワークショップに加え模擬授業、6000 words のポートフォリオから構成される。評
価にあたっては実際の教授スキルとあわせカリキュラム編成能力が対象に含まれる。また、同プログラムの
科目履修を通じて獲得された単位は、教育学の修士・博士課程への変換も可能となっている。 
 
z Learning and Teaching Advocate127 
全学の教育改善を LeTS が部局として担当する一方、各学部レベルで取り組みに関する相談窓口とし
て、Learning and Teaching Advocate が任命されている。Advocate に任命された教員に対しては、2007
年度より全学レベルで開催される Learning and Teaching Conference への出席が義務付けられているも
のの、具体的な活動内容について全学レベルの規定は存在しない。 
 
z Senate Awards for Excellence in Learning & Teaching128 
教育面で優れた評価を挙げたスタッフへの報奨金制度として設けられている。直接的な賞金に加え、
教育に対するグラントも存在し、以下 4 カテゴリで教員は評価対象となる。 
 A) Sustained Excellence：前年に引き続き優秀なスタッフが対象。 
 B) Rising Stars：勤続期間 6 年未満のスタッフを対象。 
 C) Excellence in Collaboration：学びの改善に貢献したチームへ。 
 D) Excellence in Leadership：スタッフにより選定。学びの改善に向け最も努力した学部長が支給対象と
なる。 
加えて、教員個人のみならず学内プロジェクトについても教育改善を志向したプロジェクトに対し最高
10,000 ポンドを支給する一方、個人についてもワークショップ参加 1 件につき 500 ポンドなど小口のグラ
ント支給制度を充実させている。 
 
                                              
126 出典：http://www.sheffield.ac.uk/lets/lt-supp 
http://www.peerobs.group.shef.ac.uk/pdfs/The_new_approach_to_Peerobs_final.pdf 
http://www.sheffield.ac.uk/content/1/c6/02/54/62/CiLT_Course_Handbook_2008-2009.pdf 
127  出典：http://www.shef.ac.uk/lte/advocates, http://www.shef.ac.uk/lte/conference 
128 出典：http://www.shef.ac.uk/lte/reward, http://www.shef.ac.uk/lets/funding/resources 
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4． 出口の状況 
(1) 学位取得者の活躍状況 
① 日本（第 2-141図表） 
国内大学については大学単位の公開情報がないため、3 章で訪問した研究科に対して行ったアンケー
ト調査結果より研究科単位の進路状況を記す。博士課程修了者になると大学・公的研究機関の教員・研
究者が修士課程修了者と比較して多いことがわかる。 
第2-141図表 国内大学の卒業生の進路 
大
学
・
公
的
研
究
機
関
の
教
員
・
研
究
者
民
間
等
の
研
究
者
左
記
以
外
大
学
・
公
的
研
究
機
関
の
教
員
・
研
究
者
民
間
等
の
研
究
者
左
記
以
外
Ａ大学 理学系 33% 5% 4% 53% 5% 0% 46% 14% 10% 29%
B大学 理工学系(1) 9% 0% 0% 84% 6% 0% 23% 26% 0% 51%
B大学 理工学系(2) 16% 0% 3% 78% 4% 0% 0% 0% 38% 62%
C大学 理工学系 15% 0% 0% 83% 2% 0% 0% 0% 66% 34%
Ｄ大学 理学系 29% 1% 14% 50% 7% 0% 4% 7% 27% 63%
Ｄ大学 工学系 7% 1% 12% 79% 1% 0% 44% 24% 23% 9%
E大学 工学系(1) 9% 2% 0% 88% 2% 0% 16% 0% 71% 14%
E大学 工学系(2) 8% 2% 87% 0% 3% 0% 28% 56% 0% 16%
F大学 理学系 5% 0% 3% 92% 0% 0% 46% 51% 0% 3%
F大学 工学系 21% 9% 64% 0% 6% 0% 45% 10% 17% 28%
Ｇ大学 理学系 20% 1% 17% 58% 4% 0% 26% 11% 11% 51%
Ｇ大学 工学系 14% 0% 1% 85% 0% 0% 14% 11% 51% 24%
Ｈ大学 工学系 14% 0% 13% 62% 10% 0% 32% 8% 17% 44%
Ｉ大学 理工学系 6% 0% 10% 83% 2% 6% 57% 29% 9% 0%
J大学 理工学系 9% 0% 0% 88% 3% 3% 29% 2% 46% 20%
就職者 就職者
大学 分野
進
学
進
学
修士 博士
そ
の
他
・
不
明
そ
の
他
・
不
明
 
（注）就職者の内訳が不明な場合、就職者全てを「就職（左記以外）」としている。 
出典：各研究科へのアンケート調査結果より作成 
 
② 米国 
UCB、UMCP ともに、大学単位で学位を授与された卒業生の進路は情報が得られなかった。個別イン
タビュー（3 章参照）で得られたデータを参考とした下図表に示す。 
理学系であることもあり、半数がアカデミック・ポジション（含むポスドク）となっており、産業界に進むの
は 1/4 程度である。 
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第2-142図表 UMCP（College of Computer, Mathematical and Physical Sciences） 
における過去 5 年間の Ph.D.の進路 
アカデミック・ポジション 163 
産業界 82 
大学以外の研究所（連邦など） 58 
不明 17 
（注）アカデミック・ポジションにはポストドクターも含む。 
出典：UMCP 提供資料より作成 
③ 英国 
ケンブリッジ大学については、修了者数及び進路構成（2005-06 年）のデータがある。サンプル数が少
ないものの、特に博士については高い割合で長期雇用となっている。 
第2-143図表 ケンブリッジ大学修了者数及び進路構成（2005-06 年） 
修士
Mphil
博士
Ph.D. 進路構成（修士） 進路構成（博士）
○理学部門the School of Physical Sciences 
　地球科学及び地理学部Earth Sciences and Geography 
　- 地球科学科the Department of Earth Sciences 8 18 回答数少数につき詳細不明
回答率60％：就職90％；長期
就職90％（詳細サンプル不
足）
　- 地理学科the Department of Geography 25 15
回答率80％、但し進路の
45％が情報不足で不明、他も
サンプル数不足。
回答率少数により追跡調査
データの詳細不明
　数学学部Mathematics 
　-応用数学・理論物理The Department of Applied
Mathematics and Theoretical Physics （DAMTP） 161 24
回答率5％：サンプル数少数
により追跡調査のデータ詳細
不明。
回答率50％：就職90％、長期
雇用100％；研究職（理系）
75％
　-基礎数学・統計The Department of Pure
Mathematics & Mathematical Statistics （DPMMS） 56 16 回答数少数につき詳細不明 回答数少数につき詳細不明
　物化学部Physics and Chemistry
　- 化学学科the Department of Chemistry 9 74 サンプル数少数により追跡調査のデータ詳細不明。
回答数45％：就職85％、長期
雇用95％；製造業（技術）
20%、研究職50％
　- 物理学科Department of Physics - The Cavendish
Laboratory 4 60
サンプル数少数により追跡調
査のデータ詳細不明。
回答率55%：就職95％、長期
雇用90%；研究職（理系）65％
　- 物質工学及び冶金学科Department of Materials
Science and Metallurgy 18 28
回答率55％：就職60％：詳細
サンプル不足により不明。
回答率30％：就職90％：長期
雇用100％；詳細不明
　- 天文学研究所the Institute of Astronomy （IoA） 0 12
回答率65％：100％就職、長
期雇用100％；研究職（理系）
60％
○技術工学部門The School of Technology
　- 工学科Department of Engineering 81 111
回答率55％：進学15％／就
職85％：長期雇用90％；その
他サービス業40％
回答率30％：就職90％：長期
雇用90％；研究職（理系）
30％
　A）化学工学学科Dpt. of Chemical Engineering 9 14 回答率55％（サンプル不足） 回答サンプル不足
　B） 生命工学研究所Institute of Biotechnology 23 10 回答率20％（サンプル不足） サンプル不足
　- 情報工学科Dpt. of Computer Laboratory 20 22
回答率85％：進学45％、就職
45%：長期雇用100％；業種は
サンプル不足。
回答率35％：就職、長期雇用
各100％；業種はサンプル不
足
　- 化学・生命工学学科
Dpt. of Chemical Engineering and Biotechnology
 
出典：CamDATA（http://www.admin.cam.ac.uk/univ/camdata/）より作成 
 
④ 中国 
関連するデータは公開されていない。 
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⑤ 韓国 
ソウル国立大学（韓国）の卒業生の進路は以下の通り。修士についてみると、自然科学では進学が 4
割程度だが、工学では就職が 8 割程度となっている。 
第2-144図表 ソウル国立大学の卒業生の進路 
修士
計 就職 進学 軍隊
人文 104 70 18 47 5 9 73.7 41.9
社会 126 91 50 38 3 5 75.2 62.5
自然科学 241 148 82 63 3 4 62.4 48
看護 26 23 21 2 0 1 92 91.3
経営 127 77 67 8 2 18 70.6 67.7
工学 664 566 432 117 15 21 88 84.9
農業生命科学 152 118 88 29 1 2 78.7 73.3
法科 39 34 23 9 2 3 94.4 92
教育 218 158 135 21 2 11 76.3 73.4
生活科学 47 38 28 10 0 3 86.4 82.4
獣医科 31 20 14 5 1 3 71.4 63.6
薬学 71 50 42 8 0 1 71.4 67.7
音楽 36 19 7 12 0 2 55.9 31.8
医科 172 123 95 16 12 4 73.2 67.9
歯科 37 23 20 2 1 3 67.6 64.5
保健 70 58 52 6 0 0 82.9 81.3
行政 88 68 54 14 0 1 75.2 74.2
環境 102 76 72 4 0 1 75.2 74.2
国際 87 49 45 4 0 26 80.3 78.9
計 2487 1830 1359 424 47 123 77.4 71.8
卒業生数 Net就職
率(％)
専攻 就職者現況  外国人留
学生 
就職率
(％)
 
博士
計 就職 進学 軍隊
人文 37 28 28 0 0 4 84.8 84.8
社会 29 23 22 1 0 4 92 91.7
自然科学 129 113 112 1 0 0 87.6 87.5
看護 10 10 10 0 0 0 100 100
経営 16 12 12 0 0 0 75 75
工学 283 245 241 4 0 3 87.5 87.3
農業生命科学 59 50 47 3 0 6 94.3 94
法科 22 21 21 0 0 1 100 100
教育 57 47 47 0 0 4 88.7 88.7
生活科学 17 13 12 1 0 0 76.5 75
獣医科 26 18 16 1 1 5 85.7 84.2
薬学 30 21 19 2 0 2 75 73.1
音楽 4 2 2 0 0 0 50 50
医科 142 114 108 3 3 3 82 81.2
歯科 41 19 19 0 0 2 48.7 48.7
保健 7 7 7 0 0 0 100 100
行政 6 4 4 0 0 0 66.7 66.7
環境 19 15 15 0 0 0 78.9 78.9
計 934 762 742 16 4 34 84.7 84.3
卒業生数 Net就職
率(％)
専攻 就職者現況 外国人留
学生 
就職率
(％)
 
（注） 就職率＝(就職者数＋進学者数＋軍入隊者)/（卒業者数－外国人留学生）x100 
NET 就職率＝就職者数/(卒業者数－進学者数-軍入隊者数-外国人留学生)x100 
出典：ソウル国立大学「2006－2007 ソウル国立大学白書」より作成 
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(2) キャリア開発支援 
① UCB 
（a） キャリア・センターの Ph.D.向けプログラム 
全 26 名（うちカウンセリング担当者 19 名、Ph.D.保持者 2 名）の職員を擁する UCB キャリア・センター
では、各分野、課程に応じたキャリア開発支援プログラムを設置している。キャリア・カウンセリングやキャリ
ア・フェアといった基本的なメニューに加えて、CalJobs や On Campus Recruiting といったオンラインでの
情報提供で雇用の需要・供給のマッチングを図る努力を行っている。また海外企業へのインターンの紹
介にも力を入れている。 
特筆すべきメニューとしては「Letter Service Online（推薦状の複製・投函代行サービス）」で、これは
Ph.D.取得者がアカデミック、ノンアカデミックいずれのキャリアに進む際ににも有用であると位置付けられ
ており、2007-08 年にかけて 3,562 件の利用が記録されている。 
（b） Graduate Student Instructor Teaching and Resource Center129 
GSI（Graduate Student Instructor）として雇用された大学院生の教授スキル向上を目的として設立され
ている。オンラインでの職業規範・職業倫理コース（5 科目より構成され、GSI として新規雇用された学生に
履修が義務付けられている）、教授法カンファレンス等が開設されている。 
これ以外に、各プログラム／Department で大学院生に関するティーチング能力トレーニングに特化し
た科目が設置されており、大学院生は GSI/GSR として雇用されるのと同時か、あるいはそれに先立って
履修しておく必要がある。具体的な実施形態はプログラムごとに異なるものの、教授法に関する専門のテ
キスト、シラバスを具体的に指定すること、及び議論の時間を時間内に設ける義務が GSI Teaching and 
Resource により各 Department に課されている。 
また、GSI に特化した教授法改善のグラント（最大 300 ドル）制度も存在する。このグラントはゲストの招
聘や博物館に代表される文化施設への引率、入館料などに充てることを企図したものである。加えて、プ
ログラム／学科 Department ごとに、学部長が 1 名 Faculty Advisor for GSI Affairs と称される専門の教員
の指名を行うことになっている。指名を受けたこの教員は、センターと個々のGSI間の仲介役として現場の
GSI にとっての相談窓口となる。 
（c） MOT（Management of Technology Program）130 
1989 年、UCB の College of Engineering 及び Haas School of Business の連携プログラムとして発足し
た。工学部の大学院課程と平行して受講可能であり、必修から 2 科目、関連選択科目より 6 科目の受講、
GPA3.0 以上で修了証明書（Certificate）を発行している。 
 
                                              
129 出典：http://gsi.berkeley.edu/ 
130 出典：http://mot.berkeley.edu/Fall08Brochure.pdf 
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② UMCP 
（a） Human Resources Office131 
UMCP の Human Resources Office では学生の professional development、並びに skills training を志向
し、大学院レベルで計 46 科目のトレーニング・プログラムを実施している。同プログラムは PROMISE
（Maryland’s Alliance for Graduate Education and the Professoriate）プロジェクトの活動の一環であり、す
べての大学院生が参加可能である。ただし、アカデミック・キャリアを希望する大学院生を対象に、論文等
の学術出版物の執筆、刊行に必要なスキル養成科目が大多数を占めている。 
（b） CTE（Centre for Teaching Excellence）132 
同センターは、大学院生 TA および新任教員の教育スキル改善を志向したプログラムを実施している。
プログラム参加は全 TA／教員に義務付けられたものではなく、特別手当支給により自発的受講を促して
いる。「大学における教授法と学習法プログラム」UTLP= The University Teaching and Learning Program
は任意（オプショナル）プログラムであり、教授法に関する講義、ワークショップ、計 2 回の授業参観とフィ
ードバックに加え、学生の所属学科（プログラム）内から教授方法論上のメンターを認定してセメスター中
3 度面談を行うことを義務付けている。 
（c） MTECH Ventures133 
A. James Clark School of Engineering では、MTECH Ventures プログラムの一環として起業家養成を
念頭に置いた教育プログラムを実施している。しかし、科目のいくつかは学部生のみを対象としており、必
ずしも大学院生を対象とした内容ではない。具体的な科目としては、工学ベンチャー起業入門
（ENES460）、ベンチャー特論としての事例研究（ENS498, ENS498A, CHEM498B）、チームを組んでの大
学発技術の商品化経験（EMES498B）、先端技術ベンチャー起業入門（BIOE645）などが挙げられる。 
また科目開講以外にも賞金付きの大学発技術の商品化に関する Maryland $75K Business Plan 
Competition、及び大学教員と学生の双方を対象とした Technology Start UP Boot Camp 等のイベント開
催も行われている。 
（d） キャリア・サービス134 
キャリア・センターが行う大学院生向け就職支援は、インターン・サービス、履歴書及びカバー・レターの
チェックといった一般的な内容である。 
 
（e） ＜外国人学生のみ＞IES（International Education Service）135 
Office of International Education Service は特に外国人学生向け、あるいは海外企業を対象としたイン
ターン充実に向け様々な取り組みを行っている。数学、工学分野を専攻する博士号取得以前
（pre-doctoral）の院生については、3 週間から 12 か月にわたりオフ・キャンパスで週 32 時間インターン活
動を行うことが許されている。また理工系の大学院生は、博士論文完成後、労働従事することを条件に滞
在許可期間を最大 17 カ月延長する Optional Practical Training の制度も整備されている。 
                                              
131 出典：http://www.training.umd.edu/ 
132 出典：http://www.cte.umd.edu/ 
133 出典：http://www.mtechventures.umd.edu/education/courses/ 
134 出典：http://www.careercenter.umd.edu/ 
135 出典：http://www.international.umd.edu/ies/5930 
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③ ケンブリッジ大学 
（a） Cambridge University Careers Service Center136 
Careers Service Center は、特に理工系の学生を対象とした専門のキャリア・アドバイザー（フルタイム）
を 2 名配置している。1 対 1 の相談に加え、数多くのワークショップを開催している。 
（b） GDP（Graduate Development programme）137 
主に研究職を希望する大学院生を対象に、プレゼンテーション技術等、教職で必要とされるスキル育
成に特化した内容が行われる。 
（c） Transferable Skills Training138 
博士課程でリサーチ（研究）を進めていく中で習得され、アカデミックもしくはノン・アカデミックどちらの
キャリアを歩む場合でも有用な転用可能スキル(Transferable Skills)という概念は英国のリサーチカウンシ
ルが 2001 年共同声明で定義した概念である。 
ケンブリッジでもこの声明を受け、各学科レベルで Transferable Skills 取得に向けたワークショップや選
択科目制度をいくつか設けているものの、擬似的な単位制定などの形で義務付けは行っていない。年 10
日程度と定めたスキル研鑽に関する指導教員の役割はあくまでも助言者に留まり、学生が主体的に進め
ていくべき問題としての位置づけがなされている。 
ただし、各学部（School）に一名ずつ専門の担当者が配置され、この Transferable Skills について院生
の相談窓口としての機能を果たすことが期待されている。 
 
                                              
136 出典：http://www.careers.cam.ac.uk/ および http://www.careers.cam.ac.uk/stuart/areport08.pdf 
137 出典：http://www.admin.cam.ac.uk/univ/gsprospectus/life/graduate.html 
138 出典：http://www.skills.cam.ac.uk/postgrads/および http://www.skills.cam.ac.uk/postgrads/contacts/schools.html 
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④ シェフィールド大学 
（a） RTP（Research Training Programme）139 
前述したとおり、英国のリサーチカウンシル（RC）は2001年、研究コースに所属する大学院生が習得す
べきスキル（Transferable Skills）を、7 分野に大別して発表した。 
シェフィールド大学の RTP（Research Training Program）はこの共同声明より前から実施されており、近
年の英国内における具体的なスキル習得を博士課程学生に求める動きの先駆的な試みとして位置づけ
ることができる。フルタイムの Ph.D.学生は指導教員の助言を受けた上で毎年計画的に履修登録を行い、
卒業までに同プログラムを 45 単位分履修することが修了要件に含まれる。修士課程の学生やパートタイ
ムの学生には必修ではないものの、履修自体は推奨される。 
RTP の各開講科目は院生が所属する大学院課程ごとに必修、学部限定、全学の 3 段階に区分けされ
ており、修了要件にかかわる単位数とは別に具体的に習得するスキルの系統にかかわる University 
Objective が、A） 調査手法・コンテクスト把握に貢献する専門スキル習得、B）個人の人間的・職業的発
展（personal & professional development）に貢献する専門スキル習得、C）各専門分野のさらなる知識習
得という 3 つの領域に関して定められている。 
大学院生は卒業までに、Objective の偏りが少なくなるような形（ABC から最低 5 Objective ずつ）で
RTP を履修することが求められる。 
上述の「課程修了までに身につけておくべきスキル」の明確化・数値化、並びにその教授がRTPプログ
ラムを特徴づける一方、同プログラムはその実際の運用については柔軟な側面も存在する。具体的には、
院生が指導教授との合意の上で行うリサーチやキャリア形成にかかわる活動も、RTP の科目として換算、
単位認定の対象となる。例えば、カンファレンスでのポスター発表（1 単位）や雑誌への論文投稿（2 単位）
といったアカデミックな活動に並行して、TA としての教育活動（1 単位）等も評価の対象に含まれる。 
なお、RTP プログラム諸科目の成績評価基準は科目により異なり、出席のみで認定が行われるものが存
在する一方、3,000-5,000words のレポート提出が認定要件となるものも存在する。 
                                              
139 出典：http://www.shef.ac.uk/rtpwebsite/unitDetail.html?org=CIV&unit=1041&faculty1=FCE 
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■RTP の例：「書評及びプロジェクト・デザイン」Literature Review and Project Design(APS6000) 
 
 
シェフィールド大学大学院の動物・植物学博士課程初年度学生を対象としたこの RTP 科目は、科目と
関連したテーマを通じて一般的なリサーチ・スキルを身に付けることを目的とする。具体的には、図書館
の利用スキル、フィナンシャル/マネージメント、そしてプロジェクト・マネジメントという 3 つのスキルが訓練
の対象となる。また、1）特定の科目についてふさわしい参考文献を同定する、2）実際に参考文献を探し
出し、分類し、利用する、3）批判的に参考文献を読解し書評を執筆する、4)博士課程での研究に際して
のタイム・スケジュールと予算を算定するという 4 点がここでの目標となる。 
実施形態としては指導教員による一対一の指導と並び、少人数の受講者に対する講義形式が併用さ
れる。学期最後には、書評及びタイム・スケジュール、予算計画書の提出が受講者には義務として課され
る。 
この RTP 科目の受講者に対しては、A)調査手法・技術習得及び調査のコンテクスト把握に貢献する専
門スキルの習得、B)個人の人間的・職業的発展に貢献する専門スキル習得、C）各分野のさらなる知識
習得関連、という RTP の各部門のうち、A 部門について 4RTP 単位、B 部門について 3RTP 単位、専門分
野にかかわる C 分野には 8RTP 単位が認定される。 
 
 
出典：http://www.shef.ac.uk/rtpwebsite/unitDetail.html?org=APS&unit=1008&faculty1=FCP 
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（b） 就職支援140 
学部学生、大学院生、契約研究員（Contract Research Staff）および最近の卒業生に対して、全学的
なキャリア・サービスが提供されている。就職関連イベント告知の他、専門スタッフによる面談・履歴書チェ
ック・サービスが提供されている。また研究コースの大学院生向けに、大学院で学んだスキルを企業面接
でどのようにアピールすれば良いか記載された「手引き」も公開されている141。 
（c） ExES（Excellence Exchange Scheme） 
大学院生の generic and transferable skill 訓練の一環として、全学の Ph.D.課程（New Route Ph.D.を含
む）1-2 年次の大学院生を対象に、Centre of Excellence への訪問、訓練を目的とした渡航・生活費を支
給する特別支援を実施している。 
（d） GRO（Graduate Research Office）142および Glossop Road Graduate Research centre143 
GRO では、レジュメ（CV）記入の手引きなど実務的なワークショップを開催している。また個別のキャリ
ア相談を Glossop Road Graduate Research centre が月 2 回、一人当たり 30 分を目安に開催している。 
（e） TNA（Training Needs Analysis）144 
RTP の訓練科目選択の助けとなるよう、大学院生に対し任意で TNA（Training Needs analysis）を実施
している。入学後、毎年同じ様式の計画書を記入し結果をチェックすることで、大学側は大学院生に対し
自分が課程内で身につけたスキルを実感させ、モチベーションを維持することを期待している。 
（f） PCHE（Postgraduate Certificate in Higher Education）145 
シェフィールド大学では、実験助手及びTAとして教鞭をとる大学院生を対象に、TAもしくは今後のアカ
デミック・キャリアで要求される教育スキルのさらなる向上を目的として 2 年間のパートタイムかつオプショ
ナルの大学院課程（大学院学位として、修了者には Postgraduate Certificate を授与）を開講している。 
同課程は本来の専攻を有する Ph.D.課程 2 年生を対象に毎年 16 名の登録枠を設けており、フルタイム
Ph.D.学生に許容された課外活動枠内（週 6 時間）に同課程に費やす時間をおさめることで、本来の大学
院課程専攻、学業の支障とならない範囲で並行して履修を行うことを可能とした。具体的な授業形式はワ
ークショップと実習（チュートリアル）である。ただし、同パートタイム課程への履修登録は、TA 及び助手と
しての雇用の際必修要件として求められるものではない。 
（g） EAS（Enterprise at Sheffield）146 
シェフィールド大学では、EAS（Enterprise at Sheffield）という学生起業家育成を目的としたプロジェクト
を立ち上げている。具体的には「Enterprise Zone」と銘打ったウェブサイトで、大学院・学部双方の学生を
対象としたプログラムを公開している。2008-9 年の活動としては、月に 5 回程度、大学院生に特化したも
のも含め学生の起業家精神を涵養すべくワークショップ、加えて夏季休暇中に 4 日間に及ぶブート・キャ
ンプを提供している。また、外国人学生を含め起業を行うに際しては、Enterprise Zone 専属のコンサルタ
ント（助言者）、及びフィナンシャル・アドバイザーとの面談、助言サービスを受ける権利が認められている。
ただし、直接的な経済支援の上限額は 250 ポンドと極めて限定的である。 
                                              
140 出典：http://www.shef.ac.uk/careers/index.html 
141 出典：http://www.shef.ac.uk/content/1/c6/06/27/09/skillsresearch.pdf 
142 出典：http://www.shef.ac.uk/pgresearch/grc/seminarinfo.html 
143 出典：http://www.shef.ac.uk/pgresearch/grc/121.html 
144 出典：http://www.shef.ac.uk/pgresearch/students/tna.html 
145 出典：http://www.shef.ac.uk/lets/lt-supp/pche.html 
146 出典：http://www.sheffield.ac.uk/careers/enterprise/eas 
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⑤ 清華大学および上海交通大学 
大学に対する全ての求人情報が career centre を通じて公表される。ただし、特別なキャリア開発支援
についての情報は記載されていない。 
⑥ ソウル国立大学 
（a） Global Talent Program（GTP）147 
国際履歴書及びカバー・レターの作成などに関しての助言、英語による模擬インタビュー、国際ビジネ
スマナー、英語プレゼンテーション技術、リーダーシップなどのカリキュラムを提供している。GTP を修了し
た学生は海外で 60 時間以上のインターンシップを遂行すると、報告書提出及び公開発表会を通じて単
位を得ることができる。GTP プログラムは大学の学部生と大学院生の両方を支援できるが、1 学期以上を
修了した学生の中で、成績が平均 3.3（B＋）以上の学生だけが志願可能である。 
⑦ 高麗大学 
キャリア開発支援に関する情報は得られなかった。 
                                              
147 GTP の詳細な事項はソウル国立大学経歴開発センターのホームページで確認できる。（http://career.snu.ac.kr/） 
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第3節 調査対象国・大学における大学院教育の概要のまとめ 
調査対象国・大学における大学院教育の概形情報や施策の概要をまとめると次のようになる。 
1． 各国における大学院課程の差異 
日本と同様、米、英、中、韓の大学院は修士課程と博士課程から構成されているが、日本のように修士
課程を経て博士課程に進学する形態だけでなく、修士課程と博士課程が並立して設置されている（学士
号取得後に、直接、博士課程に進学する）、修士課程が研究中心もしくは教育中心のいずれかなどに分
かれている、修士課程が博士課程と独立して完結した課程となっている等、各国の大学院課程の位置付
けが異なる点に留意する必要がある。 
2． 日本の理工系を中心とした大学院規模の変化 
過去 10 年間の大学院の変化に関して、工学の規模（学生数）・国際性（留学生数）は大きく増加したが、
理学の博士課程学生や大学院留学生が減少するなど、理学・工学の大学院の状況に違いが認められる。
近年は、理学・工学ともに博士課程入学者は減少傾向にある。現在の理工学分野の博士号取得者は、
英国と同程度、韓国の約 2 倍を輩出しているが、米国との差は 2 倍以上、中国にも 2000 年に抜かれてお
り、その差は拡大する傾向にある。 
3． 学生・教員・職員の数や比率および構成への留意 
国内大学の教員（本務者）数は増加傾向にあるが、若手ポストの占める割合は減少している。博士課
程修了者が増加することから、博士課程の新規修了者によるアカデミック・ポストの獲得が困難になって
いると想像される。また職員（本務者）数の伸びは大学院生・教員数の伸びを下回っており、特に技術系
職員は絶対数が減少している。 
個別大学でみると、国内国立大学は大学および研究科単位でも、教員当たり大学院学生数は米英の
対象大学とは大きく異ならない。職員数を見ると、私立・国立大学でも教員数を下回る状況であり、米国
の大学がアカデミックスタッフを上回るノン・アカデミックスタッフを抱えていることと比較すると、職員の定
義が大学毎に異なる面はあるものの、国内大学の教員数に対する職員数が不十分な可能性がある。 
4． 留学生獲得のインセンティブに関する国際的な差異 
日本の留学生受入数は、米英より少なく、その差は学部以上に大学院で大きい。米英では留学生（州
などの域外学生）の授業料が国内（域内）学生よりも高く設定されており、留学生の獲得が教育研究の高
度化と同時に大学経営面にも寄与する。また留学生派遣数（ただし学部を含む）でみると日本は、米韓中
より少ない。 
大学院国際化の施策に関して、日本が「留学生 30 万人計画」を策定した様に、英・中・韓それぞれ国
としての目標が設定され留学生拡大に向けた施策が実施されている。特に米・英は留学生のもたらす経
済効果が意識され、留学生教育を「産業」として支援している。特に英国は政府自ら重点国に対して戦略
的なマーケティングを展開し、学位取得後に英国内に滞在できる仕組みを整備している。また送り出しの
面では米・韓・中で大学院生の海外進出を支援するプログラムが実施されている。 
5． 博士号取得者の進路の多様性とそれを可能にする教育 
日米英の博士号取得者のキャリアパスは多様であり、特に工学系は他分野と比較して産業界への就
職の多さも指摘される。このような進路の多様性を促進するため、日本では様々な競争的資金により、博
士課程学生のスキル訓練の充実化、キャリアパスの多様化への取組みを支援しているが、英国でも、より
幅広いスキル（transferable skill）の習得を含む博士課程プログラムの開発・運営へ政府支援が行われ、
また博士号取得者のキャリアを広げるべく KTP や CASE 等の産学連携が進められている。特にシェフィ
ールド大学は英国内で具体的なスキル訓練を博士課程学生に求める動きを牽引する存在として様々な
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スキル・トレーニングプログラムを用意している。 
一方、米国や中国では、特に政府主導の取組みは見ることができなかったが、この背景として博士号
取得者がアカデミック・ポスト以外で活躍する環境が整備されていることが考えられる。 
6． 入学競争倍率の差や入学者選抜方法の違い 
日米英では大学院の入学競争倍率に大きな違いが見られる。米英と比較して日本の大学院では入学
競争倍率が低く、内部進学率が高いという特徴を持つ。このような違いは、学生の選抜方式や学生の多
様性に対応した教育の必要性に影響を与える。例えば日本では、各大学院・研究科・専攻で独自の入学
者選抜を行っており、書類審査以外に筆記・口述試験が行われることが多い。中・韓の対象大学も同様
に筆記・口述試験を課しており、特に中国の修士課程では全国統一テストも実施されている。一方、米・
英では、書類審査（学部成績や推薦状、民間のテスト・スコアなど）が基本であり、筆記・口述試験は行わ
れていないのが一般的である。大量の志願者を処理するためのオンライン出願システムに加え、出願者
が願書の処理状況を確認できるトラッキング・システムを整備している場合もある。 
7． 経済的支援と大学院生のスタッフとしての位置づけ 
日本の博士課程学生の多くは、経済的な支援が不十分なため、研究に関係のないアルバイトをせざる
を得ないなど、研究者を養成する上での重要な時期を効果的に過ごせない状況が指摘されている。例え
ば博士後期課程在学者のうち、のべ 48.3％の者が何らかの支援を受けているが、生活費相当額を大きく
下回る。米国の経済的支援は、多様なメニューが用意されており、特に理工学分野では、RA・TAのような
労働対価型の Assistantship が中心である。この背景には大学院生は「学生」であると同時に「スタッフ（労
働者）」であるという意識がある。一方、英国では、米国のような労働対価型援は限定的であり、給付型の
奨学金が主な支援策となっている。しかし大学毎・分野毎（あるいは 3 章で後述するように指導教員毎）に
奨学金の充実度は異なっている。中国では国内学生は授業料相当以上の給付奨学金が用意されており、
TA/RA/MA といった雇用型の経済的支援も行われている。韓国は、給付奨学金に加え、学資ローンも用
意されている。国により支援形態は様々な特徴を有しており、それが博士課程への進学や大学院生の研
究活動への従事にどのように作用するのかに着目する必要がある。 
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第3章 大学院生と教育の質に関する国際比較 
 
第1節 国際比較調査の目的・内容・手法 
1． 目的 
国内各大学院の教育や学生の質、および優秀な大学院生の獲得に関する現状の問題意識と取組事
例を収集するとともに、米国・英国においても同様の調査を行うことで我が国の理工系大学院教育の改善
の示唆を得る。 
 
2． 内容と手法 
我が国の 10 大学の理工系大学院、米国の 2 大学院、英国の 2 大学院を訪問し、副学長、研究科長、
現場教員に対してインタビューを行うことによって、以下の項目を調査した。 
インタビューに加えて、研究科長には、調査票形式で教職員数等の定量データ等の提出を依頼して
いる。 
具体的な調査項目、対象者の選定についてはそれぞれの調査結果概要に示す。 
第3-1図表 国際比較調査における調査項目 
A 優秀な大学院学生の獲得戦略・方針 
 （1） 学生の獲得戦略 
 （2） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
B 教育や学生の質に関する問題意識 
 （1） 学生の質に関する認識 
 （2） 理工系大学院教育の質に関する認識 
C 大学院改革の方向性についての意見 
 
3． 訪問調査実施時期 
調査は 2008 年 10 月から 2009 年 2 月の間に実施した。調査結果については原則として当該時点のも
のである。 
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第2節 国内調査の概要 
1． 調査対象者 
国内 10 大学の理工系大学院に対して訪問調査を実施した。インタビュー対象者は各大学の(1)副学
長（教育担当）、および理工系の(2)研究科長、(3)現場教員である。 
 
2． 調査項目 
国内調査の調査項目は以下の通りである。 
これらの項目について、副学長（教育担当）には大学としての全般的な戦略について聞き取りを行い、
研究科長については当該研究科について具体的に聞いている。現場教員については自身の海外経験
を踏まえて意見を述べてもらった。 
第3-2図表 国内訪問調査における調査項目 
A 優秀な大学院学生の獲得戦略・方針 
 （1） 学生の獲得戦略 
  z 優秀な大学院学生確保のため最重視している市場は何処か？ 
  z 優秀な大学院生獲得を妨げている要素は何か？ 
  
z 入学者の獲得・選抜はどのように行われているか？特に留学生の獲得・選抜に対し
てはどのような配慮を行っているか？ 
 （2） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
  z 学生に対してどのような経済的支援を実施しているか？ 
  
z 学力・意欲面などで多様化する学生をどのように支援しているか？特に留学生に対し
ては、どのような支援をしているか？ 
  
z 学生が卒業後に、様々な場面で活躍するため（アカデミック／ノンアカデミック含む）、
どの様な支援を実施しているか？ 
B 教育や学生の質に関する問題意識 
 （1） 学生の質に関する認識 
  z 大学院学生の質（学力／能力／姿勢など）は、近年変化しているか？ 
  z 学生の質が変化しているとすれば、変化の中で教育上問題となる点はあるか？ 
  z 学生の質が変化しているとすれば、変化の原因として何が考えられるか？ 
 （2） 理工系大学院教育の質に関する認識 
  
z 現在、大学院教育の質は重要な問題となっているか？問題になっているとすれば、そ
の内容・原因は何か？ 
  z 大学院教育でどの様な人材を輩出すべきと考えているか？ 
  z 大学院教育の質改善をどのように実施しているか？ 
C 大学院改革の方向性についての意見 
  z 我が国の大学院政策の方向性についての意見 
 
3． 調査方法 
それぞれの対象者に対して、個別にインタビューを実施した。ただし、都合により、研究科長と現場教
員のように複数名同席で同時にインタビューを実施した場合もある。 
現場教員については海外大学の勤務経験を有する教員を当該研究科長の推薦等で選定し、調査を
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行った。 
研究科長に対しては、当該研究科の教職員数、学生数、進路といった定量データ等に関する調査票
の記入を依頼した。 
なお、国内調査については、インタビュー対象者の匿名性を担保することで、率直な意見の収集に努
めた。 
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4． 調査結果 
国内調査の結果について以下に示す。 
(1) 国立大学 1 
① 副学長（教員） 
（a） 学生の獲得戦略 
北京に大学事務所を設置していることもあり中国（特に清華大学）から優秀な学生が来ている。中国で
も優秀な学生は欧米に流れていたが、最近は欧米偏重を修正したいという意向があるようである。本学と
しても、中国では直博（5 年一貫の大学院でトップレベルの学生しか進学できない）の学生を狙うなどなる
べく優秀な人材を採るようにしている。 
留学生は「学籍を持つもの」が議論されがちであるが、短期から長期までの様々な交流が、個人ベース
ではなくシステムとして行われることを目指している。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
理工系の博士課程学生には多かれ少なかれ授業料相当以上の経済的支援をしている。問題は経済
的な面以外にある。学生の立場からみて博士課程が「自分の青春をかけてでも進学すべき価値あるもの」
となっているかどうかを鑑みれば、博士号取得者のキャリアについて社会の受容がないことが問題である。
なお優秀な博士を輩出することは重要だが、充足率を満たすことが目的化してはならない。 
（c） 学生の質に関する認識 
学生数が圧倒的に増えているので、当然、平均の質が落ちている。このことはトップの学生にも悪影響
を与えるのみならず、博士学生を共同研究者と見なす教員にも影響を与えている。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
大学院教育の改善に関して各専攻・研究科で試行錯誤し努力が重ねられているが、大学としてそれら
の成果を共有し外部に取り組みが見えるようにするためにワーキンググループを作っている。大学院教育
は分野毎に大きく異なるが、共通するのは「国際的に戦えるか」で、研究者レベルの国際交流をいかに大
学院教育にシステマティックに取り込むかが重要である。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
理工系は実質的に学部と修士が 6 年間一貫教育になっており、大学院教育といっても修士と博士を分
けて考える必要がある。博士課程の学生は「教育対象」と言うよりも「共同研究者」である。 
博士号取得者の活躍の場の拡大が最も重要である。社会的な受入を拡大するには、まず文部科学省
が博士号取得者を全採用者の 30%くらい採用してはどうか。 
またアカデミック・ポストの「数」の問題ばかり言われるが、大学教員職が魅力あるという「質」の問題があ
る。教員が教育研究をする時間（学生と接触する時間）を増やすことが大切である。 
学生への経済的支援については、学生に直接支援できるものが限られている。特に修士課程の学生
には出しにくい。ただ、経済的支援は多少の進学率減少を抑える効果があったかもしれないが、博士課
程進学者を増加するための根本的な解決にはならない。 
大学院を運営する上で、「金」だけでなく「人」が重要である。国際プログラムを企画・推進できる人材
（教員だけではなく職員）がいない。 
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② 理学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
本研究科では、囲い込みはしていないが内部進学者を大切にしている。 
その上で、ウェブの充実や他県での説明会開催などで他大学からの志願者を増やし、受験倍率を高
めるべく努力している。合格しても、地理的条件が良く世間的に評価の高い他大学に流れてしまい、辞退
者が多い。本研究科の試験に落ちても、これら他大学に受かる場合も多いと聞く。留学生は博士の充足
率の面からも重要で、国費留学生枠も使って優秀な留学生を確保している。 
博士課程の充足が課題である。経済的支援があっても進学しないのはポストドクターの後のキャリアが
ないためである。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
外部の支援（日本育英会奨学金、日本学術振興会特別研究員）に加えて、GCOE で博士課程学生の
ほぼ全員に学費相当額を支給している。やる気がある修士課程学生には大学院 GP を財源として TA とし
て雇用することや学会旅費支給をするなどの支援を行っている。 
財政的支援はハンディを中立化するものに過ぎず、どの程度博士進学への効果があるかは不明であ
るが、生活費程度は支給すべきである。 
キャリア開発・就職支援 
博士号取得者に多様なキャリアパスがあることを知らせる「キャリアパス講座」や、マネジメント等の実践
力を習得させる「高度技術経営塾」を実施している。理学研究科は「学校推薦」枠がないため修士・博士と
もに学生各自が就職活動を行っている。この就職活動が大学院教育の大きな妨げになっている。 
国際化対応 
修士博士一貫型のコースを設け、英語だけで教育している。 
（c） 学生の質に関する認識 
大学院では研究ができる水準を超えていない学生は取らない。このような認識は当たり前のことだが、
旧帝大系でも水準以下の学生を取っている大学がある。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
大学院の教養教育 
大学院における教養教育として、競争的教育資金獲得を契機に研究者/科学者倫理、英語の論文・プ
レゼン資料作成、学生のシンポジウム企画支援などを実施している。大学院の教養教育が必要と認識し
ている。研究者倫理などは学部ではなく研究を実施している段階で行うことに意義がある。 
 
教育目標と出口管理 
理学とは社会での有用性とは別に自然の法則性を探究するもので、それを深める力をつけるのが教育
である。従って、論文および口頭試問で審査をする。 
研究第一主義を標榜しているが、これは世界を相手とした一流の研究環境で切磋琢磨することから研
究態度や手法を学びとるという「教育」理念である。教員全員で共有している。ただし、特に修士課程では
研究職に就かない学生が多いことから、研究者養成を重視する姿勢は反省点かも知れない。 
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教育の評価 
教員の意識変革が必要である。80％の教員が学生からの授業評価を教育改善に役に立つと回答して
いる。しかし当研究科では教員同士の授業参観は実施していない。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
修士と博士は分けて考えた方が良い。また、研究大学のみで見れば、実際、学部と修士はほとんど一
貫教育となっている点をどう考えるかである。 
 
③ 工学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 
優秀な学生を獲得するためには学部学生を育てることが一番効率が良い。工学系では学部と修士の 6
年一貫で教育を行っている。ただし博士課程は別で、優秀な学生は修士で就職し、悪い方から博士課程
に進学する。しかしトップクラスの学生が企業で満足せずに、会社を辞め戻ってくることも少なくない。 
国内他大学から進学する学生の前在学大学の所在地は本学周辺地域が中心で、立地条件もあり、首
都圏からは受けに来ない。また、周辺地域からの学生は減少している。 
留学生の質はバラついており、特に一部の国からの質が低下している。とはいえ、留学生は（欧米のよ
うなトップレベルではないかも知れないが）日本の学生と比較すれば良いレベルにある。日本にトップレベ
ルの留学生が来ない理由は、英語、就職という環境条件によるところが大きい。国内大学が何故、留学生
を獲得しようとしているのか目的が不明確である。米国大学はトップレベルの学生獲得による研究活性化
のためで、英国大学は財政的理由（留学生を通じた収入増）のためと言われている。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
博士課程学生には一律、研究科長経費で授業料の半額（50%）を支給している。分野による支援の違
いがあり、COE を獲得している分野はさらに出ている（最高は月 10 数万）。また機械系、材料系では授業
料は全額出ている。 
ただし、授業料免除は無いよりもいい（親の負担を減らすという意味では効果がある）が、授業料を減
額しても博士課程進学率は上がらないなど、進学率上昇にどの程度効果があるのかは疑問である。 
 
国際化対応 
文部科学省の国費外国人留学生（研究留学生）の優先配置を行う特別プログラムには、質が高い学生
が集まり、英語で授業をしている。 
（c） 学生の質に関する認識 
他大学からの学生が少なく、学生の多様化による変化はあまり感じていない。ただ、今の学生は昔より
も、より狭い分野で研究指導を受けている。その結果、その狭い分野に限定すれば、研究能力は昔よりも
高い。問題は、分野を乗り越える意欲と経験がないことにある。昔は自学自習で埋めていたが、最近の学
生は効率的になったために、不要と感じられる他の分野の習得に関して自分で埋めることはしない。 
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（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
新博士課程の設置計画 
本研究科の修士・博士一貫コースの中に主専攻、副専攻で構成するデュアルコースを作る計画がある。
早ければ、4～5 年（修士を含めた経過年数）で博士号が取れるようにしたい。学部でコア科目を学び、大
学院で幅広い分野融合的な内容を学ぶので、その間をつなげる仕組みが必要である。 
 
教員・博士の処遇向上 
優秀な博士学生を獲得するには大学教員が誇りを持てるかが重要である。自由度の高さや時間的制
約など、大学教員のステータスが今はない。 
 
留学生 
最近学生の元気がなくなってきた。留学生を受入れるより、むしろ外国に国内学生を出したい。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
博士のステータス 
博士課程学生のステータスを上げ、「本当は進学したいけど進学できない」位の難易度にする必要が
ある。修士は既にそうなっている。かつて修士の定員を増やしたときも同じことが起こった。時間がたつに
つれて、企業が優秀な人間が修士にいると気づいたことが変化の主因である。 
米国との違い 
形式だけ米国のものを持ってくると、おかしくなるので、施策を考えるときには留意してほしい。 
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(2) 国立大学 2 
① 副学長（教育） 
（a） 学生の獲得戦略 
本学は「開かれた大学」を掲げており、修士・博士とも内部進学率は約 5 割と低めである。優秀な学生
獲得のため、独立大学院（修士課程）は積極的な学生募集活動を実施している。また全学的なアドミッシ
ョン・ポリシー、ディプロマポリシーの明確化を行っている。 
優秀な学生を獲得するため、また国内学生へ刺激を与えるため、留学生増加（修士 12%、博士 26%）を
進めている。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
本学には大学独自の奨学金制度はない。授業料免除も文部科学省の定める枠内（授業料収入の
5.8%）に留まっている。RA は外部資金が財源のため研究科により状況が異なる。人社系では財源が問題
となっている。 
 
キャリア開発・就職支援 
TA 制度は曲がり角にある。現状は単なる雑用係である。経済的支援としてではなく、キャリア開発支援
に位置づけを変更すべくティーチングフェロー制度を試行導入している。 
また、全学共通大学院科目としてスキル系授業（コミュニケーション力等）を設置し、大学院生のキャリ
ア開発を支援している。 
なお、医学部の例だが、ノンアカデミック・キャリアに進んだ OB を招聘した合宿を行い、博士号取得後
の様々なキャリアパスの可能性を学生に提示している。 
 
国際化対応 
留学生 30 万人計画を実現するとなると、英語授業などの教育体制、学生チューターや生活支援等の
事務部門がボトルネックになる。 
（c） 学生の質に関する認識 
学生の専門基礎学力が落ちている。定員充足率を満たさなければならないという意識と、学生の質の
低下が無関係とは言えない。学部と大学院で授業の連携を進めており、基礎学力が不足する大学院生
に学部授業を、逆に優秀な学部生には大学院授業（大学院進学時に単位認定）を受講させている。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
質の保証システム 
質の保証システムを各大学が分野毎に確立することが必要である。本学でも一部研究科では学生の
目標達成状況を管理しようという取組みが行われている。 
 
教育組織と教員組織の分離 
本学はそれを目指した組織設計だが、融合分野はメリットがあるものの、基盤分野はプログラムが頻繁
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には変わらない（変えられない）。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
裾野の拡大 
基礎科学の重要性を鑑みると裾野の拡大が不可欠であり、競争的資金では採択額を下げてでも採択
数を増やすことも必要である。 
 
② 理学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
修士は問題ないが博士には苦慮している。入学後の経済的支援や卒業後のアカデミック・ポストが不
足しており、学生が進学をためらう。 
理学は博士論文作成に高い基礎学力が必要であり、留学生受入れはリスクが大きいので、自大学・国
内他大学からの進学を重視している。工学は実験を伴うので博士論文も比較的取組やすく、留学生を増
やすことができる。 
最近は社会人学生が多く、就職後に博士号を取得することも十分可能なので、前期課程修了時点で
就職してしまう方が賢明なこともある。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
運営費交付金として国からくる RA・TA 経費は年 400 万円程度である。これに研究科の独自予算を加
えて年 1200 万円程度を支出している。TA 支給額は 1 人当たり 7 万円程度で、RA を合わせても 10 万円
程度に留まっており、授業料水準にも程遠い。 
 
キャリア開発支援・就職支援 
研究科卒業生によるオムニバス講座を開講しキャリア意識を高めるよう努めている。また、産業技術総
合研究所が実施しているキャリアパス多様化促進事業に本学も参加しており、セミナー等に学生を参加さ
せている。修士課程には就職担当教員がいるが博士課程は指導教員が中心となって就職を支援する。 
 
国際化対応 
留学生は、本格的な留学前に 1 年間「研究生」として受入れ、留学生センターで日本語を学ぶ。入学
後 1 年間はチューター（日本人学生）がついて支援を行う。 
優秀な留学生は、卒業後も日本に留まって就職してもらう必要がある。そのためにも日本語教育が重
要である。 
（c） 学生の質に関する認識 
学生の学力のバラツキが大きくなった。上位層は変わらないが、下位層がより下に広がっている。少子
化、重点化による定員増が影響している。学位論文の質保証の面で問題である。 
基礎学力が不足する学生に対しては学部の授業を勧めることもあるし、複数教員による研究指導を行
っている。 
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（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
学位論文の質保証 
修士論文の質を下げないよう、学力下位層に対しては丁寧に指導するよう努力しているが、その分教
員の負担が増している。 
 
教育予算の不足 
運営費交付金が削減されている現状では、教員数を削減せざるを得ず、きめ細かい教育ができない。 
 
複線型コースワーク 
入学当初からアカデミック／ノンアカデミックでコースを分けると、入学してきた学生の学習意欲に影響
する可能性（ノンアカデミック・コースには就職活動ばかりで学習意欲の低い学生が集まる可能性）があり、
導入には慎重になる必要がある。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
重点化のひずみ 
日本は大学院の学生数を米国並にしたが、その他の面で米国の水準となっていないため、矛盾を生じ
ている。米国ではポストドクターとなった後に数年努力すればパーマネントの職に就くことができるし、博
士修了者を企業が受入れているが、日本ではそうなっていないため、ポストドクター問題などが発生して
いる。また、米国では TA などで最低限生活ができる程度の収入を得られるが、日本ではその水準に達し
ていないため、学生が博士課程進学を避けてしまう。 
 
政策のぶれ 
政策が大きくぶれてしまうのは問題がある。例えば、以前は大綱化によって教養部廃止が進んだが、
最近になってまた「教養教育」が強く意識されるようになっている。 
③ 理工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
修士課程は定員充足率 140%と問題ないが、博士課程は充足率 60%であり危機的状況にある。 
博士課程学生の 1/3 は社会人により占められている。社会人向け早期修了プログラムは人気があり、
来年度も社会人は増加見込みである。 
留学生は博士の 1/3 を占めるが優秀な人が本当に獲得できているか疑問である。実際は研究生として
入学させてみないとわからない。 
本研究科は理学系と工学系の専攻があるのだが、理学系は大学院進学時に他大学との出入があり、
流動性が高い。一方で、工学系は学部生の 7～8 割がそのまま修士に進学し、流動性が低い。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
奨学金、学費免除、RA・TA の実績を具体的に学生募集パンフレットに明記している。学生にわかり易
く提示することが重要である。 
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キャリア開発支援・就職支援 
博士号取得者のノンアカデミック・キャリアが不十分と思っていたが、実際、出口調査をすると想像以上
に企業に就職して活躍している。学生も教員も気づいていないことが問題である。 
理学系と工学系で博士号取得後のキャリアに差がある。工学系では博士課程学生は民間企業との共
同研究に参加しており、博士課程で身につけた能力を企業で発揮することに学生は違和感を持っていな
い。 
一方、理学系で同じことは期待できない（博士課程で学んだ専門性がそのまま役に立つことが少ない）
ため、デュアルディグリー（メジャー・マイナー）制度で専門の博士号とは別の分野で修士号を獲得するこ
とで知識の幅を広げることを目指している。 
 
国際化対応 
受検料支払、保証人、入学時期等の優秀な学生を遠ざける障壁がある。 
（c） 学生の質に関する認識 
内部/学部に係わらず入学試験で基礎学力の満たない学生は落としているため、修士課程の学生の
質は問題がない。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
理学と工学の教育思想 
理学と工学で大学院教育に基本的な思想の違いがあるように感じている。理学は学生を突き放すが、
工学は手取り足取り指導する。工学では学生が研究スタッフという意識が影響している。 
 
コースワークの充実 
言葉は悪いが、教育しないと頭は弱る。コースワークは不可欠だが、カリキュラムの実質化にはリソース
が必要である。私大はリソースが不足しており、国立（特に旧帝大）はリソースがあっても動きが鈍い。 
大学院授業は「教員の趣味」で教えられているので改善する必要がある。教育の実質化とは結局、教
員がきちんと講義をし、学生が力をつけることである。先導的ＩＴスペシャリスト育成プログラムでは、修士
課程で 50 単位と（通常の 30 単位と比較して）密度の濃いカリキュラムで構成されており、成果物で修論を
代替している。 
 
質の保証システム 
8 つの領域で到達目標を定義し、自己評価と教員評価により達成状況をモニタリングする仕組みを一
部で導入している。社会人向け博士プログラムに限定された取組みであったが徐々に拡大している。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
経済的支援 
補助金漬けの学生をこれ以上増やして良いのかどうか気をつける必要がある。本学でも枠を減らすべ
きではないかという議論もある。 
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④ 工学現場教員 
（a） 学生の質に関する認識 
留学生の質を問題視する意見もあるが、日本人と留学生では受けてきた教育の違いがある。日本人学
生は知識量が多いため優秀に見えるが学習意欲が低いため、時間を掛ければ留学生も変わらず日本人
学生に追いつく。 
（b） 理工系大学院教育の質に関する認識 
学生の選抜 
優秀と思われる海外の学生からのアクセスは多いが、日本で面接があるとわかったとたんに留学する
意欲を失うケースがあった。面接は気休めでしかなく、書類選考だけにした方が良い。入試と面接がある
から優秀な留学生はこない。 
海外の大学に勤務していたときは、学部や大学院の入試業務はほとんど無かった。担当教員が割当
てられた場合には、専門秘書がついて、書類審査はほとんどやってくれる。書類選考も工夫がされており、
推薦状は大学がテンプレートを用意し、相手大学の「リスク情報」が大学に蓄積されていた。 
 
研究指導の透明性 
日本的な研究指導は教育効果が高いが、入学前の学生には指導プロセスが見えない。研究室に入ら
ないとわからない教育システムに学生が進学するだろうか。 
 
支援スタッフの量 
日本の大学には秘書がいない。勤務していた海外の大学では教員 3～4 人に1 人は付き、自分で物品
を購入した経験が無かった。 
 
成績評価の厳密化 
海外の大学では、より厳密・機械的に学生の成績を付ける。点数分布がどこかでチェックされていて、
不自然な場合は問い合わせが来る。 
（c） 大学院改革の方向性についての意見 
博士号取得の意識 
海外の大学で学生が博士課程にいくのはつぶしがきくためであり、日本と逆である。 
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(3) 国立大学 3 
① 理学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
市場としては国内他大学の学生獲得が重要であるが、地理的にも有名国立大学と近接しており、学生
がそちらに流れていく傾向がある。物理分野で言えば、重点化前から学生の流動化は進んでいた。修士
課程入学者の半数が他大学出身者という事もあった。重点化によって変化したのは、有力国立大学など
へ流出する学生が増えたことである。 
留学生から見た場合、理学は工学に比べて卒業後の就職が日本にはあまり無いので、留学があまり魅
力的でない。研究科としても積極的な獲得の取組はしていない。 
組織的な学生のリクルーティングは実施していない。ただし、一部専攻においては、学内外を問わず
優秀な学生の筆記試験を免除する制度がある。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
修士課程学生には TA による支援を行っている。博士課程学生については大学全体で授業料相当の
給付を始めた。その他には GCOE、日本学術振興会特別研究員、理化学研究所の RA 制度などによって
支援が行われている。 
分野によって経済的支援の有効度（どのくらい博士課程への進学動機となるか）は異なる。数学・基礎
物理等に対しては有効度が高いが、化学・物性物理等では比較的容易に企業へ就職でき、経済的支援
よりも多額の給与が得られるので有効度は低い（進学より就職を選びやすい）。 
 
キャリア開発・就職支援 
修士課程修了者の就職は問題ないが、博士課程修了者については難しくなっている。アカデミック・キ
ャリアへ進む博士課程修了者の割合は以前から変化がないが、任期付きがほとんどであり、進路に対す
る学生の不安感は増している。 
博士課程学生のキャリアパスに関する説明会を実施しており、学生にアカデミック以外の道もある事を
意識させるようにしている。 
（c） 学生の質に関する認識 
以前の修士課程進学者は、アカデミック（研究者）志向の学生が多かったが、最近は他分野のキャリア
を目指す者が増えた。学生のキャリア意識が多様になっており、勉強への姿勢が学生によって大きく異な
っている。それにも関わらず、全ての学生に同じ教育を続けている。就職するつもりの学生は就職活動で
大学にいない事も多く、教員が学生毎のケアを迫られている。 
またメンタル面に問題のある学生が増えている。モラトリアム的に進学してきた学生は、学部と大学院で
の学び方の違いや研究室内の人間関係の中で、将来が見えずストレスを抱え込むケースがある。こういっ
た学生には、学習面だけでなく、メンタル・生活面のケアが必要となっている。 
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（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
学生の姿勢の変化への対応 
従来の学生は必要な知識は自ら学ぶ姿勢を持っていたが、モチベーションの低い学生は自立的に学
習をしない。コア科目を必修化して、最低限の知識を身につけられるようにする必要があり、本学でも各
専攻でカリキュラム見直しが実施されている。 
理学の場合、実社会で学んだ知識自体を活用できる場面は少ないので、特定テーマで研究をやり遂
げる事を通じて問題解決能力や自信を付けさせる事が重要である。 
 
国際化 
留学生を受入れることで国際化できるというのは、少なくとも理学系に関しては間違い。授業の英語化
を進めることで留学生の受入れが進むというのも間違い。日本で英語化を進めたとしても、米英に対して
勝ち目がないのは明らかである。 
理学において真に国際化を図るには、英語化・留学生受入れではなく、先端研究を活性化する事が
重要である。 
 
複線型コースの設定 
教育目標としては複数（例：大学教員の育成／民間企業で活躍する人材の育成）あったとしても、コー
スを分割する必要はないのではないか。ノン・アカデミックへ進む学生であっても、一度研究させることが
重要であり、コースワークのみの教育にはあまり意味がないのではないか。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
定員数の設定 
全体的に大学院の学生数が多すぎる。意欲・能力不足の学生を受入れていては教育水準を維持でき
ない。定員は柔軟に運用し、入口やプロセスで適切な選抜ができることが望ましい。 
 
就職活動の影響 
開始時期が早まり、長期化するようになった。修士 1 年秋～修士 2 年夏まで就職活動を続ける学生も
おり、教育に深刻な影響が出ている。 
② 理学現場教員 
（a） 学生の質に関する認識 
内部進学生には感じないが、最近増加している外部学生は質が下がっている。全体として質の分布が
下に広がった。 
全体として基礎学力の低下を感じる。大学入学前の、学部教育の積み残しが大学院に来る。最先端カ
リキュラムについてこられない学生もいる。 
修士課程の 2 年間だけでは、外部から進学してきた学生の学力のギャップを埋めることは難しい。質の
低い学生の指導が教員の負担となっている。 
米国の学生は日本の学生より主張が多い。フランスの学生はおとなしく、ドクターを卒業しても独り立ち
できるレベルではない。中国の清華大学の学生は活発で英語のスキルも高い。日本は中国、韓国と比べ
ても内向きであり、国際会議でも人数は多いのに存在感は薄い。 
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（b） 理工系大学院教育の質に関する認識 
コースワークの充実 
カリキュラムを見直し、修士課程で学部生レベルの基礎から教える基礎特論や、実験技術を訓練する
科目を設けている。カリキュラムは教員の思いつきで作る授業から、組織的に設計する時期に来ている。
コースワークの狙いは、入学者のレベルあわせと、専門分野以外の幅広い知識を学習することである。徒
弟制ではなく基礎科目を作って教育すべきである。 
 
学部教育の負担 
学部教育は講義や入試の負担が大きいので、本学であれば学部教育をやめて大学院に集中すること
が理想である。ただし、各大学が囲い込みを行う現状では優秀な学生が確保できなくなるため、そこから
変えていかなければならない。 
 
国際化への対応 
世界でトップを目指す大学であれば英語で教育しなければならない。留学生が入り、不均質（多様性）
であることが必要である。とはいえ、学部教育があるために（日本語で講義ができない）外国人スタッフを
呼ぶことが難しい。 
 
支援スタッフの充実 
金の不足感はないが、測定機の開発・管理、工作、装置の運転をしたりする支援スタッフが必要である。
支援スタッフは外部資金の間接費で一時的に確保するのではなく、学内に教員と同様に支援スタッフの
課を作り、他大学に異動できるなどキャリア設計もできるなど、大学は組織体制を考えるべきである。 
 
教育へのインセンティブ 
教員が教育に費やす時間を考えると、メリットがインセンティブになるような何らかの評価などの仕組み
が必要である。 
（c） 大学院改革の方向性についての意見 
博士の重要性 
日本の研究力を高めるために博士学生を増やすべきである。研究費は優遇されているが、金だけでは
なく人の育成が大切であり、若手のパーマネント職の雇用を増やし、その上で流動性を高めるべきである。
現状でも任期付きの就職は問題ないが、安定した雇用ではないため博士に進学する学生が減っている。 
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③ 工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
学部生の 9 割が大学院へ進学するので、学生獲得の為の特別な取組は実施していない。ただし、優
秀な学生に対して、学内外を問わず学力試験を免除する措置を採っている。 
優秀な学生が多い国費留学生を多く受入れている。現地へ出向いたり、テレビ電話を活用したりして
面接を実施し、ミスマッチのないように配慮している。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
キャリア開発支援・就職支援 
工学分野では修士は勿論、博士でも就職難ということはない。博士課程修了者には単なる「修士＋3
年」と全く異なり、深い基礎学力・汎用性を備えさせることができている。 
（c） 学生の質に関する認識 
総論的に学生の質を議論しても仕方がない。これからは従来と異なり、飛び抜けた学生が必要である。
同時に、それを支える層の人材も必要である。ただ指示待ちの学生が増えたように感じる。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
研究指導改善の取組 
修士課程入学から修了までの各段階で目標設定・達成度評価など、マイルストーンでのチェックを行っ
ている。徒弟制のような形だった研究指導を「問題設定→解決→成果（論文）」の過程を適切にチェックす
ることが目的である。 
 
コースワーク 
修士段階から本格的な研究を行えることが日本の強みであり、科学技術や産業を支えていた。スクーリ
ングだけでは立ち行かない。 
 
支援人材の充実 
支援人材の強化は強調すべきである。特に技術系職員の不足が決定的な弱みであり。技術系のプロ
が研究室のそばにいるのは非常に助かるが絶対的な数が不足している。事務系職員についても仕事の
量が変わらないのに全学化したので部局の負担が大きくなっている。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
就職活動の早期化・長期化問題 
トップ層は何もしなくても伸びるので、その次の層を育成することが重要だが、就職活動の早期化・長
期化によって教育研究に取り組めなくなっている。研究がようやく面白くなる時期を就職活動に奪われる
ので、博士課程への進学も阻害している。日本の国力に害を与えている。 
 
定員充足・退学率の問題 
定員を拡充しすぎたせいで、学生の取り合いが激化した。大学院のみの研究科では 70％くらいが外部
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からの進学者で、学部がある研究科は内部学生の囲い込みを行っている。 
交付金も人件費も削減が続く状況で定員だけ維持はありえないし、定員充足率や退学率についても
柔軟に考える必要がある。教育を維持するために適度な選抜は必要である。 
④ 工学現場教員 
（a） 学生の質に関する認識 
留学生の質は日本人と比べて遜色がないと思う。外国人学生の留学を妨げるのは経済的支援と日本
語の問題である。かつては NUS(シンガポール大学）から留学してくる学生がいたが、今はない。本専攻で
は英語を重視しているため、他大学からの進学者は苦労している。 
大学院の定員が増えたことによって、かつてはとらなかった下のレベルの学生をとらなければならなく
なった（数学が 0 点でも合格とするなど）。各人の能力に応じたテーマを与えられると思うが、意欲の低い
学生は学会の報告などを自分から諦めてしまうため、周囲の学生のモチベーションにまで影響してしまう。
定員重視か質重視か教員間でも意見が分かれている。 
（b） 理工系大学院教育の質に関する認識 
コースワークの改善 
最近は教育の中心が修士課程に移ってきたので、大学院は何を目指すか社会に明確に伝え、スクー
リング等で標準化できることをやる必要がある。大学院教育はまだ教員が好き勝手にやっているきらいが
ある。ただし、大学院に JABEE を取り入れるのは抵抗も多く現実的ではないだろう。 
 
博士課程プロセスの明示 
博士課程進学を躊躇する理由の 1 つにプロセス（卒業要件）が可視化されていないことがある。博士課
程の共通目標を立てるのは難しいが、学位取得に向けたステップを示すことは必要である。 
 
支援スタッフ 
実験的な授業を行うために予算を補助してもらっているため、このような資金的支援は必要であるが、
支援スタッフの不足は感じていない。 
（c） 大学院改革の方向性についての意見 
就職活動の影響 
研究がおもしろくなり始める前の修士課程 1 年の秋に就職活動が行われてしまうため、優秀な学生が
博士課程に進学しない。 
 
社会人学生への対応 
米国の大学院では、一旦社会人を経験してから修士号を取りに来る人が多く、働きながら、奨学金をも
らいながら、何年もかけてコースを消化している。 
 
博士課程生のアカデミック志向 
博士号取得者の就職先として、今、大学への就職は難しいので民間の研究職やポストドクター等の研
究をする仕事を考えさせるべきである。ただ、RA 採用のために博士学生を 30 人程度面接したところ、大
学教員よりも企業の研究職を希望することに驚いた。大学にとっては問題である。 
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(4) 国立大学 4 
① 理学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 
修士課程で 7 割近く、博士課程で 9 割近くが内部進学である。 
修士課程はどの専攻でも定員を上回る志願者が集まる。一部専攻では厳しい選別基準を設け、定員
を下回ってでも厳しい学生選抜を行っている。 
博士課程は例外なく全専攻で定員割れであり、原因は出口（ポストドクター）問題である。不安定な任
期付きポスト（ポストドクター）が増え、助教などの安定職が減れば、優秀かつ苦労する先輩を見ている学
生は進学を躊躇する。 
日本への留学生の質は玉石混合であるが、中国やインドのトップ層は米国に行くとの印象を持つ。質
の維持の点から国内学生の進学率を高めることを優先している。国内の優秀な学生を国内大学の研究の
成果により引きつけて残すことが大切である。 
国際流動性よりも国内の流動性（国内大学間の移動）が必要である。トップ大学を頂点に流れが片方
向な点が問題であり、修士入試日程を他大学とずらす提案をしているが他教授から学生が逃げるとの理
由で賛同が得られない。本当に流動性を高めるのであれば、インブリーディングの上限を設けて強制的
に学生を移動させるのも一つの考え方である。 
学生は教員の研究成果により大学を選ぶので研究成果を出せる教員を集めるのが最も有効な策であ
る。日本の教員は重視していないがウェブサイトでの情報発信の充実が必要と考える。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
国際化対応 
英語入試を開始したが、授業の英語化は日本人学生の学習効率が低下すること、留学生の獲得に与
える効果が薄いといった問題がある。 
（c） 学生の質に関する認識 
能力よりも将来への志向が変化している。修士課程進学は就職のため（学部卒よりも有利だから）という
意識であり、優秀な学生も博士課程に進学しない。 
一方偏差値の序列が学生にすり込まれており、アカデミアの世界ではトップ大学の学生にはかなわな
いと思って進学しない例もある。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
コースワーク 
他大学からの学生向けにコア科目を設定している。内部学生も将来を考えると基礎科目を大学院で学
び直した方が良い。理論系と比較すると実験系は講義（コースワーク）よりも手習い（研究指導）という意識
が強い。ただし、研究リテラシー（研究計画、手法）はコースワーク（授業）よりも研究室で研究指導する方
が効率的である。コースワークをしないことが教育をしていないと見られるのはおかしい。 
 
研究指導 
研究指導は各教員に任せている。研究業績が出ていれば良い研究指導をしているという認識がある。 
 172
 
人事システム 
大学院教育の質の維持は公正な教員人事による優秀な教員確保につきる。本研究科の人事は完全
公募を徹底し、研究業績がある人を公正に審査することを徹底している。 
 
支援スタッフの充実化 
米国大学がコースワークを充実できるのは、支援スタッフの人数が多いためである。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
出口問題 
キャリアパスの確保、特に若手ポストの枠を増やさなければアカデミック志向の学生の進学率は上がら
ない。教員も将来の面倒が見られないため進学を強く進められない。 
 
予算配分のバランス 
経済的支援は確かに必要だが、大学院生にだけ予算を投入しても出口が無ければポスドク問題と同じ
結果になる。大学院生、ポストドクター、テニュア、何処にどれだけの予算を配分するかが重要である。 
 
教員が集まる環境 
優秀な学生を集めるには優秀な教員を集めなければならない。日本の大学でキャリアを積んでも、そ
の後に米国で職を得られないことが問題である。ハーバードからポストドクターが来るか？日本の大学の
宿題だが、米国と同じ土俵で戦っても（追随しても）スケールや語学のハンディから勝てるとは思えない。
いいところを取り入れ、日本の良さを活かすような道を探すべきである。日本に立地し、学部生が日本人
である以上、日本人の中から優秀な学生を育て上げ世界的な成果を出すしかない。 
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② 工学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 
秋入学開始でやや持ち直したが、博士課程の入学者は下降傾向にある。内部からの博士課程進学を
何とか増加させたい。就職自体はできるが、博士 3 年間が（修士卒で就職し）企業経験を積む以上の付
加価値があることを示さねばならないが、大学の努力だけでは難しい。 
留学生については質の問題があり、質を確保するには選抜（面接）方法の改善が不可欠である。大学
間や関係機関の連携が有効である。 
社会人学生が増加しており、修士→就職→博士の流れが工学系の進学パターンになる可能性もある。
秋入学開始も社会人受入が視野にあって行ったものである。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
授業料減免制度や大学独自の奨学金制度を整備しつつあるが、博士課程学生全員には至っていな
い。ただし、学生の研究意識を高めるため博士学生全員に研究費助成（1人100万円程度）を実施してい
る。企業からの学生支援が必要であり、バブル時代には就職を前提として企業が博士課程学生の費用を
負担していたこともある。 
 
キャリア開発支援・就職支援 
長期インターンシップや民間企業との共同・受託研究への学生参加を推進し、企業で活躍できる学生
の輩出を目指している。研究科独自のキャリア教育も実施したいが、教育スタッフを確保する資金がな
い。 
 
国際化対応 
2 専攻で授業の英語化を始めたが、研究科全体としては授業の英語化は遅れている。周辺に国際的
企業が多いことが幸いし、留学生の進路も国内企業への就職が多い。留学生も日本企業へ勤務したいと
いう志向が強い。 
（c） 学生の質に関する認識 
修士課程は内部進学率が高く、学生のばらつきは少ない。上位校だけに恵まれている面があるかもし
れない。 
博士学生の中でも、特に留学生の学力は相当ばらつきがある。国内学生のばらつきもあるが、定員増
加もあり昔の成績優秀な上位層だけが進学していないことが原因である。 
なお国内学生は初等・中等教育の変化の影響を受けており、単純に学力低下を指摘するのは学生に
とって気の毒である。ただし、本学は学士課程でフォローできており大学院では顕在化していない。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
主専攻・副専攻型のコースワーク 
主専攻・副専攻型の教育システム（流動型大学院システム）を採用している。大学院の基礎科目は、特
に他大生から進学した学生のばらつきを抑えるためと、分野間のつながりを理解する共通基盤を醸成す
るためという 2 つの目的で設置されている。 
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研究指導 
博士課程では研究内容よりも研究スタイルを学んで欲しいと考えており、その中心は研究指導である。
履修指導を含む複数指導教員による体制をとっているが、研究指導の中身には干渉はしていない。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
経済的支援 
日本は欧州と米国の間のどの辺りに落ち着くのかが見えない。ただ博士課程学生には費用を負担さ
せないことが最低限必要である。 
 
競争的教育資金 
GP もそうであるが、持続性がない補助ばかりなので、教育改善の取り組みを継続できない。 
 
博士への非進学理由 
数年前のアンケート調査（内部資料）では、就職や経済的支援への懸念が多数を占めたが、他方で博
士課程での研究内容への心配や研究に魅力を感じないという回答が予想以上に多いことに驚いたことが
ある。就職や経済的支援以外にも原因はある。 
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(5) 国立大学 5 
① 理学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 
理学系博士課程への進学者は現実問題として減少しており、これは全国的な傾向である。進学者の
不足は留学生で補うという選択肢があるが、工学系ほど戦略的には動いてきていない。ベトナムとの交流
を行っているが、国費留学生として優秀な人材が選抜されている。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
本研究科では博士課程学生全員に授業料半額補助を実施している。その他、GCOE で雇用されてい
れば年 200 万円程度、日本学術振興会特別研究員となっていれば月 20 万円程度の補助が得られる。 
修士課程学生は TA による支援を行っている。 
（c） 学生の質に関する認識 
以前は野心的な学生が多かったが、最近はおとなしい学生が増えた。将来の生活を色々考えて、ドラ
イに進路を選択する人が増えた。日本の大学院の質がここ 10 年間で低下したのは、少子化、重点化のた
めで、当然の帰結である。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
経済的支援の形態 
米国では指導教員が自らグラントを獲得し、その中から RA として学生を受入れるので、雇用関係に近
い形で密接に結びつく。そのため学生は学内に留まったまま最低限の生活ができ、実績を積める。日本
では、特別な奨学金を受けない限り、生活できる水準の援助は得られない。日本のポストドクターは競争
的資金で雇用されることが多くなったが、競争的資金は応用面に重点化されており、理学系（特に数学）
は獲得が難しい。 
 
博士号取得者の就職 
留学生も含めて米国の博士号取得者は卒業後に容易に就職先が見つかる。Ph.D.コースに入学した
学生の内、学位を取れるのは半分程度だが、取れなかった学生にも就職先は見つかる。 
 
基礎科目の教育 
米国では大学院を出て様々なキャリアに対応できる力をつけるためコア科目をしっかりと教育する。トッ
プ校でも大学院入学 1 年目は基礎科目を学び直させる。優秀な学生はスキップできるが、Qualifying 
examination は受ける必要がある。こうした基礎教育はその後の学生の成長に寄与し、また外部入学者へ
の対応ともなっている。日本では Qualifying examination がなく、基礎科目の学び直しもない。研究者にな
るための基礎は学部教育で完成しているという前提だが、重点化でこの前提が成り立たなくなっている。
理学が即戦力的な内容で無い以上、基礎をしっかりと身に付けて対応力のある人材を育てることが重要
であるが、その意味でもコースワークとの相性が良い。 
しかし、本学でも十分に対応できていないのは、学生が奨学金獲得や特別研究員となるための審査に
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おいて研究成果が求められており、学生が基礎をじっくり学び直す余裕が無いためである。 
 
授業科目の中身 
1 科目の授業時間数が日米で全く違う。日本は扱う内容は高度だが丁寧に教えていないし、教科書も
薄い。学生の自習に任せている部分が大きいが、科目数を取りすぎているので自習も十分にできていな
い。結果として実力があまりついていない。米国では 1 科目の授業時間数が多く、厚い教科書を扱い、宿
題も多い。成績評価も厳しいので学生は必死に勉強する。 
ただし、理学内にも、コースワークの充実化は逆効果だという意見はある。 
 
支援スタッフ 
米国では、教員と事務職員の間に教育・研究に関係した専門職（Ph.D.保有者であることも）が存在し
ており、教員が教育・研究に専念しやすい環境がある。学部 1～2年の科目を担当する教育専門職や、履
修指導・カウンセリングを行う人材もおり、こうした人材と教員がチームを組んで学生を指導している。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
＜国の施策との関わり＞ 
第 3 期は理学系からするとイノベーション的なものを重視しすぎではないかという批判がある。第 4 期は
是非基礎的なところをもう少し見てほしい。ただし、工学的な基礎と理学系の基礎とは違う。 
政府の評価は 6 年刻みなので、表に出すところはそれにあわせているが、理学研究科の教育は 10 年
以上のスパンで考えている。大学院に関するプロジェクトは期間が短い（2～3 年）ので、独自プロジェクト
を補完する形で使うことになる。 
② 工学研究科長(1) 
（a） 学生の獲得戦略 
現状は内部進学者が最も多い。今後は研究科の国際化という観点からアジアの優秀な学生を受入れ
たい。ベトナム教育・訓練省からの奨学生を継続して受入れているのも、その一環である。 
修士課程への志願者数は多いが、博士課程はここ 3 年間での減少が顕著で、定員充足が困難になっ
てきた。修士課程は競争率が比較的高く、外部からの受験者が少ないので、推薦入学枠（学内外を対象、
面接・論文・簡単な筆記など）を用意している。 
定員が未充足でも、社会人学生を受入れる程度で、無理に学部卒業者を採ることはしていない。社会
人学生は定員を埋めるのには有効だが、その存在が、その他学生の博士課程進学に影響を与えている。
つまり、社会人になってからでも博士号を取れる現状を見た学生は、博士課程に進学せず就職し、必要
に応じて社会人学生として戻ってくれば良いと考え、結果的に博士課程進学を抑制する要因に働く。 
留学生については、日本語コースと英語コースを設けている。日本語コースは国内学生と変わらない
（選抜試験を受ける）が、英語コースは、英語能力を確認し、指導（予定）教員がメールや面談などで判断
する。 
近年は景気がよく、企業に就職し易くなった一方で、アカデミック・ポストは減少している。学生たちは
苦労しているポストドクターを見て、博士課程進学へ消極的になる。博士課程に残る学生と教員が残って
欲しいと思う学生は一致しない。優秀な学生ほど修士卒業で就職する。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
研究科内でほぼ授業料相当の奨学金制度を始めたところである。運営費交付金の RA・TA 経費（大学
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本部からの予算に研究科独自予算を加えている）と企業（2 社）からの奨学金、COE 等によって、多くの学
生は何らかの経済的な支援をうけている。 
 
 
キャリア開発支援・就職 
特色 GP を 8 大学で実施し、各大学の大学院生と企業人が集まっての合宿フォーラムや、博士課程学
生を集めたセミナーを実施している。また研究インターンシップ（3 ヶ月間派遣先で研究）なども実施して
いる。 
国際化対応 
全 11 領域で、修士課程から全ての授業を英語で実施し、全て英語で学位取得可能な英語コースを用
意している。また留学生センターには地域ボランティアが詰めており、1 対 1 での日本語講座の受講が可
能である。 
（c） 学生の質に関する認識 
修士課程については、本研究科は重点化の際にも定員をあまり増やしておらず、現在もある程度の競
争率は確保できている。そのため、学生の質もそれほど変化がない。博士課程の入口で落ちる人はほと
んどいないが、出口の基準を厳しくしている。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
 
一部教員への負担の集中 
本研究科は比較的小規模な組織だが、それでも研究科全体で組織的に活動するのは難しい。何をす
るにしても、一部の教員に負担が集中する傾向がある。 
 
修士課程教育の強み 
これまで日本の修士課程のレベルは高く、修士課程修了時点で企業研究者となれる程であった。また
修士課程の間に論文を発表する学生も多く、これまでの修士課程教育はむしろ成功していたと言える。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
競争的教育資金の期限 
教育 GP は数年の期限付きであり、支援修了後の存続が不透明な中で、学内のコンセンサスを得るの
は難しい面がある。教育改善に新たに取り組もうとすると、研究科外・学外のリソースがどうしても必要にな
り、手配が困難になってきている。教育はすぐに投資効果が出るわけではなく、長い目で見る必要があ
る。 
 
定員削減の問題 
「研究大学」を掲げる大学が、簡単に博士課程の定員を削減しても良いのか。博士の定員は長いスパ
ンで見る必要があるのに、文部科学省の評価が気になり削減の議論になってしまう。現状は確かに多くの
大学で博士課程の定員を満たせない状況であり、全体的な定員削減はやむを得ないかもしれないが、全
国で一律に定員削減という事は避けねばならない。 
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学生獲得のためのインフラ整備 
ベトナムで学生獲得のためにプレゼンをすると、欧米の大学は施設やサービスをアピールできるが、本
学としては研究内容をアピールするしかない。結果としてベトナムの学生に関心を持ってもらえない。学
生が充実したキャンパスライフを送るためのインフラ整備が必要。例えば留学生を受入れるのであれば学
生寮の充実が必要で、韓国ではよく整備されている。その他、研究スペースや奨学金等、教員の自助努
力で解決できない部分を国が支援して欲しい。このままでは海外大学に太刀打ちできない。 
 
③ 工学研究科長(2) 
（a） 学生の獲得戦略 
工学系研究科の中でも分野によって大きく状況が異なる。応用化学や応用物理（基礎寄り）では、内部
進学者が 90%で、修士号取得者の 1/4 が博士課程に進学する。研究室も動かないケースが多い。一方、
土木や建築では修士課程から博士課程に進学しないケースが多く、必要に駆られて社会に出てから博
士号を取りに来る。従って分野別に施策を考える必要がある。 
国内他大学から優秀な学生を獲得することには苦労していない。むしろ外部の大学が本学に学生が
進学することをブロックしている。今は内部学生を育てるのが大事である。実際、学部学生の内部進学率
は 90%である。 
留学生については、必ずしも優秀な学生が獲得されていないものの、資金があれば獲得できる（ポスト
ドクターで採用して欲しいという連絡は毎日でも来る）。日本は住居に問題があるが、ポストドクターであれ
ば年間 400 万円くらい、学生であれば授業料を面倒みるというと、結構来る。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
修士課程学生には支給していないが、博士課程学生全員に少なくとも 25 万円は支給している。何とか
授業料相当は支給したいが、そこまでいかないのが現状である。大学内の予算以外に、企業から冠奨学
金を出してもらっている（就職のオブリゲーションはない）。 
ただし、経済的支援で博士課程への進学率は上がらない。経済的支援の問題ではなく、博士号取得
後の将来性（ポスト）が見えないことが要因であるからである。 
 
国際化対応 
英語コースを生物、応用物理、造船で開設している。 
（c） 学生の質に関する認識 
精神的に弱い学生が増えている（社会に適合できない率が増えてきている）。学部 4 年生になるまで教
員がフォローできていない。以前は教養から専門にあがる際に学生にフィルターがかかっていたが、今は
そのまま研究室配属となる。そのような学生に対しては別の道を探せと言うが、親が反対するため。結局
は駄目になる。 
学力については落ちたとは思わないが、下位層がひどくなった感じがある（致命的な話ではない）。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
 
カリキュラム改善 
本研究科ではできていない。コア科目というと基礎科目と勘違いされる。コースワークをしっかりやるに
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は大学院は時間が足りない。卒論をやめて大学院の基礎教育を今の 4 年生でやり、大学院では研究とい
う形に持っていくことが必要である。 
 
講座制 
講座制は日本が誇る制度であり、やめる場合は、学生を強制的に何かのネットワークに入れる仕組み
が必要である。日本人は忍耐強く、講座制にあっている。 
 
教育上の課題 
教員が忙しすぎて、キャンパスにいて学生と接する時間を持てないことが教育の大きな問題。 
 
優秀な研究者の確保 
優秀な研究者（企業を含めて）がキャンパスの中に何人いるのかが重要である。優秀な研究者がいると
ころに行きたいというのが、外国人の研究者の願いでもある。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
前述のとおり、博士課程への進学率低迷は、キャリアパスの問題である。大学の人事（教員の年齢構
成）にももちろん問題があるが、社会的にドクターを受入れる仕組みが必要である。企業のみに頼るので
はなく官庁や公共団体の政策分野でもっと修士、博士を取る必要がある。 
 
競争的教育資金の弊害 
産学連携で人材育成を進めるなど、教育がプロジェクト化してきているが、大学院の教育を考えるうえ
では問題がある。目に見えるものだけ評価され、将来的な投資は評価されない。 
学生は多様化するかも知れないが、基礎がおろそかになる。 
来た資金の大半は、セミナーや建物に消える。教育の役に立っていない上に、追跡評価など現場や
事務への負担が大きい。 
ただし、運営費交付金が減額されるので、大学としては応募せざるを得ない状況にある。 
 
流動性 
流動性は慎重に考えてほしい。積み上げていくことが重要な分野（特に基礎的なことをやる分野）があ
る。セーフティネットとしての流動性はいいが、じっくり腰を据えて研究すべき分野の学生を流動させる必
要はない。 
 
④ 工学現場教員 
（a） 学生の質に関する認識 
能力的には大きな変化はないが、少子化の影響はある。昔は進学できなかった学生も入ってくるように
なっている。昔の修士が今の学部といった形で以前よりレベルが一段階ずつ下がってきている感じがする。
コミュニケーション力が問題で、自分で考えることや、言われたこと以上をやらない学生が増えている。 
それでも修士は問題ない。修士はまだ競争がある（入りたい人が多い）からである。一方、博士はゆが
んでいる。博士課程の定員充足度が低い専攻は大学内部の経費が減らされるため、卒業生に頼んで社
会人博士として入学してもらっている例があり、大学の品格を下げると懸念している。 
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本専攻では外部進学者が多いため内部進学者が必ずしも優秀という訳ではない。外部者は意欲を持
ってきている場合が多く、半年から一年程度で内部進学者に追いつく。 
（b） 理工系大学院教育の質に関する認識 
国際化 
優秀な留学生を獲得するには真の意味での国際化が必要。自分の研究室のミーティングの約 4 割は
英語を使用しているが、そのような研究室は学内でも少ない。優秀な中国のポストドクターが日本学術振
興会合格を蹴って米国に行くこともある。 
 
コースワーク 
本学では教育のグランドデザインができていない。きっちりやるべきであるが、専攻でも教育カリキュラ
ムを全体的に構想する形になっていない。先生の専門に合わせて、カリキュラムを構成してしまう。ただし、
現在でもコースワークは多い。月曜日から金曜日までの午前中は全部講義になっている学生もいる。就
職に有利との思いこみでとにかく履修数を多くする学生もいる。米国では、マスターで学部レベル(基礎）
のことをいい教科書を使ってしっかり教えている。科目を絞って濃密にやっているのがみそで、日本の現
状でコースワークの拡充だけを言うと問題が生じる。 
 
人事システム 
教員の質的管理ができていないと、カリキュラム改善も進まず、仮に進めても形式的となり中身が伴わ
ない。学生の教育は、結局教員の人事システムの問題とも関連する。 
 
成績管理・研究指導 
学位審査は内規で決められているものの、教員の良心に依る部分が大きい。近年壊れていると感じる
こともある。 
日本の研究室の指導にはいい面もある。コースワークは外国のほうが進んでいるので、研究室での徒
弟制をなくすと日本のメリットはどこにもなくなってしまう。しかし研究室指導は外から見える必要がある。 
 
支援スタッフ 
一番の教育問題は教員が学生と過ごす時間が非常に減っていること。書類仕事が多いこともあり、教
育・研究支援者の増員がプライオリティの高い課題である。留学生を受入れるために、事務手続きも先生
がやっている。事務側にスタッフが必要である。 
 
経済的支援 
博士への支援は必要である。米国では大学院全員の給料が出ているが、私企業の研究が多いので、
下働きになることが多い。 
（c） 大学院改革の方向性についての意見 
個別の施策は、今後大学はどうあるべきか等の全体としての理念を確定したうえで、大学に伝えてほし
い。 
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キャリア設計 
優秀な学生が博士に進学しないのは就職ビジョンが描けないからである。教授や准教授のポストを増
やし若手ポストである助手等の定員を削ったことが原因であり、このような構成は組織として脆弱である。 
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(6) 国立大学 6 
① 副学長（教育） 
（a） 学生の獲得戦略 
潜在的な市場規模の大きいアジアからの留学生を重視している。中国にセンターを開設し、情報発信
活動だけでなく現地入試も実施している。留学生獲得を重視する理由としては、国内学生の減少傾向や、
留学生が刺激となった教育効果向上への期待がある。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
全体的に留学生の方が国内学生に比べて経済的に困窮しており、留学生に対してニード・ベースの
奨学金の給付が多い。その他、大学独自のメリット・ベースの奨学金を準備している。 
 
キャリア開発支援・就職支援 
短期のセミナーや MOT 教育を実施している。 
 
国際化対応 
中国に設置した本学センター経由で入学する留学生には、入学前に学生寮入居を約束し、優秀な学
生を惹きつけるようにしている。 
（c） 学生の質に関する認識 
学生の質（ひいては教育の質）を維持するためには、定員充足に束縛されない形で入学段階でのコン
トロールが必要である。他大学や他分野から入学してくる大学院生が増えており、バックグラウンドとなる
学習履歴・内容が多様化しており、従来のような一律の教育では対応が困難になってきている。授業は必
要最低限の知識のため確実に実施し、その上で学生毎に適切な教育をカスタマイズしていく必要があ
る。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
複数指導の実質化 
複数教員による指導体制を採っている。副指導教員は、学生の興味・能力等に応じて主指導教員が
選抜している。副指導教員は、異なる研究科の所属でも良いし、学外者であっても構わない。 
 
到達度の評価 
学士レベルでは独自視点として「到達度」を評価するようになった。通常の学力・成績評価に加えて、
到達すべき能力を学科毎に設定し、その「到達度」を評価している。大学院では、教育目標は設定・公表
しているが、到達度評価までは実施していない。大学院ではそのような細かいやり方は馴染まないと思う。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
産業への貢献は確かに大切なミッションの一つであるが、教育・研究はそれだけではない。金にならな
い教育・研究でも、社会全体の文化などに貢献する面はあるはずだ。 
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② 理学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 
修士課程では外部学生は減少している。逆に外部（他大学）へ進学する学生は増えている。 
留学生獲得には経済的支援と大学ブランドが重要だが、欧米、旧帝大、地方大学の順に並んでいる
ブランド序列化は簡単には崩せない。 
理学系で博士課程進学者を増やすには経済的支援や出口支援よりも研究の魅力を十分に学生に伝
えることが重要であるが、現在は魅力を教員自身が身をもって示せていないことが課題である。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
本研究科では RA 経費は運営費交付金が財源となっている。留学生にはさらに、大学の授業料減免ま
たは研究科の生活費支援で対応している。しかし、日本人学生との格差が議論となっている。 
 
国際化対応 
日本人学生が大半を占める状況では授業の英語化は困難である。ただ国際化は必要であり、専攻に
より海外との共同研究参加や国際合同セミナー発表を単位化する等の取組も行われている。 
 
キャリア開発・就職支援 
博士学生と地元企業のマッチング交流会で学生・企業双方の意識改革に取り組んでいる。 
（c） 学生の質に関する認識 
学生の質は以前より上がっている。教育研究水準を高めて志願倍率が高くなれば良い学生が集まる。
重点化の際、定員をあまり増やさなかったことが良かった。定員を増やした大学で質の低下が問題となっ
ているのではないか。実際、法人化後は定員充足率に対する学内の圧力が高まった感がある。今は（大
学単位ではなく）研究科、専攻単位での充足率が問題視されている。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
コースワークの充実化 
必修科目を増やすとともに、1 つの科目を複数教員で担当することによって、授業科目としての体系
性・連続性を確保するように工夫している。また従来専攻の枠を超えたバーチャル組織として、理学融合
教育研究センターを設置し融合科目を提供するようにしている。 
 
研究指導の可視化 
日本の特徴である「研究室指導」であるが、その問題は閉鎖性にある。その解決のため一部専攻では
研究指導プロセス管理や他分野の教員（あるいは外部審査員）を交えた厳密かつ明確な基準に基づい
た中間審査を導入している。 
 
目的別のコース編成 
産業界・アカデミア志向どちらでも教育プログラムは一緒である。産業界に進むためだけではなく、アカ
デミック・ポジションを得るためにも知識の幅を広げる必要があり、目的別のコース編成は不要である。 
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③ 工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
修士課程は充足率 200%近くになったこともあるため学生を絞っている。入学者のほとんど(95%）が内部
進学である。一方、博士課程は充足率が 50%を下回ったこともあり苦労しているが、経済的支援と各教員
への意識喚起で増加傾向にある。 
博士課程入学者の 1/3 が社会人であり、地方大学の社会貢献として戦略的に増やしている。修士→
就職→博士のキャリアパスは今後も拡大する方向だが、都市部と違い本学の立地環境では市場は限定
的である。社会人学生は問題意識が明確で単に研究を行うだけでなく、学習内容をどう活かせるかという
視点が広い。 
博士課程入学者の 40%が留学生だが、これは大学組織として戦略がある訳ではない。その半数が帰国、
半数が国内就職だが、これは相手国の環境による。留学生を受入れるのであれば修士課程からの方が
楽だが、一方で学生の質を維持するため筆記試験を課している。そのため修士からの留学生は少ない。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
全博士課程学生に授業料相当（60 万/年）を RA 経費として外部資金の間接経費から支給している。ま
た、個々の教員レベルでも奨学寄付金を財源として博士学生に奨学金を出している例もある。 
 
キャリア開発・就職支援 
博士課程は教育付加価値（俯瞰的な視野、指導力、マネジメント力）を明確にする必要があり、MOT
科目を研究科共通科目とする等の取組を実施している。 
 
国際化対応 
国際的に活躍できるエンジニア輩出を研究科の目標として掲げており、全講義の英語化、海外インタ
ーンシップ、海外共同研究、国際的な共同学生指導、単位互換、共同学位授与を推進している。全ての
学生ではなく選抜型とし、モチベーションの高い学生に応える必要がある。 
（c） 学生の質に関する認識 
修士・博士課程それぞれ定員と実数にアンバランスがあり、現在折衝中である。修士を増やすのは問
題ないが、博士を減らすのは教育研究水準が低いと思われるため"やせ我慢"している大学も多いのでは
ないか。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
大学院の設計思想 
現在の大学院科目は、昔大学院手当があった時代の名残で、教授・准教授の数だけ科目が並んでい
る。設計思想がない。モデルとなる履修パターンを示し、指導教員と相談しながら科目履修しなければな
らない。 
 
研究室指導の限界 
大学院の規模が拡大し、今は昔のように研究室でマンツーマン指導ができる時代ではない。育てるべ
き人材像を各教員ではなく組織として定義する必要がある。 
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大学院教育の質の保証 
JABEE は教育システムの保証であり、輩出人材の水準を保証する必要がある。国際共同学位や国際
学会発表を推進するのは、国内の内輪の評価ではなく、国外の客観的な水準で人材の質を示すことに
つながる。 
 
産学連携への参加 
企業との共同研究への参加は教育効果が期待できるかもしれないが、知財管理の難しさ、博士論文
作成スケジュールとの整合性と考えると難しい。とはいえ、大学と企業が共同で人材育成することが実践
的な工学系博士の育成には不可欠である。 
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(7) 国立大学 7 
① 理学研究科長・現場教員 
（a） 学生の獲得戦略 
現状は内部進学者が多いが、国内他大学からの入学者をより多く受けいれたい。そのために入学説
明会の開催等に取り組んでいる。 
留学生の積極的なリクルーティングは行っていないが、英語による選抜試験を用意している。 
大学院生の獲得は景気動向に大きく左右される点に注意が必要である。景気が良くなると学部→修士
→博士の各段階で（修士・博士課程に進学して欲しい）優秀な学生が就職してしまう。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
文部科学省からの RA 経費、総長裁量経費、研究院長裁量経費、GCOE／COE／教育 GP 等、幾つ
かの財源を組み合わせて RA 経費を賄っている。 
 
国際化対応 
英語授業化は実施せず留学生へは日本語教育支援で対応している。留学生の所属研究室（または
周辺の研究室）の国内学生を、チューターとして留学生に付けて生活支援を行っている。 
 
キャリア開発支援・就職支援 
学生が自分自身のキャリアを真剣に考えるほど博士課程進学をあきらめてしまうため、結果的に博士
課程学生の中にはキャリア意識が低い人がいる。キャリア支援センターで博士課程学生を対象にセミナ
ーを実施し、専門以外の分野への就職へ目を向けるよう取り組んでいる。博士課程修了後の就職先が見
つからなかった学生に対しては、1 年間を期限に博士研究員として大学での活動を認めている。無給だ
が、授業料も発生しない（一般的な研究生では授業料を支払う必要がある）。この 1 年間に学生は就職先
を探す。 
（c） 学生の質に関する認識 
能力と言うよりも姿勢が変化しており、ノンアカデミック・キャリアを前提とした修士課程学生が増えた。そ
のため博士課程に進学して欲しい優秀な学生が進学しない印象を持つ。また学部から修士への敷居が
低くなったため、学部の延長のような感覚の修士課程学生が増えた。 
理学内に限って言えば、内部進学率が依然として高いので、（上記姿勢の変化以外の面での）多様化
ということは問題になっていない。ただし、独立大学院では多様化の問題が表面化している。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
教育方法転換の必要性 
米国では Qualifying Examination のように、Ph.D.取得への厳しい選抜が行われているが、日本は授業
科目で試験を実施していても実質、途中段階での選抜が無いに等しい。博士課程に入学させた以上、き
ちんと勉強させた上で社会へ送り出すという意識が必要である。10 年に一度、教員のお気に入りが育つ
ような教育は許されない。 
 
 187
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
就職活動早期化・長期化の影響 
就職活動自体は良い面も持っている。学生は、活動を機に自己分析を進めることになるし、コミュニケ
ーション力等も身に付く。ただし、活動の長期化は問題である。就職活動の開始時期が早期化しても、修
了時期が早期化するとは限らない。長期間に渡って活動を続ける学生も存在し、教育に悪影響を与えて
いる。 
 
必要なインプット 
十分な資金があれば大学教員にはできない教育を提供できる。例えば、科学知識を持つネイティブに
よる英語教育や、ディベート（サイエンス・ディスカッション）が考えられる。これらに対する学生の評判はよ
い。 
 
競争的教育資金の配分期間 
教育 GP などの資金の支給期間は 3 年程度であるが、修士と博士課程の期間は 5 年間であり食い違っ
ている。こういった資金の支給期間をもう少し長くし、その代わりに中間評価をしっかり実施すれば良いの
ではないか。 
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② 工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
定員の充足 
博士課程の定員充足には苦労している。充足率は、修士課程が 150％程度であるにも関わらず、博士
課程では相当努力しても 100％に満たない。 
＜内部進学者の重視＞ 
多くの国内大学で学生の囲い込みが始まっており、本研究科でも内部進学者の確保を最も重要と位
置付けている。続いてアジアからの留学生、国内他大学からの獲得の順である。 
しかし、実際は内部から多くの学生が博士課程に進学しないことが問題である。内部進学者は明確な
目的・目標を持たず修士課程に進学してくる場合が多く、修士課程を終えて当たり前のように就職してし
まう。 
その意味では、他大学から修士課程に進学してきた学生の方が、目的意識が高く、博士課程へ進学
する割合も高い。本学でも国内他大学枠を入学定員に設けている専攻もある。 
＜博士号取得者のキャリア問題＞ 
修士課程修了者については産業界からの求人倍率が 10 倍程度ある。ただし、この求人は修士のみで
あり博士課程修了者の状況は異なる。日本では博士号をとっても就職にほとんど影響なく、その価値を認
めていない。 
一方で、アカデミック・キャリアを志望する学生は、その進路が不安定であることから博士課程に進学し
ない。 
（b） 学生の質に関する認識 
以前は学部の3割程度しか大学院に行かなかったが、最近は9割程度が進学しており、大学院の修士
が以前の学部化している。その結果、能力が高いが姿勢が悪い学生が増えている。姿勢が悪いとは、例
えば結果の見えないものに意欲を持たない、基礎をきちんと学ぼうとしないことである。教えられたことは
理解しようとするが、教えられていないことを学ぶ姿勢がない。また、学部で幅広い内容を教わっていても、
相互の関連が理解できておらず、構造化できていない。意欲の低い学生を導くようなカリキュラムが必要
になっているが、教員により問題意識や関心のレベルが全く違う。 
工学部の共通科目で劇的に成績（特に知識面、実験スキル面）が低下した時期がある。必ずしも関係
があるのかはわからないが、この変化は、教養部解体や高校の教育内容改定のタイミングと一致してい
る。 
 
（c） 理工系大学院教育の質に関する認識 
留学生支援（アジア人財資金構想事業） 
アジア人財資金構想事業に採択され、留学生の日本語教育や就職支援を実施している。 
今年 10 月から始めたプロジェクトであり、アジアからの留学生を受入れている。プロジェクトへは、修士
課程は入学時点から、博士課程は課程 2 年次から参加し、授業料など 16 万円／月支給されている。 
運営委員会にも企業関係者が参加しており、修了後の進路についても、国内企業への受入れを打診
している。 
工学系には 2 名の留学生担当教員を配置し、学生獲得や入学後の指導を行っている。 
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博士課程学生の扱い 
博士課程学生を教育対象として捉えるのか、先端的な研究者の一員として捉えるのかで扱いが大きく
変わってくる。 
現在は、教育の重要性について指摘されている一方で、（イノベーション推進などの観点から）大学や
教員個人に対して研究業績を上げるように厳しく求められており、研究圧力が高まっている。このような状
況では、博士課程学生についても教育というよりも、研究の尖兵として活用していかざるを得ない。 
学部の履修単位数 
学部では、従来 140～150単位を履修させていたのに124 単位に制限された。そのため、これまで学部
に履修していた内容を大学院に持ち越さざるを得ない。 
 
教育の効率化 
社会からの研究ニーズに対応するためには、教育を分担・効率化する必要がある。例えば、低学年の
教育、大学院教育、先端研究指導の 3 階層に教員を区分し、担当を明確にするのが望ましい。 
経済的支援 
雇用型奨学金は推進すべきである。日本では RA 支給額が少なすぎてほとんど意味がない。 
TA はうまく活用すれば自身への教育効果もあり、非常に有効である。ただし現状では、TA の活動内
容が不明確であり、シラバスに TA の担当範囲を明記すべきと考える。 
留学生の受入れ、英語化 
中国には多くの留学生が来ているが、英語で教えているわけではなく、むしろ学位論文は中国語でな
ければならないという規定もある。授業の英語化は留学生獲得に効果はないのではないか。また、英語
授業の実施には教員側の問題もあり、無理に英語で授業をしても、留学生にもよく理解できないということ
になってしまう。 
日本にとって留学生を受入れるメリットとしては、国内で就職し、活躍してもらうことであり、そのためには、
日本語教育が必須である。 
ポストドクター育成 
ポストドクター制度の導入は良いが、ポストドクターを数年間経験したことで、どんなスキルを身に付け
たのかが重要である。それが明らかでないと、企業や大学も採用するはずがない。 
コースワークと研究指導 
育成すべき人材像によって、教育方法の重点が変わる。アカデミック・キャリアへ進む人材を育てるに
は研究室による指導が重要であり、ノンアカデミック・キャリアへ進む人材にはコースワークが重要となる。 
 
実験の重要性 
理工系研究者になるために、学生の時点で最も知識が身につくのは実験を通じてである。最終的に理
論へ転向するとしても、それはずっと後でよい。 
70 年代のことであるが、スタンフォードでは大学院の初年時に工学系の共通実験科目を実施していた。
この科目は講義と実験が交互に行われ、理論的な背景を教えてから実験を行うものである。履修科目毎
に授業料を支払う制度であり、実験単位の授業料は講義よりも高い（施設・設備のコストがかかる）ので、
学生もまじめに受講する。 
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(8) 国立大学 8 
① 工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
学生の獲得状況 
修士課程は 2008 年度で入学者の 63%が内部進学、29%が他大学、8%が外国であり、志願者の比率で
は 38%、53%、9%である。 
 
出版物による PR 
出版社と連携して工学部を紹介する雑誌を販売し、他大学の学生も含めて宣伝している。 
海外に対しては、学術活動そのものが宣伝になっており、該当する教員に問い合わせが来る場合、学
内の国際担当部門に問い合わせが来る場合、北京の駐在所の宣伝活動を通じてコンタクトしてくる場合
などがある。 
 
博士への進学 
博士については定員確保が課題であるものの、優秀で元気な人が進学したいのであれば入れたいと
考えている。本学の工学部からそのまま進んで博士をとる人は1割に満たない。工学系の場合、博士を取
得して就職に困っている者は皆無であり、半分が産業界、半分弱がアカデミア、残りが国の研究所などに
進んでいる。教育内容も企業に行くのもアカデミアに行くのも同じであり、元気な若者に博士課程に入っ
て、企業で活躍して欲しいと考えている。博士は研究活動を経験することによって、新しいテーマに取り
組める人材である。学生はマスコミの論調など社会の風潮に流されているのではないか。社会で博士をと
っている人をアピールするシンポジウムを年に 2 回実施している。 
米国では就職してから学部、修士、博士で給与が異なるが、日本は年齢分の差しかない。日本がそれ
でも何とかやれているのは修士でそれなりの研究力をつけているのではないか。どうすれば博士を相対
的に強められるかは企業の給与体系にも連動している。博士を出て修士よりやや給料が高ければよく、そ
の上で、実績を出せばよい。差は大事だが、学歴で一生差がつくのも違和感があり、大きくなくて良い。 
（b） 学生の多様化の現状、およびそれに対応した支援状況 
経済支援 
特に博士学生には経済支援が重要だが、研究科のすべての専攻がいずれかの COE に関与している
ので、学生はそこから支援を受けられる。 
授業料の半分相当の年間 30 万円をすべての博士の学生に提供している。他の資金を持っている場
合はそちらを優先しており、最高で年間 240 万円くらい出している例、144 万円出している例がある。しか
し、まだ諸外国に比べて弱いのではないかと考えている。 
授業料免除の制度ももっており、育英会や他の奨学金を取っている学生もいる。 
 
留学生のための特別コース 
留学生の獲得には英語の授業と、経済支援が重要である。アジアの学生が多いが、英語圏からも学生
が来るようにしたい。大学院に学生が来たくなる第 1 の要因は研究力であり、それは既にあると考えている。
後は教育力を国際的にすれば、英語圏の人も来るし、他の国の人も来るだろう。 
通常の入試は本学に来て受ける必要があるが、文部科学省の制度で外国人特別枠があり、いくつか
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の専攻で国費・私費の枠を作り、AO 入試に類する方法で入学させている。ソウルや北京に出向いての学
生選考も行っている。内申書を各大学から入手して精査したり、会えない場合は質問事項をメールでやり
とりしたりして受入れている。 
米国大学院の入学試験は筆記がなく、エッセイ、研究内容のマッチングなどを見ている。我が国にお
いても制度を作った方がよいだろうと考えた。ただし、どこの国のどの大学はどの程度の水準かというバッ
クデータを持っていないとならないが、日本全体としてそのような蓄積は浅いのではないか。国によって修
業年数や成績表の形式も異なっている。 
（c） 学生の質に関する認識 
深く考え込んでいこうという傾向が薄らいでいるのではないか。アドバイスするとその通りやるが、自問
自答して工夫することがないように感じる。大学院重点化、ゆとり教育の影響は数値ではないが感じる。 
学部についてはゆとり教育世代にあわせてカリキュラムを変えている。 
多様な人が入学してくるが、同じカリキュラムで教育して積み上げていくときに差が出てしまうようには感
じる。 
カリキュラム体系は特定の学生に向けたものとはしていないが、博士の教育となると、研究力、発想力
が必要であり、伸びの良い人、悪い人は出てくるので、それに応じて COE での支援額が異なっている。
伸びる学生は伸びるようにしたい。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
留学生のための特別コース 
留学生のための特別コースでは、留学生は自由に科目を選べるが、日本語ができなくても卒業できる
ように科目が揃っている。従って、日本語を知らなくても修士課程、博士課程を修了できる。ただし、土木
系（社会基盤）はすべて英語で講義をしているが、それ以外はまだまだ少ないため、複数専攻にまたがっ
て科目をとらないと卒業できない。もっと留学生を増やすために講義の英語比率を高めたい。 
日本語を教える授業も行っているため、特別コースで入った留学生も特別コースの科目だけ取るので
はなく、他の日本語の授業をとるようになる。 
特別コースの講義とされていても、通常のカリキュラムの一部に入っているので、日本人も留学生も受
講することについて区別はない。 
 
英語による教育 
電機系の輪講では論文を読んで発表を行うが、日本人も留学生もパワーポイントは英語でなければな
らず、発表は基本的に日本語だが、日本人学生も英語でやる場合もあるし、留学生は当然英語でやって
いる。 
 
コアカリキュラム 
コアカリキュラムを積極的に作ろうとしている。 
電気であれば大学院の授業を 3 層にしており、1 層は自分の研究室以外の知識を輪講で学び、修士
ならば自分の研究室以外の 2 か所で実験をし、博士の場合は自分の研究室以外 6 人について演習する
というものである。その次の層では、オプトエレクトロニクス、半導体工学など、学部の上のレベルの基本
科目を設定し、教員が指導して履修させている。大学院の講義は通常 2 年に 1 回だが、コアカリキュラム
は毎年開講し、教員の負担が増加しないように 2 人の教員をあてている。3 層目は最先端の研究に直結
した講義である。こうした取り組みをすべての専攻でも進めていきたい。 
こうしたコアカリキュラムは学術分野の多様化に対応して始めたものである。専門分野をしっかりやるの
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は良いことだが、学生が横に目を向けやすい教育課程を作るようにしている。 
修士でもある程度の研究をするという日本の特長は堅持した上で、追加的に構造的なカリキュラム、教
え込む体系が必要であると考えている。日本の学生は優秀なので、それくらいできるのではないか。研究
を抑制するのではなく、研究はそのままでもっと勉強させようとしている。 
早くに就職活動をせずに、修士の一年生は授業を受けて演習をしながら研究のベースを行い、冬にな
って研究が立ち上がり、博士に行こうという人も出てくるというのが理想である。 
 
国際化 
海外に出て行く学生は少ないのではないか。全学では夏の短期プログラムを行っており、工学系でも
GCOE で海外に学生を出そうとしている。電気では海外武者修行制度を持っており、単に学会で発表し
にいくのではなく、その前後にいつも競争している海外の研究室や研究所を訪ねると金を出している。た
だし、自分でアポを取り、プレゼンをし、話を聞いてくることが条件である。学生が結構利用している。もっ
と長期に行きたい場合には、1 年くらい行く例もある。本学を中退して行ってしまっても良いのではないか
と考えている。 
事務も技術も学生もグローバルにならなければならない。事務にも英語ができる人を入れている。高い
スキルを持つ人を確保する必要があるが、全員ではなく、いろいろな専門の人にある程度英語ができる人
を入れる必要がある。 
 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
博士が要らないという企業がまだあるが、これからの企業は物まねではないものを作る必要があり、博
士が必要となるのではないか。 
アカデミック型、ノンアカデミック型で教育を区別することなく、いずれでも深く考えることを教える。工学
系では企業で働けない博士を作っても仕方がない。 
複数教員による指導は、折に触れて他の教員に教われば十分であり、学生の自己ができないうちに導
入すると混乱するのではないか。 
国立大学は法人化されて授業料も上がってしまっているが、米国は授業料が高いものの、奨学金によ
る経済支援が充実している。フランスもドイツも授業料がほとんどない。もう少し高等教育に金をつぎ込む
べきではないか。 
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(9) 私立大学 9 
① 理事（教育） 
（a） 学生の獲得戦略 
社会人学生は出口の心配がなく、学習目標も明確であるため、重要な市場と位置付けている。 
海外から優秀な留学生を獲得するために経済的支援は世界水準でなければならない。ただ経済的支
援で対等でも、優秀な留学生獲得には大学院の教育研究水準を上げることが必要である。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
入学者の多様性への対応 
現実的には大学院修士課程でも補習授業は不可欠となっている。そのために博士課程学生を TA とし
て活用することを検討している。 
国際化対応 
理工系の分野は世界共通の Discipline で勝負している。その意味で、英語だけで学位が取得できる大
学院教育プログラムの整備を行っている。 
経済的支援 
長い目で見て本学の研究水準を維持するために、能力のある人材が進学を断念する事態を避けるよう
な措置が必要である。RA は外部資金を財源とするため研究科単位で行われているが、経常費を財源と
する RA により基礎的分野を大学として支援する必要があると考えている。 
成績優秀な留学生獲得のため国際水準の奨学金制度を用意した。入学前に給付通知を実施してい
る。 
キャリア開発支援・就職支援 
産学連携（大学院インターンシップ、共同研究参加）で将来の選択肢の可能性を示すことが鍵である。
また学生の進路を早期に明確化する進路相談も重要である。 
（c） 理工系大学院教育の質に関する認識 
コースワーク 
大学の外に出たときに通用するスキルを組織的に習得させることが大学院に必要である。大学院教育
の実質化は学位を取得しても外で通用しないというギャップを小さくするためのものである。 
その際、学士＋修士でみるか、修士＋博士でみるのかは大きな分岐点である。 
学習指導 
修士課程 4 セメスターの位置づけを明確にし、学生の目標に応じて学習メニューをアドバイスできる体
制が必要である。 
在学中の大学間の流動性 
大学間の連携を進め、学生が流動することで、最適な教育環境で学べる仕組みが重要である。欧州は
セメスター単位で学生が国を跨いで大学を移動することで、大学が教育プログラムの中身で勝負する環
境ができている。 
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② 理工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
定員充足への意識 
博士課程は誰もが進学すべきものではないと考えている。博士課程に合った少人数の学生を本気で
育てる必要がある。収容定員を埋めるという意識は学内に全くない。 
内部進学者 
学部で基礎を固め、大学院修士課程で融合させるという一貫した教育方針があるため、基本は内部進
学者を獲得することである。実際、修士課程のほとんど（博士課程では 2/3）は内部進学である。 
留学生 
学生選抜に際して、相手大学の成績が信頼できない場合もある。海外大学の成績基準についてデー
タベース化（共有化）を進める必要性を感じている。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
経済的支援は競争的であるべきである。学生は何故自分が支援されているのか理解する必要がある。 
TA 制度が実質的に機能していない。博士課程学生にオフィスアワーを持たせ、学士課程学生へ対応
させるようにしたい。 
留学生への奨学金は、学士/修士/博士で断続的なため進学せずに帰国する留学生が多い。 
キャリア開発支援・就職支援 
学部生（あるいは高校生）に博士課程進学後のキャリアを可視化することが必要である。 
博士課程でのインターンは重要で、国内外の企業（ベンチャーを含む）、学術機関に派遣され自分の
能力を磨くことが必要である。 
理学系と工学系では博士課程修了後の進路について教員の意識は異なる。将来アカデミック・キャリ
アに進む場合でも博士課程修了後は企業に就職して経験を積んだ方が良いというのが工学系の教員の
考え方であるが、理学系にはその考え方はない。博士面接時には学生にその旨を伝え意志確認してい
る。 
国際化対応 
学部は英語授業を増やさないという方針であるが、大学院は6つの研究分野を含む英語コース（修士・
博士課程）を開設しており、また大学院で 100 科目が英語授業である。 
以前は卒業後に日本での就職ができなかったため、留学生が悪い印象を持って帰国することとなって
いたが、最近は受入企業が増えつつある。 
（c） 学生の質に関する認識 
知識面では以前より優秀になったと感じる。ただし思考力（自分で考える力）は依然として十分ではな
い。ただ、これは初等・中等教育からの課題である。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
コースワークの体系化・標準化 
研究活動に入る前に必要な教育が学部教育で終わらなくなってきため、大学院組織改編時にカリキュ
ラムを見直した。論理思考の学生を育てる上でも体系立ったカリキュラムは不可欠である。 
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1 つの授業科目を教員 2 名で担当することで負担の調整と講義内容の標準化を実現している。 
博士課程では自分の専門分野に加えて、他に 2 つくらいの他分野知識がないと駄目だと学生には言
っている。指導教員の真似をしても後継者でしかない。新しい分野を切り開くことにプラスアルファが必要
である。 
研究指導の組織化 
複数教員が「審査」だけでなく「指導」できることが重要。国内他大学や海外大学の教員をアドバイザー
とできる制度がある。 
大学院教育への教員意識 
研究よりも教育が重要であるという意識が学長から個々の教員まで浸透している。研究しながら教育す
るという時代は終わったという認識がある。そうは言うものの、博士のインターンを進めたいと考えても研究
スタッフとしての手足を奪われているという意識を持つ教員は依然として存在する。 
教員間のコミュニケーションを高め、本学の理念を共有するために、教員採用時に一泊のオリエンテー
ションをしている。 
教育へのインセンティブを高めるために、Distinguished Professor のような制度が教育面でできないか
と考えている。 
海外大学 
留学生については「獲得」という一方向ではなく、双方向という方針である。本学は仏大学とダブルディ
グリープログラム協定を締結しているのもその流れで、欧州理工系大学ネットワーク（T.I.M.E. 
Association）にも加入し、相互交流を進めている。 
海外への留学は（全員ではなく）少数先鋭で実施すべきであり、学生のモチベーション向上につなげ
ている。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
大学院生への経済的支援については、うまく制度設計しないとポストドクター支援の二の舞となる。 
また、日本学術振興会特別研究員制度は私立大学に開放されていないと感じている。 
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(10) 私立大学 10 
① 理工学研究科長 
（a） 学生の獲得戦略 
研究大学としての研究力を高めるために、博士課程学生の増加を大学として期待しているが、定員充
足という意識はない。 
現在は内部進学率が高いが、将来に向け留学生を重視している。既に実績のあるアジアに加え、
GCOE獲得を契機に欧米からの留学生獲得を狙っている。留学生は（当該国に設置した現地拠点よりも）
インターネットで大学に直接アクセスしてくる。 
（b） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
経済的支援 
博士課程全員（約600名）に授業料相当の奨学金給付を予定している。その結果、博士課程学生が増
えることは大学経営的には赤字であるが、研究資金の獲得で回収可能と認識している。 
 
キャリア開発支援・就職支援 
博士課程の出口（活躍の場）の多様化に対応すべく、学生の知識の幅を広げるための教育プログラム
を用意している。具体的には、議論できる理系博士を育成するため実践的な博士人材養成プログラムを
始めたところである。 
他にも、文部科学省委託事業を契機に主専攻・副専攻制度や、複数教員による指導体制を整備して
きたが、これらの取組みも学生の知識の幅を広げるための仕組み作りである。 
また修士課程段階での企業マインドの醸成を重視している。博士課程進学後に始めるのは遅い。学生
のマインドが変われば出口（就職）は十分あると認識している。 
 
国際化対応 
教員を米国大学に派遣し、英語で授業を行うためのトレーニングを実施している。授業全ての英語化
は必ずしも適当ではない。留学生には、英語のみで入学できるが、大学を出るときには日本語も習得でき
ていることをアピールしていきたい。 
（c） 学生の質に関する認識 
学部段階での学力低下はあるが、これは少子化による競争緩和の結果と認識している。本学の大学院
段階で特に変化は感じないが、成績の良くない学生が、世間的にはよりランクが上と評価されている国立
の他大学（大学院）に進学していることを危惧している。また、優秀な学生は博士課程よりも企業を目指す
傾向がある。 
（d） 理工系大学院教育の質に関する認識 
成績評価の厳密化 
カリキュラムを標準化するよりも、例えば成績表に授業を担当した教員名を明示する等の教育責任体
制を明確にする方が教員の成績評価の厳密化につながり効果的である。 
学位審査は教員のプライド（品格）に依存しており、審査基準が甘くならないよう制度的な担保（客観的
な基準の設定など）も必要である。 
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大学院ならではのコースワーク 
例えば異分野融合を促進するよう、自分の専門以外の人とのコミュニケーションを行い、自分が習得し
た専門能力を十分に発揮するための訓練が必要である。 
 
異分野融合型のプロジェクトによる研究室活動の可視化 
研究室の指導内容には関与できないが、研究室での活動を可視化することが有効である。そのために
は、異分野融合型の大型プロジェクトを実施することが一番効果的である。 
（e） 大学院改革の方向性についての意見 
大学院の数の増加 
大学院も数が増える（多様性が広がる）ことが重要である。裾野を広げて真の競争環境を整備するとい
う方向性を期待する。 
世の中の動きに追従すべきではない部分への投資が不十分であり、すぐに変わらない（継続する）政
策を期待している。 
② 理工学現場教員 
（a） 学生の質に関する認識 
目的意識と興味さえ持てば非常に優秀な学生は多い。本学は学部、修士、博士と学生数がピラミッドと
なっているために優秀な人が進学している。 
もっとも博士課程に進学して欲しい優秀な学生ほど就職してしまう印象も受ける。本学に落ちて有名国
立大学に行く学生も多い。 
（b） 理工系大学院教育の質に関する認識 
修士論文を中心とした教育システム 
日本の修士論文を中心とした教育システムは学生も面白さを感じるため良い制度である。米国の博士
課程の研究は日本の修士課程の研究と同水準である。 
 
学生の多様性に対応できる教育システム 
米国は教育システムが柔軟で、ノンアカデミック・キャリア志向の学生にはテーマを絞らずバリエーショ
ンを持たせて早く博士号を取らせ、アカデミック・キャリア志向の学生はそれに耐えられるようテーマを絞る
など、一人一人にあわせて教育している。教員と学生のマッチングがより重要である。 
（c） 大学院改革の方向性についての意見 
日本は米国に比べて学生に対する経済的なバックアップ体制が 30 年前から違う。 
高等教育はもう少し重点化して豊かな環境を整備した方が良いのではないか。 
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第3節 米国調査の概要 
1． 調査対象者 
米国2大学に対して訪問調査を実施した。これら米国の2大学は、分野別のカリキュラム調査の対象で
ある。 
インタビュー対象者は、3 分野の専攻長、それらの専攻が含まれる研究科長、現場教員である。 
現場教員については、調査対象 3 分野にとらわれず、当該大学に所属する日本人教員を対象とし、日
米の違いを踏まえて意見を収集した。 
なお、これら調査対象者への訪問調査が実施できなかった場合は、他の対象者に対してインタビュー
を行い、可能な限り同等の情報を収集するよう努めた。 
2． 調査項目 
米国訪問調査における調査項目を以下に示す。 
第3-3図表 米国訪問調査における調査項目 
A 優秀な大学院学生の獲得戦略・方針 
 （1） 学生の獲得戦略 
  z 優秀な大学院学生確保のため最重視している市場は何処か？ 
  z 優秀な大学院生獲得を妨げている要素は何か？ 
  
z 入学者の獲得・選抜はどのように行われているか？特に留学生の獲得・選抜に対し
てはどのような配慮を行っているか？ 
 （2） 学生の多様化の現状とそれに対応した支援状況 
  z 学生に対してどのような経済的支援を実施しているか？ 
  
z 学力・意欲面などで多様化する学生をどのように支援しているか？特に留学生に対し
ては、どのような支援をしているか？ 
  
z 学生が卒業後に、様々な場面で活躍するため（アカデミック／ノンアカデミック含む）、
どの様な支援を実施しているか？ 
B 教育や学生の質に関する問題意識 
 （1） 理工系大学院教育の質に関する認識 
  
z 現在、大学院教育の質は重要な問題となっているか？問題になっているとすれば、そ
の内容・原因は何か？ 
  z 大学院教育でどの様な人材を輩出すべきと考えているか？ 
  z 大学院教育の質改善をどのように実施しているか？ 
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なお、現場教員（日本出身者）については、第 3-3図表に追加して以下を聞いた。 
第3-4図表 米国訪問調査における調査項目（日本出身教員） 
日米の理工系大学院の学生の質に関する認識 
 日本の理工系大学院の学生の質と、米国の理工系大学院の学生の質の違い 
 日本の大学出身者が米国の大学院やポストドクター等になった場合の、他の学生・ポストドクターとの違い 
 違いの原因 
理工系大学院教育の質に関する認識 
 日米の大学院教育で輩出すべきと考えている人材の違い 
 日米の大学院教育で大きく違う点 
 日米の大学院教育の優れている点・問題点 
 
3． 調査方法 
それぞれの対象者に対して、個別にインタビューを実施した。ただし、都合により研究科長と現場教員、
のように複数名同席で同時にインタビューを実施した場合もある。 
現場教員については、調査対象大学のウェブサイトで公開されている教員情報から、氏名が日本人の
ものと想定される教員を抽出し、さらにその中から日本で大学教育を受けた教員を優先して選定した。 
なお、研究科長に対しては、当該研究科の教職員数、学生数、進路といった定量データ等に関する調
査票の記入を依頼した。 
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4． 調査結果 
(1) UMCP College of Computer, Mathematical and Physical Sciences (CMPS) Dean 
CMPS は、物理学専攻を含むカレッジである。 
① コース設定 
基本的に Ph.D.を目指すコースであり、論文を書くアカデミクス（研究者）を育てるためにコースが設計
されている。ターミナルマスター(Terminal Master)は設けていない。 
② 進路の多様性 
卒業後の進路について、コンピュータ・サイエンスの Ph.D.は良い給料で産業界に進んでいたが、現在
は経済状況が良くないので、以前のようには上手く産業界に進めていない。特に実験物理の Ph.D.は就
職がない。IT 産業が好調なときは Master の段階から産業界に出ていく学生もいたが、今はそのような学
生はいない 
米国には研究大学が多数あり、多くの学生は卒業してそこで研究者としての職を得ることを目指すが、
高校の先生になるものもいる。研究者を目指す場合、大抵 4～5 年のポストドクターを経験してから就職す
るが、就職できないものもいる。ただし、大学院で養われる問題解決の力は、研究者以外のどの分野に進
んでも役立つと考えている。 
 
第3-5図表 College of Computer, Mathematical and Physical Sciences における過去 5 年間の Ph.D.の進路 
アカデミック・ポジション 163 
産業界 82 
大学以外の研究所（連邦など） 58 
不明 17 
出典：UMCP 提供資料より作成 
※アカデミック・ポジションにはポストドクターも含む。ポストドクター後の進路は把握していない、とのこと。 
③ 学生数の決定要因 
卒業後の就職が十分ではないからといって、学生数を減らすという考え方はない。学生数は、大学の
予算とファカルティの数の 2 つから決定される。大学院生には大学から金を払わなければならないし、ファ
カルティの数は教えられる人数に影響する。 
④ 流動性 
多くの学生が学部から大学院に進学する段階で大学を移動するため、大学院入学者に多様性がある。
多様な入学者のレベルアップのために大学院にベーシックなコースを設けている。 
米国は英語圏であり、他国からも人材が流れ込んでくるために、卒業生の職探しは競争となる。 
日本として優秀な人材を国内に確保したいのであれば、学生に経済的支援を行って海外に留学させ
たうえで、最終的に日本に帰国するようにすればよいのではないか。 
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(2) UMCP A. James Clark School of Engineering, Associate Dean 他148 
以下の 8 つの専攻（Department）がある。 
1) Aerospace 
2) Biological  
3) Chemical and Biomolecular 
4) Civil and Environmental 
5) Electrical and Computer 
6) Fire Protection 
7) Materials Science 
8) Mechanical 
- Reliability Engineering Program 
- Nuclear Engineering Program 
 
それぞれの専攻の規模は異なっており、最も大きな Electrical and Computer には 60 人の教員がおり、
Mechanical には 50 人の教員がいてそれに次ぐ。規模が最小なのは Fire Protection であり 7 人である。 
進路としてはアカデミアに進んで教員になるものと、産業界に進むものがあるが、どちらを選ぶにせよプ
ログラムに違いはない。なお、ほとんどの学生は産業界に進む。 
優秀な学生を獲得するため、学生を当研究科に招く機会がある。また、関心を持つ学生を歓迎するた
めのオープン・ハウスもある。プログラムの宣伝をするために教員による出張セミナーも行われる。 
内部進学、他大学、海外の学生のそれぞれの受入れに対して特段の要求はないが、メリーランド州法
に従って、70%の学生はメリーランドから受入れなければならない。ただし、これは全学レベルでのもので
あり、大学院のみについて言えばそのようなルールはない。 
Ph.D.候補となる能力を審査する Qualifying Exam を受けるためにはコースワークの要件がある。基本の
4 クラス、続いて技術的な選択科目 5 科目、研究活動である。Qualifying Exam の通過率は Mechanical の
場合 70-80%程度であり、Ph.D.候補となるためには 2 回まで試験の機会が与えられる。 
研究科内の専攻への予算はメリーランド州からのファンド、連邦政府等からの研究資金、卒業生の寄
附から構成されている。 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
研究科では新しい戦略計画の中でミッション・ステートメントを定めている。また、Dean for Graduate 
Education が大学院全体としてのゴールを設定している。 
② 優秀な学生の獲得 
各専攻はオープン・ハウスを支援しており、オープンハウスを訪れた学生に関する情報を共有している。
米国内や海外の大学への教員による講義や出張もある。 
インドや韓国からの学生は自国での就業機会が増加しているため、減少している。また、9/11 以降にビ
ザの取得が厳しくなったことが留学生の確保を妨げている。 
入学しようとする学生は GPA で 3.0（4.0 満点）を持っていなければならない。さらに、良好な GRE の点
数も求められる。推薦状も評価される。研究経験も加点される。 
教員が学生獲得に関与するのは、専攻に見学旅行に来るよう学生を招待する段階までである。 
                                              
148「本項目は、独立行政法人日本学術振興会ワシントン研究連絡センターのインタビュー調査によっている。 
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③ 学生の多様化の現状、およびそれに対応した支援状況 
大学院生は大学院から奨学金を受け取っている。形態としては、TA のポジションもあるが、ほとんどが
RA である。大部分の財源はグラントやリサーチ・コントラクトである。 
留学生支援は IES (International Education Services)による学生ビザの取得管理から始まる。当研究科
では学生組織、セミナー、交流を通じて仲間意識が生まれる。情報共有する機会を学生に提供する交流
の場はいろいろ用意されている。 
留学生には、研究科に入学するために必要な TOEFL の最低基準がある。さらに英語のトレーニングを
留学生が受けたければ、大学が留学生向けにプログラムを提供している。 
アカデミック・ポストを目指す場合、優れたクラス・インストラクターに必要な能力を訓練するための
"Future Faculty"というプログラムがある。ノン・アカデミックを目指す人には、産業界が学生のリクルートに
訪れるジョブ・フェアがある。 
④ 評価 
プログラムはそのゴールの観点からレビューされている。教育面については学生が独立して研究がで
きるように育成されているかがレビューされており、研究面については刊行物の質から判断される。 
当研究科では毎年プログラムをチェックしているが、他にも、著名な科学者による年ごとの評価がある。
このように内部評価と外部評価が行われている。 
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(3) UMCP 日本人教員 1（材料分野） 
① 日米の理工系大学院の学生の質に関する認識 
日本から来たポストドクターを 2 人預かっているが、研究の基礎がしっかりしていると感じる。日本で勉
強しているため、実験の手順や測定結果のプロットの仕方といった基礎を教えなくとも良い。 
装置についても、日本では学生が手作りすることが多いが、米国は分業化されており、学生が装置を
作ることはない。本当は学生に装置作りから経験させたいという気持ちはあり、米国でももっと自分で装置
づくりからやらないと気が済まないという人はいる。 
日本は大きい研究室で、教授がいて、ポストドクター、助手もいるので、研究を進めていても、細部まで
カバーすることができる。したがって、同じ分野で競争すると日本のグループに先に全部やられてしまう。
米国の研究室は小さいので、新しい分野を研究しないと日本と競争にならない。 
このように、日本は、昔から地道に 1 つ 1 つ押さえていく必要があるような研究分野には強みがあるかも
知れない。こんな研究は誰もやっていないだろうと言うことが、帝国大学で昔に行われていたというような
ケースがある。 
一方、米国では画期的であると認められないことは研究しない傾向がある。日本のような地道な研究が
できないということが米国の問題である。言い換えれば、物を作る研究グループがなくなっていることが米
国の問題である。 
② 理工系大学院教育の質に関する認識 
（a） 質の保証の仕組み 
物理分野でも昔は Qualifying Exam の通過率は 50%程度で、学生の 1/3 が脱落する状況だったが、今
は 90%以上の学生が通過するようになった。Qualifying Exam の位置付けが時代とともに変わってきてい
る。 
そもそも Qualifying Exam の実施内容は分野や学部に依存する。たとえば、材料分野では大学院教育
がリサーチ中心であるため Qualifying Exam を実施せず、プレプロポーザル（研究計画書の審査）を学生
に行わせている。 
Qualifying Exam の通過率が上がったのは、TA のスロット（枠）を埋めるためにたくさん学生を取ってお
きながら、Qualifying Exam で大量に落とすのでは学生の使い捨てではないかという議論があったからだと
推測される。また、出口との関連、つまり社会が Ph.D.を求めるからたくさん輩出しようということも当然ある
だろう。 
ある程度の知識と能力がないと Ph.D.を与えるべきではないと考えられているが、その水準は分野全体、
あるいは他の分野も参考にしながら検討している。 
（b） 出口の多様性 
物理分野は卒業後の行き先が決まっているし、数も変わっていない。ただし、物理分野ではここ 20 年、
産業界に近いテーマをやろうという動きがある。産業界に進んで活躍している人も認めなければならない、
サイエンスだけでは研究分野としてやっていけないと考えられている。 
産業界での研究をイノベーティブにしなければならない。一部の研究所をのぞいて企業は基礎研究を
やらない。米国の研究所は基礎研究から撤退していったし、日本の企業も足を洗うといった感じである。し
かし、やはり開発の場面でもある程度サイエンスが求められているので、industrial physicist がキャリアとし
て成り立つように努力している。 
米国では物理分野のでも卒業生はハイテク企業に就職している。ただし、物理の中でも分野による違
いはあり、固体物理を学んだ学生は就職できている。卒業生の半分くらいは企業に行っており、R&D の特
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に D（開発）を担当している。 
物理を学ぶ学生がどの程度アカデミアを志向しているかは学生によって違う。学生によっては最後の
最後までアカデミアを志向し、企業への就職を考えないといった場合もある。 
一方、学生がアカデミアではなく産業界を選ぶ理由は給料の違いである。米国の大学には大分年齢
が高い学生もいるが、彼らは家族も抱えており、高い所得が得られるかどうかが進路選択において重要な
判断基準となる。 
産業界に進む学生のための教育としては、工学部のほうが視野を広げることを考えている面がある。特
に産業界に行く学生のためのコースは設けられていないが自然に産業界に進むことを意識した教育にな
っていく。 
物理分野の中でも問題解決力が身につく実験系のほうが就職しやすく、履歴書に大学院で実験を行
ったことを書くと企業の反応が違ってくる。しかし、理論系でもウォール・ストリート（金融業界）に進むもの
がいる。 
米国の教員は学生との間で雇用関係を持つため、（学位取得後に）就職できないからといって雇用関
係を打ち切ることは教員の心情として忍びないので、学生に就職してもらわないと教員も困る。 
真理を追究する、というのは物理分野の教員の一般的なカルチャーだが、人によって異なる面も当然
ある。学生の就職についても、人によっては丁寧に面倒を見るし、人によってはそうではない。 
（c） Master の位置づけ 
米国では Ph.D.がないと良い仕事に就けない。工学系では高いレベルの仕事をやりたいから Ph.D.を
取得するというケースはあるだろう。 
Master は重視されておらず、なくても良いくらいと認識されているものではないか。「在学中、用紙のチ
ェックボックスに印をつけると Master を授与される」という程度の認識のものである。 
（d） 大学院生の位置づけ 
米国では大学院生を教員が雇っているため、大学院生の教育を考える面と、研究のために大学院生
を使うという面のどちらもある。担当している実験を月末までにやれ、と大学院生に言うこともあるが、これ
も教育の一環としてでなければならないということは考えている。 
Master でも研究を発表する機会がある。さらに特殊な例としては Undergraduate でも論文を書くことが
あった。サマーリサーチとして始まって、パートタイムで研究しているうちに、他で報告されていない結果が
出たのでその学生に論文を書かせた。サマーリサーチは 1 時間 10 ドルの給与を教員が自分の研究費か
ら出している。サマーリサーチは、必修ではないが、可能であれば学生はやったほうが良いことになって
おり、単位にもなる。ただ、論文を書くような学生は例外で、夏は 1 日の時間を費やせるから、ある意味良
いが、期間が 3 か月というのは結果を出すにはやはり短い。 
（e） 大学院進学時の流動性 
学部で学んだ学生は、基本的には大学院に進むときに外に出す。1 番良い学生は手元にとっておきた
いということはあるが、学生を外に出すことによって教員間の人的ネットワークの形成にもなる。教員の採
用においても、ずっと同じ大学に所属しているとネガティブ（否定的）に見るというのが米国の文化であり、
昔からいろいろな大学に回すのが当たり前である。 
米国では、ポストドクターも含めて、職場を移っても仕事ができることが認められるなど、適応能力が評
価される。 
グラント（たとえば NSF）を見てもあえて地方に出す枠がある。そのため、地方大学でも分野によっては
良い人が集まっているところがある。 
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（f） 外部評価 
外部からの評価を受けることは多い。評価のためにexternal committeeが作られる。たとえば、NSFから
大きい資金を獲得すると外部からの評価委員会を作らなければならない。ただし、カリキュラムについて
はあまり外部からの評価で議論にはならない。 
Board of Director などを作っているが、ほとんどは教育ではなく研究について議論されている。 
（g） 支援体制 
専攻には教員が 15 人いるが、ビジネスオフィスに様々な役割のスタッフが 5～6 名がおり、購買、グラン
トの申請やリポートを担当する。グラントの会計についても 2 人くらいのスタッフが見ている。 
これらの事務部門のスタッフについては良い研修が用意されているようで、普通の事務スタッフだった
人が、研修を経てビジネス・スタッフになるということがあるようである。 
研究面でのサポートは大きなセンターであれば、センターの予算で行われている。大きな研究であれ
ばグラントで賄う。グラントでスタッフが雇われているので、その変動によってエレクトロニックショップの人
が増減するといったことはある。 
教育の支援スタッフについては研究科の単位で IT の担当者が 3～4 人いて、プロジェクターやパソコン
の管理を担っている。教員が利用しているパソコンも IT 担当者が管理している。 
（h） TA 
学部によるが、TA はほとんどの宿題の採点や、実験のデモを行っている。さらに大学全体で教えなけ
ればならない物理、化学、数学の授業については TA を活用する。TA 活動をエンカレッジするため物理
であれば TA の賞が設けられている。 
日本の TA は給料が安いので授業まで担当できないかもしれないが、米国の TA は、当研究科の場合
1 年間で 25,000-26,000 ドルを得ることができ、授業料も免除で、福利厚生も保障されている。TA を経験
したことはキャリアとしても評価されるため、履歴書にも書く。 
（i） 教員の教育へのモチベーション 
教員評価は重視されている。もちろん研究のほうが評価において重要とされているが、教育もある程度
は評価されている。学生の評価が点になり、学部の平均と比べた点の上下で教員の給料が変わる。1 年
に 1 回、研究 4 教育 3 サービス 2 の重みでピア(同僚)評価を行う。 
テニュアを獲得したからといって、そこからモチベーションが低下する傾向は全体としては見られない。
テニュアをとってからも給料が決められる評価の対象になっている場合もある。Society でフェローになるこ
となどが評価される一方で、Associateでもティーチングで賞が設けられている。常に教育研究の質を高め
ていかなければならないというプレッシャーがある。テニュアを取って緊張感が無くなるというよりも、定年
が無いので高齢の人のパフォーマンスが落ちていることがあるのがテニュア制度の問題ではないか。 
テニュアを与える基準はやはり研究が最優先で、その分野で研究成果が認められていることや、論文
の引用、グラントの獲得が評価される。教育も重要であるとされているが、他大学と競争になるのは研究と
グラントであり、教育は平均的な水準を達成することがまずは重要である。学内のサービスについても評
価対象としてはあまり重要視されておらず、雑務もある程度担っていれば良いという程度である。 
なお、学内のサービスといっても、研究会を組織する等であり、最終的に研究のために役立つものであ
る。また、学部や Chair のポリシーによる面もあるが、シニアファカルティとジュニアファカルティを比較する
とシニアファカルティのほうが要求されるサービスの量が多くなる。 
日本は組織体制として大講座の形をとっているが、米国は個人単位で研究を行っているので、若いフ
ァカルティは教員全員で面倒を見ようということになる。ティーチングの負担は基本的に教員間で一律だ
が、研究室を立ち上げている時期は授業負担のないのセメスターを与えるなどの配慮がある。 
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(4) UMCP 日本人教員 2（電機・計算機工学） 
① 日米の理工系大学院の学生の質に関する認識 
大学教員は実社会を知らないと日本企業は批判するが、確かに実社会で求められるチームワークや
グループを作り、期限を決めることに関して、大学教員があまり認識していないといった面があるだろう。
米国の大学教員も、企業経験者が多いわけではないが、様々な国から集まっているのでオープンマイン
ドである。サバティカルで企業や他の大学に行く教員も多い。休み期間中でもグラントを獲得しているので
研究を続けている教員がいる。 
② 理工系大学院教育の質に関する認識 
（a） 日本の強みと米国の強み 
日本のゆとり教育は、米国の総合教育をまねたのかも知れないが、米国の総合教育はたとえばテーマ
を日本と決めたとすると、算数なら日本の面積を扱うというようにあらゆる科目でそのテーマをやるというも
のであって決して手抜きをするというものではない。かつては日本から米国に来た子供が現地校に入ると、
英語では下のクラスになるものの、算数では上だった。しかし、今では下手すると算数も下のクラスになっ
てしまう。 
日本は、かつては大学卒業生の平均値が高いことが良かったにも関わらず、最近はノーベル賞 50 人
輩出を目指すというので、他国から来た研究者からは、物まねでも良い物を作るのが日本の良さではない
のか、と疑問の声が聞かれた。 
日本の半導体企業がなぜ成功したかについて米国が調べたところ、横に事業が広がるのではなく、縦
に系列がつながっているからだという結論になった。しかし、最近の日本ではこれさえも壊れかけている。 
エンジニアはものづくりが大切だが、米国ではスプートニクショックで理論系に重心が移った。次にジャ
パンショックが来て、プロパテントで対抗した。大学でも学部 1 年で、ものづくりの授業を入れているがそれ
ほど重視されておらず、本当にものづくりが好きな人は理論ばかりやると辞めてしまう。 
他国の例を見て、良い物を米国流にして取り入れてしまうのが米国人の賢いところである。また、あるや
り方を取り入れて悪いところがあった場合、米国では直ぐに修正する。そうした試行錯誤を経て、何が必
要かを考えるのが米国の特徴である。一方、日本は一度始めたらやめないことが問題である。 
また、米国は失敗が許される文化である。こういった卒業生を出す、と目標を設定し、試みて失敗しても
許される。しかし、目標を直すことはきちんと求められる。 
米国は日本に負けてはいけないという意識が高まると国が大きく動く。レーガン時代には大学と企業が
背を向けていたが、NSF の長として初めて民間企業（IBM）の副社長が就任し、テクノロジー・エクステンシ
ョンプログラムが出てきた。地域の企業の問題を調べて、大学の先生に持ち込むコーディネータがいた。 
（b） 教育手法が異なる背景 
日本では授業を休講すると学生が喜ぶが、米国では代わりの講義を行わないと、下手すると学生に訴
えられてしまう。米国はシラバスがきっちり作成されているので、日本でもシラバスをきちんと作成しなけれ
ばならないと言われているが、米国ではシラバスが学生との契約書でありから、きちんとシラバスを作らな
いと学生に訴えられるという文化的な背景がある。 
（c） 教育体系 
学部では学生が研究室に属することはない。 
工学系で正規の修士学生には、修士論文を書くパターンと書かないパターンの 2 つが用意されている。
MBA やロースクールはターミナルマスターであるが、工学系のターミナルマスターとしてはプロフェッショ
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ナル・エンジニアリングが別途準備されている。そのため、通常の修士（マスター）は Ph.D.の途中で、ある
いは Ph.D.に到らなかった場合に獲得するものという位置づけである。 
Ph.D.プログラムに入った学生について、修士（マスター）を目指しているか、Ph.D.を目指しているか色
分け（コース分け）が行われているわけではない。なお、Ph.D.を目指している学生が、TA になりやすいと
いうことはある。 
UMCP は研究大学（州の法律でも決められている）であり、Ph.D.レベルの学生は高水準の研究をして
いる。 
（d） コースワーク 
日本と比較して米国の大学院では、とても低いレベル（基礎）から教育を始めているが、そこからとても
高い教育水準に達する。一方、日本は基礎から教育を始めないので、学生が途中で教育についていけ
ず落ちこぼれてしまうと、もう取り返しがつかない。 
なお、米国の大学院は基礎から教育を始めるといっても、入学してくる学生のレベルが日本より低いわ
けではない。 
1 時間の授業に対して 2 時間の予習復習が必要である。 
（e） 入学 
大学院入学の応募については、志願者数が多いため、ある程度は志願者の卒業大学の名前で絞り込
まないざるを得ない。これまでの入学者の統計を分析して合否の判断を行っている。 
大学院については、各 Department が入学させる学生数を決めることができる。ただし、Computer 
Science では一定の成績以上であれば志願者全員を入学させている。これは州政府の IT を振興するとい
う方針に基づくものである。ただし、その分 TA 予算がたくさん割り当てられる。 
州から大学への補助金は学生数には依存しない。Undergraduate は以前は 29,000 人位だったが、こ
れを 25,000 人に縮小して、大学院を 8,000 人から 10,000 人に拡大した経緯がある。 
原則として学部卒業生は他の大学の大学院に進学することを推奨している。同じ大学で学部・大学院
教育を受け、かつ研究活動を行うと、学生の視野が広がらないと考えられるためである。 
（f） 学生の進路 
マスターでも学部でも優秀な学生は企業がリクルートに来る。ジョブ・フェアをやれば企業からの採用者
が 300 人くらい来る。 
大学院の卒業生には Ph.D.とマスター、さらにマスターでも、論文執筆を要求する学位と要求しない学
位があるが、社会的な評価は学位ではなく能力である。卒業生が、小さな会社から年俸 150,000 ドルもら
った例がある。学部卒でも優秀な人は給料が高い。学部ではインターンシップが行われているので、企業
としてその学生が優秀かどうかが判断できる。 
企業としてはその人が何をできるかを重視しており、必ずしも Ph.D.という訳ではない。しかし、インテル
のような企業では、Ph.D.以外の社員が挙げた業績だとしても、それを外に出て発表するのは Ph.D.の仕
事である。 
Ph.D.の扱いは、日米で企業も学生も両方違う。日本人の大学院生は、何でその研究をしたかは、たま
たま、その研究室に入ったからであって、主体性がない。一方で、米国の大学院生は小さいときからその
研究をする夢があった、などと言う。日本と違って研究室も移動するし、大学も移動する。個人としてどれ
だけやる気があるか、能力を身につけているかが、そこでは問われる。優秀な人はテーマが変わっても能
力を発揮することができる。 
（g） 教育内容の見直し 
州は赤字であるため、強制的に休暇が設けられ、給料が出ないことが起こる。1980 年の終わりにも同
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様のことが起こったが、そのときは大学が各学科の価値を評価して、一部の学科を廃止した。 
学科が廃止された際には、その学科の教員は他の学科に回されたため人件費は変わらなかったと思う
が、事務系のスタッフの給料を払わなくてよくなるなどの削減効果があったのだろう。今でもすぐに首を切
られることがある。 
州立大学であるため州の納税者の子弟が入ってくる。大学を出た後、彼らがきちんと就職できるかが問
われる。大学の経済的効果を州に対して発表しているが、そうしないと州民が納得しない。経済効果の算
出は外部に依頼することもあるし、学内の経済学部の先生も参加する。 
カリキュラムも常に変えていく。FPGA は昔、大学 4 年の最後にとりたい学生だけが履修する科目だった
が、もう 1 つコースを立ち上げて宣伝したことにより、受講する学生が増えた。個別科目毎に先生が内容を
アレンジし、必要であれば規模を広げていく。 
カリキュラム全体の見直しは、Department レベルで行われている。見直しに際して、一番考慮されるの
は学生のニーズであり、学生の意見で開講途中で授業の内容を変えた経験がある。 
教員による多数決でプログラムを変えられるが、Chair が最終的な責任を取る体制になっている。Chair
は、日本と異なり、明確な管理職である。 
カリキュラムを作るときには教員数やサバティカルなどを考慮して行う。外部講師をお願いすることもで
きるが、その場合は外部講師を審査する。 
（h） 教育負担 
本学は、メリーランド州の法律で「旗艦校」と指定された研究中心の大学だが、学部や学科により、一教
員当りの年間（秋・春 2 学期）担当科目数には違いがある。当学科では各学期 2 科目、年間 4 科目と決め
られている。 
各教員は学期ごとに自分の研究費から学科で決められた割合を給与支給することで、担当科目を 1 学
期につき1科目減らすことができる。当学科では9ヶ月分の給与の20%が1科目削減に相当する（Buyout）。
当学科では大学の研究所の研究職を兼務する者も多いが、研究所との契約が 50%兼務の場合、研究所
が給与の 40%を支給する代わりに担当科目数を 1 学期につき 1 科目減らせることになる。 
（i） 若い教員への支援 
若い教員については手厚い支援が行われている。 
採用時点での教授職（Assistant/Associate/Full Professor）や、個人の契約内容により違いがあるが、
例えば Assistant Professor として赴任してきた場合、次のようになる149。 
(i)2 年間の夏の給与保証 
(ii)2 年間の担当科目数は、1 学期当たり 1 科目の保証 
(iii)Research Assistant 1 名の 2 年間の給与保証 
また、採用時にはできる限り、研究所との兼務を取り付けようと、学科長は各種研究所の所長と掛け合
う。通常、兼務契約期間は 3 年だが、通常の研究成果を出していれば、さらに 3 年の兼務延長が行われ
る。 
つまり、研究立ち上げ時の苦労を考慮して、Assistant Professor である 6 年間は 1 学期 1 科目を教える
だけで済むこととなる。 
専門分野や事情によって、研究所が存在しなかったり、兼務ができなかった場合でも、公平を期すた
めに、最初の 6 年間は 1 学期 1 科目に削減される。厳密には、新規採用時での契約書では 2 年間だけ
の保証となっているが、運用の実態としては 6 年間となっている。 
担当科目数の軽減措置に加えて、担当科目の選択や委員会等の仕事の軽減においても、若い教員
の便宜を図っている。 
                                              
149 個人の専門分野、例えば実験系なら、実験装置購入資金が別途必要になる。 
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（j） 情報公開 
大学教員の給料も大学新聞に公開されている。 
（k） ABET 
ABET は 6 年に 1 回、審査がある。ABET のアクレディテーションは、どのようなコースを教えたかを評価
するものから、アウトプットを評価するものに変わった。アウトプットを評価するために、卒業後数年を経た
卒業生や雇用者の評価を聞いている。 
③ 日本の大学院教育の改革に関する意見 
日本の大学のテニュアに相当する教員にとっては大変だが、国全体のためを考えると、教育目標や段
階を追った教育内容の明確化を考えなければならない。 
また、日本の大学における純血主義は望ましくないと考える。米国では若い個人を育て上げ、彼らの将
来の社会に対する貢献度を高めることが一番大事だと考えているが、日本は組織が重視されすぎている
のではないかと感じている。 
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(5) カリフォルニア大学バークレー校（UCB）日本人教員（物理分野） 
① 日米の理工系大学院の学生の質に関する認識 
日本のほうが大学院入学時の学力は高いが、米国では学生が入学後に勉強するため追いついてい
る。 
日本ではコースワークが米国ほど充実していないことが影響しているが、日本の学生はテクニカルな計
算等は強いが知識の幅が狭い。リサーチの細かいところに集中しなければならないためと思われるが、米
国のように学習した内容の広さが必要である。 
日本のポストドクターは専門の話は詳しいものの、そこから少し離れると全く専門用語がわからないよう
である。専門用語がわからないと他の人と話ができない。また、ある領域は数年やるとやり尽くしてしまうの
で専門は途中で変わらざるを得ないが、その時に困ることになる。 
米国の学生はリサーチのみに集中せずにコースワークをやっているが、最終的には日本の学生が達し
ている狭いトップの高さに追いつく。1 つの説の詳細を勉強する時間と、他の 10 の説を勉強する時間は同
じである。そして1つの説がダメになるとその説の詳細のみをやっていた人はそこで終わりになってしまう。
詳細は論文をまとめる毎に勉強すればよい。学生としてやるべきことと、研究者としてやるべきことは違うの
ではないかと感じている。 
日本の Ph.D.取得者が海外で成功する鍵は英語能力ではなく、話す量、コミュニケーション、存在感で
はないか。日本人のシャイな正確は良い文化だが、それでは海外では通用しない。したがって、良いプレ
ゼンテーションができるようにする教育、そのことが重要だと思わせる教育が必要である。そこが、もっとも
簡単に変えられることである。あまりにも日本は現状の水準が低いので、逆に言えば改善する余地が多く
あり、臆せずに実施することが大切である。 
日本の中にいるのであれば、狭い世界でお互いの能力に黙っていても気づくのでプレゼンテーション
能力は必要とされないが、外国に行くのであればプレゼンテーション能力が必要である。 
② 理工系大学院教育の質に関する認識 
（a） 進路 
物理だからといって、どこにも就職できないということは本学ではない。 
私自身は理論系なので、学生の進路がノンアカデミックでも喜んで送り出すが、アカデミアに進んで欲
しいとは考えている。本学はエンジニアリングが強いため、産業界に進みたい学生はエンジニアリングに
行っているのではないか。 
教育分野、具体的にはリベラルアーツカレッジの教員となる人もいる。優秀なリベラルアーツの教員に
はそう簡単には就くことはできない。リベラルアーツカレッジでは就職後にリサーチは求められないものの、
採用時にはポストドクターの業績、熱意、プレゼンテーション能力が求められる。したがって、他の研究大
学に行けないからではなく、教育に興味を持つ人がリベラルアーツカレッジの教員の道を選択する。TA
等を通じて、そういう教育者としての進路にも興味を持つ仕組みになっており、そういった人材が教育分
野に進むことで国全体の学力の底上げにもつながっている。大学の機能として教育が軽んじられていな
い。日本にはリベラルアーツで高く評価される大学は少ない。 
なお、Ph.D.を得て高校学校の教員という進路は考えにくい。 
本学では大学院修了後はポストドクターとなるのが一般的だが、その後産業界に進むことはできるだろ
う。 
（b） 教育体系 
本学には修士課程がなく、Ph.D.を目指すプログラムのみである。4～6 年で Ph.D.を取得する。 
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米国では大学院に入ったときにはアドバイザー（指導教員）が決まっていない。その代わり、アドバイザ
ーが見つかるまでの指導を担当するメンターがいる。1 人のメンターに学生が 10 人くらい割り当てられ、履
修のアドバイスなどを行う。学生は年に 1 回はメンターと面会しなければならない。アドバイザーが見つか
った段階でメンターはアドバイザーに学生を引き継ぐ。 
メンターは相当細かく指導しているが、それでも難しいとチェアが何度も面談する。それでも辞める学
生もいる。TA も期限があるのでそれを越えると経済的に学生生活を維持できなくなる。 
入学してからも、理論など特定の分野に固執して別の分野に切り替えられない学生は、教員とのマッチ
ングがうまくいかずにあぶれることがある。学生本人が希望を変えれば実験系など学生を必要とする分野
はある。米国では実年齢は見ないが職歴（アカデミック・エイジ）は見る。 
日本では入学と同時に研究室に所属するので専門は変えられないという問題があるが、逆に米国では
入学後のマッチングの段階でこぼれ落ちる人が出るという問題がある。日本の場合、同じ大学の大学院
に行くことが多いので、学生は個々の教員をよく知っており、十分な情報に基づき選ぶことができる。米国
では学部から大学院で大学を移動するので、教員の情報が十分にない。広い国土なのでウェブくらいし
か情報を得る手段がない。大学の先生もすべての学生に会うわけではなく、その機会はオープン・ハウス
程度である。したがって、大学院に入るときに指導教員が決められない。そういう状況を前提として大学院
のシステムができあがっている。 
（c） コースワークと幅の広さ 
コースワークはリサーチをやる教員にとっては負担であるため、制度にしなければ、教員の善意ではで
きない。 
大学院で用意されている講義の数は多い。素粒子理論、場の量子論について、大学院で関係したコ
ースが 6 つくらいある。日本では修士で 1 つ、博士ではほとんど無いのではないか。 
米国は入ってくる学生のレベルが日本より低いのでコースワークが重視されているという面もあるが、本
学では発展的な内容までコースワークで教える。日本では研究活動の中で本を読み、過去の論文を読ん
で学ぶ高水準の内容まで本学では講義がある。大学院の 3 年目相当に場の量子論、素粒子物理学の 2
つを教えていて、学生は 8 人くらいだが、相当高い水準の内容である。 
自分の専門に隣接している分野の最先端の話を題材に理論を学ぶ。場の量子論の講義は実験系の
学生も受講している。 
日本であっても、優秀な学生であれば自分で気がついて隣接領域まで学んでしまうと思うが、それに
次ぐレベルの学生はそうはいかない。そして、概してそのようなレベルの学生からオリジナリティが出てくる
のではないか。学生時代はトップではない人が研究者としてトップとなる可能性がある。（コースワークによ
って）幅広な学習をすると創造的な能力が育成される。隣接領域の知識は新しいことをやるためには必要
不可欠である。研究者になってしまうとそういった勉強をする機会は限られるため、大学院生の間に幅広
い知識を習得する必要がある。 
セミナーやサマースクールに行って学ぶような内容の講義を本学では普段から実施している。基礎で
はなく、かといってリサーチまではいかない、過去 5-10 年に起こったことを教えている。これが行われる蓄
積は大きい。実験結果が出れば教える中身が途中で変わるほどの最先端の内容だが、論文になるほど
ではない内容の科目がある。実はそこを教育するかどうかに、日米で大きなギャップがあり、そこを日本で
は学生が個人の学習で埋めているのが実情である。 
コースワークを増やしたとしても、TA の充実等を前提とすれば、リサーチに強いという日本の良い部分
は犠牲にならないのではないか。コースワークで学んだ内容はリサーチに反映される。 
コースワークは担当する教員の能力を高めることにもなる。単にプレゼンテーション能力ではなく、リサ
ーチにも役立つ。教科書がなく自分で講義ノートを作ることで新たな発見がある。講義で教えるときの真
剣さは日米で違う。米国では学生に質問されるので教員も真剣に準備をし、講義を行う。 
講義は教員自身の宣伝の場でもある。良い講義をすれば、自分のところに優秀な学生が来る。教員に
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は優秀な学生を獲りたいという強いインセンティブがある。優秀な学生を獲りたい理由としては、優秀な学
生と高いレベルの研究ができることも勿論であるが、そういった優秀な学生は学生自身で経済的支援を
獲得しているために教員が経済的支援を行う負担が減ることもある。NSF のグラントを獲得している学生が
いると、大学（教員）側としては学生に対して経済的支援を行わなくて良い。 
（d） 教育のモチベーション 
教員は定期的に評価委員会で評価される。本学では評価結果はオープンであり、自分自身の評価を
見ることができる。評価の観点のほとんどはリサーチ（研究）だが、教育に関する学生からの評価も 1 割程
度は入っている。教育の質はそういったプレッシャーで保証される。 
ただし、教育で科目を多く担当するよりも研究成果の publication が重視されることは間違いない。ある
程度リサーチができる人は、引用数だけではなくオリジナリティも含めて分野の中で意見を聞く。昇進の際
には他の大学のレターが必要である。評価対象者は自分自身で選んだ人に加えて Department が指定
する人たちからレターをもらう必要がある。 
このように実際は研究が重視されているにもかかわらず、米国では教育は重要だという建前を文化とし
て、どの大学関係者も話すことが多い。実際の評価にはあまり影響しないとしても、建前として教育が重視
されているというのも大事ではないかと感じる。 
（e） TA150と教員の教育負担 
TA はティーチングだけでなく、宿題の採点もしてくれる。採点は TA がすべて行う。採点を教員が自分
でやるのは無理である。日本の TA はここまでできない。 
90 分の講義が 2 回、60 分のディスカッションが 1 回となっている場合、60 分のディスカッションは TA で
ある学生がやっている。ディスカッションは、教員が自分で行わないので、何をやっているか教員はわから
ないこともある。 
60 分のディスカッションといっても TA が黒板の前に立って教えている。プレゼンテーション等の教育に
なるし、学生を引きつける能力も鍛えられる。講義がうまいというのは昇進にどの程度影響するかは別とし
てほめ言葉である。 
また、来学期はリサーチに集中したいので教育活動を休止したい、そのため今学期は 2 倍の科目を担
当する、というように教育負荷を調整できる柔軟性が高いシステムとなっている。 
大学院の授業については、1 クラス 20 人程度である。何人の学生を教えれば TA がつくというルールは
なく、教員と大学との交渉による。 
（f） 研究指導 
日本の大学院教員では、学生が外部に出て行くことが少ないこと、他の人との交流が少ないこと、プレ
ゼンテーションの重要性を考えていないこと、などが弱いところである。これらを学生個人の資質に委ねて
おり、教員の背中を見て覚えろという面があるのではないか。こうした指導でもトップの学生は良いかも知
れないが、トップ以外の学生への教育としては望ましくない。 
米国でも教員が自身の研究の中で学生を使っているが、その内容は雑用ではなく、相当な内容を任
せているので、そこで学生が鍛えられている。研究の手伝いは悪いことではない。 
自分は指導教員の手伝いではなく、オリジナルな研究をやりたい、という学生もいるが、オリジナルなこ
とをやるには、まずは地味な作業を経験する必要があることも事実である。 
（g） 教員が教育する学生の数 
本学では大体教員 1 人に博士課程の学生は 2 人であり、3 人が限界である。米国でも最後は教員の背
中を見て学ぶ。単純に米国の 3～5 倍の学生を日本では見ているのではないか。これはアカデミックな人
                                              
150 UCB の TA については、第 4-62 図表  カリフォルニア大学バークレー校における TA（GSI）の等級参照 
 213
を育てるには多すぎる。学生が 10 人になったら教育は難しい。 
（h） 複数のトップ校の存在 
米国では MIT、UCB、CALTECH といったトップ 5 まではほとんど教科書も同じで標準化されている。同
じ内容で同じレベルである。そのトップ 5 の中で学生が移動するので、効果的にリソースを使っている。 
一方、日本の大学は序列が厳しく、下位の大学では教員の水準は同じでも学生の質が落ちてしまって
いる。 
日本の大学院は学生の人数が多いが、10 人学生がいたとすれば、研究者として大成するように育成
できるのは 3 人までではないか。特に、講義が重視されていない日本の大学院教育システムの中で放っ
ておかれた場合は伸びない。そうであれば、トップ校で面倒を見きれない学生は、優秀な教員がいる他大
学で教育できるようになれば、限られた日本の大学院教育リソースの中で輩出できる学生のレベルが向
上するのではないかと感じる。 
（i） カリキュラムの変更 
予算削減を契機にカリキュラムの多くを変えた経験がある。科目を 1 つ減らせという予算の制約があっ
たのだが、どうせ減らすのならば組み直そうと言うことで、新科目を入れて、既存科目を廃止するなどの大
きな変更を行った。 
カリキュラムの変更時は Chair が Committee を作り、その案を最後に教員全員で決める。カリキュラムの
変更は教員全員の議決であるが、通常は教員の負担になるので、何でも教員全員で決めるというわけで
はない。 
③ 日本の大学院教育の改革に関する意見 
Ph.D.を出たのにアカデミックな職に就けないという問題は、アカデミック・リサーチには多くの人数は不
要であるにもかかわらず学生を増やした結果であり、当然である。アカデミックな職位以外の道に進めるよ
うにし、企業で力を発揮できるようにすべきである。 
④ その他 
教員への応募は、2 日間、30 分ごとに異なる相手と話すという審査を受けた。最後は全学科の投票で 5
人の候補者から決める。従って、自分の専門以外の分野の教員に評価されなければならない。採用だけ
ではなく日常的にディナーに類するような交流の機会は多く、コミュニケーションは重視されている。 
日本人であっても米国でポストドクターとして採用されるが、むしろ、物理で海外を目指す人は減った
のではないかと感じる。日本の研究環境が良くなったためか、米国から日本に帰った研究者も多い。 
日本にも海外の人がいて、海外にも日本人がいることが理想ではないか。 
海外のポストドクターが日本に帰りにくい印象は感じないが、米国の小さな大学に所属していると日本
で忘れられてしまう。日本の大学の採用は教員全員に会わせ、10～20 のレターを集めて行うシステムで
はなく、皆が知っているから採用するシステムである。そのため、忘れられるということは致命的になる。 
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5． メールによる意見収集 
今回の米国訪問調査は、2 大学を対象とした。ただし、これら大学の調査結果からは、米国一般の特
徴以外に、大学毎に独自の状況や取組が見られる。そこで、訪問調査の補完を目的として、訪問調査以
外の米国大学に所属する日本人教員から意見収集を行った。 
(1) 調査概要 
米国訪問調査の補完を目的として、訪問調査以外の米国大学に所属する日本人教員から意見収集を
行った。 
調査対象者としては、U.S. News & World Report の理工学分野で上位となっている 29 大学のウェブサ
イトから教員情報を収集し、原則として我が国の大学（院）でも教育を受けた経験を持ち、日米双方の教
育を比較できると思われる 30 名を選定した。 
これら調査対象者に以下の質問をメールで送信し、いくつか提示した論点のうち、問題意識を持つ点
について自由記述で回答を依頼し、12 名から回答を得た。 
第3-6図表 日本出身在米大学教員への質問項目 
日米の理工系
大学院の教育
を比 較 し た意
見 
日本が米国に学ぶべき点 
日本の方が優れている点。 
日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
日本の大学院教育を改善するために実施すべきでない事項 
上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
その他、着目すべき点（カリキュラム、質管理・保証、支援体制など） 
その他 本調査の論点に対する意見 
所属する Department の Ph.D.取得率、近年の大学院生の進路志向と卒業後の進路
の特徴（アカデミック、産業界の割合など）、近年の大学院入学者の特徴（他大学・他
分野・他国出身者の割合など） 
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(2) 実施結果 
実施結果の詳細については資料編に示す。主要な意見は以下の通りである。 
 
（1） 日本が米国に学ぶべき点 大学、教員、学生に競争原理が働いていて基準も明確であること、学生
に丁寧に教育を施していること、産業界で高度な知的トレーニングを受け
た人材が活用されていることが挙げられている。ただし、日米では、価値
観、社会制度等の文化が異なるので、単純に米国のシステムを学ぶこと
ができないとの指摘もあった。 
（2） 日本のほうが米国より優れ
ている点 
学力が高いこと、修士レベルでも研究ができることが挙げられている。米
国は競争が行き過ぎているとの指摘もある。 
（3） 日本の大学院教育を改善
するために実施すべき事項 
授業の体系化、研究の進捗確認、複数教員による指導、経済的支援が
挙がっている。 
（4） 日本の大学院教育を改善
するために実施すべきでない事
項 
大学教員の 3 年以下の短期の任期など。 
（5） 学生獲得や支援スタッフに
ついて 
米国の大学院に於ける学生獲得に関して、一部州立大学でもアドミッシ
ョン前から海外での面接を行うなど積極的にリクルートを行っている場合
がある。また、米国学生の学力について、トップレベルの大学では学部ま
でも日本と遜色なく、大学院で抜かしているとの意見があった。 
日本の大学の支援スタッフについては、量の不足ではなく、業務の効率
化が必要との指摘や、ITインフラ整備の技官の不足は複数が指摘してい
る。 
（6） 所属大学院の Ph.D.取得状
況 
入学してから Ph.D.を取得できる割合は、回答者によって異なっている。
Ph.D.取得率は博士課程入学者の約 5 割～ほとんど落とさない、というと
いう開きがある。 
（7） 所属大学院の進路 進路についても、アカデミック主体の専攻、産業界主体など回答者により
異なる。具体的には、8～9 割がアカデミックの場合から、ほぼ全員産業
界の場合まである。 
（8） 所属大学院の入学者の特
徴 
内部進学は極めて少ないという点で共通している。留学生の割合は大学
によって異なるものと思われる。一般に違う環境を経験することは良いこ
とであると認識されていると思われるが、内部進学が少なすぎ、優秀な学
生が他大学に流れてしまうことには問題意識があるとの意見もあった。 
大学院毎に異なるが、9 割以上が他大学出身、3～4 割が他分野出身、3
から 7 割以上が留学生、といった回答があった。 
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第4節 英国調査の概要 
1． 調査対象者 
英国 2 大学に対して訪問調査を実施した。インタビュー対象者は、副学長、研究科長、現場教員であ
る。現場教員については、当該大学に所属する日本人教員を対象とし、日英の違いを踏まえて意見を収
集した。 
なお、これら調査対象者への訪問調査が実施できなかった場合は、他の対象者に対してインタビュー
を行い、可能な限り同等の情報の収集に努めた。 
2． 調査項目 
英国訪問調査における調査項目は以下である。 
第3-7図表 英国訪問調査における調査項目 
大学院教育の質 taught マスター、research マスター、Ph.D.プログラムの相違 
大学院教育の質の向上方法 
大学院教育の質に関する課題 
大 学 院 の 理 工 系 教 育 に 関 す る 新 た な 試 み （ transferable skills, Research 
Training Programme 等） 
優秀な大学院学生
の獲得戦略・方針 
内部・外部進学生、留学生の現状 
優秀な大学院学生確保のため最重視している市場 
留学生増加方針の有無 
優秀な大学院生獲得を妨げている要素 
入学者数制限の有無 
学生選抜の方法 
学生の支援状況 学生に対する財政支援 
学生が卒業後に、様々な場面で活躍するため（アカデミック／ノンアカデミック含
む）の支援 
留学生に対する支援 
学生の卒業状況 質保証の仕組みとして、どのような修了基準・審査方法を採っているか 
近年の卒業生の進路（人数、割合） 
キャリア開発・就職支援 
具体的な卒業生の活躍事例 
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なお、現場教員（日本出身者）については、第 3-7図表に追加して以下を聞いた。 
第3-8図表 英国訪問調査における調査項目（日本出身教員） 
大学院教育の概要 
 各コース（Ph.D./ MPhil/ MSc）の規模、教育目標（卒業後の進路）、教育スタッフの構成 
 入学者の構成（内部進学／英国他大学／海外）、重視している市場、学生獲得活動、学生獲得における課
題 
日英の理工系大学院の学生の質に関する認識 
 日本の理工系大学院の学生の質と、英国の理工系大学院の学生の質の違い 
 日本の大学出身者が英国の大学院やポストドクター等になった場合の、他の学生・ポストドクターとの違い 
 違いの原因 
理工系大学院教育の質に関する認識 
 日英の大学院教育で輩出すべきと考えている人材の違い 
 日英の大学院教育で大きく違う点 
 日英の大学院教育の優れている点・問題点 
 
3． 調査方法 
それぞれの対象者に対して、個別にインタビューを実施した。 
現場教員については、調査対象大学のウェブサイトで公開されている教員情報から、氏名が日本人の
ものと想定される教員を抽出し、さらにその中から日本で大学教育を受けた教員を優先して選定した。 
なお、研究科長に対しては、当該研究科の教職員数、学生数、進路といった定量データ等に関する調
査票の記入を依頼した。 
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4． 調査結果 
(1) ケンブリッジ大学 Department of Engineering （Graduate Study Office）Director /Senior 
Administrator 
① Department of Engineering について 
ケンブリッジ大学での大学院教育は日米の大学院（Graduate School）と大きく異なる。特に、4 年間
（Bachelor 3 年＋Msc1 年など）の学部教育を終えると直接 Ph.D.コースに入ることができること、修士コー
ス（taught コース、research コース）は一般的には Ph.D.へのステップではないことがその大きな違いとして
挙げられる。したがって、大学院の学生のほとんどは Ph.D.の学生となっている。 
Department of Engineering におけるアカデミックな事項についての決定は、Department に設置された
学位委員会（Degree Committee）の Secretary がその多くを決定し、承認を受けるという意思決定過程とな
っている。どの学生に学位を授与するかといった重要な事項については、この委員会で議論して決定さ
れる。 
一方、研究に関しては教育委員会（Education Committee）が決定権を持っているが、実際の研究内容、
研究方法については個々の Supervisor に多くの裁量が与えられている。 
Department of Engineering は、ケンブリッジ大学全体の約 10%の学生が在籍している最も大きい
Department である。Department はさらに以下の 6 つの Division に分類されている。 
z Energy, Fluid Dynamics and Turbomachinery (a) 
z Electrical Engineering (b) 
z Mechanics Materials and Design (c) 
z Civil, structural, Environmental and Sustainable Development (d) 
z Manufacturing and Management (e) 
z Information Engineering (f) 
 
各 Division の教員、学生の人数は以下のとおりである。 
 
第3-9図表 ケンブリッジ大学① Department of Engineering の概要 
Division (a) (b) (c) (d) (e) (f) 合計 
教員 29 21 21 18 14 24 127 
Research Student151 108 165 165 80 86 80 684 
Taught MPhil152 - - - 30 40 - 70 
 
Ph.D.コースは標準 3 年のコースだが、平均すると Ph.D.取得までにフルタイムの学生で約 4 年間かか
る。なお、Ph.D.コースにおける学生の活動はあくまで研究が中心であり、専門知識を得るための講義は
ない。一般的に講義は学部生向けという位置づけである。 
Taught コースは、MPhil の 1 年生および学部の 4 年生もとることが可能である。ただしこのコースからは
通常 Ph.D.コースには進まない。Taught コースでは、産業界に在籍している学生や、特定の知識を身に
着けてすぐに産業界に行く予定の学生、途上国の学生が多い。また、すでに別の分野で Ph.D.を取得し
                                              
151 Research Student:約 90%が Ph.D.コース(フルタイム)、残りが MPhil コース。これ以外にパートタイムの Ph.D.の学生が 10 名ほど在籍し
ている。 
152 MPhil:Department of Engineering では 2 つの Division でのみ Taught コースの MPhil の学生がいる。 
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ているような学生もいる。 
Department of Engineering の事務組織には、学部向けと大学院向けの 2 つの組織がある。各 Division
でも細かな事務機能はあるが、基本的に中央集権的な組織である。大学院向けの事務組織は 3 名のスタ
ッフで構成されている。 
一方で全学的な事務組織もある。これは Board of Graduate Studies（BGS）と呼ばれ、入学許可、卒業
認定など「大学の名前」で行動する場合には、Department と情報のやり取りをしつつ BGS が事務を執り行
う。 
 
② 大学院教育における優秀な学生の確保 
（a） 学生の出身 
2008 年に Department of Engineering において、Ph.D.コースに応募、合格、入学した学生数は下図表
のとおりである。英国を含む EU 諸国と比較して、EU 以外の外国からの応募者数が非常に多い。この傾
向は経年的にほとんど変化していない。なお、英国国内の約半数はケンブリッジ大学の学部卒業生であ
る。 
第3-10図表 Ph.D.コースに応募、合格、入学した学生数 
 Applications（応募） Accepted（合格） Arrivals(入学) 
英国国内 78 61 44 
EU 諸国 65 47 36 
EU 以外の外国 505 235 96 
（b） 学生の最も重要な市場 
大学として最も重視するのは学生の質であり、優秀であれば国籍を問わず来て欲しい。ただし、留学
生は学費・生活費の確保が困難なことが多く、優秀であっても入学できない学生が多い。 
（c） 優秀な学生確保の障害 
入学に際して必要な在学中の学費及び生活費は各学生が自身で奨学金を探すだけでなく、優秀な学
生を確保したい教員（Supervisor）も精力的に奨学金や企業から必要な資金を探してくることによって確保
される。 
しかし、特に EU 以外の外国の学生は、英国を含む EU 諸国の学生と比較して奨学金等の選択肢が少
ないために必要な費用が確保できず、合格しても結果として入学できる割合が低くなっている。 
従って学生の数は合格したうち、どれだけ必要な資金を集められるかによって決まる。逆に、入学者を
一定数に近づけるための調整や、上限値などは設けていない。また、今のところ、施設等も学生数に比較
して余裕があるため、もっぱら資金確保の状況によって学生数が決まっている。 
（d） 学生選抜の方法 
入学者の決定プロセスは以下の通りである。 
1. 学生が興味を持っている研究領域を検討する。 
2. 学生は 2 通の推薦状、成績を大学に示す。 
3. その領域に関係する Division に学生のデータが渡され、興味のある研究者が必ず面接
（場合より電話インタビュー）する。（ただし、実際には、学生から自分が学びたいと考える
先生に直接連絡をして相互理解を図ることが多いようである） 
4. 優秀な学生であれば Division のトップがチェックした上で Department における入学候補
者とする。 
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5. 当学生のデータが大学本体（BGS）に渡される。ここではケンブリッジ大学として求められ
るべき標準的な成績および英語能力についてチェックされる。同じ成績評価でも発行す
る大学によって意味するところが大きく異なる（トップ大学と平均的な大学では同じ最高ラ
ンクの成績でも学生の優秀さは異なる）ため主要な大学の評価リストをケンブリッジ大学独
自に持っている。 
基本的に他の Department でも同様の選考プロセスを採用している。 
 
③ 大学院教育における学生の支援策 
（a） 経済的支援 
Department of Engineering にとって一番大きな学生向けの経済支援はリサーチカウンシル (RC)から
のものである。これは英国人学生向けのもの、EU 諸国の国籍を持つ学生向けのものがあるが、英国の学
生向けが多い。次いで企業からの Studentship がある。これ以外に European Funding (RC のヨーロッパ版
のような位置づけ)がある。 
RC からのファンドは一定額は非競争的で、ほぼ決まった額が Department に支払われるが、それ以外
の大部分は競争的であり、毎年獲得するために書類作成等が必要である。 
こうした経済的支援が用意されている反面、フルタイムの Ph.D.の学生は研究活動に支障が生じないよ
う、アルバイト等就労をすることが禁止されている。なお半数以上の Ph.D.の学生は学部生に対する学習
支援によってある程度の収入を得ているが、これも 1 週間に 3.6 時間、年間 20 週間までしか認められて
いない。 
（b） 就職支援 
就職支援については、大学が学部生向けに企業を呼んでジョブ・フェアを実施しているが、Ph.D.の学
生は基本的に自分で仕事を探している。 
Department of Engineering の Ph.D.卒業生の進路は、アカデミアないし純粋な研究職に進む者は半数
以下で、半数以上が産業界で就職している。この傾向は、年により若干の偏りがあるものの大きな違いは
なく、例えば 50 年前と比べれば産業界へ進むものが増えたという程度の変化である。 
産業界への就職が多いため、企業で就職した後に活用できるスキル（例：プロジェクト・マネジメント、プ
レゼンテーションなど）を身につけるためのプログラム（Transferable Skills）が用意されている。これは政府
からの要求もあって展開しているプログラムであり、すべての Ph.D.の学生は一定数のプログラムに参加
することが義務付けられている。なおこのプログラムの内容は Department で独自に定めている。 
 
（c） 留学生向けの支援 
海外からの入学希望者の中には、語学能力が必要とされる基準に達していないが、優秀な学生であり、
例外的に入学が認められることがある。こうした学生は、大学が設置している語学センターでの無償プロ
グラムに参加することが要求される。また、少額ではあるが有料のマンツーマンレッスンも準備されており、
必要な語学力が得られるよう支援されている。 
大学が提供する英語プログラムとは別に、Department of Engineering では独自の英語プログラムを提
供している。ここでは技術英語を教え、テクニカルライティング能力を身につけられるような教育をしている
ことが特徴的である。 
（d） その他の支援 
生活面に対するサポートはDepartmentではなく、大学およびカレッジにおいて提供される。例えば、大
学は学生に対するカウンセリング・サービスを提供している。 
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カレッジについては、ケンブリッジ大学の Ph.D.の学生は必ずひとつのカレッジに属することになってい
る。カレッジは学部生にとっては生活面のみならず、学習面でも大きな意味を持つが、Ph.D.の学生にとっ
ては特に生活面での支援という意味が大きい。例えば、ケンブリッジ大学以外から来た Ph.D.の学生は、
カレッジで最初の住居が必ず保証されるため、学期が始まる前にケンブリッジに来て住居を探す必要が
無い。ただし、入学後の住居サポート年限はカレッジにより異なっている。また、カレッジにはTutorがいて、
様々な相談に乗る。たとえば研究指導者との関係が悪化し、今後の研究継続に支障を来すおそれがある
場合には、学生本人、カレッジの Tutor、Department が一体となって状況の改善方法を検討する。 
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(2) ケンブリッジ大学 Department of Engineering （現場教員（日本人）） 
① Department of Engineering について 
Department of Engineering はケンブリッジ大学で最も大きい Department である。Department 内部に 6
つの Division がある。他の大学と比較して、Engineering 以外の分野の研究者とお互いに協力して研究で
きる環境となっていることがケンブリッジ大学の特徴である。 
Department の収支構成は下図表のとおりであり、運営費は約 50 百万ポンド／年である。ケンブリッジ
大学は資産運用利益が多いと一般的に認識されているが、これは不動産等を有しているカレッジが得て
いるものであり、この利益が大学（ユニバーシティ）の研究資金に回るわけではない。しかしカレッジが博
士課程の学生に奨学金を出す等によって間接的に大学（ユニバーシティ）も恩恵を受けているといえる。 
第3-11図表 Department of Engineering の収支構成 
収入 研究収入： 23 百万ポンド（増えつつある） 
取引収入： 4 百万ポンド 
政府ファンド： 14 百万ポンド 
学費：  8 百万ポンド 
支出 スタッフ給与： 24 百万ポンド（アカデミック 8 百万、研究者 7 百万、学生 3 百万、サポート
6 百万） 
人件費外経費： 17 百万ポンド 
その他経費： 9 百万ポンド 
 
② Department of Engineering での大学院教育の概要 
（a） コース規模 
Department of Engineering では Ph.D.コースの学生が約 600 人在籍している。通常は、Ph.D.取得を目
指す場合、最初の一年は MPhil コースに所属することとなるが、一年経過後に問題なければ Ph.D.コース
への登録を遡及し、最初から Ph.D.コースにいたことになる。 
（b） 各コースの教育目標（卒業後の進路） 
Ph.D.コースでは、卒業後にアカデミアの世界に進む者を主な対象としているが、近年はノンアカデミッ
クへの就職も増えている。一方、MPhil コースは前述の通り Ph.D.に進むための一年コースであり、MSc は
日本での学部 4 年目のイメージに近いものである。 
（c） 教育スタッフの構成（Department of Engineering 全体） 
Department of Engineering 全体で、Professor が 46 名、Reader が 23 名、Senior Lecturer が 22 名、
Lecturer が 44 名在籍している。その他にポストドクターが 200 名以上、サポートスタッフが 240 名以上在
籍している。 
③ 大学院教育における優秀な学生の確保 
（a） 入学者の構成（内部進学／英国他大学／海外） 
2007 年～2008 年の Department of Engineering における大学院入学者数は 224 名である。うち、英国
出身者は 50 名程度であり、海外留学生が多い。海外は特に中国人留学生が増えている。また、入学者
の男女の比は、男性 76％、女性 24％である。 
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（b） 大学組織として重視している市場の有無 
優秀な学生であれば国籍は問わないことが基本方針であり、特に留学生を重視するといった方針はな
い。 
（c） 大学組織が行っている学生獲得活動 
ケンブリッジ大学は世界的に評価が高く、著名であるものの、優秀な学生が進路として米国の大学院を
一番に考えてしまう傾向もあるので、学生獲得のために宣伝活動を行い、ケンブリッジ大学のプレゼンス
を示すことは意味がある。例えばインド工科大学とは大学間で協定を結んでおり、インド工科大学の学生
がケンブリッジ大学を意識する契機にはなっており、中国やシンガポールでは現地でのインタビューを行
うといった活動がある。しかし、優秀な学部生獲得のために英国国内外で活動しているカレッジとは異なり、
ユニバーシティとして積極的に宣伝活動を行っているわけではない。 
（d） 学生獲得において顕在化している課題の有無 
優秀な学生であっても、3 年間の学費および在学中の生活費が捻出できないと入学できない。優秀な
学生であれば多くの場合は奨学金など何らかの支援を得られる。どうしても費用の当てがない学生で
Supervisor が獲得の意志が強い場合は、Supervisor が企業からの Studentship を獲得するなどの方法で、
なんとか優秀な学生を確保しようと努力する。 
ただし、外国人の場合は Studentship の選択肢が少ないため、学生自身で奨学金などを獲得できない
と入学が難しい状況である。 
④ 日英の大学院教育や大学院生の違いに関する問題意識 
（a） 大学院教育で輩出すべきと考えている人物像の違い 
Ph.D.取得後の就職先については、日本の場合、アカデミアか、技術研究所くらいしか考えにくい。大
学院もこうした就職先で活躍する人材の育成を前提とせざるを得ないのではないか。 
一方、英国の場合は、アカデミック・ポストが限定されていることから様々な就職先があらかじめ想定さ
れている。したがって、大学院教育でもノンアカデミックな就職先でどのように役立つのか、常に問われて
いる点が日本とは異なるだろう。たとえケンブリッジ大学の Ph.D.の学生でも、工学の場合は将来のキャリ
アをアカデミアと決めている学生は少ない。その結果、多くの研究費も産業界から支援されており、研究
テーマも産業界を意識しているものが多い。 
就職先の探し方について、英国では、Ph.D.取得者は仕事を自分で探すのが基本な認識であり、教員
に仕事を見つけてもらうという意識はない。ただし、教員もつきあいのある企業に優秀な学生を紹介すると
いった程度の関わりはある。 
採用する企業側については、日本の場合は、Ph.D.取得者は研究職のポストを用意しないといけないと
考えるようだが、英国の場合は、Ph.D.取得者に様々な職種を経験させているようである。 
英国での留学生は、ケンブリッジ大学で研究業績が残せれば、英国の企業で職を見つけられる可能
性が高まるという期待がある。ただし、留学生が得ている奨学金の一部では、卒業後帰国することを条件
としているケースもあり、この場合には英国で就職することはできない。 
（b） 日英の大学院教育の内容で大きく違う点 
英国では、教員、学生とも、文化・宗教・国籍等の面で多様な背景を有している。社会全体がこうした背
景を前提として成り立っており、これは大学院での教育・研究についてもあてはまる。具体的には、日本の
大学院では、研究室で寝泊まりするような、研究に没頭することが許容されるが、英国では、研究はあくま
で生活の一部として割り切っている学生が多い。また、大学とは別にカレッジでの生活があるのも英国（ケ
ンブリッジ大学）ならではと言える。 
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（c） 日英それぞれの大学院教育の優れている点・問題点 
日本の優れているところは、学生の親が学費や生活費をサポートするケースが多いため、費用面での
問題が少ないことからマスターまで進む学生が多く、工学者を育成するという意味では優れたシステムで
あるといえる。英国ではマスターまで進む学生が少なく、卒業後 10 年もたつと、工学に携わっている者が
半分しかいない状況である。 
一方で、英国の優れているところは、工学の一般的な知識の理解が深いことである。専門以外の分野
に行きやすく、企業もそうした幅広い知識を有した人材を期待している。 
こうした企業側の期待に応えるため、英国では最近になって Ph.D.レベルでの教育プログラムが始まっ
ている。Ph.D.レベルの教育プログラムのうち、政府レベルで支援されているのが知識やノウハウをアカデ
ミア以外で活用するための”Transferable Skills”と呼ばれるものである。ケンブリッジ大学では、Ph.D.の 1
年目の学生に対して、このプログラムに年に 2 週間参加することが義務づけられている153。なお、
Department of Engineeringでは工学系の技術文書の書き方など、独自のTransferable Skillsのプログラム
を作っている。 
この Transferable Skills についての教員の反応は様々である。本当に役に立つのか、本来の研究活動
に支障を及ばさないかといった疑問もある。ただし、私自身は、論文指導の際に留学生の英語を直すの
に苦労しているので、こうしたプログラムによって留学生の文書作成力が向上することは評価している。 
この他に、モジュールと呼ばれる教育プログラム（一般的な「授業科目」に相当）もある。これは研究に
関する少人数での議論を通じて、コミュニケーション能力向上や専門分野よりも幅広い知識を身につける
ためのプログラム等である。これも Ph.D.の学生には一定数の受講が義務づけられている。 
また日本のTAの様な”Tutoring154”（Supervisorのサポート）制度があり、Ph.D.学生にとっては教え方を
学ぶことのできる内容となっている。 
（d） 大学院生に関する違い 
ケンブリッジ大学の学生はもちろん優秀な学生が多く、英国内でも特殊であるといえるが、日英の間で、
Ph.D.の学生の興味や能力に大きな違いは感じていない。ただし、日本のマスターコースの学生は、研究
はカリキュラムの一部という認識がある点は英国とは異なる。 
また、Ph.D.に進む学生の意識として、日本の場合は研究志向の学生が多く、研究を通じて社会に貢
献する人材になる、という意識が希薄であると感じる。これは研究者以外のキャリアパスが見えないからだ
ろう。一方英国では、Ph.D.での研究は仕事と同じように捉え、学生自身のキャリアアップとしての価値を
見いだしており、今後研究職に就かなくとも、企業をリードするような人材になる可能性を考えている点も
異なっている。 
⑤ その他 
Ph.D.コースの学生の研究進捗に関する公式のチェックは、以前は 1 年後のレビューをパスすると、あと
は論文の内容審査の際までなかった。しかし、この方法では 2 年目以降順当に研究を進められない学生
もいることから、1 年に一度必ず研究の進捗をチェックするようにした。このチェックでは Supervisor に加え
て、アドバイザー（研究内容には直接関与しない）によって、3 年間で研究を終えることができるのかなど、
スケジュール面でのチェックも行われる。すなわち、このチェック体制は、Ph.D.を取得する学生を絞り込む
というよりは、きちんと Ph.D.を取れるようにサポートする、という意味が強い。 
教員は研究資金の多さが一種のステータスとなるので、研究資金をより多く獲得しようとする結果、研究
を手伝う大学院生を増やすことになる。しかし研究室当たりの学生数が増えすぎると、教員が全ての学生
                                              
153 『ロバーツ報告』提言 Recommendation5.3「リサーチ大学院生のビジョンに関して（年 2 週間のトレーニング勧告：非義務付け）」に基づく
と思われる。 
154 Supervisor の許可のもと週 10 時間までこの種の活動に従事可能。ただしカレッジ付きの「Tutor」とは異なる。 
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の面倒を見ることが難しくなる、ということが最近問題になっている。そこで、Department of Engineering で
は、Ph.D.の学生数を原則 8 名までと決めようとの議論があったが、結局は、多数の学生を取りたい場合に
は、学科長の判断に委ねられることとしている。 
教員に対するサポートについては、英国は日本よりも良いと感じる。特に、テクニシャン、秘書が充実し
ており、教員が携わる雑用が少ない。ただしケンブリッジ大学としてはサポート人材を減らしていきたいよう
である。 
競争的資金の獲得率は 15％くらいである。申請書を丁寧に書けば獲得できることが多いと感じている。
最近は学際的な分野として提案した方が競争的資金の獲得の可能性が高い。ケンブリッジ大学では研究
者間のつながりが強いので、学際的な提案をする上で他大学よりも有利かもしれない。 
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(3) ケンブリッジ大学 Department of Physics （現場教員） 
① Department of Physics ついて 
ケンブリッジ大の物理学部生は非常に優秀である。ただし、難解であるがゆえに他の学部に移ってしま
う学生もいれば、他の学部にいても、優秀な学生で最後に物理学部に来る者もいる。 
Department には、教員等のアカデミックスタッフが約 65 名、ポストドクター等の研究者が約 150 名、秘
書等のサポートスタッフが約 125 名在籍している。 
Ph.D.の学生は約 250 名在籍しており、毎年約 70～80 名入学する。一方、修士 MPhil（Research）コー
スの学生は少なく、年に6～10名程度が入学する。また、修士MSｃ（Taught）コースは現在は存在しない。 
 
（a） 基本的なコース構成（Ph.D./ MPhil/ MSc） 
Department of Physics の Ph.D.コースは 3 年間が標準的な入学から修了までの期間だが、平均すると
3.5 年程度で Ph.D.を取得する学生が多い。特に実験系の研究分野では修了までの期間が長くなる傾向
にある。 
Ph.D.の最初の一年で CPGS（Certificate of Post Graduate Studies）を取得できると、最初の年に遡っ
て Ph.D.コースに登録されていたことになる。 
Ph.D.コースに入学した学生が Ph.D.を取得する割合は極めて高い。これは入学する段階で優秀な学
生が選ばれているためと思われる。なお、Ph.D.コースを辞めたり、MSc コースに変更する学生が毎年 1～
2 名はいるが、ほとんどは健康等の個人的な事情によるもので学業上の理由ではない。また、一旦辞めて
しばらく経ってから戻ってくる者もある。 
② 大学院教育の改善 
Department of Physics では入学の段階で優秀な学生が集まっているので、Ph.D.コース向けに新たな
教育の必要性は感じていない。 
③ 大学院教育における課題 
前述の通り Taught コースは現在存在しないが、コンピューター・サイエンスなど、基本的なスキルにつ
いては、将来Taughtコースを設ける可能性もある。これは、外国人（主に米国人）でPh.D.から英国に来る
学生を中心に、研究で利用するレベルのコンピュータスキル向上のためのプログラムの要望が多いため
である。従って仮にTaughtコースを設置するとしても、その後Ph.D.コースで研究活動を円滑に進めること
が目的のものであり、他の一部大学のように Taught コースを大学の収入源確保のために設置するものと
は異なる。 
④ 理工学分野における新しい大学院教育について 
Ph.D.の学生にとって、真に価値のある発見をするためには、自分の研究分野だけでなく、他の分野で
何が起きているか知ることも自分の研究を進める上では重要なことである。そのためには、学生自身が別
の研究グループを訪ねて自身の研究上の不明点を明らかにしたり、新しい知識を得るといった活動が求
められる。 
Ph.D.を取得後、産業界に就職する者は、定量分析的な業務だけでなく、研究開発全体のマネジメント
や、業務改善などの重要な職務に就く者が多い。そのため、Ph.D.の学生でいる間に、専門分野以外の
知識やノウハウを身につけていることも重要と認識されるようになってきた。こうした背景から、大学全体で
すでに 3 年間ほど進められている”Transferable Skills”についても、Department of Physics や School of 
Physics and Science が独自のプログラムを展開している。これは Ph.D.の 1 年目の学生に年間最低 2 週
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間の参加が義務づけられているプログラムである。また、Transferable Skills の実施により、同じ
Department 内でも通常交流のない研究グループ同士の交流が進められるという効果も認められている。 
Department 内の学生交流という点では、大学院の学生によるカンファレンスもその役割を果たしている。
これは Department 内で研究発表を行うカンファレンスで、学生が企画するものであり、2007 年以降毎年 1
月に実施されている。2007 年は全 Ph.D.コースの学生の約 80％が参加した。また、学部生も自由に参加
できる。このカンファレンス開催により研究内容が周囲の研究者に認知されることで、新たな研究の種が
生まれるなどの効果が見られている。特に発表内容の作成に教員を関与させないという方針により、学生
による自由な議論が進められていることが特徴である。このカンファレンスが将来的にも続き、対外的に認
知されるようになれば、このカンファレンスで書かれた優秀なペーパーによって研究者として高く評価され
る可能性があると考えている。 
⑤ 理工学分野における大学院教育と優秀な学生確保の戦略 
（a） 学生の出身 
Ph.D.の学生のうち、約 3/4 は英国を含む EU 諸国の出身で、残りの 1/4 が非EU からの留学生である。
なお、Ph.D.の学生全体の半分以上はケンブリッジ大の物理学部出身である。 
年間の Ph.D.コース応募者数は 250～300 名程度であり、このうち入学が許可される者が 100～120 名
程度だが、実際に入学するのは 70～80 名程度である。入学が許可されたものの、入学しなかった理由は
主に、①資金面でより大きなサポートが得られる米国の大学院に行くため、②入学許可は得たが、すぐに
は開始できず入学を延期するため、③入学のための条件（学費・生活費の確保や、大学として必要な単
位等の取得）が満たせなかったため、である。 
（b） 学生の最も重要な市場 
優秀な学生であることが最優先の条件であり、国籍は関係ない。 
（c） 留学生増加方策 
留学生を特別に増やすことはしていない。 
（d） 優秀な学生確保の障害 
Ph.D.に入学するためには、学生が最低でも 3 年間の学費・生活費を確保することが必要であり、これ
が障害になっている。 
（e） 学生数の上限 
現在は、研究グループ当たりの Ph.D.学生数は、大きいところだと 30～40 名と多くなっている。現状で
は学生数の上限は設けていないが、研究の質の向上のため、学生の数を減らしてより優秀な者だけにし
たいと考えている。 
⑥ 大学院教育における学生の支援策 
（a） 経済的支援 
優秀な学生に対しては、Supervisor（指導教員）が様々な奨学金や、企業の Studentship を提供できる
よう努力している。ただし本当に優秀な学生は、他の大学もほしがっており、競合する可能性が高いことを
認識する必要がある。 
（b） 就職支援 
Ph.D.取得後に仕事を探すのはあくまで学生自らの責任であるという考えのもと、Department で就職支
援は特に行っていない。 
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Department of Physics で Ph.D.を取得した後の進路として、修了後すぐに産業界で就職する者もいる
が、まずポストドクターとして研究者になり、ポストドクター職を 1～2 回繰り返す間にアカデミアでポストが
見つからずに産業界で就職する、というパターンが多い。Department of Physics を修了後、最終的に
Tenure をとる割合は 10％～30％程度であり、実験系は理論系よりも Tenure 取得率が低い傾向にある。 
（c） 留学生向けの支援 
外国人留学生は、資金援助の選択肢が少ないため、英国や EU 諸国の学生と比較して学費及び生活
費の確保が難しい。ただし、一部の本当に優秀な外国人留学生に対しては、Supervisor が資金や英語力
等必要なサポートを行ってその学生の獲得に努めている。Supervisor としては自身の研究の質を高める
ためには、なによりも優秀な学生を確保したいからである。 
研究面では問題ないが英語の能力が若干不足している外国人留学生の場合は、大学の語学センタ
ーで再試験を受けることが義務づけられている。当該試験に合格すれば、そのまま入学の許可がでるが、
不合格の場合は、Ph.D.コースに入学するまでの間に大学が提供する英語コースを受講するか、Ph.D.コ
ースに進みながら、英語のサポートを受けるかという選択肢がある。 
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(4) ケンブリッジ大学 Institute of Manufacturing, Department of Engineering （現場教員） 
① Institute of Manufacturing (IfM)について 
Institute of Manufacturing （以下、IfM）は、Department of Engineering の中の Manufacture and 
Management Division に帰属している。 
IfM 設立の目的は、それまでのケンブリッジ大学ではなされていなかった産業界との連携を進めること
である。この背景には、特に Engineering の分野では産業界のニーズを満たすことが学問の発展の上でも
重要であり、大学の価値を向上することになるという意識を持っている。同時に、産業界に貢献できる大
学の存在を社会にアピールすることも IfM の重要なミッションとなっている。結果として、Ph.D.、MEng 等の
学位取得を目的としたコースの他に、企業向けの短期間の taught コース、セミナー開催、企業に対するコ
ンサルティングなど、産業界と連携した様々な取り組みを 7 つの研究領域において実施している。 
IfM の Ph.D.コースでは様々なバックグラウンドをもつ学生が入学することも特徴である。例えばある年
に入学した学生 14 人のうち、ケンブリッジ大学からの入学者は 2 人のみであり、仕事をしながらパートタイ
ムの Ph.D.コース155に入学した学生も 3 名いた。 
 
ケンブリッジ大学では、他の分野でも産業界との連携を深める活動をしているが156、その規模は IfM が
最も大きい。製造業以外で大学と企業の連携が進んでいる分野は、バイオ、ナノテク、環境等である。 
IfM の組織規模は、Ph.D.コースの学生を含め、全体で約 250 名程度となっている。これは約 10 年前の
設立当時と比較しておよそ倍の規模である。250 名の内訳は、Ph.D.コースの学生が約 90 名、Teaching 
Staffs として教授 3 名、レクチャラー・シニアレクチャラー約 30 名、その他に契約ベースで長期間雇用され
るプロフェッショナルリサーチアソシエイツ、産業界との連携部門、サポートスタッフ等が在籍している。 
② 大学院教育における”Transferable Skills”について 
（a） Ph.D.取得後のアカデミック以外のキャリアについて 
IfM で Ph.D.取得した後には、様々な進路がある。全体的な統計ではないが、あるサンプル（全体で 14
人）を取り上げると、アカデミック・キャリアに就いたのは、1 人のみであった。残りは、民間のコンサルティン
グ、金融、IT、自動車、大学の産学連携部署、外国政府、自身で起業など、全てノンアカデミック・キャリア
であった。そもそも IfM で Ph.D.取得を目指す学生は、基本的に自らの経験・知識を産業界等実社会で活
用することを考えている者がほとんどであり、ノンアカデミック・キャリアに行くことにはまったく抵抗がない。
ただし同じケンブリッジ大学でも、特に伝統的な学問分野においては、Ph.D.取得後の進路としてアカデミ
ック・キャリアが最も権威があると考えている人もいる。 
産業界との連携を深めることは、Ph.D.学生の資金面での選択肢（企業からの Studentship）を増やすこ
とになり、結果的に大学での研究・教育の機会を増やすだけでなく、卒業後の産業界への就職の機会も
増やしていると考えている。 
留学生の就職については、経済的支援を受ける際、Ph.D.取得後に自国の企業で働くことが条件とな
っている場合がある。ケンブリッジ大学で Ph.D.取得すれば自国での就職状況は有利であり、却って英国
人の方が就職先を探すことが大変というイメージすらある。 
 
 
                                              
155 なお、パートタイムの場合は Ph.D.取得に通常 5 年間を要する。 
156 ケンブリッジ大学の委託研究に関する全学的な窓口は Cambridge Enterprise である。 
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（b） 英国における“大学院の新しい教育”の評価 
KTP や CASE 等、英国全体で取り組みの進む新しい大学院教育について、もともと産業界との関わり
が浅い分野の教員からは、大学が産業界を向いて研究・教育活動することに否定的な意見もある。しかし、
Engineering を始め、学問上産業の役に立たないと意味がない分野の教員からは、概ね肯定的に受け止
められている。 
（c） IfM における新しい大学院教育について 
産業界のニーズへ積極的に取り組んでいるとはいえ、Ph.D.コースでは研究のオリジナリティ、研究によ
る新しい発見が当然必要であり、学生に対しては研究の質が最も重視されることは IfM でも同じである。 
一方で、多くの卒業生が産業界に就職する IfM の Ph.D.学生にとって共通して必要なスキルの提供も
また重要であり、これらは、Transferable Skill、モジュール、リーディングクラブという 3 つのプログラムによ
って提供されている。これらのプログラムは IfM 以外の Department of Engineering でも必須のプログラム
であるが、IfM が独自に提供している内容もあり、より実践的なスキルが身につく内容を意識して設計され
ている。 
Transferable Skills は、産業界で就職する場合に必要となる IT スキル、プレゼンテーションスキル、コミ
ュニケーションスキルなどの向上を図ったものである。Ph.D.コース学生は参加が必須であり、年度の終わ
りに Transferable Skills の履修記録を IfM 事務局に提出することが求められている。 
モジュールは、いわゆる講義型の授業で、ここでも IfM の独自のプログラムを提供している。Ph.D.の学
生は、Supervisor と相談しながらどのような授業を選択するかを検討する。ただし、他の Department で提
供されているモジュールを選択することも可能であり、例えばビジネス・スクールのモジュールを取ることを
推奨しているIfMの教員もいる。モジュールの試験の形態は、口頭試問、レポート提出、ペーパーテストな
ど様々である。 
リーディングクラブは、Teachingスタッフが指定したペーパー等を読み、少人数のクラスでディスカッショ
ンするものである。 
③ 大学院教育の改善方法 
Department of Engineering 全体として教員の質を高めるための評価を実施している。これは評価を実
施することで教員全体のレベルを底上げして、結果として Ph.D.コース全体の質を高めるための制度であ
る。 
また、IfM では産業界とのつながりの中で優秀なコンサルタントとのつきあいなどがあり、産業界との日
常のつながりが教員のコミュニケーションスキルの向上にも役立っている。 
④ 大学院教育の質に関する課題 
学問分野によって産業界との距離が異なるのは当然であるが、どのような学問でも社会ニーズを無視
できる学問はないと考えている。今後は、IfM のような産業界と連携した教育・研究活動が他の学問分野
においても進められていくのではないか。 
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(5) シェフィールド大学 Department of Applied Mathematics （現場教員（日本人）） 
① Department of Applied Mathematics での大学院教育の概要 
（a） 基本的なコース構成（Ph.D./ MPhil/ MSc） 
Department of Applied Mathematics における Ph.D.コースでは、最初の一年で MPhil を取得し、続く 2
年間コースを継続することにより、計 3 年間の Ph.D.コースに在籍したとみなされる。 
② 理工学分野における大学院教育と優秀な学生確保の戦略 
（a） 大学組織として重視している市場の有無 
教員としては優秀な学生が入学することを最も重視している。一方で、国内の学生よりも学費が高額に
設定されている留学生が大学の収入増加に貢献していることも事実である。 
（b） 大学組織が行っている学生獲得活動 
学生獲得活動の一環として、大学が”Open Day”と呼ばれる見学会を開催し、学生に直接大学を見て
もらう機会を作っている。実際には各 Department が見学会を開催しており、Ph.D.への進学を考えている
学生に対して、一人当たり 15 分間くらい面接して、話を聞いたり、Ph.D.コースの説明をしたりしている。 
優秀な学生の選抜に際しては、旅費を支払ってでも実際に学生を面接することがある。 
（c） 学生獲得において顕在化している課題の有無 
学費及び生活費が確保できない学生は、ほとんどの場合、学部時代の成績に問題がある。ただし、あ
る程度良い成績があっても、大学によって評価はバラバラなので注意が必要である。 
また、簡単に奨学金を決定してしまうと、より経済的支援の条件が良い大学に行ってしまうため、特に
優秀な学生に対する奨学金等のオファーには慎重にならざるを得ない。 
学生の選抜に際しては、まずは成績で判断して、その後で費用確保の目処があるかどうかを調べると
いうのが筋だが、特に留学生の場合は、前述のように成績による評価が難しいこと、留学生向けの経済支
援の選択肢が少ないことから、すでに費用確保の目処があるかどうかでまずスクリーニングし、その中で
優秀な学生を探すという形になってしまっている。 
③ 日英の大学院教育や大学院生の違いに関する問題意識 
（a） 大学院教育で輩出すべきと考えている人物像の違い 
日英で Ph.D.コースを出た後の進路には違いがあると考える。英国では Ph.D.を取得しレクチャラーに
なった後、テニュアを取得しても最初の 3 年間は試用期間とされており、教育、研究、事務能力などが厳
しくチェックされ、その結果が一定の基準に達していなければ雇用されない。この点では日本よりもアカデ
ミック・ポストにつくのは大変である。 
Ph.D.取得後、アカデミアでの就職を考えてポストドクターになるのは 40％程度と思われる。一般的に
は Ph.D.取得後、ポストドクターとして 3 年間程度の研究職を 2、3 回繰り返すが、こうした研究職は年齢な
ども考慮されるため、その後はポストドクターを続けることが難しくなる。ポストドクターの間にアカデミック・
ポストが見つからなければ、様々な職種の民間企業で仕事を探す必要がある。 
一部の学生は、Ph.D.取得後にベンチャー企業を興すものもいるが、通常これは過去に企業勤務経験
のある者であり、社会経験の無い学生がいきなり起業するのは難しい。 
日本の Ph.D.コースでは、Ph.D.取得後に就職の道がかえって狭まってしまうことが問題であろう。その
ため Ph.D.コース進学を躊躇する人が多いのではないか。 
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（b） 日英の大学院教育の内容で大きく違う点 
一般的に英国の方が日本よりも教育に時間をかけていると感じる。学部の授業では、教員同士がラン
ダムなペアを組んで、お互いの講義を声の大きさ、字のきれいさ、メリハリの付け方などの点からチェック
する。また、学生からのフィードバックも重要な評価の一つと考えている。さらに期末試験は、同じ
Department の教員だけでなく、外部審査機関によってもチェックされ、問題の出し方、ヒントの見せ方、字
の大きさ等まで細かくチェックされており、教員の対応も時間を要する。 
教育の評価については、高等教育質保証機構（Quality Assurance Agency, QAA）によって英国の全
大学が評価されている。シェフィールド大学では、大学も Department もこの評価を非常に気にしている。
教員によっては、QAA での評価が上がったことを証左として賃上げ交渉する157者がいるほどである。 
このような教育評価は、教員の給与に直接影響を与えることから教育向上へのインセンティブになると
思う（給与はなかなか変わらないが、教員評価が悪いとアップを要求しにくい）。 
毎年、コンサルティング会社が学部ごとの学生の授業評価をまとめて、大学に報告する。この評価が低
い場合は、政府からの将来的な予算に影響を与える可能性もある。 
研究の評価については、RAE (Research Assessment Exercise)が各大学の研究を評価し、その採点結
果に基づいて研究費の配分を決めている。 
Ph.D.の学位審査については、英国の場合は相当詳細な論文を要求される。それまでに投稿した論文
をうまく束ねれば良い、というレベルではない。 
シェフィールド大学では Research Training Programme (RTP)を実施しており、Ph.D.の学生は基礎的な
研究、発表スキルなどを身につけることができる。RTP は全ての Ph.D.コースの学生に必須であり、Ph.D.1
年目に 25 単位、Ph.D.修了までに 45 単位の取得が必要である。RTP は、これまでは口伝えで伝承されて
きた常識的な知識が、学生数も増えたことから、コースとしてまとめて提供した方が教育効率が高い、とい
う理由で始められた。 
大学院に入学する学生は、学部に入学する学生と異なり、英国人よりも外国人の方が多い。これは、留
学生は自国に戻った後で就職先がある程度保障されていることが多いためである。逆に英国内では、日
本と同様に理工離れも起きており、Ph.D.コースへ進学する学生が少ない。学部入学の際に Ph.D.コース
まで進学すると考えている学生はほとんどいないと思われる。なお、留学生の場合は、テストで英語能力
が評価される。ほとんどの場合は問題ないが、問題のある場合には大学の語学学校での指導を受けるこ
とになっている。 
シェフィールド大学の数学科の先生が始めた他大学との連携授業が英国政府に注目され、全英 18 大
学の連携プログラム（MAGIC）が始まっている。これはビデオカンファレンス機能を使った遠隔授業で、講
義を聴きつつ質問もできるシステムである。現在はこれを単位として認めるべきか検討しているところであ
る。 
サポートスタッフの充実度は Department 毎に異なる。例えば工学部だと Professor1 人に対して 1 人の
秘書がいるが、Department of Applied Mathematics では相当数が少ない。 
学生を獲得するインセンティブとしては、共同研究者獲得もあるが、学部への資金的な貢献が評価さ
れることが大きい。 
（c） 日英それぞれの大学院教育の内容の優れている点・問題点 
英国の大学院教育は、研究のための技術や知識が体系化されている点が優れている。これは RTP や
各種セミナーなどによって提供されている。これらの技術は特に学生の数が増えてくると個別に教えられ
ないので効果的であろう。ただし、こうした技術だけでは、Ph.D.で要求される論文は書けない。あくまで新
しい発見、オリジナルの考え方が必要であり、これは教われば身につくものではない。こうしたことを勘違
いして、授業に出ていれば Ph.D.が取れると思われるのは困る。 
                                              
157 英国では Professor になると給与はいわゆる給与テーブル外となるため個別交渉となる。 
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また、一般的に英国での学位審査は日本の学位審査より厳しく、Pｈ.D.の取得は難しい。シェフィール
ド大学では、Ph.D.コースの 1 年終了後に Mini VIVA と呼ばれる口頭試問による進捗チェック、レポートの
提出が必要である。さらに、2 年終了後にもレポートの提出が必要であり、3 年終了後に VIVA と呼ばれる
学位審査がある。これは、内部メンバーおよび外部審査委員で計 3 名の委員会による非公開口頭試問で、
何時間も質問されるものである。 
一方で、Ph.D.コースも含めると、英国の大学院は標準的な期間（学部 3 年間、Ph.D.3 年間）が短すぎ
るのではないかと感じる。日本の飛び級制度のように、標準的にはすこし長めにして、優秀な学生のみ例
外的に短期間にできる、という方が、特に学費及び生活費確保の観点からも良いのではないかと思う。 
 
（d） 大学院生に関する違い 
授業料等の調達の仕方が日英で異なる点が日英での大学院生の違いを生んでいる。日本では、授業
料等については育英会から貸与されることが一般的であると認識しているが、英国でも奨学金制度はある
ものの、優秀な学生に対しては、教員が奨学金や企業からの Studentship を確保して、学生にオファーす
る158。また、リサーチカウンシル（RC) からの奨学金159は 3 年間分しか支払われないため、Ph.D.を取得す
るのに平均 3.5～4 年間要することを考慮すると、3 年終了後は金銭面での工夫が必要となるケースが多
い。そのため、Teaching Assistant や Tutorial と呼ばれる演習の補助、レポートの採点などを増やしてもら
って収入を確保しながら Ph.D.を続けるか、一旦 Ph.D.を休学して、ポストドクター研究者や企業で働きな
がら論文を完成させることが多い。 
英国では、将来アカデミック・ポストを意識している Ph.D.の学生は、講義方法や学会発表に関するセミ
ナー160などに積極的に参加して、将来のための能力開発に取り組んでいる点も特徴的である。 
④ 日本の大学院教育の改革に関する意見 
日本では長い間、教育については学生の自主・自立に任せてきた。しかし大学院進学者がここまで増
えると、もはや自立的な教育は難しいと感じる。学生も最近はコースワーク（授業）を欲しているのではな
いか。しかし現在の日本での一般的な授業は一コマ 90 分であり、これは長すぎるため一コマ 60 分程度と
すべきである。集中できずに理解の足りない科目を増やすよりも、コマ数と 1 回当たりの授業時間を減らし、
１コマ辺りの授業回数を増やして確実に身につけさせるべきである。 
英国では Master コースについては講義を導入して、体系化された教育ができるのではないか、という
議論がある。Ph.D.コースでは同様の議論がされていないが、これは授業が必要ないから、というよりも、研
究を通じて 1 対 1 で教員から学ぶからこそ理解できるという認識なのではないか。 
                                              
158 Ph.D.コースで 3,000 ポンド/年の学費と生活費 13,000 ポンド/年が標準的な費用である。ただし、EU 以外からの留学生では学費が 3
～4 倍高額になる。特に優秀な留学生の場合には、大学がこの差額を免除（waive）することがある。 
159 大部分が教員自身で獲得してくるが、学部での割り当て分も若干ながらある 
160 主に教員向けではあるがこうしたセミナーは英国では頻繁に開催されている。 
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(6) シェフィールド大学 Department of Engineering Materials （現場教員（日本人）） 
① Department of Engineering Materials での大学院教育の概要 
（a） 入学者の構成（内部進学／英国他大学／海外） 
Department of Engineering Materials では、英国内の大学から Ph.D.に進学した者のうち、約 2/3 がシ
ェフィールド大学卒業の内部進学者で、残りの約 1/3 が英国内の他大学の出身である。また、学部から大
学院に進学する際に専攻を変える学生が日本より多いことも特徴である161。 
一方、マスターコースに入学するのはほとんどが留学生である。 
（b） 大学組織として重視している市場の有無 
大学としては、優秀な学生で、学費・生活費が確保されていれば入学を受入れる方針であって、特定
の市場を重視していることはないと思われる。 
（c） 学生獲得において顕在化している課題の有無 
Department の Ph.D.学生選考基準は、学部卒業時の学位が第 1 位もしくは 2.1 までに限られる。この
基準はシェフィールド大学でも他の英国の大学でも同等である。ただし、EU 諸国の学生、海外の学生は
こうした学位を持っていないので、成績による学生の評価は難しい。 
Ph.D.コースに入学が認められるためには、学費と生活費が確保されていることが必要だが、英国の学
生とEUの学生はほとんどの場合、これらの費用に対して何らかの支援を受けることができる。一方、EU以
外の留学生が費用を調達するのは非常に難しい。また、学費等を確保できても、リサーチカウンシル 
（RC）をはじめ、多くの奨学金は Ph.D.コースの学生に対して 3 年間分しか支給されないという問題がある。
3 年間で Ph.D.を取得できない場合には、ポストドクターとして研究職に就きながら Ph.D.論文を仕上げ、
Ph.D.を取得してから企業に就職するパターンがほとんどである。 
② 日英の大学院教育や大学院生の違いに関する問題意識 
（a） 大学院教育で輩出すべきと考えている人物像の違い 
Ph.D.を取得した後、まずポストドクターとして研究職に就くことが一般的である。英国ではそれを満た
すだけのポストドクターの研究職ポストがある。しかし、そのままアカデミックでテニュアを獲得できる者は
少ない。最終的には民間や公的機関でノンアカデミック・キャリアに就く者が多い。 
企業から Studentship を取って Ph.D.コースに進む者は、Ph.D.取得後にその企業で働くことが条件に
なっているケースも多い。 
 
（b） 日英の大学院教育の内容で大きく違う点 
英国の大学ではアカデミック・ポストに就いたときに、大学で教えるための Certificate を取らなければな
らないことが日本とは異なる。研究をしながら Certificate を取得するために 2 年間くらいの期間を要してし
まう。ただし、こうした教員のためのプログラムは実際の授業に役に立つことから、日本でも取り入れた方
が良いと思う。特に学習者の集中力の限度や障害者が参加できる授業等、Lecturer 個人としての経験の
積み上げだけではなかなか身につかない知識が一律で提供されることはすばらしいと感じる。 
                                              
161 ただし、これは Engineering Materials の分野では、バイオや、鉄、高分子といった物質について関連が深く、周辺の学問分野と近いこ
とから、専攻を変えたがる学生が多いという可能性はある。 
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英国の場合は、Professor に限らず、Senior Lecturer、Lecturer など、教員162は基本的に自分の研究グ
ループを持ち、研究資金を獲得して、グループを運営していかなければならない点が日本と異なる。これ
は経験豊富な Professor も教員になりたての Lecturer も同じである。一方、経験を重ねる毎に学内の
Committee 等への参加が増え、研究や学生と接する時間が無くなり、学生指導はポストドクターが中心的
に行うようになる点は日本も英国も同じではないか。 
Ph.D.レベルの教育の内容については、日本と英国でそれほど大きな違いは感じない。 
（c） 日英それぞれの大学院教育の優れている点・問題点 
教員の教育へのインセンティブは個人としては特に無い。毎年、教員同士レビューをして、研究と教育
にかけるエフォート（時間）は調整できる。大学側から一定程度教育に時間をかけるよう求められることは
ない。一般的に言って、教育面にいくら努力しても、なかなか評価されないという問題はある。 
研究に関しては、RAE（Research Assessment Exercise）が 7 年に一度あり、研究面の質が評価される。
これは将来獲得する学生の質にも影響するので、大学および教員とも結果を気にする。 
全体的に書類仕事が多いが、秘書のような支援スタッフがいないのが問題である。 
（d） 大学院生に関する違い 
英国では、日本の理工系学生のように多くが大学院に行くという状況にない。また、Ph.D.コースに進ん
でも最短で学部の 3 年間と、Ph.D.の 3 年間の 6 年間で Ph.D.がとれてしまう点には問題がある。日本の
場合は学部 4 年+大学院 5 年で 9 年間かかるため、3 年間の違いによる日英の学生の質の違いは明確に
感じる。 
Ph.D.コースの学生選考の際にも、申し込みの時点で学費・生活費確保の見込みが無いと、その時点
でまず受入れてもらえない。特に留学生の場合はこれが顕著である。ただし学生が非常に優秀で、教員
が集金力の高い人だと、企業からの Studentship をもらえる。 
海外からの Ph.D.コースへの申し込みは非常に多い。近年では中国・インドからの申し込みが多いと感
じる。 
Ph.D.の学生は、最初の 1 年は MPhil として登録される。1 年後の評価として、まず、1 年終了時点で
Literature Review とよばれるレポート提出を求められる。また、先行研究のレビューが行われる。これらに
合格すると、Ph.D.の 2 年目として登録される。 
学生はよく言えば自分で考え、行動するところが良い。すぐに教員に聞いたりせずによく考えている印
象がある。しかし一方で独りよがりになって、一人できちんとした研究ができるようになるまでは、教員がよ
く目配りしていないといけない。また、英国の学生は、Ph.D.を仕事の一つと考えているようだ。自分の研
究に対してお金（学費＋生活費）が支払われるだけの価値があるか、という考えで見ている。 
英国では研究に関するサポートスタッフ163が充実している。彼らのおかげで、例えば X 線写真を撮影
するにも、なぜそうな手順を踏むのか等、単なる機器の利用方法を超えたサポートが得られることが良
い。 
③ 日本の大学院教育の改革に関する意見 
日本の大学院教育は基本的に問題ないのではないか。英国以外の EU 諸国でも同じだが、研究の際
に、学生が細かい配慮ができることは評価できる。共有施設の利用についても丁寧な取り扱いや時間厳
守といった基礎ができている。 
                                              
162 教員約 40 人のうち、シェフィールド大学出身者はごく少ないく、1～3 人である。新しい研究分野を設立する場合には、これまで学内の
研究者では適任者を見つけられないので、外部の大学から教員の引き抜きを図る。 
163 テクニシャン、エクスペリメント（実験）系に分類される。一応定義上の違いはあるが、業務内容はほぼ同じである。 
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(7) シェフィールド大学 Graduate Research Office, Acting Head / RTP Administrator 
① リサーチトレーニングプログラム（RTP）について 
（a） プログラムの背景と目的 
リサーチトレーニングプログラム（以下 RTP と略）は、13～14 年前からシェフィールド大学で開始された。
RTP を開始した理由は、学部を卒業した時点では、実験の経験がない、自分で考えて研究を進めるとい
う経験がないなど、基本的な研究スキルが不足している状況が明らかになったからである。また Ph.D.取
得後にノンアカデミック・キャリアに就く者が多いことも理由の一つである。 
RTP は当時の大学幹部の強いリーダーシップによって推進された。当時は一部の学生向けに任意で
参加してもらう制度だったが、現在は全 Ph.D.学生について受講が必須となっている。また、ポストドクター
向けにアドバンスコースも準備されている。 
RTP 開始当時は、研究者（Ph.D.の学生）向けのトレーニングプログラムは英国では前例がなかった。4
～5 年前になって英国政府がこうしたプログラムの重要性に気づき、全国の大学で同様のプログラムを展
開するに至っている164。その後、他の大学でも同種のプログラムが開始されてきているが、シェフィールド
大学の RTP の特徴は、①これまで年月をかけて実施してきたことから、プログラムのブラッシュアップが進
んでいることと、②Ph.D.学生は全員受講が義務づけられていることから、学生全体のレベルの底上げが
できていることである。 
（b） プログラムの内容 
理工系だけでなく、人文・社会科学系も含む全てのフルタイムの Ph.D.学生は、Ph.D.一年目に 20 単位、
卒業までに 45 単位の RTP を受講することが義務づけられている。RTP の一つのクラス規模は、6～8 人位
の小規模なものから、大きいと 30 人程度のものまで様々である。 
RTP の主な内容は、①分野毎の基礎知識、②分野毎の基礎スキル、③プロフェッショナルトレーニング
（特にノンアカデミック・キャリアでも活かせる知識、就職対応）、である。履修の順序は自由であるが、
Ph.D.の 1、2 年の間に、①および②を履修し、3 年目に③を履修する学生が多い。ただし、履修は
Supervisor の承認が必要となっており、相談して他の学科等で提供されている単位を取得することも認め
られている。 
RTP のうち、キャリアセミナーの企画など、学問に関係ないプログラムは当オフィス（Graduate Research 
Office、以下 GRO と略）で決定する。一方、研究・教育に関係するプログラム、例えば論文の書き方、
VIVA（Ph.D.論文の審査面接）の対応の仕方等については、各 Department や教員が決めるので、当オフ
ィスではその内容や数などは一切口出ししない。 
ただし、近年、RTP のプログラムの数が多すぎ165て、学生がどのプログラムを取って良いかわからないと
いう苦情が多くなってきた。また、GRO としても RTP の全容が把握できていないので、来年中に予定され
ている包括的評価の一環として RTP の全体像を把握し、重複を排除するなど、内容を大幅に見直すこと
を考えている。 
                                              
164 英国政府に対してもシェフィールド大学での知見がインプットされている。 
165 大学全体で、RTP のモジュールは 500 近くあり、年々追加されている。 
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（c） プログラム実施の結果 
RTP が研究活動の向上に対してどれだけ貢献しているかは GRO では把握していない。ただし、ノンア
カデミック・キャリアでの就職に関しては明らかに貢献している。 
留学生にとっては、自国のスポンサーに RTP を通じて身につけた知識やスキルをきちんと説明できる
ため、成果についてスポンサーの納得が得られやすいという効果もある。 
（d） プログラムの評価 
学生は、レジュメ（CV）の書き方や、インタビューの受け方など、卒業後の準備ができるため、RTP を非
常に高く評価している。また、Ph.D.入学当時には 40％の学生がアカデミアでの職を検討していたが、
RTP を受講した 3 年後にはそれが 20％に減り、ノンアカデミック・キャリア指向が高まったという調査事例も
ある。 
教員は、RTP を開始した当初は、「研究に従事する時間が減る」、「画一的なプログラムを受けるのは時
間の無駄である」といった意見を持っていた。特に年齢の高い教員にこうした否定的な意見を持つ傾向が
あった。しかし、学生が受講するに従って意見も変わってきた166。 
産業界も RTP を非常に高く評価している。ただし、就職の面接などの場面で、学生が自分の身につけ
たスキルを上手く表現できていないことがわかってきたため、RTP によってどのようなスキルを身につけた
か、産業界で通用する言葉で説明できるような訓練も実施している。 
② 大学院教育の新しい動き 
（a） 伝統的な研究トレーニングの課題 
Ph.D.コースに入る段階で、Ph.D.取得後の選択肢が幅広く、アカデミック以外にも産業界で活躍できる
可能性も高いことを全ての学生がきちんと認識し、そのための準備をすることは難しい。RTP は産業界で
の就職の可能性を認識させ、準備させるための契機である。 
また、Ph.D.の研究活動を効率的に進めるためには、基礎となる知識やスキルがシステマティックに提
供されることが望ましいと考えている。 
（b） 新しい研究トレーニングのトレンド 
英国で近年取り組みが始まった Doctoral Training Centre が、シェフィールド大学で現在 2 箇所設置さ
れており、将来的に 5 つまで増える予定である。ここでは、学際的な研究を行う優秀な学生を対象として、
Ph.D.コースを現在の 3 年間から 4 年間にし、Ph.D.の一年目を Taught コースだけにする、RTP は免除す
るなどのしくみを検討中である。 
（c） 新しい研究トレーニングの阻害要因 
RTP のような新しい研究トレーニングを導入する際、教員にそのプログラムの必要性を納得してもらうた
めには一定の時間が必要である。教員の理解がないと、教員が「こんなプログラムは無駄だが、そういうル
ールだから仕方がない」という態度を取り、プログラムについて何も知らない学生はそのように思いこんで
しまってプログラムの内容が身につかないおそれがある。 
また、人文系から理工系まで研究範囲の広い大学では準備するプログラムの数が相当多くなり、全体
を把握するのが難しくなりがちである。 
 
 
                                              
166 教員が RTP に対して否定的だった分野の学生の RTP 平均取得単位が、義務とされた以上に多かったという皮肉な事例もある。 
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（d） トレーニングプログラムの成功要因 
RTP のようなトレーニングプログラムを成功させるためには、まず、トレーニングの目的は何か（RTP の
例では「知識・スキル・就職対応」）を、プログラムの開始時に明確にすることが必要である。 
各コースの内容は一般的であっても、それをどう組み合わせて履修するかによって、学生一人一人の
ニーズに対応できる。多様な学生ニーズに応えるためにも、全体の制度はできるだけフレキシブルである
べきと考えている。 
また、開始当時からトレーニングプログラムの履修を義務化した方が、プログラムが抱える課題を解決し、
改善しやすい。 
③ その他 
シェフィールド大学では、学生だけでなく、教員(約 1,400 人程度)に対する教育のトレーニングも実施し
ている。これは、シェフィールド大学に新たに迎えられた教員や若い教員に受講を義務づけているもので、
受講して Certificate（受講証）をとらないと、将来的に自分の研究室で学生をとれなくなる、という厳しいも
のである。教員へのトレーニングを開始した背景には、学生が、以前は無料だったが現在では高い学費
を支払っており、その対価としての教育に対して要求が厳しくなっているためと言える。 
この教員向けトレーニングは内部の授業や外部コンサルタントによる授業などで構成されている。 
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(8) シェフィールド大学 副学長 
① 理工学分野における大学院教育の質について 
（a） Taught マスター、Research マスター、Ph.D.の相違 
大学院教育では Ph.D.コースがメインとなるが、Ph.D.コースに至るまでの道のりは複数あり、これは専攻
により傾向が異なる。具体的には、学部で 3 年間の教育を受け、Bsc を取得した後に、①そのまま大学院
の Ph.D.コースに行く（3 年間）167、②1 年間をかけて大学院の MSc または MRes を取得した後、Ph.D.コー
スに行く（3 年間）、③ひきつづき学部で MbiolSci、MChem、MPhys などを取得し、大学院の Ph.D.コース
に行く（3 年間）、などの選択肢がある。 
Engineering など、一部の Ph.D.コースでは、最初の一年間は授業がある。学生は、各研究室が主催す
るセミナー等に出席し、どの研究室に行くか検討している。また、途中で研究室を変えることも可能であ
る。 
MSc（Taught マスターコース）では学生は通常の学位よりもより専門的な教育を受ける。さらに MSc の取
得後に Ph.D.に行く学生もいる168。MPhil は、少なくとも Department of Chemistry ではあまりポピュラーで
はない。 
Ph.D.取得後の進路について具体的な数値は不明であるが、例えば 50 人中アカデミック・ポストに就く
者が 4～5 人程度であろう。アカデミック・ポストへの典型的な道は、Ph.D.取得後に、ポストドクターとして、
ステータスの高い、フルタイムの研究職に就くことである。 
（b） 大学院教育の質の向上方策 
大学全体としての大学院教育の質向上に向けた取り組みとして、Research Training Programme（RTP）
がある。RTP のアカデミックな内容は各 Department が決定している。RTP は学生一人一人のニーズに合
わせて、組み合わせを選べることが特徴である。 
また、大学院教育の質向上のためには、まず教員を含めた研究環境を充実することが最も重要である。
研究環境が充実すれば優秀な学生も集まってくる。良好な研究環境と、優秀な学生が入学することによ
って研究成果が上がると資金も集まり、サポートスタッフの充実も図れ、研究室自体がうまく運営されてい
る好循環の状態になる。 
（c） 大学院教育の質における課題 
科学全体を取り巻く状況として新しい発見がより困難になっていること、研究室の人数が増え、必要知
識がこれまでと同じように短期間では獲得できなくなっているという課題がある。これを反映して Biology で
は Ph.D.の標準コースを 3 年間から 4 年間に改訂した。 
                                              
167 20 年前は一般的だったが、今はほとんどない。 
168 ナノテクでは Ph.D.に半数くらい行く。MSc 取得後に企業で一定期間働いてから Ph.D.に来る者もいる。 
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② 理工学分野における新しい大学院教育に向けた取り組みについて 
CASE プログラム（Cooperative Awards in Science and Engineering、企業からも Supervisor になってもら
う）は、上手く機能していると評価している。CASE プログラムに参加する学生は多くの場合、産業界のニ
ーズに応えるため、応用に近いフェーズの研究をしている。また、CASE プログラムへの参加を前提として
いる奨学金もある。 
KTP （Knowledge Transfer Programme；企業へのインターンシップ）は通常 Master コースの学生が参
加することが多い。シェフィールド大学でも参加者は多く、プログラム終了後はその企業で就職するか、
Ph.D.コースに進む学生が多い。 
③ 理工学分野における優秀な学生の確保のための戦略 
（a） 優秀な学生確保のために最も重要な市場 
産業界に近い分野では留学生の数が特に多いという特徴がある。特に近年では中国からの留学生が
増えている。そのほかに、インド、マレーシア、メキシコ、サウジアラビアなどの国々に注目している。 
一方、国内の大学に対してもシェフィールド大学の大学院を宣伝し、優秀な学生確保に努めている。 
（b） 留学生数の増員策 
留学生は学費が他の学生と比較して高いので、たとえ優秀でなくとも大学としては収入の面では重要
な存在である。ただし、現場の教員は、より優秀な学生を確保したいと考えて行動している。 
（c） 優秀な学生確保における課題 
優秀な学生がシェフィールド大学に入学したいと考えても、学費や生活費等が確保できなければ入学
は認められない。そのために様々な奨学金や企業からの Studentship が用意されているが、十分な数が
あるとは言えない。RC からの奨学金は基本的に英国内の学生だけであり、EU 諸国を含め、海外の学生
は支援を受けることができない。せめて EU 諸国からの学生にも同じように適用されれば、競争的になり優
秀な学生が確保できると考えている。ただし、本当に優秀な学生は、先生が自ら Studentship を確保して
学生にオファーする。一方、そうした学生は他の大学も獲得をねらっているので、競争率が高い。 
また、Ph.D.学生向けの RC からの奨学金は 4 年で終了するため、学生には 4 年以内で Ph.D.を取得し
なければならないというプレッシャーがかかる。また、4 年以上になると学費も上がる。平均的には Ph.D.取
得に 3.5 年～4 年間かかるのが普通である。 
留学生の学生選抜は、海外の大学による評価が国や大学によって著しく異なるため、学生の評価が難
しい。自分の研究室に同じ国からの留学生がいれば、その者に当該大学の評価を聞くことが最も確実な
評価である。 
そもそも学部に行く段階で借金があり、Ph.D.コースまで行きたくない、行くことができない、と考える学
生が多いことも課題である。また、たとえ Ph.D.を取得してもアカデミック・ポストが少ないことも Ph.D.に行き
たがらない理由であろう。 
（d） 入学学生数の上限 
学部生には学生定員があるが、大学院生には学生定員を決めていない。ただし、Department ごとに毎
年想定している人数（目標）はある。学生数確保のインセンティブは多くはないが、大学からの予算の一
部は学生数に連動しているので、Department の収入には一部影響することになる。 
大学側の学生受入れ容量（キャパシティー）の問題はないため、今より多くの優秀な学生を取りたいと
考えている。研究室にはポストドクターもいるので、より多くの学生を受入れても面倒を見られると思う。 
したがって、入学可能な学生数は、基本的に RC からの奨学金の額で決まってしまう。 
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④ 大学院教育における学生支援策 
（a） 財政的な支援 
大学および Department による支援として、英国人向けに学費と生活費支援がある。また、研究プロジ
ェクトと結びついた同様の支援も用意されている。留学生も利用できる奨学金として、学費のみ支援する
ものも用意されている。 
（b） キャリア開発支援・就職支援 
キャリア開発・就職支援の一環として、シェフィールド大学では、キャリアオフィスを設置して、情報提供
などを行っている。また、Department 単位では独自の支援も行っており、例えば Department of 
Chemistry では RTP の一部として、民間企業によるビジネストレーニングコースを提供している。 
 
（c） 留学生に向けた支援 
英語のトレーニングについては、大学の語学センターが支援している。また、一般的な支援は留学生ク
ラブ（International Student Society）が提供している。 
特に留学生の家族向けには、学生自治会（Student Union）による支援が充実している。 
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第5節 国際比較調査のまとめ 
まず質の高い大学院生確保に関して、国際的な獲得の観点から整理する。次いで、それに影響を与
える要因として博士課程修了後のキャリアパスや経済的支援状況等を各国で比較する。最後に日本特
有の課題と考えられる学生の質の変化を分析する。また大学院教育の改善に関しては、国際的に活躍で
きる人材の育成や大学院の学生数増加に関する教育課題についてまとめ、先進的な取組事例を整理す
る。 
1． 質の高い大学院生確保 
(1) 優秀な学生の国際的な獲得 
① 日本 
学生の獲得について、内部進学者、他大学からの進学者、留学生のいずれを優先するかは大学・研
究科により異なる。優秀な学生を確保するためには内部進学者の進学を重視するという意見もある一方、
他大学からの学生や留学生の獲得を重視する意見もある。学生の流動化については、大学院重点化以
降、一部の有力国立大学へ学生が流れてしまうことが課題として指摘されている。 
留学生の確保については、定員確保や国内学生への刺激の面でも重要と考えられている。留学生の
中でも、中国、韓国などアジアから優秀な学生を獲得しようとしている大学もあり、中国に拠点を設けて情
報発信や学生獲得活動を行っている事例が複数ある。他方、留学生獲得の目的が不明確との指摘もあ
る。 
ただし、一般的には入試（面接）を日本で受けなければならないこと、経済的支援が十分ではないこと
等が留学生獲得の課題として指摘されている。大学側でも、留学生の質は概ね良いとしながらも、他方で
ばらつきが大きく、質をどのように評価して受入れるかが課題となっている。本格的な受入には、大学側の
教育体制（英語授業）の整備や事務部門の体制確立がボトルネックになるとの指摘があった。 
留学生の面接等については大学教員が当該国に出向くことや、テレビ電話やメールのやりとり等から
海外からの受験者の負担を減らす試みも見られた。授業の英語化については一部大学の専攻では原則
英語で講義を行うなど積極的な取組みが行われているが、英語化により日本人学生の学習効率が低下
することへの懸念や修了時の日本語の習得をアピールしたいとの意見もあった。留学生向けの特別コー
スを設けて、入学選抜時に日本まで来なくとも受験でき、入学後も英語だけで修了を可能としている例や、
米国トップ校による優秀な留学生獲得を意識した奨学金を用意する動きもある。 
 
 
優秀な学生確保のための重点～内部進学を重視 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
博士課程の入学者は下降傾向にある。内部からの博士課程進学を何とか増加させたい。 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
我が大学では内部進学率が非常に高いので、優秀な学生を獲得するためには学部学生を
育てることが一番効率は良い。工学系では学部と修士の 6 年一貫で教育を行っている。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
国内他大学から優秀な学生を獲得することには苦労していないが、今は内部学生を育てる
のが大事である。 
国立大学 7 
工学研究科長 
内部進学者の確保を最も重要と位置付けているが、内部から博士課程に進学しないことが
多いのが問題である。もっとも、他大学から修士課程に進学してきた学生の方が、目的意識が
高く、博士課程へ進学する割合も高い。内部進学者の確保に続いてアジアからの留学生、国
内他大学からの獲得の順である。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
基本は内部進学者を獲得することである。実際、修士課程のほとんど（博士課程では 2/3）は
内部進学である。 
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優秀な学生確保のための重点～国内を重視 
国立大学 2 
理学研究科長 
理学は博士論文作成に高い基礎学力が必要であり、留学生受入れはリスクが大きいので、
自大学・国内他大学からの進学を重視している。 
国立大学 1 
理学研究科長 
内部進学者を大切にした上で、ウェブの充実や他県での説明会開催などで他大学からの志
願者を増やし、受験倍率を高めるべく努力している。研究ができるという一定の水準を超えてい
なければ学生は採らない。 
国立大学 3 
理学研究科長 
理学は工学に比べて修了（帰国）後の就職があまり無いので、留学があまり魅力的でない。
研究科としても積極的な獲得の取組はしていない。 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
質の維持の点から国内学生の進学率を高めることを優先している。国内の優秀な学生を国
内大学の研究の成果により引きつけて残すことが大切である。 
 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
現状は内部進学者が多いが、国内他大学から入学者をより多く受入れたい。そのために入
学説明会の開催等に取り組んでいる。 
国内有力国立大学への流れ 
国立大学 3 
理学研究科長 
重点化によって変化したのは、有力国立大学などへ流出する学生が増えたことである。 
国立大学 1 
理学研究科長 
ここの研究科に合格しても、地理的条件が良く世間的に評価の高い他大学に流れてしまい、
辞退者が多い。もっとも本研究科の試験に落ちても、これら他大学に受かる場合も多いと聞く。 
私立大学 10 
理工学研究科長・理
学現場教員 
本学に落ちて有名国立大学に行く学生も多い。成績の良くない学生が、世間的には自大学
よりランクが上と評価されている国立大学（大学院）に進学していることを危惧している。 
 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
国内の流動性（国内大学間の移動）が必要。トップ大学を頂点とした片方向な流れが問題で
ある。修士の入試日程を他大学とずらす提案をしているが他教授から学生が逃げるとの理由で
賛同が得られない。本当に流動性を高めるのであれば、インブリーディングの上限を設けて強
制的に学生を移動させるのも一つの考え方である。 
学生は研究成果（教員）を見て大学を選ぶので研究成果を出せる教員を集めるのが最も有
効な策である。日本の教員は重視していないがウェブサイトでの情報発信の充実が必要であ
る。 
優秀な学生確保のための重点～留学生を重視 
国立大学 1 
副学長（教育） 
北京に大学事務所を設置していることもあり中国（特に清華大学）から優秀な学生が来てい
る。 
国立大学 2 
副学長（教育） 
優秀な学生を獲得するため、また国内学生へ刺激を与えるため、留学生増加を進めている。
国立大学 5 
工学研究科長(1) 
現状は内部進学者が最も多い。今後は研究科の国際化という観点からアジアの優秀な学生
を受入れたい。 
国立大学 6 
副学長（教育） 
潜在的な市場規模の大きいアジアからの留学生を重視している。中国にセンターを開設し、
情報発信活動だけでなく現地入試も実施している。留学生獲得を重視する理由としては、国内
学生の減少傾向や、留学生が刺激となった教育効果向上への期待がある。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
現在は内部進学率が高いが、将来に向け留学生を重視している。 
留学生受入の目的 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
（留学生受入れの目的は、）米国大学はトップレベルの学生獲得による研究活性化のため
で、英国大学は財政的理由（留学生を通じた収入増）のためと言われている。これらと比較し
て、国内大学が何故、留学生を獲得しようとしているのか目的が不明確である。 
国立大学 3 
理学研究科長 
留学生を受入れることで国際化できるというのは、理学においてあてはまらない。真に国際化
を図るには、英語化・留学生受入れではなく、先端研究を活性化する事が重要である。 
留学生受入の工夫～英語教育の在り方 
国立大学 3 
理学現場教員 
世界でトップを目指す大学であれば英語で教育しなければならない。留学生が入り、不均質
（多様性）であることが必要である。 
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国立大学 5 
工学研究科長(1) 
修士課程から全ての授業を英語で実施し、全て英語で学位取得可能な英語コースを用意し
ている。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
英語コースを生物、応用物理、造船で開設している。 
国立大学 1 
理学研究科長 
修士博士一貫型のコースを設け、英語だけで教育している。 
国立大学 7 
工学研究科長 
中国には多くの留学生が来ているが、英語で教えているわけではなく、むしろ学位論文は中
国語でなければならないという規定もある。授業の英語化は留学生獲得に効果はないのではな
いか。 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
英語入試を開始したが、授業の英語化は日本人学生の学習効率が低下すること、留学生の
獲得に与える効果が薄いといった問題がある。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
教員を米国大学に派遣し、英語で授業を行うためのトレーニングを実施している。授業全て
の英語化は必ずしも適当ではない。留学生には英語のみで入学できるが大学を出るときには
日本語も習得できていることをアピールしていきたい。 
留学生受入の工夫～入試 
国立大学 2 
工学現場教員 
優秀と思われる海外の学生からの入学問い合わせは多いのだが、日本で面接があるとわか
ったとたんに留学する意欲を失うケースがあった。 
国立大学 3 
工学研究科長 
留学生は優秀な学生が多い国費留学生を多く受入れている。現地へ出向いたり、テレビ電
話を活用して面接を実施し、ミスマッチのないように配慮している。 
国立大学 8 
工学研究科長 
外国人特別枠があり、いくつかの専攻で国費・私費の枠を作り、AO 入試に類する方法で入
学させている。日本語ができなくても卒業できるような科目がある。ソウルや北京に出向いての
学生選考も行っている。内申書を各大学から入手して精査したり、会えない場合は質問事項を
メールでやりとりしたりして受入れている。 
留学生の課題～経済的支援などの障壁 
国立大学 2 
理工学研究科長 
受検料支払、保証人、入学時期等の優秀な学生を遠ざける障壁がある。 
国立大学 3 
工学現場教員 
留学生の質は日本人と比べて遜色がないと思う。留学生を妨げるのは経済的支援と日本語
の問題。 
私立大学 9 
理事（教育） 
成績優秀な留学生獲得のため国際水準の奨学金制度を用意した。入学前に給付通知を実
施している。また英語だけで学位が取得できる大学院教育プログラムの整備を行っている。海
外から優秀な留学生を獲得するために経済的支援は世界水準でなければならない。ただ経済
的支援で対等でも、優秀な留学生獲得には大学院の教育研究水準を上げることが必要であ
る。 
国立大学 5 
工学現場教員 
留学生を受入れるために、事務手続きも教員がやっている。事務側にスタッフが必要であ
る。 
国立大学 5 
工学研究科長(1) 
ベトナムで学生獲得のためにプレゼンテーションをすると、欧米の大学は施設やサービスを
アピールできるが、本学としては研究内容をアピールするしかない。結果としてベトナムの学生
に関心を持ってもらえない。学生が充実したキャンパスライフを送るためのインフラ整備が必
要。教員の自助努力で解決できない部分を国が支援して欲しい。このままでは海外大学に太
刀打ちできない。 
留学生の課題～留学生の質 
国立大学 3 
工学現場教員 
留学生の質は日本人と比べて遜色がないと思う。 
国立大学 2 
工学現場教員 
留学生の質を問題視する意見もあるが、日本人と留学生では受けてきた教育の違いがある。
日本人は知識量が多いため優秀に見えるが、意欲の差により、時間を掛ければ留学生も変わ
らず日本人学生に追いつく。 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
留学生の質はバラついており、特に一部の国からの質が低下している。とはいえ、留学生は
（欧米のようなトップレベルではないかも知れないが）日本の学生と比較すれば良いレベルにあ
る。文部科学省の国費外国人留学生（研究留学生）の優先配置を行う特別プログラムには、質
が高い学生が集まる。 
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国立大学 2 
理工学研究科長 
留学生は博士の 1/3 を占めるが、優秀な人が本当に獲得できているか疑問である。 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
日本への留学生の質は玉石混合であるが、中国やインドのトップ層は米国に行くとの印象を
持つ。 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
留学生については質の問題があり、質を確保するには選抜（面接）方法の改善が不可欠で
ある。これには、大学間や関係機関の連携が有効である。もっとも留学生の博士学生の学力は
相当ばらつきがある。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
留学生については、必ずしも優秀な学生が獲得されていないものの、ポスドクで採用して欲
しいという連絡は毎日でも来ることから、資金があれば獲得できると思う。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
学生選抜に際して、入学者の出身大学の成績が信頼できない場合もある。海外大学の成績
基準についてデータベース化（共有化）を進める必要性を感じている。 
国立大学 8 
工学研究科長 
（留学生獲得には）どこの国のどの大学はどの程度の水準かというバックデータを持っていな
いとならないが、日本全体としてそのような蓄積は浅いのではないか。国によって修業年数や成
績表の形式も異なっている。 
 
② 米国 
メールによる意見収集によれば、米国の教員は自大学で学んだ学生が他大学に進学することを当然と
見なすことや、入学者の面接のために米国外のトップ大学等を訪問して優秀な学生獲得を試みることも
述べられている。 
 
優秀な学生獲得の方策・工夫 
ミシガン大学 
日本人教員 
（メールによる意見収
集） 
入学時には書類と推薦状で選考をするが、学生の取り合いは激しいので、博士課程コース
に入学する学生であれば、教員の誰かは事前に話をしている。米国の学生であれば訪ねてい
るし、海外でも最低限、中国、インド、韓国のトップ 2-3 校くらいは訪問して現地で事前評価して
いる。 
メリーランド大学 
日本人教員 1（材料
分野） 
学部で学んだ学生は、基本的には大学院に進むときに外に出す。1 番良い学生は手元にと
っておきたいが、外に出すことによって教員間の人的ネットワークの形成にもなる。教員の採用
においても、ずっと同じ所属だとネガティブに見るというのが米国の文化であり、昔からいろいろ
なところに回すのが当たり前である。 
 
③ 英国 
ケンブリッジ大学では、学生獲得のために宣伝活動を行い、大学のプレゼンスを示すことの重要性が
述べられている。また選抜方法は、基本的にメールや電話で入学審査のインタビューを行うことが一般的
であるが、シンガポールや中国の学生候補に対しては、現地まで出向き面接を実施している。 
 
留学生受入の方策・工夫 
ケンブリッジ大学 
日本人教員 
ケンブリッジ大学は世界的に評価が高く、著名であるものの、優秀な学生が進路として米国
の大学院を一番に考えてしまう傾向もあるので、学生獲得のために宣伝活動を行い、ケンブリッ
ジ大学のプレゼンスを示すことは意味がある。インド工科大学とは大学間で協定を結んでおり、
インド工科大学の学生がケンブリッジ大学を意識する契機になっている。中国やシンガポール
では現地でのインタビューを行うといった活動がある。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
Office ）  Director 
海外からの入学希望者の中には、語学能力が必要とされる基準に達していないが、優秀な
学生であり、例外的に入学が認められることがある。こうした学生は、大学が設置している語学
センターでの無償プログラムに参加することが要求される。また、少額ではあるが有料のマンツ
ーマンレッスンも準備されており、必要な語学力が得られるよう支援されている。 
大学が提供する英語プログラムとは別に、Department of Engineering では独自の英語プログ
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/Senior 
Administrator 
ラムを提供している。ここでは技術英語を教え、テクニカルライティング能力を身につけられるよ
うな教育をしていることが特徴的である。 
 
 
(2) 博士課程修了後のキャリアへの不安や不満 
① 日本 
就職の現状として、理学の修士課程は就職に問題がないが博士課程では難しいとの指摘も一部にあ
り、一方、工学については博士であっても就職すること自体は問題がないという意見が多い。しかし企業
の待遇も含めて博士号取得者に対する社会の受容性が低く、博士号取得にかかるコストに見合っている
か学生が疑問を感じるのではないかとの意見もある。 
博士課程への進学をためらう大きな原因としては、博士課程修了後のキャリアへの不安が挙げられて
いる。これに関連して、キャリアパス情報の不足が進学を躊躇させる要因として指摘されている。 
理学と工学では産業界への就職のしやすさや、学生の進路への志向に違いがあると考えられるが、大
学における若手ポストが少ないため、アカデミック・ポストへの就職は容易ではないとの共通した認識があ
る。そのため、若手のポストを増やさなければならないという意見や大学院全体の教員構成を検討すべき
との意見もある。さらに、現在の教授職の業務負担が大きく、大学教員職への魅力が薄れているために、
優秀な学生が博士課程へ進学しないことを懸念する意見も聞かれた。 
 
 
就職の実態 
国立大学 5 
理学研究科長・現場
教員 
留学生も含めて博士号取得者は卒業後に容易に就職先が見つかる。博士課程に入学した
学生の内、学位を取れるのは半分程度だが、取れなかった学生にも就職先は見つかる。 
国立大学 3 
理学研究科長 
修士課程修了者の就職は問題ないが、博士課程修了者については難しくなっている。特に
アカデミック・キャリアは任期付きがほとんどであり、学生の進路に対する不安感は増している。 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
 
学生が自分自身のキャリアを真剣に考えるほど博士課程進学をあきらめてしまうため、結果
的に博士課程学生の中にはキャリア意識が低い人がいる。博士課程修了後の就職先が見つか
らなかった学生に対しては、1 年間を期限に、無給だが授業料も発生しない博士研究員として
大学での活動を認めている。 
国立大学 3 
工学研究科長 
工学分野では、修士は勿論、博士でも就職難ということはない。 
国立大学 8 
工学研究科長 
博士を取得して就職に困っている者は皆無であり、半分が産業界、半分弱がアカデミア、残
りが国の研究所などに進んでいる。 
博士号取得の価値に対する社会の受容性の低さ 
国立大学 1 
副学長（教育） 
問題は経済的な面以外にある。学生の立場からみて博士課程が自分の青春をかけてでも進
学すべき価値あるものとなっているかどうかを鑑みれば、博士号取得者のキャリアについて社会
の受容がないことが問題である。博士号取得者の活躍の場の拡大が最も重要である。社会的
な受入を拡大するには、まず文部科学省が博士号取得者を全採用者の 30%くらい採用しては
どうか。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
博士課程への進学率低迷は、キャリアパスの問題である。大学の人事（教員の年齢構成）に
ももちろん問題がある。社会的にドクターを受入れる仕組みが必要。企業のみに頼るのではなく
官庁、公共団体（政策分野で）でもっと修士、博士を取る必要がある。 
国立大学 7 
工学研究科長 
日本では博士号をとっても就職にほとんど影響なく、その価値を認めていない。一方で、アカ
デミック・キャリアを志望する学生は、その進路が不安定であることから進学しない。 
国立大学 2 
工学現場教員 
カナダで学生が博士課程にいくのはつぶしがきくため。日本と逆。 
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キャリアパス情報の不足 
国立大学 2 
理工学研究科長 
博士号取得者のノンアカデミック・キャリアが不十分と思っていたが、実際、出口調査をすると
想像以上に企業に就職して活躍している。学生も教員も気づいていないことが問題である。 
国立大学 8 
工学研究科長 
博士の就職に全く問題が無いのに学生が博士に進学しないのは、（ポスドク問題などを盛ん
に報じる）マスコミの論調など社会の風潮に流されているのではないか。このため、博士号を持
ち社会で活躍する人を紹介するシンポジウムを年に 2 回実施している。 
若手アカデミック・ポストの不足、雇用の不安定性 
国立大学 1 
理学研究科長、 
国立大学 2 
理学研究科長 
経済的支援があっても博士課程に進学しないのはポストドクターの後のキャリアがないため
である。 
国立大学 3 
理学現場教員、 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
若手のアカデミック・ポストでパーマネント職の雇用を増やすべきである。その上で流動性を
高めるべき。現状でも任期付きの就職は問題ないが、安定した雇用ではないため博士に進学
する学生が減っている。 
国立大学 5 
工学研究科長(1) 
企業に就職し易くなった一方で、アカデミック・ポストは減少している。学生たちは苦労してい
るポストドクターを見て、博士課程進学へ消極的になる。 
国立大学 5 
工学現場教員 
優秀な学生が博士に進学しないのは就職ビジョンが描けないからである。教授や准教授の
ポストを増やし若手ポストである助手の定員を削ったことが原因。このような構成は組織として脆
弱である。 
大学教員職の魅力の低下 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
優秀な博士学生を獲得するには大学教員が誇りを持てるかが重要である。自由度の高さや
時間的制約の少なさなど先生であることのステータスが今はない。 
国立大学 1 
副学長（教育） 
アカデミック・ポストの数の問題ばかり言われるが、教員が魅力ある職であるかという質の問題
がある。教員が教育研究をする時間、すなわち学生と接触する時間を増やすことが大切であ
る。 
国立大学 6 
理学研究科長・現場
教員 
理学系で博士課程進学者を増やすには経済的支援や出口支援よりも研究の魅力を十分に
学生に伝えることが重要であり、現在は魅力を教員自身が身をもって示せていないことが課題
である。 
博士課程プロセス可視化の必要性 
国立大学 3 
工学現場教員 
博士課程進学を躊躇する理由の 1 つにプロセス（卒業要件）が可視化されていないことがあ
る。博士課程は共通目標を立てるのは難しいが、学位取得に向けたステップを示すなどは必要
である。 
国立大学 2 
工学現場教員 
日本的な研究指導は教育効果が高いが、入学前の学生には指導プロセスが見えない。研
究室に入らないとわからない教育システムに学生が進学するだろうか。 
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② 米国 
博士号取得による就職の容易さは分野にもよるが、より良い仕事に就くことや、一部企業では対外的な
発表などに博士号取得が有利に働くとの認識が示されている。 
 
就職の実態 
メリーランド大学 
CMPS Dean 
現在は経済状況が良くないので、特に実験物理は就職がない。卒業して研究大学に職を得
ることを目指し、大抵 4～5 年のポストドクターを経験してから就職するが、就職できない者もい
る。 
UCB 
日本人教員 
物理だからといってどこにも就職できないということは本学ではない。 
博士号取得者に対する社会の受容性 
メリーランド大学 
日本人教員 1（材料
分野） 
米国では物理でもハイテク企業に就職している。ただし、分野による違いはあり、固体物理を
やっていれば就職できる。アカデミアではなく産業界を選ぶ理由は給料の違いである。博士号
がないと良い仕事に就けない。 
メリーランド大学 
日本人教員 2（電機・
計算機工学） 
マスターでも学部でも良い学生は企業が採用に来る。社会的な評価は能力で、学部卒でも
優秀な人は給料が高い。 
企業としてはその人が何をできるかを重視しており、必ずしも博士という訳ではないが、イン
テルのような企業では、社外に出て発表するのは博士の仕事である。 
③ 英国 
アカデミック・ポストにつくためには、修了後にポストドクターを繰り返してポストを見つけるが、それが適
わなければ産業界で就職することになる。ただし、工学系ではアカデミアへの進路が重視されているもの
の、産業界への就職の増加も述べられている。 
 
就職の実態 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Physics （現場教員） 
博士号を取得した後の進路として、修了後すぐに産業界で就職する者もいるが、まずポストド
クターとして研究者になり、ポストドクター職を 1～2 回繰り返す間にアカデミアでポストが見つか
らずに産業界で就職する、というパターンが多い。 
シェフィールド大学 
Department of 
Applied Mathematics 
（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 
博士号取得後、アカデミアでの就職を考えてポストドクターになるのは 40％程度と思われる。
一般的には博士号取得後、ポストドクターとして 3 年間程度の研究職を 2、3 回繰り返すが、こう
した研究職は年齢なども考慮されるため、その後はポストドクターを続けることが難しくなる。ポス
トドクターの間にアカデミック・ポストが見つからなければ、様々な職種の民間企業で仕事を探
す必要がある。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
Office ）  Director 
/Senior 
Administrator 
Department of Engineering の博士課程修了者の進路は、アカデミアないし純粋な研究職に
進む者が半数以下で、半数以上が産業界で就職している。この傾向は、年により若干の偏りが
あるものの大きな違いはなく、例えば 50 年前と比べれば産業界へ進むものが増えたという程度
の変化である。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Engineering （現場教
員（日本人）） 
博士課程では、卒業後にアカデミアの世界に進む者を主な対象としているが、近年はノンア
カデミックへの就職も増えている。 
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(3) 経済支援の実施状況 
① 日本 
博士課程の全員に授業料相当や授業料半分相当といった援助を行っている研究科や、外部資金によ
ってそれ以上の支援を一部の学生に行っている例もある。一方で、一部の学生のみにしか授業料半額程
度の支援を行っていない研究科の存在も聞かれた。 
このような経済的支援については、多少の効果を認める一方で、授業料程度では博士課程への進学
者の減少を食い止める効果はないことや、就職しやすい分野等では効果がないとする意見がある。また、
経済的支援は競争的であるべきとの意見もある。 
雇用型の経済的支援の一環である TA も広く行われているが、現状では学生のキャリアアップに貢献
するという教育的な意味が不十分であり、実際は単なる雑用係になっているのではないかという意見もあ
った。 
また、大学院生への経済的支援だけではなく、ポストドクターやテニュア職も含めた予算配分の在り方
を検討することが必要であるとの意見があった。 
 
経済的支援の実施状況 
国立大学 2 
理学研究科長 
TA 支給額は 1 人当たり 7 万円程度で、RA を合わせても 10 万円程度に留まっており、授業
料水準にも程遠い。米国では TA などで最低限生活ができる程度の収入が得られるが、日本で
はその水準に達していないため、学生が博士課程進学を避けてしまう。 
国立大学 5 
理学研究科長・現場
教員 
現状では、博士課程学生全員に授業料半額補助を実施している。その他、GCOE で雇用さ
れていれば年 200 万円程度、日本学術振興会特別研究員となっていれば月 20 万円程度の補
助が得られる。修士課程学生は TA による支援を行っている。 
米国では指導教員が自らグラントを獲得し、その中から RA として学生を受入れるので、雇用
関係に近い形で密接に結びつく。そのため学生は学内に留まったまま最低限の生活ができ、
実績を積める。日本では、特別な奨学金を受けない限り、生活できる水準の援助は得られな
い。 
国立大学 5 
工学研究科長(1) 
ほぼ授業料相当の奨学金制度を始めたところである。 
国立大学 6 
工学研究科長 
全博士課程学生に授業料相当（60 万/年）を RA 経費として外部資金の間接経費から支給し
ている。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
博士課程学生全員に少なくとも年 25 万円は支給している。修士課程学生には支給していな
い。何とか授業料相当は支給したいが、そこまでいかないのが現状である。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
博士課程全員（約 600 名）に授業料相当の奨学金給付を予定している。その結果、博士課
程学生が増えることは大学経営的には赤字であるが、研究資金の獲得で回収可能と認識して
いる。 
国立大学 8 
工学研究科長 
特に博士には経済的支援が重要だが、研究科のすべての専攻がいずれかの COE に関与し
ているので、学生はそこから支援を受けられる。 
経済的支援の実施の必要性 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
内部調査結果では、博士課程進学後の就職や経済的支援への懸念が多数を占めたことか
ら、博士課程学生には費用を負担させないことが最低限必要と考える。 
国立大学 5 
工学現場教員 
米国では大学院全員の給料が出ているが、私企業の研究が多いので下働きになることが多
い。よって、国などによる博士への支援は必要だと思う。 
私立大学 9 
理事（教育） 
能力のある人材が進学断念を避けるようなケアが必要である。RAは外部資金を財源とするた
め研究科単位で行われているが、大学として経常費を財源とする RA も基礎的分野では必要と
考えている。 
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経済的支援の効果と限界 
国立大学 3 
理学研究科長 
博士課程学生については大学全体で授業料相当の給付を始めたが、分野によって経済的
支援の有効度（どのくらい博士課程への進学動機となるか）は異なる。数学・基礎物理等に対し
ては有効度が高いが、比較的容易に企業へ就職できる分野では、経済的支援よりも多額の給
与が得られるので有効度は低い。 
国立大学 1 
副学長（教育） 
理工系の博士課程学生には多かれ少なかれ授業料相当以上の経済的支援をしている。経
済的支援は多少の進学率減少を抑える効果があったかもしれないが、博士課程進学者を増加
するための根本的な解決にはならない。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
経済的支援で博士課程への進学率は上がらない。経済的支援の問題ではなく、博士号取
得後の将来性（ポスト）が見えないことが要因であるからである。 
国立大学 1 
理学研究科長 
財政的支援は就職による給与を得ないというハンディを中立化するものに過ぎず、どの程度
の効果があるかは不明であるが、生活費程度は支給すべきである。 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
授業料免除は無いよりもいいが、どの程度効果があるのかは疑問（親の負担を減らすという
意味では効果があるが）である。授業料を減額しても進学率は上がらない。 
経済的支援の方法 
国立大学 7 
工学研究科長 
雇用型奨学金は推進すべきである。日本ではRA支給額が少なすぎてほとんど意味がない。
私立大学 9 
理工学研究科長 
経済的支援は競争的であるべきである。学生には、何故自分が支援されているのか理解さ
せる必要がある。 
国立大学 2 
理工学研究科長 
補助金漬けの学生をこれ以上増やして良いのかは気をつける必要がある。本学でも枠を減
らすべきではないかという議論もある。 
TA 制度の実態 
国立大学 7 
工学研究科長 
TA はうまく活用すれば自身への教育効果もあり、非常に有効である。ただし現状では、TA
の活動内容が不明確であり、シラバスに TA の担当範囲を明記すべきである。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
TA 制度が実質的に機能していない。博士課程学生にオフィスアワーを持たせ、学士課程学
生へ対応させるようにしたい。 
国立大学 2 
副学長（教育） 
TA 制度は曲がり角にある。現状は単なる雑用係である。経済的支援としてではなく、キャリア
開発支援に位置づけを変更すべくティーチングフェロー制度を試行導入している。 
大局的視点での経済的支援の位置付け 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
経済的支援は確かに必要だが、大学院生にだけ予算を投入しても出口が無ければポストド
クター問題と同じ結果になる。大学院生、ポストドクター、テニュア、何処にどれだけの予算を配
分するかが重要である。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
大学院生への経済的支援については、うまく制度設計しないとポストドクター支援の二の舞と
なる。 
 
② 米国 
米国では、大学院生は授業料を支払い、教育を受ける立場であると同時に、TA または RA という形で
大学や教員から雇われており、経済的支援に見合う成果を要求されることも指摘されている。 
 
雇用型の経済的支援 
メリーランド大学日本
人教員 1（材料分野） 
学部によるが、TA はほとんど宿題のグレーディングや、実験のデモを行っている。大学全体
で教えなければならない物理、化学、数学については TA が活躍する。 
日本の TA は給料が安いので教育まで担当できないかもしれないが、米国の TA は、当研究
科の場合 1 年 25,000-26,000 ドルで、授業料も免除で、福利厚生もついている。TA を経験した
ことは履歴書にも書く。 
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メリーランド大学日本
人教員 1（材料分野） 
米国では大学院生を教員が雇っているが、教育を考える面と、雇っているので研究のために
使うという面のどちらもある。実験を月末までにやれ、ということにもなるが、これも教育の一環と
考えている。 
 
③ 英国 
優秀な学生確保の最大の課題は、奨学金等により、学生に学費と生活費を確保できるかという点であ
り、フルタイムの博士課程学生は教育研究に支障が生じないようアルバイト等の仕事をすることが禁止さ
れている。 
 
奨学金による経済的支援 
ケンブリッジ大学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
Office ）  Director 
/Senior 
Administrator 
学生向けの経済的支援はリサーチカウンシル （RC )からのもので英国人学生向けのもの、
EU 諸国の国籍の学生向けのものがあるが、英国の学生向けが多い。次いで企業からの
Studentship、European Funding (RCのヨーロッパ版のような位置づけ)がある。フルタイムの博士
課程の学生は研究活動に支障が生じないよう、アルバイト等の就労が禁止されている。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Engineering （現場教
員（日本人）） 
優秀な学生であっても、3 年間の学費および在学中の生活費が捻出できないと入学できな
い。優秀な学生であれば多くの場合は奨学金など何らかの支援を得られる。どうしても費用の
当てがない学生で指導教員による獲得の意志が強い場合は、指導教員が企業からの奨学金を
獲得するなど、なんとか優秀な学生を確保しようと努力する。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Physics （現場教員） 
博士課程に入学するためには、学生が最低でも 3 年間の学費・生活費を確保することが必
要であり、これが障害になっている。 
シェフィールド大学 
副学長 
優秀な学生が入学したいと考えても、学費や生活費等が確保できなければ入学は認められ
ない。そのために様々な奨学金や企業からの奨学金が用意されているが、十分な数があるとは
言えない。本当に優秀な学生は、教員が自ら奨学金を確保して学生にオファーする。一方、そ
うした学生は他の大学も獲得を狙っているので、競争率が高い。 
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(4) 学生の質の変化 
① 日本 
一部の研究科では大学院の学生の質が落ちたと答える傾向があり、具体的には、上位層に変化はな
いものの、下位層が下に広がり、従来は入学してこなかった学生が入学するようになったという認識が広く
聞かれた。その原因としては、定員拡充による大学院への入りやすさ（特に博士課程）、目的が曖昧なま
までの大学院進学（修士課程）、少子化の進行、大学入学前の初等・中等教育の変化等が挙げられてい
る。特に国立大学の研究科では、定員を充足するために、質が低い（大学院で教育・研究指導を受ける
のに十分な意欲や学力が不足していると考えられる）学生をとらなければならなくなったという認識もあり、
教員の間でも定員の充足と入学者の質の維持がジレンマとなっているという意見もあった。また大学院入
学の難易度を疑問視する向きもある。 
大学院生の質の低下の影響としては、他の学生のモチベーションへの悪影響や教員の負担を増加さ
せると同時に、メンタル面、生活面のケアがこれまで以上に必要となったという意見もある。なお、学生の
質を表す項目として重視されているのは、専門基礎学力、自ら、教えられていないことなどを学ぶ姿勢、
深く考える力、分野を乗り越えるなどの意欲と経験などである。 
また、博士課程進学に関して、日本の教員は博士課程に優秀な学生を進学させることを重要と考えて
いるが、博士課程に進学して欲しい優秀な学生は期待するほど十分な数が進学せずに就職してしまうと
の意見が多い。 
 
学生の質の低下を感じる 
国立大学 1 
副学長（教育） 
学生数が圧倒的に増えているので、当然、平均の質が落ちている。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
学力については落ちたとは思わないが、致命的な話ではないものの下位層がひどくなった
感じがある。 
国立大学 2 
副学長（教育） 
学生の専門基礎学力が落ちている。定員充足率を満たさなければならないという意識と、学
生の質の低下が無関係とは言えない。 
国立大学 2 
理学研究科長 
学生の学力のバラツキが大きくなった。上位層は変わらないが、下位層がより下に広がって
いる。少子化、重点化（定員増）が影響している。 
国立大学 3 
理学現場教員 
内部進学生には感じないが、最近増加している外部学生は質が下がっている。全体として質
の分布が下に広がった。修士課程の 2 年間だけでは、外部から進学してきた学生の学力のギャ
ップを埋めることは難しい。もっとも全体として基礎学力の低下を感じる。大学入学前、学部教
育の積み残しが大学院に来る。最先端カリキュラムについてこられない学生もいる。 
国立大学 3 
工学現場教員 
大学院の定員が増えたことによって、かつてはとらなかった下のレベルの学生をとらなければ
ならなくなった。定員重視か質重視か教員間でも意見が分かれている。 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
修士課程は内部進学率が高く、学生のばらつきは少ない。博士学生は、特に留学生におい
て学力は相当ばらつきがある。国内学生のばらつきもあるが、定員増加もあり昔の成績優秀な
上位層だけが進学していないことが原因である 
国立大学 5 
理学研究科長・現場
教員 
日本の大学院の質がここ 10 年間で低下したのは、少子化、重点化のためで、当然の帰結で
ある。 
国立大学 5 
工学現場教員 
能力的には大きな変化はないが、少子化の影響はある。昔は進学できなかった学生も入っ
てくるようになっている。博士課程の定員充足度が低い専攻は大学内部の経費が減らされるた
め、卒業生に頼んで社会人博士として入学してもらっている例があり、大学の品格を下げると懸
念している。 
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学生の質の低下は感じない 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
他大学からの学生が少なく、学生の多様化による変化はあまり感じていない。ただ、今の学
生は昔よりも、より狭い分野で研究指導を受けている。その結果、その狭い分野に限定すれ
ば、研究能力は昔よりも高い。問題は、分野を乗り越える意欲と経験がないことにある。昔は自
学自習で埋めていたが、最近の学生は効率的になったために、不要と感じられる他の分野に
関して自分で埋めることはしない。 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
内部進学率が依然として高いので、多様化ということは問題になっていない。能力と言うより
も学ぶ姿勢が変化しており、ノンアカデミック・キャリアを前提とした修士課程学生が増えた。もっ
とも学部から修士への敷居が低くなったため、学部の延長のような感覚の修士課程学生が増え
たことも事実である。 
国立大学 6 
理学研究科長・現場
教員 
学生の質は以前より上がっている。教育研究水準を高めて志願倍率が高くなれば良い学生
が集まる。重点化の際、定員をあまり増やさなかったことが良かった。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
大学院段階で本学では特に変化は感じない。学部段階での学力低下はあるが、これは少子
化による競争緩和の結果と認識している。 
学生の質の低下による影響 
国立大学 1 
副学長（教員） 
トップの学生にも悪影響を与えるのみならず、博士学生を共同研究者と見なす教員にも影響
を与えている。 
国立大学 3 
理学研究科長 
メンタル面に問題のある学生が増えており、学習面だけでなく、メンタル・生活面のケアが必
要となっている。 
国立大学 3 
理学現場教員 
質の低い学生の指導が教員の負担となっている。 
国立大学 3 
工学現場教員 
意欲の低い学生は学会の報告などを自分から諦めてしまうため、周囲の学生のモチベーショ
ンにまで影響してしまう。 
国立大学 2 
理学研究科長 
修士論文の質を下げないよう、学力下位層に対しては丁寧に指導するよう努力しているが、
その分教員の負担が増している。 
定員充足が学生の質確保に与える影響 
国立大学 6 
副学長（教育） 
学生の質、ひいては教育の質を維持するためには、定員充足に束縛されない形で入学段階
でのコントロールが必要である。 
国立大学 3 
工学研究科長 
定員を拡充しすぎたせいで、学生の取り合いが激化した。交付金も人件費も削減が続く状況
で定員の維持はありえないし、定員充足率や退学率についても柔軟に考える必要がある。 
国立大学 3 
理学研究科長 
全体的に大学院の学生数が多すぎる。意欲・能力不足の学生を受入れていては教育を維
持できない。定員は柔軟に運用し、入口やプロセスで適切な選抜ができることが望ましい。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
博士課程は誰でも進学すべきものではないと考えている。博士課程に合った少人数の学生
を本気で育てる必要がある。収容定員を埋めるという意識は学内に全くない。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
研究大学としての研究力を高めるために、博士課程学生の増加を大学として期待している
が、定員充足という意識はない。 
学生の質について 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
能力よりも将来への志向が変化している。修士課程は就職のため（学部卒よりも有利だから）
という意識であり、優秀な学生も博士課程に進学しない。一方偏差値の序列が学生にすり込ま
れており、アカデミアの世界ではトップ大学の学生にはかなわないと思って進学しない例もあ
る。 
国立大学 8 
工学研究科長 
深く考え込んでいこうという傾向が薄らいでいるのではないか。アドバイスするとその通りやる
が、自問自答して工夫することがないように感じる。大学院重点化、ゆとり教育の影響は数値で
示すことはできないが感じる。 
国立大学 7 
工学研究科長 
能力が高いので教えられたことは理解しようとするが、教えられていないことを学ぶ姿勢がな
い。工学部の共通科目で劇的に成績（特に知識面、実験スキル面）が低下した時期がある。必
ずしも関係があるのかはわからないが、この変化は、教養部解体や高校の教育内容改定のタイ
ミングと一致している。 
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私立大学 9 
理工学研究科長 
知識面では以前より優秀になったと感じる。ただし思考力（自分で考える力）は依然として十
分ではない。ただ、これは初等・中等教育からの課題である。 
国立大学 3 
理学研究科長 
従来の学生は必要な知識を自ら学ぶ姿勢を持っていたが、モチベーションの低い学生は自
立的に学習をしない。 
国立大学 3 
工学研究科長 
総論的に学生の質を議論しても仕方がない。これからは従来と異なり、飛び抜けた学生が必
要である。同時に、それを支える人材の層も必要である。ただ指示待ちの学生が増えたように感
じる。 
博士課程のステータスについて 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
博士課程の学生のステータスを上げ、本当は進学したいけど進学できない位の難易度にす
る必要がある。修士は既にそうなっている。かつて修士の定員を増やしたときも同じことが起こっ
た。時間がたつにつれて、企業が優秀な人間が修士にいると気づいたことが変化の主因であ
る。 
優秀な学生が期待数ほど博士課程へ進学せずに就職する 
国立大学 1 工学研
究科長・現場教員、 
国立大学 5 工学研
究科長(1) 
国立大学 6 理学研
究科長・現場教員 
私立大学 10 理工学
研究科長 
博士課程に残る学生と教員が残って欲しいと思う学生は一致しない。優秀な学生ほど修士卒
業で就職する。 
 
② 米国 
米国の大学院生数は、学生を雇う予算と指導できる教員の数により決定することが述べられている。 
 
学生数の決定要因 
メリーランド大学 
CMPS Dean 
学生数は、大学の予算とファカルティの数の 2 つから決定される。大学院生には大学から金
を払わなければならないし、ファカルティの数は教えられる人数に影響する。 
 
③ 英国 
英国の大学院生数の決定は、奨学金の確保に依ることが述べられている。 
 
学生数の決定要因 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
Office ）  Director 
/Senior 
Administrator 
入学に際して必要な在学中の学費および生活費は各学生が自身で奨学金を探すだけでな
く、優秀な学生を確保したい指導教員も精力的に奨学金や企業から必要な資金を探してくるこ
とによって確保される。学生の数は合格したうち、どれだけ必要な資金を集められるかによって
決まる。逆に、入学者を一定数に近づけるための調整や、上限値などは設けていない。また、
今のところ、施設等も学生数に比較して余裕があるため、もっぱら資金確保の状況によって学
生数が決まっている。 
シェフィールド大学 
副学長 
学部生には学生定員があるが、大学院生には学生定員を決めていない。ただし、
Department ごとに毎年想定している人数（目標）はある。大学からの予算の一部は学生数に連
動しているので、Department の収入には一部影響することになる。大学側の学生受入れ容量
（キャパシティー）の問題はない。従って、入学可能な学生数は、基本的にリサーチカウンシル
からの奨学金の額で決まってしまう。 
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2． 大学院教育の改善 
(1) 国際的に活躍できる人材の育成 
① 日本 
学籍を持つ留学生だけではなく、短期から長期までの交流が重要であり、学生を海外に出すことを重
視する傾向が示され、これらをいかに大学院教育に取り入れるかが重要との意見もある。修士学生も含め
て国際学会への参加費を補助する研究科が多数見られ、海外での経験は良い刺激になるとの認識が示
された。また一部では、国際学会のみならず、長期滞在により研究視野を広げるための支援も存在する。 
 
学生の海外経験を促進する取組 
国立大学 1 
副学長（教育） 
留学生は学籍を持つものが議論されがちであるが、短期から長期までの様々な交流が、個
人ベースではなくシステムとして行われることを目指している。 
大学院教育は分野毎に大きく異なるが、共通するのは国際的に戦えるかで、研究者レベル
の国際交流をいかに大学院教育にシステマチックに取り込むかである。 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
最近学生の元気がなくなってきた。留学生の受入れではなく、むしろ外国に学生を出した
い。 
国立大学 6 
工学研究科長 
国際的に活躍できるエンジニア輩出を研究科として掲げており、全講義の英語化、海外イン
ターンシップ、海外共同研究、国際的な共同学生指導、単位互換、共同学位授与を推進して
いる 
国立大学 8 
工学研究科長 
学生で海外に逆に出て行く人は少ないのではないか。全学では夏の短期プログラムを行っ
ており、工学系でも GCOE で海外に学生を出そうとしている。電気では海外武者修行制度を持
っており、単に学会で発表しにいくのではなく、その前後にいつも競争している海外の研究室
や研究所を訪ねると金を出している。ただし、自分でアポを取り、プレゼンをし、話を聞いてくる
ことが条件である。結構学生が利用している。それだけではなくもっと長期に行きたいということ
になり、1 年くらい行く例もある。本学を中退して行ってしまっても良いのではないかと考えてい
る。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
留学生については獲得という一方向ではなく、双方向という方針である。海外への留学は
（全員ではなく）少数先鋭で実施すべきであり、学生のモチベーション向上につなげている。 
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(2) 組織的な教育への取組み 
① 日本 
現在の大学院教育のカリキュラムについては、設計思想が無いことや、多様なキャリアに対応していな
いなどの問題意識が聞き取られた。他方、多様な学生に対して知識を確実に身につけさせるために、コ
ア科目の設定と必修化を行っている例や、主専攻・副専攻で構成するデュアルコースを設置すること、履
修指導を含む複数教員による指導体制を実施する工夫が行われている。従来は研究室で指導が行われ
る実験技術を共通化し、必修科目として設けている事例もあった。その他、専門分野だけではなく研究者
/科学者倫理の習得、英語の論文・プレゼンテーション作成法の習得、学生によるシンポジウム企画支援
などが行われている例がある。また、各専攻や研究科で行われている大学院教育の改善を学内で共有
化するための動きや、大学間ネットワークの構築により、学生が最適な教育環境で学べる仕組みの構築も
試みられている。このような試行的な取組みを実質化するためには、複数教員による指導体制や大学間
連携の運用上の課題も指摘されている。 
このように専攻として幅広い知識・スキルの習得機会提供を目指す一方で、修士課程段階で研究活動
に集中できることや研究室での密な研究指導は日本が誇る制度であり、日本の修士課程が成功している
要因であることを強調する意見や、内容によっては研究室での指導が効率的であるという意見もあった。 
もっとも、教育の改善は教員の認識に依る部分が大きく、優秀な教員の確保が教育の質の維持には必
要との指摘もされている。 
 
現状のコースワークの課題 
国立大学 6 
工学研究科長 
現在の大学院科目は、昔大学院手当があった時代の名残で、教授・准教授の数だけ科目が
並んでいる。設計思想がない。 
国立大学 2 
理学研究科長 
大学院授業は教員の趣味で教えられているので改善する必要がある。教育の実質化とは結
局、教員がきちんと講義をし、学生が力をつけることである。 
国立大学 5 
工学現場教員 
本学では教育のグランドデザインができていない。きっちりやるべきであるが、専攻でも教育
カリキュラムを全体的に構想する形になっていない。先生の専門に合わせて、カリキュラムを構
成してしまう。ただし、現在でもコースワークは多い。 
米国では、マスターで学部レベル(基礎）のことをいい教科書を使ってしっかり教えている。科
目を絞って濃密にやっているのがみそで、日本の現状でコースワークの拡充だけを言うと問題
が生じる。 
国立大学 3 
工学現場教員 
最近は教育の中心が修士課程に移ってきたので、大学院は何を目指すか明示して社会に
伝え、スクーリング等で標準化できることをやる必要がある。大学院教育はまだ教員が好き勝手
にやっているきらいがある。 
国立大学 3 
理学研究科長 
学生のキャリア意識が多様になっており、勉強への姿勢が学生によって大きく異なっている。
それにも関わらず、全ての学生に同じ教育を続けている。 
国立大学 5 
理学研究科長・現場
教員 
米国では大学院を出て様々なキャリアに対応できる力をつけるためコア科目をしっかりと教
育する。日本では研究者になるための基礎は学部教育で完成しているという前提だが、この前
提が成り立たなくなっている。理学が即戦力的な内容で無い以上、基礎をしっかりと身に付けて
対応力のある人材を育てることが重要であるが、その意味でもコースワークとの相性が良い。し
かし、学生が奨学金獲得や特別研究員となるための審査において研究成果が求められてお
り、学生が基礎をじっくり学び直す余裕が無いため本学でも十分に対応できていない。 
1 科目当たりの授業時間数が日米で全く違う。日本の授業で扱う内容は高度だが丁寧に教
えていないし、教科書も薄い。学生の自習に任せている部分が大きいが、科目数を取りすぎて
いるので自習も十分にできていない。結果として実力があまりついていない。米国では 1 科目の
授業時間数が多く、厚い教科書を扱い、宿題も多い。成績評価も厳しいので学生は必死に勉
強する。ただし、コースワークの充実化は逆効果だという意見は理学内にもある。 
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国立大学 5 
工学研究科長(2) 
本研究科ではカリキュラムの改善ができていない。コア科目と言うと基礎科目と勘違いされ
る。コースワークをしっかりやるには大学院は時間が足りない。 
国立大学 5 
工学現場教員 
教員の質的管理ができていないと、カリキュラム改善も進まず、仮に進めても形式的となり中
身が伴わない。学生の教育は、結局教員の人事システムの問題とも関連する。 
コア科目の確実な習得、幅広い知識・スキル 
国立大学 1 
理学研究科長 
大学院における教養教育として、研究者/科学者倫理、英語の論文・プレゼン作成、学生の
シンポジウム企画支援などを実施している。学部ではなく研究を実施している段階で行うことに
意義がある。 
国立大学 3 
理学現場教員 
カリキュラムを見直し、修士課程で学部生レベルの基礎から教える基礎特論や、実験技術を
訓練する科目を設けている。コースワークの狙いは、入学者のレベルあわせと、専門分野以外
の幅広い知識を学習することである。徒弟制ではなく基礎科目を作って教育すべきである。 
国立大学 3 
理学研究科長 
モチベーションの低い学生は自立的に学習をしない。コア科目を必修化して、最低限の知
識を身につけられるようにする必要があり、各専攻でカリキュラムの見直しが実施されている。 
国立大学 2 
副学長（教育） 
学部と大学院で授業の連携を進めており、基礎学力が不足する大学院生に学部授業を、逆
に優秀な学部生には大学院授業（大学院進学時に単位認定）を受講させている。 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
主専攻・副専攻型の教育システム（流動型大学院システム）を採用している。大学院基礎科
目は学生（特に他大生）の学力のばらつきを抑えるためと、分野間のつながりを理解する共通
基盤を醸成するためという 2 つの目的で設置されている。 
国立大学 2 
理工学研究科長 
理学系で博士課程で学んだ専門性がそのまま役に立つことを期待できないため、デュアル
ディグリー（メジャー・マイナー）制度で専門の博士号とは別の分野で修士号を獲得することで
知識の幅を広げることを目指している。 
国立大学 1 
工学研究科長・現場
教員 
本研究科の修士・博士一貫コースの中に主専攻、副専攻で構成するデュアルコースを作る
計画がある。早ければ、4～5 年（修士を含めた経過年数）で博士号が取れるようにしたい。学部
でコア科目を学び、大学院で幅広い分野融合的な内容を学ぶので、その間をつなげる仕組み
が必要である。 
国立大学 8 
工学研究科長 
学術分野の多様化に対応してコアカリキュラムを積極的に作ろうとしている。専門分野をしっ
かりやるのは良いことだが、学生が横に目を向けやすい教育課程を作るようにしている。修士で
もある程度の研究をするという日本の特長は堅持した上で、追加的に構造的なカリキュラム、教
え込む体系が必要であると考えている。 
日本型の研究室指導の強み 
国立大学 3 
理学研究科長 
ノン・アカデミックへ進む学生であっても、一度研究させることが重要であり、コースワークの
みの教育にはあまり意味がないのではないか。 
国立大学 3 
工学研究科長 
日本は修士段階から本格的な研究を行えることが強みであり、科学技術や産業を支えてい
た。スクーリングだけでは立ち行かない。 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
他大学からの学生向けにコア科目を設定するなど工夫をしているが、研究リテラシー（研究
計画、手法）など、コースワーク（授業）よりも研究室で研究指導する方が効率的な内容もある。 
国立大学 5 
工学現場教員 
日本の研究室指導にはいい面もある。コースワークは外国のほうが進んでいるので、研究室
での徒弟制をなくすと日本のメリットはどこにもなくなってしまう。しかし研究室指導は外から見え
ることが必要である。 
私立大学 10 
理工学現場教員 
日本の修士論文を中心とした教育システムは学生も面白さを感じるため良い制度である。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
講座制は日本が誇る制度であり、これをやめる場合は、学生を強制的に何かの組織的なネ
ットワークに入れる必要がある。 
複数教員による指導体制 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
博士課程では研究指導を通じて、研究内容よりも研究スタイルを学んで欲しいと考えている。
履修指導を含む複数教員による指導体制をとっているが、研究指導の中身には干渉はしてい
ない。 
国立大学 6 
工学研究科長 
大学院の規模が拡大し、今は昔のように研究室でマンツーマン指導ができる時代ではない。
育てるべき人材像を各教員ではなく組織として定義する必要がある。 
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国立大学 6 
副学長（教育） 
複数教員による指導体制を採っている。副指導教員は、学生の興味・能力等に応じて主指
導教員が選抜している。副指導教員は、異なる研究科の所属でも良いし、学外者であっても構
わない。 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
複数教員による学生指導体制を採り、徒弟制度の問題点を解消すべく実施している。しか
し、機能するかどうかは学生の態度に依存するなど導入時はなかなか実質化しないこともあり、
現在対策を考えている。 
国立大学 8 
工学研究科長 
複数教員による指導は、折に触れて他の教員に教われば十分であり、学生の自己が完成し
ないうちに導入すると混乱するのではないか。 
教員の教育指導への意識 
私立大学 9 
理工学研究科長 
研究よりも教育が重要であるという意識が学長から個々の教員まで浸透している。研究しな
がら教育するという時代は終わったという認識がある。そうは言うものの、博士のインターンを進
めたいと考えても研究スタッフとしての手足を奪われているという意識を持つ教員は依然として
存在する。 
国立大学 7 
工学研究科長 
現在は、教育の重要性について指摘されている一方で、（イノベーション推進などの観点か
ら）大学や教員個人に対して研究業績を上げるように厳しく求められており、研究圧力が高まっ
ている。このような状況では、博士課程学生についても教育というよりも、研究の尖兵として活用
していかざるを得ない。 
国立大学 1 理学研
究科長 
教員全員で、研究を通じた教育を理念とし共有している。ただし、研究職に就かない修士学
生が多い中で研究者養成重視は反省点かも知れない。 
国立大学 5 
工学研究科長(2) 
教員が忙しすぎて、キャンパスにいて学生と接する時間を持てないことが教育の大きな問題
である。  
国立大学 5 
工学現場教員 
一番の教育問題は教員が学生と過ごす時間が非常に減っていること。書類仕事が多いこと
もあり、教育・研究支援者の増員がプライオリティの高い課題である。 
優秀な教員の確保 
国立大学 4 
理学研究科長・現場
教員 
大学院教育の質の維持は、公正な教員人事による優秀な教員確保につきる。本研究科の人
事は完全公募を徹底し、研究業績がある人を公正に審査することを徹底している。また優秀な
学生を集めるには優秀な教員を集めなければならない。 
教育資源や改善取組みなどの共有化・ネットワーク化 
国立大学 1 
副学長（教育） 
大学院の教育改善に向けて、各専攻・研究科で試行錯誤し努力が重ねられているが、大学
としてそれらの成果を共有し外部に取組みが見えるようにするためにワーキンググループを作っ
ている。 
私立大学 9 
理事（教育） 
大学間の連携を進め、学生が流動することで、最適な教育環境で学べる仕組みが重要であ
る。しかし例えば学生の交通費など仕組みの運用が課題となる。もっとも欧州はセメスター単位
で学生が国を跨いで大学を移動することで、大学が教育プログラムの中身で勝負する環境がで
きている。 
 
 259
② 米国 
早期からのリサーチを重視する日本の教育に対して、米国では大学院教育でのコースワークが重視さ
れている。そして、コースワークの内容は研究に反映されるため、その実施はリサーチワークを犠牲にする
ものではないとの認識が示されている。 
 
コースワークの重要性 
メリーランド大学 
日本人教員 2（電機・
計算機工学） 
日本と比較して米国の大学院では、とても低いレベルから教育を始めている。そこからとても
高い教育に達する。一方、日本はそこから始めないので、途中で抜けて落ちこぼれてしまうとも
う取り返しがつかない。米国の大学院では基礎から始めるが、入学してくる学生のレベルが日
本より低いわけではない。 
UCB 
日本人教員（物理分
野） 
入ってくる学生のレベルが日本より低いのでコースワークを重視しているという面もあるが、本
学では発展的な内容までコースワークで教える。米国はリサーチのみに集中せずにコースワー
クをやっているが、最終的には日本の学生が達しているトップの高さに追いつく。 
コースワークを増やしたとしても、リサーチに強いという日本の良い部分は犠牲にならないの
ではないか。学生にとってはコースワークで学んだ内容はリサーチに反映される。教員にとって
も、TA の充実等を前提とすれば、コースワークは担当する教員の能力を高めることにもなり、教
員自身の宣伝の場でもある。 
 
③ 英国 
英国でもケンブリッジ大学において、指導学生数の上限を制限する動きがあるなど、教育と研究のバラ
ンスに関する議論がある。またシェフィールド大学の教員により、教育への組織的対応は高く評価されて
いるが、博士論文作成には、コースワークなどから学べる以上の内容を必要とすることを認識すべきとの
意見がある。 
 
研究室での指導と授業による教育の位置づけについて 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Engineering （現場教
員（日本人）） 
教員は研究資金の多さが一種のステータスとなるので、研究資金をより多く獲得しようとする
結果、研究を手伝う大学院生を増やすことになる。しかし研究室当たりの学生数が増えすぎる
と、教員が全ての学生の面倒を見ることが難しくなる、ということが最近問題になっている。そこ
で、Department of Engineering では、博士課程の学生数を原則 8 名までに制限するとの議論が
あった。結局多くの博士課程学生を取りたい場合には、学科長の判断を仰ぐこととしている。 
シェフィールド大学
Department of 
Applied Mathematics 
（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 
英国の大学院教育は、研究のための技術や知識が体系化されている点が優れている。これ
は RTP や各種セミナーなどによって提供されている。これらの技術は特に学生の数が増えてく
ると個別に教えられないので効果的であろう。ただし、こうした技術だけでは、博士課程で要求
される論文は書けない。あくまで新しい発見、オリジナルの考え方が必要であり、これは教われ
ば身につくものではない。こうしたことを勘違いして、授業に出ていれば博士課程が取れると思
われるのは困る。 
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(3) 教員が教育に注力できる体制 
① 日本 
外部資金獲得のためのプロポーザル作成や経理などの業務が増えたにも関わらず、支援をする事務
系の人材の専門性や人数が不足しているとの声が多く聞かれた。海外大学の勤務経験がある教員から
は、入試業務の負担への疑問が示された。さらに、より専門的な知識や技能を持ちプロジェクト企画立案
などを行う人材や、測定器の開発・管理、工作、装置の運転をする技術系のスタッフの必要性が述べられ
ている。また、日米で教育経験を持つ教員からは、日米の支援スタッフの違いとして、教育研究に関連し
た専門職の存在が指摘されている。 
 
事務系の支援人材 
国立大学 2 
工学現場教員 
海外の大学に勤務していたときは、学部、大学院の入試業務はほとんど無かった。割り当て
られた場合には、専門秘書が書類審査をほとんどやってくれる。 
国立大学 1 
副学長（教育） 
国際プログラムを企画・推進できる人材（教員だけではなく職員）がいない。 
国立大学 5 
工学現場教員 
書類仕事が多いこともあり、教育・研究支援者の増員がプライオリティの高い課題である。留
学生を受入れるために、事務手続きも先生がやっている。事務側にスタッフが必要である。 
技術系の支援人材 
国立大学 3 
理学現場教員 
測定機の開発・管理、工作、装置の運転をしたりする支援スタッフが必要である。支援スタッ
フは外部資金の間接費で一時的に確保するのではなく、学内に教員と同様に支援スタッフの
課を作り、他大学に異動できるなどキャリア設計もできるようにすべきである。 
国立大学 3 
工学研究科長 
技術系職員の不足が決定的な弱み。技術系のプロが研究室のそばにいるのは非常に助か
るが絶対的な数が不足している。事務系職員についても仕事の量が変わらないのに全学的に
集中したので部局の負担が大きくなっている。 
国立大学 3 
工学現場教員 
支援スタッフについて不足は感じていない。 
教育・研究に関連した専門職の存在 
国立大学 5 
理学研究科長・現場
教員 
（日本と違う点として）米国では、教員と事務職員の間に教育・研究に関係した専門職（博士
号保有者であることも）が存在しており、教員が教育・研究に専念しやすい環境がある。学部 1
～2 年の科目を担当する教育専門職や、履修指導・カウンセリングを行う人材もおり、こうした人
材と教員がチームを組んで学生を指導している。 
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② 米国 
米国の大学では教員を支援する事務系の人材が充実しており、TA の役割も大きいという認識がある。
一方でメールによる意見収集では、日本での教員による事務系業務の負担は、支援スタッフの人数では
なく、業務効率が問題ではないかとの意見も聞かれた。 
 
支援人材の状況 
メリーランド大学 
日本人教員 1（材料
分野） 
専攻には教員が15人いるが、ビジネスオフィスにも5～6名が購買、グラントの申請やリポート
を担当する。グラントの会計についても専攻で 2 人くらいが見ている。 
教育の支援スタッフについては研究科の単位で IT を担当する人が 3～4 人いる。プロジェク
ターやパソコンの管理をしている。教員が利用しているパソコンも管理している。 
メリーランド大学 
日本人教員 1（材料
分野） 
学部によるが、TA はほとんど宿題のグレーディングや、実験のデモを行っている。大学全体
で教えなければならない物理、化学、数学については TA が活躍する。物理なら TA の賞があ
る。米国のTAは、当研究科の場合1年25,000-26,000ドルの手当がついて、授業料も免除で、
福利厚生もついている。TA を経験したことは履歴書にも書く。 
業務効率の問題 
米国私立大学 
日本人教員 
（メールによる意見収
集） 
日本の大学の問題として支援スタッフが不足するという不満がよく聞こえるが誤解である。米
国一流大学の特別職だが専用の秘書はおらず、事務作業担当者は学科で 5 名だが、要は能
率である。コースワークの準備、予算請求のプロポーザルも教授が自分で行っているが、すべ
て便利なソフトウェアがあるので自分でできる。日本ではソフトウェアやネットワークを整備する
技官が不足している。日本の大学のホームページは大抵米国のものに比べて大変おそまつで
あり、事務処理のオンライン化も未発達ではないか。このようなプログラムを作る人が一人いれ
ば事務処理は大変効率的になり 10 人くらいの人がやっている仕事を容易に行うことができる。
 
③ 英国 
支援人材の充実度については学部毎に異なっているとの意見がある。 
 
支援人材の状況 
ケンブリッジ大学 
Department of 
Engineering（現場教
員（日本人）） 
英国は日本よりも教員に対するサポートが良いと感じる。特に、テクニシャン、秘書が充実し
ており、教員が携わる雑用が少ない。 
シェフィールド大学
Department of 
Engineering 
Materials （現場教員
（日本人）） 
全体的に書類仕事が多いが、秘書のような支援スタッフがいないのが問題である。もっとも研
究のサポートスタッフが充実している。 
シェフィールド大学
Department of 
Applied Mathematics 
（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 
サポートスタッフの充実度は学部毎に異なる。例えば工学部だと教授 1 人に対して 1 人の秘
書がいるが、私の学部では支援人材数が少ない。 
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(4) 学生が学習・研究に専念できる体制 
① 日本 
修士 1 年生から行われる就職活動は修士課程の教育の妨げになっているとの意見が多い。研究が本
格化する前に進路を決定してしまうことになるため、博士への進学意欲が高まる前に就職が決まってしま
うとの問題意識もある。 
 
就職活動の早期化・長期化 
国立大学 3 
理学研究科長 
就職活動の開始時期が早まり、長期化するようになった。修士 1 年秋～修士 2 年夏まで続
ける学生もおり、教育に深刻な影響が出ている。 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
就職活動自体は、これを機に自己分析を進めることになるし、コミュニケーション力等も身に
付くなど良い面も持っているが、活動の長期化は問題。長期間に渡って活動を続ける学生も存
在し、教育に悪影響を与えている。 
国立大学 3 
工学研究科長・工学
現場教員 
就職活動の早期化・長期化によって教育研究に取り組めなくなっている。研究がおもしろくな
り始める前の修士課程 1 年の秋に就職活動が行われてしまうため、優秀な学生が博士課程に
進学しない。 
国立大学 1 
理学研究科長 
理学研究科は学校推薦枠がないため修士・博士ともに学生各自が就職活動を行っている。
この就職活動が大学院教育の大きな妨げになっている。 
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(5) 輩出する学生の質の確保 
① 日本 
現状の大学院課程修了時の審査は教員の良心に依存する部分があるとの指摘がある一方、審査を可
視化する取り組みなども実施されている。具体的には、他専攻の教員を加えて学位論文を審査すること
や、論文作成過程のモニタリングなどである。 
 
学生の学習成果のチェック 
国立大学 5 
工学現場教員 
学位審査は内規で決められているものの、教員の良心に依る部分が大きい。近年壊れてい
ると感じることもある。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
カリキュラムを標準化するよりも、教育責任体制を明確にする（例えば成績表に授業を担当し
た教員名を明示する等）方が教員の成績評価の厳密化につながり効果的である。さらに、研究
室の指導内容には関与できないが、研究室での活動を可視化することが有効である。そのため
には、異分野融合型の大型プロジェクトの実施が一番効果的である。 
また、学位審査は教員のプライド（品格）に依存しており、審査基準が甘くならないよう制度的
な担保（客観的な基準の設定など）も必要と考える。 
国立大学 3 
工学研究科長 
修士課程入学から修了までの各段階で目標設定・達成度評価など、マイルストーンでのチェ
ックを行っている。徒弟制のような研究指導について「問題設定→解決→成果（論文）」の過程
を適切にチェックすることが目的である。 
国立大学 2 
理学研究科長 
8 つの領域で到達目標を定義し、自己評価と教員評価で達成状況をモニタリングする仕組
みを一部で導入している。 
国立大学 6 
理学研究科長・現場
教員 
日本の特徴である研究室指導であるが、その問題は閉鎖性にある。その解決のため一部専
攻では研究指導のプロセス管理や分野を超えた全教員（あるいは外部審査員）を交えた厳密
かつ明確な基準に基づいた中間審査を導入している。 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
米国では Qualifying Examination のように、博士号取得への厳しい選抜が行われているが、
日本は授業科目で試験を実施していても、実質、途中段階での選抜が無いに等しい。 
 
② 米国 
米国の場合、特に修士相当の学位で論文は必ずしも重視されていない。博士課程では、論文だけで
はなく、リサーチワークに入る前の Qualifying Exam、Preliminary Exam によって学力や研究を行う能力が
チェックされるシステムとなっている。 
 
Master での論文の必要性 
メリーランド大学 
日本人教員 2（電機・
計算機工学） 
工学系の正規修士課程は、修士論文を書くパターンと書かないパターンの 2 つが用意され
ている。 
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③ 英国 
学位審査は厳格に行われているとの認識がある。また従来は成果品である論文の審査が重視されてき
たが、作成プロセスの進捗管理も行われてきていることが示されている。 
 
学生の学習成果のチェック 
シェフィールド大学 
Department of 
Applied Mathematics 
（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 
 
一般的に英国での学位審査は日本の学位審査より厳しく、博士号の取得は難しい。 
シェフィールド大学では、博士課程コースの 1 年終了後に Mini VIVA と呼ばれる口頭試問に
よる進捗チェック、レポートの提出が必要である。さらに、2 年終了後にもレポートの提出が必要
であり、3 年終了後に VIVA と呼ばれる学位審査がある。これは、内部メンバーおよび外部審査
委員で計 3 名の委員会による非公開口頭試問で、何時間も質問されるものである。 
博士課程の学位審査については、英国の場合は相当詳細な論文を要求される。それまでに
投稿した論文をうまく束ねれば良い、というレベルではない。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Engineering （現場教
員（日本人）） 
博士課程コースの学生の研究進捗に関するチェックは、以前は 1 年後のレビューをパスする
と、あとは論文の内容審査の際までなかった。しかし、この方法では 2 年目以降順当に研究を
進められない学生もいることから、1 年に一度必ず研究の進捗をチェックするようにした。このチ
ェックでは Supervisor に加えて、アドバイザー（研究内容には直接関与しない）によって、3 年間
で研究を終えることができるのかなど、スケジュール面でのチェックも行われる。すなわち、この
チェック体制は、博士号を取得する学生を絞り込むというよりは、きちんと博士号を取れるように
サポートする、という意味が強い。 
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(6) 多様なキャリアへの対応 
① 日本 
特に博士課程の学生にアカデミック以外の進路があることを意識させることが重要との指摘があり、講
座やインターンシップによって、博士号取得者に多様なキャリアパスがあることを知らせるための取組みが
行われている。またコミュニケーション能力向上や Management of Technology（MOT、技術経営）を教
育する取組みが行われている。 
 
多様なキャリアへの支援 
国立大学 1 
理学研究科長 
博士号取得者に多様なキャリアパスがあることを知らせるキャリアパス講座や、マネジメント等
の実践力を習得させる高度技術経営塾を実施している。 
国立大学 2 
理学研究科長 
研究科卒業生によるオムニバス講座を開講しキャリア意識を高めるよう努めている。 
国立大学 3 
理学研究科長 
博士課程学生のキャリアパスに関する説明会を実施しており、学生にアカデミック以外の道も
ある事を意識させるようにしている。 
国立大学 4 
工学研究科長・現場
教員 
長期インターンシップや民間企業との共同・受託研究への学生参加を推進し、企業で活躍
できる学生の輩出を目指している。 
国立大学 5 
工学研究科長(1) 
各大学の大学院生と企業人が集まっての合宿フォーラムや、博士課程学生を集めたセミナ
ーを実施している。また研究インターンシップ（3 ヶ月間派遣先で研究）なども実施している。 
国立大学 6 
理学研究科長・現場
教員 
博士学生と地元企業のマッチング交流会で学生・企業双方の意識改革に取り組んでいる。 
私立大学 9 
理事（教育） 
産学連携（大学院インターンシップ、共同研究参加）で将来の選択肢の可能性を示すことが
鍵である。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
博士課程でのインターンは重要で、国内外の企業（ベンチャー）、学術機関に派遣され自分
の能力を磨くことが必要である。 
私立大学 10 
理工学研究科長 
議論できる理系博士を育成するため実践的な博士人材養成プログラムを始めた。 
国立大学 7 
理学研究科長・現場
教員 
キャリア支援センターで博士課程学生を対象にセミナーを実施し、専門以外の分野への就
職へ目を向けるよう取り組んでいる。 
国立大学 2 
副学長（教育） 
全学共通大学院科目としてスキル系授業（コミュニケーション力等）を設置し、大学院生のキ
ャリア開発を支援している。 
国立大学 6 
副学長（教育） 
短期のセミナーや MOT 教育を実施している。 
国立大学 6 
工学研究科長 
博士課程は教育付加価値（俯瞰的な視野、指導力、マネジメント力）を明確にする必要があ
り、MOT 科目を研究科共通科目とする等の取組を実施している。 
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② 米国 
メリーランド大学カレッジパーク校（UMCP）では、アカデミックを目指す学生には"Future Faculty"と呼
ばれる追加的なプログラムが実施されている。 
 
多様なキャリアへの支援 
メリーランド大学 
A. James Clark 
School of 
Engineering, 
Associate Dean 他 
アカデミック・ポストを目指す場合、研究者を優れたクラス・インストラクターにするための
"Future Faculty"というプログラムがある。 
 
③ 英国 
博士課程の学生が企業等において活用できるスキルを身につけるためのプログラムとして、
Transferable Skills が英国政府からの支援で展開されているが、調査対象とした 2 大学も、大学や
Department がプログラムの内容を定めている。ケンブリッジ大学では、このようなプログラムへの教員によ
る評価は多様であり、シェフィールド大学では、学生や産業界からの評価は高く、教員も開始当初は反発
があったものの、徐々に受入れる方向に変わってきていることが示されている。 
 
多様なキャリアへの支援 
ケンブリッジ大学 
Department of 
Engineering 
（ Graduate Study 
Office ）  Director 
/Senior 
Administrator 
産業界への就職が多いため、企業で就職した後に活用できるスキル（例：プロジェクト・マネ
ジメント、プレゼンテーションなど）を身につけるためのプログラム（Transferable Skills）が用意さ
れている。これは政府からの要求もあって展開しているプログラムであり、全ての博士課程の学
生は一定数のプログラムに参加することが義務付けられている。なおこのプログラムの内容は
Department で独自に定めている。 
ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学
Department of 
Engineering （現場教
員（日本人）） 
工学系の技術文書の書き方など、独自の Transferable Skills のプログラムを作っている。 
この Transferable Skills についての教員の反応は様々である。本当に役に立つのか、本来の
研究活動に支障を及ばさないかといった疑問もある。しかし、私は、論文指導の際に留学生の
英語を直すのに苦労しているので、こうしたプログラムによって留学生の文章作成力が向上す
ることを評価している。 
シェフィールド大学
Graduate Research 
Office,  Acting 
Head / RTP 
Administrator 
13～14 年前からリサーチトレーニングプログラム（RTP）を開始した。理由は、学部を卒業した
時点では、実験の経験がない、自分で考えて研究を進めるという経験がないなど、基本的な研
究スキルが不足している状況が明らかになったからである。また博士課程取得後にノンアカデミ
ック・キャリアに就く者が多いことも理由の一つである。RTP の主な内容は、①分野毎の基礎知
識、②分野毎の基礎スキル、③プロフェッショナルトレーニング（特にノンアカデミック・キャリアで
も活かせる知識、就職対応）、である。 
学生は、卒業後の準備ができるため、RTP を非常に高く評価しており、受講後にノンアカデミ
ック・キャリア指向が高まったという調査事例もある。産業界も RTP を非常に高く評価している。
（特にプログラム開始当初は、）教員は、研究に従事する時間が減る、画一的なプログラムを受
けるのは時間の無駄であるといった否定的な意見を持つ傾向があったが、学生が受講するに
従って意見も変わってきた 。 
シェフィールド大学
副学長 
企業からも Supervisor になってもらう CASE プログラム（Cooperative Awards in Science and 
Engineering）は、うまく機能していると評価している。参加する学生は多くの場合、産業界のニ
ーズに応えるため、応用に近いフェーズの研究をしている。 
KTP （Knowledge Transfer Programme；企業へのインターンシップ）は通常 Master コースの
学生が参加することが多い。 
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(7) 継続的に教育を向上させる仕組み 
① 日本 
教員評価は容易ではないが、教育に費やす時間などを考えると、教員が教育に注力する何らかのメリ
ットが必要との意見がある。日本の大学院では、学生による授業評価が行われている事例もあるが、教員
間で授業を相互に参観することはほとんどないとの認識が示されている。 
 
教育へのインセンティブ 
国立大学 3 
理学現場教員 
教員が教育に費やす時間を考えると、メリットがインセンティブになるような何らかの評価など
の仕組みが必要である。 
私立大学 9 
理工学研究科長 
東北大の Distinguished Professor のような制度が教育へのインセンティブ付与する仕組みと
して実施できないかと考えている。ただ本学は処遇というよりは名誉として、また教育面でと考え
ている。 
授業を改善する取組み 
国立大学 1 
理学研究科長 
教員の意識変革が必要。学生からの授業評価は 80％の教員が教育改善に役に立つと回答
している。しかし教員同士の授業参観は当研究科では実施している教員がいないのが現状で
ある。 
 
② 米国 
今回調査した大学では、教員は、研究業務、教育業務、サービス業務について毎年度評価されており、
訪問大学は研究大学であるため、研究業務が重視されているものの、教育も一定程度の評価対象となっ
ていることが示されている。 
 
プログラム評価 
メリーランド大学 
A. James Clark School 
of 
Engineering  ,Associate 
Dean 他 
当研究科は毎年プログラムをチェックしており、各専攻は契約によって判断される他、著名
な科学者によって 7 年ごとに評価される。内部評価と外部評価がある。 
教員評価 
メリーランド大学 
日本人教員 1（材料分
野） 
年次の教員評価において、研究活動と並んで教育活動とに対する評価基準を設けてお
り、その結果は処遇に反映している。 
UCB 
日本人教員（物理分野） 
教員は定期的に評価委員会で評価される。評価の観点のほとんどはリサーチだが、学生
からの評価も 1 割程度は入る。 
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③ 英国 
英国では、教育の評価については、高等教育質保証機構（Quality Assurance Agency, QAA）によって
英国全国の大学が評価されている。予算措置と関連しているため、シェフィールド大学の教員からもこの
評価を非常に気にしているとの認識が示されている。また教育評価が査定に影響を与えることや、同時に
組織的な試験問題の外部審査や授業の教員による相互参観が刺激になるとの意見が示された。 
 
教育の評価と改善 
シェフィールド大学 
Department of 
Applied Mathematics 
（ 現 場 教 員 （ 日 本
人）） 
一般的に英国の方が日本よりも教育に時間をかけていると感じる。学部の授業では、教員同
士がランダムなペアを組んで、お互いの講義を声の大きさ、字のきれいさ、メリハリの付け方など
の点からチェックする。また、学生からのフィードバックも重要な評価の一つと考えている。さらに
期末試験は、同じ Department の教員だけでなく、外部審査機関によってもチェックされ、問題
の出し方、ヒントの見せ方、字の大きさ等まで細かくチェックされており、教員の対応も時間を要
する。 
教育の評価については、高等教育質保証機構（Quality Assurance Agency, QAA）によって
英国の全大学が評価されている。 
シェフィールド大学 
Department of 
Engineering 
Materials （現場教員
（日本人）） 
英国の大学ではアカデミック・ポストに就いたときに、大学で教えるためのCertificateを取らな
ければならないことが日本とは異なる。研究をしながら Certificate 取得を進めるために 2 年間く
らいの期間を要してしまう。ただし、こうした教員のためのプログラムは実際の授業に役に立つこ
とから、日本でも取り入れた方が良いと思う。特に学習者の集中力の限度や障害者が参加でき
る授業等、Lecturer 個人としての経験の積み上げだけではなかなか身につかない知識が一律
で提供されることはすばらしいと感じる。 
シェフィールド大学
Graduate Research 
Office, Acting Head 
/ RTP Administrator 
教員向けトレーニングは内部の授業や外部コンサルタントによる授業などで構成されている。
新たに迎えられた教員や若い教員に受講を義務づけているもので、受講して Certificate（受講
証）をとらないと、将来的に自分の研究室で学生をとれなくなる。 
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第4章 カリキュラムの日米比較 
第1節 カリキュラム比較調査の目的・内容・手法 
1． 目的 
日米 4 大学の特定 3 分野について、大学院の人材育成機能の違いを「入口」、「プロセス」、「出口」、
「体制」の観点から明らかにし、大学院教育の改善に向けた論点の抽出を目的とした。 
2． 対象分野 
前章の調査対象大学のうち、東京大学、広島大学、米国カリフォルニア大学バークレー校(UCB)、米
国メリーランド大学カレッジパーク校(UMCP)の 4 大学を、カリキュラム比較の調査対象大学として選定した。
調査対象分野については、理工系分野の中から、特定の産業とのつながりの強さ、カリキュラムの成熟度
などの違いを考慮して、物理学、機械工学、バイオエンジニアリングの 3 分野を選定した。169 
第4-1図表 調査対象分野と選定理由 
調査対象分野 物理学 機械工学 バイオエンジニアリング 
産業界とのつながり 特定産業分野とのつながりは
弱い。 
機械産業とのつながりが強
い。我が国で競争力が高い産
業分野。 
バイオ関連産業とのつながりが
あるが、産業界も変化が激しい
分野であり、特に我が国では産
業自体が発展途上。 
コア科目の成熟度 成熟度高い （大学間で科目
の共通性が高い） 
成熟度高い （大学間で科目
の共通性が高い） 
成熟度低い （大学毎に科目が
異なる） 
第 3 期基本計画と
の対応 
基礎研究 推進 4 分野 
（ものづくり技術） 
重点推進 4 分野 
（ライフサイエンス） 
備考 理学系の代表的な分野であ
り、多くの大学で古くから専攻
が設けられている。 
工学系の代表的な分野であ
り、多くの大学で古くから専攻
が設けられている。 
工学系の新しい分野である。 
 
カリキュラム調査を実施する日米4大学のこれら3分野に対応する組織、プログラムは以下のようになる。
調査対象プログラムの概形情報を第 4-3図表に示す。 
第4-2図表 調査対象分野に対応する各大学の組織・プログラム 
大学名 課程 物理 機械工学 バイオエンジニアリング 
東京大学 学部 理学部物理学科 工学部機械工学科 (直接対応するプログラム
はない) 
大学院 理学系研究科物理学専
攻 
工学系研究科機械工学
専攻 
工学系研究科バイオエン
ジニアリング専攻 
広島大学 学部 理学部物理科学科 工学部第一類（機械シス
テム工学系） 
 
大学院 理学研究科物理科学専
攻 
工学研究科機械システム
工学専攻 
 
カリフォルニア
大学バークレ
ー校（UCB） 
学部 Physics Mechanical Engineering Bioengineering 
大学院 Physics Mechanical Engineering Bioengineering 
メリーランド大
学カレッジパー
ク校（UMCP） 
学部 Physics Mechanical Engineering Bioengineering 
大学院 Physics Engineering: Mechanical 
Engineering 
Engineering: 
Bioengineering 
                                              
169 ここでは、広島大学の物理科学専攻及び機械システム工学専攻を含めて、それぞれ「物理学」及び「機械工学」専攻と総称する。 
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第4-3図表 調査対象プログラムの概形情報 
大学 研究科(School、College)等 課程(Program) 学位(Degree) 教員 大学院生
物理（Physics)
カリフォルニア大学
バークレー校
College of Letters and Science > Physics course
(Mathematical & Physical Sciences devision)
Ph.D. program
（M.A.を取得目的とした学生の入学は認めていない）
Ph.D.
（M.A） 106 237
メリーランド大学
カレッジパーク校
College of Computer, Mathematical and Physical
Sciences > Physics course
Doctor of Philosophy degree program
（Terminal Masterは設けていない）
Ph.D.
（M.S.） 73 215
東京大学 理学系研究科 物理学専攻 修士課程 博士課程 修士、博士 133（付置研含む）
328
(修士:133)
(博士:195)
広島大学 理学研究科 物理科学専攻 博士課程前期 博士課程後期 修士、博士 37
106
(前期:71)
(後期:35)
機械工学
（Mechanical
Engineering）
カリフォルニア大学
バークレー校
College of Engineering
(Department of Mechanical Engineering)
Master of Science and Doctor of
Philosophy in Engineering M.S./Ph.D. 44 348
Master of Engineering and Doctor of
Engineering M.Eng./D.Eng.
メリーランド大学
カレッジパーク校
A. James Clark School of Engineering
(Department of Mechanical Engineering)
Ph.D. program in Mechanical Engineering
（M.S.はPh.Dプログラムの過程として位置づけ）
Ph.D.
（M.S.） 42 291
Professional Master of Engineering Program
（社会人向け、午後・夜間開校、遠隔教育が主） ENPM
Joint Bachelor/Master Program B.S./M.S
東京大学 工学系研究科 機械工学専攻 修士課程 博士課程 修士、博士 22
149
(修士:105)
(博士:44)
広島大学 工学研究科 機械システム工学専攻 博士課程前期 博士課程後期 修士、博士 49
211
(前期:174)
(後期:37)
バイオ工学
（Bioengineering）
カリフォルニア大学
バークレー校
College of Engineering
(Department of Bioengineering)
Ph.D. program
（Ph.D.を目指す学生しか獲らない。Professional Master
は検討中。）
Ph.D.
(M.S.) 33 148
メリーランド大学
カレッジパーク校
A. James Clark School of Engineering
(The Fischell Department of Bioengineering)
Ph.D. program
（Qualifying Examを通過できない場合Master。M.S.取得
目的の学生を稀に受入。）
Ph.D.
(M.S.) 22 -
東京大学 工学系研究科 バイオエンジニアリング専攻 修士課程 博士課程 修士、博士 39
74
(修士:64)
(博士:10)  
（注）大学毎に年（年度）や教員の定義が異なる点に注意。または"-"は具体的な数値が不明。 
出典： カリフォルニア大学バークレー校； 
Physics ： （ Faculty ） http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_dept_management&Itemid=423 （ Graduate Student ）
http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_dept_management&Itemid=423 
Mechanical Engineering： http://www.me.berkeley.edu/new/about.html#stats 
Bioengineering： http://www.me.berkeley.edu/new/about.html#stats 
メリーランド大学カレッジパーク校；  
Physics：FACTS 2007-2008 
Mechanical Engineering：Mechanical Engineering 2006 Fast facts 
Bioengineering： http://www.bioe.umd.edu/facstaff/faculty-list.html 
東京大学； 
機械工学： 
（教員）http://www.mech.t.u-tokyo.ac.jp/pdf/ut_mech_member.pdf（学生）平成 18 事業年度に係る業務の実績に関する報告書 
機械工学専攻以外：各専攻へのアンケート調査結果 
広島大学；各専攻へのアンケート調査結果 
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3． 内容と手法 
公開情報等の文献調査を通じて、調査対象プログラムのカリキュラムの比較分析を行い、専攻長等へ
のインタビューを通じて実際の取組事例や内実について聞き取りを行った。 
訪問調査に関しては、第 3 章第 3 節米国調査の概要と同時に実施し、以下を調査した。 
なお、専攻長に対しては、当該専攻の教職員数、学生数、進路といった定量データ等に関する調査票
の記入を依頼した。 
第4-4図表 訪問調査における調査項目 
育 成 し よ う と す る
人 材 像 及 び 教 育
目標 
専攻で育成する人材像や教育目標（アウトカムズ） 
そのように考えている理由 
目標を達成するために、教育カリキュラム、指導方法、制度、評価で特に配慮している点 
学生の卒業状況 教育目標は実績としてどの程度達成されていると考えているか 
質保証の仕組みとして、どのような修了基準・審査方法を採っているか 
近年の卒業生の進路（人数、割合） 
キャリア開発・就職支援 
具体的な卒業生の活躍事例 
教育内容の特徴 コースワーク、研究指導、その他生活等の指導体制 
目標としている人材像や能力などを養成するための研究室単位、専攻単位、研究科等の単
位の教育上の工夫（教育カリキュラム、研究指導、制度、評価）とその理由 
カリキュラム・マネ
ジメント 
教育目標を達成する上でカリキュラムの品質管理と見直し、学内リソース（教員）の割当、学
生数や教育コストの管理等を実施するための体制・プロセス・情報 
近年、カリキュラムの改編を実施した内容と背景（入学者の質の変化、社会ニーズの変化、
学術分野の動向、内部要因など） 
目標を達成する上で、実際の教育活動やカリキュラムにおける課題・問題点、その背景にあ
る原因・隘路（学内外を問わず） 
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第2節 調査対象専攻の比較 
1． 訪問調査の概要 
ここでは訪問調査の結果について記す。特に注記しない限り、発言者の内容をそのまま記載している
が、事実データについては、文献調査や定量データ等に関する調査票で入手したものも記載している。 
(1) 東京大学理学系研究科物理学専攻（専攻長） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
 
z 博士課程 
博士課程では将来「物理の研究者」になる人材を育成している。ただし、大学や公的研究機関だけで
はなく、企業の研究開発に従事する人材を養成することも考えている。 
教育目標としては「独創性がある研究者」を養成することに尽きる。博士課程では、学生自身が主体と
なって研究に取り組む点で、修士課程と異なる。 
最近は「リーダーシップなども大事ではないか」「日本人の研究者には欠けているのではないか」という
動きはあるが、まだ試みをやっている段階である。大学院生のキャンプをやり、シンポジウムを自分でやら
せるなど工夫している。オリジナリティだけでリーダーシップがなければ通用しない。 
 
z 修士課程 
修士課程は 1 学年 100 名程度、博士課程は 1 学年 60 名弱だが、博士課程の入口で一部外部からの
進学者がいるため、実際に修士号取得者のうち博士課程に進学するのは半分である。 
修士課程では「基礎的な研究をする力」を習得させる。半数が（博士課程に進学せず）就職するからと
いって、特に就職先で役立つことを意識した教育は行っていない。 
 
z 学士課程 
学部生が全員、大学院に進むわけではないが、「大学院への進学」を念頭において教育を実施してい
る。しかし、学部を卒業して社会に出ても、世の中に通用するような人材を育てることを考えている。 
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教育目的（理学系研究科） 
教育目的170 
大学院教育の重要な側面は、教育と研究が一体であることである。学生が、常に第一線の研究活動を行っている教員
達によって研究のやり方を学び、自らも創造的な研究を行うのが、大学院での教育課程である。 
このような理学系研究科における教育の目的は 
    * （a）自然科学を中心とする諸分野の研究の第一線で開拓的な研究を行う研究・教育者 
    * （b）国際的、学際的な研究プロジェクト等の中核となる研究者 
    * （c）産業界の要請及び諸研究・現業機関等からの需要に応じた創意ある研究開発者、の養成、としてまとめられ
る。 
（a）については学部、研究科等の大学関係や諸研究機関等において、理学の分野の専門的な研究・教育を行う人材の
育成である。人類の知的発展の歴史を検証すると、人類社会を大きく展開させるような知見の発見・創造は個々の学者、研
究者の自由な発想をもとにした自主的な研究の成果から生まれてきたものである。このような自由な研究を行う独創的な研
究者を育てることは、理学系研究科の第一の教育目的である。また、近年理学の諸分野における研究形態としては、国家
的な大規模研究プロジェクト、国際的、学際的な研究プロジェクトの推進がなされている、これらのプロジェクト研究の中核
となって諸外国、諸分野の研究者と共同して研究を推進していくためには、それぞれの分野での専門的な知識に加えて、
自然科学の諸分野に幅広い視野を持つことが、必要とされる。このような研究者を育てることも重要な大学院教育の目的で
ある。近年の科学技術の社会における重要性の増大に伴い、社会や産業界では、今後長期にわたって高度な専門性を持
つ研究者、技術者及び研究管理・調整のための多くの人材を必要としており、（c）の創意ある研究開発者に対して社会や
産業界が寄せる期待は大きくなっている。これらの自然科学に対する社会の要請に対応した研究技術者の養成、さらに社
会に必要とされる理学の諸分野に関する広い視野と専門的な知識を合わせ持った人材を養成することも理学系研究科の
大学院教育の目的である。 
大学院での学生受入れ、教育内容及び教育方法、学生支援、教育の質の向上及び改善のための基本方針は、教育目
的である人材の要請をより効果的に達成することである。基本方針に基づく取り組みでは、大学院生の研究者としての側
面を認識し、その研究環境を整えることが、教育目的である独創的、主体的な人材を養成する上で重要な要素であると認
識している。 
 
                                              
170 出典：http://www.s.u-tokyo.ac.jp/gai/kyo-graduate.html 
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教育目標（理学系研究科、物理学専攻） 
教育目標171 
研究科共通の教育目標 
 
教育目的を実現するための理学系共通の教育目標としては、以下のものがある。 
（A）独創的・指導的な研究者・技術者となる適性を持った学生の受け入れ 
独創的・指導的な研究者・技術者を養成して社会に送り出すためには、適性をもった学生を入学させることが出発点とし
て重要である。そのような学生は、自らの適性を的確に把握した上で自発的に理学系研究科に応募することが当然想定さ
れる。従って、教育目的を効果的に実現させるためには、適性を持った学生を的確に選抜できるように入学者選抜のプロ
セスを改善すると共に、理学系研究科についての情報とそのアドミッションポリシーを受験希望者に向けて広く発信すること
が目標とされる。 
（B）理学研究の第一線で活躍する研究・教育者養成のための教育プログラム 
従来から、大学院修士課程、博士課程での研究者養成のための教育では、研究室等における独創的な研究活動を行う
ための個別的な指導が中心的な役割を果たしている。個別指導を通じて、研究課題の立て方、研究を推進する能力、セン
スなどが育成される。また、学術論文の読み方、専門情報の収集法、国際学術雑誌の投稿論文の書き方、国際会議等で
の研究成果の発表法、等の研究者としての素養も、個別指導が効率的に行うことによって行われる。大学院重点化による
大学院生数の増加の事態に対応して、研究者養成の役割を効率的に果たすためには、このような個別指導の機能をより
充実させることが重要である。 
（C）社会の要請に答える研究開発者の養成のための教育プログラム 
理学の諸分野に広い視野を持つ人材を養成して、社会に送りだすためには、専門的な研究者を育てる教育に加えて、
大学院生の多様なバックグラウンド、様々な将来志向を考慮した上で、社会から要請されている理学の分野に広い知識を
持つ人材の育成に十分対応できることがもう一つの目標となる。 
（D）多様なバックグラウンドを持った学生に対応した教育プログラム 
大学院重点化により、理学系研究科各専攻への大学院志願者は増大すると共に、他の大学等からの、工学、農学、さら
には文系も含めて、様々な分野からの多様なバックグラウンドを持つ学生が入学するようになった。さらに、修士課程修了
後に社会に出ていく大学院生の割合が増加している。これらは理学系全体の枠を広げることとなったが、一方ではそれぞ
れの学生のバックグラウンドや将来の志望を考慮した多様な教育システムを実現することが必要となった。学部大学院共通
講義を設けるなど、このような学生それぞれに即した教育プログラムを編成することが目標とされる。また、現在大学院生数
全体の約 5％をしめる留学生に関しても、それぞれの事情等を配慮した効率的な教育を行うことも重要な課題となる。 
（E）研究者としての大学院生のための研究環境の整備・充実 
 
専攻の固有の目標 
物理学専攻 
 
物理学の研究分野は、素粒子・高エネルギー物理、原子核物理、宇宙物理、流体・プラズマ物理、物性物理、量子エレ
クトロニクス、生物物理などの広い領域に渉って展開されている。本物理学専攻では、理学系研究科の教員に加えて、学
内外の諸機関所属を含む総計 130 名程の教員から構成されている。物理学専攻の学生はこのような物理学の広い領域の
研究室に配属し、第 1 線の優れた研究に主体的に参加する。本専攻では、革新的、創造的であることが絶えず要求される
物理学の先端研究を、学生に実践的に体得・参加させその経験を通して、一人立ちできる研究者技術者としての力量を涵
養させることを目標とする。断片的な知識を得ることでは無く、物理学を特徴づける考え方、未知の現象に迫る方法論、論
理的で明晰な分析力などを体験によって身につけさせることを目指す。 
 
修士課程の初期には講議などの一般的教育も行われるが、修士・博士課程を通じて研究室における特別実験または特
別演習による独自の研究が重視される。それらにより、特定のテーマについての研究を学位論文にまとめさせ、自らの力で
学術的な新知見を得たという達成感とそのプロセスを経験させる。物理学の一つの専門分野を深く研鑽することにより修得
した、物理学的思考とその精神を生かせる人材を養成することを教育の目標とする。課程修了後の進路として物理学研究
を専門とする職種に就く場合でも、そうでない場合でも、どのような状況においても指導的・創造的な役割を担える人材を
育成することを目標とする。 
 
                                              
171 出典：http://www.s.u-tokyo.ac.jp/gai/kyo-graduate.html 
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② 学生の卒業状況 
（a） 進路の現状 
 
z 博士号取得者 
博士号取得者の進路はポストドクターが 63%、民間が 25%、教員が 4％、研究生が 3%、官公庁が 3%であ
る。 
民間について、博士の場合はほとんどがメーカーである。大学で民間の研究に近い研究をしている場
合は、就職後もその専門に近い研究をやっている者もいる。しかし、半分以上は博士論文と全く違った職
種に就く。ここには金融関係も含まれるが、金融関係については修士修了で就職する人が多い。 
 
z 修士号取得者 
修士修了者はメーカーだけではなく、金融や、シンクタンクに就職する者もいる。 
民間企業でも大学より良い研究設備があるところもあるので、そこに就職する者もいる。修士で民間企
業に出て、論文で博士を取り、教員として戻ってくる者もいるが、多くはない。 
ここ数年は企業に就職したい人は比較的簡単に就職できたが、来年は金融危機の影響があるのでは
ないかと考えている。 
 
z 物理学内の分野による違い 
実験系の方が民間企業に行く割合が高いかも知れない。学生の時の実験の内容、たとえば半導体や
レーザーといった物性のように企業の研究に関係がある場合が多い。原子核、宇宙論は同じ実験系でも
企業でそのまま生かせず、理論系は直接活かせることはない。 
 
z 学生の進路の多様性 
本学の物理学科を卒業したからといって、本学の大学院（物理学専攻）に進むのではなく、学内の他
の研究科・専攻や海外大学等に学生が進むようになった。このような学生の進路の多様性を学科としても
奨励している。 
 
（b） ノン・アカデミックの進路について 
ノン・アカデミックに進む学生は増えすぎているのではないかと考えている。優秀だと思う学生がアカデ
ミックへの挑戦をやめてしまう。ポストドクターは全部埋まるので人数は足りているが、もう少しがんばれば
アカデミックの職に就けると思う人が将来を悲観してあきらめてしまう。 
5 年くらい前からの傾向だが、ポストドクターの将来が厳しいという意識が学生に染みこみすぎている。
優秀であれば、アカデミックなポジションもあるのにもかかわらず、そこまで辛抱できなくなってしまったの
ではないかと感じている。引き留めようと思っても、ポストはあくまで公募であるため、約束できるわけでは
ない。 
修士から博士に進む段階、博士にいる間、博士を出る段階のそれぞれで民間企業に行ってしまう。博
士課程の学生数はほぼ横ばいだが、その中で学生が民間に行ってしまう。 
東大の物理学教室は研究所の教員も兼務して学生を指導している。その学生が全体の半分くらいで
ある。東大の研究所等で学生を受入れているが、東大の博士として卒業する。 
（c） キャリア支援体制 
博士修了者を採用すると役に立つということが企業でもそれなりに広がっていて、企業への就職が増え
ている。 
 276
キャリア支援について、物理学専攻では 10 年以上前から就職相談室を設けて、指導教員を一切経な
いで就職情報を集めている。これは、指導教員は進学をさせたがることもあるためである。企業も先生を
通さないほうがよいこともある。就職相談室には非常勤だが長く従事している担当者がいる。 
メンタル面では理学系研究科では学生支援室を作っていて、臨床心理士が 3 名ほど、日替わりで相談
を受ける。 
③ 学生の入学状況 
修士課程の学生の半分は学外から来る。学内の物理以外、たとえば工学部等から来るのは少数であ
る。 
学生の質については、修士は若干下がっていると感じる。トップレベルは変わっていないが裾野が広
がっている。学部も上位 2～3 割は変わらないと感じる。 
外部から来る学生の数は変わっていないが、来る人が身につけているレベルは下がっているのではな
いか。大学院の基幹科目にコースを 2 つ分けて、勉強が不足している人と、アドバンスドな内容を分けざ
るを得なくなった。たとえば、場の量子論はIAとIBと分かれている。最終的には大学院では自分で学ぶし
かない。 
大学院重点化は 20 年前であり、ここ 10 年は少子化で人数が減ってきていて（競争率が下がり）質が下
がったのではないか。 
学部から進学してくる学生には、ミスマッチが起こらないように、入学時にガイダンスを 1 日かけて行っ
ている。前半は教員がプレゼンをして、後半はお茶を飲みながらブースに分かれて学生と話をするように
している。 
入学して所属する研究室は学生が希望を出すが、各研究室で見られる学生数には上限がある。 
④ 教育内容の特徴 
（a） コースワークと研究 
学生にもよるが、研究を始めると他の分野も必要となる。 
理学系研究科全体の取組として、幅広い知識をつけるために、「理学クラスター講義」といって、その分
野を専門としない学生向けの講義を開講している。また、「先端科学技術特論」では民間からの講師を招
き、その他「科学コミュニケーション基礎論」を提供している。魅力ある大学院プログラムとして 3～4 年前に
始めたものだが、その後も継続している。 
コースワークと研究のバランスについての議論はかつてからの議論であり、最近出てきたものではない。
最近の議論で生まれたのは、理学クラスター講義、先端科学技術特論、科学コミュニケーション基礎論で
ある。先端科学技術特論は企業にも目を向けさせる趣旨である。 
世の中でプレゼンも必要であることや、生命や倫理等も知って、サイエンス全体がどのように進んでい
るかを見てもらいたいと考えている。必修ではないが、多くの学生が取っている。米国のようにコースとして
開講していないからと行って、日本の学生が学んでいないと言うことにはならないのではないか。 
研究とコースワークのバランスとして、物理学専攻では修士の 1 年生はいろいろな科目を取ることを奨
励していて、余力があれば研究の準備をするように指導している。 
理論系の学生は幅広い勉強をしている。実験系の学生は講義に出ながら実験に参加したりしている。 
研究室の配属を遅らせるべきと言う議論は常にあるが実現はしていない。遅らせるべきという理由は、
日本の学生は知識が狭く、学位を取ってから伸びるための知識が必要であるということ。反対理由は、知
識というのは研究で身につけるものであり、勉強するだけではだめであるということ。 
修士で入ってくる学生は研究をする力がある。本人もやりたいし、教員もやらせたい。できる学生は修
士論文をやらせた方がよい。論文を書かないと考えないことがあるので、体系を作る、オリジナリティを入
れる訓練となる。修士の段階で一旦まとめておくことはオリジナリティがなく、レビュー論文であっても重要
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である。東大の場合、卒業論文がなく、修士ではじめて論文をまとめることになるので重視している。 
（b） コースワークのレベル 
米国大学のように基礎からは始めない。内部進学者がカリキュラムの基準なので、学部で教えた内容
はやらない。外部からの入学者は、学部の科目も 2 単位まで単位になるのでそれを取ることもできる。 
不足があれば指導教員が個別に指導できるので、基礎から始める必要性は感じていない。 
（c） 履修指導 
履修科目を決める際に、指導教員に相談することになっている。 
専門分野によってどの分野が必要かは「準必修」として指定している。「場の量子論」や「統計物理学」
は基礎的としているが、それ以外は高いレベルとなる。 
学生の進捗はレポートでチェックしている。試験ではない。 
（d） 研究指導 
研究指導は研究室毎に行われる。教授、准教授、助教で見る。1 学年当たり 2 名を超えないという内規
を作っている。希望者がいなければ 0 になってしまうが、調整はしない。 
研究室を紹介するガイダンスは力を入れて実施するが、研究室間で学生がいなくならないように調整
はしない。学生を集めるために研究室はホームページを充実したりして工夫する。 
学生が学部の段階で接することがない分野は概して学生が集まりにくい。大学院に進学する際に学生
は就職のことは考えておらず、自分が一生をかけるに値する分野かを考えているので就職状況が分野選
択に影響を与えるわけではない。 
（e） 大学での研究テーマと卒業後の研究テーマ 
大学での研究テーマと将来の研究テーマの関係は進路によって異なる。企業の場合はプロジェクトに
参加するので変わらざるを得ないが、大学生の先生になれれば昔のテーマでやることはできる。しかし、
研究のフロンティアは変わっていくので、できる人は自分で変えていくのではないか。 
（f） 学生の評価 
大学院の評価が甘いという意見はあるが、科目によって難易度も異なるので、優や良をつけてもしかた
がない。学生の達成度は書いた論文で決めようと考えている。 
論文の評価は、修士論文の審査員は 3 名で、1 人は指導教員。3 名の合議で判定する。博士論文は 5
名の審査員で、ここに指導教員は入らない。博士論文の内容を投稿したときの共著者も入らない。博士
論文として十分かどうかを判断している。専門に近い人と離れた人を混ぜている。理論の学生であれば、
実験の先生も入れる。誰を入れるかは、専攻主任が責任を持って決める。 
多くの機関に所属している教員がたくさんいるのでかなり広く審査員を選べて中立的に判断できるのが
東大の強み。博士にふさわしくないということで 1 割～2 割が少なくとも書き直しなどになり、半年ほど延び
たりする。書き直しができるのは 1 年であり、諦める人もいる。ただし、もともと指導教員が審査にかけるか
どうかの判断をしている。 
判断の基準は独創性、これまでのレビューが論文に含まれているか。理学系研究科全体で博士論文
の指針があり、それにそって審査が進められる。本人がすべて自分の博士論文を守らなければならない。 
博士課程だからと言って、リーダーシップを見ているわけではない。ただし、プレゼンは見る。論文とし
ての内容と、話し方も見る。話し方がだめだから落ちることはないが、注意を受ける。 
（g） 教員の負担 
大学院の教員にとって、多くの科目は自分の専門なので、教えたいという人が多い。似たような科目が
並ばないようにしている。学部講義より負担は少ない。他の業務が負担となる人は、大学院の講義で立候
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補しなければよい。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
授業アンケートは、学部の講義は 10 年前から全科目でやっている。大学院でも徐々に導入され、物理
では全科目でやっている。 
専門性が高い科目は、名前は変わっていないが、内容は学問の動向で変えており、昔から同じという
わけではない。 
物理学専攻に教務を見る WG があり、大学院だけであれば数名の教員が任命され、彼らがバランスが
とれ、欠けがないカリキュラムかどうかを調整している。そうした分野があれば、必ず開講している。毎年 11
月頃になると次のカリキュラムを全体でも議論して漏れがないようにする。WG を任命するのは専攻長だが、
最終判断は全体の会議。 
中身について分野ごとに議論して提案してきて、それを物理学専攻全体としてみた場合、抜けがない
か見る。 
年に 1 科目くらいは名前も含めて入れ替わっている。学生の注意を喚起するため、代えたりしている。 
科目を誰が教えるかを決める方法は学部と大学院で異なる。学部の場合、基礎科目は学科長（＝専攻
長）が指名する。専門的な科目はやりたい先生がやり、重なれば調整する。大学院は先生のグループが
できており、科目はそのグループが責任を持っている。いずれにせよ、カリキュラムは専攻全体で最後に
見る。 
すべての学生が科目を取るのではないが、物理学専攻として必要なカリキュラムは何かを考えて設計
している。 
（a） 留学生の対応策 
大学院の講義に関しては、学生に一人でも日本語がわからない学生がいれば英語でやるというルー
ルである。 
⑥ 今後の検討課題 
（a） 支援スタッフ 
z 事務職員 
事務局スタッフについてはいくつか問題がある。 
まず、常勤の事務職が少ない。教務関係の事務職員にはそれなりの知識と経験が必要だが、常勤職
が少ないために少数の人に負担が集中する。 
もう一つは日本のシステムとして、異動しないと昇進できないことになっている。あるスタッフが、物理学
科で 20 年間、異動せずに教務関係に従事すると、学内で昇進できない。しかし、そういう人がいないと教
育に目配せできない。かつての官僚機構のルールが適用されている。財務などはそれでよいが教務はそ
れでは苦しい。教務、経理などがすべて 1 つの人事になっている。 
留学生も多く、外国人の教員もいるので英語も必要だが対応できない。職員によって、現在いる教務
で必要でも、3 年後いる場所で必要かはわからないので、勉強するモチベーションがない。 
大学の事務機構は法人化されて何年か経っているが、本来どうすべきという議論にならない。 
専攻の運営でも専攻長の秘書も英語が話せればよいが、それを持ってキャリアと考えられていない。専
攻長の秘書は非常勤としてコピーなどを取ると言う人が多い。 
人事権も給与基準も決まっているので優秀な人を雇えない。大学の運営を補佐する人に対して実力に
応じて処遇することができない。 
z 技術職員 
技術スタッフにも問題がある。かつていた技官は減っている。大学の中でネットワークの整備を担当す
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る人がいると良いが、良い人が雇えない。急速に進んでいる分野なので中途採用できると良いが、あくま
で新卒で取ろうとしてしまう。 
大学の支援スタッフは、給与と権限の面で魅力がないのではないか。教育研究支援者の増員だけで
はなく、待遇など制度の充実が求められる。 
（b） 優秀な学生の獲得と財政支援 
優秀な学生の獲得について、給付型の奨学金は重要である。昔に比べて親に頼れない。親の面倒を
見なければならないので、博士課程に行けないという人もいる。バブル以降日本の経済が厳しくなった影
響が少なからずある。 
大学院生に生活するためのお金を出して欲しい。きちんと勉強している人には出して欲しい。一定割
合のトップだけではなく、基準以上の人には全員出すようにして欲しい。米国のように教員が金で養うので
も良いが、それだけの金額が必要である。日本では競争的資金から授業料を出せない。そこで授業料免
除にすると大学が干上がってしまう。 
TA くらいであれば本人のトレーニングにもなるし、負担ではないと考える。 
（c） 留学生の獲得 
留学生の対応策は大事だが、国全体、あるいは大学全体としてやるべき。語学研修、宿舎など個々の
対応は専攻ではできない。それがないと日本の大学も国際的にならない。留学生が2～3割いれば、外国
人とのつきあいを日本人の学生も学ぶ。外国人が気楽に来られる体制にしたい。 
文部科学省の国費留学生の優先配置枠を獲得し、現に 8 名在籍している。しかし、日本という社会は
外国人が入りにくいので余分な努力を払って欲しい。 
外国人の先生を呼ぶ科目の数も年に 5～6 ある。なるべく基礎的な科目でもそういうことをしたい。 
（d） 進路 
修士をとっても博士をとっても社会で評価されないので学生が博士を取らないのだろう。ドイツでは博
士を取ると尊敬され、これは大学でやったことと社会に出てやることが違っても構わない。そういう能力を
評価するようになると大学院の教員も変わるだろう。 
博士修了者を採用すると役に立つということが企業でもそれなりに広がっていて、企業への就職が増え
ている。 
キャリア支援について、物理学専攻では 10 年以上前から就職相談室を設けて、指導教員を一切経な
いで就職情報を集めたりしている。これは、指導教員は進学をさせたがることもあるため。企業も先生を通
さないほうがよいこともある。就職相談室には非常勤だが長く従事している担当者がいる。 
メンタル面では理学系研究科では学生支援室を作っていて、臨床心理士が 3 名ほど、日替わりで相談
を受ける。 
（e） 日本学術振興会の特別研究員制度 
バブル崩壊以来、親の経済力が弱くなっていることもあり、学生は早く実績を上げて日本学術振興会
の DC を取りたいと考えて論文を書こうとする。修士 2 年の 4～5 月に論文ができていないと、博士 1 年か
ら日本学術振興会の DC で金をもらえない。そのため、せめて募集時期を遅らせられないかと感じる。学
生個人の実力はわからないので、教員に金をつけて、教員が何人分の学生をとれるという海外の方式の
ほうが、教員が学生をコントロールするので良くないという批判はあるものの、良いのではないか。分野に
よって論文を書ける分野と書けない分野がある。 
（f） 就職活動の影響 
ここ 5 年くらいで問題と考えているのは、修士 1 年生の 1 月から就職活動が始まってしまうことである。 
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(2) 東京大学理学系研究科物理学専攻（現場教員） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
（a） 育成する人材像 
国際的にもトップレベルで活躍できる研究者の育成が第一と考えている。ただし、社会情勢の変化から
それだけでは不足であり、上記に加えて幅広く社会で活躍できる人材の育成が必要である。 
専門知識、問題発見・解決力、コミュニケーション力など、質問項目に挙げられているもの全てを養成
する必要がある。 
（b） 修士・博士の違い 
目標としては、修士は「与えられた課題に対して解決策を考え、実行することができる」ことであり、博士
は「未知の課題を自ら発見し、解決することができる」こと。自ら課題を発見できるかどうかが、修士・博士
の違い。 
博士は「物知り」ではない。知識量だけで言うならば、むしろ学士卒くらいがピークと言える。博士とは、
学士・修士にはない能力（課題発見・解決）を身に付けたものを言う。 
② 学生の卒業状況 
（a） 学生の進路 
物理学専攻で言えば、博士課程に進む者は、大学教員を目指すのが大半のはずであるが、製造業へ
の就職も少なくない。その他、シンクタンクや金融機関などがある。修士ではもっとバラエティに富んでい
る。 
博士課程修了者の半分以上はポストドクターとして全国の機関へ移る。海外へのポストドクターも多
い。 
理論系ではメーカーへの就職はないのではないか。実験系であれば、博士でもメーカーなどから引き
合いはある。（少なくとも自研究室内では）これまで就職に困っていることはない。 
（b） キャリア開発支援 
GCOE の一環として、学生を民間企業などへ派遣し、異なる研究環境の体験やキャリア開発を進める
「キャンパス外派遣」を実施している。 
雑誌を出して、理学研究科に関する広報やキャリアパスの紹介を行っている。 
その他、理学系研究科としてサイエンスコミュニケーション、インタープリターの育成を目指して、講師を
呼んでの授業なども実施している。 
③ 学生の入学状況 
（a） 教員の負荷 
大学院重点化により、教員が見なくてはならない学生数は増えた。しかし、忘れてならないのは担当教
員も増えているということ。教員一人当たりの学生数は同じかむしろ減っているかもしれない。 
専攻全体で入学者数は毎年 120 人程度。教員数は 120 人なので、平均すると教員 1 人に対して 1 学
年に学生 1 人ということになる。ただし、研究室によって人気に違いがあるので、人気のある研究室は 1 学
年 2 名まで取れることになっている。特殊な事情がある場合には 3 名までとれる場合もある。 
理論系：実験系で学生数は 1：1 くらいではないか。若干実験系が多い程度。 
 281
（b） 入学者獲得・進学状況 
修士→博士への進学率は約 50％程度。 
一時外部志願者が減少傾向にあったので、危機感を持って獲得に取り組んでいる。HP をリニューアル
したり、外部志願者向けの説明会を実施している。 
外部志願者向けの説明は毎年実施しており、270～280 人くらいの参加者がある。 
毎年、多いときは5名程度博士課程から進学してくる。ただし、外部からの入学は修士がほとんどであり、
博士課程からの入学は例外的。 
留学生の入学者数は一桁台でそれほど多くない。 
（c） 内部進学者の状況 
人材の流動性を高めるため、東京大学内部学生に対して外部への進学を勧めている。他大学、他専
攻（新領域、生物系など）へ進学する学生も毎年 5～6 人程度はいる。 
（d） 博士課程入学者の選抜 
博士課程から入学する場合も、修士と同様の筆記試験で選抜している。外国人の場合は GRE で評価
もしている。 
「やりたい」だけではだめで、それを実現できるだけの力が必要。それを客観的に示す必要がある。 
（e） 研究室と学生のマッチング 
研究室と学生のミスマッチをなくす目的もあり、外部への説明会などに力を入れるようになった。 
米国でも研究室と学生のマッチングは重要と考えているという話を聞いたことがある。米国では学生を
雇用するので、きちんとマッチングしておくことが重要ということだろう。 
研究室所属は基本的に学生の希望が第一。面接で希望を聞き、希望内容によっては他研究室を紹介
することもあるが、学生の希望を尊重することが専攻全体の雰囲気である。試験・面接で強引に学生を引
き込むのはタブーである。 
④ 教育内容の特徴 
（a） 国際化 
心がけている教育のキーワードとして「国際化」がある。国際的ネットワークの中に存在感を示す必要が
ある。そのためには、学生に機会があれば国際的な学会発表、海外研究機関への訪問を体験させる必
要がある。 
教員が海外へ出向くときには、学生を連れて行くようにしている。費用は各種研究経費、GCOE などか
ら捻出している。GCOE などで、経済的なバックグラウンドがあるのは大変有効である。 
これまでは研究室レベルの個別的取り組みだったが、これをシステマティックにやろうというのが「キャン
パス外派遣」である。国内の民間企業だけでなく、海外への派遣も実施している。 
欧米ではポストドクターなど人材の国際的流動は頻繁に行われているので、研究室にいるだけで海外
と交流でき、認知される（海外の研究者と知り合いになれる）。だが、国際交流の少ない日本では研究室
にいるだけでは、絶対に海外の研究者と交流できない。そのため、学生を積極的に外へ連れ出す必要が
ある。 
海外の研究者を招くと「日本来るのは初めて」という人が多い。日本も国際的な流動の中に入ったほう
が良い。 
国際ワークショップなどの費用はともすればばら撒きのようであるが、外国人を呼ぶ機会として役に立っ
ている。 
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（b） 研究指導と能力育成の問題点 
研究活動の進捗管理・指導は、専攻としてシステマティックにはやってはいない。 
教員個人としては 1 対 1 で指導をして、学生の状況をチェックしている。 
修士課程の目標としては「分かっていないことを見つけ出す」ところまでは達成できない。博士課程の
目標として、これを到達できれば良いと考えている。ただし、これは理想的な話（目標）であり、日本の大
学院教育は学生を専門性に埋没させてしまっており（狭い領域で仕事をさせてしまう）、これを達成できて
いないのが現状と感じる。 
（c） RA・TA 
RA・TA は実験の手伝い、試験・採点の手伝い、講義の準備などを行っている。授業料・生活費をまか
なうほどではない。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） 成績評価 
ABC のようなランクだけでなく、点数も記録に残すようになっている。 
（b） 論文審査 
博士論文の審査は 5 人で実施し、指導教員は審査に参加できないことになっている。この方法は誇る
べきものと思っている。 
指導教員が審査に加わらないので、学生は自分でディフェンスしなければならないが、逆に指導教員
と対立していても、しっかりと博士号を取得できる。 
評価の視点はオリジナリティ、クオリティ、クオンティティ、イニシアティブ、プレゼンテーションの 5 点。 
学会誌への事前の論文発表実績などは学位取得の条件としていない。専攻の教員は外的な基準に
頼らずとも自分たちで正しく審査・評価できると自信を持っている。 
学位取得までの期間は様々。3 年で学位取れる人もいれば、5 年かかる人もいる。 
（c） カリキュラムの構成・改変 
専攻内に、教務担当の教員を 3 人配置しており、カリキュラムの若干の変更や各科目への教員配置に
ついては教務担当が判断する。科目の新設・廃止などを伴う大きな変更は専攻全体で議論し、専攻長が
チェック・判断する。 
大学院科目の中でもコアとなる「基幹講義」については内容が決まっており、その内容について講義で
きる教員を配置している。基幹講義以外のトピック的なものは先生毎に提供してもらう。 
⑥ 今後の検討課題 
（a） 事務部門の国際化 
事務部門が英語を使えないのは、国際化を進める上で問題。事務書類や各種申請などを日本語でな
ければ処理できないのであれば、外国人を呼ぶことはできない。 
外国人の日本語教育よりも、事務の英語教育をした方が有効ではないか。 
（b） 多層的な支援の必要性 
何か一つの施策で問題が解決するという単純なものではない。GCOE のように組織的な活動の支援も
必要だが、個人的なレベルの活動支援も必要ではないか。 
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（c） RA・TA 
博士課程学生が研究の一線にあるという事実を RA として認め、経済的に支援してもらえるのは有効で
ある。 
TA は本人の勉強になっているという点が重要。学生を教育にもっと参加させるということはあっても良
い。 
教員には教育以外の負荷がたくさんあるので、教員の負荷軽減という視点では効果が薄いかもしれな
い。また、負担軽減は良いが、教員の手抜きにならないように注意しなければならない。 
（d） 博士課程への進学状況と問題点 
博士課程への進学は減少しており、後継者育成の問題につながるので、危機感を持って取り組んでい
る。また、博士課程学生は現場の第一線に立って研究しているのが実態のため、学生数減少は研究活
動自体の地盤沈下につながる。博士課程への進学を増やすためには、博士課程自体の魅力を説明し、
ノンアカデミックへの進路が「敗北」でないことを理解させる（具体的な OB の活躍紹介など）ことが必要で
ある。 
（e） 学力低下 
学生の学力の全体的な低下は、日本全体の問題。少子化などだけでなく、週休二日や受験システム
の変容などが背景にあり、大学・大学院の責任ではない事柄が要因にある。 
学生のモチベーションとして、「とりあえず」進学する学生が、特に修士で増えているのではないか。 
（f） コースワークの強化の是非 
物理学内の各領域によって、「推奨」科目は大学院で用意しているが、必修扱いにはしていない。 
早期に研究成果を出すことをもとめる外部環境がなければ、コースワークを強化した方が良いと思うが、
この点に関する意見は教員によって千差万別である。 
トップ層は全く問題ないが、中間層以下のレベルが以前より下がり始めており、その中から上位層へ引
き上げる努力（コースワーク）が必要と考えている。 
ここで言う「コースワーク」とは学部レベルの基礎科目の復習に近いものをイメージしている。基礎科目
の理解レベルをある程度引き上げておくと、後々で本人の役に立つ。理想的には、入学後 1 年くらいコー
スワークを履修してから指導教員を決めても良いと思うが、それでは（進度が早いという）日本の特徴を生
かせないし、日本学術振興会の特別研究員制度への対応もあり、踏み出せないという状況である。 
過去に実施したベンチマーキング調査で分かったのは、カリキュラムは社会状況との関連でメリット・デ
メリットを評価する必要があるということである。単純にカリキュラムを見比べても意味がない。 
日本は高校のレベルが高いので、早くに大学レベルの知識を習得し、研究に取り掛かることができる。
しかし、これを逆に言えば、大学院教育がシステマティックに行われていないということでもある。 
しかし、大学院教育の問題は大学だけの責任ではない。例えば、日本学術振興会の特別研究員の審
査は修士 2 年の前半で実施されるので、学生はそれまでに何らかの成果を出さざるを得ない。スクーリン
グだけでは対応できない。 
（g） 幅広い知識の習得 
幅広い知識を習得するため、周辺領域科目を履修するというのは確かに大切だが、実践するのは大
変難しい。授業を用意したからといって、学生が受けるとは限らない。履修するかは個人の興味・関心に
依存してしまう。教員の「これをやらせたい、やった方が良いと思う」という思いと、学生の「これやりたい」と
いう思いが違うのは当然で、その思いが戦うのは良いことである。しかし、教員が強権的に押し付けてはな
らない。 
研究で「新しい事を見つける」ために、「深く掘っていけば見つかる」というのは正しくない。「深く掘って、
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その他の事と結びつける」ことで新しいものが見つかる。そのためには、周辺領域についても理解してい
ることが重要だが、コースワークを用意すれば全て解決するというものではない。教員が研究態度で示す
とともに、学生自身の実践の中でしか身につかないのではないか。 
（h） 教員の意識向上 
教員のクオリティ（教育・研究両方）を上げるためには、社会的な責任であるという認識が重要である。
教育するということが誇りとなっていないのが問題である。これは待遇を良くしたり、賞を与えたりで実現で
きるものではない。教員の意識を高めるためには、授業評価の実施・公表を義務付けた方が良いのでは
ないか。 
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(3) 東京大学工学系研究科機械工学専攻（現場教員） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
入試要項には以下のように示されている172。 
 
■工学系研究科の目標 
本研究科は、豊かな教養に裏付けられた、科学技術に対する体系的な知識と工学的な思考方法を身
につけ、工学と その活用に係わる研究、開発、計画、設計、生産、経営、政策提案などを、責任を持って
担うことのできる人材を育成し、未踏分野の開拓や新たな技術革新に繋 がる研究へと果敢に挑戦し、人
類社会の持続と発展に貢献することを教育研究上の目的とする。 
 
■機械工学専攻/産業機械工学専攻の目標 
機械工学専攻・産業機械工学専攻は、機械工学の基礎である機械力学・材料力学・流体力学・熱力
学の 4 力学に加え、それらの応用先である環境・エネルギー、バイオ・医療、設計・生産・システムまで、幅
広い領域における研究と教育の推進を担っている。そして、これらの先端科学技術領域における基礎・基
盤的学術分野から応用技術分野にわたる研究活動を通じた教育プログラムによって、安全で安心な社会
と健康で豊かな生活の実現、そして世界の文明・文化の進歩に貢献する技術者や研究者を育成すること
を目的としている。 
 
修士課程では、大多数の学生が修士課程から産業界に出て行く以上、産業界の声を意識した教育目
標を立てている（第 4-5図表）。 
 
第4-5図表 修士論文の評価項目に見る東京大学機械工学専攻の教育目標 
試問教員からみた評価項目 
z 課題抽出・設定力（研究課題の設定・理解、社会還元性・文献調査） 
z 研究成果・創造力（学術的価値・技術的価値の創造力、研究成果の新規性、それへの本人の寄与度） 
z 方法論・知識（工学知識の吸収、工学的方法論の活用） 
z 論文完成度（論文の構成・記述などの出来栄え） 
z 発表力・説明力（プレゼンテーション能力、論理的質疑応答能力） 
指導教員からみた評価項目 
z 意欲と主体性（意欲を持って自主的・主体的に遂行したか） 
z 計画・遂行能力（自己管理の下、計画的に研究を推進したか） 
z 論理性（自分の役割を自覚し、周囲と協調して活動したか） 
z 指導力（研究室活動を牽引し、積極的に後輩を指導したか） 
z 対外活動・情報発信（研究会・学会に参加し、積極的に発言・発表したか） 
出典：東京大学機械工学専攻提供資料 
 
一方、博士課程については指導教員による指導方針のばらつきが大きい。ただ、現実問題として、博
士号取得者の進路としてアカデミック・ポストは限られており、前述の「工学」の学問としての位置づけを鑑
みても、産業界で活躍する人材輩出になると思われる。 
しかし「産業界で活躍する能力の育成」であれば、修士課程を経て一度就職し、社会人特別選抜（博
士課程）で博士課程に入り直すキャリアパスで良いのではないかという考え方もある。修士課程から博士
                                              
172 出典：http://www.mech.t.u-tokyo.ac.jp/nisenkou/for_graduate/pdf/h21annai.pdf 
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課程に直接進む学生に対してインセンティブを具体的に示す必要があるが、これは教員毎に意見はバラ
バラである。 
あえて言えば、博士課程と修士課程とで育成する能力の違いは「専門性」の深さである。 
工学である以上、産業界へ貢献できる人材の輩出を目指すのは当然である。これは学部卒に限らず、
大学院修了者においても同様である。 
大学院の教育成果を問う修論審査において、教育目標に対応した評価項目からなる評価シートを導
入している。 
② 学生の卒業状況 
（a） 近年の卒業生の進路（人数、割合） 
修士課程修了者の大多数が産業界に出て活躍している。 
博士課程修了者については、実際は数少ないアカデミックポスト、公的研究機関に進む者が多く、最
近は企業に進むものも少しずつ増えつつある。 
（b） 博士課程におけるキャリア開発・就職支援 
学部・修士課程においては、キャリア開発・就職支援が充実しているが、博士課程においては状況が
異なる。博士課程においては、キャリア開発・就職支援は指導教員が主導的に行っている。また、21 世紀
COE の一環で博士学生インターンシップを行うことにより産業界との接点を設けている。これらの取組み
については、企業の評価も上々で、学生もはじめは渋々と参加しているが終わりには非常に有意義だっ
たと答えている。実際、参加した学生には劇的な変化が見受けられる。 
しかし、研究室以外で行われる教育研究活動に対して積極的ではない教員もいる。 
また、今回は 21 世紀 COE173で RA 経費が負担できたことが学生の参加動機につながっていた面は否
定できない。COE 終了後に経費予算を何処から獲得するかが課題である。一つは、企業にスポンサーと
なってもらい、企業が抱える課題をテーマに博士学生が集まって共同研究を行う形態が考えられる。 
③ 学生の入学状況 
（a） 入学者に求める人材像・能力（アドミッション・ポリシー） 
修士論文研究では教員の学生に関与する割合が大きいが、博士論文研究では学生が自分で必要な
知識・スキルを学んでいく必要がある。つまり博士課程に進学する学生にはマネジメント力や企画力が求
められる。これらの能力は博士課程（あるいは修士課程）でのみ育成される能力ではなく、もっと以前から
の教育を通じて育成されるものである。 
 
（b） 求める学生を入学させるための工夫 
社会人特別選抜（博士課程）（通常は博士課程とは別枠）が 5 年前に制度化されてから、企業人がこの
制度を用いて博士課程に入学するケースが増えている。 
社会人の博士課程学生は、現実社会で課題解決を経験しており、具体的な研究目標を発見した上で
進学してくるため、学習意欲・動機が非常に高い。通常の博士課程学生が研究目標を探すことから始まる
のと大きな違いがある。逆に言えば、博士課程学生に対して最初にすべきことは教員が良い聞き役となっ
て、目標を学生本人から引き出すことである。 
博士課程の選抜は、筆記試験を行っている。学内生も外部生とは試験の内容が異なるが筆記試験を
課している。なお、修士課程では、機械工学専攻は筆記試験を比較的厳格に実施しており、工学部共通
                                              
173 21 世紀 COE「機械システム・イノベーション」（http://www.u-tokyo.ac.jp/coe/list21_j.html） 
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科目（英語、数学）に加え、専門科目として四力学を全て試験で課している。 
修士課程においては修士論文研究が本格化する前に、学生の就職活動が始まってしまう。そのため、
学生は博士課程進学を考える前に周囲の流れに乗って就職活動を始め、内定を得てしてしまうのが実状
である。 
他大学に向けて、大学院入試説明会を 5 月から行っており、ポスターを各大学に配布している。 
留学生向け特別コース174を開設しており、日本語ができなくても英語授業だけで修士課程・博士課程
を修了するために必要な単位を取得できるもので、入試も独立している。参加する専攻については一定
数の英語授業を実施することを義務づけている。 
（c） 実際に入学した学生の近年の質・量 
(i) 量的な面 
機械工学専攻の博士教育の課題は進学者の減少である。理由としてよく言われるオーバードクター問
題は全くなく、（アカデミック・ポスト以外であれば）本人が希望すれば就職できる。問題は博士課程に進
学するだけのメリットが十分に理解してもらえないことである。最終的に企業に勤めるのであれば修士課
程を出て就職した方が得であると考える学生も多い。 
修士課程は、今は問題ないが、学部では、現状で定員をやっと充足する状態である。今、内部進学者
は 2/3 で、それ以外は外部からの進学者である。 
なお、博士課程は内部進学者が多いが、外部からの進学者も若干いる。 
留学生の申し込みは毎日届くくらいで苦労していないが、全員を受入れることは不可能である。 
(ii) 質的な面 
平均的に見ると計画力、マネジメント能力、自主性といった面で気になることはある。また高校では物理
の中で微積分を使って説明したり、モーメント等を教えなくなっているが、その部分を大学が補填しなけれ
ばならなくなっている。実際は、リメディアル教育といった組織的な取組みではなく、個々の授業（教員）レ
ベルで対応しており、基礎から教えることが増えた印象がある。 
教員側から見ると、博士課程に進学して欲しい学生はいるが、現在はそういった学生ほど進学せずに
修士課程から就職してしまう。企業に入っても物足りなくて、会社を辞めて博士課程に入り直す学生もい
るが。 
④ 教育内容の特徴 
（a） カリキュラムの体系化 
大学院の授業科目を「共通基盤」と「専門分野」に分け、「専門分野」を 5 領域に体系化（分類）した。 
学生は自分の専門分野に加えて他分野から授業科目をとらなければならないようにしている。イメージ
としては米国大学のメジャー・マイナー（主専攻・副専攻）である。 
「共通基盤」科目として、数学、解析、計測を開設している。また、工学系共通科目である科学技術英
語を指定している。 
共通基盤としての知識は、アカデミア、ノンアカデミアといった進路に関わらず広げる必要がある。アカ
デミアの道に進むとしても新たな研究テーマは境界領域にある。 
機械工学という学問の特徴かもしれないが、産業界と学術界はどちらが進んでいるというものではなく、
フィードバックループが働いている。 
                                              
174 機械工学、電気工学、マテリアル工学等の共同開設 
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（b） 履修計画管理の厳密化 
大学院生の履修計画について、より厳密に管理することを目的として、「履修計画表」を作成し、指導
教員の承認を得なければ授業履修ができないようにしている。 
履修承認は以前からあったが、前はサインだけ（形式的なもの）に過ぎなかった。今回は学生の授業履
修が本人の研究テーマと照らし合わせて、適当か否か、指導教員が責任を持つことを目指している。 
同時に、入学時に作成する「研究計画表」について半期毎に見直し、指導教員が都度、5 段階で評価
する仕組みを導入している。言ってみれば「カルテ」のようなもので、半年ごとに書かせている。研究指導
において、①各教員に最終的な教育目標を意識してもらうこと、②指導の記録をエビデンスとして残すこ
と、を目指している。 
 
出典：東京大学機械工学専攻提供資料 
第4-6図表 修士課程履修計画表（東京大学機械工学専攻） 
（c） 修士論文の研究評価ガイドライン 
日本機械学会大学院教育懇談会175で大学、産業界にアンケートを行い、「論文研究」について大きな
ギャップ（大学の自己評価が甘い）があることが明確になった。産業界は修士論文研究の「成果」よりも「プ
ロセス」を重んじている。懇談会では、産業界の納得を得るためにはプロセスに着目した修士論文の評価
基準が必要であると提言した。 
東大機械工学専攻では、それを受けて、修士論文研究評価ガイドラインを策定している。具体的には
修士論文研究を「研究成果」だけでなく「プロセス」も評価しようという試みであり、試問教員用、指導教員
用の評価シート（評価項目）を定めて、今年度から活用を始めている。 
 
                                              
175 参考：日本機械学会 大学院教育懇談会（http://www.jsme.or.jp/educenter/） 
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出典：東京大学機械工学専攻提供資料 
第4-7図表 修士論文評価表（東京大学機械工学専攻） 
 
博士課程について同様なガイドラインを設定するのは難しい。まず、各研究室で指導方針が非常に多
様であることが挙げられる。また博士課程学生の指導においてはプロセスよりもアウトプット（成果）が重視
されることも評価基準の設定が難しい面である。 
指導教員毎（研究室毎）のバラツキはあっても（教育目標に対する）価値観が共有化されていれば良い
が現状では目標が明確ではない。実際、博士課程の教育（研究指導）については産業界よりの研究テー
マを課す教員もいれば、まったく学術的なテーマを選ぶ教員もいて、千差万別である。 
（d） 交換留学の推進 
日本学生支援機構の公募で学術的グローバル機械工学教育（IGM）に採択されている。国内は東大、
東工大、阪大、海外は欧州の 3 大学と協同で、学生の国際交流を実施している。 
IGMは優秀な学生を選抜し、修士課程の間の5ヶ月間を海外留学させる仕組み。自分で計画を立てる
必要があり、募集条件が厳しい（工学系研究科で5名、TOEFLの点数も高い）ため、それに選ばれるだけ
で学生にとって誇りになる。 
（e） その他 
研究手法の標準化の議論は出ている。 
複数指導体制については、指導の一貫性が保てないこと、指導を受けた学生が迷ってしまうのではな
いかという危惧があり、まだ実施していない。ただし、以前よりは研究室間の壁は低くなったので、隣の研
究室に行って指導を受けてくるよう学生に指示を出すこともある。きっかけを学生に与える必要がある。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
カリキュラムの見直しは、研究テーマの近いグループ毎に議論してもらった。グループ毎に科目の統廃
合・体系化を行い、相当無駄な内容をそぎ落とした。カリキュラム見直しのプロセスは 2 年がかりを要する
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大きな作業であった。カリキュラムの品質は「専攻会議」の場でディスカッションしている。産業界の意見は
日頃から企業と接している教員経由で吸い上げている。 
バイオ分野は機械に限らず、様々な領域がかかわるテーマである。機械工学でもバイオを研究の柱と
することを 5～6 年前に決め、外部から教員を招いて準備してきた。 
日本機械学会の大学院教育懇談会の委員長を務めている。そこで議論する中で、大学院教育の中身
が大学毎に全く異なることが明らかになった。具体例としては修士論文の位置づけが大学毎に全く異なり、
地方大学では論文というよりは演習である。 
日本機械学会の大学院教育懇談会において明確になった産業界と大学の人材育成を巡るギャップの
解消を実際に東京大学の大学院教育で実現するという意識があった。 
東京大学の内部でも「大学院教育問題検討委員会」が立ち上がっている。これまでは学部教育問題検
討委員会しかなかったが、大学院教育への関心が高まっている。そこで最初に各専攻での取組みを発表
しようということになり、機械工学専攻が最初に発表することとなった。 
自分の分野の講義を確保したいという縄張り意識が以前はあったかもしれないが、今は最適な教育が
何かという観点で前向きに検討できている。 
⑥ 今後の検討課題 
（a） 産業界における博士の評価 
生涯のキャリアを鑑みて学生は博士課程への進学を決める傾向がある。生涯給与において、いまだに
企業における在籍年数が影響しているようでは学生が博士課程に進学するのは難しく、産業界の評価に
問題がある。 
（b） 産業界ニーズと学生ニーズのミスマッチ 
大学は産業界のニーズと学生のニーズの板挟みにあっている。産業界は大学教育に専門基礎を期待
するが、学生は大学教育で先端分野を学びたいと思っている。両方のニーズに応えるのは時間が限られ
た大学教育では難しい面がある。産業界のニーズが正しいと思うが、大学経営上は学生のニーズに応え
る必要がある。 
同じようなミスマッチが「分野」としても存在している。つまり産業界が必要としている「分野」と学生が集
まる「分野」の板挟みである。例えば重電分野は産業界として喉から手が出るほど人材を必要としている
が、学生の人気はないので、大学経営上、教育課程（コース）が維持できない。往々にして基盤的分野の
産業界ニーズが高く、先端的分野の学生ニーズが高い。 
産業界は大学教育に専門基礎を期待するが、実際の研究指導は先端領域をテーマに実施されがち
である。それは国の研究資金が先端領域を含む重点領域に集中しており、教員個人としても、大学組織
としても外部資金を獲得し易い先端領域へ研究リソースを集中したいというインセンティブが働くためであ
る。大学院生は「学生」であると同時に「研究スタッフ」でもあるため、大学院生の研究指導も結果的に先
端領域をテーマとすることになる。大学院教育が先端的分野へシフトした結果、基盤的分野の人材輩出
が本当に無くなっても良いのか、日本全体での議論が必要ではないか。 
（c） COE 終了後の経費予算の獲得 
COE 終了後に経費予算を何処から獲得するかが課題である。一つは、企業にスポンサーとなってもら
い、企業が抱える課題をテーマに博士学生が集まって共同研究を行う形態が考えられる。 
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(4) 東京大学工学系研究科バイオエンジニアリング専攻（専攻長） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
基本理念176 
本専攻では，持続的発展を希求し，少子高齢化が進む社会における人類の健康と福祉に資するため
に，既存のディシプリンである機械・電気・物理・化学・マテ リアルなどの工学分野に立脚し，サイエンス
から現実の世界である健康・医療・福祉，創薬，環境，エネルギー，食品，ナノバイオテクノロジー，安心・
安全， 情報などの分野への橋渡しをするバイオエンジニアリングの方法論を構築します．それらの教育・
研究を通じてバイオエンジニアリングの戦略的研究開発の中核 を担う人材を育成します． 
 
バイオエンジニアリング専攻は大学院のみであり、様々な分野を学部で学んだ学生が入学してくる。そ
のため、入学時には能力はばらばらだが、修了時にはバイオエンジニアリング専攻の修了生になることを
期待したい。本学の場合、学部で専門教育を受けるのは 3 年生と 4 年生のみで、大学院で学ぶのは 2 年
間である。学習意欲としては専門性の高い大学院のほうが強いと考えている。 
② 学生の卒業状況 
設立間もないので、修了後について実績がまだ少ない。一期の修了生が出ているが、一期生は人数
が少なかった。博士課程に進学した学生は 3 人である。 
就職活動は自由であり、学生はエントリーからウェブ上でやっている。就職活動の時期が早まっている
ため、学校推薦をもらう時期には半分くらいの学生の就職先が内定している。 
当研究室はバイオマテリアル分野で、研究室を創設して10年間（マテリアル工学専攻）経過するが、化
粧品メーカー、化学や素材メーカーでもバイオ関連分野に進んでいる。来年修了する学生の二人は電機
メーカーで、バイオ関連部署の予定である。 
③ 学生の入学状況 
内部進学、他大学からの進学がある。 
入学希望者には入試説明会で内容を説明するが、出身分野が様々であるため、試験も多様な学生が
対応できる問題としている。つまり、広い分野を勉強しているので、いきなりバイオエンジニアリングの問題
を課すのは難しく、既存の専門を理解しているかを問わなければならない。電気、機械、化学と研究室の
研究分野毎に、それぞれの入試問題を使って入試をする。ただし、6 分野あるうちのバイオマテリアル分
野、バイオデバイス分野はバイオエンジニアリング専攻としての独自の問題である。これは、マテリアル工
学科の学生 75 人の内、25 人がバイオマテリアルコースに配属されている背景がある。 
博士課程の定員は充足している。 
④ 教育内容の特徴 
（a） 科目の履修 
学生は機械、電気、化学などを学んで入学してくるので、バイオエンジニアリング専攻としては、深さ方
向と横の広がりの双方が大切と考えている。 
バイオエンジニアリング専攻は「メカノバイオエンジニアリング分野」、「バイオエレクトロニクス分野」、
「バイオデバイス分野」、「ケミカルバイオエンジニアリング分野」、「バイオマテリアル分野」、「バイオイメー
ジング分野」の 6 分野から構成されている。学生は、これら分野それぞれで最低 1 つの講義科目を履修し
                                              
176 出典：http://www.bioeng.t.u-tokyo.ac.jp/overview/index.html 
 292
なければならない。 
必修である輪講は、学生全員を集め、学生は自分の分野やバイオ関連に派生した研究の紹介を全員
の前で行う。たとえば、化学の分野を機械の学生に説明することになり、深い理解と広い知識を要求され
る。修士課程学生も博士課程学生も一緒に輪講をし、議論に参加している。 
修了生は会社でバイオの中核となる人材となったときに、異なる分野の人に自分の専門を説明しなけ
ればならない。これが既存の企業内にバイオエンジニアリングの部署を作り、育てることに重要な要素の
一つと考えている。このような積み重ねで、将来、バイオエンジニアリングに特化した会社ができればと期
待している。 
講義科目についてはバイオエンジニアリング専攻として独自に開講する部分もあれば、教員が兼任し
ている専攻と並列で開講する部分もある。バイオエンジニアリング専攻で話をするときと、各分野でバイオ
の話をするときに同じ内容でもニュアンスは異なる。 
学生の研究したいテーマが多岐にわたるために、コア科目も標準的な教科書もない。バイオエンジニ
アリングだからこれを学ぶというものはない。水平思考で考えている。 
学生の専門は自主性を重視して決めるので、強い履修指導はない。できできでき 
（b） 研究室での指導 
同じ研究室に、たとえばマテリアル工学専攻の学生と、バイオエンジニアリング専攻の学生が所属して
いることになる。同じ研究室だが専攻が異なるので、単位の取り方、発表会などの形式、日時が異なること
になる。専攻が異なる学生に対しては、研究するテーマに関して配慮している。 
学会発表などのサポートをしている。 
（c） コースワークと研究 
研究室に配属され、主に研究しながら講義科目（コースワーク）を取る。産学連携、医工連携を実践す
るには机の上に座っていてもだめである。 
講義では既存の理論や過去の事実を学習、理解するものであり、研究は未知の現象、新しい理論構
築を扱う。最先端の教育を行うということは重要であるし、わからない命題に答えを出すことはトレーニング
をしなければできない。 
（d） 医工連携 
バイオエンジニアリングの応用分野は医学のみではないものの、大きな対象の一つであるため、医学
部とコラボレーションしている。医学の准教授からバイオエンジニアリング専攻の専任教授を昇任採用して
いる。 
本部直属の部局である東京大学ナノバイオ・インテグレーション拠点は競争的資金を獲得して、大学と
して設けており、工学系を中心に医学系、薬学系、理学系、農学系などバイオ関連の部局が参加してい
る。これがあることによって、工学系では通常設置できない細胞実験やヒト疾患モデル実験施設を使える。
この拠点はバイオエンジニアリング専攻と表裏の関係にある。 
この拠点があるため、専攻を作るときに設備を利用できた。 
医学部の中には、疾患生命工学センターを作っているが、そことの乗り入れで、人材養成ユニットとし
てカリキュラムを設置し、工学系研究科と双方向に学生を交換している。医学部では昼間に診察実習な
どがあるので、講義、実習は 18 時から 21 時の間で行っている。 
強い意志を持ってバイオを学びたい、バイオメディカルを学びたい学生には非常に良い。 
科学技術振興調整費の中の人材養成費を基盤としており、それを母体にして作った。さらに、グローバ
ル COE にも継続し、国際的視野もいれて、考えている。互いの分野の殻に閉じこもっている訳ではなく、
かなり新しいスタイルである。 
 
 293
（e） 産学連携 
大学全体の制度として社会連携講座があり、バイオエンジニアリング専攻にも設立されている。これに
よって大学内に企業の講座を作っており、企業センスを教えてもらっている。寄付講座よりも大学の自由
度が高い仕組みである。 
（f） 体制 
すべての教員が、バイオエンジニアリング専攻を本務として他の専攻の協力教員となっているか、他の
専攻を本務としてバイオエンジニアリング専攻の協力教員となっているか、他の専攻との兼任教員となっ
ている。基盤となる分野が多岐にわたっているために、重要なシステムである。 
教授、准教授、講師だけで、助教定員が割り当てられていない。競争的資金を活用して特任教員や客
員教員を採用している。 
（g） 教育上の工夫 
学生も教員もフレキシビリティが必要である。 
一番は学生の研究意欲およびバイオ関連分野に対する興味を保つこと。興味を持ってきて入学し、良
かったという意識を持ち続けられる専攻にしたい。そのために教育科目、研究設備などを考えている。 
バイオエンジニアリングのおもしろさと重要性を理解させるためにバイオエンジニアリングセミナー、企
業研究者との交流、企業見学などを実施している。 
（h） 論文審査 
計画発表と中間発表と最終審査がある。 
修士課程の場合、主として周辺分野も含めて関連分野の教員 5 名で審査する。ただし、他の教員が質
問しても良い。この審査員の教員は、それぞれの段階で引き継がれていく。 
直接の専門にとらわれないような審査システムとなっている。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
既存分野とのオーバーラップを少なくして、バイオエンジニアリングを学ぶときに必要なものを作ってい
く。どのような知識が必要かは議論しているが、修了生が出るこれから社会的な審判を受けるものと考えて
いる。 
⑥ その他（設立経緯） 
本学のマテリアル工学専攻は、元来、伝統的な「冶金」学科・専攻があったが、この分野が成熟して学
生の新しい研究領域に対する意欲に答えられなくなってきた。約 10 年前にマテリアル工学科・専攻として
「バイオ」「ナノ」「半導体」を 3 つの柱とする形に改組した。その後、マテリアル工学科内に「バイオコース」
「ナノコース」「エココース」の3コースが設置されたが、「バイオマテリアル」の認知度が高まってきたために、
バイオコースの人気が高い。工学部内では他にも機械、電気、化学でも「バイオ」に取り組んでいるため、
3 年前に「バイオ」をキーワードとして串刺しにし、分野横断的なバイオエンジニアリング専攻を設置した。
そのためバイオエンジニアリング専攻の教員は元の組織に所属したままだが、バイオエンジニアリング専
攻も担当している。 
バイオエンジニアリング専攻は海外、特に米国では多く存在している。一方、日本はバイオテクノロジ
ーというと発酵などの技術で世界をリードしてきているが、農学関係が多かった。バイオエンジニアリング
専攻は、日本固有の土壌に根ざし、科学から工学へ、技術の理論体系化などを目的としており、特に米
国を意識して作ったのではない。米国では、化学、物理、生物を等価でやっている。工学部で生物をやっ
ている例はほとんどない。 
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(5) 広島大学理学研究科物理科学専攻（現場教員） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
（a） 目指すべき人材像 
基礎科学としての物理科学を教育しており、研究者・高度技術者・教育者として必要な論理的思考の
育成を目指している。 
 
【修士】 
• 理学の基盤学問としての物理学の専門的知識を習得し、高度職業人及び研究者を養成
する。 
• 真理を探究する手法を習得すること及び国際的に協力し、又は競争できる能力を実践的
学習を通じて習得させることを目的とする。 
(専門分野の深い知識と応用力) 
• セミナー等で専門的な書籍、論文を読み最先端の物理科学を修得する。 
（関連分野等の幅広い知識・認識） 
• 宇宙・素粒子科学及び物性・放射光科学分野の知識を習得する。 
（問題解決・仮説検証能力など） 
• 指導教員や研究仲間との議論・討論を通じてより深い理解を得る。その過程で研究テー
マを発見し、そのテーマにアプローチする能力を養う。 
 
【博士】 
• 理学の基盤学問としての物理学に関連する緻密な実験観察、深い洞察力及び論理性を
習得し、自立した研究者及び高度職業人を養成する。 
• 真理を探究する手法を習得すること及び国際的に協力し、又は競争できる能力を実践的
学習を通じて一層発展させることを目的とする。 
 
(専門分野の深い知識と応用力) 
• 博士論文用研究を深く追求する過程で、緻密な実験観察の手法や論理展開法を訓練す
る。 
（問題解決・仮説検証能力など） 
• 深い洞察による問題解決法の発見や、それを正確にかつ定量的にまとめ、英文で論文を
発表する手法を修得する。 
（社会・人間関係スキル） 
• 自立した研究者及び高度専門職への道を学ぶ。 
（b） 学部の教育目標 
物理の「基礎」はどこの大学でもほぼ共通のはず。どの大学（院）でも通用する基礎科目の習得が学部
レベルの達成目標である。 
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② 学生の卒業状況 
（a） 学生の進路 
2007 年度に就職したものは修士 24 人、博士 2 人であり、全員が大学・公的研究機関以外へ就職して
いる。民間に就職したものの多くは研究職だと思う。就職担当しているので、研究職希望で内定を取った
という学生の話は聞くが、実際入社後どうなったかまでは追跡していないので、その後は不明である。 
理論系学生の進路は、景気動向に大きく影響を受けている。昨年は民間企業の研究職についた理論
系学生もいたが、景気の悪かった数年前は優秀な学生でも理論系では就職が決まらない状況だった。 
博士課程の半数以上が学位をとる。残りの半分の中には、景気が良くなったため課程途中に就職する
ケースが増えた。途中で就職しない学生は、大体 3 年で博士をとる。 
修士から博士への進学は宇宙・素粒子科学講座の方に多く、物性科学講座で少ない。 
博士の進路で「その他」となっている 1 名はマスコミへ就職した学生。サイエンス・コミュニケーターを志
望していた学生で、学位をとって新聞社に就職した。 
（b） 民間企業への就職状況 
宇宙・素粒子科学講座の学生が民間へ就職する場合は、博士 3 年の時点でポストドクター先が見つか
らず「夢破れて」就職先企業を探してくるというのが典型的。 
物性科学講座の場合は、放射光施設でのポストドクター枠があり、そこへ進む学生がいる。また、研究
内容がマッチすれば企業の研究職として就職できる。 
徐々にではあるが、企業の意識も変わってきている。物性科学講座なら、専門分野がうまくマッチすれ
ば、即戦力になる博士修了生を受入れるケースも出ているが、宇宙・素粒子科学講座に対しては、そうい
ったニーズは少ない。 
（c） 学生のキャリア意識 
修士課程に進学する学生は、アカデミック志望だけでなく「もう 2 年学んでみたい」という動機の者も多
い。博士にいくと就職しにくくなるのは分かっているはずなので、それでも博士課程に進学する学生は、
アカデミック・ポストを目指す学生が多いはず。ただし、アカデミックのポストへ進むのは難しいという認識
も学生の中で浸透している。 
教員の斡旋とは別に就職先を探す学生が増えた。自由応募で就職先を探す学生が多く、「学校推薦」
という言葉自体が死語に近くなっている。 
アカデミック・ポストが少ないのは分かっているので、学生は不安に感じている。過去の事例としてノン・
アカデミックへ就職した例を挙げて説明するように心がけている。 
先日、毎日ナビ主催の説明会を学内で実施し、学生やポストドクターが参加した。その中で就職した先
輩との質疑応答の機会を設け、好評だった。学生は教員に話を聞くより、役に立つと考えているようであ
る。 
（d） 論文審査 
修士学位審査は厳しく行っている。実際にはほとんどが合格するが、学生には趣旨を説明した上で実
施しているので、学生も真剣に準備して取り組む。また、審査での評価上位者数名は奨学金の返還免除
となるので、その意味のインセンティブがある。 
博士論文は専攻全員での評価はしない。博士論文になると専門性が高いので、異分野の教員では評
価が難しい。 
学位認定基準は内規で決まっており、それに則って審査している。内規では、事前の発表論文数など
も決まっている。 
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③ 学生の入学状況 
（a） 外部からの入学、内部からの流出 
重点化により旧帝大が学生を集めているため、修士課程への外部からの入学者が減ってきている。多
くの学生を受入れた大学の教育水準は低下するし、上位層が流出した広島大学も水準が低下してしまっ
ている。 
大学院生を過剰に受入れた場合，教育水準の低下が懸念される。一方，成績上位の学生が流失した
大学の教育水準も低下することになる。重点化によって学生の流動性が高まったことよりも，全国的な教
育研究水準の低下が指摘される。多様性の中、良いものが生まれると思うのだが、今の状況は集中が進
んでいる。 
毎年 10 名弱、外部へ進学している。推薦入試で早い段階で確保しようとはしているが、他大学も同様
にやっているので、効果がなくなってきている。 
旧帝大の大学院に行きたがる学生の動機は色々。ブランド・イメージもあると思う。本学でも研究は十
分できるし、そのことは学生に説明している。 
同じ研究室でじっくり育成するのと、様々な場所を渡り歩かせて育成するのとでは、どちらが良いとは言
えない。それは学生の資質による。明確な目標・目的を持った上であれば、他大学へ進むことも良いと思
うが、その目標・目的は果たして広島大学では達成できないことなのか。広島大学でも多くのことは十分
に取り組むことができる。 
（b） 博士課程への内部進学の問題 
優秀であるかどうか、博士課程への進学意向があるかどうかに関わらず、客観的なデータを示して（博
士課程後のキャリアなど）説明する。 
学生の進学意思は尊重するが、進学したとしても学位取得が困難と思われる学生にはきちんと伝え
る。 
物性科学講座の博士課程への進学は少ないが、定員を埋めようと無理に学生をとると、学位を取れそ
うにない学生も入学させてしまうことになる。それは教員側の負担にもなるし、学生にとっても不幸なことで
ある。 
（c） 博士課程入学選抜 
内部進学者に対しては、修士論文の発表会が博士課程進学の審査を兼ねている。専攻の教員全員
が採点表を持ち評価する。 
採点項目は専攻長が毎年設定する。クリアな発表をした学生は、異分野の教員からも高評価を得てい
る。 
外部からの博士課程進学者の審査も、学内で修士論文の内容を発表させ、内部進学者と同様に審査
する。 
留学生の場合は、（特に中国人は）北京センターでの面接（教員が出向いて審査）か、テレビ電話など
で面接を実施している。 
④ 教育内容の特徴 
（a） 教育上の工夫・特徴 
「広く学び、深く極める」ことを目指しており、指導方法は「現場・現物・現在」の視点で行っている。例え
ば、天文台、放射光施設を使った教育や、研究すべき物質・対象に触れられる環境が用意されている。 
「広く学ぶ」ため、カリキュラム上は「基礎科目」「専門科目」を区別している。「基礎科目」は、宇宙・素粒
子科学講座と物性科学講座それぞれの学生が、専門分野とは異なる分野の科目を履修できるようにアレ
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ンジしている（科目がバッティングしないようにしている）。しかし、学生の関心は必ずしも高くなく、あまり履
修しようとしない。 
大学院は研究が主なので、基礎科目を必修化するということはあまり考えていない。意欲的な学生は
（専門分野外の科目を）取ろうとするが、単位取得までやり遂げられる者は少ない。 
（b） 必修・選択科目 
「基礎科目」とされるものでも選択科目であり、専攻の学生全員が必ず受けるという科目はない。トータ
ルの習得単位数が決まっているので、その中でも履修の仕方は学生の自由（例えば、セミナーだけを取
ればよいわけではないが、理屈としては可能）。「基礎科目」「専門科目」は教員側の希望を表したもの。
「基礎科目」は異分野の学生も履修して欲しい科目であるが、実際に履修する学生は少ないし、科目を登
録しても徐々に出席しなくなる。 
「物理科学特別研究」という名称の科目は各研究室の研究活動に対して与えられる単位のこと。 
（c） 科目の内容 
教科書を使うような授業はほとんどない。 
「基礎科目」「専門科目」に明確な履修の順序はなく、平行して履修する状況である。 
「基礎科目」については、教える内容を標準化したいと考えている。モデル・シラバスを作成する所まで
には至っていないので、担当教員が変わると教える内容が変わってしまう可能性がある。 
（d） 成績評価 
大学院の授業の成績をつけるのに筆記試験を課すような場合はまれであり、ほとんどがレポートによる。
大学院教育に筆記試験のような形式はなじまないのではないか。筆記試験はやればできるが、それが教
育成果を計り、教育目標を伝える手段にならないのではないかと思う。 
実験系の学生が多いので、モノに偏りがち。レポートでは、計算をさせるように心がける。 
レポートのタイミングは、2 回くらい（中間・期末）で実施している。 
（e） 研究室所属 
研究室所属は入試の時点で決まっているので、修士 1 年の 4 月から（つまり所属当初から）研究が始ま
る。なお、在学途中での研究室移動はあり得る。 
専攻全体が大講座制を敷いているが、モノ（研究対象）が違えば研究スタイルや言葉も違うので、実質
的には小講座でなりたっている。放射光を使う研究室では、隣の研究室との協力が盛んである。 
（f） 研究活動の進捗管理・指導 
物性科学講座では「M1 コロキウム」を実施している。この中で、学生 1 人ずつが 25 分発表、20 分質疑
応答を行う。教員だけでなく他の学生にも向けて説明させるもので、良いトレーニングになっているし、指
導状況のチェックにもなっている。 
宇宙・素粒子科学講座全体では、このようなコロキウムを実施していない。こういった取り組みは個々の
グループに任されており、他グループとの談話会のようなものを実施している。 
修士 2 年の学生に中間発表をさせている研究室は多い。以前、専攻全体で中間発表させようという話
が上がったこともあるが、実現していない。こういった取り組みは、（必修化させれば別だが、選択・任意で
ある限りは）開催日程を合わせるのも難しい。 
各学生の指導は研究室の教員に任されている。少なくとも素粒子領域などは、専門性の問題から他研
究室から指導をうけるのは難しい。 
放射光では、施設に行かねば研究できないので、その施設の職員・技術者とのやり取りは多い。 
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⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） 教員の教育負担 
授業は半期で 1 コマ（学部）・1 コマ（大学院）＋ゼミの指導＋研究指導というのが一般的な教員の負荷
になる。 
研究室の所属学生は、教員ごとに 1 学年 1～2 名程度。（学部と M1～2 で 5 名程度＋博士数名程度） 
院生が学部4年生を指導するということも行われている。後輩の指導は、院生にも非常に良い影響があ
る。 
（b） 科目への教員配置 
各科目は、それぞれ担当する講座が概ね決まっており、講座からアサインする形になっている。 
教員の力量は誰も把握していないので、能力までをしっかりと考慮したアサインにはなっていない。た
だし、他業務との負荷調整は専攻長を通じて可能。 
（c） カリキュラムの改編 
学士課程の場合は「プログラム教員会」でカリキュラムの構成を議論しているが、大学院にはおかれて
いない。 
専攻長がリーダーシップを発揮すれば、カリキュラムの変更はありうるが、専攻長は 1 年交代になって
おり、継続性が問題。ただし、講座単位では、継続的な取り組みができていると思う。 
⑥ 今後の検討課題 
（a） 人材の流動化 
人材（学生）の流動化は悪いことではないが、学生自身は（身分が不安定になる分）流動化は望まない
のでないか。日本の社会全体で流動化を進め、学生の意識を変えていく必要がある。 
（b） コースワークの充実 
基礎的な科目は必修にしたほうが良い。コースワークはまだ足りないと思っている。 
短期的（修士・博士論文）には、早く研究に取り掛かるほうが良いが、中長期的にはコースワークが必
要なのではないか。コースワーク重視については学内で議論し、GCOE に申請したが不採択だった。 
（c） 幅広い分野習得の重要性と課題 
物理学は積み上げの学問であり、小中高→学部→大学院の積み上げで成長していく。そのため専門
は狭くなりがちだが、修士課程→博士課程の中で深く学ぶ。 
蛸壺化という問題は確かに存在する。修士ではできる限り幅広く教えたいと意識しており、その中で、
徐々に特定の領域を深めてほしいと考えている。最初から狭い領域に閉じず、幅広い知識・経験を元に
特定の領域を極めるのが、研究者育成としても良い。 
むしろ、最近は学生の方が、幅がなくなったとも感じる。学生は目先の就職などにとらわれがちで、掲
げている教育目標を達成できるケースは難しい。 
（d） 出張費・旅費の負担 
校費での研究費配分が減少している。放射光に関連した研究は、大規模施設へ直接出向かないと研
究が進まないことが多い。出張費・旅費については、国からの負担が必要ではないか。 
（e） 成果の求め方 
後継者育成が進まず、分野の維持ができなくなっていると感じている。育成は学部→院→ポストドクタ
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ーと 10 年スパンが必要だが、国は短期に成果を求めすぎており、育てられない。これでは研究水準を維
持できない。 
（f） コースワークの教育効果 
以前に比べて、学生のレベルに大きく幅ができた（定員が広がったので）ので、同じように教えることが
難しくなった。「基礎科目」の内容を標準化したとしても、全ての学生に適用できるものはない。 
就職活動の早期化・長期化により、（学生が出席しないので）授業自体が有効に機能していないかもし
れない。 
修士論文の時点で「実績」が厳しく求められているのが問題。日本学術振興会の特別研究員になるに
は、できるだけ早い段階で研究業績を積む必要があり、じっくりとコースワークを受けることができない。自
分が院生だった頃は、修士論文はレビューでも良かったのだが、周囲の環境がそれを許さない状況にな
ってきている。そういった所でも、「視野を広げる」コースワークということが難しくなっている。 
修士の間に投稿論文を出そうとする「目標の高い」学生は、授業への関心が薄く、単位をそろえるだけ
になってしまいがちである 
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(6) 広島大学工学研究科機械システム工学専攻（専攻長） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
教育目標については工学研究科の学生便覧に記載されている。 
教育目標に関する博士前期・博士後期の違いを一言で言えば「専門性の深さ」である。 
 
【博士前期課程】 
• 機械工学にかかわる課題を設定し、それを解決できる能力を有する高度専門技術者を養成するこ
と。 
• 機械工学に関する高度な研究・学際的研究を推進する能力を育成すること。 
• 高度な研究・学術的研究を推進し、その成果を社会に還元して豊かな社会作りに貢献することを
目標とする。 
 
【博士後期課程】 
• 機械工学にかかわる課題を設定し、それを解決できる能力を有する高度専門技術者をおよび研
究者を養成すること。 
• 機械工学に関する先進的で高度な研究・学際的研究を推進する能力を育成すること。 
• 機械工学を継承および発展させる人材を養成すること。 
• 先進的で高度な研究・学術的研究を推進し、その成果を社会に還元して豊かな社会作りに貢献
することを目標とする。 
（※下線は博士前期課程との違いを表す。） 
 
工学研究科の「人材の育成に関する目的および教育研究上の目的」に合致するためというのが第一の
理由である。 
学部（第一類機械システム工学系）では 2006 年度に JABEE（日本技術者教育認定機構）の認定を受
けている。従って、大学院入学者のうち本学出身者（後述するとおり 94%が内部進学）は第一類の学習教
育目標をクリアしているので、大学院において第一類の学習教育目標をさらに発展させる、特に博士前
期課程は学部（学士課程）からの延長線に位置づけている。 
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■（参考）学部のプログラムの到達目標177 
 
(A)地域社会や国際社会，産業の発展に積極的に取り組む自立性の養成 
幅広い教養に支えられた豊かな人間性を培い，人類や社会が直面している地球環境問題，社会環境問題を理解させ
る。更に，人や社会，自然と工学との多角的なかかわりの中でそれらを解決するための道筋を考える能力を養成する。 
 
(B)機械システム工学の基礎の確実な習得と応用力の養成 
体系化した教育システムの中で，機械システム工学に必要な広い視野と幅広い基礎知識を習得させ，その上に専門知
識と応用力を育成する。更に，社会の求める多様な技術者を養成するため，学生の興味や使命感に基づいて必要な知識
や能力を積極的に習得させる。 
B-1 
工業数学，材料力学，流体工学，制御工学，熱力学，材料科学などの機械システム工学の専門基礎に関する知識を習
得させ，機械の設計･生産技術開発および問題解決に応用できる能力を養成する。 
B-2 
専門教育科目を材料･加工学，熱･流体工学，応用力学，計測制御およびシステム設計などの分野別に分類し，これら
を組み合わせた｢生産システム工学｣，｢エネルギー工学｣，｢設計工学｣，｢知能機械工学｣の 4 つの専門課程を設置する。
生産システム工学課程では新しい機能性材料の設計･開発と利用技術，生産原理，最適生産システムの設計などの生産
工学に関する専門知識を習得する。エネルギー工学課程では，生産力の土台を支える動力･エネルギーシステムの基礎，
エネルギーの有効利用，新しいエネルギー変換機械の開発に関する専門知識を習得する。設計工学課程では，新しい概
念に基づく構造･機能や機械システムの原理とその設計，計算機援用設計などに関する専門知識を習得する。知能機械
工学課程では，制御･電子技術，メカトロニクス技術，数値シミュレーションと情報処理などで知能化された新しい機械シス
テムの設計･生産の原理と応用に関する専門知識を習得する。これらの知識の習得を通して機械システム工学に関する諸
問題を解決する能力を養成する。 
 
(C)技術者として必要な基礎的知識の修得と論理的思考能力の養成 
工学の基礎としての数学（特に微分学，積分学，線形代数学），物理学，化学等の自然科学および情報技術に関する
基礎的知識を修得し，これを基盤として論理的思考力を養成する。 
 
(D)柔軟な発想と創造性をもって自ら工学的課題を解決する能力の養成 
現実的課題を分析し，計画の立案，実施，評価を行うための実験技術，科学的な思考法を習得させる。これをもとに（1）
卒業研究や機械工学実験などを通して与えられた問題を実験やシミュレーションを用いることにより計画的に解決できる能
力，（2）様々な設計目的，設計条件のもとで課題を設定し，その解決において創造的な思考を行うことにより機械を適切に
設計するデザイン能力を養成する。 
 
(E)コミュニケーション能力および国際的に情報収集や発信できる能力の養成 
自ら研究を遂行し，まとめる能力を習得させる。さらに日本語による論理的な記述，発表を行う能力，異なる価値観を持
つ他者と相互理解を可能とするコミュニケーション能力を養成する。また，工業英語に必要な基礎的な知識と表現力を養
成するとともに，多様な文化を知り，世界の情報を身近に把握するために英語以外の外国語の基礎を修得する。 
 
 
 
 
 
 
 
                                              
177 出典：http://www.hiroshima-u.ac.jp/prog/syusenkou/51/index.html#3 
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② 学生の卒業状況 
（a） 教育目標の達成 
修士論文の審査で問題のあった事例はないので達成されていると判断できる。社会に出た修了生が
教育目標に沿った活躍をしているかについては調査していない。 
（b） 近年の卒業生の進路（人数、割合） 
ポストドクターとしてプロジェクト担当助教（任期 1 年）が 1 人いる。 
博士前期課程を卒業して企業の研究職に就く者は少ない。企業の事業部で設計職になっているもの
が多い。 
博士後期課程を卒業すると、企業でも研究開発寄りの職種となる。ただ実際、博士後期課程の半分が
企業からの社会人博士であり、元の（自分の所属している）企業に戻っている点を考慮する必要がある。 
（c） キャリア開発・就職支援 
毎年 2 月上旬に企業説明会が行われている。講座主任の中から、就職担当主任を置き、2 月上旬、4
月初めに就職ガイダンスを開催するとともに常時、就職支援を行っている。 
キャリアセンターでキャリア開発・就職支援が行われているので学生は自由に支援を受けることができ
る。本学は、国立大学で初めてキャリアセンターを開設したこともあり、キャリア開発には積極的である。 
工学研究科は教員と企業との付き合いが多く、今でもメーカーへの就職は困らないのだが、最近は自
由応募が増えており、工学研究科でもキャリアセンターでエントリーシートの記入等の指導を受ける学生
が増えている。 
学生は、第一志望は学校推薦だが時期が遅いため、第 2、第 3 志望を自由応募で確保するようである。
一方、企業も学校推薦と自由応募を戦略的に使い分けているようである。 
博士の求人は一見少なく見えるが、実は明確に書いていないだけの場合がある。若干名であればわざ
わざ書かない。博士は採用しないのかと聞くと「採用している」と返事がくる。 
博士の就職は、企業との共同研究において相手先企業に行く場合も多い。ただし、学生は大企業志
向もあるので、共同研究の相手企業が採用を希望しても学生が就職しない場合もある。 
今年から博士学生と地場企業とのマッチング交流会（理学部が企画）を開始した。別途、県の方でも、
広島大学の卒業生が地元企業に就職しないという問題意識から交流会を企画している。 
博士後期課程の学生の希望は直接聞いたわけではないが、やはり公的研究機関や大学に残りたいと
いうものではないか。 
③ 学生の入学状況 
（a） 入学者に求める人材像・能力 
大学院の入学者に対するアドミッション・ポリシーは特に決められていないが、学部についてのアドミッ
ション・ポリシーが適用される。これは大部分が学部の卒業生であるためである。 
入学定員は、学部が年間 105 名に対し博士前期が 40 名、博士後期が 19 名となっている。 
内部進学比率（現在、博士前期で 94%）は微増である。従来は地元の私立大学からの進学があったが、
最近は旧帝大に流れている。 
博士後期課程の学生選抜は、修士論文に関する発表（プレゼン）と研究計画を見ている。留学生につ
いては、一度、研究生として受入れ、その後に正規学生となるケースがほとんどである。別途、留学生特
別コース178を設けており、国費留学生（インドネシア、中国が多い）を博士後期課程から直接受入れてい
る。 
                                              
178 出典：http://www.hiroshima-u.ac.jp/eng/IAS-J/specialcourse/aboutspecialcourse/index.html 
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【留学生特別コース】 
広島大学大学院工学研究科は，博士後期課程に設置した「技術移転が分かる実践的研究技術者育成プログラ
ム」特別コースに外国人留学生として入学する者を募集しています。この特別コースは日本政府（文部科学省）奨
学金により留学生のために特別に設けられたコースです。 
「技術移転が分かる実践的研究技術者育成プログラム」では，専門的な研究開発能力に加えて，ボーダレス化時
代の研究開発やものづくりの現場で起こっている国境を越える工学・技術の移転に対応できる能力を持った研究
者・技術者の育成を行います。専門領域の異なる複数の教員の指導による博士論文研究を行うとともに，技術移転
の理論・実例に関する講義，国内企業でのインターンシップ，技術移転演習(PBL: Project Based Learning)等を修
得します。博士論文には研究成果の技術移転に関する問題の講究を含めます。 
博士論文研究の指導，講義・演習等は英語で行われます。学業成績が優秀で高い英語能力を有し，3 年以内で
学位取得が可能な者を募集します。 
 
 
※赤枠で囲んだのが「技術移転が分かる実践的研究技術者育成プログラム」で博士後期課程の留学生が修得す
る科目群。「特別講究」（博士論文研究）を行いながら、「Technology Transfer(Theory and Case Study)」、
「Internship(国内企業)」、「技術移転演習(PBL)」、「技術移転研究」を修得、本プログラムを修了する。 
 
（b） 求める学生を入学させるための工夫 
他大学から入学者、外国人も区別なく受入れている。選抜方法としては、推薦入試、一般入試、社会
人受入れ、外国人選抜、特別選抜など様々な方法を実施している。 
選抜方法の多様化に加え、年複数回受入など回数も増えているため、入試にかかわる負荷が大きい。 
大学院入学者のためのリクルーティングは特に行っていない。 
博士後期課程については、積極的に学生を勧誘し難い。博士は就職の間口が狭まる、生涯賃金で不
利という点がネック。RA 経費支援により授業料負担がなくなったが、一番の問題は「将来性」である。 
（c） 実際に入学した学生の近年の質・量 
いつの時代も学生の質で満足できることはない。学部卒業から大学院博士前期課程進学希望者は 7
割に上るのですべての学生が同レベルとはいえない。 
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ただ少子化による競争緩和の影響なのか、論理性が低下しているように思われる。 
社会人において、以前は「博士号」を取るのはステータスだったが今は、そうでもない。共同研究の成
果を論文としてまとめることを勧めても「企業内で目立つのは避けたいので書きたくない」という返事だった。
そのため社会人学生もあまり大きくは期待できない。 
④ 教育内容の特徴 
（a） 履修指導 
指導教員による履修指導は行われていない。以前は「紙媒体」で指導教員による捺印が必要であった
ため目を通していたが、最近はシステム化されたため学生が何の授業を受けているかは見ていない。自
分の授業を受けている学生が誰かは見る。 
以前は他の専攻から機械システム工学専攻の授業を良く受けに来ていた（逆もあった）が、最近は他
専攻の授業科目を取らなくなった。理由としては工学研究科共通科目が設置されたこともある。 
大学院におけるコースワークの意義は難しい。指導教員も自分の学生が何の授業を履修するかにつ
いて関与していないし、学生も卒業単位が必要だから授業科目を受けている。研究に必要だから授業を
受けているという意識は学生には無いだろう。 
（b） 研究指導 
研究指導のバラツキはあるが、かつての講座単位でゼミは共同開講しており、（分野は同一だが）複数
教員による指導は行われている。 
（c） 生活指導 
生活等の指導は指導教員があたっている。 
（d） 目標としている人材像や能力などを養成するための工夫 
2007 年度より英語コミュニケーション演習を必修として開講した。MOT、PBL 関係の講義を工学研究科
共通講義、5 研究科共通講義として開設している。 
（e） 制度・評価 
2006 年度からエクセレントスチューデントスカラーシップと呼ばれる学内制度が実施されている。これは
成績優秀学生に対して、後期分の授業料が免除される。学部生で約 4 名、大学院生で約 4 名の成績優
秀学生に適用される。 
大学院博士前期学生の修了認定には各コースの履修単位を取得していることの他に、毎年 11 月頃に
修士論文中間発表が行われる。そして、翌年 2 月に修士論文の提出と修士論文発表会が開催され修士
判定の評価が行われる。 
博士後期課程の修了については、専攻として申し合わせが決められている。この条件を満たせば在籍
年数が 3 年未満であっても、修了が認められる。 
（f） 質保証の仕組み 
(i) 修了基準 
大学院博士前期学生の修了認定には各コースの履修単位を取得していることの他に、毎年 11 月頃の
修士論文中間発表が行われている。そして、翌年 2 月に修士論文の提出と修士論文発表会が開催され
修士判定の評価が行われる。 
博士後期課程の修了については、専攻として申し合わせが決められている。 
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(ii) 審査方法 
修士論文の審査においては一人の学生に対して主査 1 名、副査 1－2 名をあてている。2007 年度より
助教も院生の主査として研究指導ができるようになった。 
主査は指導教員、副査は講座内の教員である。分野が狭いので、論文審査において専門分野（同一
講座）以外の教員が審査員に加わるのは難しいだろう。むしろ同じ分野で大学外部のレビューアーであ
れば可能性はある。 
 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） コース別のカリキュラム再編 
2001 年、大学院重点化に伴い、教育カリキュラムの改定を行った。機械工学分野を 3 コース（（1）生産
科学コース、（2）設計工学コース、（3）エネルギー工学コース）に分けて教育すべき内容を設定している。
コース毎に共通して必要な授業科目をコア科目（8 科目）として指定している。それ以外に専攻で開設さ
れている 38 科目を専門科目としている。学生は自分の所属するコースに応じて 
自分のコースのコア科目から 4 科目 8 単位以上、 
それ以外のコア科目および専門科目の必修と選択科目から 16 単位以上 
工学研究科共通科目の必修を含めて 4 単位以上、 
自専攻の開設科目、他専攻の開設科目（特別講義を除く）、前述以外の共通科目から 34 単位を取得
する。 
コア科目を設定したのは、自分の専門分野にかかわる幅広い知識を習得させるためである。 
（b） カリキュラム上の工夫 
2008 年度に授業時間割表の改定を行い、講義をできるだけ午前中に集めて、午後は研究指導が受け
られるようにした。また、開設講義を前期、後期に分散させ、受講学生数が過剰に集中することのないよう
にした。 
背景としては、博士前期課程学生が必要な単位を 1 年次前期に集中してとる傾向にあった（1 年次後
期から就職活動が始まるため）。その結果、講義室の学生収容数や、教員の負担に大きな偏りが発生し
ていた。また 1 年次前期の学生に対して研究指導をする時間が無くなるといった弊害もあった。 
特に博士前期課程においても修士論文指導を第一と位置づけている。博士後期学生は、さらに「研究
者の養成」という教育目標に沿って研究指導を受ける時間を多くとっている。修士論文は周辺領域を調べ
ているかといった「プロセス」を重視し、一方で博士論文はジャーナルに掲載されたかといった「成果」を重
視している。 
 
（c） カリキュラムの品質管理 
学部で行われているような JABEE 対応の教育の品質管理は大学院では行われてない。 
学生による大学院講義の授業評価が 2008 年度より開始されている。教員は見直しを行い、授業改善
計画を提出することとなっている。しかし、授業評価を導入すると学生に「自分がわからないのは教え方が
悪い」という態度が普及している気がする。影響を調べた方が良いと考えている。 
大学院講義教員相互の講義参観を実施して、意見交換会を行ってフィードバックして教員の改善に役
立てている。教員による授業参観は（学生による授業評価に比較すると）建設的な評価になるので良い。 
大学院教務委員会が全般的な対応を行っている。大学院教務委員会から専攻にカリキュラム改善の
指示が降りてくる。逆に専攻から大学院教務委員会にカリキュラムの改善を起案することもある。 
2001 年度の大学院重点化に伴い大学院カリュキュラムの大幅な改編が行われた。その後、社会的ニ
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ーズに基づき、技術論理、PBL、MOT、英語コミュニケーション能力の向上のための演習を行っている。こ
れらの講義は専攻独自のカリュラムではなく、工学研究科共通講義（①現代社会と技術倫理、②英語コミ
ュニケーション演習、③海外インターシップ、④技術移転演習（PBL））、5 研究科共通講義（ＭＯＴ1～4 と
してベンチャー企業論など）、5 研究科共同セミナーとして導入されている。 
MOT 科目は大学教員だけでなく、企業講師による授業も行われている。 
⑥ 今後の課題 
（a） 教育活動やカリキュラムにおける課題・問題点 
 
z 教員の確保 
英語コミュニケーション演習は主として助教が担当しているが、ネイティブ教員による指導が望ましい。
しかしながら、一般教養とは異なり機械、電気、情報、化学、建築などの分野の専門家で当該科目を担当
できる人材を確保することが困難である。 
 
z カリキュラムの体系化 
大学院の授業科目は学部と異なり、十分にデザインできていない。学部の授業であれば教科書が在り、
機械システム工学専攻の教員であれば、誰でも同じ内容が教えられるよう標準化が行われている。一方、
大学院の授業は教科書も無く、コア科目でも授業内容の標準化は行われていない。内部進学率が高い
ことも背景にあり、授業内容がアドバンストな内容となっているため仕方がない面がある。 
大学院授業科目と人事の関係については、所属する教員を前提として大学院の授業科目を当てはめ
ている。ここは JABEE 認定を受けた学部の授業とは違うところで、学部では最初に科目ありきであり、最適
な教員を当てはめていく。 
 
z 成績評価の厳密化 
大学院の授業の成績評価の基本はレポート提出で厳密化は困難である。また研究室毎にレベル差が
大きい。学部と大学院の違いがある。 
 
z 国際化への取組み 
海外研究インターンシップは参加する研究室が固定されてしまい、取組みが広がっていかないのが難
点である。 
 
（b） 教員数と学生定員 
博士前期課程の学生の増と博士後期課程の学生定員の減が必要である。 
博士後期課程（博士課程）学生の就職先の確保が必要である。 
教員の定員を削減せずに増をはかることが必要である。工学研究科では他の研究科に比べて学生数
が多いので教員の負担が多い。教員数の削減によりさらに負担が増えるので教育の質が低下することに
なる。 
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(7) UMCP 物理学専攻（Chair） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
物理学専攻が含まれる College of Computer, Mathematical and Physical Sciences は、基本的に論文
を書くアカデミアの研究者を育てるためにコースがデザインされている。 
物理学専攻では次のような目標を設定している。 
 
Ph.D.プログラム アカデミック、産業界、政府研究機関等での研究に従事できるように学生を教育している。 
分野の最先端で直ちに研究を行うことができるようになった上で、学生が独立して研究を行うことができ
ようにしている。後者は重要で、それを通じて自ら考え、新しい考え方が出るようにしている。 
（参考） 
Bachelor 
Program 
Ph.D.に進まない学生に対して、物理のしっかりした概要を身につけさせるようにしている。 
結果として、分野を理解し、とりわけ、科学者としてどのように理解するかがわかるようにしている。 
Ph.D.を目指す学生に対しては、良い大学院に入れるように準備させている。重要なことの 1 つとして、
学生は良い大学院に入るためにすべきことは、学部で研究をすることである。そのため、学科の 80%お
学生は学部段階で研究経験を持っている。 
出典：アンケートによる 
 
② 学生の卒業状況 
Ph.D.プログラムを卒業して、大学教員となるのは半分までは達しておらず、10-25%くらいではないかと
考えている。政府の研究所や民間企業に行く学生もいるだろう。やることはたくさんあり、すべての卒業生
が大学教員にならなければならないのではない。民間企業、政府などにも進んでいる。 
例えば、10 年前にいたポストドクターはルーセントに行ったが、ビジネス・スクールに行ってヘッジファン
ドを始めた。このように Ph.D.はいろいろな可能性がある。物理の Ph.D.はウォール街に行っている。 
実験分野は理論分野よりリサーチに進む割合が高いだろう。 
就職支援は Department ではなく、個人的に教授がやっている。インタビューの練習、プレゼンの練習
などの助けはするが、システマティックな仕組みはない。Department レベルで学生を助ける仕組みはない。
指導教員が助ける程度である。 
③ 学生の入学状況 
（a） 留学生の獲得 
アジアから応募してくる学生、たとえばインド、中国、日本、東南アジアの平均的な質は TOEFL、GRE
のスコアで見ると高い。 
彼らは大学に来てから（TA として）教えなければならないので、英会話の授業を受けさせなければなら
ないが、この授業は費用がかかり、Department のファンドで支弁しなければならない。 
これらの学生は「実験」より高度な数学を必要とする「理論」を指向するが、「理論」の学生数はファカル
ティの数で決まってしまう。このバランスを 50:50、あるいは 30-40%に維持している。 
④ 教育内容の特徴 
（a） コースワーク 
日本の大学院では早い段階から研究に集中するのに対し、本学では最初にコースワークを設けている。
物理は特殊な分野であり、物理屋としてのスピリットを獲得するためには学生に内部的な変化が必要で、
それはコースワークで行われる。 
研究できるのであればできるだけ早くそれを始めるように仕向けているが、それはトップの学生のみで
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ある。1 年目に研究に入るための試験を受けさせる。大学によって要求は異なるが、本学では Qualifying 
Exam の合格を要求している。これは 2 日かかる大変な試験である。 
専門に限らず、広い視野をコースワークで得るようにしている。 
リサーチの間でさえ最初の時は、専門以外のコースを学ばせる。弦理論を専門としていれば、材料や
原子核を学ばせる。これは必須である。他のことに関する視野を持たせる。 
物理は常に変化しており、新しい分野、知らない分野に対応しなければならない。新しいことを考える
ことができなければならない。あまりに狭くフォーカスすると、重要な何かを見逃す可能性がある。 
物理屋にとってインフラとは実験室である。特に実験分野にとっては良い実験室・施設は良い研究を
するために必要である。それが理由でシンガポールに行った人もいる。私学は金がある。 
現在、世界はエネルギーに注目が集まり、bio-physics や condensed matter が重要になっている。 
（b） 学生の質 
学生は弱点を見せることになるため質問をしたがらない。中国の学生はとりわけそうで、わかったかと聞
くとわかったと言うが、確かめてみるときちんとわかっていない。米国の学生でさえそうである。知識は力で
あり、知識がなければ質問をして獲得しなければならない。質問することはとても重要である。このことを大
学教員が理解しなければならない。 
日本の学生やポストドクターに特に弱点は感じない。唯一の弱点は英語である。彼らは TA として学部
学生に教えなければならないので英語が必要となる。 
（c） TA 
TAは授業の一部を担当して学生からの質問に答えなければならない。そのため、英語を外国語とする
学生のためにクラスを設けている。これはコストの負担が大学側にある。 
入学した学生の 90-95%は TA になる。これは Department の負担（州からの予算）である。教員にファン
ドが割り当てられ、TA を雇う。2 年目の試験にパスすると RA になる。これはほとんどグラントで賄われてい
る。しかし、資金配分機関が物理、特に理論に資金配分しないので、十分な学生を獲得できないという問
題がある。 
（d） Qualifying Exam 
1 年目に少なくとも 1 回受けなければならない。1 年に 2 回試験があるので、2 年のはじめまで 3 回のチ
ャンスがある。現代物理と古典物理の 2 つがある。 
試験は落とすためではなく、理解させるためのものである。落としたいとは考えていない。誰が成功する
のかわからない。若い人は励まさなければならない。プレッシャーを与えるのではない。 
正確な数字はわからないが、Qualifying Exam を通れば、ほとんどが Ph.D.を取得する。 
このように Ph.D.を取得する割合が高いかどうかは、分野によるだろう。学部でたくさん教えなければな
らない分野は、たくさんの TA（つまり大学院生）が必要だろう。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） カリキュラムの変更 
昔はカオスのクラスはなかったが、カリキュラムは変更され、現在では存在している。 
プラズマ物理は核融合で注目されていたが、核融合は現在では人気がない。核融合は大きなポテン
シャルを持っているが実現しない。 
教えられる内容は教員の構成が変わると変わるので、ダイナミックである。 
（b） 教育の評価 
Dean は 5 年毎（場合によって 7 年ごと、10 年ごと）にすべての Department をレビューする義務がある。
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毎年 Department として集まって、提供するコースなども含めて全ての話し合いをしている。ラボを経験さ
せる、電気回路を学ばせる、データの収集を学ばせる、などいろいろ議論している。 
レビューは内部と外部がある。内部の場合、物理だけでなく、化学など他分野の人が入ったCommittee
を作って行う。リソースをどう使っているか、カリキュラムや教育でどのような進展があるか。どうやって新し
い教員を獲得しているか。教員は毎年リタイアしたりするので、新しい教員を確保することは重要な課題。
まずは研究のインパクトを見るが、教育も考慮する。 
外部評価はワシントンの大学など学外の人が行う。 
⑥ その他 
日本の理科離れに関連して、物理に進む十分な学生を確保できていないのは米国も同じで、NSF が
国の STEM(Science, Technology, Engineering, Mathematics)の教育を支援しようとしている。小学校レベ
ル、大学レベルでやることなど難しい問題である。我々がやらなければならないことの1つは、大学の先生
が高校で教えることだろう。 
地域の高校から学生を獲得しようとしている。本学は Physical Science ではこの地域でトップと認識され
ている。高校への訪問を始めている。夏に高校生を呼んだり、コンテストをホストしたりしている。良い学生
の獲得は重要である。 
良い学生を高校から獲得しようとしているが、大学院まで長くとどめるのは良いことではないと考えてい
る。学部から MIT、ハーバード、CALTECH などに進む学生がいる。 
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(8) UMCP 機械工学専攻（Chair） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
Ph.D.取得者は Master より多くのコースをとって上級のことを学んでおり、何を研究すればよいかがわ
かる。また、コミュニケーション、プレゼンテーションができる。これらは修了要件でこそないが、教育の中
でそのような方向に導いている。 
研究をすること、実験的、分析的手法を使うことは重要だが、それを超えて企業が Ph.D.取得者に求め
ることは何を研究すればよいかが特定できることである。 
 
Ph.D.プログラム 産業界や国立研究所で多様な役割を果たすことができると同時に、アカデミックキャリアへ対応できる
ようにする。 
学生は自ら選んだ専門について最低限のコア科目を履修することによって、専門性を身につける。ま
た、幅を拡げるために選択科目と同時に、数学科目を履修することが求められる。 
Master 産業界や国立研究所で多様な役割を果たすことができるようにする。 
学生は自ら選んだ専門について最低限のコア科目を履修することによって、専門性を身につける。ま
た、幅を拡げるために選択科目と同時に、数学科目を履修することが求められる。 
（参考） 
Bachelor 
Program 
1. 工学分野で成功したキャリアを歩むことができるような力をつけさせる。 
2. 数学と物理科学の原理を学ぶ。 
3. 特定のあるいは関連の機械工学のキャリアに着目した一連の科目を通じて、工学科学を学び、その
知識の応用を検証する。 
4. 産業界との連携を通じて、実践的な設計を経験する。 
5. 優秀な学生には特別プログラムによって、教育と研究のスキルを身につけさせる。 
6. 学生と教員は学習プロセスの改善に挑戦する。 
7. 広く優秀な学生に魅力を感じさせ、全国的に認知された工学プログラムとなることによって、社会の
期待に応える。 
出典：アンケートによる 
② 学生の卒業状況 
（a） 進路の多様性 
就職先は、Master レベルでは、R&D 組織、モトローラ、GE、USPO が挙げられる。Master レベルではさ
らに進学する人も多い。Master はエンジニアとして最初の学位となっているが、Master は Ph.D.の過程で
ある。Ph.D.レベルでは進路はやや広くなり、アカデミックにも広がる。 
Ph.D.プログラムは成功しており、政府研究機関、産業界に進んでいる。産業界で評判が良く、産業界
で仕事を見つけることは難しくない。産業界と関係している研究をしていると、その企業に就職することが
多い。学生にはいろいろな機会がある。 
企業でも最低 Master が必要であり、研究開発企業やアカデミアでは Ph.D.が必要である。ハイテク産
業では Ph.D.取得者を好み、給料も高い。Ph.D.の学生ならいろいろなことが一人でできるためである。 
機械工学の Ph.D.が供給過剰とは考えていない。ポストドクターは博士課程では得られないグラント申
請スキルやプロジェクトの中で着実に成果を出す能力が重視されているため、2-3 年ポストドクターを経る
と、アカデミック・ポストでの採用でも新卒より有利となる。 
10 年研究機関にいて成果が出せなければ、他の研究機関に移らなければならない。採用の基準は変
わる。かつては論文、少ない学生の指導経験、1～2 つのグラントで十分だったが、最近はさらに高いレベ
ルを要求されている。 
ポストドクターは（日本より）受容された言葉である。”Research faculty”、"pre-professor."と考えられて
いる。これは tenure-track ではないが、そもそも tenure は余り一般的なものではない。 
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③ 学生の入学状況 
（a） 選考のプロセス 
米国内の大学からの 150-200 の応募がある。50-80 の新しい学生を毎年入れているが、おおまかに言
えば 2 倍を合格させている。ファカルティ・メンバーからのリサーチファンディングを持っている学生を主に
受入れている。つまり、質を見た上でファカルティが欲しいと言った学生を取る。どのファカルティもサポー
トしていなくても優秀な学生は取る場合もある。結果として、ほとんど（90%）の学生はリサーチファンドでサ
ポートされている。Graduate Office が応募者を選び、ファカルティ・メンバーが選ぶという手順である。 
（b） 留学生の獲得 
350 人の Department の学生の 60%は米国人。Ph.D.レベルなら 180 人の 45％が米国人である。 
Ph.D.の留学生には帰国する者もいれば、米国に残る者もいる。 
長い歴史があるので、十分な学生が獲得できており、中国、インド、イランなどから留学生が来ているが、
ファカルティが個人的な関係がない限り、これ以上のリクルートは行っていない。世界中に卒業生が教員
として散らばっているのでそのコネクションがある。 
一般的に外国の学生の応募は 9.11 以降減っている。かつては 500-600 の応募が海外からあったがビ
ザ等の問題があり、400-450 に減ったものの、以前の水準に戻っている途中である。 
昨年は上海交通大学から応募があったが、こちらの学生で今は先方でファカルティをやっている人に
コンタクトした。推薦状だけではなく、知っている同僚等にコンタクトしたりしている。学生を獲得するのは
大学にとって大きな投資だからである。 
（c） 学生の多様性 
女性は大学院で 25%、学部では 20-40%である。ファカルティでは 4 人が女性。機械工学は全米でも女
性が少ない。 
機械工学を含む A. James Clark School of Engineering の学生の 25%は女性である。特に多いのはバイ
オエンジニアリングで、50%が女性である。電気と機械は女性が少ない。 
ヘルスケア、エネルギー、製造の社会問題を解決するものだというメッセージを送っている。また、他分
野にもエンジニアリングの授業を提供して興味を持ってもらおうとしている。他の分野にも学部段階からマ
イナーとして連携して、影響力を大きくしようとしている。 
（d） 機械工学の人気 
過去 4～5 年、学部で工学を学ぶ学生は増えている。機械工学は 2-3%の成長率だが、コンピュータ工
学は減っている。バイオエンジニアリングは増えているが絶対数がまだ小さい。 
全米で 80,000 人の学部の機械工学の学生がいる。電気計算機工学は 68,000-70,000 人。10 年前は
電気工学 85,000-90,000 人で、機械工学は 70,000 人だった。つまり、シフトしている。バイオエンジニアリ
ングは 10,000 人だが年 30%で増加しており、本学でも 2 年前にコースを設けた。 
15 年前は機械工学にとって良くない時期だった。古く成熟している分野と思われ、学生数は減ってい
た。細胞やナノや IT が注目を浴びていた。しかし、人々は原理として機械工学が必要だと言うことに気が
ついた。これら 3 つの分野で研究している大きなグループは機械工学出身者であった。 
また、再びビジネス・スクールと戦っている。ビジネス・スクールは学生にとって魅力的だが、工学をやる
と面白い。さらに、ビジネス・スクールと同様、学生にとって親しみがある社会的問題を取り扱っている。ま
た、科学を使って社会にとって重要な問題を解くのは工学であるというメッセージを出している。 
女性やマイノリティにもヘルスケアやエネルギーシステムなどの問題を解くのはエンジニアだと魅力を
アピールしている。 
金融崩壊があったので、ハードコア・スキルとして工学は信頼できるということはあるかも知れない。 
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④ 教育内容の特徴 
（a） Qualifying Exam 
Qualifying Exam では 10 日間でリサーチプランを作り、質問を受ける。これは論文とは別の内容で、研
究テーマ（Research agenda）を見つけられる能力を身につけさせる。これはどのような進路に進むにしても
重要である。Qualifying Exam では 2 トピックス選んでアドバイザーを含む 3 人の Committee を編成する。
信頼性工学では 3 つの特定の質問が準備されているが、機械工学にはそのようなものはない。 
（b） コース設計 
Department として"機械工学"と"信頼性工学"の学位を与えている。前者は Ph.D.、M.S、Bachelor を出
しており、こちらが大きい。後者は Ph.D.、M.S.を出している。ファカルティの一部は重なっている。 
M.S.は論文ありと論文無しがある。 
これらとは別に設けられたプロフェッショナル・マスターは主に働いている人向けで、午後、夜に行われ、
多くは遠隔教育である。プロフェッショナル・マスターの学生が普通のコースの授業を取ることもできる。コ
ースワーク中心でリサーチなしで学位が得られる。論文は必要ない。中堅が中心で、職業経験があるため
平均年齢は高い。多くの企業が学部卒の社員に学位を取らせるように仕向けている。プロフェッショナル・
マスター修了後も成績次第で Ph.D.にいくこともできるが、稀である。Master という意味で区別できないた
めだが、一般的ではない。 
ジョンズ・ホプキンス大学やジョージ・ワシントン大学などでも、こういった働いている人向けの実用的な
プログラムは、名前こそ違うこともあるが一般的に設けられている。 
（c） 教育上の特徴 
フューチャー・ファカルティ・プログラム（Future Faculty Program）として、次の世代を教育したい学生を
教育している。ファカルティの職を獲得するために役立っている。Ph.D.の 10%がアカデミック・ポジションに
進んでいるが、20%にしたい。 
将来のファカルティを養成するために、1～2 日のものから数週間のものまで多くのコースがあり、プロポ
ーザルの書き方、プレゼンテーションなどのスキルなどアカデミックが求めるものを養成している。若い工
学分野のファカルティが何を望むかの調査を参考にしている。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） カリキュラムの変更 
最近の変更として、ナノ・サイエンスのコース、ビジネス・スクールのコース、MEMS のコースを提供して
いる。 
（b） 教育の評価 
すべての Department でアセスメントが行われている。Dean や Provost による内部的なもの、ミシガン大
学など外部のものがある。ABETのアクレディテーションも6 年ごとにある。しかし、まずは Department 内の
自己点検に時間が割かれている。Mid-Atlantic の団体による大学全体の認証評価も行われる。 
ABET によって学部のプログラムが認定されていれば、大学院の質も保証されていると考えられる面が
あったが、ABET は Master プログラムも別途認定しようとする動きがある。しかし、ゆっくりした動きであり、
みんなが賛成しているわけではない。近年の ABET では、各プログラムが目標を決めることになっている。
ただし、州立大学では役割上、あまり絞り込んだ目標を決めることはできない。 
大学の質の計測として、US News のレポートがある。誰もが完全なものと考えていないが、気にしている。
ファカルティや学生の意見を聞くことも役立つ。また、PE 試験(Professional Engineer Exam)、FE 試験
(Fundamentals of Engineering Examination)の合格率も指標となる。 
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(9) UMCP バイオエンジニアリング専攻（Chair） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
アカデミックと企業の両方に進む学生を育成している。 
生物、薬、健康の科学と工学の原理と応用を組み合わせることが目標である。生物学と工学の橋渡しによ
って、診断や治療の新しい方法を生み出すことが期待される。学生は定量的な計測、細胞、組織、統合さ
れたシステムの操作に関する知識やスキルを身に付けることができる。バイオエンジニアリングの技術者
は、生物学の研究に問題解決力、設計手法を適用することによって、生物学の科学的知識を医療の現
場で活用できるようにしなければならない179。 
② 学生の卒業状況 
（a） 進路の多様性 
就職は問題ない。卒業後の進路としては、アカデミックと企業の両方に進んでいる。アムジェン、ジェネ
ンティック、メルクなどの企業や、メディカルデバイス、バイオプロセス、マテリアルの会社が多い。その他、
FDA、規制官庁、NIH のポストドクターにも進んでいる。 
なお、学部については設置して間もないため、まだバイオエンジニアリングとしての卒業生は出ていな
いが、従来の学部としては、官庁、環境コンサルタントに進んでいる。 
バイオエンジニアリングの Department は他大学でも増加しているので、アカデミック・ポジションも増え
ている。化学工学、電機などの分野にもつぶしがきく。 
国際的な製紙会社で働いた経験では、エンジニアは Ph.D.であり、企業もそのことを評価していた。 
（b） ポストドクター 
アカデミック・ポジションに行くのであれば、卒業後にポストドクターは必要である。5～6 年のポストドクタ
ーを経て教員になる。産業界に行くなら必要がない。 
新たに違う分野の研究をするならば、プロポーザルの書き方を学ばなければならないが、それはポスト
ドクターで身につける。ポストドクターを経験することによって、より競争力がある人材になる。 
③ 学生の入学状況 
（a） 学生の選抜 
バイオエンジニアリングは学生に人気があるため、才能がある学生に恵まれている。SAT の平均も 400
と高く、GPA の平均も 4.2 と高い。これは大学で一番高い。 
入学する学生は教員で選んでいる。ウェブベースで応募してきた者から選ぶが、機械工学のように教
員が 1 人 1 人自分のために学生を引っ張るようなやり方はしていない。 
学生と教員の相性が良くないと問題が起こる。1年目の2学期に教員は学生にアピールできる。ラボラト
リー・ローテーションをして、マッチングとともに技術を習得させる。 
特定分野の出身者であることを要求せず、技術的なバックグランドがあれば、誰でも受入れようとしてい
る。生物、コンピュータ・サイエンス、エンジニアリング、バイオメディカルでも良い。 
異なった背景を持つ学生のレベルをあわせるように、学生に本を読むように指導することもあるし、必要
に応じて、学部のコースを取らせる。 
（b） 留学生の獲得 
日本人は多くなく、中国人の留学生が多い。台湾ではかつての学生が先生をやっているのでそこから
                                              
179 http://www.bioe.umd.edu/grad/index.html 
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の紹介がある。韓国も同様のつながりがある。 
州立大学はリクルートに金をかけるのは難しいので、東京のホテルでリクルートするようなことはできな
いが、米国内はリクルートに回っている。 
④ 教育内容の特徴 
（a） 教育の内容 
大学院は以下の 4 つのコアコースがある。 
1. Bimolecular and cellular rate processes 
2. Cellular and tissue biomechanics 
3. Electrophysiology of the cell 
4. Cellular and physiological transport phenomena 
Provost と議論しているが、学部学生も増えていて成長ステージにあるが、教員が少ない。 
（b） Master の位置づけ 
Ph.D.コースが主体であり、Qualifying Exam で落ちた人が Master となるが、FDA、NIH、NIST が従業員
に学ばせる場合など、最初から Master を目的とした学生を受入れることもある。 
本学の工学では、ターミナルマスターであるプロフェッショナル・マスターの学位を持っているが、バイ
オエンジニアリングにはそれに相当するものはない。 
Ph.D.コースの途中で落ちたとしても、そもそも学部卒でエンジニアになれるので進路はある。もっとも、
上位の学位になればもっと給料がもらえる。 
論文無しの Master がプロフェッショナル・マスターとして望まれており、マーケットがあるだろう。論文あ
りの Master は市場がないのではないか。 
（c） 経済的支援と TA 
学生一人当たり 29,000 ドルの支援をし、学費も負担するがそれは 45,000 ドルなので、単純に 74,000
ドルが学生 1 人当たりかかる。この負担はプロポーザルによって NSF や NIH から受け取っており、産業界
からはわずかである。 
TA は 2 回やることが義務となっている。TA を要求している理由は 2 つ。1 つは大学が金を節約するた
めである。もう 1 つは学生にとって TA の経験は、アカデミックジョブに就くのによいことである。 
1 年目はコースワーク中心なので金を払うのみになってしまうが、優秀な学生には 1 年目は学内予算で
トレーニング・グラントとして払う。 
（d） Qualifying Exam 
Qualifying Exam では、出された 4 つの問題のうち 1 つを選び、1 週間で調査をしてプロポーザルを作り、
質問に答える。問題を発見してリサーチすることが求められる。 
エンジニアとしてこのケースにどう対処する？といった文章の問題になっている。これに対して学生は
約 20 ページ程度のプロポーザルを作る。多くは PowerPoint のプレゼンテーションとなる。 
当然落ちることもあるが、2 回チャレンジができる。最初の学期が終わった 1 月に試験があり、次は夏で
ある。それでだめなら、Ph.D.ではなく Master となる。 
1 回の試験で 15 人のうち 1～2 人が落ちるが、落ちないように工夫している。 
Qualifying Exam の 1 年後にリサーチプロポーザルを作る。アドバイザーを選んでからテーマを決める。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
学部プログラムは ABET を受けている。Department は 5 年ごとにレビューされており、middle states の
組織が大学院を認定している。 
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Adviser Committee のメンバーには、2 人の CEO、他の大学、NIH などがおり、年に 1 回アドバイスを行
う。 
⑥ その他（設立経緯） 
バイオエンジニアリングの学部については、まず農学部が発展してバイオリソースエンジニアリング学
部となり、さらにそこから教員が外に出て Department ができると言う形で 2 年前にできた。学部は農学部、
バイオリソースエンジニアリング学部から発展してきたので構造がしっかりしている。 
一方、Graduate School は学部とは別に、Chemical engineering から 6 年前に生まれた。Graduate 
School を作るため、何名かの教員を機械工学、生物から雇った。 
バイオエンジニアリングはバイオメディカル、エンジニアリングの両方にインターフェイスを持っている。 
本学ではエンジニアリングが強いが、特に機械と電気が強い。これまではエンジニアリングの中で、そ
れぞれ独立して、いわばコアがない形でバイオをやっていた。 
大きな財団であるウィットカー財団(The Whitaker Foundation)は、大学がバイオメディカルエンジニアリ
ングの Department を設置し、学部の教育を始めることに対して、まとまった金をつけている。この金を使っ
て全米にバイオメディカルエンジニアリングの Department が 2 ダース以上できている。 
本学では、バイオメディカルエンジニアリングではなく、バイオエンジニアリングを作った。その理由とし
ては、バイオメディカルエンジニアリングの学部で B.S.を取得しても仕事につきたがらず、さらに Graduate 
School やメディカルスクールに行って、バイオメディカルデバイス会社に行く。ミスマッチが起きている。こ
のフィードバックがあった。 
Graduate School は別で、NSF、NIH からリサーチに金がつき、ニーズに合致している。たくさんのスター
トアップカンパニーがたくさんの Ph.D.を雇っている。 
他の大学のコースも研究し、機械工学、メディカルスクール、電気工学から選んだ。Department を作っ
たときは、もう 1 人と Dean（現 Provost）の 3 人で、ジョンズ・ホプキンス大学、ジョージ工科大学、UCSD な
どを訪問し、何をやっているかを議論してイメージを作っていった。決定までは学内、州といった段階で官
僚的な作業もあった。 
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(10) UCB 物理専攻（学生担当） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
多数派の進路はポストドクターを経てアカデミックに進んでいる。 
アカデミアであっても、産業界であっても、科学のリーダーとして活躍することになる180。 
② 学生の卒業状況 
理論が好きなポストドクターはファイナンスに就職する。ウォール・ストリートから大学にリクルートに来る。
しかし、多数派の進路はポストドクターを経てアカデミアに進む。 
学生の多くはポストドクターに興味を持つので指導教員が面倒を見るほか、全学組織の Career 
placement center でインタビューの仕方など支援している。 
金融業等の産業界が大学にリクルートに来てレジュメ（CV）を集めている。 
③ 学生の入学状況 
大学院は学部と異なり Department レベルで学生の選抜を実施している。 
入学については、Admission Committee を作って決める。 
学生獲得については、合格した（Admitted）学生の面倒しか見ていない。Admission前には事務部門で
学生の話を聞くこともあるが、教員と話をするような機会は与えていない。4 月に Cal day という学部生を対
象としたワークショップがあり、これが唯一の大学院学生以外へのサービスである。 
入学を許された(admitted)学生だけを対象にして、学生獲得のため、4月には学生を呼ぶオープンハウ
スを行う。少額の旅費も払う。彼らが同時に合格している MIT などに流れていかないようにすることがねら
いである。 
④ 教育内容の特徴 
（a） コース構成 
Ph.D.コースの修了には、実験なら 7 年、理論なら 5 年程度要している。 
入学した学生の 85％が Ph.D.を取得している。分野を変更したり、Master を取得する学生がいるため
に全員ではない。 
（b） 学生指導 
UCB は研究大学であり、教えるのはきついところがある。 
大学院に入学した学生には最初はメンターがつく。これはまだ研究室（指導教員）が決まっていないた
めである。 
（c） Preliminary Exam 
Preliminary Exam は今では最終的には誰でも通る試験となっている。2 年目の最後までにすべての分
野をとる必要があり、そうなるように導いている。 
このように誰でも通る試験としているのは、振り落とす試験とすると学生にとってストレスが高いためであ
る。従って、何回も受ける学生はいるが、Preliminary Exam に落ちてプログラムを辞める人は少ない。古典、
現代物理などの分野があるが、各回のテストで 2/3 が合格している。 
本学では優秀な学生を獲得しており、GRE のスコアも高い。そのため、Preliminary Exam は高い率で通
っているとも言えるだろう。 
                                              
180 http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_content&task=view&id=88&Itemid=140 
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（d） Annual Progress Report 
Annual Progress Report というものを学生毎に作成しており、Qualifying Exam や論文発表について毎
年春学期に確認している。これは学生自身に自分に対して何が期待されているかを理解させるのにも役
立つ。 
（e） 財政支援 
学生は当初州からの金で支援されているが、研究室が決まると指導教員が面倒を見ることになる。保
証できる資金によって学生数が決まる。 
最初の 2 年間の学生支援の金は州、大学のファンドから来ている。大学としての基金がある。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
カリキュラムは、教員からのコース・プロポーザルをもとに、academic committee を作って決める。本学
では、全学組織である Academy senate という委員会を持っている。 
（a） 支援スタッフ 
エレクトロニックショップにはテクニシャンがいるし、アカウンティングを担当者、レセプションを行う担当
者、資金獲得を役割とする人もいる。 
資金集めをする Development 部門の担当者は卒業生にコンタクトしたり、いろいろな仕事がある。全学
にも資金獲得等は同様の組織がある。 
それぞれの Department に Director が率いる Administration の組織がある。人文系の Department で
どのようになっているかはわからないが、工学の Department では同様の組織である。 
Department には Director と Chair がいることになるが、Chair はアカデミックなことを担当する。たとえば、
ファカルティのリクルートを行い、給与を決める。Chair でいる間、教育は担当していない。 
Chair と Administration の役割は重なっている部分もある。 
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(11) UCB 機械工学専攻（現場教員・日本人） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
 
Master of 
Science and 
Doctor of 
Philosophy in 
Engineering 
学位授与の条件：自然科学を応用し、工学上の問題を分析、解決する能力を重視した大学院課程
（programs of study）の修了。具体的には、数学、化学、物理、生命化学分野の大学院科目（advanced 
courses）が、問題解決のための工学システム・アプローチ（The engineering systems approach for 
analysis of problems）を扱う大学院課程の一部に含まれる。 
〔入学要件〕入学者は認定を受けた工学プログラム（学部レベル）を修了した学士号（B. S.）保持者
であることが求められる。もしくは、それと同等と学科（Department）が判断した学士号（B. S.）保持者で
も条件を満たす。 
Master of 
Engineering and 
Doctor of 
Engineering 
学位授与の条件：工学上の組織、プロセス、ハード（structures, processes, and equipment）のデザイ
ン、設計、運用を行う際に関係してくる、テクノロジー、社会学、環境、経済上の問題を重視した
Professional Engineering の大学院課程（programs of study in professional engineering）の修了。具体
的な学習内容には、Professional Engineering において問題を分析、解決する際の基礎となるデザイ
ン、運用、人文学、経済学関連の科目に加え、科学技術の最新の発展を工学的理解に則って解釈運
用するのに必要な工学関連科目が含まれる。 
〔入学要件〕入学者は認定を受けた工学プログラム（学部レベル）を修了した学士号（B. S.）保持者
であることが求められる。もしくは、それと同等と学科（Department）が判断した学士号（B. S.）保持者で
も条件を満たす。 
（参考） 
Bachelor 
Program 
ABET の認定を受けた機械工学プログラム（学部レベル）であり、学生に幅広い教育を受けさせ、特
に化学・工学の基本原理（fundamentals）について優秀な基礎力を身に付けさせることを重視している。
目標としては、産業界、及び機械工学の大学院課程という 2 つの主要な「顧客」の需要を満たすよう
なものを掲げている。 
①大学院で教育研究に従事する場合でも、産業界で工学に従事する場合でも、また、化学、法律、
医学、ビジネス、公共政策といった他の道を歩もうとする場合でも、学位取得後の将来の活動に尽力す
る（ような人材の育成） 
②機械工学分野について受けた教育を、豊かな創造性、想像力、自信と責任感にもとづき、工学、
あるいは社会全般に関わる問題の解決に向け応用する（ような人材の育成） 
③仕事、コミュニティ内で積極的にリーダーシップを発揮する（ような人材の育成） 
④工学分野の「顔」として、最高水準の倫理・職業意識を持ち、工学というダイナミックな専門分野の
重要性と知的興奮を他者に伝える（ような人材の育成） 
⑤生涯学習につながるような知的好奇心を持ち続け、それを用いて 21 世紀になって突如顕在化す
ることになる問題に対し柔軟に対応できる（ような人材の育成） 
出典：http://www.me.berkeley.edu/educationalobjectives.html, http://www.me.berkeley.edu/new/students/degrees.html 
 
② 学生の卒業状況 
企業を目指す学生が半分程度である。 
博士のメリットは、大学の先生になる際に必要であること、企業でも処遇が良くなることである。 
博士課程を卒業したというのは分野に精通しており、1 つのことをまとめたということである。その結果自
身も場合によっては価値があるが、それのみではなく、プロセスについても価値がある。 
大学に就職すれば博士課程で研究した内容を発展させる人もいるが、それを一生やるわけではなく、
新しい物ができたときに乗り移っている。これが実現できるのは幅広い素養である。 
一方、産業界に進んだ場合、博士課程のテーマで採用される人はまずいない。幅広い素養、まとまっ
たことをやりましたという素養が求められている。場合によって Ph.D.も全然関係ないことをやることもあるが、
米国で就職する人は割り切っているのでそれなりの待遇ならそれでも良しとする。 
米国は社会の体制として個人個人で見るので、資格が似ている人で格差はない。equity といって同じ
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くらいの人は同じくらいの給料と見るが、さらに能力でも見る。社会もそうしたシステムになっている。 
米国では修士は学卒の2年後の給料という考え方ではなく、Ph.D.でも給料の相場がある。日本の会社
はそこまで行っていない。日本の会社が大学院を出た人を雇わない。日本の会社が Ph.D.に何を求めて
いるのか。日本の会社は今でも Ph.D.は使いにくいと言っている。大学と産業界が一緒になって人材育成
をすればよいが、そうならないとうまくいかない。 
UCB の Facts という資料を見ると卒業生の給与水準が示されており、分野ごとに異なるが、これは需要
と供給の関係で決まる。土木工学は公共分野に進むので給料が安い。制御やメカトロは電気と同じくらい
の水準である。伝統的な熱関係は低くなるかも知れない。 
学生のうち、企業を目指している人はおそらく半分くらいだろう。特に外国から来る学生は企業を目指
しているのではないか。UCB を出て、カリフォルニアの会社に行くことを考えている。同様の先輩がこの地
にはたくさんいる。アメリカンドリームはまだある。 
教育においてスキルを身につけることは無視していないが主とはしてない。知識をどれくらい身につけ
たかであり、そのほかに倫理がある。 
米国では学部の学生でも大学院の学生でも、社会に出ての付加価値を考えている。学生自身だけで
はなく大学も同様であり、一生懸命にやるインセンティブが与えられている仕組みである。 
③ 学生の入学状況 
学生をいかに財政面でサポートするのかも課題。これで何人入学させられるかが決まる。たとえば A 分
野に 3 人先生がいて、誰もリサーチの金がなければ自然に死んでいく。金がなくても、は通用しない。必
要な学生、優秀な学生には金を出すようにしたい。NSF のフェローシップもある。何らかの形でサポートし
ている。皿洗いをして苦学生で卒業するというシステムではない。 
④ 教育内容の特徴 
（a） 教育の体系 
UCB の特徴は、MIT やスタンフォードと同様に入学が大変であることである。今でも大学院の応募は
700-800 人だが、アドミッションは 150 人からせいぜい 200 で、実際に入学するのは 100 人に達するかと
いう状況である。 
Preliminary Exam は筆記試験であり、学部の知識で受けられるものである。入学 1 年以内に受けさせる。
落とすなら早めにしないとならない。3 科目試験を行い、3 科目全て合格するのは 70%、30%は再度受験す
ることになる。UCB は学生のレベルが高いが、2 回目も失敗すると Ph.D.はだめということになる。全体の
10%くらいが落ちる。 
Qualifying Exam は 2 年強在学しないと受けられない。学生 1 人に先生 4 人というように 1 人 1 人の学
生に Committee を作る。Qualifying Exam で落ちることはまずないが、1 回目で落ちる人はいる。 
RA をしながら Qualifying Exam を受けるが、RA でやったことを発表するのも 1 つの方法である。 
いくつ論文を出していないと Ph.D.を授与しないということはないが、論文を出すように奨励はしている。 
4 年制の学部で一定の GPA の学生は、もう 1 年で BS と MS が取得できる 5 年生のプログラムがる。ア
プライの手続も簡単である。 
機械に限らず、各学科で別々だった 1 年目の教育を Common 1st Year Program として共通化しようと
している。ただしコンピュータ・サイエンスだけは別である。 
（b） コースワークとリサーチ 
スタンフォードや UCB ではトップレベルの人が応募するが、修士で入っても博士で入っても幅広い知
識を効率的に身につけることができる。1 つのサブジェクトを研究室に閉じこもって同僚と研究をするので
はなく、コースワークで幅広い素養を身につける仕組みになっている。 
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コースワークは、産業界に卒業生が進むから行うのではない。大学教員でも幅広い素養がなければや
っていけない。自分がやった内容のみを下に教えるのではダメである。 
大学院のコースワークは学部の内容の繰り返しではなく、その上に来る物である。簡単なところから始
まるが加速度が高い。日本の大学の輪講で 1 年かけてやることを 1 学期の 1 科目で済ませる。1 つの授
業が 3 単位で多くをとらせない。 
コースワークは大学院も学部もやっている。休講はできない。宿題をやって問題を解かせる。試験をや
って成績をつける。学生からの評価も行われる。学生も質問してくる。 
学部教育については ABET を受けているので制約がある。大学院の教育では論文はあくまでも一部で
ある。 
Ph.D.中心の教育であり、マスターにはリサーチを教え込む必要はないと考えている。 
リサーチは各先生によってスタイルが違う。4～5 人しか学生を持たない人から大所帯の先生までいる。
このように人数が異なる理由の 1 つは GSR(RA)として給料を出しているファンディングに起因している。研
究費を持っていないので学生がいない先生もいる。リサーチでは教育もさることながら結果を出してもらわ
ないと行けないため、ほったらかしということはない。 
コースワークが研究時間を削っているということはない。研究というのは 3 年間もあるし、コースワークで
身につけた知識がリサーチに役立つ効果も期待できる。 
（c） RA・TA 
UCB で RA は GSR と呼ばれ、学生に対して 1 年目から払い始める。研究助手は仕事ではなくスカラー
シップである。コースワークの期間は研究を手伝うことによるリターンが得られないので、いわば投資であ
る。そのため、Ph.D.までやるなら GSR に登用する。マスターで終える学生には教員の立場からすればお
金を払いたくない。 
TA は州の予算であり、RA は教員個人が獲得する外部資金である。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） ABET 
大学院の入学要件では認定されたプログラムの卒業を求めているが、ここでの認定とは ABET のことで
ある。 
ABET については学内でも議論がある。UCB も教育の目的を設定してないということで、ABET で通常
6 年間有効の認定がもらえなかった。何を教えているかが問題となったのではなく、教えていたことを検証
しているか、そしてその方法が明確になっていない、とのことであった。教育の目的(Educational 
Objectives)が明記されていない。アウトカム(Outcomes)と目的が一緒なのは話が合わないという話になっ
てしまった。 
日本の旧帝大に相当する MIT などと、ABET を抜けようかという話もあるが、ABET は技術者のプロフェ
ッショナルライセンスと連動しているために抜けるのは難しい。 
（b） 分野の内容の変化への対応 
機械という名前でいながら、昔の機械と違うこともやっている。ナノ、マイクロの研究が盛んである。これ
を学んだ人は大学に進む人もいるが、企業に就職して良い給料をもらったり、会社を興したりする人もい
る。近年はエネルギーが注目を浴びてきている。 
日本の場合は名前を変えて衣替えをして新しいイメージにするが、米国はずっと機械工学の名称は変
わらないが、その中で内容が変わっている。大学院の研究レベルでも機械だけではなく、NSF の
Engineering Research Centerでは、いろいろ異なる分野の人がマルチキャンパスとして研究集団を作って
研究している。 
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大学の中のポジションは政治的に決まる。学部でも数は固定されているのではなく、時代に合わせて
上下する。退職した人の籍をこちらの分野にするといったことが行われる。機構学の先生が退職した際に、
次のポストにはナノレベルの人をDeanに申請すると通りやすい。結果として、今の機械工学の教員はバッ
クグラウンドがバラバラである。 
大学院の専門的な授業となると、内容が昔とは異なっている。 
⑥ その他 
（a） 教育上の課題 
各先生が教える量が課題である。研究と教育のバランスが難しい。UCB は研究大学であるため、プロ
ポーザルを書き、それを実施しなければならないので研究に時間をとられる。そのため、担当科目は 1 学
期に 1 つとしたいが、実際には年間に 3 つくらい教えている。それでも教員の人数が限られているのでど
んな授業をするかを考えなければならない。何から何まで網羅できるのではない。 
ただし、研究のプロポーザルは自分がやりたいということだけではなく、社会のニーズを考えてやるので、
良い頭の運動になる。マイナスの時間ではない。 
建前は教育と研究というが、最低水準を越えるところは研究が重要である。金を持ってきたかということ
ではなく、その結果良い研究をしたら評価される。 
（b） 日本の大学院教育の改革に関する意見 
企業に進める博士を育成するという結論はもっともな話である。そのように動けばアメリカ的だが良くな
ると思う。 
ただし、日米で社会が違うという意見ももっともな話である。日米を比較すると、日本は均一である一方、
米国は不均質である。日本は農耕民族で終身雇用であるが、米国は狩猟民族で個人主義、競争主義で
ある。 
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(12) UCB バイオエンジニアリング専攻（Chair） 
① 育成しようとする人材像および教育目標 
修了者は、アカデミア、産業界の双方で成功を収めており、バイオエンジニアリングの研究機関のトッ
プに到りつつある。 
博士課程の卒業生は、現代的な工学の手法を生物学や薬の問題の解決に使うと同時に、他人に教え
ることを学ぶことが181期待される。 
② 学生の卒業状況 
就職について問題はない。リクルーティングに来る。 
Ph.D.については特定のフィールドに強みを持っているが、半分はアカデミックに進むものの、ベンチャ
ーを立ち上げるものもいる。 
Ph.D.プログラムの産業界での就職先としては大企業やスタートアップカンパニーがある。コンサルティ
ング会社や、ベンチャー、ジェネティックのような企業、デバイスの会社、材料メーカーがある。 
就職については各教員が世話をしている。キャリアセンターのようなものがあるわけではない。 
MOT もプログラムとして提供している。 
Ph.D.へのニーズは分野によって異なっている。化学工学分野のように、オイル企業等でMasterでも仕
事を見つけられる分野もある。一方、ハイテク企業では、principle investigator として Ph.D.を採用する傾
向がある。仕事内容にもよるだろう。Ph.D.は唯一国際的に通用する学位であることもあるだろう。 
 
 
Graduate Program
 High completion rates 
within normative time
 Employment outcomes 
(known for > 70% of Ph.D. 
alumni)
 Over half in academia are 
in tenure track positions at 
top schools, e.g.
– Duke 
– Johns Hopkins 
– Stanford 
– University of Minnesota
– University of Washington
– UCSF
Academic
49%Industry
43%
Government Nonprofit, 3%
5%
 
出典：UCB バイオエンジニアリング専攻提供資料 
第4-8図表 UCB バイオエンジニアリング・大学院プログラム卒業生の進路 
                                              
181 http://bioeng.berkeley.edu/gradhandbook/introduction.php; http://bioeng.berkeley.edu/prospectivegrads.php 
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③ 学生の入学状況 
（a） 学生の獲得 
学生獲得については、魅力をアピールするようにしている。具体的には、サマースクールで宣伝を行
う。 
440-450 の応募があり、学部ですでに publication（proceedings）を書いている優秀な学生さえいる。 
学生に対するインタビューの後に、技術的なインタビューに応じている。 
見学にも来てもらっている。見学は 40～60 人を 2 週間に亘って 2 回に分けて受入れている。ホテル代
も払っている。ただし、留学生は電話でフォローしている。 
留学生については、応募資料の正確性を判断するのが難しい。特に中国はそうであり、推薦状につい
ても文化の違いがあるため（悪いことが書かれていないなど）、判断が難しい。 
一度中国人の学生を獲得すると、他の中国学生を連れてくる効果もある。 
海外から優秀な学生が来るのは中国人の先生がいるなどコネクションがあることも理由である。インドの
学生も優秀である。 
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出典：UCB バイオエンジニアリング専攻提供資料 
第4-9図表 UCB バイオエンジニアリング・大学院プログラムへの志願者・入学者 
（b） マッチング 
学生の Admission については、Department の大きな Committee で 1 つの分野に偏らないように選んで
いる。ただし、偏っていても優秀ならば入れてしまう。しかし、マッチングの問題は起きる。 
研究室所属の段階で、すべての希望の学生を研究室側で受入れられないので、希望する分野によっ
ては学生があぶれてしまう場合がある。 
学部の学生は、必須ではないが、サマースクールとして研究室で働くということもある。そのことによって
研究室のことを知ることができる。 
（c） 学生の多様性 
入学者に特定の分野（機械、生物）を要求することはしていない。入ってからコースワークを行ってい
る。 
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異なったバックグラウンドを持って入学してきた学生に教えることに特に難しさは感じていない。もっとも、
学生は苦労しているかも知れない。物理やエンジニアリングをやってきた学生が生物をやろうとすると暗
記が多いために彼らはそれが好きではないかもしれない。その逆だと数学に苦労することになる。 
必要な場合には学部のクラスをとることもできる。たとえば、MEMS を学ぶ場合などがある。 
大学院のコースにおいて、生物のクラスは少ない。 
UCB の学部からは 2-3 人の学生が進学して来るのみである。ただし、優秀な学生であるために残るよう
にという引き抜きは UCB でも起こる。公平に見ている。 
 
Student and Faculty Diversity
 Faculty recruitment: 
– 54% new hires women or minority males
 Graduate enrollment (2006-07)
– 42% Female
– 11% Underrepresented Minority (2X applicant pool %)
 Graduate degrees (10 year average)
– 40% Female
– 4.5% Underrepresented Minority
 Undergraduate enrollment 
(2006-07)
– 37% Female
– 5% Underrepresented Minority
 Undergraduate degrees 
(8 year average)
– 37% Female
– 3% Underrepresented Minority
 
出典：UCB バイオエンジニアリング専攻提供資料 
第4-10図表 UCB バイオエンジニアリング・プログラムの多様性 
（d） 経済的支援 
すべての学生に対して入るときに財政的支援は保証している。ただし、Master を望む学生は支援しな
い。 
すべての学生が最初は（研究室に所属していないので）TA になるが、研究室に所属する段階になると
研究室の指導教員がスタイプン(stipend 奨学金)を払う。このように、学生に財政的支援を保証しているの
は学生獲得における競争力を保つためである。 
機械工学はファンドが保証されていない学生も入学させているが、この違いは、バイオエンジニアリン
グは 100 人を越える教員がいて金があるためである。 
NIH がトレーニングのファンドを出しており、それも学生の財政的支援に役立っている。 
本学は基金を持っており、それも学生の財政的支援に役立っている。 
④ 教育内容の特徴 
（a） コース構成 
大学院のプログラムは UCB と UCSF 両方の大学の共通プログラムである Ph.D.コースのみである。 
プロフェッショナル・マスターのコースを別途設けるかは検討中である。本学でも夜間プログラムはうまく
いっていないので、遠隔教育を考えている。 
入学した学生が Ph.D.を取得する割合(graduate rate)は高い。本プログラムでは Ph.D.を目指す学生し
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か採らないためである。他大学には、Ph.D.ではなく Master が大きいケースがある。たとえば、スタンフォ
ード大学は Master 学生から選んで Doctor へ進学させている。つまり、フィルタリングを行っている。しかし、
本プログラムでは Master は単なる過程であり、Qualifying Exam の後に Ph.D.の候補者となる。 
（b） コースワークと研究 
コースワークと研究の割合は分野によって異なるだろう。生物や化学はコースワークが少なく研究重視
であり、深く突き詰めていく「デルタ型」になっている。 
学生が研究を始める時期（年次）はグループによって異なっている。Fluid Mechanics では 1 つの論文
を書けば良くても、生物は 5 報出すなどの違いがある。 
個人差もある。経験を積んでから研究を始めるのではなく、3 年目から研究を始める学生は、教員がた
くさん助ける必要がある。 
3.5～4 年で卒業する学生もいるが、5 年が平均である。 
他の大学から来るとラボの経験がない場合があるため、スモールサブセットとして特別なクラスを設けて
いる。 
（c） 体制 
産業界からファカルティになる例はほとんどない。 
本 Department には 7 人の職員がいる。ファンドがあればたくさん雇うことが可能である。 
⑤ カリキュラム・マネジメント 
（a） 教育の評価 
評価については、キャンパスの中のしくみとして 7 年に 1 回に自己点検を行っている。 
Advisorｙ Board を設けて評価している。 
外部評価について、ABET は恐ろしい(terrible)。CALTECH などは受けていない。また、バイオエンジ
ニアリングには Professional Engineer の資格がないため、（機械工学のように）ABET を受けておかないと
不利になるということはない。 
（b） 教員の負荷 
教えるのは大変であり、評価をしたり、ノートを作ったりしなければならない。そのほかに、宣伝もしなけ
ればならないし、そしてペーパーを書かなければならない。 
教員 1 人当たりの学生は 3 人程度である。教員がどの程度グラントを獲得できるかによって養える学生
数が決まる。また、教員のスタイルにもよるだろう。化学では 7～15 人の学生を採ったりするし、理論や数
学は 2 人だったりする。 
平均的な教員は 1 セメスターに 1 クラスを教えている。1 年には 2 セメスターあるので、2 クラス教えるこ
とになる。この教えるクラス数については Chair が管理している。 
⑥ その他 
（a） 設立経緯 
バイオエンジニアリングはまず学部からできた。学部は今でも重視している。 
Chancellor から金をもらったことも立ち上げられた理由である。 
バイオエンジニアリングはとても成功している Department であり、特にこの 6 年は人気がある。理由はよ
くわからないが、コンピュータ科学の人気が落ちたことも考えられる。また、女性の応募が多い。生物分野
を学部で学ぶ女性が多いからかも知れない。大学院は半分が女性であり、学部は 30%が女性である。 
卒業後に優遇される仕事があるから、という訳でもないのではないか。人気がある理由は不明である。 
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Department facts at a glance
 Almost 10 years old
– (First new COE department in over 40 years)
 16.16 Faculty FTE
– 17 Core Faculty
– 12 Joint Faculty
 15 new BioE faculty hires since 1998
 41 new courses developed by core faculty since 1998
 2006-07 Enrollments
– Undergraduate: 301
– Graduate (doctoral): 169
 Extramural Funding
– Core BioE Faculty Awards: 55 projects totaling >$26M
– Joint BioE Faculty Awards: 81 projects totaling >$99M
Department of Bioengineering
 
出典：UCB「Program Review 2007」 
第4-11図表 UCB バイオエンジニアリング・プログラムの概要 
 
（b） 今後の方向性 
バイオエンジニアリングの大学院でもっとクラスを作りたい。まだ途中という認識である。それには資金
が問題であり、寄付や基金で資金を集めたい。 
教育には金がかかるし、スタンフォード大学と競争しなければならない。 
寄付については卒業生が中心であり、電気工学分野の卒業生が多い。バイオエンジニアリングは設立
間もないので、卒業生で金を出せる人はまだいない。寄付を求めるキャンペーンを行っているが、州立大
学なので私立大学ほど寄付の文化がない。これを変えるには時間はかかるだろう。 
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2． カリキュラム構成・入学要件・修了要件の比較 
(1) 国内大学の典型的な大学院カリキュラム構成 
海外大学のカリキュラム構成を見る前に、国内大学の典型的な大学院カリキュラム構成を以下に示
す。 
我が国の大学院の修了要件については、大学院設置基準において概略以下のように定められている。
修士課程は 30 単位以上の修得が求められており、修士論文または特定課題の研究が必要である。つま
り、必ずしも修士論文が必要なわけではない。博士課程については修士課程分も含めた形で規定されて
おり、博士（後期）課程独自での単位数の修得が定められているわけではない。また、博士論文は必ず必
要となる。 
第4-12図表 大学院設置基準に定められた修了要件 
課程 修了要件 
修士課程182 ・大学院に 2 年以上在学 
・30 単位以上修得 
・修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格 
博士課程183 ・大学院に 5 年以上在学（修士課程の 2 年を含める） 
・30 単位以上修得（修士課程の 2 年を含める） 
・博士論文の審査及び試験に合格 
 
この設置基準に加えて、各大学、各研究科、各専攻で定めた要件が求められることになる。 
我が国の大学院の場合、各分野のコア科目が必修（あるいは選択必修）となっている場合もあるが、授
業科目の多くが選択科目である。修士・博士ともに入学時点から指導教員の元でリサーチワークが始まる
ため、コースワークとリサーチワークは並行に実施される。一般的な傾向として修士課程においては 1 年
目に必要な単位数分の授業を履修する学生が多い。博士課程においては、そもそも授業はほとんど履
修されなくなる。 
なお、リサーチワークについては、「演習」等の名称で担当を「各教員」とする科目として必修になって
いることが多い。単位は修了に必要な単位の一部となる。この成果をまとめたものが修士論文、博士論文
となる。 
                                              
182 大学院設置基準第十六条 「修士課程の修了の要件は、大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の
履修上の区分にあつては、当該標準修業年限）以上在学し、三十単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課
程の目的に応じ、当該大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格することとする。ただし、
在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に一年以上在学すれば足りるものとする。」 
183 大学院設置基準第十七条第 1 項「博士課程の修了の要件は、大学院に五年（五年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は
学生の履修上の区分にあつては、当該標準修業年限とし、修士課程（第三条第三項の規定により標準修業年限を一年以上二年未満
とした修士課程を除く。以下この項において同じ。）に二年（二年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履修上の区
分にあつては、当該標準修業年限。以下この条本文において同じ。）以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程にお
ける二年の在学期間を含む。）以上在学し、三十単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該大学院の行う博士論文
の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に三年（修士課
程に二年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程における二年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものと
する。」 
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リサーチワーク
M1年目前期
M1年目後期
M2年目前期
M2年目後期
D1年目
・・・
最終年
コ ースワーク
（ 一部は必修科目として指定）
TA
RA
博士課程入学試験
T
A
論文
執筆
博士審査
研究計画書
論文
執筆
修士論文審査
 
第4-13図表 国内大学の典型的な大学院カリキュラム構成 
 
 
 329
(2) 東京大学理学系研究科物理学専攻のカリキュラム構成 
① 入学要件 
第4-14図表 東京大学理学系研究科物理学専攻の入試184 
修士課程 修士課程の入学者の選抜は、筆記試験、口述試験、出身学校の学業成績により行う。 
志願者は志望する専攻が指示する全ての試験科目を受けなければならない。 
○数 学 
物理学研究に必要となる基礎的な数学の問題 2 問を出題する。 
○物理学 
基本的な物理の問題 6 問を出題する。 
第 1 問～第 3 問はいずれも必修問題で、量子力学（第 1 問）、統計力学（第 2 問）、古典力学および電磁
気学（第 3 問）、を主な範囲とする。 
第 4 問～第 6 問は実験に関連した選択問題で、その中から 1 問を選んで解答する。 
○外国語 英語 
TOEFL-ITP 試験を行う。 
TOEFL-ITP は、受験生が同一時間に同一の方法で受験する団体用の試験である。その試験結果は本
専攻の今回の入試にのみ有効であり、公式のスコアとはならない。 
○口述試験 
あらかじめ提出した第一志望および第二志望にしたがって、サブコースごとに分かれた口述試験を行う。 
博士課程 博士課程の選抜は、修士の学位論文又はこれに代わるものの審査、筆記試験（各専攻が指定する）、口述
試験及び出身学校の学業成績により行う。 
 
② コースワーク 
大学院学則で、修士課程 30 単位以上、博士課程 20 単位以上、で各専攻の定める単位が必要である
と定められている。 
必修科目は、以下のように定められているが、いずれも担当は各教員とされており、これらは指導教員
の研究室にて行われる諸活動による教育を指している。形態は実験の実地指導や輪講など様々である。 
理論系は演習、実験系は実験という名称となっている。 
第4-15図表 東京大学理学系研究科物理学専攻の必修科目 
学年 必修科目 
修士課程 1 年 「物理学特別実験 I」または「物理学特別演習 I」 
修士課程 2 年 「物理学特別実験 II」または「物理学特別演習 II」 
博士課程 1 年 「物理学特別実験 III」または「物理学特別演習 III」 
博士課程 2 年 「物理学特別実験 IV」または「物理学特別演習 IV」 
博士課程 3 年 「物理学特別実験 III」または「物理学特別演習 III」 
出典：東京大学「平成 20 年度大学院履修案内」より作成 
 
                                              
184 出典：平成２２（２０１０）年度東京大学大学院理学系研究科募集要項
(http://docs.s.u-tokyo.ac.jp/pub/%E5%AD%A6%E5%A4%96/Daigakuin/pdf/H22%E4%BF%AE%E5%A3%AB%E8%AA%B2%E7%A8%8B%E5%A
D%A6%E7%94%9F%E5%8B%9F%E9%9B%86%E8%A6%81%E9%A0%85.pdf、 
http://www.s.u-tokyo.ac.jp/nyu/hakusi/H21HakushiBoshu.html) 
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履修科目の選定については指導教員に相談することになっており、専門分野毎に「準必修」科目が指
定され、履修が推奨されている185。 
第4-16図表 東京大学理学系研究科物理学専攻の準必修科目 
 
                                              
185 出典：http://www.phys.s.u-tokyo.ac.jp/curriculum/index_g.html 
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その他、物理学専攻単独ではなく、理学系研究科全体の取組として、幅広い知識を身につけるために
専門以外の分野を学ぶ「理学クラスター講義」、民間から講師を招き、学生の目を企業に向けさせる「先
端科学技術特論」、コミュニケーションを学ぶ「科学コミュニケーション基礎論」が理学系研究科共通科目
として提供されている。 
③ 論文審査 
修士論文の審査員は 3 名で、1 人は指導教員。3 名の合議で判定する。 
博士論文は 5 名の審査員で、ここに指導教員は入らない。博士論文の内容を投稿したときの共著者も
入らない。博士論文として十分かどうかを判断している。専門に近い人と離れた人を混ぜている。例えば、
理論の学生であれば、実験の先生も入れる。誰を入れるかは、専攻主任が責任を持って決める。 
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(3) 東京大学工学系研究科機械工学専攻のカリキュラム構成 
① 入学要件 
機械工学、産業機械工学の 2 専攻は合同で運営されており、入学試験も合同で行う。 
第4-17図表 東京大学工学系研究科機械工学専攻の入試186 
修士課程 指導教員の決定は、試験の成績と受験者の希望を総合的に勘案して行うので必ずしも第一志望通りにはな
らない。 
（1）入学試験について 
（イ）筆記試験 
修士課程における筆記試験は、一般教育科目（数学）、外国語（英語 TOEFL-ITP）および示した専門科
目（機械工学）について行う。 
専門科目分野 
機械工学（第 1 部） 主に、熱工学、流体工学の分野から出題 
機械工学（第 2 部） 主に、材料力学、機械力学・制御、機械設計・生産工学の分野から出題 
（ロ）口述試験 
希望する研究課題、専門科目、指導教員に関する志望などについて試問する。 
（2）外国人受験生で特別選考該当者について 
外国の大学を卒業または卒業予定の外国人は、特別選考により受験することができる。 
博士課程 願書提出の前に志望する指導教員をあらかじめ訪ね、希望する研究課題等について相談しておかなければ
ならない。 
（1）第 1 次試験について 
（イ）筆記試験 
博士課程第 1 次試験における筆記試験は､一般学術（数学）､外国語（英語 TOEFL-ITP）および専門学術
について行う。 
ただし、本学工学系研究科の修士課程を修了した者、または修了見込みの者については、一般学術およ
び外国語の試験を省略する。 
（ロ）口述試験 
同じく第 1 次試験における口述試験は、修士論文またはこれに代わる研究の経過状況、希望する研究課
題についての構想、それらに関する機械工学上の知識について行う。 
受験者は、スライド、掛図、プリントなどの資料を持参してよい。 
（2）第 2 次試験について 
第 2 次試験は、完成した修士論文またはこれに代わる研究について、第 1 次試験の合格者に対してのみ
行う。 
（3）外国人受験生で特別選考該当者について 
本研究科修士課程を修了または修了予定の外国人を除き、修士課程を修了または修了予定の外国人は
特別選考により受験することができる。 
 
② コースワーク 
修士課程を修了するためには、所要科目を履修して 30 単位以上を修得しなければならない。 
2008年度に入学した修士課程の学生においては、原則として、機械工学特別演習Iの6単位以外に、
授業科目表における共通基盤分野から 4 単位、選択した一つの専門分野から 10 単位、その他の専門分
野から 6 単位の計 20 単位を、取得しなければならない。 
アカデミック、ノンアカデミックのいずれに進むにしろ必要となる内容は共通基盤とし、自分の専門分野
                                              
186 出典：平成２１（２００９）年度東京大学大学院工学系研究科機械工学専攻・産業機械工学専攻修士課程・博士課程入学試験案内
(http://www.mech.t.u-tokyo.ac.jp/nisenkou/for_graduate/pdf/h21annai.pdf) 
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に加えて他分野から授業科目をとらなければならないようにしている。 
なお、「機械工学特別演習 I」は、各教員が課題を与え、この研究、実験の結果を修士論文として提出
するものである。同様に、「機械工学特別演習 II」は、各指導教員が研究課題を与え、その研究結果を博
士論文として提出するものである。研究活動に関連する指導であり、具体的には研究計画の立案、マネ
ジメント能力、問題解決能力などを重点的な教育目標とするものである。 
授業科目は以下のように共通基盤と専門分野に分けられている。専門分野は 5 領域に分類されており、
専門分野以外もとらなければならないようにしている。 
第4-18図表 東京大学工学系研究科機械工学専攻の科目 
 分野名 講義内容 
共通基盤 共通基盤科目 応用数学、数値解析、情報と計測、科学技術英語、他 
専門分野 固体力学・材料分野 弾性学、塑性学、破壊強度学、表面工学、結晶学、計算材料科学、他 
 熱・流体分野 熱工学、熱流体工学、数値熱流体工学、分子熱流体工学、エネルギー変換工学、
他 
 機力・生産分野 機械力学、制御工学、振動工学、振動音響学、車両工学、ロボティクス、他 
 設計・生産分野 機械・システムの創造設計手法、極・超微細加工計測技術の原理と応用、先端加
工技術の基礎と応用、他 
 バイオ分野 生体イメージング、再生医工学、バイオマニピュレーション、バイオメカニクス、他 
出典：東京大学大学院工学系研究科機械工学・産業機械工学専攻案内（授業科目の履修・修士論文の執筆などについて）より作成 
 
2007 年度以降の入学者（修士課程）については、履修計画表に必要事項を記載し、指導教員の署
名・捺印を受ける必要がある。 
博士課程の学生については工学系研究科規則によって、20 単位以上を修得しなければならない。 
 
③ 論文審査 
第4-19図表 東京大学工学系研究科機械工学専攻の修士論文の評価 
研究計画
表の提出 
1 年次 10 月、 
2 年次 4 月 
修士論文研究のプロセスを評価するため、指導教員の所見及び研究プロセスの評価結果
とともに提出する。研究プロセスの評価は、意欲・主体性、計画遂行能力、協調性、リーダ
ーシップ、プレゼンテーションに関して行い、それらを総合した評価も行う。 
中間試問 2 年次 7 月 修士学生は、評価教員に対し、所定の時間内でプレゼンテーションを行い質疑応答する。
試問教員は研究成果の評価を行い、その結果を指導教員に告知する。指導教員はその
評価結果を、修士論文提出の可否を判断する材料とする。 
修士論文
の評価 
2 年次 2 月 2 ページの概要を作成する。 
5 名以上の試問教員に対し所定の時間内でプレゼンテーションを行い、口頭試問を受け
る。 
プレゼンテーションと試問を通じて、試問教員から、課題抽出・設定力、研究成果・創造
力、方法論・知識、論文完成度、発表力・説明力の観点から研究成果の評価を受ける。 
それに加えて、指導教員からは、意欲と主体性、計画・遂行能力、協調性、指導力、対外
発進力の観点から修士論文研究プロセスに関する評価を受け、それらを総合して最終的
な修士論文評価及び機械工学特別演習の評価を行う。 
 
2008 年度からは修士論文については研究評価ガイドラインに従って、修士論文研究を研究成果だけ
ではなく、プロセスも評価している。これは、日本機械学会の大学院教育懇談会の提言で産業界が修士
論文研究の成果よりもプロセスを重んじていることが明らかになったことから、産業界の納得を得るために
必要であると判断された。評価シートは指導教員用、試問教員用に分かれており、内容が異なる。 
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(4) 東京大学工学系研究科バイオエンジニアリング専攻のカリキュラム構成 
① 入学要件 
修士課程の入学試験については、既存のディシプリンである機械工学、電気工学などの学部教育を
通じて培った基礎学力を判定するために、指導を受けることを希望する教員が指定する工学系研究科の
専攻の入学試験を受けることとなっている。 
指定する専攻の入学試験がバイオエンジニアリング専攻である場合、以下のようになる。 
第4-20図表 東京大学工学系研究科バイオエンジニアリング専攻の入試187 
修士課程 大学院修士課程入学資格を有する者であれば、資格取得年次を問わない。 
予め指導を希望する教員と必ずコンタクトし、入学試験に関して説明を受け、確認すること。 
Ａ．筆記試験 
1）外国語英語（ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ） 
TOEFL-CBT, TOEFL-PBT、または TOEFL-iBT の公式スコアを提出した者は受験できない。 
2）専門科目 
A. 総合科目 
総合科目は物理学、化学、マテリアル工学の中から 1 科目を選択して受験すること。 
B. 小論文 
小論文はバイオエンジニアリングについての基礎的な課題について問う。 
Ｂ．口述試験 
卒業研究の内容と本専攻に入学後に研究したいこと等に関する意欲や基礎的な知識について、 
10 分間程度の口頭試問を行う。他に 5 分間程度の総合面接を行う。 
博士課程 大学院博士後期課程入学資格を有する者であれば、その専攻および資格取得年次を問わない。 
Ａ．筆記試験 
1）外国語英語（ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ） 
TOEFL-CBT, TOEFL-PBT、または TOEFL-iBT の公式スコアを提出した者は受験できない。 
2）専門学術 
A. 総合科目 
総合科目は物理学、化学、数学の中から 1 科目を選択して受験すること。 
※本学修士課程を修了した者、または修了見込みの者はこの試験を省略する。 
B. 小論文 
小論文はバイオエンジニアリングについての基礎的な課題について問う。 
Ｂ．口述試験 
持参した資料（現在行っている修士論文研究、またはそれに代わる研究業績を示す資料 1 部、その要旨
を図表を含めて A4 判用紙片面印刷 4 枚以内にまとめたもの 3 部）に基づいた 30 分間程度の総合的な試問
（口頭発表と試問）を行う。口頭発表には PC プロジェクターが使用で きる。 
C．第 1 次試験合格者について、修士論文に関して試問を行う。その期日は追って通知する。 
 
                                              
187 出典：平成２１（２００９）年度大学院入試案内書東京大学大学院工学系研究科バイオエンジニアリング専攻
(http://www.bioeng.t.u-tokyo.ac.jp/annai/H21annai.pdf) 
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② コースワーク 
バイオエンジニアリングを次の 6 分野に分けている。 
1. メカノバイオエンジニアリング分野 
2. バイオエレクトロニクス分野 
3. バイオデバイス分野 
4. ケミカルバイオエンジニアリング分野 
5. バイオマテリアル分野 
6. バイオイメージング分野 
 
修士課程については、6 分野の各々の分野から少なくとも 1 科目、計 12 単位、また、各教員が担当する
科目である以下の計 13 単位を含め、30 単位以上を履修しなければならない。 
・ バイオエンジニアリング輪講第 1（2 単位）、 
・ バイオエンジニアリング特別実験第 1（6 単位）、 
・ バイオエンジニアリング演習第 1（4 単位）、 
・ バイオエンジニアリング演習第 3（1 単位） 
バイオエンジニアリングの全分野について広く学習を求める要件となっている。また、必修である輪講
は、修士も博士も含めた学生全員を集めて毎週行われており、これもバイオエンジニアリング専攻内で異
なる分野と接する機会となっている。 
なお、演習は、修士論文研究報告（学会講演なども含む活動）の位置づけであり、特別実験は、通常
の研究室における実験を中心とした研究活動を科目としているものである。 
 
博士課程については、各教員が担当する科目である以下の計 20 単位を含め、20 単位以上を履修しな
ければならない。 
・ バイオエンジニアリング輪講第 2（3 単位）、 
・ バイオエンジニアリング特別実験第 2（10 単位）、 
・ バイオエンジニアリング演習第 2（7 単位） 
なお、修士課程においてバイオエンジニアリング演習第 3 を履修していない者は、博士課程において、
バイオエンジニアリング演習第 4 を履修しなければならない。 
 
③ 論文審査 
計画発表、中間発表、最終審査がある。修士論文の場合、周辺分野も含めて 5 人が審査する。これらの
5 人は各段階で引き継がれる。 
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(5) 広島大学理学研究科物理科学専攻のカリキュラム構成 
① 入学要件（入学者の選抜） 
入学者の選抜は以下の通り。博士前期課程（一般選抜）で筆記試験を課していない点が特徴である。 
 
第4-21図表 広島大学理学研究科物理科学専攻の入学者選抜 
課程 区分 入学者の選抜 
博士前期課程 一般選抜 ・口述試験 
・書類審査 
フェニックス特別選抜 
（高年齢層を対象とする社会人特別選抜） 
・筆記試験 
・口述試験 
・書類審査 
留学生選抜 ・書類審査 
・筆記試験 
・口述試験 
博士後期課程 一般選抜 ・書類審査 
・修士論文発表および口述試験 
社会人特別選抜 ・書類審査 
・口述試験 
留学生選抜 ・書類審査 
・口述試験（国内居住者のみ） 
（注）入学要件として、国内大学全体に共通する項目は省略。 
出典：広島大学ウェブサイト（http://www.hiroshima-u.ac.jp/sci/in_juken/annai/index.html）より作成 
 
② コースワーク 
博士前期課程については、物理特別研究 8 単位を含む 30 単位以上修得すること、修士論文を提出し、
最終試験に合格することが必要である。 
博士後期課程については、博士学位請求論文（公表論文及び参考論文を各 1 報以上）を提出し、最
終試験に合格することが必要である。 
必修科目は、博士前期課程 1 年次の下記科目 1 つだけが定められており、各研究室で行われる研究
指導活動である。 
第4-22図表 広島大学理学研究科物理科学専攻の必修科目 
学年 必修科目 
博士前期課程 1 年次 「物理科学特別研究」 
 
選択科目は、「基礎」「専門」「セミナー」に区分されており、「基礎」は物理科学専攻の共通科目として
設定されているが必修ではない。「専門」科目の中にある「放射光科学院生実験」は、大学院生の実験ス
キルの習得を狙って開設されている。 
履修登録はオンラインシステムで学生が直接登録するが、履修科目の登録と同時に、所定の「研究指
導届」に研究題目を記入し、主指導教員および副指導教員の承認印をもらい、理学研究科学生支援室
に提出することになっている。 
その他、物理学科学専攻単独ではなく、理学研究科全体の取り組みとして、専攻の枠を越えた融合領
域の授業科目として毎年異なるテーマのもとに開設される「理学融合基礎概論」が提供されている。さら
に、理学の枠を越えて自然科学・技術系研究科（理学、工学、総合科学、先端物質科学および生物圏科
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学）の学生を対象とした「5 研究科共通講義」および「5 研究科共通セミナー」が提供されている。 
 
第4-23図表 広島大学 5 研究科共通講義 
授業科目 単位数 開講部局 実施センター 
理工系キャリアパスセミナー 1 理学研究科 キャリアセンター 
放射光科学特論Ⅰ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
放射光科学特論Ⅱ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
ベンチャー起業論（ＭＯＴ-1） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術戦略（ＭＯＴ-2） 2 工学研究科 産学連携センター 
知的財産および財務会計論（ＭＯＴ-3） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術移転論（ＭＯＴ-4） 2 工学研究科 産学連携センター 
 
③ 論文審査 
博士前期課程は、修士論文を主査および副査（各 1 名）に提出する。論文発表会を専攻内公開で開
催（発表時間 14 分、質疑応答 5 分）、教員全員が独創性・論理性・積極性・発表能力・コミュニケーション
能力を評価し（評点各 10 点）、教員会で合否を判定する。なお、博士課程進学者に対しては、これをもっ
て専門知識と関連知識を問う口頭試問（発表時間 20 分、質疑応答 5 分）とする。 
博士後期課程は、博士学位請求論文の提出後、主査及び副査（4 名）による予備審査会（発表時間 40
分、質疑応答 20 分）にて、論文内容に関する専門知識及び関連知識を問う口頭試問を行う。論文発表
会を公聴会として開催し（発表時間 45 分）、終了後に審査会を開催する。 
博士論文の審査委員会は「学位請求論文の内容に関係の深い専門分野の教授3名以上」、試問委員
会は「学位請求論文の内容に関係の深い専門分野の教授 3 名以上」かつ「他専攻の教授を含む」という
条件の下で教授会が設置すると定められている。 
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(6) 広島大学工学研究科機械システム工学専攻のカリキュラム構成 
① 入学要件（入学者の選抜） 
入学者の選抜は以下の通り。博士前期課程で英語能力を求めている点が特徴である。 
 
第4-24図表 広島大学工学研究科機械システム工学専攻の入学者選抜 
課程 区分 入学者の選抜 
博士前期課程 推薦選抜 （出願資格） 
・TOEICR スコア 500 点以上 
・「工学系数学統一試験」を受験し，各専攻が掲げる出願要件を満たす者 
（入学者選考方法） 
・書類審査 
・口述試験 
一般選抜 （出願資格） 
・TOEIC400 点以上のスコア証明書が出願時に提出できる者 
（入学者選考方法） 
・書類審査 
・筆記試験（専門科目Ⅰ） 
・筆記試験（専門科目Ⅱ） 
・口述試験 
博士後期課程 一般選抜 （入学者選考方法） 
・学力検査（外国語，専門科目） 
・修士学位論文に関する試問及び口頭試問 
・書類審査 
社会人選抜 （入学者選考方法） 
・筆記試験（英語，学術試験） 
・口述試験 
・書類審査 
外国人選抜 （入学者選考方法） 
・口述試験 
・書類審査 
（注）入学要件として、国内大学全体に共通する項目は省略。 
出典：広島大学ウェブサイト（http://www.hiroshima-u.ac.jp/eng/GS-admissionB/index.html）より作成 
 
② コースワーク 
大学院学則で、博士前期課程30単位以上が必要であると定められている。博士後期課程の必要単位
数について定めはないが、必修科目（機械システム工学講究Ⅲ～Ⅴ）が設定されている。 
2001 年、大学院重点化に伴い、教育カリキュラムの改定を行った。機械工学分野を 3 コース（（1）生産
科学コース、（2）設計工学コース、（3）エネルギー工学コース）に分けて教育すべき内容を設定している。
コース毎に共通して必要な授業科目をコア科目（8 科目）として指定している。それ以外に専攻で開設さ
れている 38 科目を専門科目としている。学生は自分の所属するコースに応じて 
z 自分のコースのコア科目から 4 科目 8 単位以上、 
z それ以外のコア科目および専門科目の必修と選択科目から 16 単位以上 
z 工学研究科共通科目の必修を含めて 4 単位以上、 
z 自専攻の開設科目、他専攻の開設科目（特別講義を除く）、前述以外の共通科目から 
から 34 単位以上を取得する。 
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2008 年度に授業時間割表の改定を行い、講義をできるだけ午前中に集め、午後は研究指導が受けら
れるように設計している。また開設講義を前期、後期に分散させ、受講学生数が特定時期に過剰に授業
科目を履修することのないようにしている。 
 
第4-25図表 広島大学工学研究科機械システム工学専攻の科目 
科目区分 履修区分 科目名 配当年次 
コア科目 選択必修 精密工作学特論 1 または 2 
  材料物理学特論 1 または 2 
  応用物理学特論 1 または 2 
  弾塑性学特論 1 または 2 
  設計学特論 1 または 2 
  材料強度学特論 1 または 2 
  材料プロセス特論 1 または 2 
専門科目 必修科目 機械システム工学講究Ⅰ 1 
  機械システム工学講究Ⅱ 2 
  機械システム工学講究Ⅲ 3（博士後期課程 1 年） 
  機械システム工学講究Ⅳ 4（博士後期課程 2 年） 
  機械システム工学講究Ⅴ 5（博士後期課程 3 年） 
  機械システム工学セミナーⅠ 1 
  機械システム工学セミナーⅡ 2 
 選択必修科目 （複数） 1 または 2 
 自由選択科目 （複数） 1 または 2 
 
なお機械システム工学専攻では大講座制をとっており、各講座と教育科目が以下のように対応してい
る。 
 
第4-26図表 広島大学機械システム工学専攻の教員と科目対応 
大講座 教育科目 教授 准教授・講師 助教
材料複合工学 ●● ●●   
材質制御工学 ●● ●● ●●
材料成形工学   ●● ●●
材料物理学   ●● ●●
工学基礎（留学生）   ●●   
材料強度学 ●● ●● ●●
熱工学 ●●   ●●
反応気体力学 ●● ●● ●●
燃焼工学 ●● ●● ●●
プラズマ基礎科学 ●● ●● ●●
量子エネルギー工学 ●● ●● ●●
材料力学 ●●   ●●
機械力学 ●● ●● ●●
機械要素学 ●●   ●●
流体工学 ●● ●● ●●
生産システム ●● ●● ●●
制御工学 ●● ●● ●●
機械加工システム ●● ●● ●●
弾塑性工学 ●● ●● ●●
機械材料工学
エネルギー工学
設計工学
知能化生産工学
 
出典：広島大学ウェブサイト（http://www.hiroshima-u.ac.jp/mec/labo/index.html） 
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履修登録はオンラインシステムで学生が直接登録するため、指導教員による履修指導は行われていな
い。以前は「紙媒体」で指導教員による捺印が必要であったが、システム化により不要となったためである。
広島大学工学研究科の大学院カリキュラムの特徴として、教育プログラムの国際化を積極的に進めてい
ることが挙げられる。 
具体的には、博士前期課程では、全講義の英語化（当面は講義資料の英文化に着手）、海外インター
ンシップ、海外共同研究、4-D 型プログラム(4Ｄ型の「Ｄ」は Double を意味しており、特徴のある海外協定
校と密接に連携し、学生を相互に派遣して両校の教員が研究指導を実施することにより、指導教員のダ
ブル化、教育場所のダブル化、派遣のダブル化、および交流方向のダブル化の 4 つの「Ｄ」を実現する)
を推進している。博士後期課程では留学生向けに「技術移転がわかる留学生プログラム」を推進してい
る。 
 
 
第4-27 図表 広島大学工学研究科の教育プログラムの国際化 
出典：広島大学工学研究科提供資料 
③ 論文審査 
修士論文の審査委員は指導教員および論文に関係ある教員 1 名以上（ただし、論文に関係ある教員
を 1 名のみとする場合には、原則として指導教員と同じ教育科目を担当している教員は不可）となってい
る。また審査委員は研究科代議員会が決定する。 
博士論文の審査は、予備審査と（本）審査から構成されている。予備審査の委員は、指導教員が指名
し、予備審査委員会で適当と認めてはじめて学位申請の手続きが可能となる。本審査の委員は、指導教
員の所属する専攻の推薦による研究科代議員会が定める。具体的には、研究科の教員から選出された 3
名以上（教授を 2 名以上含むものとする）の審査委員をもって構成される。 
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(7) UMCP 物理学 Ph. D.コースの場合188 
自分の専門領域以外の専門科目を 2 科目以上、履修することを義務化している。また、研究動向のプ
レゼンテーションを Ph.D.候補（Candidate）になった後に行わせる。 
 
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【必修】論文リサーチ、リサーチ・ゼ
ミ
【選択必修】 *1ラボ、応用科目【コ
ア科目】一般物理学*2 （必修科
目ではない）
リサーチワーク
・毎年進捗報告
*１：この他、理論学生対象の選択必修科目（量子力学関係）あり。
*2：Theoretical Dynamics、 Methods of Statistical Physics、 Methods of Mathematical Physics、
Electrodynamics、 Introduction to Quantum Mechanics
出典：メリーランド大学カレッジパーク校ウェブサイト
（http://www.physics.umd.edu/academics/grad/Current/BlueBook.htm）
TA
RA
論文審査
Preliminary Research Presentation
論文
執筆
候補者資格試験（Qualifying Examination）
 
第4-28図表 UMCP 物理学 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
                                              
188 取得可能学位は M.S.と Ph.D.の 2 種類が用意されている。M.S.は修士論文を提出するコースと提出しないコースが存在する。結果とし
て、M.S.（修士論文あり）、M.S.（修士論文なし）、Ph.D.の 3 コースが用意されており、それぞれ別個の修了要件が設定されている。 
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① 入学要件 
第4-29図表 UMCP の物理学専攻の入学要件 
区分 必要書類・要件 GRE 学部成績 英語スコア 
共通 
（外国人） 
・大学学部（4 年）学位 
・申請書類フォーム 
・学部・大学院レベルの学位・成
績証明書写し 
・経済状況申告書（外国人のみ）
・ビザ関係書類（外国人のみ） 
必須ではない 3.0 (B) 
・TOEFL 
 iBT100 
 Speaking22 
 他 3 分野 26 
・IELTS7.0 
 （総合） 
 各分野 7＊
Speaking6.5 
 仮受入 
 総合 6.0 
 各分野 6 
物理 
・学士（物理） 
＋推薦状 3 通 
General  
Physics 
 （合格者平均 785）
＊Physics のみ 
3.7 
(実質平均） 
･TOEFL 
 PBT575 
（外国からの志
願者のみ） 
出典： UMCP ウェブサイト（http://www.gradschool.umd.edu/gss/admission.html、 
http://international.umd.edu/sparkplug/common/images/ies/EnglishTestRequirements2009.pdf、 
http://www.gradschool.umd.edu/catalog/programs/phys.htm） より作成 
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② コースワーク 
自分の専門領域以外の専門科目を 2 科目以上、履修することを義務化している。 
コア科目については、必修科目ではないが、候補者資格試験合格のためには、これらの科目の知識
が不可欠となっている。 
ラボ科目のうち 1 科目の履修が必要である。 
 
第4-30図表 Ph.D.プログラムの修了要件（UMCP 物理学） 
<Ph.D. 修了要件> 
1. Preliminary Exam（事前試験）に合格することで物理学の基本的な知識を有していることを証明すること。Preliminary 
Exam の成績が不十分な場合には、口頭試験を課すこともある。 
2. Graduate Laboratory (PHYS621)あるいは Research Electronics (PHYS 685)もしくはそれに代わる科目を、B 以上の
成績で履修、単位取得すること。 
3. 理論物理を専攻する学生は、PHYS624 もしくは PHYS 625 を、B 以上の成績で履修、単位取得すること。 
4. リサーチ・セミナー「物理の基礎と最前線（Foundations and Frontiers of Physics）」（0 単位）を、3 学期終了時点まで
に履修すること。 
5. Preliminary Research Presentation（事前研究報告）を実施し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュ
ア・トラック保持者）により承認を受けること。 
6. 4 年次終了までに Ph.D.候補者（Candidate）となること。Ph.D.候補者になるためには、上記の要件 1,2,4,5 を満たすこ
とに加え、学術論文（Scholarly Paper）を 1 本執筆し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュア・トラック
保持者）により承認を受けることが条件となる。 
7. 専門分野（field of specialization）以外から 2 科目を履修すること。そのうち最低一科目は物理プログラムの 700 番台
（もしくはそれ以上）科目であること。 
8. 少なくともセミナー2 単位、論文研究科目 12 単位以上を履修し、独創性を有する博士論文を発表し、ディフエンスを
通過すること。 
9. 大学院の算出基準に基づく最終的な GPA が 3.0 以上で修了すること。 
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.umdphysics.umd.edu/index.php/academics/graduate/requirements.html）より作成 
③ RA・TA 
GRA（Graduate Research Assistantship）は候補者資格試験の合格後からで、Research assistantships
となっているが、基本的には自分自身の研究活動に専念できる。 
GTA（Graduate Teaching Assistantships）は、週 20 時間、クラスの運営全般を補助する。まだ指導教員
が決定していない学生が優先される。 
なお、GTA を希望する外国人学生は、英語要件として、Maryland English Institute (MEI)による
evaluation program へ参加した後でなければ、GTA が認められない。 
④ 候補者資格試験（Qualifying Examination） 
Classical Physics、Quantum Physics の 2 分野から各 5 問（計 10 問）が出題される筆記試験であり、
4 問合格する必要がある。2 日かかる負荷が高い試験である。1 年次末までにどちらかの分野の試験
を受験することが必須である。最終的には両方に合格する必要があり、合格期限は初回受験の 1 年後ま
でである。年に 2 回行われるので、チャンスは 3 回となる。 
⑤ Preliminary Research Presentation 
候補者資格試験合格後 1 年以内に実施される。 
口述試験であり、当該エリアの研究動向の概要報告、学生自身が実施した研究内容の報告、あるいは
その組み合わせのいずれか。前者はファカルティ成員 2 名（うち 1 人はテニュア持ち）に承認してもらう必
要がある。後者は指導教員と相談の上作成。 
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第4-31図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UMCP 物理学） 
Year No Courses
1st PHYS 601 Theoretical Dynamics
1st PHYS 603 Methods of Statistical Physics
1st PHYS 604 Methods of Mathematical Physics
1st PHYS 606 Electrodynamics
PHYS 615 Nonlinear Dynamics of Extended Systems
2nd PHYS 621 Graduate Laboratory
1st PHYS 622 Introduction to Quantum Mechanics I
1st PHYS 623 Introduction to Quantum Mechanics II
PHYS 624 Advanced Quantum Mechanics
PHYS 625 Non-relativistic Quantum Mechanics
PHYS 675 Introduction to Relativity, Gravitation and Cosmology
2nd PHYS 685 Research Electronics
PHYS 704 Statistical Mechanics
PHYS 708 Seminar in Teaching College Physics
PHYS 709 Seminar in General Physics
PHYS 711 Symmetry Problems in Physics
PHYS 715 Chaotic Dynamics
PHYS 718 Seminar in General Physics
PHYS 719 Seminar in General Physics
PHYS 721 Atomic and Optical Physics I (Survey)
PHYS 722 Atomic and Optical Physics II
PHYS 726 Research Group Rotation in Quantum Optical Information
PHYS 728 Seminar in Atomic and Molecular Physics
PHYS 731 Solid State Physics: Survey
PHYS 732 Introduction to Solid State Physics II
PHYS 738 Seminar in Experimental Solid State Physics
PHYS 739 Seminar in Theoretical Solid State Physics
PHYS 741 Nuclear Physics: Survey
PHYS 748 Seminar in Experimental Nuclear Physics
PHYS 749 Seminar in Theoretical Nuclear Physics
PHYS 751 Elementary Particle Physics I: Survey
PHYS 752 Elementary Particle Physics II: Theory
PHYS 758 Seminar in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 759 Seminar in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 761 Plasma Physics I: Survey
PHYS 762 Plasma Physics II
PHYS 769 Seminar in Plasma Physics
PHYS 776 Advanced Gravitation Theory
PHYS 778 Seminar in Space and Cosmic Ray Physics
PHYS 779 Seminar in General Relativity
PHYS 798 Special Problems in Advanced Physics
PHYS 798B PHYSICS COLLOQUIUM
PHYS 798C INTRO TO SPRCNDUCTIVIY
PHYS 798D APPLIED DYNAMICS SEMINAR
PHYS 798E HIGH TEMP SPRCNDCTVTY
PHYS 798L BIOPHYSICS
PHYS 798N BIOPHYS MOTION IN CELLS
PHYS 799 Master's Thesis Research
PHYS 808 Special Topics in General Physics
PHYS 809 Special Topics in General Physics
PHYS 818 Special Topics in General Physics
PHYS 819 Special Topics in General Physics
PHYS 828 Special Topics in Atomic and Molecular Physics
PHYS 829 Special Topics in Quantum Mechanics and Quantum Electronics
PHYS 832 Theory of Solids I
PHYS 838 Special Topics in Experimental Solid State Physics
PHYS 838A CURR TOP SURFACE PHYS
PHYS 838C SUPERCONDUCTIVITY
PHYS 839 Special Topics in Theoretical Solid State Physics
PHYS 839A SP TOP PHYS SOL ST
PHYS 849 Special Topics in Theoretical Nuclear Physics
PHYS 851 Advanced Quantum Field Theory
PHYS 858 Special Topics in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 859 Special Topics in Elementary Particles and Quantum Field Theory
PHYS 869 Special Topics in Plasma Physics
PHYS 878 Special Topics in Space and Cosmic Ray Physics
PHYS 879 Special Topics in General Relativity
PHYS 888 Special Topics in Applied Physics
PHYS 889 Special Topics in Interdisciplinary Problems
PHYS 898 Pre-Candidacy Research
PHYS 899 Doctoral Dissertation Research  
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.physics.umd.edu/academics/grad/Current/BlueBook.htm）より作成 
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(8) UMCP 機械工学 Ph. D.プログラムの場合 
修士プログラムからの転入者に対し 24 単位までの単位転用を認める。また修士プログラムの成績優秀
者で資格試験（Qualifying Exam）に合格すれば修士論文無しで Ph.D.プログラムに移行できる。 
資格試験の際には、あえてリサーチでの専門とは異なった内容が試験の対象となる。 
 
コースワーク
【選択必修】数学関係：6ユ
ニット以上
リサーチワーク
博士論文リサーチ
（18ユニット）
論文計画書*1
（Dissertation Proposal）
論文
執筆
論文審査
*1：修士課程からの進学者と学士課程からの進学者とでは、時期が異なる。ここでは、学士課程
からの進学者について説明。
出典：メリーランド大学カレッジパーク校ウェブサイト
（http://www.enme.umd.edu/grad/phd-req.html）
RA
TA
論文計画書のディフェンス（Proposal Defense）
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
候補者資格試験（Qualifying Examination） *1
 
第4-32 図表 UMCP 機械工学専攻 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
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① 入学要件 
第4-33図表 UMCP 機械工学専攻の入学要件 
区分 必要書類・要件 GRE 学部成績 英語スコア 
共通 
（外国人） 
・大学学部（4 年）学位 
・申請書類フォーム 
・学部・大学院レベルの学位・成
績証明書写し 
・経済状況申告書（外国人のみ）
・ビザ関係書類（外国人のみ） 
必須ではない 3.0 (B) 
・TOEFL 
 iBT100 
 Speaking22 
 他 3 分野 26
・IELTS7.0 
 （総合） 
 各分野 7＊
Speaking6.5 
 仮受入 
 総合 6.0 
 各分野 6 
機械工学 
・学士（特に機械工学、その他理
工系も可） 
＋推薦状 3 通 
General 
Verbal+Quantitative 
(1200) 
 Analytical Writing 
(4.5) 
＊最低スコア指定有 
3.2 
（要求） 
At least a 3.2 
G.P.A. (on a 
4.0 scale) 
・TOEFL 
 PBT577 
 CBT230 
 iBT85 
（ 外 国 か ら の
志願者のみ） 
出典： UMCP ウェブサイト（http://www.gradschool.umd.edu/gss/admission.html、 
http://international.umd.edu/sparkplug/common/images/ies/EnglishTestRequirements2009.pdf、 
http://www.gradschool.umd.edu/catalog/programs/enme.htm） より作成 
② コースワーク 
大学院のコースワークから 42 単位(credits)以上が必要であり、少なくとも 18 単位(credits)は UMCP の
コースワークでなければならない。つまり、他の認定された大学の大学院コースワークの 24 単位(credits)
までは、アドバイザーと大学院 Committee の許可のもとで含めることができる。すべての単位(credits)は
600 レベル以上から得たものでなければならない。また。数学から 6 単位(credits)取得する必要がある。 
③ RA・TA 
RA(GRA)、TA(GTA)制度がある。GTA を希望する外国人学生は、英語要件として、Maryland English 
Institute (MEI)による evaluation program へ参加した後でなければ、GTA が認められない。 
④ 候補者資格試験（Qualifying Examination）  
テーマは、試験委員会が指定するもので、受験者のリサーチワークとは異なる分野である。どの分野に
進むにも必要となる研究テーマ（Research Agenda）を見つけられる能力を身につけさせることをねらって
いる。 
指定されたテーマ（学生には 10 日前に通知される）に関する文献学習を行い、指定されたフォーマット
でのサマリーを口述試験の 3 日前までに提出する必要がある。口述試験では 15 分間のプレゼンテーショ
ンの後、質問（テーマに直接関係ない場合もあり）が行われる。 
⑤ 論文審査委員会（Dissertation Committee） 
論文計画書の審査および論文の最終審査を行う。 
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第4-34図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UMCP 機械工学） 
Year No Courses
ENME 600 Engineering Design Methods
ENME 601 Manufacturing Systems Design and Control
ENME 602 MEMS Device Physics and Design
ENME 603 Advanced Mechanisms and Robot Manipulators
ENME 605 Advanced Systems Control
ENME 610 Engineering Optimization
ENME 611 Geometric Modeling for CAD/CAM Applications
ENME 616 Computer-Aided Manufacturing
ENME 625 Multidisciplinary Optimization
ENME 627 Manufacturing with Polymers
ENME 631 Advanced Conduction and Radiation Heat Transfer
ENME 632 Advanced Convection Heat Transfer
ENME 633 Molecular Thermodynamics
ENME 635 Energy Systems Analysis
ENME 640 Fundamentals of Fluid Mechanics
ENME 641 Viscous Flow
ENME 642 Hydrodynamics I
ENME 644 Fundamentals of Acoustics
ENME 646 Computational Fluid Dynamics
ENME 647 Multiphase Flow and Heat Transfer
ENME 656 Physics of Turbulent Flow
ENME 657 Analysis of Turbulent Flow
ENME 660 Miroelectronic Components Engineering
ENME 661 Dynamic Behavior of Materials and Structures
ENME 662 Linear Vibrations
ENME 664 Dynamics
ENME 665 Advanced Topics in Vibrations
ENME 667 Turbulence Simulations
ENME 670 Continuum Mechanics
ENME 672 Composite Materials
ENME 673 Energy and Variational Methods in Applied Mechanics
ENME 674 Finite Element Methods
ENME 677 Elasticity of Advanced Materials and Structures
ENME 678 Fracture Mechanics
ENME 680 Experimental Mechanics
ENME 684 Modeling Material Behavior
ENME 690 Mechanical Fundamentals of Electronic Systems
ENME 693 High Density Electronic Assemblies and Interconnects
ENME 695 Failure Mechanisms and Reliability
ENME 700 Advanced Mechanical Engineering Analysis I
ENME 704 Active Vibration Control
ENME 705 Non-Newtonian Fluid Dynamics
ENME 706 Impact of Energy Conversion on the Environment
ENME 707 Combustion and Reacting Flow
ENME 710 Applied Finite Elements
ENME 711 Vibration Damping
ENME 712 Measurement, Instrumentation and Data Analysis for Thermo-Fluid Processes
ENME 760 Mechanics of Photonic Systems
ENME 765 Thermal Issues in Electronic Systems
ENME 770 Life Cycle Cost and System Sustainment Analysis
ENME 775 Manufacturing Technologies for Electronic Systems
ENME 780 Mechanical Design of High Temperature and High Power Electronics
ENME 785 Experimental Characterization of Micro- and Nanoscale Structures
ENME 788 Seminar
ENME 799 Master's Thesis Research
ENME 808K Advanced Topics in Mechanical Engineering: Micro-Electro-Mechanical Systems I (MEMS I)
ENME 808B -- BIO-MICROFLUIDICS
ENME 808D -- SUSTAIN ENRGY PRD & UTIL
ENME 808G -- FLEXBLE MACROELECTRONICS
ENME 808P -- ADV MTHDS RISK-BSD DSGN
ENME 808R -- FIBER OPTICS
ENME 808Y -- DEFORMBLE BODIES & BHVR
ENME 808Z -- ELECTRONIC PROD DEVELOP
ENME 898 Pre-Candidacy Research
ENME 899 Doctoral Dissertation Research  
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.enme.umd.edu/grad/phd-req.html）より作成 
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(9) UMCP バイオエンジニアリング Ph. D.プログラムの場合 
Ph.D.論文の提出に量的要件（査読論文 2 件）を設けている。 
1 年次の研究適性試験の際から、比較的大量（10 ページ）の研究計画の発表が求められる。 
ラボへの訪問でも、具体的な数的目標を設けている。 
 
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【必修】
・コア科目（5科目）（ラボ含む）
【選択必修】ライフサイエンス、工学、
数学、コンピュータ科学分野から各
2科目
リサーチワーク
・毎年進捗報告
・Ph.D. レベルとして査
読付き論文2件以上の
発表を推奨
・論文リサーチ
（18credits以上）
・セミナー（毎学期）
論文計画書
（Dissertation Proposal）
論文
執筆
論文審査
（注）RAについては、明示的に示されていない。
出典：メリーランド大学カレッジパーク校 Bioengineering Graduate Program Student Handbook 
(Updated July 28, 2008) 
（http://www.bioe.umd.edu/documents/bioe-grad-handbook-07-2008.pdf ）
RA
TA
論文計画書のディフェンス（Proposal Defense）
研究適性試験（Research Aptitude Exam）
 
第4-35 図表 UMCP バイオエンジニアリング専攻 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
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① 入学要件 
第4-36図表 UMCP のバイオエンジニアリング専攻入学要件 
区分 必要書類・要件 GRE 学部成績 英語スコア 
共通 
（外国人） 
・大学学部（4 年）学位 
・申請書類フォーム 
・学部・大学院レベルの学位・成
績証明書写し 
・経済状況申告書（外国人のみ）
・ビザ関係書類（外国人のみ） 
必須ではない 3.0 (B) 
・TOEFL 
 iBT100 
 Speaking22 
 他 3 分野 26 
・IELTS7.0 
 （総合） 
 各 分 野 7 ＊
Speaking6.5 
 仮受入 
 総合 6.0 
 各分野 6 
バイオ 
・学士(エンジニアリング、生物、
物理、数学) 
＋推薦状 3 通 
General 共通 
共通 
（ 外 国 か ら の 志
願者のみ） 
出典： UMCP ウェブサイト（http://www.gradschool.umd.edu/gss/admission.html、 
http://international.umd.edu/sparkplug/common/images/ies/EnglishTestRequirements2009.pdf、 
http://www.gradschool.umd.edu/catalog/programs/bioe.htm） より作成 
② コースワーク 
コ ー ス ワ ー ク は 45 単 位 (credits) 以 上 の 履 修 が 必 要 で あ る 。 通 常 1 年 次 に 必 修 科 目
（BIOE601,602,603,604）、1～2 年次前期に選択科目(生命科学、工学、数学、コンピュータ科学分野から
各 2 コース選択)を履修する。また 2 年次以降、毎学期 Seminar Series（BIOE 608）への出席が必須となっ
ている。 
Ph.D.プログラムの学生は、最低 3 つのラボの訪問（（BIOE605/606：ラボ・ローテーション）が必須となっ
ている。 
リサーチについては、2 年次前期はパートタイム、後期以降はフルタイムで実施する。 
③ RA・TA 
Ph.D.プログラムの学生は、2 学期の TA が必須となっている。 
④ 研究適性試験（Research Aptitude Exam） 
通常 1 年次の後期（second semester）が始まる前に受けなければならない。 
配布された problem statements の 4 つの問題の中から 1 つを選択し、その回答を一週間で調査を行い、
Written Proposal および Oral Presentation を行うことが必須となっている。Oral Presentation は、3 名のフ
ァカルティ・メンバーからなる審査委員会で発表する必要がある。 
Written Proposal では、与えられた研究課題に対して、自分であればどの様なアプローチで研究する
かを説明し、Oral Presentation では Written Proposal の要点を委員会メンバーに説明する。通常は、当
該分野におけるフィールド・リサーチと実験計画が求められる。 
研究適正試験(RAE)の成績判定は「合否」のみであり、もし学生が最初の RAE に合格しなかった場合
には、もう一度 RAE を受けることが可能であるが、再度、合格しなかった場合には、それ以上、Ph.D.プロ
グラムを続けることはできない（その場合、修士号（M.S.）を取ることはできる）。 
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第4-37図表 RAE の概要 
PART I: WRITTEN PROPOSAL 
The objective of the written proposal is to communicate how a specific research problem may be investigated. The 
following details the sections required within the written proposal as well as the purpose of each section: 
z Abstract: State why the field (your problem) is significant, the objective, and the strategy to solve the specific 
problem. Typically, an abstract is one page or less in length. 
z Specific Aims: State a global hypothesis, specific hypotheses, and specific aims which will address the specific 
hypotheses. 
z Background and Preliminary Studies: Introduce the fields pertinent to your proposal as well as any preliminary 
calculations or research results. Depending upon your background and problem, you may or may not discuss 
preliminary studies. 
z Research Design and Methods: Outline detailed experiments which will investigate each hypothesis, and therefore 
each specific aim. Each experiment should contain an objective, experimental plan, and success criterion. The 
information provided in the experimental plan (or the cited references in the experimental plan) should allow a 
reader to carry out the proposed plan. Include a methods section, resources required to perform your experimental 
plan, and a time line. The experimental plan is the heart of the proposal. 
z Cited References: Cite sources for background information and experimental plan. 
The proposal is not to exceed 10 pages using a 12pt font and 1.5 line spacing. The 10 page limitation covers the proposal 
body text, as well as any figures, tables and schemes. The title page, abstract, and cited references do not count toward 
the 10 page limitation. 
 
PART II: ORAL PRESENTATION 
The objective of the oral presentation is to succinctly communicate the key points of the written proposal. Typically, 
this would require an introduction that presents the field of research and then a discussion of the experimental plan. The 
presentation should not last longer than 20 min. This guideline would generally be interpreted to also mean that the 
presentation should not be longer than 15 slides. Both during and after the presentation, the committee may ask 
questions concerning the proposal, as well as relevant background topics. Each student will be notified by email of the 
place and time of the oral presentation. The presentations should be delivered using Microsoft PowerPoint. A laptop 
computer and LCD projector will be provided on the day of the presentation. 
出典：University of Maryland, College Park「Bioengineering Graduate Program Student Handbook」 
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第4-38図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UMCP バイオエンジニアリング） 
Ph.D MS
First Year BIOE 601 Biomolecular and Cellular Rate Processes ◎ ◎
First Year BIOE 602 Cellular and Tissue Biomechanics ◎ ◎
First Year BIOE 603 Electrophysiology of the Cell ◎ ◎
First Year BIOE 604 Cellular and Physiological Transport Phenomena ◎ ◎
First Year BIOE 605 Laboratory Rotations I ◎
First Year BIOE 606 Laboratory Rotations II
BIOE 608 Bioengineering Seminar Series
BIOE 610 Instrumentation in Biological Systems
BIOE 611 -- TISSUE ENGINEERING
BIOE 631 -- POROUS FLOW MODELING
BIOE 645 Advanced Engineering Start Up Ventures
BIOE 799 Master's Thesis Research ◎
BIOE 808K -- MEMS I
BIOE 898 Pre-Candidacy Research
BIOE 899 Doctoral Dissertation Research ◎
BIOE 689 Special Topics In Bioengineering: Use of Genomics and Proteomics in Infectious Diseases
BIOE 689M Special Topics In Bioengineering:
BIOL 620 Cell Biology (Offered with laboratory as BSCI 421)
BIOL 622 Membrane Transport Phenomena
BIOL 651 Physical Chemistry for Biologists
BIOM 601 Biostatistics I
BCHM 463 Biochemistry of Physiology
BCHM 669 Biological Mass Spectronomy
BSCI 422 Principles of Immunology
CHEM 403 Radiochemistry
CHEM 705 Nuclear chemistry
MOCB 630 Eukaryote Molecular Genetics
MOCB 639 Advanced Cell Biology
MOCB 640 Protein Structure and Function
NACS 641 Introduction to Neurosciences
NACS 728R Computational Neuroscience
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Evolutionary Computation and Artificial Life
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Medical Imaging and Imaging Analysis
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Introduction to Biomaterials
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Polymers, Bio-Polymers and their Applications in Nano- and Bio-Techn
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Chemical and Biological Detection
BIOE 689M Special Topics in Bioengineering: Cell Motility
BIOE 689 Special Topics in Bioengineering: Bionanotechnology: Physical Priciples
BIOE 689Q Special Topics in Bioengineering: Quantitative Cell Physiology
AMSC 666 Numerical Analysis I
CMSC 828U Advanced Topics in Information Processing: Exploiting Biological Resources
ENCH 620 Methods of Engineering Analysis
ENCH 648 Special Topics in Chemical Engineering: Advanced Biochemical Engineering
ENEE 631 Digital Imaging Processing
ENEE 719 Advanced Topics in Microelectronics: Mixed Signal VLSI Circuit Design
ENMA 620 Polymer Physics
○
（Engineering,
Mathematics, or
Computer
Science
Electives - two
courses）
○
（Life Science
Electives - two
courses）
RequirementYear NO Courses
 
出典：University of Maryland, College Park「Bioengineering Graduate Program Student Handbook」より作成 
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(10) UCB 物理学 Ph. D.プログラムの場合 
基本的に Ph.D.取得を目指した教育課程となっている。取得可能な学位としては M.A.と Ph.D.の 2 種
類であるが、M.A.のみを取得目的とした学生の入学は認めていない。（Ph.D.取得の過程で M.A.取得が
可能となっている）  
Preliminary Exam. が大きな関門を担っている。Ph.D. candidate となるには、Preliminary Exam. に合
格後、さらに Qualifying Exam. に合格する必要がある。特に Preliminary Exam.は筆記・口頭それぞれが
数回に別れて行われており、大きな関門となっている。 
正式な Ph.D. candidate となる前（Qualifying Exam.以前）から、各教員の研究活動に関するプレゼンテ
ーションや、学生によるポスターカンファレンスなど研究に関する活動が行われている。また、付属・提携
研究所（例：ローレンス・バークレー国立研究所）等への訪問を推奨している。 
指導教員は学生を GSR(RA)として雇用することが前提となっており、学生は一定の成績条件を満たし
ていれば、ほぼ自動的に RA・TA のポストが用意される。 
 
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【必修】3科目
【選択必修】19 units
【その他】TA、RAトレーニング
科目、定期会合、セミナー
リサーチワーク
・年次研究報告
TA
graduate 
student 
instructor
RA
Graduate 
Student 
Researcher
*Qualifying ExamはPreliminary Examに合格後受験可。ここではdeadlineを示した。
出典：カリフォルニア大学バークレー校ウェブサイト
（http://physics.berkeley.edu/academics/grad/09_GradProgram.pdf、
http://physics.berkeley.edu/academics/grad/prelim-description.pdf ）
M.A.の授与（Option）
論文審査
候補者資格試験（Qualifying Examination）*
論文
執筆
Preliminary 
Examination
 
第4-39 図表 UCB 物理学専攻 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
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① 入学要件 
第4-40図表 UCB 物理学専攻の入学要件 
区分 必要書類・要件 GRE 学部成績 英語スコア 
共通 
（外国人） 
・認証を受けた機関での学士号（もしくはそれ
相当）) 
・出願書類一式 
 Forms A/B：申請書類（氏名などを記入） 
 C-E：各種奨学金申請書（オプショナル） 
 F：志望動機・学歴及び職歴 
G：推薦状（必要推薦者数は下参照） 
・学位記及び成績表の写し（学部レベル全
て）：原語及びオフィシャルな英訳（厳封） 
・ビザ関係書類（外国人のみ） 
必須ではな
い 
3.0 (B) 
 
・TOEFL 
 PBT570 
 CBT230 
 iBT68 
・IELTS7.0 
 （総合） 
 
物理 
・関係分野の履修（必須ではない） 
＋推薦状 3 通 
General 
Physics 
Subject 
（3.5 B+) 
＊実質／物
理に関して 
共通 
 
出典： UCB（http://grad.berkeley.edu/programs/list.shtml、 
http://physics.berkeley.edu/index.php?option=com_content&task=view&id=95&Itemid=149、 
http://physics.berkeley.edu/academics/grad/09_GradProgram.pdf） より作成 
② コースワーク 
課程入学後 1 年次に、まずは電磁気学（Physics 209: Classical Electromagnetism）、統計物理学
（Physics 211: Equilibrium Statistical Physics）、量子力学（221A-B: Quantum Mechanics）の 3 科目
(courses)を履修することが義務付けられている。推奨されている履修モデルでは、前 2 科目が 1 学期目、
2 学期目に量子力学の履修を行うことになる。 
また、必修科目に加えて 5 学期（3 年次 1 学期）までに 18 単位(units)の選択科目を履修する必要があ
る。18 単位のうち最低 11 単位は 200 番台以降の大学院レベルの科目の履修により獲得しなければなら
ない。 
単位認定などの制度化がされておらず、具体的な修了要件には含まれないものの、1 年次（より厳密に
は、事前試験(Preliminary Exam.)受験前）に学生が行っておくべきこととして推奨されているのは、①プロ
グラム内外（提携）研究室訪問、②毎年秋に開催され、学生が教員に対して自らの専門分野のプレゼン
テーションを行う場となるポスター・カンファレンス、及び③将来 GRA/ GSI へ雇用され経済支援を受ける
ことを希望する者に対し、その前提となるトレーニング科目(Physics 251/ Physics 300)の受講の 3 点となる。
①と②を通じて 1-2 年次の学生は、研究指導を受けることを将来希望する教員に対して自らをアピール
すること、一方③では経済支援の前提という形で、研究と教育双方について最低限のスキルを身につけ
ることが念頭に置かれている。 
③ RA・TA 
ほとんどの大学院生に対して、Preliminary Examination を通過後に GSI(TA)か GRA(RA)のいずれかの
ポストが与えられる。 
GSI への推薦条件は GPA3.1 以上である。 
④ 事前試験（Preliminary Examination） 
各学期開始時に行われ、学部レベルの知識が深く習得できているかを問う内容である。筆記と口述に
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分かれており、1 年次に筆記試験のうち 1 種類の受験が必須である。1 回で合格する確率は 7 割前後とさ
れている。 
z 筆記試験：Classical（力学・電磁気学・光学）、Quantum（量子力学）の 2 種類で各 3 時間を要する。 
z 口述試験：筆記試験合格後に受験可。筆記試験と同じく Classical、Quantum の 2 種類があり、説明
能力より分析能力に主眼がおかれる。 
⑤ 候補者資格試験（Qualifying Examination） 
研究分野と関係領域に関する口述試験である。事前試験(Preliminary Exam.)合格後、4 学期終了時ま
でに合格する必要がある。 
 
第4-41図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UCB 物理学） 
Year NO Courses Requirement
C201 Introduction to Nano-Science and Engineering
C203 Computational Nanoscience
205A Advanced Dynamics
205B Advanced Dynamics
1st 209 Classical Electromagnetism ◎
1st 211 Equilibrium Statistical Physics ◎
212 Nonequilibrium Statistical Physics
216 Special Topics in Many-Body Physics
1st 221A Quantum Mechanics ◎
1st 221B Quantum Mechanics ◎
226 Particle Physics Phenomenology
C228 Extragalactic Astronomy and Cosmology
231 General Relativity
232A Quantum Field Theory I
232B Quantum Field Theory II
233A Standard Model and Beyond I
233B Standard Model and Beyond II
234A String Theory I
234B String Theory II
238 Advanced Atomic, Molecular, and Optical Physics
240A-240B Quantum Theory of Solids
242A-242B Theoretical Plasma Physics
250 Special Topics in Physics
1st 251 Introduction to Graduate Research in Physics
C254 High Energy Astrophysics
C285 Theoretical Astrophysics Seminar
290A Seminar
290B Seminar
C290C Cosmology
290D Seminar
290E Seminar
290F Seminar
290G Seminar
290H Seminar
290I Seminar
C290I Topics in Fluid Mechanics
290J Seminar
290K Seminar
290L Seminar
290N Seminar in Non-Neutral Plasmas
290P Seminar
290Q Seminar in Quantum Optics
290R Seminar
290S Seminar
290T Seminar
290X Seminar
290Y Seminar
290Z Seminar
295 Special Study for Graduate Students
299 Research
1st 300 GSI Training Seminar
602 Individual Study for Doctoral Students  
出典：UCB ウェブサイト（http://physics.berkeley.edu/academics/grad/09_GradProgram.pdf）より作成 
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(11) UCB 機械工学 Ph. D.プログラムの場合 
博士2種類（Ph.D./D.Eng.）、修士3種類（M.S.planⅠ/M.S.planⅡ/M.Eng.）の学位を設けており、授業
科目は共通として、学生の目的に応じて修了要件を変えている。学術志向（Ph.D./M.S.）と実学志向
（D.Eng./M.Eng.）、また学術志向の修士も論文あり（PlanⅠ）とプロジェクト・プレゼン（PlanⅡ）を分けてい
る。そのため、Ph.D.コースも学士課程から直接入学/修士課程から入学の両方を想定している。 
主専攻に加え副専攻 2 つを義務化しており、「主専攻」で GPA 要求（3.5 以上）するだけではなく、「副
専攻」にも GPA3.0 以上を求めるなど幅広い知識を要求している（M.Eng.課程においては工学(College of 
Eng.)以外からの科目履修を義務化（最低 8 単位）している）。また、ハース・ビジネススクールとの共同運
営である MOT プログラムをオプション（Certificate 授与）としている。 
事前試験(Preliminary Exam.)、候補者資格試験(Qualifying Exam.)においても主専攻について十分な
知識を身に付けているかを重視している。ただし、副専攻の一つは機械工学専攻外から選ばせ、幅広い
知識も身に付けさせることをねらっている。 
RA
Graduate 
Student 
Researcher
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【選択必修】主専攻：6科目、副専
攻（2分野選択）：各3科目
-1つの分野は機械工学学科外で
ある必要
【その他】コア科目（3～4科目）*2
リサーチワーク
・毎年進捗報告
論文審査
論文
執筆
*1：修士課程からの進学者と学士課程からの進学者とでは、受験時期が異なる。ここでは、学士課程
からの進学者について説明。
*2：履修を強く推奨している科目
出典：カリフォルニア大学バークレー校 Mechanical Graduate Student Handbook 2008-2009
（http://www.me.berkeley.edu/new/grad/StudentHandbook08-09.pdf）
TA
graduate 
student 
instructor
候補者資格試験（Qualifying Examination）
事前試験（Preliminary Examination）*1
Ph.D. Candidate Oral  
Presentation Seminar
 
第4-42 図表 UCB 機械工学専攻 Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
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① 入学要件 
第4-43図表 UCB の機械工学専攻入学要件 
区分 必要書類・要件 GRE 学部成績 英語スコア 
共通 
（外国人） 
・認証を受けた機関での学士号（もしくはそれ
相当）) 
・出願書類一式 
 Forms A/B：申請書類（氏名などを記入） 
 C-E：各種奨学金申請書（オプショナル） 
 F：志望動機・学歴及び職歴 
G：推薦状（必要推薦者数は下参照） 
・学位記及び成績表の写し（学部レベル全
て）：原語及びオフィシャルな英訳（厳封） 
・ビザ関係書類（外国人のみ） 
必須ではな
い 
3.0 (B) 
 
・TOEFL 
 PBT570 
 CBT230 
 iBT68 
・IELTS7.0 
 （総合） 
 
機械工学 
・認証あるいは相応の大学の学士（理工系に
実質限定 a） 
＋推薦状 3 通 
＋専攻内の分野の所属希望を尋ねるオリジ
ナル書類  
General 共通 共通 
出典： UCB ウェブサイト（http://grad.berkeley.edu/programs/list.shtml、 
http://www.me.berkeley.edu/new/grad/prospective.html#preparation、 
http://www.me.berkeley.edu/Grad/Areas/ME_Questionaire_L.htm） より作成 
 
② コースワーク 
入学直後の学生は、まず 1 つの主専攻（Major）と 2 つの副専攻（Minors）を決定する。 
36 単位(units)以上の履修が必要であるが、必修科目と定められている科目はない。ただし、コア科目
の3～4科目は履修が強く推奨されている。選択必修科目は、主専攻分野、副専攻分野（2分野）より選択
となる。主専攻の場合には 6 科目、副専攻の場合には 3 科目を履修することが推奨されている。 
なお、主専攻分野は、以下に挙げた分野から選択する。 
z Bioengineering 
z Combustion 
z Controls 
z Design 
z Dynamics 
z Fluid Mechanics 
z Heat Transfer 
z Manufacturing 
z Materials 
z MEMS 
z Ocean Engineering 
z Solid Mechanics 
z Continuum Mechanics 
 
TA（GSI：Graduate Student Instructor）を勤めるには、教授法の授業(ME301)履修が前提となっている
ため、事実上必修である。 
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③ RA・TA 
GSI(TA)については、在籍中に 1 学期行うことが義務づけられている。GPA3.1 以上の場合に推薦され
る。 
④ 事前試験（Preliminary Examination） 
年 2 回、学期はじめに実施される筆記試験である。全体の成績が GPA3.3 以上の学生のみ受験できる。
9 分野から主専攻を含む 3 分野に合格する必要がある。不合格の場合、再試験は 1 度のみ可能である。 
⑤ 候補者資格試験（Qualifying Examination） 
口頭試験。主専攻 4 科目、副専攻各 2 科目を指定の成績以上で修了後に受験可能。 
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第4-44図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UCB 機械工学） 
NO Courses
C212 Heat and Mass Transport in Biomedical Engineering
C213 Fluid Mechanics of Biological Systems
C214 Advanced Tissue Mechanics
C217 Biomimetic Engineering -- Engineering from Biology
C218 Introduction to MEMS Design
C219 Microelectromechanical Systems (MEMS)
220 Precision Manufacturing
221 High-Tech Product Design and Rapid Manufacturing
222 Advanced Manufacturing Processes
C223 Polymer Engineering
224 Mechanical Behavior of Engineering Materials
C225 Deformation and Fracture of Engineering Materials
226 Tribology
227 Mechanical Behavior of Composite Materials
228 Computer-Aided, Optimal Mechanical Design
229 Design of Basic Electro-Mechanical Devices
230 Real-Time Applications of Mini and Micro Computers
232 Advanced Control Systems I
233 Advanced Control Systems II
234 Multivariable Control System Design
235 Switching Control and Computer Interfacing
C236 Control and Optimization of Distributed Parameters Systems
237 Control of Nonlinear Dynamic Systems
239 Advanced Design and Automation
240A Advanced Marine Structures I
240B Advanced Marine Structures II
241A Marine Hydrodynamics I
241B Marine Hydrodynamics II
243 Advanced Methods in Free-Surface Flows
251 Heat Conduction
252 Heat Convection
253 Thermal Radiation
254 Thermodynamics I
256 Combustion
257 Advanced Combustion
258 Heat Transfer with Phase Change
259 Microscale Thermophysics and Heat Transfer
260A Advanced Fluid Mechanics I
260B Advanced Fluid Mechanics II
260D Advanced Fluid Mechanics IV
262 Theory of Fluid Sheets and Fluid Jets
263 Turbulence
266 Dynamics and Stability of Engineering and Geophysical Flows with Rotation, Convection, or Waves
267 Geophysical Fluid Mechanics
C268 Physicochemical Hydrodynamics
273 Oscillations in Linear Systems
274 Random Oscillations of Mechanical Systems
275 Advanced Dynamics
277 Oscillations in Nonlinear Systems
280A Introduction to the Finite Element Method
280B Finite Element Methods in Nonlinear Continua
281 Methods of Tensor Calculus and Differential Geometry
282 Theory of Elasticity
283 Wave Propagation in Elastic Media
284 Nonlinear Theory of Elasticity
285A Foundations of the Theory of Continuous Media
285B Surfaces of Discontinuity and Inhomogeneities in Deformable Continua
285C Electrodynamics of Continuous Media
286 Theory of Plasticity
287 Multiscale Modeling and Design of New Materials
288 Theory of Elastic Stability
289 Theory of Shells
290A Nonlinear Dynamics of Continuous Systems
290C Topics in Fluid Mechanics
290D Solid Modeling
290G Laser Processing and Diagnostics
290H Green Product Development: Design for Sustainability
290L Introduction to Nano-Biology
290M Expert Systems in Mechanical Engineering
290N System Identification
290P New Product Development: Design Theory and Methods
290Q Dynamic Control of Robotic Manipulators
290R Topics in Manufacturing
C290S Hybrid Systems and Intelligent Control
290T Plasmonic Materials
290Z Topics in Control, Modeling and Optimization
298 Group Studies, Seminars, or Group Research
C298A Topics in Fluid Mechanics
299 Individual Study or Research
602 Individual Study for Doctoral Students  
出典：UCB ウェブサイト（http://www.me.berkeley.edu/new/grad/StudentHandbook08-09.pdf）より作成 
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(12) UCB バイオエンジニアリング Ph.D.プログラムの場合 
初年次にラボを巡って活動を行い、その成果をポスター／口頭で発表するなど、候補者資格試験
(Qualifying Exam.)通過以前から研究活動への関与が大きい。 
2-3 年目での研究テーマを報告する場としてバイオ研究セミナーが提供される。 
専門知識とあわせ倫理面を非常に重視し、候補者資格試験においても双方が問われる。 
論文合格後、卒業直前に教員と学生が将来のキャリア計画に関し面談を行うことをフォーマルに義務
付けている。 
 
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【必修】セミナー、TAトレーニング科目
【選択必修】
-Ethics科目
-Area Requirements
-主専攻分野(16)/副専攻分野(8)
リサーチワーク
・毎年進捗報告
・バイオ研究セミナー
ラボ
（ローテーション）
論文審査
論文
執筆
*1：3年次前期末が期限
（注）( )内は、履修が必要なsemester units。RAについては明示的に示されていない。
出典：カリフォルニア大学バークレー校 Bioengineering Graduate Student Handbook
（http://bioengineering.ucsf.edu/fckfiles_ucsfbio/File/Handbooks/HNDBK.07.Rdx.pdf）
卒業面談
RA
TA
候補者資格試験（Qualifying Examination）*1
論文計画書
（Dissertation Proposal）
 
第4-45 図表 UCB バイオエンジニアリング Ph.D.プログラムのカリキュラム構成 
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① 入学要件 
第4-46図表 UCB のバイオエンジニアリング専攻入学要件 
区分 必要書類・要件 GRE 学部成績 英語スコア 
共通 
（外国人） 
・認証を受けた機関での学士号（もしく
はそれ相当）) 
・出願書類一式 
 Forms A/B：申請書類（氏名などを記
入） 
 C-E：各種奨学金申請書（オプショナ
ル） 
 F：志望動機・学歴及び職歴 
G：推薦状（必要推薦者数は下参照） 
・学位記及び成績表の写し（学部レベ
ル全て）：原語及びオフィシャルな英訳
（厳封） 
・ビザ関係書類（外国人のみ） 
必須ではない
3.0 (B) 
 
・TOEFL 
 PBT570 
 CBT230 
 iBT68 
・IELTS7.0 
 （総合） 
 
バイオエン
ジニアリン
グ 
・学士（エンジニアリング、生物、他の科
学） 
＋推薦状 3 通 
General 共通 共通 
出典： UCB ウェブサイト（http://grad.berkeley.edu/programs/list.shtml、 
http://bioeng.berkeley.edu/prospectives/admissions.php） より作成 
② コースワーク 
1 年次にラボ・ローテーションが必須（通常夏学期）となっている。学期中には週 8～10 時間、夏期休暇
中は週 32-40 時間を費やす。ローテーションの成果は、学生によって運営されるバイオ研究セミナー
(Bioengineering Research Forum)での 15 分の口頭発表を行うか、プログラム全体規模で行われる年次研
究カンファレンス(Annual Research Conference)で発表することが必要である。 
その他に必修となっているのはセミナー科目（200）と TA トレーニング科目のみであるが、学生は主専
攻（Major Area）、副専攻（Minor Area）をそれぞれ 1 つずつ選択し、主専攻から 16 単位(units)、副専攻か
ら 8 単位(units)の取得が必要である。後者は研究によって一部代替可能である。 
選択必修科目として定められている科目は以下の通り広範囲に亘っている。 
Area Requirements (Semester Units) ： 
- Anatomy, Physiology and Biology (9) 
- Biochemistry, and Chemistry beyond General Chemistry (3) 
- Engineering in a traditional discipline and Computer Science(7) 
- Mathematics (beyond linear algebra and differential equations) and Statistics (2) 
③ RA・TA 
TA は GSI と呼ばれており、TA トレーニング科目を履修した上で、週 10 時間（基本）の経験を最低 1 度
行う必要がある。通常 2 年次に行われ、GPA3.1 以上の場合に推薦される。 
④ 候補者資格試験(Qualifying Examination) 
候補者資格試験は、次の 2 つで構成されている。 
z 研究計画書（3-4 ページ、1 ヶ月前に提出）のプレゼンテーション。 
z 関連分野、及び倫理に関する口述試験。 
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第4-47図表 Ph.D.プログラムのコースワーク（UCB バイオエンジニアリング） 
NO Courses
200 The Graduate Group Introductory Seminar
210 Cell Mechanics and the Cytoskeleton
211 Cell and Tissue Mechanotransduction
C212 Heat and Mass Transport in Biomedical Engineering
C213 Fluid Mechanics of Biological Systems
C214 Advanced Tissue Mechanics
215 Models of Cell Mechanics: Dynamics of the Cytoskeleton and Nucleus
C216 Macromolecular Science in Biotechnology and Medicine
C217 Biomimetic Engineering -- Engineering from Biology
C218 Stem Cells and Directed Organogenesis
221 Introduction to Micro and Nanobiotechnology: BioMEMS
C223 Polymer Engineering
C230 Implications and Applications of Synthetic Biology
231 Introduction to Computational Molecular and Cellular Biology
240 Topics in Computational Biology and Evolution
241 Probabilistic Modeling in Computational Biology
243 Computational Methods in Biology
244 Introduction to Protein Informatics
C246 Topics in Computational Biology and Genomics
265 Principles of Magnetic Resonance Imaging
C279 Occupational Biomechanics
290 Advanced Topics in Bioengineering
290A Advanced Topics in Biomechanics and Tissue Engineering
290B Advanced Topics in Bioinformatics and Genomics
C290C Topics in Fluid Mechanics
290D Advanced Topics in Computational Bioengineering
290F Advanced Topics in Biomedical Imaging and Signal Processing
290H Advanced Topics in Biomedical Systems Engineering
290I Advanced Topics in Special Topics in Bioengineering
298 Group Studies, Seminars, or Group Research
299 Individual Study or Research  
出典： University of California, San Francisco「Joint Graduate Group in Bioengineering (JGGB) Handbook」 
（http://bioengineering.ucsf.edu/fckfiles_ucsfbio/File/Handbooks/HNDBK.07.Rdx.pdf） より作成 
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3． 学生指導体制の比較 
ここでは、米国の大学院（Ph.D.コース）の学生指導体制を比較する。 
(1) UMCP の指導体制 
学生指導は Research Advisor が一元的に責任を持つこととなっている。大学院入学時点では
Research Advisor が専攻長（Chair）により暫定的に割り当てられ、本格的なリサーチワークが始まる段階
で Research Advisor が確定する189。 
① 物理学 Ph. D.コースの場合 
z Dissertation Advisor の割当・指名 
Dissertation Advisor（他分野におけるResearch Advisorに相当）は候補者資格試験(Qualifying Exam.)
に合格した後、直ちに決定するとされており、候補者資格試験に合格する前は未定である。あくまで、研
究指導に特化した責任を有する。 
 
z 候補者資格試験委員会 
候補者資格試験(Qualifying Exam.)の審査委員が選定される。 
 
z 論文審査委員会（5 名） 
5 名の委員で構成され、最低 3 名は物理学専攻内から、専攻外から 1 名を選定する。主査は通常は
Dissertation Advisor が務めるとされている。委員会の設置時期は、「論文提出後、口答試験の最低 10 日
前」とされており、主査である Dissertation Advisor 以外は論文提出まで学生指導に関わっていないと推
測される。 
 
② 機械工学 Ph. D.プログラムの場合 
z Research Advisor の割当・指名 
Research Advisor は可能な限り早期に決定するとされている。Research Advisor は学生への研究指導
とともに、科目履修を含めた学習全般への助言を行うことが明記されている。 
 
z 候補者資格試験委員会（3 名） 
候補者資格試験委員会の主査は、大学院部門長／専攻長により指名される。Research Advisor は委
員となるが、主査を務めることはできない。残りの委員は Technical Division Leader190及び大学院部門長
により指名されるため、学生・Research Advisor は委員構成に直接関与しないことになる。 
 
z 論文審査委員会（最低 5 名、うち 3 名は専攻内） 
主査は Research Advisor が務める。委員として、「専攻長代理」として専攻長が指名する機械工学専攻
以外の教員（UMCP 内）から 1 名加わる。委員の人選は主査、専攻長代理を除き、学生が行うこととなって
いる。論文審査委員会の設置時期は不明だが、プロポーザル（計画書）、学生指導を行うこととされている
ことから、候補者資格試験(Qualifying Exam.)に合格した後、早い段階で設置されると推測される。 
                                              
189 出典：http://www.gradschool.umd.edu/catalog/doctoral_degree_policies.htm#5 
190 Technical Division Leader は機械工学専攻内に複数存在するサブ細目／専門分野 Technical Division それぞれに存在する責任者的
存在。 
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③ バイオエンジニアリング Ph. D.プログラムの場合 
z Research Advisor の割当・指名 
バイオエンジニアリング分野では、1 年次は Research Advisor を暫定的に専攻長が務めることとなって
いる。1 年次終了時までに Research Advisor を正式に指名する必要があり、学生は候補者 4 人と面接を
行った上で 1 名に決定する。 
 
z 論文計画書（プロポーザル）審査委員会（3 名） 
本審査は、実質的には候補者資格試験(Qualifying Exam.)に相当する。主査は Research Advisor が務
め、それ以外に専攻内から 2 名（計 3 名）で構成される。本委員会が、そのまま論文審査委員会に引き継
がれることが推奨されているが、必須ではない。 
 
z 論文審査委員会（5 名） 
審査委員は、主査（＝Research Advisor）が推薦することとなっており、学生が主体的に指名するので
はない。主査以外に、専攻内から 2-3 人、専攻外（UMCP 内）から 1 名、外部機関（Ph.D.を保有する著名
な研究者が条件）から 1 名で構成される。 
委員会の設置時期については「最終口述試験の 6 週間前まで」とあるが、論文審査以外に、毎年、進
捗状況のチェックを行うと明記されていることから、計画書審査に合格した後、早い段階で設置されると推
測される。 
 
(2) UCB の指導体制 
大学院入学時点では研究指導教員が未定のため、学習指導教員（Graduate Adviser）が大学院生の
学習指導を行う。具体的には、年に最低一回は学生から学習の進捗状況の報告を受ける（これは研究指
導教員が決定した後も継続される）とともに、論文審査委員会および候補者資格試験(Qualifying Exam.)
委員会の委員選出をサポートすることとなっている191。ただし、実際に Adviser がどのように学習指導を行
うかについては分野による差がある。 
 
（注）審査委員の選出 
修士・博士論文審査、候補者資格試験(Qualifying Exam.)を行う委員会の委員は、Graduate Adviser の助言を元に学生が指名す
ることになっている（学生が主体的に決定する）。 
 
① 物理学 Ph. D.プログラムの場合 
入学した学生には最初はメンターがつく。これはまだ研究室（指導教員）が決まっていないためである。 
 
② 機械工学 Ph. D.プログラムの場合192 
z Graduate Adviser の割当 
機械工学分野では、MFA（Major Field Adviser）と呼ばれるアドバイザーを 1 名、入学直後に割り当て
る。MFA は、候補者資格試験(Qualifying Exam.)および論文審査委員会の人選等に関する助言を行うと
ともに、毎学期、科目履修について学生と面談する義務を追っている。 
 
                                              
191 以下の情報は、大学院便覧 GGP（Guide to Graduate Policy）における記述に基づく。 
192 出典：Mechanical Engineering, UCB, Student Handbook, 2008-09. 
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z Research Adviser の指名 
学生が実際に研究指導を受ける教員（Research Adviser）を指名する。 
 
z 候補者資格試験委員の指名 
候補者資格試験委員には Research Adviser は含まれない。教員 4 名から構成されることとなっており、
機械工学から 2-3 名、それ以外の分野から 1-2 名で構成することとなっている。 
 
z 論文審査委員会の指名 
Adviser 等の助言を元に学生が指名する。主査（=Research Adviser）以外に、専攻内から 2-3 名、専攻
外（UCB 内）から 1-2 名で構成される。審査委員は、論文審査だけでなく、学生の研究指導に加わる。 
 
③ バイオエンジニアリング Ph.D.プログラムの場合193 
z Graduate Adviser の割当 
各学生に 1 人 Peer Adviser が割り当てられる。Peer Advisor は学生の科目履修や進路の相談に対応す
ることとなっている。Peer Adviser 以外に学務上の諸手続の支援を行う Graduate Adviser が 2 名、割り当
てられる。 
 
z Research Mentor の指名 
ラボ・ローテーションや Peer Adviser の助言を元に、学生は実際に研究指導を受ける教員（Research 
Mentor）を 2 年次半ばまでに指名する。Research Mentor は学生の研究指導の責任（最終的に博士論文
審査委員会の主査となる）と同時に、学生が外部から奨学金等を獲得できなかった場合に経済的支援に
ついて責任を持つことが明記されている。 
 
z 候補者資格試験委員の指名 
Research Mentor 指名後に候補者資格試験(Qualifying Exam.)が実施される。候補者資格試験委員に
は Research Mentor は含まれず、コースワーク（基礎知識の習得）とリサーチワーク（研究指導）で責任体
制が分かれている。候補者資格試験委員は専攻内の教員（3～4 名）だけでなく専攻外（1～2 名）の教員
も含むことが明記されており、幅広い知識の習得を審査できる体制が意識されている。 
 
z 論文審査委員会の指名 
候補者資格試験(Qualifying Exam.)に合格後、半年以内に、Adviser の助言等を元に学生が指名する。
委員会の主査は Research Mentor が務めることとなっているが、それ以外に、専攻内から 2～3 人、専攻
外（ただし UCB 教員であることが条件）から 1～2 名を選定する必要がある。 
学生はAdviserへの年次進捗報告と並行して、各審査委員とも年1回は面談を行う義務がある。また論
文審査合格後に、Adviser 等と卒業面談（単位・卒業資格と直接関係は無く行われる）を行うこととされて
いる。 
 
                                              
193 出典：Bioengineering Graduate Student Handbook, 2007-08. 
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Mentor、Graduate
Adviserの両方のコ
メントが記載
Mentorによる経済
的支援について記
載（責任明確化）
 
出典：University of California, Berkeley「Bioengineering Graduate Students Handbook」より作成 
第4-48図表 UCB バイオエンジニアリング専攻におけるプログレスレポートの例 
（Annual Progress report: Third Year Students & Beyond） 
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第3節 カリキュラムの日米比較のまとめ 
文献調査及び訪問調査から得た結果を、大学院教育の「入口」、「プロセス」、「出口」、「体制」の観点
から以下のように整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第4-49図表 カリキュラム比較の論点 
1． 大学院教育の「入口」 
(1) 入学者選抜の違い 
我が国の調査対象プログラムについては、修士及び博士課程入学時に入学者の選抜が行われるが、
大学によって選抜方法がやや異なる。 
東京大学の調査対象プログラムについては、修士・博士課程への入学選抜で、筆記試験（専門、数学
等関連科目、外国語、専攻によっては更に小論文）と口述試験（博士課程では修士論文等の試問など）
を基本としている。ただし、博士課程への内部進学者については一部の筆記試験を免除している場合も
ある。 
これに対して、広島大学の一般選抜では、物理学専攻の修士・博士課程で口述試験と書類審査を実
施しているものの、筆記試験を課していないのが特徴である。また、機械工学専攻の修士・博士課程につ
いては、筆記試験（外国語、専門科目）、口述試験、書類審査を基本としている。 
我が国の調査対象プログラムについては、個別大学で選抜試験を実施しており、米国に比べて口述
■ 組織的な学習・研究指導体制
■ ＴＡの重要性
■ 教員の負担軽減と支援機能の強化
■ プログラムの評価と改善
■ 各課程における人材育成目標の具体化
■ キャリア支援の実情
■ 博士課程修了後の進路の多様性
■ 博士課程修了者の社会での活躍の場に対する認識の違い
■ 入学者選抜の違い
■ 入学者の多様性
■ 修士課程と博士課程の位置付けの違い
■ 学生の多様化への対応
■ 進路の多様化への対応
■ 知識・スキルを確実に身につけさせるための仕組み ～プロセス管理～
■ 幅広い知識を学生に習得させるための工夫
■ 教育内容の明確化・可視化
大学院教育の「出口」
大学院教育の「入口」
大学院教育の「体制」大学院教育の「プロセス」
 367
試験などを含むより多くの試験を課していることがわかる。194 
米国の調査対象プログラム(Ph.D.)に共通することは、学部成績の最低基準が設定（GPA1953.0 の B 相
当以上など）されていることや、全米共通試験 GRE196の一般知識テストの受験（最低スコアの設定も一部
にある他、物理学専攻については一般と専門知識テストの両方の受験を必須化）、推薦書 3 通の提出な
どが求められることである。外国人については、その他に TOEFL197の成績などが必要となる。米国は、全
米共通試験である GRE や GPA による学部成績の評価などにより、比較的規格化された基準にもとづき学
生の獲得を図っていることが特徴といえる。 
(2) 入学者の多様性 
我が国の調査対象プログラムの修士課程への入学状況を見てみると、東京大学物理学専攻について
は、大学院の定員が学部と比較して多いこともあり、外部からの進学者が半数以上と比較的多くなってい
るが、広島大学については 9 割前後が内部進学者であるなど、大学によって状況が異なっている。その
背景として、広島大学については「重点化により旧帝大が学生を集めているため、修士課程への外部か
らの入学者が減少している」など、学生の学部から大学院への進学に際して特定大学への「集中が進ん
でいる」といった認識がある。博士課程について見てみると、広島大学の機械工学専攻を除き、ほとんど
が内部進学者で占められる。 
米国の調査対象プログラムについては、他大学からの入学者が中心であり、内部進学は基本的に少
ない。例えば、UMCP の物理学専攻では 98%が、機械工学専攻では 73%が他大学出身者となっている。 
なお、バイオエンジニアリング専攻については、新しい融合領域であることもあり、他大学のみならず、
他分野からの進学者も多く、UCB、UMCP ともに他専攻に比べて優秀な学生（GRE スコアと学部成績の
GPA 平均が高い）が集まる傾向にある。 
第4-50図表 大学院入学者の内部進学率の比較 
課程
修士課程 106 (100%) 46 (43%) 60 (57%) 3 (3%)
博士課程 54 (100%) 51 (94%) 3 (6%) 4 (7%)
修士課程 33 (100%) 12 (36%) 21 (64%) 4 (12%)
博士課程 1 (100%) 1 (100%) 0 (0%) 1 (100%)
修士課程 39 (100%) 34 (87%) 5 (13%) 0 (0%)
博士課程 10 (100%) 10 (100%) 0 (0%) 0 (0%)
修士課程 81 (100%) 76 (94%) 5 (6%) 1 (1%)
博士課程 7 (100%) 3 (43%) 4 (57%) 1 (14%)
物理学 Ph.D.プログラム 95 (100%) 2 (2%) 93 (98%) 10 (11%)
機械工学 Ph.D.プログラム 107 (100%) 29 (27%) 78 (73%) 43 (40%)
うち
他大学出身者
うち
留学生
メリーランド大学
入学者数（2007年/2007年Fall）
大学名 専攻名 合計
うち
当該大学出身者
広島大学
東京大学
物理学
バイオエンジニアリング
機械システム工学
物理科学
（注）東京大学バイオエンジニアリング専攻については工学部には対応する学科がない。   
出典：各専攻へのアンケート結果より作成（上記以外の調査対象プログラムについては回答なし） 国内は 2008 年 5 月、海外は 2007 年
秋時点 
 
                                              
194 調査対象とした広島大学の専攻は「物理科学専攻」「機械システム工学専攻」であるが、以下では他大学と同様に「物理学専攻」「機械
工学専攻」を呼ぶこととする。 
195 GPA(Grade Point Average)は、欧米の大学で標準的に使用されている学生の成績評価の方法である。A(=4.0)、B(=3.0)、C(=2.0)、
D(=1.0)、F(=0.0)の 5 段階で成績を評価し、その成績平均を数値化したものを指す。GPA が 4.0 の場合は、履修科目が全てオール A の
成績であることを意味する。 
196 GRE(Graduate Record Examination)とは、通常、米国の大学院進学の際に必要な共通試験である。一般知識と専門知識を試験するた
めの 2 つのテスト（それぞれ General Test、Subject Test）から構成されるが、通常は、前者のテストのみを課すことが多い。数学や物理
学等を希望する者についてはさらに後者のテストの受験が要求される。 
197 TOEFL(Test of English as a Foreign Language)とは、英語を第二言語としている外国人に対して英語能力を図るためのテストである。 
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2． 大学院教育の「プロセス」 
(1) 修士課程と博士課程の位置付けの違い 
我が国の調査対象プログラムは、いずれも2年間の修士課程（博士前期課程）と3年間の博士課程（博
士後期課程）に分かれている。修士課程に入学した段階で研究室に配属され、研究活動が行われること
から、早期に研究活動に入ることが強みでもあると考えられている。博士課程では修士課程に引き続き研
究活動が行われるが、そのことによって身につく能力については、「専門性の深さ」にあるという意見の他、
問題発見・解決力であるという意見も一部で聞かれた。 
米国の調査対象プログラムは、基本的には博士課程を前提に構成されており、これに対応して修士号、
博士号の修了要件がそれぞれ定められている。つまり、博士課程の途中で修士号の修了要件に達すれ
ば修士号を取得できる。例外としては、UMCP の機械工学のみ、博士課程とは別に、主に社会人学生向
けの実務的なターミナルマスターコースを提供している。米国の調査対象プログラムは、大学院に入学し
た後でコースワークを通じた科目履修、Preliminary Exam.（事前試験）や Qualifying Exam.（候補者資格
試験）の受験を経て研究室に所属し、研究活動を開始する。そのため、修士課程相当の段階では基本的
にリサーチワークを行っていない。修士課程相当の期間はコースワークが主体であり、論文作成を行わな
いため、日本に比べて修士と博士の違いがより明確になっている。その意味では、米国の調査対象プロ
グラムはリサーチワークを行う期間が日本よりも短い。このことについては、コースワークを通じて専門分野
の理解に必要な基礎と幅広い知識を確実に身につけることが、コースワーク後のリサーチワークを充実さ
せるために必要不可欠との考え方がある。また、博士課程において習得すべき能力に対する認識につい
ては、Problem Solving Skill（問題解決力）を重視しており、新しいテーマであっても、課題を発見し、解決
方法を考え、提示し、遂行できる能力が重要であるとの認識が共通している。 
(2) 学生の多様化への対応 
前述の通り、東京大学の修士課程での外部進学者比率は比較的高いこともあり、学生の多様化に対
応した取り組みが一部で行われている。例えば、東京大学の物理学専攻では、基盤科目の一部をレベル
別に分ける工夫を行っている。 
東京大学、広島大学ともに、機械工学専攻については、博士課程では社会人学生と留学生の獲得を
前提とした枠組みを用意しており、他の専攻とは学生の多様性が異なっている。これは、機械工学分野の
場合、修士課程を修了して民間等へ進む者が多いため、博士課程が修士課程の延長であるという意味
合いが薄いことも理由として考えられる。 
また、東京大学のバイオエンジニアリング専攻については、分野自体が学際性を持つことに加えて、東
京大学の学部に対応する学科がなく、機械や電気など多様な分野からの進学者で占められているため、
バイオの基盤科目を幅広く履修させることを目的として、6 分野全てについて最低 1 つの科目を履修する
ことを義務づけている。 
米国の調査対象プログラムは日本と異なり、むしろ他大学からの進学者が主となっているため、学生の
多様性を前提としたプログラムとなっていると考えられる。コースワークについても、東京大学の物理学専
攻では、内部進学者を想定したカリキュラム構成を基本にしているとの考え方が示されているが、米国の
コースワークは、最終的な到達レベルは別として基礎から始めるという意見がある。例えば、UCB の物理
学専攻で入学後に行われる Preliminary Exam.は、学部レベルの知識をどの程度深く習得できているかを
問う内容とされている。 
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(3) 進路の多様化への対応 
我が国の調査対象プログラムにおいては、企業等への進路を意識した対応が一部で始まっている。例
えば、東京大学の物理学専攻については、専攻単独ではないが、理学系研究科共通科目として、幅広
い知識を身につけるために専門以外の分野を学ぶ「理学クラスター講義」の他、民間から講師を招き、学
生の目を企業に向けさせる「先端科学技術特論」、コミュニケーションを学ぶ「科学コミュニケーション基礎
論」などを提供している。また、グローバル COE の一環として、学生を民間企業などへ派遣し、異なる研
究環境の体験やキャリア開発を進める「キャンパス外派遣」を実施している。 
他方、広島大学では大学院カリュキュラムの改編が行われ、社会ニーズに対応して、工学研究科共通
講義（現代社会と技術倫理、英語コミュニケーション演習、海外インターシップ、技術移転演習（PBL））を
開講している。特に、教育プログラムの国際化についても、博士前期課程では、全講義の英語化（当面は
講義資料の英文化に着手）、海外インターンシップ、海外共同研究、海外協定校との学生の相互派遣等、
博士後期課程では留学生向けに「技術移転がわかる留学生プログラム」を推進している。 
このように我が国の調査対象プログラムについては、多様な科目や体験の機会の提供を通して、アカ
デミアだけではない進路に対応する試みが見られている。 
米国の調査対象プログラムについては、博士課程を基本としているものの、追加的なプログラムを設け
ることによって、アカデミア、産業界のそれぞれに進む学生のニーズに応えようとしている例がある。例え
ば UMCP では工学研究科全体の取り組みとして、アカデミック・ポストを目指す学生に対して、優れた工
学系大学教員を養成するための"Future Faculty"プログラムを提供198している。これは、アカデミック・ポス
トを目指す学生の中から優れた学生を選抜し、大学教員として必要なスキルを習得させるためのトレーニ
ング講座を用意するとともに、RA・TA による経済的支援とは別に、追加の奨学金や会議等への参加旅費
を支給する特別制度である。 
また、米国の調査対象プログラムは基本的には博士課程を中心に構成されているが、例えば、UMCP
の機械工学専攻では、別途、社会人向けのプロフェッショナル・マスター・コースを設置したり、UCB の機
械工学専攻のように、博士 2 種類（Ph.D./D.Eng.）および修士 3 種類（M.S.planⅠ/M.S.planⅡ/M.Eng.）
の学位を設けるなど、学生の目的に応じた複線的なコースを用意している事例もある。 
 
第4-51図表 メリーランド大学カレッジパーク校における”Future Faculty”プログラムの例 
”Future Faculty”プログラムは、以下の 3 つのトレーニング・セミナー、教育実習、研究指導実習から構成される。 
 
① Future Faculty Program Seminar I, II, III （トレーニング・セミナー） 
・ファカルティ・ポジションを獲得するために必要なスキル（効果的なプレゼンテーションなど）の獲得。 
・効果的な教授方法、コース設計、試験・宿題の作成、学生とのコミュニケーション方法などの習得。 
・研究プログラムの開発、研究グループの運営、グラント申請書の作成、研究指導の方法などの習得。 
② Future Faculty Program Teaching Practicum （教育実習） 
・指導教員の監督の下で、コースを共同で教える。シラバスの作成、試験の作成・添削、成績評価など。 
③ Future Faculty Program Research Mentoring Practicum （研究指導実習） 
    ・研究経験の浅い大学院生や学部生に対する研究指導。 
出典：http://www.eng.umd.edu/academics/ffp/ffp-courses.html より作成 
                                              
198 UMCPの工学研究科において、2007年から始まった育成プログラムである。その目的は、世界トップレベルの工学系大学の教員とする
ために優れた人材を育成・輩出することで、自校のプレゼンスを高め、将来的に自校の研究パートナーとしてのネットワークを構築する
ことにある。 
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(4) 知識・スキルを確実に身につけさせるための仕組み ～プロセス管理～ 
我が国の調査対象プログラムでは、コースワークについては必要な単位数を取得していることが修了
要件として求められているが、履修プロセスは必ずしも十分に管理されている状況ではない。また、成績
評価については、科目によって難易度も異なることから優や良といった個別科目の成績評価はあまり重
視されていない。したがって、学生が書いた論文でその最終的な達成度を評価することが主体であり、学
生にとって最終段階で修士論文、博士論文を完成させることがもっとも高い優先事項となっている。 
ただし、我が国でも修士課程を中心に、最終的な成果だけではない達成状況をモニタリングする取り
組みが一部で始まっている。例えば、東京大学機械工学専攻では、修士論文研究を「研究成果」だけで
なく、課題抽出・設定力、意欲と主体性等の「プロセス」も評価する「修士論文研究評価ガイドライン」を策
定（2008 年度から活用）し、履修計画表を指導教員の指導の下に半年ごとに確認することで、学生の学
習の進捗を管理している。 
米国の調査対象プログラムの最初の 2 年間（日本の修士課程相当）はコースワークが中心であり、
Preliminary Exam.や Qualifying Exam.で達成状況を確認した上で、博士（後期）課程相当で研究室に所
属してリサーチワークを行う仕組みとなっている。今回の調査対象プログラムでは、Preliminary Exam や
Qualifying Exam は、学生のスクリーニングとしての位置付けではなく、専門的な研究活動を始める際に必
要な基本的な知識・能力を確実に身につけさせるために実施されている。これら試験が行われるために、
学生はコースワークに真剣に取り組まざるを得ない環境に置かれている199200。また、成績についても GPA
による管理が行われており、RA・TA の採用時には成績が求められることなどから学生の学習意欲を高め
ているものと考えられる。UCB では、毎年プログレスレポートを作成し、学習指導教員及び研究指導教員
と進捗状況を確認するなど、プロセス管理が行われている。 
 
                                              
199 【参考】米国物理学会と米国物理教員協会の合同調査によると、米国のほとんどの大学院（物理学専攻）で Preliminary Exam や
Qualifying Exam を実施しており、6%が口述試験、残りが筆記（ないしは筆記と口述の併用）試験を課している。64%の大学院で最初の 2 年
間のうちにこれらの試験に合格することを義務づけている他、73%の大学院で 2 度の受験資格を与えている。（出典： American 
Association of Physics Teachers (AAPT) & American Physical Society (APS), ”Graduate Education in Physics”, revised 2006). 
200米国の調査対象プログラムについては、ほとんどの学生が Qualifying Exam や Preliminary Exam の試験に最終的に通過しているが、各
回では落とされる者もいる。ただし、以前は通過できない者が多かったものの、近年これらの試験の基準や位置付けが変わってきたようで
ある。また、米国在住の日本人教員に対するメールによる意見収集結果を参考にすると、調査対象大学以外の大学では合格率が必ずし
も高くないケースも見られており、大学によって状況が異なることが考えられる。 
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リサーチワーク
M1年目前期
M1年目後期
M2年目前期
M2年目後期
D1年目
・・・
最終年
コ ースワーク
（ 一部は必修科目として指定）
TA
RA
博士課程入学試験
T
A
論文
執筆
博士審査
研究計画書
論文
執筆
■コースワーク
・大学院設置基準によって求められる修士課程での30単位以上
修得に準じて各大学院が決定している。
・研究室における指導教員による指導、輪講が必修科目とされ、
上記単位数に含まれている場合がある。
・その他、専攻毎に必修科目、選択必修科目等が定められる。
■修士論文審査
・修士論文を提出した上で発表を行い、その結果をもとに審査が
行われる。
・審査する教員の選び方、人数等は専攻によって異なる。
■博士論文審査
・博士論文を提出した上で発表を行い、その結果をもとに審査が
行われる。
・審査する教員の選び方、人数等は専攻によって異なる。
・その他、専攻によって、投稿論文数等についての内規が定めら
れている場合がある。
■リサーチワーク
・修士課程入学と同時に研究室に所属し、指導教員のもとで研
究活動を行う。
修士論文審査
 
第4-52図表 国内大学の典型的な大学院カリキュラム構成 
 
1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【必修】論文リサーチ、リサーチ・ゼ
ミ
【選択必修】 *1ラボ、応用科目【コ
ア科目】一般物理学*2 （必修科
目ではない）
リサーチワーク
・毎年進捗報告
TA
RA
論文審査
Preliminary Research Presentation
論文
執筆
候補者資格試験（Qualifying Examination）
■コースワーク
・自分の専門領域以外の専門科目を2科目以上履修することを
義務化。うち1科目は700番台以上。
・ラボ科目のうち1科目の履修が必要。
■候補者資格試験
・Classical Physics、Quantum Physicsの2分野から各5問（計
10問）が出題される筆記試験（2日間）であり、4問合格する必
要がある。
・1年次末までにどちらかの分野の試験を受験することが必須で
ある。最終的には両方に合格することが必要。
■Preliminary Research Presentation
・候補者資格試験合格後1年以内に実施される。
・口述試験であり、現在の研究動向について報告。
■論文ディフェンス、審査
・論文審査委員会は、5名以上の博士号保持者（または相当）か
ら構成され、うち3名はUMCPファカルティ成員（通常物理学科
テニュア保持者）＋物理学科以外より1名以上。
・主査は通常指導教官。（ただし、テニュアを保持していない場
合にはco-chairとしてもう一人テニュア保持者を主査に任命。
・ディフェンス（口頭）は、全物理学科成員に開かれる。
■年次進捗報告
候補者資格試験通過後、毎年進捗状況を報告。
■TA/RA
・TAは週20時間、クラスの運営全般を補助。まだ指導教官が
決定していない学生が優先される。最大1年間。
・ RAは、候補者資格試験通過後。基本的には自分の博士論
文の研究に専念できる。
*１：この他、理論学生対象の選択必修科目（量子力学関係）あり。
*2：Theoretical Dynamics、 Methods of Statistical Physics、 Methods of Mathematical Physics、
Electrodynamics、 Introduction to Quantum Mechanics
出典：メリーランド大学カレッジパーク校ウェブサイト
（http://www.physics.umd.edu/academics/grad/Current/BlueBook.htm）  
第4-53図表 米国の Ph.D.プログラムのカリキュラム構成例 （UMCP 物理学専攻） 
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1年目前期
1年目後期
2年目前期
2年目後期
3年目
・・・
最終年
コースワーク
【必修】セミナー、TAトレーニング科目
【選択必修】
-Ethics科目
-Area Requirements
-主専攻分野(16)/副専攻分野(8)
リサーチワーク
・毎年進捗報告
・バイオ研究セミナー
ラボ
（ローテーション）
論文審査
論文
執筆
*1：3年次前期末が期限
（注）( )内は、履修が必要なsemester units。RAについては明示的に示されていない。
出典：カリフォルニア大学バークレー校 Bioengineering Graduate Student Handbook
（http://bioengineering.ucsf.edu/fckfiles_ucsfbio/File/Handbooks/HNDBK.07.Rdx.pdf）
卒業面談
RA
TA
候補者資格試験（Qualifying Examination）*1
論文計画書
（Dissertation Proposal）
■TA
・TAはGSIと呼ばれており、TAトレーニング科目を履修した上
で、週10時間（基本）の経験を最低1度行う必要がある。
・TAは通常2年次に行われ、GPA3.1以上の成績が必要。
■コースワーク
・1年次にラボ・ローテーションが必須（通常夏学期）。学期中に
は週8-10時間、夏季休暇中は32-40時間を費やす。ローテ
ションの成果は、学生によって運営されるバイオ研究セミ
ナーでの15分の口頭発表、またはプログラム全体規模で行
われる年次研究カンファレンスで発表することが必要。
・主専攻から16ユニット、副専攻から8ユニットの取得が必要。
・その他、セミナー科目とTAトレーニング科目が必須。
■候補者資格試験
候補者資格試験は、以下の2つで構成されている。
・研究計画書（3-4ページ、1ヶ月前に提出）に関するプレゼン。
・関連分野及び倫理に関する口述試験。
■論文計画書
候補者資格試験通過6ヶ月後、論文審査委員会主査と相談の
上作成。審査委員会各人の承認を得る必要あり。
■論文審査
・45分間の口頭発表。大学に所属する学生、教員全体に公開。
・論文審査委員会の構成員は5名（内訳：主査、プログラム内
のコア･メンバー2名以上、校内プログラム外1名以上）。
■卒業面談
・Graduate Advisor及びHead Graduate Adviserと将来のキャ
リア・プランに関する面談。
・所属キャンパスのプログラム管理者Group Administratorと最
終的な研究計画、成績表、連絡先などの確認。
■年次進捗報告
毎年、学習指導教員及び研究指導教員と進捗状況を確認。
 
第4-54図表 米国の Ph.D.プログラムのカリキュラム構成例 （UCB バイオエンジニアリング専攻） 
(5) 幅広い知識を学生に習得させるための工夫 
我が国の調査対象プログラムでは、大学院教育において幅広い知識を学生に習得させるための取り
組みが一部で始まっている。例えば、東京大学の機械工学専攻については、科目が分野ごとにグループ
化され、2008 年度から学生自身の専門分野以外からも授業科目を取ることが必須となっている。 
また、東京大学のバイオエンジニアリング専攻では、専攻を構成する 6 つの領域のそれぞれから最低 1
つの科目履修、専攻全体で行われる輪講科目を履修することが必須となっている。 
広島大学については理学研究科全体の取組として、必須ではないが、専攻の枠を越えた融合領域の
授業科目として毎年異なるテーマのもとに「理学融合基礎概論」を開設したり、理学の枠を越えて自然科
学・技術系研究科の学生を対象とした共通講義・セミナーを提供している。 
ただし、「蛸壺化という問題は確かに存在する」といった認識がある中で、「広く学び、深く極める」ことを
目指した教育が重視されてはいるものの、あくまでも論文作成を目標とした研究活動を行うことが主眼で
あるため、周辺領域の履修は義務化されない限り、学生の関心が専門テーマ以外に向かわないという意
見も聞かれた。我が国の調査対象プログラムの専攻長等への聞き取り結果からは、周辺領域の科目履修
の必須化やコースワークの整備について、日本の強みであるリサーチワークが犠牲になると言う面から懐
疑的な意見も一部に聞かれた他、修士課程 1 年生の後半から就職活動が始まってしまうことや日本学術
振興会特別研究員(DC)の募集時期までに論文発表などの実績が必要といった認識もあり、必須科目を
増やしてまで「『視野を広げる』コースワークを充実させることに踏み切ることが難しい」状況も見られてい
る。 
米国の調査対象プログラムでは大学院入学後にコースワークを中心とした教育を受けるため、将来リサ
ーチワークで専門とする領域以外の周辺領域も学ぶことになる。新しいものを生み出すためには、周辺領
域まで知ることが必要だという意見が共通して聞かれた。具体的には、UMCP の物理学専攻では自分の
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専門領域(specialization)以外の専門科目を 2 科目以上履修することが求められている201。また、機械工
学専攻では Qualifying Exam.において自身の研究分野とは異なるテーマでプレゼンテーションを行うこと、
バイオエンジニアリング専攻では最低 3 つの異なるラボを訪問することが求められている。UCB において
も、機械工学専攻では主専攻に加えて副専攻を 2 分野決めることが求められており、バイオエンジニアリ
ング専攻ではラボ・ローテーションが必要となっている。これらの内容を実施することがリサーチワークに必
要な基礎および幅広い知識を習得する上で不可欠との認識がある。 
 
第4-55図表 広島大学 5 研究科共通講義 
授業科目 単位数 開講部局 実施センター 
理工系キャリアパスセミナー 1 理学研究科 キャリアセンター 
放射光科学特論Ⅰ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
放射光科学特論Ⅱ 2 理学研究科 放射光科学研究センター 
ベンチャー起業論（ＭＯＴ-1） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術戦略（ＭＯＴ-2） 2 工学研究科 産学連携センター 
知的財産および財務会計論（ＭＯＴ-3） 2 工学研究科 産学連携センター 
技術移転論（ＭＯＴ-4） 2 工学研究科 産学連携センター 
 
第4-56図表 Ph.D.プログラムの修了要件の例（UMCP 物理学専攻） 
<Ph.D. 修了要件> 
1. Preliminary Exam.（事前試験）に合格することで物理学の基本的な知識を有していることを証明すること。Preliminary 
Exam.の成績が不十分な場合には、口頭試験を課すこともある。 
2. Graduate Laboratory (PHYS621)あるいは Research Electronics (PHYS 685)もしくはそれに代わる科目を、B 以上の成績
で履修、単位取得すること。 
3. 理論物理を専攻する学生は、PHYS624 もしくは PHYS 625 を、B 以上の成績で履修、単位取得すること。 
4. リサーチ・セミナー「物理の基礎と最前線（Foundations and Frontiers of Physics）」（0 単位）を、3 学期終了時点までに
履修すること。 
5. Preliminary Research Presentation（事前研究報告）を実施し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュア・ト
ラック保持者）により承認を受けること。 
6. 4 年次終了までに Ph.D.候補者（Candidate）となること。Ph.D.候補者になるためには、上記の要件 1,2,4,5 を満たすこと
に加え、学術論文（Scholarly Paper）を 1 本執筆し、2 人の教員（うち最低 1 人は物理プログラムのテニュア・トラック保持者）
により承認を受けることが条件となる。 
7. 専門分野（field of specialization）以外から 2 科目を履修すること。そのうち最低一科目は物理プログラムの 700 番台（も
しくはそれ以上）科目であること。 
8. 少なくともセミナー2 単位、論文研究科目 12 単位以上を履修し、独創性を有する博士論文を発表し、ディフエンスを通
過すること。 
9. 大学院の算出基準に基づく最終的な GPA が 3.0 以上で修了すること。 
出典：UMCP ウェブサイト（http://www.umdphysics.umd.edu/index.php/academics/graduate/requirements.html）より作成 
 
 
                                              
201 【参考】American Institute of  Physics の調査によると、米国の大学院教育（物理学専攻）において幅広い知識を学生に習得させるた
めに、52%の大学が学生に対して専門領域(specialization)以外の科目を少なくとも 1 科目以上履修することを義務づけている。（出典： 
American Association of Physics Teachers (AAPT) & American Physical Society (APS), ”Graduate Education in Physics”, revised 2006).  
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(6) 教育内容の明確化・可視化 
前述の通り、東京大学の機械工学専攻については、日本機械学会の提言を踏まえて、産業界の納得
を得るためにプロセスに着目した修士論文の評価ガイドラインを策定し、2008 年度からは試問教員用、指
導教員用の評価シート（評価項目）を定めて活用を始めている。また、大学院生の履修計画について、よ
り厳密に管理することを目的として、「履修計画表」を作成し、学生の授業履修が本人の研究テーマと照ら
し合わせて、適当か否か、指導教員が責任を持つことを目指している。同時に、入学時に作成する「研究
計画表」について半期毎に見直し、指導教員が都度、5 段階で評価する仕組みを導入している。 
このように、教育内容の明確化・可視化の先進的な取り組みも始まってきているが、修了するために求
められる論文数や発表数など、内規として決められている事項も多い。 
米国の調査対象プログラムについては、カリキュラム、シラバス等の内容がウェブサイトで詳しく公開さ
れているほか、学生便覧についても日本の大学院では内規として定められているような内容まで記述した
ものが公開されている。具体的には授業単位数以外の修了要件や、推奨される研究活動、指導体制に
ついて詳しく記載されている。また、授業履修以外に推奨される活動、例えば RA・TA 等の経験や、ラボ・
ローテーション等についても具体的な基準が履修要件として定められている。修了要件が基本的に単位
数と論文で記述される日本よりも項目が多いこともあり、UCB では、プログレスレポートによって、学生の学
習の進捗は年次で確認されている。 
このことは、外部から当該大学院へ進学しようとする学生にとっても、教育内容を理解しやすくしている
ものと考えられる。 
 
 
出典：東京大学機械工学専攻提供資料 
第4-57図表 修士論文評価表（東京大学機械工学専攻） 
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指導体制について記載 授業履修以外の修了要件・推奨活動について記載  
出典：University of California, Berkeley「Bioengineering Graduate Students Handbook」より作成 
第4-58図表 UCB バイオエンジニアリング専攻における Graduate Handbook の目次例 
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3． 大学院教育の「出口」 
(1) 各課程における人材育成目標の具体化 
東京大学物理学専攻では、独り立ちできる研究者・技術者としての力量を涵養させることを目標として
おり、「課程修了後の進路として物理学研究を専門とする職種に就く場合でも、そうでない場合でも、どの
ような状況においても指導的・創造的な役割を担える人材を育成することを目標とする。」としている。東
京大学機械工学専攻では、「安全で安心な社会と健康で豊かな生活の実現、そして世界の文明・文化の
進歩に貢献する技術者や研究者を育成すること」、バイオエンジニアリング専攻では、「バイオエンジニア
リングの戦略的研究開発の中核を担う人材を育成すること」が目標とされている。基本的には、研究者、
技術者の養成が人材育成の目標となっている。 
広島大学の機械システム工学専攻では、修士と博士で別に示されており、博士前期課程では高度専
門技術者、博士後期課程では高度専門技術者および研究者を育成することとしている。 
米国の調査対象プログラムについては、メリーランド大学の物理学専攻でアカデミック、産業界、政府
研究機関等での研究に従事できることが博士課程の目標とされており、メリーランド大学の機械工学専攻
は、修士課程で「産業界や国立研究所で多様な役割を果たすことができる」ことが、博士課程で「産業界
や国立研究所で多様な役割を果たすことができると同時に、アカデミックキャリアへ対応できるようにする」
ことが目標とされている。 
このように、我が国でも米国でも、教育目標についてはプログラムによって違いはあるが、一定の定義
はなされているものと考えられる。ただし、米国の調査対象プログラムは一貫の博士課程を基本としており、
後述するように博士号取得者の有する能力や活躍の場について大学教員、学生、社会がある程度の共
通認識を有している。しかし、我が国の場合、修士課程と博士課程が別プログラムとして提供されており、
修士号取得者と比較して博士号取得者の付加価値が必ずしも社会的に認識されていないことが重要な
課題であると考えられる。 
(2) キャリア支援の実情 
我が国の調査対象プログラムについては、東京大学物理学専攻で 10 年以上前から就職相談室を設
け、指導教員を一切経ない形で就職情報を集めるようにしている。これは、指導教員は学生を進学させた
がる傾向にあることや、また企業も教員を通さないほうが都合のよい場合もあるためである。広島大学では、
講座主任の中から就職担当主任を置き、2月上旬、4月初めに就職ガイダンスを開催するとともに、常時、
就職支援を行っている。また、2008 年からは博士課程学生と地場企業とのマッチング交流会（理学部が
企画）を始めている。 
米国の調査対象プログラムにおける就職斡旋・進路相談などは、各専攻の指導教員が適宜対応（指
導教員のネットワークや企業との共同研究などを通じて）しているのが現状である。ただし、UCB のバイオ
エンジニアリング専攻のように、博士論文合格後、卒業直前に教員と学生が将来のキャリア計画に関して
面談を行うことをフォーマルに義務付けている場合や、大学としてキャリア支援室(Career Placement 
Office)を通じて、履歴書の書き方、インタビューの仕方などの支援を行っている場合がある。また、UMCP
についてはアカデミック・ポストを目指す学生に対して優れた大学教員を養成するための"Future 
Faculty"プログラムを通じたトレーニングを提供している他、ノン・アカデミックを目指す学生に対してはジ
ョブ・フェアなどを開催して、企業などとのマッチングを図っている。 
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(3) 博士課程修了後の進路の多様性 
我が国の調査対象プログラムについては、大学によって博士課程修了後の進路に違いが見られる。 
まず、主にアカデミック・ポストに進むことが想定されている物理学専攻について見てみると、東京大学
では約 6 割が大学・公的研究機関の研究者、約 3 割が民間企業等に就職している。それに対して広島大
学の物理学専攻では、実数は少ないものの、全員が大学・公的研究機関以外の民間企業等に就職して
いる。ただし、「博士課程の半数以上が学位を取得するが、残りの半分の中には、景気が良くなったため
課程途中で就職するケースが増えた」との意見があることから、博士課程の中途段階から民間企業などに
就職する者も比較的多い状況が見られる。 
広島大学の機械工学専攻については、修了者のほとんどが民間企業等に就職している。 
一方、米国の調査対象プログラムのうち物理学専攻についてはアカデミック・ポストへ進むことが中心と
して考えられており、実際に、UMCP の修了者のうちの約 8 割が大学・公的研究機関のポストドクター、残
りの約 2 割が民間企業等に就職している。ノンアカデミックなキャリアパスとしては、金融・経済関係、知的
財産関連、高等学校教職などが挙げられている。 
産業界とのつながりが強い機械工学専攻については 6 割以上が民間企業等に就職しているものの、
大学・公的研究機関の研究者（ほとんどがポストドクター）になる者も 2 割以上存在している。アカデミアの
研究者になるためには博士号は必要な資格であり、特に理工系分野については博士号取得後にポストド
クターに就くことが一般的になっている。 
第4-59図表 修士・博士課程修了後の進路の比較 
課程
修士課程 103 (100%) 0 (0%) 50 (49%) 51 (50%) 2 (2%)
博士課程 68 (100%) 42 (62%) 21 (31%) 0 (0%) 5 (7%)
修士課程 13 (100%) 0 (0%) 11 (85%) 2 (15%) 0 (0%)
博士課程
修士課程 36 (100%) 0 (0%) 24 (67%) 9 (25%) 3 (8%)
博士課程 5 (100%) 2 (40%) 3 (60%) 0 (0%) 0 (0%)
修士課程 90 (100%) 0 (0%) 87 (97%) 3 (3%) 0 (0%)
博士課程 8 (100%) 1 (13%) 7 (88%) 0 (0%) 0 (0%)
物理学 Ph.D.プログラム 30 (100%) 23 (77%) 7 (23%) 0 (0%) 0 (0%)
Ph.D.プログラム
（Master修了者）
35 (100%) 0 (0%) 18 (51%) 11 (31%) 6 (17%)
Ph.D.プログラム 44 (100%) 10 (23%) 29 (66%) 0 (0%) 5 (11%)
大学名
うち進学者
専攻名
合計
うち大学・公的研究
機関の教員・研究者
（ポストドクター含む）
うち民間等
メリーランド大学 機械工学
その他・不明
卒業者数（2007年/2006-2007年）
東京大学
物理学
バイオエンジニアリング
広島大学
物理科学
機械システム工学
 
※国内は 2007 年度、海外は 2006-2007 年 
出典：各専攻へのアンケート結果より作成。東京大学バイオエンジニアリング専攻は設置間もないため、博士課程の実績なし。 
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(4) 博士課程修了者の社会での活躍の場に対する認識の違い 
我が国の調査対象プログラムについては、比較的産業界との関連が深い機械工学専攻であっても、
「博士は就職の間口が狭まる、生涯賃金の面で不利という点がネックである」ため積極的に学生を勧誘し
難いといった認識がある。また、「産業界は大学教育に専門基礎を期待するが、学生は大学教育で先端
分野を学びたいと思っている」ため、大学院教育が学生の人気のある先端的分野、さらには競争的資金
を獲得しやすい先端分野にシフトする傾向があるなど、産業界ニーズと学生ニーズ、さらには重点化され
た研究分野とのミスマッチも指摘された。また、物理学専攻へのインタビューからは、アカデミアの研究者
として活躍できそうな学生であっても、博士課程修了後のポストドクター等の不安定な状況に対するイメー
ジが先行しているためか、博士課程途中で企業などに就職する者も比較的多く、アカデミアにおける優秀
な後継者を育成・確保する上での課題も指摘されている。さらに、「博士は社会で高く評価されないので
学生は博士号を取らないのだろう」といった指摘があるように、社会全体の博士号取得者に対する評価の
あり方が学生の進路志向に影響を与えているとの認識も示された。 
一方、米国では博士号取得者が Problem Solving Skill（問題解決力）を有しているといった認識がある
ことから、社会の多様な場での活躍を可能にしているとの意見が聞かれた。修士に比べて、博士号取得
者は社会での活躍の場や役割・待遇の違いが認識されており、学生の博士号取得に対するニーズも高
いと考えられている。また、アカデミック・ポストへ進むためにはポストドクターを経るのが一般的であり、ポ
ストドクターは、博士課程では身につけることのできない、グラント申請・獲得スキル、獲得したグラントの研
究テーマやプロジェクトの中で着実に成果を出せる能力・経験が重視されている。そのため、大学教員採
用の際には、新卒よりも、ポストドクター経験が重視されているなど、ポストドクター経験が肯定的に捉えら
れている。これらのことから、米国においては博士号取得者、ポストドクター経験者の社会的好循環の仕
組みがある程度確立しているものと考えられる。 
 
高校卒業以前の者
(Less than a high school diploma)
準学士号取得者
(Associate degree)
高校卒業者
(High school graduates)
学士号取得者
(Bachelor's degree)
修士号取得者
(Master's degree)
第一職業専門学位取得者
(First professional degree)
博士号取得者
(Doctoral degree)
週当たり収入 (Weekly earnings)
$419
$595
$721
$962
$1140
$1474
$1441
失業率 (Unemployment rate)
6.8%
4.3%
3.0%
2.3%
1.7%
1.1%
1.4%
 
出典：U.S. Department of Labor, ”Occupational Outlook Quarterly • Fall 2008”より作成 
第4-60図表 【参考】米国における学歴別の週当たりの収入と失業率（2006 年） 
米国では、学士、修士、博士と学位の取得レベルが上がるとともに、週当たりの収入（左）が上昇し、失業
率（右）が低下する。ただし、データは 25-44 歳の年齢層に限定される。 
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4． 大学院教育の「体制」 
(1) 組織的な学習・研究指導体制 
我が国の調査対象プログラムでは入学時点で研究室に配属されるため、研究室の教員が中心となっ
て研究指導を行うことになる。最終的な学位論文の評価の段階では、指導教員を含む複数、あるいは指
導教員を含まない複数で審査が行われる。 
例えば、東京大学の物理学専攻では、博士課程の論文審査員 5 名の中に指導教員は入らない。また、
広島大学の物理学専攻については、博士論文の審査委員会は「学位請求論文の内容に関係の深い専
門分野の教授 3 名以上」、試問委員会は「学位請求論文の内容に関係の深い専門分野の教授 3 名以
上」かつ「他専攻の教授を含む」という条件の下で教授会が設置すると定められている。 
これに対して、米国の調査対象プログラムでは、大学院入学時点で研究指導を受ける教員が未定なた
め、初年次において学生指導を担う教員（学習指導教員）が割当てられる。UMCP ではリサーチワークに
入る段階で、暫定的に割当てられた学生指導教員から実際に研究指導を受ける教員（研究指導教員）に
指導体制が切り替わる。一方、UCB では研究指導教員が決定した後も、学習指導教員に対して引き続き
進捗報告を行うこととなっている（2 重の指導体制）。また、UCB では研究指導（リサーチワーク）と前提知
識の習得（コースワーク）の責任体制が分かれており、研究指導教員は Qualifying Exam.に関わらないが、
UMCP では研究指導教員が Qualifying Exam.にもかかわる。UCB、UMCP ともに工学系（機械工学専攻、
バイオエンジニアリング専攻）では論文審査委員会を早期に設置し、毎年進捗チェックを行っており、組
織的な研究指導体制が構築される。ただし、物理学専攻については、組織的な研究指導体制は必ずしも
構築されていないと推測される。さらに、Qualifying Exam.および論文審査には専門分野以外の教員が委
員として含まれている。このように、米国の調査対象プログラムについては、大学院入学から修了までの
一連のプロセスに複数の教員が学生の学習・研究指導にかかわることになる。 
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Mentor、Graduate
Adviserの両方のコ
メントが記載
Mentorによる経済
的支援について記
載（責任明確化）
 
出典：UCB「Bioengineering Graduate Students Handbook」より作成 
第4-61図表 UCB バイオエンジニアリング専攻におけるプログレスレポートの例 
 （Annual Progress report: Third Year Students & Beyond） 
(2) TA の重要性 
我が国の調査対象大学においては、TA は試験・採点の手伝い、講義の準備等は行っているが、教育
への参画は限定的であり、授業料・生活費をまかなえる水準の経済的支援には至っていない。「TA くらい
であれば本人のトレーニングにもなるし、負担ではない」との認識はあるものの、実際には「授業料免除に
すると大学が干上がってしまう」といった財源面での課題が指摘されている。 
これに対して、米国の大学院では TA は単なる学生への経済的支援の 1 つにとどまらず、宿題の採点
や一部講義の担当など広範な教育に携わることによって、教員の教育活動への負担の軽減にもつながっ
ている。TA 経験は、学生が将来教育者として必要となる能力を養う機会になっており、プレゼンテーショ
ン、コミュニケーション能力などの養成、学生へのティーチングを通した自身の専門分野のさらなる理解が
期待されている。また、TA 経験は履歴書などに記載されることもあり、TA 経験をきっかけに研究者ではな
く教育者に進む学生もいる。このように TA が重視されているため、最初の 1～2 年次には TA 経験が必須
化されるなどの位置付けとなっている。 
UCB の場合、TA の登用基準として一定以上の成績を求めている他、TA としてのトレーニングを行う科
目が準備され、その受講が必要となっている。TA の職階も複数に分かれており、そのうち授業支援を行う
大学院生インストラクター（ＧＳＩ）については 4 段階の等級区分による業務内容と給与体系がそれぞれ設
定されている。また、TA として優れた能力・実績を有する学生に対しては、”Outstanding Graduate 
Student Instructors”として表彰し、報奨金を与えるなど、TA の質の確保と向上のための環境も整備され
ている。 
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第4-62図表  カリフォルニア大学バークレー校における TA（GSI）の等級 
カリフォルニア大学バークレー校では、①Graduate Student Instructor、②Acting Instructor-Graduate Student、③
Reader、④Tutor の 4 種類の TA を導入している。 
 
z Graduate Student Instructor (GSI) 
カリフォルニア大学バークレー校では、授業支援を行う大学院生インストラクターを Graduate Student Instructor (GSI)と
呼んでいる。GSI の雇用は、4 つの異なった等級(level)の一つに属する形で行われる。 
z 等級(level)I 
科目の教育全体（GSI の活動を含む）の責任者である常勤ファカルティ［教員］の積極的な指導と管轄を受けながら、
講義内での討論の司会、もしくは実験室（ラボ）での実験にのみ責任を有する。等級 I の GSI は講義の教育、課題の内
容、試験計画、成績評価に関しては責任を有さない。 
z 等級 II 
本等級の GSI は、等級 I のものと同様の事柄について責任を有する。しかし、等級 II の GSI に任命される場合には、
その者は常勤ファカルティの下で学部下位部門 Lower Division に属する科目の教授を行う能力があるとみなして良
い。 
z 等級 III 
等級 III の GSI は、ファカルティの管轄下で学部下位部門科目 lower division course の教授を遂行する能力を有する
べきである。各学科で GSI に対し大学院レベルの科目の補助を行わせようとする際には、件の〔GSI を担当する〕学生が
自身の学位課程とは異なった〔実質上より上位の大学院課程に属する〕ことを大学院部門 Graduate Division は要求す
る。つまり、修士レベル科目の運営補助には修士以上の課程に属することが、また、博士レベルの科目の運営補助に
はポスト＝ドクターレベルが求められる。その種の条件では、GSI が〔教授を行う〕学生とは同様の財政支援の対象とは
ならない。等級 III の GSI への任命は、大学院部門の副部長 Associate Dean of the Graduate Division による。 
z 等級 IV 
本等級への任命は、等級 I、II、III に通常割り当てられるものを超えた、追加の権限（他の GSI の指導）にかかわるも
のであり、大学院部門副部長 Associate Dean of the Graduate Division による公的なチェックと承認の対象となる。 
 
（注）等級 I より上の GSI の任命［等級 II 以上］にあたっては、大学院部門副部長 Associate Dean of the Graduate Division のチェックと
承認を経てはじめて任命が行われる。 
 
z 大学院生講師代理 Acting Instructor-Graduate Student (AI=GS) 
大学院生講師代理に任命されるのは、特定の学部専門科目(Upper-Division)の教師としての業務を遂行すべく雇用さ
れたものである。その担当科目については、大学院部門の副部長 Associate Dean of the Graduate Division、及びシラバス
委員会 Committee on Courses の承認を経る必要がある。その職務において、講師代理はシラバスの設計、課題の採点、
不服申し立てを含めての成績評価及び職務上の必要に応じたその他の事柄を、自身の〔＝教員の管轄下でなく〕責任で
遂行する。大学院生講師代理は例外なく、博士課程の候補者まで進んだバークレー校所属の大学院生でなくてはならな
い。加えて、最低 2 年間大学学部レベル、すなわち大学学部(university)もしくはカレッジ(college)相当レベルで教育を行っ
た経験が求められる。 
 
上記以外の区分に、試験補助者 Reader（科目の運営補助役として多様な業務を遂行するべく雇用された者）とチュータ
ーTutor（正規の専攻コースの補助として 1 対 1 もしくは集団での教育活動を遂行するべく雇用された者）についての規定
がある。 
出典：http://hrweb.berkeley.edu/labor/ase.htm より作成 
 
 382
6%
32%
34%
71%
85%
94%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
その他のプログラム
物理知識を深めるための機会
マシンショップ・スキル
研究の機会
外国人のための英語
TAトレーニング
 
出典： American Association of Physics Teachers (AAPT) & American Physical Society (APS),  
”Graduate Education in Physics”(revised 2006)より作成 
第4-63図表 【参考】米国の大学院 1 年次（物理学専攻）に提供しているプログラム 
米国のほとんどの大学院（物理学専攻）で 1 年次に TA トレーニングを実施していることがわかる。 
 
(3) 教員の負担軽減と支援機能の強化 
我が国の調査対象プログラムの現場では、教員の研究・教育業務への負担に対する認識は様々であ
る。東京大学物理学専攻については、大学院教員の授業負担は学部講義よりも少ないといった認識があ
る他、研究指導については研究室毎に行っており、1 学年当たり 2 名を超えないという内規があるとのこと
である。それに対して、広島大学の工学研究科については他の研究科に比べて学生数が多く教員の負
担が大きいといった認識があることから、教員の定員削減はさらなる負担増と質の低下につながるといっ
た指摘がなされた。 
その一方で、「選抜方法の多様化に加え、年複数回受入など回数も増えているために、入試にかかわ
る負荷が大きい」など、むしろ研究・教育業務以外の業務への負担が大きいといった意見も聞かれてい
る。 
教員の負担軽減という観点からは、TA の活用を含めて支援体制の強化も重要である。しかし現実には、
教務関係の事務職員にはそれなりの知識と経験が必要とされるものの、異動しなければ昇進できない、
給与基準なども決まっているため実力に応じて処遇することができないなど、旧来の人事制度の制約で
優秀なスタッフを確保できないとの指摘があった。また、技官の数が少なくなっている中で、給与と権限の
面で魅力がないためか、ネットワーク整備などを行える優れた技術支援スタッフを確保することも困難にな
っているなど、支援スタッフの待遇などの制度に関する課題も聞かれている。 
一方、米国の調査対象プログラムの現場では、教員の教育業務、研究業務、サービス業務への負担
が大きいとの認識はあるものの、1 教員当たり 1 学期 1～2 科目程度の担当に留まるように、各専攻（専攻
長）が調整している。この教育負担についても、研究負担が高い教員、若手新任教員に対しては軽減さ
れる仕組みも設けられており、柔軟である。また、研究指導についても、専門領域や研究スタイルによって
も異なるが、1 教員が研究指導する博士課程学生数は、UCB の物理学専攻の例では 2～3 名程度である。
研究指導を行う期間（学年）も、入学直後に研究室に配属される我が国は長くなっている可能性があり、
そのことも研究指導の負担が大きくなりがちな原因とも考えられる。 
支援体制の面から見ても、米国の調査対象プログラムの場合、RA・TA は単なる経済的支援にとどまら
ず、採点や講義などの幅広い業務を学生が担当しており、その対価として成果が求められる点、TA 等の
経験がその学生のキャリアの上で重要となっている点が特徴的である。また、各専攻の事務部門には、グ
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ラントの申請・管理業務、IT 等の技術支援等を担当する専門スタッフが配置されているなど、研究以外の
専門的業務を効率的に行える支援部門の役割も大きい。 
 
第4-64図表 教員数と職員数 
大学名 専攻名 本務 兼務 本務 兼務
物理学 41 92 13 0
バイオエンジニアリング 21 18 5 0
物理科学 27 10 4
機械システム工学 49 0 3 0
物理学 75 26 1
機械工学 35 8 47 5
教員 職員（教員以外）
東京大学
広島大学
メリーランド大学
 
※国内、海外共に 2008 年度 
出典：各専攻へのアンケート結果より作成（上記以外の調査対象プログラムについては回答なし） 。 
 
 
機械工学専攻スタッフ リスト (28名)
Student Services (3)
Administrative Support (3)
Financial Services (2)
Faculty Support (2)
Technical and Instructional Support Group (11)
管理スタッフ ADMINISTRATIVE STAFF (13名)
技術スタッフ TECHNICAL STAFF (11名)
リサーチ・オフィス RESEARCH OFFICES (4名)   
出典：UCB ウェブサイト（http://www.me.berkeley.edu/new/staff/index.html）より作成 
第4-65図表 UCB 機械工学専攻のスタッフ構成（支援部門）の例 
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(4) プログラムの評価と改善 
日米両国の調査対象プログラムにおける大学院カリキュラムの改編は、各専攻で独自に委員会を設け
るなど、必要に応じて対応している。例えば、UMCP の機械工学専攻やバイオエンジニアリング専攻では、
専攻毎に自己点検を実施している他、アドバイザー委員会のメンバーに他機関の関係者などを含めて、
毎年アドバイスを受ける仕組みとなっている。 
さらに、教育改善のための大きな枠組みとして、米国では地域アクレディテーション機関による機関別
のアクレディテーションや専門アクレディテーション機関による専門別アクレディテーションが挙げられる。 
米国の調査対象プログラムでは、UCB の機械工学専攻、UMCP のバイオエンジニアリング専攻（学部
の生物資源学科）、UMCP の機械工学専攻が ABET202の認定を受けている。この背景には ABET が技術
者資格と連動していることもある。 
ABET は学部レベルのアクレディテーションであるが、これによって大学院プログラムも同時に提供して
いる専攻について、教員、設備、機関としてのプログラムへの支援状況等について評価されるため、学部
が認定されていれば、大学院も相当の内容と見られるという指摘が一部で聞かれた。 
我が国においても、国立大学であれば国立大学法人評価を受ける必要があり、すべての大学は文部
科学省に認証された機関による認証評価を受けなければならない。また、工学分野については JABEE203
があり、学部プログラムと修士課程プログラムの認定を実施しているが、調査対象大学の中では広島大学
の機械工学科の学部プログラムのみ JABEE の認定を受けている。 
 
                                              
202 ABET(Accreditation Board for Engineering and Technology)は、米国の大学等の技術者教育プログラムについて審査・認定を行って
いる団体である。 
203 日本技術者教育認定機構（JABEE : Japan Accreditation Board for Engineering Education）は、技術系学協会と連携しながら技術者
教育プログラムの 審査・認定を行う非政府団体である。 
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第5章 調査結果の分析 
 
理工系大学院を巡る大きな環境変化は、主に学生の質・量の変化、大学院のグローバル化、学位取
得者の進路の多様化と言えよう。 
大学院の重点化などによって、従来と比較して多様で多くの学生が大学院に入学するようになってき
ており、進路の面でも従来中心であったアカデミアとは異なる分野への展開やグローバル化へ対応する
教育も重要となってきている。科学技術、社会問題は高度化・複雑化しており、研究面でも人材養成面で
も対応が必要となっている。 
そのため、我が国の研究大学の理工系大学院教育においても、従来の強みを維持しつつも、より高い
付加価値を付けるような新たな大学院教育の改革を進めていく必要が生じている。大きな方向性としては、
以下が挙げられる。 
 
z 意欲や能力の高い学生を確保する仕組みを作ること 
z 教育プログラムが明示する教育目標を、多様な学生が確実に達成できるよう体系的な教育の仕組みを導入す
ること 
z 学位取得者が多様な進路で活躍するために必要な幅広い知識・スキルや国際性を習得できるよう、大学院組
織としての指導体制を整備すること 
z 大学院教育の質を継続的に高めるため、教育評価の活用や教員の教育へのインセンティブを確立すること 
 
 
前章までに述べた調査結果をもとに、調査対象大学の理工系大学院の教育に関する論点を、質の高
い大学院生確保と大学院教育の改善の 2 つに区分し、各内訳として以下の 8 項目に整理した。 
第5-1図表 我が国の研究大学の理工系大学院教育に関する論点 
区分 論点 
質の高い大学院生確保 博士課程進学の隘路の解消 
入学する学生の質の確保 
海外からの優秀な学生の確保 
大学院教育の改善 人材育成目標の具体化と学習プロセスの可視化 
多様な学生を確実に教育できる体系的な仕組みの導入  
幅広い知識・スキルや国際性を身につけさせる仕組みの導入 
継続的に教育の質を向上させる取り組みの導入 
教員が教育に注力できる体制・支援の実現 
 
以降、第 5-1図表に示したそれぞれの論点について、現状と問題意識、改善の方向性、実現に際して
の留意点を調査結果から整理した。 
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第1節 質の高い大学院生獲得 
1． 博士課程進学の隘路の解消 
我が国の理工系の大学院では、多くの学生が修士（博士前期）課程へ進学するようになった一方で、
増加を続けた博士（後期）課程への進学者は近年減少しつつある204。さらに、高い能力や意欲を持った
学生であっても博士課程への進学を敬遠し、博士課程進学自体が学生の進路の選択肢とすらならない
状況への懸念が示されている。就職活動の早期化も教育実質化への悪影響のみならず博士課程への進
学を阻害すると捉えられている。 
このような事態への対応策として、能力・意欲のある学生にとって博士課程進学が魅力的なものとなる
よう、博士課程の教育付加価値を高めるだけではなく、経済的支援の形態を見直し、特にアカデミア以外
の分野での活躍状況など博士課程修了者のキャリアを積極的に公開することが考えられる。 
(1) 博士課程修了後の雇用に関連する課題の解決 
① 学生と企業によるマッチング機会の拡大 
[現状] 
本調査でのインタビューでは、博士課程修了後の就職について、特に工学系研究科では就職自体に
問題がないことが指摘されているが、同時に、博士号を取得しても産業界への就職に有利に働かないこ
とが懸念されている。ノンアカデミック・キャリアを志向する学生は学部卒・修士課程修了の段階で就職し
てしまうことが多いと考えられる。結果として、博士課程入学者の減少にも影響を及ぼすことになる。 
 
[改善に向けて] 
博士課程での付加価値が産業界で高く評価されるためには、既に多くの大学院で実施されていること
であるが、企業と学生が交流する機会をさらに拡大することが考えられる。これには、会社説明会などで
はなく、より密接な交流、例えば、産学連携による共同研究への学生参加や長期インターンシップなどが
含まれる。こういった取り組みを実施する大学院は既に存在し、これらは学生のキャリア意識を高めるだけ
でなく、社会で必要とされる能力の向上にも大きく寄与すると報告されている205ことから、これら取り組みは
高い評価を受けている。今後は、こういった取り組みの共有化が検討課題となる。 
② 長期的視点に立ったアカデミック・ポスト構成比率の適正化 
[現状] 
アカデミアの後継者育成は依然として博士課程の重要な役割である。助教などの若手教員ポストの増
加率は博士課程修了者数の増加率よりも低いことから、優秀な大学院生であってもアカデミック・ポストに
就く可能性が狭まっている206。さらに教員は多忙で学生と接する時間が減少していることから、高いリスク
を冒すだけの魅力があるキャリアでは無くなっていることが懸念されている。この結果、優秀な学生が大学
院に進学してアカデミック・ポストを目指そうとしなくなり、優秀な大学教員後継者の確保が難しくなること
が考えられる。 
 
 
                                              
204 第 2-18 図表 日本の大学院の入学者・入学志願者数の推移（左：理学、右：工学） 
205 第 2 章第 2 節 3．(1)日本  
206 第 2-22 図表 日本の教職員（本務者）数、在学者数の比較 
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[改善に向けて] 
我が国の研究水準を高めるには、博士課程学生の過不足のみを議論するのではなく、ポストドクター
や大学・公的研究機関の任期付・テニュア職を含めたアカデミック・ポスト全体に対して資源を最適に配
分するという観点から議論する必要がある。アカデミック・ポストを志す優秀な学生の博士課程進学を促す
には、ポストドクターや助教など直近の若手教員ポストだけでなく、教授・准教授職まで含めた人員構成
の適正化を長期的視点で検討する必要がある。特に国立大学や公的研究機関においては、職階や年
齢別のポスト配分が適正かを検討することが期待される。 
③ キャリアパス情報の収集・公開および活躍事例の普及広報 
[現状] 
本調査の一環として実施した「博士課程修了者進路動向調査」の結果を見ると、博士課程を修了した
人材の多くは様々なノンアカデミック・キャリアで活躍している。しかし、教員が博士号取得者のキャリアに
ついて把握していないことや、これから博士課程に進もうとする学生や博士号取得者を採用しようとする
企業が、基本的な情報を得ることができない状況となっている。 
 
[改善に向けて] 
学生が必要以上の不安を抱かず、自らの進路を十分検討し正しく選択できるようにするためには、博
士課程修了後のキャリアパスに関する情報を正しく把握・広報することが考えられる。そのためには、博士
課程修了者の進路（業種・職種、収入など）の基本的情報を社会へ広報する必要がある。そのために、各
大学・専攻毎の博士課程修了者の進路・雇用状況を定常的に把握し、データベース化などにより公開す
る仕組みの整備が期待される。加えて、定量的な情報だけでなく、社会で活躍をしている博士課程修了
者の事例を積極的にアピールし、学部学生や修士課程学生を中心に幅広く実例を浸透させることにより、
博士課程の魅力を高め、進学への意識を醸成することが可能になると考えられる。 
以上のような情報は、自大学院で教育を受けた人材がどのように活躍しているかなどの教育成果の検
証にもつながる有益な情報と考えられる。 
(2) 効果的な経済的支援への見直し 
[現状] 
本調査で対象とした研究型大学においては、優秀な大学院生、特に博士課程学生の獲得のため、
様々な財源（経常費に加え、寄付金や外部資金など）を組み合わせて経済的支援の拡充を行ってきてい
るが、総じて授業料相当もしくはその半額を支給する水準であり、英米の大学院のように授業料免除に加
えて生活費相当の水準には至っていない。また、グローバルな学生獲得競争の観点からは、日本語環境
と並んで経済的支援の不足が我が国の大学院の大きなハンディキャップとなっていることも指摘されてい
る。経済的支援の規模を増やすことにより、優秀な国内外の学生の博士課程進学を促す要因となること
が期待される。 
 
[改善に向けて] 
 
競争的資金等の研究費を通じた博士課程学生への支援 
現在、我が国においても、博士課程学生への経済的支援は RA 経費等により実施されているが、米国
の理工系大学院のように、今後は一層拡充する必要性が考えられる。競争的資金や民間企業等との共
同研究の中から RA のような対価型の経済的支援を行いやすくするとともに、学生自身の研究との関係を
強めることで、博士課程学生が自身の知識・スキルを活かしながら生活費分を含めた十分な経済的支援
を獲得できることが期待される。また博士課程学生を研究スタッフの一員として対価を支払い活用すれば、
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教員の研究指導への意識が高まる効果も期待される。 
 
メリハリのある経済的支援 
優秀な学生の大学院進学を促すためには、生活費分を含めた一定水準額の経済的支援でなければ
十分な効果が期待できないと考えられるが、財源が限られた場合、1 人当たりの支援額を増やすために
は、何らかの方法で支給対象者数を制限せざるを得ない。そのために、全ての分野・学生を一律に支援
するのではなく、需要と供給の関係や大学の教育研究戦略に応じたメリハリのある支援制度設計が必要
である。例えば、現在は学生が集まらないが大学として今後研究の柱としたい分野で学ぶ学生への経済
的支援を厚くすることや、高い意欲や基礎学力が認められる学生を対象とするなど、大学組織として戦略
性を持った支援制度を整備することが期待される。 
(3) 就職活動の適正化 
[現状] 
就職活動が修士課程の 1 年生の段階で行われるなど、その早期化の影響が懸念される。このことによ
って、教育の実質化が阻害されるのに加えて、修士課程の学生が研究のおもしろさを感じ博士課程の進
学を検討する以前に就職を選択する実態が大学関係者の間で憂慮されている207。 
 
[改善に向けて] 
就職活動については、早期化を抑制し、教育研究に影響を及ぼさない日程を考慮する等の取り組み
を産業界と共に検討していく必要がある。 
                                              
207 2008 年 10 月 22 日に国立大学法人８大学工学部長会議は企業の採用活動の早期化と長期化および就職前研修による拘束により、
学生の修学意欲に強く影響を及ぼし、大学院教育に甚大かつ深刻な影響を与えている現状について、企業の行き過ぎた採用活動の
是正を強く求める声明を行っている。 
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2． 入学する学生の質の確保 
「大学院重点化」を契機に一部の大学院で学生定員を拡大した一方で、少子化や社会・経済情勢の
変化により博士課程への入学志願者は近年減少を続けている。特に調査対象大学の一部では博士課程
の定員充足に苦心する中、入学者の学力や意欲などの低下を危惧する声がある。よって、定員充足自体
が目的化して、自らの教育システムに合致しない学生を受けいれることがないような体制の整備が必要と
考えられる。 
(1) 収容定員とその運用の適正化 
[現状] 
多くの国内の大学院において、修士課程の定員充足率は 100％を超過しているが、学生数が定
員を大幅に下回っている博士課程を持つ大学院も少なくない。我が国全体で博士課程への入学
志願者が減少している中で、調査対象とした研究科の一部でも、近年入学者数が定員数を満たし
ていない。このような状況下では、定員を充足しつつ入学者の水準維持を従来通りに行うことが困
難な研究科も多いと推測される。 
定員を充足するためには、博士課程の定員を入学志願者に応じて適正化するという選択肢も考
えられるが、聞き取り調査からは、定員を削減すると国内トップクラスの「研究大学」としての地位を
損なうのではないかという危惧や博士課程修了者を輩出することへの使命感から、博士課程定員
の削減はあまり行われていない実態が明らかとなった。さらに、大学によっては、定員充足率が低い
場合には、当該研究科等への学内配分経費を減額されるところもあり、無理な充足に向かう現状
への懸念が示されている。こうして、無理な定員充足・学生確保に向かわざるを得ない大学は、結
果的に入学者の選抜性・水準の低下へとつながることが危惧されている。 
一方、特に米国では、大学院の定員が定められておらず、教員は学生を雇用しているとの意識
があり、これが優秀な学生のみを獲得するインセンティブとなっているとの教員の認識が示されてい
る。208 
 
[改善に向けて] 
定員充足の目的化による学生の質の低下は、研究室のモチベーションや大学の研究力に影響
を与えるため、当該研究科ひいては我が国の理工系の教育・研究水準の低下を始め様々な弊害
を引き起こすことが予想される。よって、このような現状の改善に向けて、大学は長期的に学生数の
適正化を図り、国はこれら取り組みを促すことが望まれる。  
                                              
208 大学院入学者数の規定要因 －海外事例－UCB の例として第 4 章第 2 節 1．(10)④（e）、第 4 章第 2 節 1．(12)③（d）、UMCP の例と
して、第 3 章第 3 節 4．(1)③など。 
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3． 海外からの優秀な学生の確保 
我が国では留学生が増加し、教員は優秀な学生を獲得していると評価する一方、その質はバラツキが
あることや、最も優秀な留学生は英米に行くとの懸念が示されている。理工学分野は一般的に世界共通
の学問分野であり、特に人材流動ネットワークの形成が考えられることから、優秀な留学生の獲得不足が
このようなネットワークへの日本の参画に負の影響を与えることが懸念される。対策として、応募や手続き
の簡素化など留学生・指導する教員の立場に立って、優秀な留学生が日本に来る仕組みを作ることが考
えられる。 
(1) 留学生・指導する教員の立場に立った優秀な留学生獲得の検討 
[現状] 
我が国の留学生の専門分野別内訳を見ると理工系が少なく、インタビュー調査からは質に関する懸念
も指摘されている。この背景として、応募段階でも、大学院に関する英語の情報発信が不足し、オンライ
ンでの入学申込ができないことや、日本に入試を受けに来なければならなず、経済的支援が限定的であ
る等、海外からの留学生にとって困難な仕組みがある。さらに、我が国の大学院では、英語による授業が
限定的であり、大学事務系職員が英語を用いて対応できないことも指摘されている。さらに、卒業をしても
日本での就職が容易とは言えないなど、教育研究環境以外の面でのメリットも大きくはない。 
これらの結果として、優秀な学生が日本よりも英語圏の大学院を選択する傾向が懸念されている。 
 
[改善に向けて] 
優秀な留学生を獲得するために、応募や手続きの簡素化など留学生や指導教員の立場に立った仕
組みを作り大学組織としての受入体制を整備することが必要である。特に大学単独ではリソースに限りが
あることから、周辺地域のリソースを活用することや、国内外の複数大学で連携することで規模を活かすこ
とが有効である。 
 
z 筑波大学がある筑波地域では、外国人研究者の多い研究開発機関が周辺に立地する環境から、
地域のボランティアによる留学生支援も行われている。 
z 文部科学省「大学教育の国際化加速プログラム」では、複数の国内大学が連携し、海外の大学等と
コンソーシアムを形成する取組みにも支援が行われている。 
 
まず、留学生の立場に立つと、欧米の大学院と並ぶ選択肢となるために就職情報も含めて英語による
情報の公開や発信を進めることが挙げられる。さらに、海外からもオンラインで出願・受験を可能とするこ
とや、入学時に確約される経済的支援体制の整備が挙げられる。 
 
z 英国シェフィールド大学では日本語のウェブサイトを用意している。 
z 慶應義塾大学では、従来の奨学金のように入学後申請する形式ではなく、大学院入学試験に合格
後、合格通知とほぼ同時期の入学前に奨学金給付を知らせる新たな奨学金制度を設置している。 
 
大学教員の立場からは、英語授業の増加は日本人学生への教育効果の低下を招くことも危惧されて
いるため、各専攻が用意する英語授業をうまく組み合わせることで、留学生が英語授業だけで単位を取
得できるようプログラムを設計したり、大学の枠を超えて英語授業を共同で設置したり単位互換することで
より幅広い授業科目を選択可能とすることも考えられる。 
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第2節 大学院教育の改善 
1． 人材育成目標の具体化と学習プロセスの可視化 
大学院修了者、特に博士課程修了者は、アカデミック・ポストはもちろんのこと、それ以外の幅広い産
業・職種で活躍することが期待されている。本調査の聞き取り結果でも、特に工学系を中心に博士号取得
者の産業界での活躍が示されている。一方で、博士課程で育成される人材と、社会が求めている人材と
の間で量と質のミスマッチが生じているため、十分に活躍できていないといった指摘もされており、それが
優秀な人材の大学院進学を妨げている要因の 1 つであるとの認識がある。 
進路の多様化を見据えて、各課程で輩出する人材の育成目標をより具体化するとともに、大学院の教
育プロセスを通じて、学生がどの様な知識・スキルを習得すべきなのかを示すことが必要である。 
(1) 多様な進路に対応する到達目標のスキル・知識レベルでの具体化 
[現状] 
大学院における教育目標は一定程度示されているものの、修士課程、博士課程、さらにはポストドクタ
ー段階で何を身につけるのかという具体化が不十分な例が見られる。そのため、各課程における人材育
成目標に対応した教育内容の設計や、目標の達成状況の検証が難しくなっていると考えられる。現状で
は、たとえば産業界への進路を考えた場合、博士課程修了者は修士課程修了者と比較して何ができるよ
うになるのかが明確になっているとは言えず、社会において博士課程修了者の付加価値が十分に評価さ
れていない要因の 1 つであるとも考えられる。 
また、産業界等が人材を求める分野と、大学が（研究動向や学生の志向等を考慮して）設置している
分野とのミスマッチが生じており、産業界等で求められる能力を育成するための組織的・体系的な教育も
十分に実施されているとは言えない211。 
 
[改善に向けて] 
我が国の理工系大学院教育では、研究室での研究活動を通じた指導教員による属人的な教育が主
体となってきたが、研究者、大学教員、高度専門職業人、高度知的素養人といった進路の多様化を踏ま
え、それぞれの大学院が到達目標を明確化していくことが必要となっている209。 
米国では、修士課程相当まではコースワーク中心で、博士（後期）課程相当でリサーチワークを行って
いるため、修士と博士課程相当の段階での位置付けの違いも明確に認識されており、博士号取得者は
自ら問題を発見し、解決する能力を持つ人材として社会でも受容されている。そして、その後のポストドク
ター期間も自立した研究者になるためのキャリア形成を行う重要な期間として肯定的に認識されている。 
一方、我が国の大学院では修士課程から研究中心となっているのが一般的であり、修士課程修了者と
博士課程修了者の能力の違いがわかりにくくなっている。大学教員以外のキャリアにおいても、博士課程
修了者が修士課程修了者に加えて有する能力を明確にしていくことが重要である。そのためには、産業
界や政府等との連携により課程修了者に求められる目標の具体化、共有化を進め、求められる能力を育
成するためのコース設計に反映させることが期待される。 
 
                                              
209 人材育成目標の設定と達成度評価に関する事例として、筑波大学「博士後期課程早期修了プログラムにおける達成度評価システム」
（2007 年～）では、達成度を 8 項目に分類し、入学時、中間審査（入学後 4 か月以内）及び予備審査（入学後 8 か月以内）等の 3 ステ
ージ以上において、課程博士の学位にふさわしいレベルに達しているかを評価している。 
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(2) 研究指導を含む学習プロセスの可視化 
[現状] 
学生が大学院を選択し、教育を受ける上で、入学から博士課程修了までの履修・評価などの学習プロ
セスが明瞭に示されているとは言えない。また、現在、学生が大学院教育で何を学んだかを示すものは
成績表しかないが、大学の授業科目の成績評価は必ずしも厳密に行われていないという認識が大学側
210、産業界側211ともにある。さらに科目名と「優･良・可・不可」といった結果だけでは、学生の学習成果（教
育付加価値）を判断するには情報不足と考えられる。 
 
[改善に向けて] 
我が国の大学院において授業科目履修以外の教育プロセス、すなわち教育効果を高めるための様々
な大学院教育の仕組みについて可視化を進めるべきである。 
本調査の専攻別のカリキュラム比較においても、入学から博士課程修了までの履修要件を含む学習
プロセスの明瞭さには日米で違いが見られており、学習プロセスの可視化は、学生の大学院選択にも寄
与するものと考えられる。 
 
z カリフォルニア大学バークレー校や、メリーランド大学カレッジパーク校では、授業履修以外に推奨
される活動、例えば RA・TA 等の経験や、ラボ・ローテーション等についても具体的な基準が履修要
件として定められている212。 
z 東京大学機械工学専攻では、修士論文研究を「研究成果」だけでなく、課題抽出・設定力、意欲と
主体性等の「プロセス」も評価する「修士論文研究評価ガイドライン」を策定し、2008 年度から活用を
始めている213。 
 
                                              
210 第 1-5参照 
211 出典：日本経済団体連合会「２１世紀を生き抜く次世代育成のための提言」２００４年４月１９日 
212 UMCP、UCB の履修要件 第 4 章第 2 節 2． 
213東京大学機械工学専攻における学習指導第 4 章第 2 節 1．(3)④（b） 
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2． 多様な学生を確実に教育できる体系的な仕組みの導入 
大学院重点化を契機とした大学院の規模拡大は、例えば入学者の資質（基礎学力や意欲など）の多
様化など質的な変化を伴っている。こうした量的・質的変化は大学院における教育の重要性を増大させ
たが、教育内容・方法は必ずしもこれら変化に十分に対応しておらず、学生を直接指導する個々の教員
の努力に依存しているのが現状である。教員の過剰な教育負担は研究活動を圧迫するだけでなく、教育
の質自体も低下させかねない。また、教員が教育指導に適切に対応できず審査体制が厳格でない場合
は特に、修了者の質が懸念される。 
こうした問題に対処するためには、例えば、従来は研究指導に委ねられていた基礎的な研究スキルの
教授を授業の一環として組み入れることや、カリキュラムの体系化により、属人的教育から組織的・効率的
教育への転換を進める必要がある。 
(1) 体系的なカリキュラムの整備と履修指導の強化 
[現状] 
従来の大学院入学者では内部進学者が多数を占めていたこともあり、分野の基礎となるコア科目につ
いては学部時点で当然学んでいることを前提に教育することができた。しかし、大学院の規模拡大によっ
て、他大学・他分野出身者など、入学者の持つ資質・背景の多様化が進んだ214ことから、コア科目の理解
が不十分な入学者が増加し、このような前提が成り立たなくなっている。 
 
[改善に向けて] 
前節の人材育成目標の明確化とともに、その目的に沿った入口から出口までのカリキュラムを体系的
に整備することが求められる。また、早期にリサーチワークに入ることができる点が、我が国の大学院教育
の強みであるという評価があることにも考慮しながら、他分野からの入学者など、分野で必要とされるコア
科目の理解が十分でない学生にも対応できるように、コースワークの充実や学部科目の活用などを含め
たさらなる取組が望まれる。 
 
z 東京大学の物理学専攻では、学生の多様化への対応として、基盤科目の一部をレベル別に分ける
工夫を行っている。 
z カリフォルニア大学バークレー校のバイオエンジニアリング専攻では、新しい学際分野であることから、
学部科目の履修を認める、他キャンパスの既存のリソースを活用するなどで対応している215。 
z カリフォルニア大学バークレー校やメリーランド大学カレッジパーク校のバイオエンジニアリング専攻
では、大学院入学後の学生と教員・研究テーマとのミスマッチを防ぐために、ラボ・ローテーションを
導入している。 
(2) 知識習得を検証し、学習動機を高めるための仕組みの導入 
[現状] 
大学院の授業科目は成績評価基準が曖昧な水準にとどまっており、実際に期待される知識が習得で
きたかが十分に検証されないことから、学生の学習動機が高まらないという意見がある。教員も、従来の
評価手法を踏襲するためか、厳密な成績評価ができないままとなっている。 
 
 
                                              
214 第 2-27 図表 日本の大学院生の多様化 
215 UCB のバイオエンジニアリング専攻 第 4 章第 2 節 1．(12)③（c） 
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[改善に向けて] 
個々の授業科目における成績評価の厳密化を進めると同時に、授業科目を通じて、必要最低限の知
識が習得できたことを検証する仕組みや、学生が授業科目を真剣に学習することを動機付けるような仕
組みを構築することが重要である。 
 
z 米国のカリフォルニア大学バークレー校の機械工学や物理専攻では、コースワーク履修の成果や
研 究 活 動 の 実 施 能 力 を 検 証 す る マ イ ル ス ト ー ン （ Qualifying Examination や Preliminary 
Examination）を設置し、それらを通過しなければ研究活動に入れない仕組みとなっている。 
z 米国のカリフォルニア大学バークレー校では、授業科目の成績を RA・TA への登用基準等に活用し
ており216、学生の学習動機を高めていることが考えられる。 
(3) 共通的な研究スキルの標準化・コースワーク化 
[現状] 
大学院生の量的変化に加えて、質的変化は学生個別の丁寧な指導を必要とするなど、研究室での研
究指導の負担も高まっている。さらに教員が競争的資金獲得など教育指導以外に費やす時間が増加し
学生と過ごす時間が減少しているとの認識もあり、従来のような研究指導を維持することは困難となってい
る。 
 
[改善に向けて] 
大学院で求められる基礎的な研究スキルは、研究分野において共通な内容も存在すると考えられるが、
従来は、このような内容についても研究室の中で個別に指導が行われていた。しかし今後は、共通に必
要とされる基礎的な研究スキルについては可能な限り標準化・体系化を図り、カリキュラムに組み込むこと
で、全体的な教育の効率化・教員の教育負担の低減を図ることが重要と考えられる。また、こうした取り組
みは教育の効率化だけでなく、学生の知識・スキルのバラツキを抑え、最低限必要な知識技術水準を担
保する効果も期待できる。なお、このような取り組みは、英国で特に盛んに実施されており、日本において
も先進的な導入事例がある。 
 
z シェフィールド大学では、論文の書き方、VIVA（Ph.D.論文の審査面接）の対応の仕方等の基礎的
なスキルを教授する科目を「Research Training Programme」のモジュールとして提供し、共通化を図
っている217。 
z 東京工業大学化学専攻では、最先端計測機器概論、計測機器演習を修士課程の必修または選択
必修科目としている。 
 
                                              
216 第 4-62図表 参考：UCB における TA（GSI）の等級 
217 シェフィールド大学 Research Training Programme 第 3 章第 4 節 4．(7)① 
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3． 幅広い知識・スキルや国際性を身につけさせる仕組みの導入 
我が国の理工系大学院教育では、専門分野における研究成果（修士・博士論文）の創出に重きが置
かれており、周辺分野も含めた知識の底上げは必ずしも十分とは言えない。その結果、専門分野の枠を
超えた普遍的な問題解決力の育成が十分とは言えず、アカデミック・ノンアカデミックのどちらのキャリアを
選択する場合でも、新たな知識の創造や既存知識の融合・事業化といった博士課程修了者に期待され
る役割が達成されているとは言い難い。問題解決力と新たな知の創造の源泉となる幅広い知識を習得さ
せる仕組みを整備することが重要である。 
(1) 研究室（研究テーマ）の枠を超えた教育指導の必要性 
[現状] 
博士（後期）課程は勿論、修士（博士前期）課程においても、自分の研究テーマを早期に決定し、一定
水準の論文をできるだけ早く完成させることに、学生（および指導教員）の意識が向いている。このことは
研究活動に集中できる面で優れている一方、学生は自分の論文作成に直接役に立つような科目以外は
「卒業に必要な単位数をできるだけ効率的に稼ぐ」という観点から履修したり、論文作成に直接つながら
ない研究活動（例えば研究室や専攻を跨ぐ横断的研究プロジェクトへの参加）に消極的となりがちである
という意見がある。また、日本学術振興会特別研究員のような研究助成・奨学金を獲得する際も、実績
（研究成果）が有利に働くと認識されているため、経済的なインセンティブの面から論文作成以外の活動
を敬遠しがちであるとの指摘もある。 
研究室内での研究指導は、指導教員により様々な創意工夫が行われている一方で、指導教員が学生
を囲い込み、研究室以外の学習活動、たとえば研究室を超えた横断的なプロジェクトに学生が参加する
ことなどを快く思わない状況などについても指摘があった。 
また、複数教員による学生指導はある程度なされているものの、同一の講座内に留まっていたり、実質
的には学位審査時だけに限定しているケースもある。 
 
 
[改善に向けて] 
研究テーマ以外の周辺知識も確実に学ぶための枠組みを用意するとともに、研究室の枠を超えた知
識の習得や研究活動ができるような環境を用意することが重要である。 
 
z メリーランド大学カレッジパーク校の物理学専攻では、同じ物理分野であっても、専門領域以外の周
辺科目の履修を必須化している218。 
z カリフォルニア大学バイオエンジニアリング専攻等では、他専攻の外部メンバーも含めた様々な観
点を有する複数教員で構成される「組織的な指導体制」を制度として確立し、組織として学生の研究
指導に責任を持つ体制を整備している219。 
z 東京大学機械工学専攻では、グローバル COE の採択により、学生が専門分野（研究室）を超えた
研究プロジェクトに参加することで自身の視野を広げ、専門以外の知識を獲得し、経験できるような
機会を提供している。 
                                              
218 UMCP の修了要件 第 4 章第 2 節 2．(7) 
219 米国の学生指導体制 第 4 章第 2 節 3． 
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(2) 多様な進路に対応するカリキュラムの整備 
[現状] 
学士課程と比較して、大学院のカリキュラムは、教育目標（輩出人材が具備すべき知識・スキル）が具
体的に設定されているとは言えず、修士（博士前期）課程、博士（後期）課程の教育付加価値の違いも曖
昧である（1．(1)参照）。教育目標が必ずしも明確ではないため、大学院カリキュラムも体系的・段階的に
設計されているとは言えず、個々の授業科目の関係性やそこで教授すべき内容の整理も途上である。結
果的に、授業科目は教員が個別に開講し、その内容は担当教員の裁量に任されていると認識されている
ケースも見られた220。 
アカデミック、産業界といった進路の違いを考慮した科目を開講している先進事例も現れてきているが、
必修とは限らないため、履修は学生本人の自覚に委ねられている場合もある。 
 
[改善に向けて] 
各専攻の教育プログラムの目標実現のために、最適な授業科目を体系的に配置し、個々の大学院生
がアカデミックや産業界といった進路の違いを考慮して科目履修指導を適切に受けられる体制を整備す
ることが求められる。 
 
z 英国では、多様なキャリアパスに対応した基本的な可搬性のあるスキル(Transferable skill)の養成の
ために各大学がプロジェクト・マネジメント、IT スキル、プレゼンテーションスキル、コミュニケーション
スキルなどのプログラムを提供している221。 
z 東京大学物理学専攻では、グローバル COE の採択により、学生を民間企業などへ派遣し、異なる
研究環境の体験やキャリア開発を進める「キャンパス外派遣」を実施している。 
z カリフォルニア大学バークレー校では、TA のためのトレーニング科目を提供しており、TA となるため
には履修が必須である。大学院生の TA 経験は、自身の学問領域への理解を深めるのみならず、
教育への関心や能力を高める上でも貢献しているとの指摘がある。 
z メリーランド大学カレッジパーク校では、工学研究科全体の取り組みとして、アカデミック・ポストを目
指す学生に対して、優れた工学系大学教員を養成するための"Future Faculty"プログラムを提供し
ている。これは、アカデミック・ポストを目指す学生の中から優れた学生を選抜し、大学教員として必
要なスキルを習得させるためのトレーニング講座を用意するとともに、RA・TA による経済的支援とは
別に、追加の奨学金や会議等への参加旅費を支給する特別制度である。 
(3) 修了者の国際的な活躍を促すための教育環境の整備 
[現状] 
我が国の大学院修了者の国際的な活躍は十分とは言えず、聞き取り調査でも国際的な活躍促進を促
すための取組の必要性が指摘されている。特に修士課程、あるいは理学系の博士課程では依然留学生
が少なく、海外での発表機会がまだ限定的であること等が懸念されている。これにより、動機付けや能力
の向上を促すための教育機会の多角的な提供が十分とは言えず、学生が大学院修了後に国際的な活
躍をするような水準まで達していないと考えられる。 
 
[改善に向けて] 
海外との人的ネットワークを中長期的に構築していくためには、若手の段階から、留学等の長期だけで
はなく短期も含めて、あらゆる流動化を双方向で継続的に促進するための機会を多角的に提供すること
                                              
220 第 3 章第 2 節 4．(6)③（d）理工系大学院教育の質に関する認識 
221 英国の Transferable skill 第 2 章第 1 節 3．(1)③（a） 
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や教育プログラムの中に取り入れることが必要である。 
 
z 東京大学物理学専攻では、グローバル COE の採択により、博士課程在学者を対象に国際会議へ
の参加、海外での研究活動（最長 3 か月）のための海外渡航費の援助を行っている222。 
z 東京大学機械工学専攻では、日本学生支援機構の公募で優秀な学生を選抜し、修士課程の間の
5 ヶ月間を海外留学させる学術的グローバル機械工学教育（IGM）に採択されている。IGM は学生
自身が計画を立てる必要があり、募集条件が厳しいため、それに選ばれることは学生にとって誇りに
なる。 
z 広島大学工学研究科では大学院教育プログラムの国際化が図られており、博士前期課程において
講義の英語化、海外インターンシップ、海外共同研究、海外協定校との学生の相互派遣等が、博士
後期課程において留学生向けに「技術移転がわかる留学生プログラム」を推進している。 
                                              
222 東京大学物理学専攻のキャンパス外派遣 第 4 章第 2 節 1．(2)④（a） 
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4． 継続的に教育の質を向上させる取り組みの導入 
日本の大学院では、学生による授業評価が行われている事例もあるが、教員間で授業を相互に参観
することは希である。また教育への貢献の評価は容易ではないが、教員が費やす時間などを考えると、教
員の教育へのインセンティブを起こさせるような何らかのメリットが必要との意見がある。よって、教育活動
を含めた教員評価を有効に機能させ、教員間の相互授業参観を実施するなど教員の教育活動へのイン
センティブを高めることが重要と考えられる。 
(1) 内部・外部評価の活用 
[現状] 
現状では、指導教員が他の教員の指導方法を目にすることや、逆に他の教員の目にさらされる機会は
ほとんどなく、教育研究指導のノウハウが共有されず、相互刺激による指導方法の改善が行われていな
い。具体的には、日常的にも教員同士の授業参観等が可能とされていても実施されない、評価が行われ
ていても改善に結びついていない、といった報告がある223。 
[改善に向けて] 
専攻における教員同士のピア・レビュー、学内組織による評価、学生による授業評価といった内部の評
価、外部教員、外部機関による外部の評価を活用し、教育の向上を図ることが考えられる。 
なお、3．(1)で述べたように、他の教員の指導方法に触れる機会は極めて限られているのが現状である
ため、外部からの評価は、評価に参加する側の教員側にとっても、教育改善の気づきとなる有効な経験と
なると考えられる。 
(2) 教育活動に対する積極的な評価 
[現状] 
年次、昇任時の教員評価が導入されていない、教育への貢献が適切に評価されていない、あるいは
評価結果が処遇、表彰報奨等に反映されていないなど、教育活動へのインセンティブが十分に形成され
る仕組が整備されておらず、教員が教育より研究を重視する傾向224がある。この傾向は改善されつつある
ことが示されているが、教員間で温度差があることも指摘されている。 
 
[改善に向けて] 
教育活動も含めた教員評価を定着させ、その結果を教育改善に生かす仕組みを整備するなど、教育
活動に取り組む教員が積極的に評価される環境を作ることが期待される。 
 
z メリーランド大学カレッジパーク校では、年次の教員評価において、教育活動と研究活動に対する
評価基準を設けており、その結果を処遇に反映している225。 
 
                                              
223 文部科学省「効果的・効率的な研究開発評価及び研究者個人の業績に関する評価の先進事例に関する調査・分析報告書（研究者
評価編）」（平成 20 年 3 月）によれば、教員評価を実施している大学等において、「教員のモチベーション向上効果が出ない」を「大いに
課題と感じる」は 5%、「課題と感じる」は 24%となっている。また、「教員の活動への改善効果が出ない」についても、「大いに課題と感じ
る」が 6%、「課題と感じる」が 18%となっている。 
224 1992 年に 13 ヶ国 1 地域の大学教員を調査対象として実施された「カーネギー大学教授職国際調査」において、回答者が教育活動と
研究活動のどちらにより強い関心を持っているかを尋ねた結果、日本の大学教員は研究活動により強い関心をもつ「研究志向」の教員
が 56.0%と高く、調査対象国の中ではオランダに次いで二番目に研究志向が強い国に位置づけられている。（有本卓「変貌する日本の
大学教授職」2008 年 11 月より） 
225 UMCP の教員評価 第 3 章第 3 節 4．(3)②（i） 
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5． 教員が教育に注力できる体制・支援の実現 
教員数と比較して、技術支援、事務支援、教育支援を行う支援スタッフが量（人数）、質（専門性）ともに
不足しているため、教育研究活動に支障をきたしていることが指摘されている226。 
支援スタッフの画一的な処遇やローテーション人事などの現状を改善し、教員数に見合った支援スタ
ッフの配置、支援スタッフの専門性向上や業務自体の見直しによる支援業務の効率化に向けた環境整
備が必要である。 
(1) 専門性を有するスタッフの充実と業務の効率化 
[現状] 
実験装置の開発、維持管理や装置の運転等実験の支援に大きな役割を担ってきた技術職員の人数
が減少しており、研究活動の制約、教員の負担増につながっていると考えられる。特に、実験分野の技術
支援の他、教育や研究にかかわる IT 関連等の専門性を持つ職員が不足しているといった認識がある。
競争的資金等による有期雇用では、優秀な支援スタッフの確保は限界があるとの指摘もある。 
また定常的な事務作業だけではなく、国際プログラムの企画・実施等、教育研究の支援を行う能力を
有する事務部門のスタッフも不足しており、教員自らが担当しなければならない場合も多い。国立大学の
場合、法人化後も事務部門についてはローテーション人事や画一的な処遇が行われており、専門性の高
い支援スタッフの確保や育成が困難になっているとの指摘もある。 
 
[改善に向けて] 
研究支援業務、IT 関連業務、教務及び国際関係業務等の専門性を有するスタッフを質・量ともに確保
することで、教員の負荷を軽減することが重要である。 
そのためには、支援スタッフのキャリア設計、機械的な人事ローテーション、画一的な給与体系といっ
た人事システムを見直し、スタッフの専門性の向上とそれに見合った処遇を可能とすること、また、事務手
続の IT 活用、類似業務の一元化による効率化、アウトソーシング等の業務改善を進めることにより、業務
自体の効率化を図ることも必要である。 
 
z 米国では専攻毎に、グラントの申請・管理業務、IT 等の技術支援等を担当する専門スタッフが配置
されており、研究以外の専門的業務を効率的に行える支援部門が充実している。 
 
(2) TA の積極的な活用 
[現状] 
日本の教員は、講義の資料準備や授業実施、宿題の採点、入試など、教育を行う上で広範な業務を
担当しているのが現状である。また我が国の TA は単なる雑用係であるとの指摘がある。他方、米国の大
学院における TA は宿題の採点や一部講義の実施など幅広い教育活動を担当しており、教員の負担軽
減に貢献するとともに TA 自身の教育経験にもつながっている。 
 
[改善に向けて] 
TA に教育活動の支援を担当させることも支援人材確保及び学生のキャリア開発の上で重要と考えら
れる。具体的には、教員の指導監督のもとで TA に宿題の採点、一部の講義の担当までを含めたより広
範な業務を担当させることで教員の負荷軽減を図るとともに、TA を担当する大学院生自身に教育経験を
                                              
226大学院の教育体制（職員数）第 2 章第 2 節 1．(4) 
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積ませることが考えられる。 
 
z カリフォルニア大学バークレー校では、学生を TA に登用する際に一定の成績を求めている他、TA
のためのトレーニング科目を用意している。TA の職階も複数に分かれており、それぞれ業務内容と
給与体系が設定されている。また、TA として優れた能力・実績を有する学生に対しては表彰し、報
奨金を与えるなど、TA の質の確保と向上のための環境も整備されている227。 
 
 
                                              
227 第 4 章第 3 節 4．(2)参照 
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第6章 結び 
 
第1節 調査結果の総括 
本調査では、国内の大学院教育関係者（56 名）への聞き取りを通じて、我が国の大規模研究大学にお
ける理工系大学院教育の実態と課題を明らかにし、教育改善に向けた先進的な取組事例を抽出した。ま
た、世界最高水準の教育研究活動を行う人材を養成する上で必要な条件と改善に向けた示唆を得る目
的で、海外の事例、特に米英のトップレベル大学院の教育活動の実例を調査し、現地の関係者（米国 14
名、英国 14 名）へのインタビューを通じてその内実の把握に努めた。 
 
国内の聞き取り調査からは、教員の認識として、国内外の学生に関して、基礎知識の習得や意欲が不
十分な学生が大学院に進学していること、優れた学生を博士課程に惹きつけることが困難になっているこ
となどが明らかとなった。前者については、大学院の規模拡大と定員充足の目的化が背景として挙げら
れる。また、後者については、社会の多様な場で活躍する上で博士号取得が必ずしも利点とならない現
状認識、主な進路と考えられているアカデミック・ポストへの就職可能性や魅力の低下、さらには博士課
程進学を後押しするだけの経済的支援の不十分さなどが、理由として挙げられた。 
 
一般的に、我が国では修士課程から研究活動が始まるために、修士課程と博士課程の教育を通じて
得られる知識・スキルなどの違いが社会的には明瞭に認識されていないが、米国では修士課程相当でコ
ースワークに専念し、その後に研究活動が始まることから修士と博士の位置付けの違いが明確であるとの
指摘がある。米国の聞き取り調査から明らかになったことは、米国の大学院教育の背景には、コースワー
クによる幅広い知識の習得がその後のリサーチワークの充実には必要不可欠との考え方があること、
Ph.D.は自身の専門領域以外のテーマであっても、課題を発見し、解決方法を考え、遂行できる能力が
重視されていることなどが挙げられる。このような違いは、米国社会における博士号取得者の活躍の場や
役割・待遇の違いにも見られている。 
 
日本の調査対象大学では、従来、主に少数の内部進学者を対象とした研究指導を実施していたため
に、事前の習得知識や進路などの学生の多様性に配慮したコースワーク拡充は必ずしも重視されてこな
かった。これに対して、英国の聞き取り調査からは、大学院の規模拡大や学生の多様化に対応した授業
の実施が効果的であるとの認識が現場教員より示された。他方、日本では大学院教育の実質化に対する
教員間の温度差も散見されており、研究指導と教育指導のバランスを模索している状況が窺えた。これに
は教員の意識や動機付けの課題が残っている。またこの実現には、修士課程 1 年生の後半から就職活
動が始まることや日本学術振興会特別研究員(DC)の募集時期までに実績が必要であるとの認識もある
など、外部要因の影響も考慮しなくてはならない。 
 
大学院における高度な専門知識を持つ人材の育成は、長期的な視野に立った計画や日々の地道な
教育指導を必要とするが、国際的な競争・協調環境の中で早急に対処すべき課題もあり、日本の教育現
場においてもすでに先進的な取組みを行っている事例も見受けられる。このような各大学の取組みを広く
共有することで、さらなる教育改善を図ることが重要である。また、各大学は教員が教育活動に注力できる
ように専門性を有する支援スタッフの充足や事務業務の効率化などを通じた支援体制の整備、さらには
単位互換などを含むリソースの共有化などを通じて大学院教育の国際化を促進させることが有効と考えら
れる。 
 
本調査により理工系大学院教育の諸課題が明らかとなったが、大学の財政構造や組織形態などの観
点からの分析は、今後の検討課題として残されている。また、本調査は理工学分野で国際的に競争でき
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る大規模研究大学を対象としたが、例えば国全体としての施策を検討するためには、設置形態、大学院
規模、専攻分野などの違いを考慮した分析が、さらには、中長期的視点からは、将来的な少子化の影響
なども考慮した検討も必要であろう。 
 
最後に、我が国が世界をリードする高度な専門知識や技術を持つ人材を養成し、輩出していくために
は、優れた能力と意欲を有する学生を惹きつけることのできる魅力ある大学院教育の実現が欠かせない。
これは大学院教育の改善のみで解決できるものではなく、大学院以前の教育、さらには社会における大
学院修了者、特に博士人材の活用のあり方とも密接に関係していることは言うまでもない。 
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第2節 プロジェクト委員会からの提言 
本調査の実施に際しては、プロジェクト委員会を設け、検討を行った（委員会構成は第 1 章第 3 節参
照）。最終報告書をまとめるにあたり、特に重要である事項や、調査結果からは直接言及することが難しい
が重要である関連事項について、委員からの指摘事項を以下に示す。 
なお、本報告書は我が国の大学院教育の多様な課題を明らかにしているが、今後大学院教育の改善
に取組む場合には、ただちに着手すべき課題と、より長期的視野で取組む課題とに区別し、優先度をつ
けた取組みが必要である。 
1． 教員が教育・研究活動に注力できる体制の確立 
我が国の大学教員は、教育研究以外に労力を使いすぎている。教育の質を上げるためには、直接的
なアクションだけでなく、例えば入試への対応、各種評価への対応、競争的資金の獲得に伴う雑務等の
教員が教育研究に専念できない原因に対処し、教育研究以外の教員の雑務の負担を減らすための努力
が必要である。具体的には、大学院の業務支援体制の確立、学生と教員数の適正化等が考えられる。 
(1) 業務支援体制の確立 
大学は、民間企業に見られる業務の統合管理システムの導入や業務のアウトソーシング等による効率
改善の取組みが遅れており、例えば外部からの調査に対応するため、多くの教職員が動員されているの
が実情である。国はこれら大学内に共通する業務改革のために予算を確保し支援すべきである。 
以上は、大学内部の業務効率を高め、教員の雑務を減らすのに大変有効と考えられる。 
(2) 学生と教員数の適正化 
日本と欧米のトップレベルの研究室を比較すると、日本では教員あたりの大学院生数が多いという印
象がある。欧米並みの行き届いた大学院教育をトップレベルの大学で実施するためには、そもそも学生
定員のあり方の検討とともに、教育現場において学生と教員数を適正に保てるように配慮し、組織的な教
育・研究指導体制の整備、教員配置の見直し等により、付加価値の高い教育を実現していく必要があ
る。 
(3) 研究費の充実 
研究費のさらなる充実が必要である。一部の分野の競争的資金は実質的に増えておらず、国立大学
では運営費交付金が一律に減少している。このため教員は研究費獲得のために多大な時間を費やさな
くてはならず、教育に十分な時間を割くことができない。大学院では教育と研究は一体であり、研究費の
獲得を諦めてしまうと教育ができない。米国等と比較して教員がプロフェッショナルな研究を行う環境が十
分に整備されておらず、教育と研究を一生懸命やろうとする教員ほど疲弊しているのではないか。 
現在の教員は忍耐強くこのような環境でも働くかも知れないが、次にそれを担うことになる学生は教員
という職に対して魅力を失っている。よって、教育研究支援体制の整備と合わせて、研究費のさらなる充
実が必要である。 
(4) 施設設備等整備の必要性 
教員の認識としては、教育研究環境としての施設設備の改善が進んできているものの、依然として教
員のスペースも狭隘であるなど劣悪な状態が見受けられる。耐震化の問題も含め、施設や建物が全体と
して老朽化していることも大きな問題であり、更なる改善が求められる。 
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2． 大学院教育の改善 
(1) 優秀な学生の育成 
多様な学生を確実に育成することが前提であるが、伸びる人材にはさらに伸びる機会を与えるような教
育を行う必要がある。 
(2) 多様な経済的支援を可能とする制度 
優秀な学生に対して十分な支援を行う場合、現状では制度によっては予算による制約が強く、別用途
の支援との併用が事実上困難である場合がある。大学院生への経済的支援が多様化している現状に対
応して、大学院生の主要な支援財源である日本学術振興会の特別研究員制度、競争的資金等による経
済的支援、その他の財源による授業料免除などを組み合わせて実現できるような柔軟な制度の確立が求
められる。 
(3) 教員の教育力向上 
教員の教育力を向上させるために、教員間で互いの授業を参観することや、学生による評価を受けた
りすることは不可欠である。もっとも、学生についても適切な評価が行えるようにその能力を伸ばすことが
求められる。 
(4) 大学院教育に対応した高度な教養教育 
大学院にふさわしい、学部から接続した教養教育の実施について、先入観や慣行にとらわれずに検
討することが必要である。内容としては、例えば科学リテラシーや科学倫理から、専門分野外および融合
領域に関する知識の習得が考えられる。海外事例も参考にしつつ、リサーチワークから始まる日本の大
学院の早熟な点を生かすことで、実現することが重要である。 
(5) 学部、修士、博士の年限等制度的検討の必要性 
大学院進学率が向上している実態を踏まえ、学部・修士の 6 年一貫教育、修士・博士の大学院 5 年一
貫教育、さらには学部から大学院までの 9 年一貫教育などを実現する制度的枠組みについても各大学、
研究科、専攻で必要に応じて検討していく必要がある。 
内部進学による一貫教育と学生の流動性の確保はバランスの問題であり、様々な制度的特色を持っ
た大学院であることが望ましい。 
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3． 大学院教育をとりまく環境 
(1) 留学生の役割の明確化 
国費を投じて留学生を集めるのであれば、そのねらいを明確化し、留学生が在学中だけではなく大学
院修了後に、我が国の科学、経済にどのように貢献していくのかを明確に示す必要がある。 
(2) 社会の博士号取得者の受容性 
我が国では産業界を含む社会全体で、専門職が必ずしも確立しているとは言えず、博士号取得者の
受容性が米国ほど高くない。大学院の教育を改善していくとともに、優れた教育を受けた人材が活躍でき
るような社会状況を作っていくことが重要である。大学側も優れた教育を提供し、その内容を積極的に社
会にアピールすることが必要である。また、大学自身が博士を採用していくことも教育研究支援体制を充
実させる観点から必要ではないか。 
(3) 大学院以前の教育の問題 
大学院の教育を改善するためには、大学院に進学する前の初等・中等教育、学部教育の改善も必要
である。博士課程修了者の能力については大学院教育のみに帰すことはできない。高度な大学院教育
に対応できる能力と意欲を学生が獲得していくように初等・中等教育、学部教育を通じて導いていくことが
必要である。 
(4) 大学院の教育、博士課程修了者に関する情報の把握と流通の促進 
学校基本調査等の既存統計調査の情報分析の充実、個別大学による博士課程修了者のキャリアパス
把握が必要である。社会における博士号取得者の受容性については、博士課程修了者のキャリアを十
分に把握してこなかった大学側にも責任があるのではないか。例えば、各大学は修了者の追跡調査を少
なくとも 10 年間は継続するなどの目標を持った取組みが必要である。各分野の学協会においても、博士
課程修了者のキャリアパスの把握や大学院教育のカリキュラムに関する調査等を行うことが重要である。 
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メールによる日本出身在米大学教員からの意見調査結果 
1 調査概要 
米国訪問調査を補完することを目的として、訪問調査以外の米国大学に所属する日本人教員から意見
収集を行った。 
調査対象者としては、U.S. News & World Report の理工系分野で上位となっている 29 の大学のウェブ
サイトの教員情報から収集し、原則として我が国の大学（院）でも教育を受けた経験を持ち、日米双方の教
育を比較できると思われる 30 名を選定した。 
これら調査対象者に以下の質問をメールで送信し、いくつか提示した論点のうち、問題意識を持つ点に
ついて自由記述で回答を依頼し、12 名から回答を得た。メールで回答を頂いたが、電話で意見を頂いたも
のも含まれている。 
 
なお、意見は頂いたものを原則としてそのまま掲載しているが、自由意見として回答されたものについて
は、適宜項目別に分類整理している。「本調査についての意見」という項目は、本報告書の中途段階のとり
まとめを提示し、意見を頂いた内容である。 
大学、所属、役職、氏名については公開の許可を得た場合のみ、記述している。 
 
メールによる意見収集協力教員一覧（敬称略、以下同様） 
 大学 所属 役職 氏名 
A 米国私立大学 地質学・地球物理
学科 
Professor  
B ジョージア工科大学 School of Chemical 
& Biomolecular 
Engineering 
Assistant Professor Yoshiaki Kawajiri 
C 米国州立大学 原子力工学科 Professor  
D 米国州立大学 機械・航空工学科 Professor  
E University of Michigan Department of 
Mechanical 
Engineering 
Associate Professor 斉藤万裕 
F 米国州立大学 電気コンピュータ
ー工学科 
Professor  
G Purdue University School of 
Electrical and 
Computer 
Engineering 
Adjunct Associate 
Professor 
小坂明生 
H University of Michigan Department of 
Mechanical 
Engineering, 
Electrical 
Engineering and 
Computer Sci. 
Associate Professor Katsuo 
Kurabayashi 
I 米国州立大学 化学科 Associate Professor  
J 米国私立大学 土木工学科 Assistant Professor  
K 米国州立大学 機械工学科 Assistant Professor  
L Clarkson University Mathematics and 
Computer Science 
Assistant Professor Takashi Nishikawa
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入学・進路の概要 
 大学院に入学した学生が、最
終的にどの程度 Ph.D.を取得し
ているか。 
近年の大学院生の進路志向と
卒業後の進路の特徴 
（アカデミック、産業界の割合など）
近年の大学院入学者の特徴 
（他大学・他分野・他国出身者の割
合など） 
A ほぼ全員 
（約 10％位は途中の審査に合格せ
ず、中途で退学となる） 
80－90％はアカデミック、10－20％産
業界 
アメリカでは一般に同じ学部からそのま
ま同じ大学の大学院に行くことは少な
い。90％以上は他大学から。30－40％
は他分野から。 30-40%は外国から。 
B 正確な統計は取っていないと思うが、９
割程度だと思われる。 
Ph.D.取得者の約９割が産業界。約１割
が大学及び政府関連研究所（国立研
究所等） 
Ph.D.入学者の９割以上が他大学出
身。５～６割は他国出身。他分野出身
は３割程度いると思われる。 
E ・ マスターとドクターが並立する仕組
みで、マスターを出てからドクターコー
スに入る。学部 4 年から直接ドクターに
行く特例もある。 
・ 試験は勉強しなければいけないと言
う意味では大変だが、博士課程入学後
はほとんど落とさない。 
・ 博士課程に進む時点で篩がかかっ
ていると言える。博士課程に入るには
財源がなければならないが、それは教
員が学生を見てやっていけると判断す
るので金を出す。そうして入学した学
生であるため、ほとんどが学位を取る。 
・ 博士課程修了後の進路として、大学
教員は 3 割程度。外国人が自国に帰
って教員になっていると思われるもの
を含めても 4 割くらいではないか。残り
は産業界である。 
・ 内部進学が低いことが問題となって
おり、改善しようとしている。ミシガン大
学でもトップの大学はMITやスタンフォ
ードに進学してしまう。ミシガン大学で 4
年間もやっているので別のところに行
こう、ということになる。すべて内部進学
に、ということではなく少なすぎるのが
問題になっている。良い学生が他大学
に行ってしまう。 
F Ph.D.の学生は、全体の 3 割程度。 Ph.D.取得後、ほとんどの学生が、産業
界に就職する。 
インド、中国、イランからの留学生の数
が非常に伸びている。 
G 修士課程入学者の 45%～50%が博士
課程に進学。 
博士課程進学者の 50%程度が Ph.D.
取得。残りは就職や他大学他学科へ
移籍などで、QE 不合格の理由とその
他の理由が半々。 
 
基本的に工科系の大学院のため、修
士課程修了だけで就職するものが、半
分程度いる。（修士課程は、修士論文
を書かなくても修了可能で、1 年から 2
年で修了するものがほとんどである。
工学系の場合には、修士課程後の就
職は、ほとんどが企業となる。） 
Ph.D.取得後の進路は、 
・アカデミックの割合： 約 30%    
・産業界の割合：    約 70%   
・アカデミックへの進路を取る場合、電
気コンピュータ工学科の場合には、産
業界で研究開発を行った経験のある
者（すなわち就職後に大学院に戻って
きた者）も多く、そうした経験者の場合
には、Ph.D.取得後すぐに Assistant 
Professor としての職を得られることもあ
るが、産業界などでの実績がない場合
には、よほど優秀な学生でないかぎり、
一度ポスドクを経験した後、Assistant 
Professor になる場合が多い。 
・電気コンピュータ工学科の場合、
Ph.D.学生の 70%以上が、外国からの
留学生。外国からの留学生で博士課
程の大学院生の場合、     
１）フルブライト・ロータリー・政府系・企
業系の奨学金を有している大学院生、  
２ ） 最 初 の 学 期 は Teaching 
Assistantship を学科から獲得している
もの、     
３）最初の学期から担当教授と直接交
渉をして Research Assistantship を得て
いるもの。   
・電気コンピュータ工学科の場合、近
年、韓国・インドからの留学生が多い。  
2001 年テロ以前は、中国からの留学
生の割合が多かったが、その後中国か
らの留学生は減少（中国国内での大学
院が充実・就職状況の変化・ビザの取
得の困難さなどが理由かと思われる。）  
・日本からの留学生は、もともと少ない
が、近年はさらに減少傾向。 
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 近年の大学院入学者の特徴 大学院に入学した学生が、最 近年の大学院生の進路志向と
終的にどの程度 Ph.D.を取得し 卒業後の進路の特徴 （他大学・他分野・他国出身者の割
合など） ているか。 （アカデミック、産業界の割合など）
H 本 Department の大学院の選考の過程
では、学生を Ph.D.と Master’s Degree
プログラムとで分けて取っている。この
際、学部出身の学生でも優秀であれ
ば直接 Ph.D.のプログラムに入れること
がよくある。 
最初から Ph.D..コースに入る学生は、
年に 50 名程度で、そのうちの 8 割は
Ph.D. を取得する。残りの 2 割は、
Qualifying Exam に落ちるか、研究は
自分に向いていないと思い、途中で
Master だけを取って卒業する。 
Master コースに入ってくる学生は、ほと
んどが Master を取り終わった後で卒業
し、就職する。 
2－3 年前までは、2 割がアカデミック、
2 割が国研、残り 6 割が企業に就職。
近年の経済危機の影響で、アカデミッ
ク志望もしくは、経営コンサルティング
なのどへの志望が増加している。 
他大学出身者 8 割、他分野出身者(主
に物理・応用物理など)1 割、他国出身
者 6 割。 
I ８５％程度 ポストドクターが多いが会社、国立研究
所、カレッジでの教育職に進む学生も
多数いる。 
男子学生と女子学生の比率は約２：１
である。近年では大学院入学者のうち
約２０％が外国人学生である。 
J 8 割程度 アカデミック 1 割、民間 8 割程度 他大学からの入学者が圧倒的多数
（内部進学を教員も勧めない） 
中国、イランからの学生が多数 
K Ph.D.課程に入学したうち 7 割程度。 ほぼ産業界。工学系大学院から金融
に移る学生も多い。 
中国、韓国、インド、中東の学生が多
い。しかも優秀な学生が多い。 
日本からのフルタイムの大学院生はご
く少数である。ただし日本からの短期
滞在の研究者、社会人、ポスドクは多
い。 
日本は高等教育機関がうまく機能して
おり、あえて米国で学位を取らなくても
良いという事情もあると思う。ヨーロッパ
からのフルタイムの学生が少ないのも
同様の理由と思う。 
L  アメリカでは博士号をとるか、修士だけ
で卒業するかはだいたい入学の段階
で決まっていて、（少なくとも私の大
学、学科では）修士取得者はそのまま
博士課程に進まないかぎり産業界へ
入るケースがほとんどである。博士取
得者は大半が（少なくとも卒業時は）ア
カデミックの仕事を目指すが、まずは
何らかのポスドクから始めるのが普通
である。 
大学院入学者は半分アメリカ人、残り
の大半は中国、インドなどアジア出身
の学生である。 
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2 A 米国私立大学地質学・地球物理学科 Professor 
 
2-1 日本が米国に学ぶべき点 
米国では各学生が自分で考え、その考えを発表し、他の人に伝えたり、意見を交換したりする方法を徹
底的に訓練する。この訓練は小学校から始まる。自分の意見をまとめたり発表したりする能力は日本の学 
生が圧倒的に劣る。大学レベルでもこのような訓練を行うべきであろう。 
これと関連して、日本での英語教育のレベルの低さはあらためて指摘しておきたいと思う。日本の学生の
英語力は世界でも最低レベルなのではないだろうか？中国、韓国、ロシアなどからくる学生はもっと真剣に
英語を勉強している。日本の学生の英語力の低さには愕然とする。私が英語を勉強した 40 年前にくらべて
いろいろと英語を勉強する機会は増えたのだろうが、英語力は最近の学生のほうが低くなっているようであ
る。例えば日本の一流の国立大学で博士をとってきた人がアルファベットの C とか G の正しい読み方（発音
の仕方）を知らないという笑い話のような事実がある。最近 Caltech のアメリカ人教授から「最近、日本ではま
だ英語を教えているのか？」と聞かれ、はっとした。彼が言うには最近、日本からくるポスドクの英語が大変
ひどくなって来ているというのだ。私も同感である。大学院を出て（アカデミックであろうが企業にいくのであ
ろうが）世界的に活躍する人物をつくるのに英語の力がこの程度では話にならない。ただし、この問題はこ
こで議論してもあまり意味はないだろうが。というのは根本的な問題は中学校の英語教師の訓練不足にあ
ると思うからである。といっても、大学院レベルで英語での議論などの訓練をするのも少しは役に立つかもし
れない。 
また、大学院での教育の問題の本質は、教育の制度の問題ではなくその本質は教える教師（大学教授）
の問題であると思う。学生は教員の「背中を見て育つ」のであってある種の教育カリキュラムを組めば教育 
がよくなるというのではないと思う。これは家庭での教育でも同じだと思う。色々、子供の「いじめ」などが問
題になっているが、それは大人がいじめをしているからだと私は考える。子供の問題のほとんどは大人の問
題である。日本の社会は陰湿で個人が自分の意見を率直に表現することが嫌われているので鬱積した憤
懣がこのような現象の原因になっているのだと思う。いじめを解決するには陰湿な大人の社会を変えるしか
ないと思う。これと同じでよい大学、大学院の教育をするにはまずよい教員を育てることである。 
2-2 日本の方が優れている点 
基礎的な学問（たとえば数学）の「学力」については日本では受験勉強などで訓練されているせいか、米
国より平均的にはすぐれている。 
また、自然に対する純真な好奇心なども日本の学生のほうがやや多いのではないかと思う。少なくとも、
学生が進路を決定するときにはこのような純真な考えが日本ではまだ大きな要素になっているように思う。
これに比べ、米国では万事、「お金」に学生の目がいっており、学生が進路を決めるときも近視眼的にお金
になる分野に行く傾向が強い（これも米国では大人や教員がそういう考えを持っているからだ）。この点日
本はまだ健全であると思う。 
また、アメリカでは何かと競争が激しい。これは刺激になっていい点もあるが、行き過ぎの場合も多いと思
う。日本では何かというとアメリカの真似をして「評価」などを取り入れているようだが、のんびりとあくせくせ
ずに研究、教育をするのは東洋的な文化の長所だろうと思う。湯川、朝永、南部を産んだ日本の学問的文
化は世界に誇るべきものである。この 3 人はいずれも、孤高の道を「評価」など気にせず歩んだ人である。
評価などは下手に導入しない方が良いのではないだろうか？ 
お金にばかり目がいき、過度な競争をしている浅はかなアメリカ文化の悪い点は真似すべきではない。 
2-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
授業の体系化(日本では大学院での授業がアメリカほど体系的ではないと思う）。 
学生の研究の進展状況を定期的に点検すること。 
学生には指導教員の他に数名の教員を補助指導教員としてつける。このことにより学生の研究（勉強）
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の幅が広がる。補助の指導教員には他大学または他学科の人を一人は選ぶ。 
学生に適度な経済的補助を出すこと。 
2-4 日本の大学院教育を改善するために実施すべきでない事項 
定員の極端な増加はまずい。 
定員に満たないからといって出来の悪い学生を入れているのは大変まずい。学生の数が減ると予算が
削減されるという制度は何とかならないのか？ 
2-5 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
経済的な補助としては日本育英会に相当するような政府の機関からの財政的援助が必要であろう。個
人の寄付金が充分あればそれも使ってほしい（ただし日本では個人が寄付をする習慣はまだないようだ
が）。私のいる私立大学ではこのような予算の一部を寄付金からまかなっている。その他には研究費の一
部を使って学生に経済的な援助をしている。 
また、上記に提案した色々な改革は各大学または学科で議論して決めて欲しい。日本では色々な改革
が政府からの命令で行われていることが多いがこの悪習は是非やめてほしい。 
2-6 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 
大学、大学院の問題の大部分は制度の問題ではなく教員の問題だと思う。この点には日本の人の大多
数は（自分のことなので）気づいていないと思うので繰り返し強調しておく。教員が研究や教育にもっと生き
生きと自分の考えを述べ、同時に他人の意見も聞くという本当の意味での民主主義を身につけた人物であ
れば教育の問題の多くは解決すると思う。教員の質を変えずに制度をあれこれいじっても効果は少ないと
思う。では教員を改良するにはどうするか？あまりいい知恵はないが、外国でやっている sabbatical というよ
うな制度を導入し半年または一年間、外国にいって新しい空気を吸ってきてもらうのも手かもしれない。そ
れから、アメリカでやっている tenure-trackという制度は有効だと思う（教員を tenure- trackで採用した場合、
5－6 年後に研究、教育の業績を審査し、永年採用か否かを決定する）。教員の質を維持するのによい方
法である。 
2-7 本調査についての意見 
日本の大学の問題として「支援スタッフ」が不足するという不満がよく聞こえてくるが、これはとんでもない
誤解だと思う。私はアメリカでも一流と言われている大学で Chaired Professor という特別職についている
が私の仕事を手伝ってくれる専用の「秘書」は一人もいない。事務的な仕事をやる人は私のいる学科（教授、
助教授が約 30 名）で 5 名いるだけである。それで事務的な仕事は充分、まかなえる。要は能率である。日
本では私とおなじ位の年齢、地位の教授には個人的な秘書が 1－2 名ついているようで、授業などの準備
なども手伝っているようでだがそれはお金の無駄使いだと思う。米国でコースワークなどが充実できるのは
支援スタッフがいるからだと”論点”にはかいてあるが、これも間違いだ。コースワークなどは全部、教授が自
分で準備する。予算の請求をするプロポーザルも殆ど全部教授が自分で準備する。最近は全て便利なソ
フトウェアが出ているので自分でできる。 
これと関連していることとして、日本ではソフトウェアやネットワークを整備する技官が不足していると思う。
ホームページは日本のものは大抵アメリカのものに比べて大変おそまつである。また事務処理のオンライン
化も未発達ではないかと思う。このようなプログラムを作る人が一人いれば事務処理は大変、効率的になり
10 人くらいの人がやっている仕事を容易に行うことができる。 
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3 B ジョージア工科大学School of Chemical & Biomolecular Engineering Yoshiaki Kawajiri Assistant 
Professor 
 
3-1 日本が米国に学ぶべき点 
大学間の競争原理の導入。 
高度な知的トレーニングを受けた人材の産業界での活用。 
他大学、他学部、他研究グループとの交流、共同研究。 
新たな学際領域へのチャレンジ精神。 
3-2 日本の方が優れている点 
学部卒業後、すぐに自分の研究だけに専念できること。 
3-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
博士課程学生への経済援助。若手教員の独立した研究グループ運営。 
3-4 日本の大学院教育を改善するために実施すべきでない事項 
3 年以下の短期の任期。 
3-5 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
年功序列制。若手教員の雑用。大学間同士の序列意識。 
3-6 その他、着目すべき点 
若手教員の雑用を減らすため、大学のスタッフを充実させる。 
教員採用プロセス、任期つき教員の評価基準、昇進条件を透明化し、公平にする。 
国外での教員採用活動を行う（シンガポール、香港は非常に活発。最近は韓国、台湾も）。 
3-7 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 
欧米先進国では、高度な知的トレーニングを受けた人材の産業界での扱いが日本と比較にならないほ
ど発達していると感じている。 
企業にとって、従業員が大学で得た知識を生かして新たな価値を創造してもらうことが生命線であり、そ
のために学位を取得した学生の扱い（職務内容、待遇、社会的地位）が非常に良い。従って学生側も元気
付けられ活気あふれている。 
このような人材を供給することを使命とした大学は、このニーズに応えるべく切磋琢磨しているし、産学の
交流も自然と生まれるという正のサイクルが確立されている。 
私の知る限り日本ではこのサイクルが確立されているといえず、これをどうやって"回し始める"かを検討
すべきではないかと思う。 
3-8 本調査についての意見 
現状の問題点をざっと拝見したが、多くは私が日本で学生をしていた 10 年前とそれほど変わっていない
ことを改めて認識した。 
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4 C 米国州立大学原子力工学科 Professor 
 
4-1 日本が米国に学ぶべき点 
（1）アメリカは実力に応じて「差（給与や施設や待遇全般）」をつけるが、日本は「差」をつけない。 
（2）日本は東大に一極集中する傾向があるが、米国は、多くのトップ大学がしのぎを削り切磋琢磨してい
る。 
（3）日本の大学院生の意気込みと米国の大学院生の意気込みが異なる。 
（4）日本では教員の人事流動性が低い。 
（5）日本では若手教員の独立性が低い。 
（6）日本の大学院では、教育よりも研究に主体を置いているのに対し、米国はその双方に重きをおいて
いる。 
（7）アメリカの大学の大学院生（工学部系）は、教授から経済的なサポートを受けており勉強に集中でき
る環境がある。 
（8）アメリカの教授の雑用は、比較的少ない。 
（9）アメリカの大学では、助教授に永久在職権を与えるかどうかの選択権があり、適正な教授の確保に
努めている。 
 
一般に人事の透明性、人事の多様性、学生の選抜方法、教員の水平流動性、実力に基づく教員の給
与、学生配分、実験室配分、雑用の配分、学科長の選抜、講義に対する真摯さ等ほぼすべての分野にお
いて、理にかなっていると考えられているが、それが即、日本が米国に学ぶべき点かと問われると国それぞ
れの文化があるので一概には、学ぶべきとはいえない。 
4-2 日本の方が優れている点 
上記に示したように教育と文化は密接に関連しているので、一概にいえない。すなわち大学のシステム
ばかりを修正しようとしても、それを取り巻く日本の文化が同じであれば、大学改革のみが突出してしまうこ
とになるのではないかと考える。 
4-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
大学院教育は、日本の文化に根ざして考えるべきである。 
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5 D 米国州立大学機械・航空工学科 Professor 
 
5-1 日本が米国に学ぶべき点 
日米の大学院教育の方法には相違点があるが、多くの点において一長一短であり、一概にどちらが良
いとはいえない。 
ただし、しっかりした論理性や枠組みからとらえる思考力を育成するという観点からは米国の方が優れて
いると考える。しかし、これは大学院以前での教育システムの積み重ねの問題である。 
 
米国では講義を重要視し、その準備に労力を注ぎ、わかりやすく意義深く価値のあるものにする努力を
している。日本ではその度合いがより低い。 
 
学生への授業料や生活費の援助の有(米)無(日)が違う。それがあれば良い学生を得やすくなるが、そ
の反面、研究費獲得競争が激化する。 
 
米では研究と学生の教育とのつながりが強い。研究費で学生を養っているため教員の指導がより真剣で
あり、また Ph.D.の学生が多いので、学生指導が研究成果に直結する。日本ではほとんど修士なので、教
育の成果が現れる前に卒業してしまうケースが多い。 
 
米では学位取得までの年限が長い(7 年程度)。できる学生は早く卒業でき、また博士論文のレベルを妥
協せずにすむ。日本では、学位取得の条件として雑誌論文を 2 つ、などを課す場合があるが、これは小さ
いテーマであたりさわりのない雑誌に投稿することを助長する。 
 
日本(のリーダー格大学)では組織内や学会での仕事が多く、研究や教育に費やす時間が少ない、とき
く。 
 
博士課程教育の役割は、専門技師を育てることではなく、研究に必要な発想の生み出し方や思考の組
み立て方を教えること、と思う。この点では全体的に米国の方が優れている気がする。 
5-2 日本の方が優れている点 
米では教員に 9 ヶ月の給料が支払われ、のこり 3 ヶ月を研究費からだすのが普通。研究への動機付けに
は非常に有効。ただし、研究費獲得競争が激化し、研究テーマが資金供給源(主に国)に左右されがち、ま
た研究の質の劣化と相関がある可能性もある。研究プロポーザルを書くことに時間を多くとられ、実になる
研究に割く時間が減る。 
 
5-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
中国などアジアの学生が留学先を探すとき、優秀な学生はアメリカを希望し、それに劣る第2グループの
学生が日本を希望する、と学生から聞いたことがある。言語の違いは大きなハンディキャップと考えられる。
第 2 グループの留学生よりも優秀な日本人を獲得することが重要。 
 
5-4 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
教員の給料の一部や学生の授業料などを研究費で負担することは一長一短であるが、仮にそうしようと
しても国や企業からの援助額が少なすぎてそのインフラを整備しなければ難しい。 
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6 E University of Michigan Department of Mechanical Engineering 斉藤万裕Associate Professor 
 
6-1 日本が米国に学ぶべき点 
米国は RA 制度があるため、学生はまじめに研究し、先生も結果を求める。 
日本より大きな金が動くが、理由がしっかりしていない研究には金がつかず、練られたものしか金が着か
ない。 
日本は先生も学生も向上心が不足しているのではないか。怠け者でも生きていける余地がある。先生も
学生を首にしないし、首にする意味がない。一方、米国では学生にとって首になるということは、現実的に
勉強を終えざるを得ない。 
もともと勤勉な人は良いが、全体としていろいろな人たちが入る。先生も年齢によって生産性が高い時期
とそうでない時期がある。全体を見ると鞭のシステムがあると良い。 
米国のシステムは潤沢な金があるのが前提である。うまくいっているときはうまくいくが状況が変わってい
る。知り合いの外国人教員には母国に帰りたいという人もいる。米国以外はアメリカほど競争的ではないた
めである。 
 
日本は学部のレベルでは悪くないが、大学院で悪くなっている。先生の危機感、学生の危機感、プロフ
ェッショナル意識がないためではないか。学生は学生気分である。また、急速にレベルを引き上げる方法が
ない。一気にレベルが上がらない。先生も忙しくて面倒見てくれない。その結果、学生の知見が狭くなる。 
米国で日本の学生を見かけないので予想だが、類似の教育システムである韓国などから想像すると、マ
スターに行くとダメになる。 
米国の大学院では、手取足取り、宿題まで出して細かく授業を取らせる。なぜそのようなことをするかと
言えば、授業が終わった後の段階では研究できる人になっていなければ困るためである。それなりの金の
研究であればそれなりの能力が必要であり、そのレベルまで短期間で引き上げている。 
基礎がないところに研究しても仕方がない。あまりバックグラウンドが出来る前に研究させると、出来る人
は良いが、出来ない人はロストしてしまう。 
どのような質の研究をしなければならないかを考える必要がある。研究のアウトプットが目的か、研究のア
クティビティが教育と見るかである。日本としては研究者のビヘイビアを身につけようとしているのではない
か。研究を教育の一環としてみるなら価値があると思う。 
米国の大学院では研究の期間は短いが短いなりに充実した研究を行っている。日本の博士はだらだら
やっている印象がある。出来る人は自由にやらせたほうが良いかも知れないが、全体の質を上げるために
はそれでは不十分である。 
 
これら日米の違いは違いであって、単純に日本がそうすべきかわからない。どちらを取るかの選択である。
全体としての研究のアウトプットの質を取るなら、明らかにしっかりコースワークの後で研究させたほうが良
い。 
世の中の研究を理解するレベルまで引き上げている。多くの場合、日本の学生はそこまで行かずに論文
を読み始めるので、何が輝いているか何がそうでないかの見分けがつかない。なおかつ、論文を読んでい
ない。 
最初の段階で state of the art を感じられるかが大事だが、日本のやり方ではそれが難しく、卒業する段階
でわかる。そうではなくて最初にわかることが必要である。 
米国のマスター1 年で行われるコースワークの内容は日本の学部 4 年生の段階で終わっている可能性
が高い。しかし、それがどこまで消化されているかは疑問である。 
日本の学部を出て米国の大学院に入学した個人の経験としても、1 年目のコースワークは大体知ってい
ることだった。ただし、米国ではきちんと教えてくれる。トピックとしてカバーされていることと、血となり肉とな
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っているかは別問題である。 
米国では宿題、試験、レポート、プロジェクトがあり、日本とは仕事の量が違う。日本は最初こそ米国より
進んでいるが、それは長くて 1 年であり、大学院に入って 1 年経つと貯金がなくなっている。 
6-2 その他、着目すべき点 
入学時には書類と推薦状で選考をするが、学生の取り合いは激しいので、Ph.D.コースに入学する学生
であれば、教員の誰かは事前に話をしている。米国の学生であれば訪ねているし、海外でも主力大学は訪
問している。最低限、中国、インド、韓国の Top2-3 くらいは訪問して現地で事前評価している。具体的には、
まず無条件で金を出す学生を決め、次のランクの学生はフェローシップは出ないが、各教員が RA として雇
うか持ち帰って判断する。 
アドミッションの前段階で会って、その結果でアドミッションを与えている。最近はこのようにアドミッション
の前から面接をしている。 
6-3 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 
米国の高校のレベルは低いよく言われるが、米国でも私学の高校、予備校に相当するものがあり、トップ
スクールの学生はそういうところで勉強しているので、日本とそれほど違わない。そのため、インド、韓国、中
国の一番良い大学の学部プログラムよりは遅れているかも知れないが、米国でもトップレベルは日本で思
われているほど学部までの段階で遅れているわけではない。 
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7 F 米国州立大学電気コンピューター工学科 Professor 
7-1 日本が米国に学ぶべき点 
1. 若い研究者の活躍の場を作ること。 
2. 基本的には、アメリカの大学では、定年制度がない。優秀な教授は、80 歳でも研究を継続できる。 
3. 研究費獲得のための審査が日本より公平。 
4. 大学のシステムが、あまり官僚的でないので、研究分野の変化につい早くスムースに対応できる。 
5. 学生を成績順に講座に入れるようなシステムがない。つまり、人気のない、あるいは時代遅れの講座
でも日本では生き残れるが、アメリカでは淘汰される。 
7-2 日本の方が優れている点 
学生の授業料とスタイプンを教授が払う必要がないこと。あまりない。 
7-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
講座制を廃止すること。紳士的な、競争をすること。 
7-4 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
頭の古い教授。 
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8 G Purdue University School of  Electrical and Computer Engineering小坂明生Adjunct Associate 
Professor 
 
8-1 日本が米国に学ぶべき点 
(1) RA/TA システムの充実 
・Research Assistantship (1/2、 1/4)により、修士・博士両課程の大学院生が研究しながら、生活費として
の給料をもらえるシステムが充実していること。動機付け・研究に対する目的意識・スポンサー（企業など）と
のコネクション創成などにも有効。 
・世界のトップレベルの大学院生が、Financial Support があると意味で大学院に入学しやすい。 
 
(2) ABET 評価システムによる講義の質の向上と維持 
・講義内容を外部機関が評価することにより、大学院カリキュラムとしての質的向上。また学科単位での
カリキュラム自己改革へのフィードバックとしても有効。 
※ABET は学部レベルの教育だが、教えている教員（あるいは主導する教員）は、同じ教授陣であるの
で影響を与えているという意味である。大学院レベルのプログラムや講義は、学部プログラムを前提の上に
設計されているものがある。 
 
(3) 講義形式とレベル 
・講義形式が、週 3 時間形式（月・水・金に各 50 分、あるいは火・木に各 75 分）と週に複数回の講義の
時間割をすることにより、大学院生が継続的に学習可能。 
・Homework 多数・中間試験（1 回・2 回）・最終試験、あるいはプロジェクト課題を含めて、大学院生に講
義内容の理解と実践的活用を教育する方法。 
（大学院講義内容は、日本の大学院の講義内容ほどレベルは高くないが、徹底的に講義内容を理解さ
せる・活用させるという意味では、最終的に、大学院生の研究活動に貢献する。） 
・電気・コンピュータ工学科では、大学院レベルの数学科の単位の取得も卒業要件に入っており、基礎
学力の習得にも貢献。 
 
(4) 良質な大学の地域分散 
・日本の場合と異なり、地域ごとに良質な大学が分散している。地方大学や Minority Faculty に対する研
究資金援助がある。 
・地域の企業などが地域の大学と連携もしやすい。 
・地域の優秀な学生が、地域の大学から教育を受けやすい。 
8-2 日本の方が優れている点 
(1) 工学部修士レベルでも修士論文を課していること 
・米国工学系大学院（特に電気情報系）では、修士論文を書かずとも修士号を得ることができる（従って、
研究活動をせずとも修士号を獲得可能。） 
8-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
・Research Assistant System の充実  
・講義・カリキュラムの充実と、外部機関による外部評価システムの充実(ABET に近い形での評価システ
ム） 
・大学教員のグローバル化 
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8-4 日本の大学院教育を改善するために実施すべきでない事項 
・大学格差を性急に助長するような性急な改革 
8-5 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
・外部資金のオーバーヘッド率が、米国に比べて、日本の場合には低いので、学部・学科が独自でイン
フラ整備・メンテナンスなどに利用できる資金に限界がある。 
8-6 その他、着目すべき点 
(1) 大学施設と設備のメンテナンス  
・米国大学では、建物・設備のメンテナンスが充実（細かいことだが、建物の清掃・メンテナンスを定期的
に行い、長期間にわたり使用可能）。  
・研究室にある大学の資産のコンピュータのメンテナンスや管理（バックアップ・ウイルス対策・セキュリテ
ィ管理）は、専門組織の Engineering Computer Network という学部内組織が、組織的に行うなど、管理が合
理的で危機対策が取られている。 
 (2) TLO・事務処理などの充実 
大学内の TLO などが充実（特許出願・企業との交渉など）。 
8-7 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 
・米国では、大学・大学院の教員（Assistant Professor、 Associate Professor、  Full Professor）採用の基
準が、日本より明確。 
教育・研究を主導していく教員のグローバル化も重要。 
8-8 本調査についての意見 
内容的には、同意する意見が多い。課題としては、 
 ・大学院教育のミッションを考えたとき、教育と研究の両輪として、どのようにバランスを取るか、 
 ・グローバルレベルで戦える人材を教育・あるいは確保するため 
  1）日本国内へ海外から優秀な人材を取り込めるか？ 
    （少子化・理系離れ対策） 
  2）著名論文誌（Journal)レベルでの若手研究者の活躍度調査 
    （日米欧での活躍度比較） 
  なども配慮すると良いと思う。 
A-13 
9 H University of Michigan Department of Mechanical Engineering, Electrical Engineering and Computer 
Sci. Katsuo Kurabayashi Associate Professor 
 
9-1 日本が米国に学ぶべき点 
一言でいえば、(1)国際的なブランド力、(2)多様性、そして(3)サービスとしての教育の質。米国の大学院
で取得する学位は、自国で大変通用するという概念のもと、世界中から多くの優秀な外国人学生(特に中
国・韓国・台湾・インド)が、米国の大学院に志望してくる。こうしたブランド力が日本の大学院は弱い。また、
米国の大学院で学ぶ学生たちは多様なバックグラウンドを持つ。これは、さまざまな価値観や文化の交流
を学生たちの間に促し、新しいアイデアや知的な刺激を与える要因になる。米国の理工系大学院教育は、
講義・演習・試験・コースプロジェクトといったスタイルがどの教科にも一貫しており、コースの履修後には学
生が実際の研究や産業分野で役に立つ問題解決能力・スキルを身につけることができるようにデザインさ
れている。米国では、教育はサービス業であるという考えが徹底している。 
9-2 日本の方が優れている点 
日本全体の教育に限っていえば、特に見当たらない。しかし個人レベルでは、研究室単位ですばらしい
教育をされている先生方もいる。 
9-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
(1) 優れた教育プログラムを立ち上げた教員に対して報酬を与える制度の確立。 
(2) 大学教員の教育研修。大学教員の間での優れた大学院教育のあり方についてのワークショップや
短期の海外研修を行う。大学教員が自ら米国の大学院のコースを一学期だけでも履修してみるという経験
があれば良い。 
(3) 講義を英語で実施する。 
(4) 学生たちの半年以上にも渡る就職活動を禁止し、各大学が企業を集めたジョブ・フェアーを主催し、
学生の就職活動を短期で終わらせるようにする。 
(5) 企業や国立の研究所でのインターンシップ制の導入。インターンシップでの実習活動を学生の修
士・博士論文に盛り込む仕組みの確立。 
(6) 日本の大学院で学ぶ外国人学生の就職のバックアップ、そのことに伴う国際的ブランド力の強化。 
9-4 日本の大学院教育を改善するために実施すべきでない事項 
(1) 大学院教育改革の一環と称しての大学教員の雑用の増加や無意味な会議の発足。 
(2) 大学院の教育をサポートするスタッフ・実験設備・予算などのリソースもないところで、無理な改革を
進めようとすること。 
9-5 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
大学人の大学院教育に対する経験の少なさ・マネージメント能力の欠如。優れた研究者は、必ずしも優
れた教師や経営者ではない。しかし、日本の大学院教育で効果的なプログラムを確立するには、優れたマ
ネージメント能力とコミュニケーション能力を有したリーダーが必要である。 
9-6 その他、着目すべき点 
大学院教育改革を大学人のみにまかせすぎることが問題。これは日本社会の将来の競争力にかかわる
事なので、大学のみならず、企業、政府、地域団体、OB 会などからの寄付や建設的なフィードバックなど
のサポートが必要である。特に日本企業は、企業の利益ばかり追求するのではなく、その社会的責任を果
たすため、大学院教育改革に積極的に参加すべきである。また、政府も大学院をサポートする企業や個人
団体に税制上の優遇措置などをして、バックアップの姿勢をとるべきである。 
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9-7 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 
日本の大学の環境は、一般的に悪化していると思う。特に若手の准教授、助教レベルのポジションにテ
ニュア・トラックのポストがほとんどない。テニュアなどの制度を設けようにも日本の大学には公正な評価制
度が存在しないことが問題だ。また日本の大学は、いまだに言語的にも文化的にも独自のメカニズムで運
営し、鎖国を強いているので、外国出身の研究者を連れてこようにもその求心力がない。これは、結果的に
日本の大学の国際性でのポイントの低下を招き、世界的に一流の研究結果を出しているにもかかわらず、
世界ランキングでの頭打ちを経験することになる。こうしたことは、早急には改善できなくとも、長期的な視
野を持って変えていかなければならないと思う。 
一方、米国の大学の問題は、研究資金獲得のための競争の激化、毎年のよう高騰する授業料を捻出す
るための教育費負担だ。これらは、ますます米国の理工系大学院教育を圧迫している。これは、米国の大
学が長年築き上げてきた運営形態の巨大化と理系の研究サポート体制を維持するコストの肥大化によるも
のだ。また政府の資金投入する研究分野の偏りや短期的な経済上の見返りを重視する姿勢が、米国の大
学で長期的な基礎研究を行うことを困難にしている。米国の大学は、国の資本経済やエネルギーシステム
の再構築が必要なように、近いうちに、経済的で効率の良い、sustainable な大学院研究・教育体制を築か
なければならないだろう。 
9-8 本調査についての意見 
要点をうまく突いた素晴らしいレポートになっている。これらの論点には基本的に同意見である。 
 
学生間の流動性に関して一言。そもそも日本の大学に米国の大学のような流動性がないのは、学生の
大学・大学院の選択基準が、単に高校レベルでの入試の偏差値ランキングで確立してしまった大学のイメ
ージのみに依存しているからに他ならない。近年の日本人ノーベル賞受賞者の出身大学を見れば、世界
的な業績をあげるのに東大や京大だけに限って大学を志望する必要はまったくない。したがって、流動性
を上げる方法として、(1)現在の大学入試制度の撤廃、(2)同じ出身大学の教員の定員設定、そして（3）旧
七帝大＋東工大の教員一人当たりの政府予算の均一化を提案する。(1)に関しては、ある一定の基礎学力
テストに合格した学生の中から、小論文・面接・推薦状などの結果をもとに、各々の大学が取りたいと思う学
生を好きなように主観的に取らせれば良い。(3)に関しては国立大学のみに言えることで、私立大学に関し
ては、国が競争的資金配分の際に国立と私立との間のバランスを取るなどの配慮が必要。 
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10 I 米国州立大学化学科 Associate Professor 
 
10-1 日本が米国に学ぶべき点 
大学院学生全てに給料と授業料をサポートする事。そのかわり、だめな学生は容赦なく淘汰。 
10-2 日本の方が優れている点 
学力的に均一な学生層。 
10-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
大学院学生を労働力、共同研究者として具体的に評価すること。”学生の主導”による研究室間あるい
は学科間の交流を活発化。大学院学生の英語力そして議論力の強化。 
10-4 日本の大学院教育を改善するために実施すべきでない事項 
考えつかない。 
10-5 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
日本の状況が良くわからないのでコメントできない。それほど実現が難しい改善とは思わない。 
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11 J 米国私立大学土木工学科 Assistant Professor 
 
11-1 日本が米国に学ぶべき点 
知識、思考力だけでなく、ディスカッション能力、コミュニケーション能力、リーダーシップ等、表現・指導
能力を身につける教育。 
教員からの一方向的な指導だけでなく、学生が自由に教員と議論する場・雰囲気の提供。 
11-2 日本の方が優れている点 
平均的基礎学力の高さ。 
大学間によるカリキュラムの差がさほど少ないため、同系列・同学部では、基礎知識が出身大学、さらに
は指導教員によって米国ほど大きく異ならない。 
11-3 日本の大学院教育を改善するために実施すべき事項 
大学に通わない企業からの社会人ドクターの廃止（博士号の質の低下を導く）。 
社会人を経験した者の大学院進学への門戸の開放、および、彼らの能力を正当に評価する入試制度。 
カリキュラムに固執しない、多様な選択肢の提供（例：複数・他分野の研究室への所属の許可）。 
飛び級制度の廃止。 
11-4 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
従来の枠を越えた教育を受けてきた者に対する民間企業の理解の低さ。 
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12 K 米国州立大学機械工学科 Assistant Professor 
 
12-1 日本が米国に学ぶべき点 
大学院生（少なくとも後期課程の学生）を社会人として処遇し、学費、生活費、医療費を支給すべき。ま
た、大学院での研究活動を職歴として考慮するべき。結果として、大学院生の自立につながる。 
12-2 日本の方が優れている点 
指導教員から直接サラリーをもらわない現状においては、（ただし、多くの場合、学生自身が生活費、授
業費を負担するデメリットがあるが）学生の研究テーマを比較的自由に定めることができる。すなわち萌芽
的あるいは応用が必ずしも明確でない研究に取り組むことができる。米国とシステムが異なっているため、
結果として研究の差別化につながっていると思う。修士卒の学生を新卒として企業が採用する制度は米国
にはなく、修士時点での就職の安定性という点では日本のほうが優れていると思う。 
12-3 上記を実施するために隘路・阻害要因となるような事柄 
米国の大学教育制度は、米国での価値観、生活習慣に基づいて機能するように作られている。 
米国では、教育制度は高いレベルを安定して保つことが重要であると考えられているため、社会制度の
「改革」とはかなり遠い所に位置しているように感じる。米国の大学教員は米国の他の職種（大学院生が就
職するような"一流の"企業）と比較すれば、職の安定性が高い反面、低賃金であるのが一般的な認識であ
ると思う。それは一般の職種では経済状況に応じたレイオフが日常的に行われる社会風土があり、安定性
と収入のバランスがある意味取れていると言える。そのような社会事情があって米国の大学制度は機能して
いる。日本と米国の社会事情を考慮せず、米国の大学制度のみを日本に"輸入"してもうまく機能するとは
思えない。 
12-4 その他、着目すべき点 
ＮＳＦはじめ多くの政府系助成金交付機関では、研究ではなく教育に関するユニークな取り組みのため
の grant が多くある。 
12-5 その他、日米の大学・大学院を取り巻く環境に関しての意見 
米国の大学院の教員は（少なくとも私のいる学科では）外国人が半数近い状況であり、学生も大学はそ
ういう組織だと認識している。 
米国と日本では社会の構成が相当異なるので、大学の制度だけの単純な比較はあまり意味をなさない
と思う。米国のみの特殊事情も多い。 
イギリス、ドイツ、フランスなど、自国民の教員の比率が高い国を参考にされるのも良いと思う。 
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A-19 
13 L Clarkson University Mathematics and Computer Science Takashi Nishikawa Assistant Professor 
 
13-1 日本が米国に学ぶべき点 
財政的支援に関して。 
アメリカでは入学審査の段階で援助がもらえるかどうかが決まる。授業料だけでなく、生活をなんとかま
かなえるだけの援助がもらえない限り入学できないという学生は多くいる。財政的支援は日本でも絶対に競
争的にするべきだと思う。競争の中で優秀な学生が選ばれていくというは、学生の質の向上につながると思
う。アメリカでは援助をどれくらいの量にするかによってどんな質の学生をどれだけの数集められるかをコン
ト ロールするという考え方をすることがある。 
 
学生の質の変化に関して。 
質の変化は大学入学以前の教育に起因という論点があったが、全くその通りだと思う。個人的には日本
の受験戦争は未だに激しすぎて、本来の意味で能力、ポテンシャルの高い学生が選べていると思えない。
アメリカと日本の間で大きな違いは、標準科目以外の課外活動などの評価である。例えばこちらでは高校
生が Science Fair のようなチームで研究というものを体験して他のチームと競争するような（日本で言えばロ
ボコンのような）イベントが数多くあり、人気がある。地域の小さな大会から全国レベルの大会にあがれるよう
になっていたりして、その成果が大学進学の時には大きく評価されるのでモチベーションがあがる。日本で
もこういう活動への評価をもっと大きく入れて標準科目の点数だけでははかれない能力をみて学生を選ぶ
べきではないだろうか。 
 
大学院コースワークに関して。 
アメリカでは確かにコースワークが多いが、その理由の一つは学生が学部から大学院にあがるときに分
野を変えて基礎から学ばなければならないことが多いからである。学部のときには専攻一つということは（特
に優秀な学生ほど）少なく、少なくとも副専攻を一つ、二つ、あるいは主専攻二つという学生がとても多くい
る。幅広い教育を受けることはいいことだという認識が浸透していて、この考え方は大学院を選ぶときにも、
学部の専攻とは必ずしも同じ専攻を選ぶとは限らないところにも表れている。そういう学生のためにコースワ
ークはその専門分野の中で基礎からしっかりと学ぶように考えられていること普通である。 
 
TA に関して。 
日本ではもっと教員採用のときに TA 経験を評価する仕組みが必要な気がする。アメリカでは TA をした
経験はしっかりと評価され、少なくとも少しはその経験が無いと一人前になれないという意識がある。TA を
生活費も含めたサポートという形にすることは、TA を立派な仕事として認識してもらうために大事ではない
かと思う。アメリカでは TA の仕事をもらって大学院入学できる学生はそのことを誇りに思っていて、その分
TA としての仕事にも、勉強にも真剣になるように思う。アメリカでは学生は採点だけの仕事から、完全の一
人で一つの授業をまかされる場合まで様々な形式があって、段階的に経験していけるようになっているケ
ースも多くある。分野にもよると思うが少なくとも数学ではそうである。中間的なものとしては微積分の授業で、
教授が週 3 回大きな講堂で授業をし、そのクラスが週に一回いくつかの小さなセクションに別れて演習の授
業をするのだが、TA がそれぞれのセクションを責任を持って担当する。こうすることでメインの教授の指導
を受けつつも自分自身も一つのクラスの責任を持つという経験ができる。このような授業形態は日本でも取
り入れられる分野があるのではないだろうか。 
 
 
 
調査票（研究科長） 
 
■データ収集の目的 
※ より詳細な分析に資するため、インタビューに関連した以下の定量データについてもご提供
いただきたいと考えております。可能な範囲で構いませんので、ご協力ください。 
 
■ご提供いただきたいデータの内容 
※ 以下にお示した内容は、全学的な集計値ではなく、貴研究科の範囲での集計値をお答えくだ
さい。また、貴研究科が修士・博士課程など複数の学位課程をお持ちの場合は、可能な範
囲で課程別のデータをいただければと思います。 
※ データのご提供はご協力いただける範囲で構いません。また、正確な数値を把握されていな
い場合でも、概数として大まかにお答えいただけるだけでも、調査上大変有益な情報となり
ますので、ご協力お願いいたします。なお、概数でお答えいただいた場合は、回答欄外にそ
の旨ご記入ください。 
※ 以下のデータと同内容の参考資料等（貴研究科に関するパンフレット等）を準備いただいて
も構いません。 
 
■既存統計調査との対応 
※ 以下の設問は、可能な限り既存調査（平成 20年度学校基本調査）で使用されている形式や
用語に合わせております。学校基本調査との対応がある設問については、注釈にてその旨明
記しておりますので、平成 20年度調査でご回答になったデータをお答えください。 
 
 
■本件のお問い合わせ先 
※ 本調査やデータの定義等についてご不明な点があれば、下記までお問い合わせください。 
 
株式会社三菱総合研究所 
科学・安全政策研究本部 科学技術研究グループ 
 担当：高谷、森、山野 
 （TEL：03-3277-0555、FAX：03-3277-0567） 
 
 大学名 研究科名 
※三菱総合研究所
が記入 
 
A. 学生の入学状況 
 
志願者・入学者数 
課程 入学志願者数    
  うち入学者数   
   うち当該大学出身者 うち他大学出身者 
     
修士 人 
 
人 人 人 
博士 人 
 
人 人 人 
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
（注2） 「当該大学出身者」：修士課程、博士課程（前期）、博士課程（一貫）および専門職学位課程では当
該大学の学部を、博士課程（後期）では当該大学の修士課程又は博士課程（前期）を卒業又は終了
した者をいいます。 
B-1 
 
B. 学生の在籍状況 
 
学生数 
課程 学生数  
  うち社会人 
修
士 
男性 人 人
女性 人 人
博
士 
男性 人 人
女性 人 人
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
研究科学生数のうち最低在学年限超過学生数 
課程 平成 18 年度 
入学者 
平成 17 年度
入学者 
平成 16 年度
入学者 
平成 15 年度
入学者 
平成 14 年度 
入学者 
平成 13 年度
以前入学者 
修
士 
男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
博
士 
男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
（注1） 在学者のうち標準修業年限を超えて在学する者の数を入学年度別に記入してください。 
（注2） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
 
C. 学生の卒業状況 
 
平成 19 年度卒業者の進路 
課程 卒業者数      
  就職者   進学者 その他・
不明   大学・公的研究機
関の教員・研究者
大学・公的研究機
関以外（民間企業
等）の研究者 
左記以外  
修
士 
男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
博
士 
男性 人 人 人 人 人 人
女性 人 人 人 人 人 人
※但し、上記は2008 年  月  日現在の数値 
（注1） 表右下の下線部分に、いつの時点の数値かをお答えください。 
（注2） 卒業者には、留学生も含めてください。 
（注3） ポスドクなどは「就職者（大学・公的研究機関の教員・研究者）」に含めてください。 
（注4） 概数で結構です。 
 
B-2 
 
D. 留学生の入学・卒業状況 
 
入学者の内、留学生の人数 
課程 入学者数の内、 
留学生 
修士 人 
 
博士 人 
 
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
平成 19 年度卒業者の内、留学生の進路 
課程 卒業者数の内、
留学生 
    
卒業後、引き続き日本国内で生活している者 その他 
（不明・帰国等） うち就職 うち進学 その他 
修士 人 人 人 人 人
博士 人 人 人 人 人
※但し、上記は2008 年  月  日現在の数値 
（注1） 貴研究科が留学生の進路について把握された時点での人数をお答えください。 
（表右下の下線部分に、いつの時点の数値かをお答えください） 
（注2） 概数で結構です。 
 
 
E. 教育体制 
 
教職員数 
教員 職員（教員以外） 
本務 兼務 本務 兼務 
人 
 
人 人 人
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 7 号）学生教職員等状況票］のご回答に準じてお答えください。 
 
教員の教育負荷 
 平均値 最大 
担当授業時間数 
（教員 1 人・1 週間当たり） 
約      時間 約      時間 
研究室での指導学生数 
（教員 1 人当たり） 
約       人 約       人 
（注 1）概数で結構です。 
 
B-3 
B-4 
 
F. 国際化に配慮した教育 
 
留学生向けの日本語教育 
実施状況 
※該当するものにレ印を記入 
入学前の日本語教育 
□実施していない 
□実施している 
入学後の日本語教育 
□実施していない 
□実施している 
上記日本語教育を利用している 
留学生の割合（概数） 
※日本語教育を実施している場合のみ 
入学前の日本語教育 
約        ％
入学後の日本語教育 
約        ％
（注1） 割合については、概数で結構です。 
（注2） 貴研究科外の組織（全学的な留学生支援部署など）による教育も含みます。 
 
英語による授業 
貴研究科で開講されている授業科目数（概数） 約        科目
 
 
うち英語による授業科目数（概数） 約        科目
（注1） 「英語による授業」：英語を用いて授業（講義、ディスカッション等）が進められるものを指しま
す。 
（注2） 科目数については、概数で結構です。 
 
 
G. 学生への経済支援 
 
経済支援の実施状況 
支援の種類 支援総額 支援対象学生数 
給付型奨学金 
※返済義務なし 
給付総額 
千円
給付対象学生数 
人
貸与型奨学金（ローン） 
※返済義務あり 
貸与総額 
千円
貸与対象学生数 
人
学費の減免 
 
減免総額 
千円
減免対象学生数 
人
学生の雇用（TA・RA 等）による
給与支給 
 
給与総額 
千円
雇用対象学生数 
人
（注 1）「貸与型奨学金」については、平成 19 年度中に新たに貸与した分についてお答えください。 
 
 
H. 財務状況 
 
貴研究科の経費 
学校経費（貴研究科分）    
 うち消費的支出   
  うち教員給与 うち教育研究費 
千円 千円 千円 千円
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 22 号）学校経費調査票 A, B］でのご回答に準じてお答えくだ
さい。 
 
 
調査票（専攻長） 
 
■データ収集の目的 
※ より詳細な分析に資するため、インタビューに関連した以下の定量データについてもご提供
いただきたいと考えております。可能な範囲で構いませんので、ご協力ください。 
 
■ご提供いただきたいデータの内容 
※ 以下にお示した内容は、全学的な集計値ではなく、貴専攻の範囲での集計値をお答えくださ
い。また、貴専攻が修士・博士課程など複数の学位課程をお持ちの場合は、可能な範囲で
課程別のデータをいただければと思います。 
※ データのご提供はご協力いただける範囲で構いません。また、正確な数値を把握されていな
い場合でも、概数として大まかにお答えいただけるだけでも、調査上大変有益な情報となり
ますので、ご協力お願いいたします。なお、概数でお答えいただいた場合は、回答欄外にそ
の旨ご記入ください。 
※ 以下のデータと同内容の参考資料等（貴研究科に関するパンフレット等）を準備いただいて
も構いません。 
 
■既存統計調査との対応 
※ 以下の設問は、可能な限り既存調査（平成 20年度学校基本調査）で使用されている形式や
用語に合わせております。学校基本調査との対応がある設問については、注釈にてその旨明
記しておりますので、平成 20年度調査でご回答になったデータをお答えください。 
 
 
■本件のお問い合わせ先 
※ 本調査やデータの定義等についてご不明な点があれば、下記までお問い合わせください。 
 
株式会社三菱総合研究所 
科学・安全政策研究本部 科学技術研究グループ 
 担当：高谷、森、山野 
 （TEL：03-3277-0555、FAX：03-3277-0567） 
 
 
 
A. 学生の在籍状況 
※貴専攻の在籍者数についてお答えください。 
 
学生数 
課程 学生数  
  うち社会人 
修
士 
男性 人 人
女性 人 人
博
士 
男性 人 人
女性 人 人
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
C-1 
C-2 
 
B. 留学生の入学・卒業状況 
※貴専攻の卒業者のうち、留学生の進路についてお答えください。 
 
入学者の内、留学生の人数 
課程 入学者数の内、 
留学生 
修士 人 
 
博士 人 
 
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 9 号）大学院学生内訳票］でのご回答に準じてお答えください。 
 
卒業者の内、留学生の進路 
課程 卒業者数の内、
留学生 
    
卒業後、引き続き日本国内で生活している者 その他 
（不明・帰国等） うち就職 うち進学 その他 
修士 人 人 人 人 人
博士 人 人 人 人 人
※但し、上記は2008 年  月  日現在の数値 
（注1） 概数で結構です。 
（注2） 表右下の下線部分に、いつの時点の数値かをお答えください。 
 
 
C. 教職員数 
※貴専攻の教職員数についてお答えください。 
 
教職員数 
教員 職員（教員以外） 
本務 兼務 本務 兼務 
人 
 
人 人 人
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 7 号）学生教職員等状況票］のご回答に準じてお答えください。 
 
 
D. 財務状況 
※貴専攻の経費についてお答えください。 
 
貴専攻の経費 
学校経費（貴専攻分）    
 うち消費的支出   
  うち教員給与 うち教育研究費 
千円 千円 千円 千円
（注1） 平成 20 年度学校基本調査［（様式第 22 号）学校経費調査票 A, B］でのご回答に準じてお答えくだ
さい。 
 
 
